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平成 24 年度国立環境研究所年報の刊行にあたって

平成 24 年度は、 国立環境研究所 （以下、 「国環研」 と い う ） の第 ３ 期中期計画 （平成 23

～ 27 年度） の ２ 年度目にあた り ます。 また、 東日本大震災を受けて発足させた災害環境研

究の ２ 年度目にあた り ます。 この 24 年度の年報では、 当初予定し ていた中期計画に基づ く

研究と と もに、 この災害環境研究の成果も報告し たい と考えています。

第 ３ 期中期計画に基づ く 研究では、 第 １ に、 地球環境研究分野、 資源循環 ・ 廃棄物研究

分野、 環境 リ ス ク研究分野、 地域環境研究分野、 生物 ・ 生態系環境研究分野、 環境健康研

究分野、 社会環境シス テム研究分野、 環境計測研究分野の ８ 分野において、 環境研究の中

核をなす、 基礎研究か ら課題対応型の研究まで幅広いスペク ト ラ ムの研究を展開し ていま

す。 続いて、 緊急、 かつ、 重点的な対応が求め られている課題、 あ るいは、 研究資源を集

約し て取 り 組むべき課題を扱 う 10 の研究プロ グ ラ ムを実施し ています。 ３ 番目には、 環境

研究の基盤 と な る、 長期的な取 り 組みが必要な研究基盤の整備に取 り 組んでいます。 これ

には、 人工衛星によ る宇宙か ら の観測をはじ め と し て、 地上や飛行機 ・ 船舶を用いた大気

中の炭素循環の観測 ・ 解析の研究や排出イ ンベン ト リ ーの維持 ・ 整備、 環境試料の保存 ・ 提

供、 レ フ ァ レ ン ス ラ ボ機能の整備、 環境に関する各種データベースの整備 ・ 維持などがあ

げられます。 スーパーコ ンピ ュータ を用いた研究の推進も重要な課題です。 また、 「子供の

健康 と 環境に関する全国調査」 について も、 昨年に引き続き順調に展開し ています。 ４ 番

目には、 東日本大震災を契機に始め られた災害環境研究です。 これは、 国環研の新たな仕

事 と し て、 本年 ３ 月に中期目標に明記され、 中期計画も変更し て本格的に取 り 組んでいま

す。 これら ４ つの分野での研究成果が、 本報告書には掲載されています。

さ らに、 福島県が設置を予定し ている 「福島県環境創造セン ター （仮）」 について も、 国

環研福島支部 （仮） を置いて協力し、 現場に基づいた活動を展開し てい く 予定です。 環境

研究と い う と、 「マイナス面を修復する」 と い う イ メ ージを持つ人もいる と思いますが、 環

境研究と は、 現在の制約の中で、 あ り 得べき未来を具体的に構築し てい く こ と が本質です。

21 世紀の日本や、 世界が、 真に、 暮ら しやすい、 人々に幸せを も た らすよ う な社会にし て

い く ためには、 環境研究が不可欠です。 国環研は、 こ の目標のために、 一丸 と なってがん

ばっていきたい と考えています。

皆様に本研究所の活動を よ り 深 く ご理解し ていただ く と 同時に、 忌憚のないご意見をお

寄せいただきた く お願い申し上げます。

　 平成 25 年 ６ 月

独立行政法人 　 国立環境研究所

　 　 　 　 　 　 　 理事長 　 　 住 　 明正
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国立環境研究所は、 昭和 49 年３ 月、 環境庁国立公害研

究所と し て筑波研究学園都市内に設置さ れた。

その後、 環境研究に対する社会 ・ 行政ニーズに対応す

る ため、 平成 ２ 年 ７ 月に、 研究部門の大幅な再編成を行

い、 名称も 「国立環境研究所」 と改めた。 また、 「独立行

政法人通則法」 （平成 11 年 ７ 月） 及び 「独立行政法人国

立環境研究所法」 （平成 11 年 12 月） に基づき、 平成 13

年 ４ 月に独立行政法人 と し て発足し た こ と を契機に、 社

会の要請に一層応え られる よ う 体制が再編された。 環境

大臣が定めた ５ ヵ年の第 １ 期中期目標 （平成 13 ～ 17 年

度） に基づき、 これを達成する ための第 １ 期中期計画に

おいては、 ６ つの重点特別研究プロ ジ ェ ク ト 、 ２ つの政

策対応型調査 ・ 研究等を実施し た。 平成 18 年度からは、

特定独立行政法人以外の独立行政法人 （非公務員型） へ

の移行を行 う と と もに、 第 ２ 期中期目標 （平成 18 ～ 22

年度 ) に基づき、 これを達成するための第 ２ 期中期計画

及び年度計画を策定し、 柔軟な運営によ る質の高い研究

活動を効果的、 効率的に実施し た。

平成 23 年度からは第 ３ 期中期目標 （平成 23 ～ 27 年

度） に基づき、 第 ３ 期中期計画及び年度計画を策定し、

国内外の環境研究の中核的研究機関及び政策貢献機関 と

し ての役割並びに、 長期的展望に立った学際的かつ総合

的で質の高い環境研究を推進する ため、課題対応型研究、

分野横断型研究を重視しつつ、 環境研究の柱 と な る ８ 分

野を設定し、 これら を担 う 研究セン ターを設置し た。 こ

れに よ り 、 基礎研究か ら 課題対応方研究まで一体的に、

分野間連携を図 り つつ研究を実施し た。

さ ら に、 東日本大震災か ら の復旧 ・ 復興に向けて、 災

害 と 環境に関する研究、 特に環境中へ放出された放射性

物質によ る汚染に関する研究等を実施し た。

本研究所の特色は、 高い専門性、 幅広い見識、 鋭い洞

察と 先見性、 専門家と し ての使命感を持って、 自然科学・

技術から 人文社会科学にま たがる 広範な環境研究を 総合

的に推進し 、 その科学的成果をも って国内外の環境政策

に貢献する と と も に、 各界に対し て環境問題を解決する

ための適切な情報の発信と 相互に連携し た活動を実施し

ている こ と にある 。

（ １ ） 予算及び人員

本年度の当初予算は、 研究所総体の運営に必要な経費

と し て運営費交付金12,111百万円、施設整備費補助金263

百万円、 競争的資金や受託等によ る 3,611 百万円及びそ

の他の収入 54 百万円が計上された。

平成 25 年 3 月 31 日現在の役職員数は 256 名 （役員 ５

名、 任期付研究員を含む） であ る。

（ ２ ） 施設

つ く ば市の研究本所 （23ha） には、 本館、 地球温暖化

研究棟、 循環 ・ 廃棄物研究棟、 環境 リ ス ク研究棟、 ナ ノ

粒子健康影響実験棟など、 大小 30 弱の施設が存在する。

（ ３ ） 研究活動

第３ 期中期計画の達成に向け、 以下の環境研究を戦略

的に推進し た。 こ れら の研究活動については、 研究計画

を 作成し 、 ホームページで公開し た。 ま た、 東日本大震

災から の復旧・ 復興に向けて、 国立環境研究所の有する

知見や知のネッ ト ワ ーク を活用し 、 放射性物質に汚染さ

れた廃棄物等の処理・ 処分、 放射性物質の動態解明等の

ための調査研究を実施し た。

研究活動評価については、「 国立環境研究所研究評価実

施要領」 に基づき 、研究課題の評価を行ってき ている 。外

部の専門家によ る 外部研究評価委員会において、 環境研

究の柱と なる 研究分野、課題対応型の研究プロ グラ ム、環

境研究の基盤整備に係る 年度評価（ 平成 24 年 12 月） を

実施し た。 評価結果については、 ホームページ上で公開

し ている 。

ⅰ 環境研究の柱と なる 分野

　 ①　 地球環境研究分野

　 ②　 資源循環・ 廃棄物研究分野

　 ③　 環境リ ス ク 研究分野

　 ④　 地域環境研究分野

　 ⑤　 生物・ 生態系環境研究分野

　 ⑥　 環境健康研究分野

　 ⑦　 社会環境シス テム研究分野

　 ⑧　 環境計測研究分野

ⅱ研究プロ グラ ム

　 重点研究プロ グラ ム

　 ①　 地球温暖化研究プロ グラ ム

　 ②　 循環型社会研究プロ グラ ム

　 ③　 化学物質評価 ・ 管理イ ノベーシ ョ ン研究プログラ ム

　 ④　 東アジア広域環境研究プロ グラ ム

　 ⑤　 生物多様性研究プロ グラ ム

　 先導的研究プロ グラ ム

　 ⑥　 流域圏生態系研究プロ グラ ム

　 ⑦　 環境都市シス テム研究プロ グラ ム

　 ⑧　 小児・ 次世代環境保健研究プロ グラ ム

　 ⑨　 持続可能社会転換方策研究プロ グラ ム

　 ⑩　 先端環境計測研究プロ グラ ム
―  3  ―
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ⅲ 中核的環境研究機関と し ての取組

　 ①　 アジア地域等をはじ めと し た、 国際的な研究

　 　 　 連携の推進

　 ②　 国際約束に基づく モニタ リ ング事業等環境研

　 　 　 究基盤事業の推進

（ ４ ） 環境情報の提供

環境情報部において、 環境の保全に関する国内外の情

報の収集 ・ 整理 ・ 提供、 研究成果の出版 ・ 普及及び国立

環境研究所ホームページの運営、 並びに スーパー コ ン

ピ ュータの運用を行い、 国民等への環境に関する適切な

情報の提供サービ ス を実施し た。
―  4  ―
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Ⅱ．研究分野の概要
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地球環境研究分野

地球環境は人類の生存基盤に関わる最も基本的かつ重要

な要素であ り 、 人間活動に起因する温室効果ガス増加に

よ る地球温暖化の進行 と それに伴 う 気候変動や、 オゾン

層変動等が も た らす人類を含む生態系への影響に関し、

その予測される影響の大き さや深刻さ か らみて、 持続可

能な社会の構築のためには地球規模の環境保全に向けた

取組が必要不可欠であ る。 しか も、 地球環境に対し て人

間活動の影響が現れる までには時間が比較的長 く かかる

こ と から、 中長期的な視点に立った継続的な研究への取

組が重視される必要があ る。

そ こ で、 地球環境の現況の把握 と その変動要因の解明、

それに基づ く 地球環境変動の将来予測及び地球環境変動

に伴 う 影響 リ ス ク の評価、 並びに地球環境保全のための

対策に関する研究を実施する。 特に、 大気中の温室効果

ガスの地球規模での動態の観測 ・ 解明、 過去か ら将来に

わた る気候変動の解明 ・ 予測、 気候変動に対する地球規

模の影響 リ ス ク の評価、気候変動に対する国際的な適応・

緩和対策に関する研究など、 気候変動 （地球温暖化） 問

題に重点をおいて研究を推進する。

また、 地球環境の戦略的モニ タ リ ングの実施、 地球環境

データベース （自然科学データ、 及び社会 ・ 経済データ）

の構築 ・ 運用、 国内外で実施される地球環境研究の推進

にかかる支援を行 う 。 衛星によ る温室効果ガスモニ タ リ

ングについては、 引き続きデータの処理 ・ 検証 ・ 提供を

行 う 。その他、地球環境の監視・観測技術及びデータベー

スの開発 ・ 高度化に関わる研究、 将来の地球環境に関す

る予見的研究や、 新たな環境研究技術の開発等の先導的

･基盤的研究を行 う 。

以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。

(1) 全球及び東アジア域を中心 と し た地球環境に影響を

及ぼす温室効果気体等の物質の観測 ・ 解析を行い、 それ

ら の地球規模での循環の実態 と その長期的な変動機構を

明らかにする。

(2) 地球環境変動の実態の解明 と 将来予測の精緻化を進

める。

(3) 気候変動に対する地球規模の影響 リ ス ク の評価を行

う こ と によ り 、 気候変動政策に資する科学的知見を提供

する。

(4) 世界規模での温室効果ガス排出抑制策 （緩和策） や気

候変動に対する適応策を総合的に評価する こ と に よ り 、

気候変動に対する国際的な適応 ・ 緩和対策の推進に関す

る科学的知見を提供する。

(5) 地球環境の戦略的モニタ リ ング事業、地球環境データ

ベース事業、 地球環境研究の支援事業等を進める こ と に

よ り 、 上記をはじめ と する地球環境研究の基盤の提供に

資する。

資源循環 ・ 廃棄物研究分野

生産 ・ 消費活動の負の側面であ る廃棄物問題を解決し、

資源の効率的な利用 と 健全な物質循環が確保された循環

型社会への転換を進める こ と が、 わが国のみなな らず世

界共通の課題であ り 、 問題解決のための科学的、 技術的

課題の克服が求められている。

そ こ で、 社会経済活動に伴 う 物質の利用 と 付随する環境

負荷の実態解明及び将来展望、 資源性 ・ 有害性の両面か

らみた物質の評価 ・ 管理手法の構築、 並びに資源の循環

的利用、 廃棄物 ・ 排水等の適正処理及び汚染された環境

の修復 ・ 再生のための技術 ・ システムの開発、 評価及び

地域実装に関する調査 ・ 研究を行 う 。

具体的には、 資源 ・ 原材料 ・ 製品 ・ 廃棄物等のフ ロー ・

ス ト ッ ク の解明、 循環型社会形成 と 廃棄物の適正処理に

係る制度設計 ・ 計画立案手法構築、 資源性 ・ 有害性を有

する物質のラ イ フサイ クルにわた る管理手法構築に向け

た研究を行 う 。 また、 資源化 ・ 適正処理に係る試験法や

分析技術等の基盤技術、 資源の効率的 ・ 循環的利用及び

廃棄物の適正処理 ・ 処分に係る技術、 汚染された環境の

修復再生に係る技術に関する開発 ・ 実証 ・ 評価 ・ シス テ

ム化に関する研究を行 う 。 更に、 アジア圏の国際資源循

環システムの適正化 と アジア諸国の廃棄物 ・ 環境衛生問

題の改善手法の提案に向けた研究を行 う 。 マテ リ アルフ

ロー、 廃棄物の性状等の資源 ・ 廃棄物に係る知的基盤の

整備を進める。 

調査研究の実施にあたっては、 地域特性に応じ た環境技

術の社会実装のための対外連携や、 我が国の資源循環、

廃棄物処理及び環境修復再生技術におけ る国際競争力の

学術的側面か ら の強化 と 普及支援、 資源循環 ・ 廃棄物行
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政に対する科学的 ・ 技術的側面か らの先導的支援を進め

る。

以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。 

(1) 資源性 ・ 有害性物質の国際的な適正管理手法、 アジア

現地に適合し た廃棄物処理処分技術 ・ 廃棄物管理システ

ム、 地域特性を活かし た資源循環システムの構築のため

の枠組みを開発し、 日本 ・ アジアの循環型社会構築を支

援する。

(2) 低炭素かつ循環型の社会構築に向けて、 固形 ・ 液状廃

棄物に対する従来技術の評価 ・ 改良、 新規技術の開発を

行い、 システムの管理戦略等を提示する。 石綿や廃 POPs

等の難循環物質及び不法投棄 ・ 不適正処分場を対象 と し

て、 分析調査、 リ ス ク評価， 修復及び管理に関する一連

の手法を提示する。 公的制度の構築、 東アジア等 と の制

度共有展開に貢献する よ う 、 再生品の環境安全品質レベ

ルの設定、 品質管理の枠組み ・ 検査法の標準化のための

科学的知見を提供する。

(3) 廃棄物の資源化の促進及び資源循環におけ る低炭素

化に貢献する よ う 、 廃棄物処理 ・ 資源化に係る基盤計測

技術 と 性状評価手法を開発する と と も に、 資源化 ・ 処理

に係る要素技術の開発を行 う 。 

(4) 長期的視点を含む資源管理や物質の低環境負荷型利

用並びに行政や企業に対する先導的知的支援に貢献する

よ う 、 将来の資源需要 と 国際物質フ ローの構造解析手法

や物質ラ イ フサイ クルにおけ る リ ス ク管理方策、 循環型

社会 ・ 廃棄物分野の施策等を国際的、 科学的視点から提

示する。

(5) 独自の資源化技術や環境修復再生技術等の社会的実

現を早期に達成し、 地域環境再生政策に貢献する よ う 、

外部連携を推進しつつ循環型社会形成に寄与でき る実際

的な技術システムを提示する。

(6) 将来の施策判断等に資する情報整備に貢献する と と

も に、 物質情報に関わる国際的な情報基盤構築を先導で

き る よ う 、 資源利用に関わる物質フ ローや性状、 費用等

の適切な循環利用 と 廃棄物処理に必要なデータの調査 と

データベース整備を行 う 。

環境リ スク研究分野

環境 リ ス ク （人の健康や生態系に有害な影響を及ぼすお

それ） への対応が予防的に行われ、 安心が確保されてい

る社会の実現が求め られている。 化学物質の リ ス ク につ

いては、 人の健康 と 環境に も た らす著しい悪影響を最小

化す る 方法 で 化学物質 が 使用 ・ 生産 さ れ る と い う 、

「WSSD2020 年目標」 の達成を目指し て、 人の健康や生態

系に与え る リ ス ク を総体 と し て把握し、 大き な リ ス ク を

取 り 除 く ための施策の推進が始ま っている。 化学物質に

よ る環境 リ ス ク の管理を一層徹底する と と も に、 予防的

対応を念頭に リ ス ク管理 ・ 評価手法を高度化する観点か

ら、 化学物質等の未解明な リ ス クや脆弱性集団に対する

リ ス ク の評価 ・ 管理に資する リ ス ク評価手法の確立が必

要と されている。 

そ こ で、 環境 リ ス ク要因の同定、 曝露評価法、 健康 リ ス

ク評価法、 生態 リ ス ク評価法、 並びに、 リ ス ク管理に関

する手法の高度化を目的と し て、生態影響試験法の開発、

理論化学 ・ 情報科学に基づ く 化学物質の毒性予測手法の

開発、 曝露経路及び動態の解明 と 曝露評価法構築、 化学

物質の環境経由の曝露 ・ 影響実態の把握手法の開発、 影

響評価に資する機構解明 と 生態 リ ス ク評価法構築、 有害

性評価に資する機構解明 と 健康 リ ス ク評価法構築、 環境

リ ス ク に関する政策 ・ 管理に関する研究、 リ ス ク コ ミ ュ

ニケーシ ョ ンに係る研究、 並びに これら一連の環境 リ ス

ク に関する情報整備等を統合的に推進する。 

以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。 

１ 、 化学物質の生態影響及び健康影響の評価に関する基

盤的な研究を進め、 環境行政におけ る試験評価手法の検

討および リ ス ク評価の実施に対し て科学的な基盤を提供

する。 

２ 、 化学物質の物理化学的性状、 及び、 統計的外挿手法

に基づ く 毒性予測手法を開発する こ と によ り 、 施策への

活用に必要な毒性予測の不確実性に対する定量的な情報

の提供を可能にする。 

３ 、 化学物質の人への健康影響、 生態系への影響の評価

に必要な有害性や曝露にかかわるデータや情報を体系的

に整備する こ と によ り 、 環境 リ ス ク評価の実施や指針値

の策定等の環境施策を推進する基盤を構築する。 
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４ 、 管理コ ス ト と 様々な不確実要因を考慮し た最適な管

理シナ リ オの作成に貢献する よ う 、 化学物質、 貧酸素水

塊など、 様々な環境か く 乱要因の生態系への影響機構を

解明し、 リ ス ク を評価する。 

５ 、 多様な有害物質に対する健康 リ ス ク の評価に貢献す

る よ う 、 粒子状物質等の吸入毒性試験を中心に、 化学物

質の生体影響評価手法の開発と標準化を進める。 

６ 、 人、 生物、 水、 大気など様々の環境媒体を対象 と し

た高感度 ・ 高分離能ク ロマ ト グ ラ フ法等によ る測定法や

生物応答試験法等によ る影響検出法を開発 ・ 高度化する

こ と によ り 、 網羅的測定によ る多様な化学物質の曝露 と

影響の実態把握を可能にする。 

７ 、管理戦略策定に必要な基盤構築に貢献する よ う 、GIS

多媒体モデルや排出シナ リ オなど、 環境分布や排出 ・ 曝

露状況の解析が可能な数理解析手法を開発する。

地域環境研究分野

人間活動によ る環境負荷に起因し、 大気、 水、 土壌など

の環境媒体を通し て、 人 ・ 生態系等に影響を及ぼす地域

環境問題を解決し、 も し く は、 環境問題の発生を未然に

防止する ためには、 各々の問題の発生構造を多層的 ・ 科

学的に理解し、 持続的社会の構築も見据えて総合的かつ

実効的な解決策を見出し、 更には地域において適用し て

行 く ための調査 ・ 研究を実施する必要があ る。 一方、 地

域の多様性を考慮し、 快適で魅力的な地域環境を創造す

る こ と によ り 、 付加価値の高い地域づ く り に貢献する創

環境研究の重要性が高ま っている。

そ こ で、 国内及びアジアの大気、 水、 土壌などの環境圏

で発生する、 国を越境する スケールか ら都市スケールの

地域環境問題を対象に、 観測 ・ モデ リ ング ・ 室内実験な

ど を統合し た研究によ って発生 メ カニズムを科学的に理

解する と と も に、 問題解決のための保全 ・ 改善手法の提

案 と 環境創造手法の検討を進め、 最終的に これら を総合

化する こ と によ り 、 地域環境管理に資する研究を推進す

る。

具体的には、 アジアを中心 と する海外及び国内の大気環

境評価 ・ 大気汚染削減、 陸域 ・ 海洋環境の統合的評価 ・

管理手法、 流域圏環境の保全 ・ 再生 ・ 創造手法、 都市 ・

地域の コベネフ ィ ッ ト 型環境保全技術 ・ 政策シナ リ オ、

快適で魅力的な地域環境の創造手法などに関する研究を

推進する と 同時に、 地域環境変動の長期モニ タ リ ングを

実施する。

以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。

(1) 広域大気環境管理の推進に貢献する よ う 、東アジアの

広域越境大気汚染を対象に、 観測 と モデルを統合し て、

半球／東アジア／国内のマルチス ケール大気汚染の実態

を解明し、 越境大気汚染の国内への影響評価手法を確立

する。

(2) 陸域 ・ 海洋の統合環境管理施策の立案に貢献する よ

う 、 陸域の人間活動が、 水 ・ 大気圏を経由し て東シナ海 ・

日本近海の海洋環境に及ぼす影響を観測 と モデルによ り

解明し、 陸域負荷変動に対する海洋環境の応答をマルチ

ス ケールで評価する。

(3) 流域圏の保全 ・ 修復に貢献する よ う 、 流域圏における

生態系機能及び関連環境因子の定量的関係を、 窒素 ・ 炭

素等の物質循環の視点から評価する。

(4) 地域環境の問題解決と創造に貢献する よ う 、 都市 ・ 地

域大気環境や流域圏環境の保全 ・ 再生 ・ 創造に係る基盤

的 ・ 分野横断的研究を実施する と 共に、 都市 ・ 地域のコ

ベネフ ィ ッ ト 型環境技術システムを開発し、 その社会実

証プロセス を提示する。

(5) 大気環境や水環境の長期モニタ リ ングを実施し、地域

環境変動を把握する。

生物 ・ 生態系環境研究分野

人間活動によ って生物多様性の損失 と 生態系の劣化が進

む と と も に、 将来にわた る生態系サービ スの低下が危惧

されている。

そ こ で、 地球上の多様な生物か ら な る生態系の構造 と 機

能及び構造 と 機能の間の関係、 並びに人間活動が生物多

様性 ・ 生態系に及ぼす影響の解明に関する調査 ・ 研究を

様々な空間及び時間ス ケールで実施する。

  具体的には、 生物多様性の評価 ・ 予測 と保全に関する研

究を推進し、 生物多様性の観測技術の開発、 生物多様性

の現状評価 と 将来予測手法の開発などに基づき、 効果的
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に保全する施策の立案に貢献する。 また、 地域環境研究

分野 と 連携し て、 流域圏の生態系機能の解明 と その健全

性評価に関する研究を行 う 。 更に、 国内及びアジアの生

物多様性 ・ 生態系の保全に関する基盤的な調査 ・ 研究並

びに個別の重要課題にも取 り 組む。

更に、 上記の研究 と 密接に関係し た生物多様性 ・ 生態系

の観測 ・ 監視を継続的に推進する と と も に、 これまでに

蓄積された生物資源 ・ 遺伝情報等の研究資産の継承 ・ 管

理 ・ 提供を行い、 上記の研究推進に活用する。 また、 生

物多様性の社会的な主流化や生態系サービ スの持続可能

な利用の仕組みの実現に向けた自然科学 と 人文 ・ 社会科

学の連携に関する研究シーズを育成する。

以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。

(1) 生物多様性を効果的に保全する施策の立案に貢献す

る と と もに、生物多様性国家戦略 2010 の生物多様性総合

評価並びに生物多様性条約の愛知目標の達成度評価に貢

献する よ う 、 生物多様性の評価並びに予測手法を開発す

る。

(2) 喫緊の対応が必要な生物多様性や生態系への脅威に

関する個別の研究課題に取 り 組むこ と で、 生物多様性の

損失や生態系の劣化を改善する ための科学的知見の提供

を可能にする。

(3) 長期にわたる継続的な生物多様性 ・ 生態系の観測 ・ 監

視を推進する と と も に、 新たな観測 ・ 監視手法の開発 ・

改良を提案する こ と によ り 、 効果的 ・ 効率的な生物多様

性 ・ 生態系の観測 ・ 監視を可能にする。

(4) 生物多様性の保全 と 再生のための研究基盤の提供に

貢献する よ う 、生物資源・遺伝情報等の研究資産の継承・

管理 ・ 提供を行 う 。

(5) 生物多様性の社会的な主流化の推進に貢献する よ う 、

生物多様性に関する自然科学 と 人文 ・ 社会科学 と の連携

を進める。

環境健康研究分野

環境汚染物質等の環境因子によ る健康影響は未だ充分に

明ら かに されておらず、 小児や脆弱性の高い集団を中心

にその影響 と 機構を明ら かにし、 健康影響の低減 と 未然

防止を図る必要があ る。

そ こ で、 環境汚染物質等の環境因子によ る健康影響 ・ 発

現機構の実験的解明 と 評価、 簡易 ・ 迅速な曝露 ・ 影響評

価系の開発、 並びに環境が健康に も た らす影響の同定 と

要因の究明に関する疫学的調査 ・ 研究を実施する。 特に、

先導研究プ ロ グ ラ ム｢小児 ・ 次世代環境保健プロ グ ラ ム｣

を主体的に推進し、「子ど もの健康 と環境に関する全国調

査 （エコチル調査）」 のコ アセン ターと し て も機能する。

具体的には、 環境化学物質、 大気汚染物質、 ナ ノ マテ リ

アル等、 環境汚染物質 ・ 環境因子の影響評価 と 評価手法

の確立、 実践、 高度化、 検証に取 り 組む と と も に、 ゲ ノ

ミ ク ス、 エピジ ェ ネテ ィ ク スに着目し た環境汚染物質 ・

環境因子の健康影響及び発現機構の解明に取 り 組む。 ま

た、 環境汚染物質 ・ 環境因子によ る健康影響に関する疫

学評価 と その総合化、 体系化、 高度化、 精密化に取 り 組

む。 更に、 「エコチル調査」 コ アセン ターにおいて、 主に

同調査の企画 ・ 調整、 関係機関の業務管理及びデータ整

備 ・ 管理、 資料分析 ・ 保存等の業務にあた る。

以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。

(1) 健康影響の未然防止に貢献する よ う 、 環境汚染物質 ・

環境因子の免疫 ・ アレルギー系等への影響 と その機構の

解明及びバイオマーカーの探索を行い、 体系的評価シス

テムを構築する。

(2) 環境汚染物質・環境因子が生理機能や生体反応に及ぼ

す影響 と その機構を解明し、 機序に基づいた健康影響評

価を可能とする ための科学的根拠を提供する。

(3) 環境汚染物質・環境因子の健康影響を総合的に評価す

る こ と を目標 と し、 実験によ る知見か ら疫学研究成果ま

でを広 く 体系化、 総合化する こ と によ り 、 新たな健康影

響評価手法を開発する。

(4) 環境汚染物質・環境因子が健康へ及ぼす影響を明らか

にする ための疫学調査手法を開発 ・ 高度化する。 更にそ

の手法を用いた疫学調査 ・ 研究を実施し、 健康影響評価

及び健康被害予防のための政策に資す る 知見を提供す

る。
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(5)環境要因が子ど もの健康に与え る影響の解明に貢献す

る よ う 、 全国 １ ０ 万人の妊婦の参加を募 り 、 生体試料の

採取保存や質問票によ る追跡調査等を開始する等 「子ど

もの健康と環境に関する全国調査 （エコチル調査）」 を推

進する。

社会環境システム研究分野

環境問題の根源 と な る人間の社会経済活動を持続可能な

も の と する環境 と 経済が両立する持続可能社会への転換

に貢献する ためには、 人間 と 環境を広 く 研究の視野に入

れて、 社会経済活動 と 環境問題 と の関わ り を解明する と

と も に、 環境 と 経済の調和し た持続可能な社会のあ り 方

と それを実現する ための対策 ・ 施策を提示する必要があ

る。

そ こ で、 持続可能社会の早期実現を目的 と し て、 社会環

境シ ス テム分野の調査 ・ 研究を実施する。 特に、 環境 ・

社会 ・ 経済のモデル開発 と 改良を進め、 内外の諸問題へ

適用し、 現状及び政策分析を進める と と も に、 国内及び

世界を対象 と し た持続可能性の検討、 シナ リ オ ・ ビジ ョ

ンの構築、持続可能な生産 と消費のあ り 方の検討を行 う 。

よ り 具体的には、 持続可能社会に向けた実現シナ リ オ ・

ロー ド マ ッ プの構築 と 実現方策の立案、 持続可能な都市

のあ り 方の検討、 コベネフ ィ ッ ト 型の環境都市 と モデル

街区のシステム設計 と 社会実践に関する研究など、 持続

可能な社会の構築に重点をおいた研究を推進する。また、

これら に関連し て、 環境意識等に関するモニ タ リ ングや

社会 と 科学に関する コ ミ ュ ニケーシ ョ ン、 環境政策の経

済的評価や効果実証 と 制度設計な ど基盤的な研究を行

う 。

 以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。

(1) 持続可能な社会の将来シナ リ オの基礎 と な る ド ラ イ

ビ ングフ ォース と し ての社会 ・ 経済のビジ ョ ン を、 シナ

リ オアプローチによ り 分析し、 今後生じ う る様々な環境

問題を想定しつつ、 持続可能な社会実現に必要な対策や

社会 ・ 経済のあ り 方、 消費やラ イ フ ス タ イルのあ り 方を

定性的及び定量的に提示する。

(2) 人間活動か ら発生する環境負荷の環境資源 と 都市活

動への影響を解析する環境シ ミ ュ レーシ ョ ンを踏まえつ

つ、 環境影響の低減 と 社会経済の改善を同時に実現する

コ ベネ フ ィ ッ ト 型の技術 と 施策を組み合わせ る 環境 ソ

リ ューシ ョ ン と その計画システム及び評価方法論を構築

する。 また、 持続可能な都市 ・ 地域の計画策定に貢献す

る よ う 、 都市 ・ 地域の空間構造を明ら かにし、 その実現

シナ リ オを ロード マ ッ プ と し て提示する。

(3) 統合評価モデルや環境経済モデルの開発 ・ 改良を進

め、 上記 (1) 及び (2) への適用、 内外の諸問題へ適用し、

現状及び政策分析を進める と と も に、 環境政策の経済的

評価や効果実証などの研究を行 う 。

環境計測研究分野

顕在化し た環境問題の解決、 問題の拡大の防止、 更には

新たな問題の発生の未然防止のためには、 環境問題の発

生 メ カニズムの理解 と それに基づ く 将来予測、 有効な対

策の立案と対策効果の検証が必要であ る。そのためには、

環境の監視、 環境問題に関わ る現象のプ ロ セ スの解明、

並びに環境 リ ス ク要因の把握 と 影響の評価が不可欠であ

る。

そ こ で、 環境の状態の把握、 状態の時間的 ・ 空間的な変

化の監視、 過去の変化の解明、 将来の環境変化の予兆の

検出、 新たな環境悪化の懸念要因の発見 ・ 同定 と その評

価などに関する様々な環境研究を支え る ための環境計測

手法 （計測デー タ の分析 ・ 解析 ・ 活用手法な ど も 含む）

の開発 ・ 高度化に関する研究や計測手法の整備、 体系化

に関する取組を推進する。 同時に、 環境ス ト レ スに対す

る生体影響評価のための計測手法の開発、 計測データ を

総合的に分析する ための情報解析手法の開発 ・ 高度化や

計測データ質の保証 と 管理を目指し た調査 ・ 研究を実施

する。

具体的には、 環境分析に係る精度管理手法やデータ質の

評価手法の開発、 環境試料の保存並びに保存試料の活用

のための技術開発、 様々な対象 （大気、 水、 土壌、 植物、

生体試料など） における残留性有機汚染物質 （POPs） を

はじめ と し た化学物質の監視のための手法開発、 環境の

変化やその状態を読み取れる環境 ト レーサーの開拓を含

むモニ タ リ ング手法開発、 環境ス ト レ スに鋭敏に応答す

る脳神経系への影響の評価手法の開発、 大気エア ロ ゾル

や雲など を対象 と し た環境因子の時空間分布の監視手法

開発、 大量の多重分光画像データ等の環境データか らの

環境情報の抽出手法の開発に係る研究を推進する。
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以上の調査 ・ 研究の到達目標は以下の通 り であ る。

(1) 環境分析方法の正確 さ と 分析値の信頼性を支え る取

り 組みと し て、 有機化合物および無機元素に関わる 2 種

類以上の環境標準物質を作製 ・ 頒布する。 また公定分析

手法など基準 と な る分析手法の改良や分析精度管理手法

の開発を進める。

(2) 自然環境汚染の長期的な変遷の解明や分析対象媒体

の拡大、 更には広範な化学物質を対象 と し た分析が可能

と なる よ う 、POPs を含む各種有機化合物についてのモニ

タ リ ング手法、 迅速分析法、 網羅分析法を開発する。

(3) 同位体を ト レーサー と し た環境中化学物質の動態解

析手法を開発する。 水銀などの同位体計測技術の確立や

高度化と その環境動態解明への応用を行 う 。 また 14C を

含む炭素同位体計測技術の高度化 と同位体情報の活用に

よ り 、 生態系を介し た有機化合物の動態解明を行 う 。

(4) 気候変動な どに よ る生態系の変動な ら びに大気や海

水の循環の変動を把握 ・ 追跡する ための環境 ト レーサー

の開発と その環境動態解明への応用を行 う 。

(5) 化学分析手法と も連携を と り つつ、MRI 計測手法や動

物行動試験を柱 と し て、 環境ス ト レ スに鋭敏に応答する

脳神経系への影響評価手法を開発する。

(6) 分光計測を含む遠隔計測技術の開発や大量かつ多次

元の環境計測データか らの環境情報の抽出手法開発 と し

て、 雲エア ロ ゾル計測手法の高度化やハイパースペク ト

ルセンサーのデータ解析手法開発を行 う 。
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3.(1) 地球温暖化研究プログラム

〔研究課題コード〕 1115SP010

〔代表者〕 ○笹野泰弘（地球環境研究センター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

地球温暖化問題に関し、 気候変化の将来予測の高度化の

観点から の重要課題のひ と つ と し て、 温室効果ガスの自

然起源の吸収 ・ 排出源の変動 メ カニズムの解明 と 将来の

吸収能力の変化予測の高精度化が求められている。また、

国際的な温暖化対策の推進に関し、 地球規模の リ ス ク管

理戦略を構築し てい く こ と が必要 と されて き ている。 同

時に、 脱温暖化社会の実現に向けて、 各国の今後の温室

効果ガ ス排出削減行動が重要であ り 、 各国の政策オプ

シ ョ ン、 国際協調のあ り 方などが依然 と し て、 重要な課

題と し て残されている。第 ３ 期中期目標期間においては、

これらの諸問題の解決を目指し て、科学的な知見の集積・

提供を図る必要があ る。

そ こ で、 地球温暖化の原因物質であ る温室効果ガスの濃

度変動特性を、 地上観測サイ ト 、 船舶、 航空機並びに人

工衛星をプラ ッ ト フ ォーム と し た総合的な観測 と モデル

解析に基づいて解明する と と も に自然起源の吸収源の保

全に必要と される科学的知見を提供する。

ま た、 地球規模の温暖化対策目標及び目標に至る道筋 ・

方法についての議論を、 リ ス ク の管理に関する社会的な

意思決定の問題 と し て捉え、 こ の意思決定を支援する た

め、 地球規模の温暖化 リ ス ク に加え、 水安全保障、 生態

系保全など関連する温暖化以外の地球規模 リ ス ク、 及び

リ ス ク管理オプシ ョ ンについての検討を行い、 リ ス ク に

対する社会の認知等も考慮し た上で、 リ ス ク管理戦略の

分析を行 う 。

アジア各国におけ る脱温暖化社会に向けた取組の支援に

資する ため、 世界及び日本におけ る温室効果ガス削減目

標及び対策の評価を行 う と と も に、 中長期的な温室効果

ガス排出削減目標の設定 と、 その目標を実現する ための

各国の諸状況に応じ た政策オプシ ョ ンを提示する。また、

国際制度･国際交渉に関する研究を進め国際協調のあ り

方を提言する。

〔内容および成果〕

温室効果ガスの自然起源の吸収 ・ 排出源の変動 メ カニズ

ムの解明 と 将来の吸収能力の変化予測の高精度化を行 う

と と も に、 国際的な温暖化対策の推進に関し、 地球規模

の リ ス ク管理戦略の構築、 脱温暖化社会の実現に向けて

の各国の政策オプシ ョ ン、 国際協調のあ り 方などの諸問

題の解決を目指し て、 科学的な知見の集積 ・ 提供を図る

こ と を目的に、 以下の研究を実施し た。

(1)衛星な らびに地上、船舶、航空機などのプラ ッ ト フ ォー

ム を用いた全球及び東アジア域を中心 と し た大気環境 ・

温室効果ガスの観測の継続を図 り つつ、 これらの観測の

総合的な解析のためにデータ の統合化を進めた。 ま た、

これらの複合的なデータ を取 り 扱え る よ う にモデルの改

良など を行 う と と も に、 観測や分析技術の高度化を行 う

こ と によ って、 観測対象地域での放射収支関連物質の分

布 ・ 循環の実態 と その長期的変動機構を明ら かにする研

究を進めた。

(2)将来の気候変動およびその影響について メ カニズムの

理解を深め不確実性を評価する ための予測実験の解析を

進めた。 また、 気候変動の影響 ・ 対策 と 水 ・ 食料問題の

関係を評価するモデルの構築を進める と と も に、 気候変

動に係る地球規模の リ ス ク管理戦略の検討に着手し た。

(3) 日本及びアジア主要国、世界を対象 と し た統合評価モ

デルの改良、 分析を通じ て、 低炭素社会実現に向けたシ

ナ リ オの検討、政策分析を行 う と と もに、ダーバンプラ ッ

ト フ ォームの決定を受けて 2015年での合意を目指し た具

体的な提案作成に着手し た。

3.(1)-1. 温室効果ガス等の濃度変動特性の解明と そ

の将来予測に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA011

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 梁乃申，

寺尾有希夫， 町田敏暢， 笹川基樹， 白井知子，

高橋善幸， 三枝信子， 野尻幸宏， 谷本浩志， 杉

田考史， 遠嶋康徳， Shamil Maksyutov， 伊藤昭

彦， 中山忠暢， 横田達也， 森野勇， 吉田幸生，

斉藤拓也， 荒巻能史， 小熊宏之， 唐艶鴻， 中岡

慎一郎， 金憲淑， 佐伯田鶴， 高橋厚裕， 井上誠，

菊地信弘， 中前久美， 安中 さ やか， 平田竜一，

横井孝暁， 野村渉平， 近藤文義， 大森裕子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

これまで作 り 上げてき た観測ネ ッ ト ワーク ( 地上ステー

シ ョ ン、 定期船舶、 航空機、 衛星など ) を継承し、 長寿

命の温室効果ガス (GHG) の観測項目に加え短寿命のガス
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やエア ロ ゾル成分へ項目を広げ、 アジア 太平洋地域およ

びグ ローバルな濃度増加や変動、 分布特性についての研

究を実施する。 二酸化炭素や メ タ ンにおいては、 衛星や

その他の観測データ と を比較し ながら、 炭素循環モデル

を含む全球大気輸送モデルによ り 解析し、地域別の GHG

フ ラ ッ ク スの ト ッ プダウ ン的手法によ る推定精度を向上

させる ための研究を行 う 。 また、 ボ ト ムア ッ プ的手法で

のフ ラ ッ ク ス観測を太平洋やアジアの陸域で展開し、 生

態系モデルをチューニングする こ と によ って不確実性を

低減し、 ト ッ プダ ウ ン法 と 比較する。 同時に、 気候変動

の影響を含めた観点から、温暖化によ る陸域、海洋フ ラ ッ

ク スの変化に関するプロセス研究を拡大し、GHG の将来

濃度予測に対し て知見を得る。

〔内容および成果〕

プロ ジ ェ ク ト １ と し て、 大気観測の各種観測プラ ッ ト

フォ ーム ( 地上、 船舶、 航空機、 衛星 ) を総合的に使用す

る こ と を主眼と し ている が、 本年度は、 海外サイ ト を 含

むプラ ッ ト フ ォ ームでのデータ の解析や高度な解析技術

を必要と する GOSAT衛星から のデータ プロ ダク ト の分析

を進め、データ の検証、観測パラ メ ータ の統合化、ス ケー

ルの国際的統合化を 通し て、 データ プロ ダク ト の総合化

を進める ための検討を行っ た。 同時に、 ト ッ プダウ ンの

手法 ( プロ ジェ ク ト １ ) やボト ムアッ プの手法 ( プロ ジェ

ク ト ２ ) によ る 二酸化炭素なら びにメ タ ンの地域的ま た

グロ ーバルな比較検討を 行う ために、 両サブテーマ間で

比較可能なタ ーゲッ ト の場所の選定などの検討し た。

　 ト ッ プダ ウ ン観測か ら 地上フ ラ ッ ク ス推定へのアプ

ローチ と し て、 シベ リ アや北海道での航空機やゾンデの

鉛直観測や平面的な濃度分布観測などが行われた。 これ

は、 大気輸送モデルによ り 計算する前段階の実証的アプ

ローチ と し て陸域のボ ト ムア ッ ププロセスモデルなど と

比較が可能 と 思われる。 また これらの地域に関する高分

解能のモデルの開発を開始し た。 また放射性炭素を利用

し た起源分別方法に関し て、 高精度測定方法の検討を行

いつつその利用に関し ての研究に着手し た。 ト ッ プダウ

ンの観測の継続的発展の意味から GOSAT 後継機に係る

技術的検討に着手し た。

〔関連課題一覧〕

1214BA004 　 GOSATデータ等を用いた全球 メ タ ン発生領

域の特性抽出と定量化 16p.

0913BB001 　 二酸化炭素の全球収支解明のための大気中

酸素および炭素同位体の長期観測研究 17p.

1015BB001 　 日本におけ る森林土壌有機炭素放出に及ぼ

す温暖化影響のポテンシ ャル評価に関する研究 17p.

1113BB001 　 南鳥島におけ る微量温室効果ガス等のモニ

タ リ ング 18p.

1115BB001 　 民間航空機に よ る グ ロ ーバル観測ネ ッ ト

ワーク を活用し た温室効果ガスの長期変動観測 18p.

1216BB001 　 アジア ・ オセアニア域におけ る長寿命 ・ 短

寿命気候影響物質の包括的長期観測 19p.

1216BB003 　 シベ リ アの タ ワー観測ネ ッ ト ワーク に よ る

温室効果ガス (CO2, CH4) の長期変動解析 19p.

1212BY014 　 平成 24 年度温室効果ガ ス 観測技術衛星

(GOSAT) 観測 ・ データ処理技術開発業務 20p.

1115MA003 　 北極域におけ る温室効果気体の循環 と その

気候応答の解明 21p.

0913BA007 　 北東アジアにおけ るモデル精緻化のための

オゾン ・ エア ロ ゾル現場観測 ( 揮発性有機化合物 と窒素

酸化物の測定 )59p.

【関連課題】

1） 　 GOSAT デー タ等を用いた全球 メ タ ン発生領域の特

性抽出と定量化

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1214BA004

〔担当者〕 ○寺尾有希夫 （地球環境研究セン ター），Shamil

Maksyutov， 町田敏暢， 笹川基樹， 杉田考史， 横

田達也， 向井人史， 野原精一

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

メ タ ンは二酸化炭素に次ぐ第二位の温室効果ガスであ る

が、 メ タ ン発生源の多 く が生物由来であ る こ と か ら、 地

域 ・ 起源毎の放出量推定には大き な不確定性が伴い、 実

態は十分理解されていない。 本研究では、 GOSAT 等の衛

星で観測 さ れ る 大気中 メ タ ン濃度の情報を最大限活用

し、 これに、 航空機、 タ ワー、 船舶など を用いた直接観

測で得られた メ タ ン濃度データ を加えて イ ンバース解析

を行い、 メ タ ンの放出分布 と その変動を早期検知する た

めのシステムを構築する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

シベ リ アにおけ る既存のタ ワーネ ッ ト ワーク を用いて メ

タ ン濃度の測定を実施する と と も に、 新たなセンサーを

設置する ための予備実験を行った。 航空機観測は定期的

な観測を実施し、 シベ リ ア上空での メ タ ン濃度の変動特

性について解析を行った。地上・船舶・航空機の観測デー

タ を イ ンバース モデルに導入する ための 3 次元データ
―  16  ―
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セ ッ ト を構築し た。 また、 北方針葉樹林 と ツ ン ド ラ にお

ける メ タ ンフ ラ ッ ク ス情報の収集を行った。GOSAT 熱赤

外センサーか らの メ タ ン高度分布導出の精度向上のため

の成層圏気温分布の整備を行った。

2） 　 二酸化炭素の全球収支解明のための大気中酸素およ

び炭素同位体の長期観測研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コード〕 0913BB001

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （地球環境研究セン ター）， 向井人

史， 寺尾有希夫， 荒巻能史， 野尻幸宏

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

二酸化炭素の全球収支を解明する ために、地上ス テーショ

ンや太平洋上を運行する 定期貨物船を用いて大気中酸素

濃度や二酸化炭素の安定同位体比の広域観測を行う 。 ま

た、放射性炭素の観測によ り 化石燃料燃焼や森林火災に伴

う 炭素放出量の把握を行う 。さ ら に炭素収支推定の精度改

善のために、海洋表層水の溶存酸素や炭素同位体比の観測

などを開始する 。こ れら の観測から 陸上生物圏およ び海洋

の二酸化炭素吸収量の年々変動を正確に把握し 、それぞれ

の吸収量のその長期的変化傾向の検出を目指す。

〔内容および成果〕

波照間 ・ 落石モニ タ リ ング ステーシ ョ ンおよび太平洋上

を定期航行する貨物船で大気中 O2 濃度、CO2 の安定炭素

位体比 (13C/12C 比 ) および放射性炭素同位体 (14C) の観測

を実施し た。 また、 表層海水中の炭素同位体比の観測手

法の開発を行った。 観測された O2 および CO2 濃度の変

化量と化石燃料起源 CO2 の排出量、さ らに表層 0 － 2000m

の貯熱量の変化から推定される海洋から の酸素放出量を

用いて海洋および陸上生物圏の CO2 吸収量を計算し た。

その結果、 1999 年から 2012 年までの 13 年間を平均する

と、 化石燃料起源 CO2 の排出量 8.1PgC yr-1 に対し海洋お

よび陸上生物圏の CO2 吸収量はそれぞれ 2.4 PgC yr-1 およ

び 1.3 PgC yr-1 と推定された。 また、 CO2 安定同位体比の

観測か ら、 海洋の吸収は微増傾向にあ り 、 陸上生物圏の

吸収はエルニーニ ョ の影響で一時的に減少するが平均的

には吸収量の増加傾向が継続し てい る こ と が分かった。

化石燃料起源 CO2 の排出量は年々増加し ているにも関わ

らず大気中濃度の増加率は比較的一定に保たれているの

は、 海洋および陸上生物圏の吸収量増加によ る も のであ

る こ と が分かった。 さ ら に、 波照間で採取し た汚染イベ

ン ト 試料についての 14C の観測から CO2 濃度増加に対す

る化石燃料起源 CO2 の寄与率を計算する と、 中国大陸由

来の空気塊では約 50 ～ 60％、 朝鮮半島や日本由来の空

気塊では約 80 ～ 100% であ る こ と がわかった。

3） 　 日本における森林土壌有機炭素放出に及ぼす温暖化

影響のポテンシャル評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コード〕 1015BB001

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）， 向井人史，

寺尾有希夫， 伊藤昭彦， 荒巻能史， 三枝信子，

寺本宗正， Tan Zhenghong

〔期　間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

本研究では、 温暖化に伴って我が国のよ う な湿潤な森林

土壌が今まで以上に吸収源 と し て機能するのか、 あ るい

は放出源に転換するのかについて長期的な野外観測を独

自に行い、 その実測データに基づいて定量的な評価を行

う こ と を目的 と し ている。 目的を達成する ために、 北海

道から九州までの 6 つの代表的な森林において、 赤外線

照射によ る人工的な昇温 と と も に、 大型マルチ自動開閉

チャ ンバーシステムを用いて土壌呼吸速度をモニ タ リ ン

グする こ と で、 将来予測モデルの検証に必要な情報を提

供する こ と を第一の目標 と する。 また、 人工的な温暖化

操作実験の結果を補足 ・ 検証する ために、 緯度帯や標高

の異な る自然環境間で土壌の移植によ る模擬温暖化実験

を行 う 。 また、 天塩、 苫小牧および富士北麓の 3ヶ所の

森林フ ラ ッ ク ス観測地において土壌呼吸を長期連続観測

する こ と によ り 、 自然 ・ 人工撹乱の影響を検出し短期的

な気候変動の影響を抽出する。 さ らに、 放射性炭素 (14C)

の分析を実施する こ と で土壌の画分毎の分解のタ イ ム ス

ケールを評価し、将来予測に用いる炭素循環モデル内の、

土壌有機物分解に関するパラ メ ータや関係式の最適化を

支援する。

〔内容および成果〕

(1) 温暖化操作実験に関し て、 それぞれのサイ ト における

昇温効果 (1°C 当た り の土壌呼吸速度変化率 ) は、 天塩の

針広混交林で +36.8%、 白神山地の ミ ズナラ林で +5.5%、

苗場山のブナ林で +10.8%、 つ く ばの ア カ マ ツ 林で

+13.1%、 広島のア ラ カシ優占林で +8.6%、 宮崎のスダジ

イ林で +15.4% であった。 本年度の結果から、 4 ～ 7 年の

温暖化処理を行ったいずれのサイ ト で も、 昇温によ る土

壌呼吸速度の促進効果が鈍化し ていない こ と が明らかに

なった。

(2) 土壌の移植に よ る自然的な温暖化操作実験に関し て
―  17  ―
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は、 予備実験を行 う こ と で、 温暖化の土壌呼吸に対する

影響を抽出する上での、 土壌移植実験の有効性が確認で

き た。

(3)富士北麓フ ラ ッ ク スサイ ト の土壌呼吸量は約7.0 tC ha-

1 y-1、苫小牧フ ラ ッ ク スサイ ト の土壌呼吸量(5月10日～11

月 20 日 ) は約 5.5 tC ha-1 であ り 、 天塩フ ラ ッ ク スサイ ト

の土壌呼吸量は生態系呼吸量の約 100% を占めていた。

(4)土壌有機物の放射性炭素同位体比(14C)の測定に関し て

は、 温暖化処理によ り 、 土壌の比較的深部か ら、 見かけ

上古い有機炭素が分解される事が示唆された。

(5) 陸域生態系モデル VISIT を用いて、アジア域の土壌呼

吸におけ る時間 ・ 空間変動を再現し た。 そ し て、 文献値

によ る メ タ解析か ら、 日本域におけ る土壌呼吸の温度依

存性が、 世界的典型値 (2.0) よ り も高い事が判明し た。

4） 　 南鳥島における微量温室効果ガス等のモニ タ リ ング

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コード〕 1113BB001

〔担当者〕 ○遠嶋康徳（地球環境研究セン ター），横内陽子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

南鳥島気象観測所は、 北西太平洋上に位置し、 人為起源

か ら離れた清浄大気のバッ ク グ ラ ン ド 観測に適し た国内

の貴重な観測点であ る。 気象庁によ り 気象観測のほか主

要な温室効果ガスの観測が行われている も のの、 微量温

室効果ガス等については、 観測未実施であ る。 地球温暖

化に係る主要な温室効果ガスについて、 気象庁が観測を

実施する こ と によ り 、 長期的な変動や季節的な変動は把

握されて き ているが、 現在の観測項目だけでは、 その変

動要因についてまで評価する こ と は難しいのが現状であ

る。 一方、 世界の主要な観測点では、 地球温暖化に係る

温室効果ガス及び関連物質を網羅的に監視する体制が強

化されている と こ ろが多い。 そ こ で気象庁 と 観測技術を

保持する国内研究機関 と 連携し て関連する温室効果ガス

の観測を開始し、 定常観測のデータ と あわせて包括的な

データ を収集する こ と によ り 、 バッ ク グ ラ ン ド 観測点で

の温室効果ガス濃度変動について、 その要因であ る産業

活動、 陸域生態系、 海洋の寄与を詳細に調べる こ と を目

標とする。

〔内容および成果〕

観測開始 (2012 年 6 月 ) から 1 年 9 か月分のデータが蓄積

されたので、2012 年冬 (2011 年 12 月 29 日と 2012 年 1 月

26日の平均)から2013年冬(2013年1月9日と 1月22日の平均

) への濃度変化を調べた結果、京都議定書で規制されてい

る HFC、 PFC、 SF6 はバッ ク グ ラ ウ ン ド大気中でいずれ

も増加傾向にあ る こ と が分かった。 代表的なハロ カーボ

ン濃度の変化は以下の通 り であった ( カ ッ コ内の数字は

変化率 )。

HFC-23:25.6ppt → 27.0ppt (+5.7%), HFC-32:6.9ppt → 8.4ppt

(+22%), HFC-134a:69.4ppt → 75.8ppt (+9.2%), HFC-

152a:8.5ppt → 9.1ppt (+6.5%), PFC-116:4.1ppt → 4.2ppt

(+2.3%) ppt, PFC-218:0.58ppt → 0.60ppt (+3.9%)ppt, PFC-

318:1.3ppt → 1.4ppt (+4.4%), SF6:7.9ppt → 8.3ppt (+4.9%),

HCFC-22:225ppt → 233ppt (+3.4%), HCFC-142b:25.6ppt →

27.0ppt (+5.7%), HCFC-141b:23.9ppt → 26.0ppt (+8.7%)。

　 一方、 酸素濃度は 3 月に極小値、 9 月に極大値 と なる

季節変動を示すこ と が分かった。 同じ緯度帯に位置する

波照間島 と 比較する と、 年間を通じ て南鳥島の二酸化炭

素濃度は高 く 、 酸素濃度が低いこ と が分かった。 これは、

大陸縁辺域に位置する波照間島では南鳥島に比べて、 秋

から冬にかけて東アジア域からの二酸化炭素放出 ( つま

り 、 酸素吸収 ) の影響を よ り 強 く 受ける こ と が原因 と考

え られる。 また、 時系列解析によ って酸素濃度の ト レ ン

ド を求める と、 酸素濃度の経年減少率は年間約 6ppm と

なった。 こ の減少率は、 同じ期間の波照間島での減少率

と比べて若干大きいこ と が分かった。

5） 　 民間航空機によるグローバル観測ネ ッ ト ワーク を活

用し た温室効果ガスの長期変動観測

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コード〕 1115BB001

〔担当者〕 ○町田敏暢（地球環境研究セン ター），白井知子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

本研究では、 世界で唯一の民間航空機によ る温室効果ガ

スの定期観測プロ ジェ ク ト (CONTRAIL プロ ジェ ク ト ) を

発展的に継続し て長期にデータ を蓄積し、エルニーニ ョ ・

南方振動 (ENSO) 現象等の気候変化に応答す る 数年ス

ケールの大規模な CO2 変動の実態を解明する こ と を目的

と する。 ５ 年間のデータ蓄積を行 う こ と によ って先行観

測と合わせた 10 年規模の CO2 データ を構築し、２ 年～ ３

年周期の ENSO サイ クルに伴 う CO2 濃度の変動を把握す

る。 また、 よ り 精度の高い温室効果ガス監視情報を社会

に発信し てい く こ と も目的とする。
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〔内容および成果〕

ボーイ ング 777-200ER 型機に ASE を搭載可能と する 改修

が 2011 年に実施さ れたこ と によ り 、 シド ニー - 成田間に

おける 大気採取によ る 温室効果ガス の緯度分布観測を

2011 年 5 月から 再開し た。本年度は一時的に機材の路線変

更があったために、手動大気採取装置 (MSE) によ る 観測を

交えながら 、合計 24 回の大気採取によ る 観測を実施し た。

777-200ER 型機を使って観測し た上部対流圏におけ る緯

度帯ご と の CO2 濃度は、 2009 年 3 月以前に 747-400 型で

観測された季節変化 と 位相や振幅がほぼ同一であ り 、 経

年増加傾向 も矛盾な く 継続し てい る こ と が確認で き た。

また、777-200ER 型機の ASE で観測された CO2 濃度は同

じ航路の飛行中に CME で観測された CO2 濃度 と非常に

良 く 一致し ている こ と が確認され、 777-200ER 型機に搭

載されている ２ 種類の独立し た装置が高い精度で観測を

実施でき ている と考え る こ と ができ る。

成田上空における CME によ る高頻度の観測値を用いて、

上空における CO2 濃度の短周期変動 ( 総観規模変動 ) の

特徴を解析し、 その要因を大気輸送モデルを用いて調べ

た。 成田上空では高気圧や低気圧の通過に起因し た CO2

濃度の総観規模の変動が観測されている。 自由対流圏に

おける変動幅は 1-2 ppm であ るが、 夏季に全高度帯にお

いて、 春季に上部対流圏において他の季節に比べて大き

く なっている こ と がわかった。 また、 大気境界層内の短

周期変動は 3-7 ppm であ り 自由対流圏に比べて大きいが、

特に夏季の変動幅が大き く なっている。

大気輸送モデル (NIES-TM) を用いて成田上空の CO2 濃度

の変動をシ ミ ュ レー ト し た結果、 一部の季節変化や高度

分布を除き総観規模の変動を良 く 再現し ている こ と が確

かめ ら れた。 こ の輸送モデルを用いて タ グ付 き シ ミ ュ

レーシ ョ ンを行った結果、 成田上空の自由対流圏におけ

る CO2 濃度の短周期変動は １ 年を通じ て東アジアに由来

する CO2 の放出や吸収の影響を最も強 く 受けている こ と

が明らかになった。 一方、 大気境界層内の CO2 濃度の短

周期変動は日本の放出や吸収の影響を強 く 受けている こ

と がわかった。

6） 　 アジア ・ オセアニア域における長寿命 ・ 短寿命気候

影響物質の包括的長期観測

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コード〕 1216BB001

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター）， 向井人

史，野尻幸宏，寺尾有希夫，遠嶋康徳，杉田考史

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

東アジア ・ 東南アジア地域では、 急速な経済発展に伴い

直接 ・ 間接温室効果気体、 粒子状物質等の人為発生量増

加、 あ るいは、 土地利用変化によ る発生源その も のの変

化が懸念されている。 太平洋南北航路 と 東南アジア航路

で、 長寿命温室効果ガ ス と し て、 二酸化炭素、 メ タ ン ・

亜酸化窒素の洋上大気濃度を計測する と と も に、 よ り 短

寿命のガ ス成分であ る オ ゾ ンや一酸化炭素、 ブ ラ ッ ク

カーボンについて船上で自動観測を行い、 その広域の濃

度分布、 季節変化、 地域的な発生源の寄与を明ら かにす

る。

〔内容および成果〕

オセアニア航路、 東南アジア航路におけ る メ タ ン、 対流

圏オゾン、 ブ ラ ッ ク カーボンの連続観測の結果を解析し

た と こ ろ、 オセアニア航路では、 北半球か ら南半球にか

けてス ムーズな濃度勾配が観測され、 従来良 く 知られて

い る典型的な清浄大気中の濃度分布が見ら れた。 一方、

東南アジア航路では、 アジア大陸から の季節風の吹き出

しに伴 う と 考え られる濃度増大が見られ、 森林火災や都

市汚染な ど何ら かの燃焼起源か ら の影響が考え ら れた。

東南アジアでは乾季の終わ り の 8 月～ 10 月にかけて乾燥

に伴 う 自然火災、 焼畑農業 ・ 森林皆伐等を目的 と し た人

為火災が発生し、 その後、 雨期の到来によ って火災が消

沈するサイ クルが繰 り 返される こ と が知られてお り 、 本

観測結果と なんらかの関係があ る もの と推察された。

特に、 エルニーニ ョ の年は森林火災が多発する こ と が知

られてお り 、AIRS (Atmospheric Infrared Sounder) 衛星セン

サーによ って観測された一酸化炭素濃度を解析し た と こ

ろ、東南アジア上空で高濃度になっている こ と が分か り 、

ボルネオ島を中心 と し て生じ た大規模な自然火災が これ

ら ３ 成分の分布に大 き く 影響 し てい る こ と が推測 さ れ

た。 こ の地域には泥炭が豊富にあ り 、 現在の大気化学輸

送モデルで広 く 使われている森林火災の排出イ ンベン ト

リ で さ え も、 火災か ら の放出量を過小評価し ている こ と

が明らかになった。

7） 　 シベ リ アのタ ワー観測ネ ッ ト ワークによる温室効果

ガス (CO2, CH4) の長期変動解析

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コード〕 1216BB003
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〔担当者〕 ○笹川基樹 （地球環境研究セン ター）， 町田敏

暢， 伊藤昭彦

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

本研究では気候変動に対し て脆弱な地域であ り 、 地球規

模の温室効果ガスの循環に と って重要な放出源 ・ 吸収源

が分布し ているに も かかわらず、 いまだに観測の空白域

であ る ロ シア共和国のシベ リ ア域において、 タ ワー観測

ネ ッ ト ワーク を用いて温室効果ガス (CO2、CH4) 濃度の詳

細な空間分布と 10年規模の長期変動を捉え る こ と が第一

の目的であ る。 さ ら にその時空間変動を用いてシベ リ ア

域の多様な地表面 ( タ イガ･ステ ッ プ域･湿地帯 ) からのフ

ラ ッ ク ス分布を推定し その不確実性を小さ く する こ と が

第二の目的であ る。

〔内容および成果〕

全てのタ ワーサイ ト で 2012年も CO2 濃度に明瞭な季節変

動を観測し、例えば AZV では 1 月の日中平均は 410 ppm、

8 月の日中平均は 385 ppm であった ( 季節振幅 25 ppm)。夏

季には日変動も大き く 夜間には日中濃度よ り 15 ppm以上

高濃度になった。 これは夏季の日中には植生の光合成に

よ り 大気中濃度が下がるが、夜間は植生の呼吸によ るCO2

が夜間安定成層に溜め込まれる ため と 考え られる。 観測

された季節振幅は、 ヨ ーロ ッ パや北米の同緯度帯の沿岸

地域の値と比較し て 10 ppm 以上大きい。このよ う な大き

な振幅はシベ リ ア タ イ ガの陸域生態系活動を強 く 反映し

た結果であ る と いえ る。

西シベリ アのタ ワ ーサイ ト における CH4 濃度は、1900 ppb

を下回る 事も ま れで、年間を通し て同緯度帯の沿岸地域に

おける バッ ク グラ ウ ンド 大気レ ベルを大き く 上回った。夏

季には、沿岸地域では見ら れない濃度極大が確認さ れ、こ

の時期に強い CH4 の放出源のある 事が示唆さ れた。

8） 　 平成 24 年度温室効果ガス観測技術衛星 (GOSAT) 観

測 ・ データ処理技術開発業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY014

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 松永恒

雄， 森野勇， 吉田幸生， Shamil Maksyutov， 中

山忠暢， 白井知子， 三枝信子， 高橋善幸， 伊藤

昭彦， 平田竜一， 野村渉平， 寺尾有希夫， 荒巻

能史， 内田昌男， 近藤美由紀， 町田敏暢， 勝又

啓一， 遠嶋康徳， 林真智， 梁乃申， 山形与志樹，

柴田康行

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

REDD+ の実施によ る効果を評価する ため、REDD ＋をめ

ぐ る国際的動向、 途上国等の利用者のニーズ、 地球環境

観測におけ る国際的動向、 各種観測技術の国際的水準 と

開発動向、 関連 モ デ ル開発 の 国際的動向 を 調査 し、

REDD+ の実施効果評価への貢献が期待さ れる温室効果

ガス観測技術衛星 「いぶき」 (GOSAT) 後継機の開発方針

と 整合性を確保しつつ、 途上国の森林を中心に、 国レベ

ルや州・県 (province) レベルでの森林の年間フ ラ ッ ク ス及

びその変化 ( 森林における二酸化炭素吸排出量及びその

変化 ) を精度良 く 観測でき る人工衛星 と地上系によ る観

測シス テムを開発し、 衛星観測、 衛星データの解析のた

めの関連モデル、 地上観測、 陸域生態系モデル ・ 大気輸

送モデルか ら な る観測システムのプロ ト タ イプの開発を

行 う こ と を事業終了時 ( 平成 27 年度予定 ) の成果目標 と

し ている。

〔内容および成果〕

GOSAT-2 データ処理過程の高度化の検討を行 う にあた

り 、 GOSAT-2 打ち上げまでのプロ ジェ ク ト マ ト リ ク ス を

作成し た。 また こ の作成の過程で、 環境省 ・ 宇宙航空研

究開発機構 ・ GOSAT サイエン スチーム、 GOSAT RA 研究

者 ( 海外を含む )、 東南アジアにおける REDD+ 関係者等

と の打合せ、 意見聴取を行った。 次に GOSAT の観測 ・

データ処理手法 ・ 検証手法の課題を精査し た上で、 以下

のGOSAT-2 用データ処理手法の高度化及びデータ処理シ

ス テムの検討を行った。 また合わせて こ の検討に必要な

計算機、 大規模記録装置等の調達を行った。 GOSAT-2 用

地上データ処理システムについては、 上記の検討等を踏

まえた上で要求要件の整理を行った。 またレベル 1 及び

レベル 2 処理の検討用にフー リ エ変換分光計データのシ

ミ ュ レーシ ョ ン ソ フ ト の開発を行った

GOSATを含めCO2の濃度観測値から 森林の二酸化炭素吸

収量変化を 検出する ためにモデルの高分解能化を 行っ

た。 生態系モデルによ る 炭素蓄積量変化の検出に関し て

は、 北海道と 東南アジア熱帯地域を 例にし て検討を行っ

た。 直接的濃度観測によ る 二酸化炭素の地域的吸収量測

定が可能かを いく つかの方法で検討し た。 GOSAT など

衛星を含む多点観測によ り 、 地域的な吸収量のシグナル

が検出でき る かど う かを 、 北海道の天塩地域で検討し

た。

放射性炭素の高精度測定のために、 炭素専用の小型加速
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器質量分析計の部品を調達し た。 これに合わせて、 世界

の主要な炭素用加速器質量分析計 (CAMS) を運用し てい

る機関を訪問し、 最新の分析技術について情報を集め、

またその分析精度を確かめた。 その結果、 大気の分析で

は 2 パー ミ ル以内での測定誤差で分析ができ ている こ と

がわかった。

各種の温室効果ガスの精度管理におけ る国際比較活動 と

し て、 主要な観測機関間で行われている大気分析比較実

験各種に参加し た。

衛星搭載のLiDAR を利用し森林の木の高さ な らびにバイ

オマス を推定する手法を北海道の ７ 地点を例に行った。

9） 　 北極域における温室効果気体の循環と その気候応答

の解明

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コード〕 1115MA003

〔担当者〕 ○ Shamil Maksyutov （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

北半球高緯度域におけ る大気中の二酸化炭素や メ タ ン、

一酸化二窒素などの温室効果気体やそれに関連する酸素

などの濃度および同位体の分布や変動を、 地上基地、 航

空機、 船舶など を用いた総合的な大気観測か ら詳細を明

ら かにする。 温室効果気体および関連物質の変動には北

極海 も重要な役割を果た し てい る と 考え ら れてい る が、

その実態はほ と んど解明されていない。 そのため、 海洋

観測を実施し、 さ ら に大気輸送モデルを用いて本研究か

ら得られた温室効果気体の濃度 ・ 同位体データおよび全

球観測データ を解析し、 北極域におけ る温室効果気体の

放出源 ・ 吸収源分布 と その変動を定量化する研究を進め

る。 さ ら に、 陸域生態系モデルや海洋物質循環モデル と

高解像度大気輸送モデルを結合し、 観測された濃度 ・ 同

位体の年々変動の再現実験を行 う こ と によ って、 北極域

におけ る温室効果気体循環プロセスの評価 と 最適化を行

い、 気候応答について検討する。

〔内容および成果〕

西シベ リ ア タ ワー観測ス テーシ ョ ン周辺域におけ る ト

レーサー輸送の計算を ラ グ ラ ンジアン ・モデル “Flexpart”

を用いて 2009 年について行った。 本計算には JCDAS 気

象データ ( 水平解像度 1.25 度、鉛直 40 層 ) を用いてお り 、

タ ワー観測ステーシ ョ ン YAK, BRZ, KRS, IGR, VGN の日

中についてシ ミ ュ レーシ ョ ンを行った。 フ ラ ッ ク スの感

度計算はタ イ ム ステ ッ プ １ 日、 水平 0.5 度の高解像度で

行った。 さ らに、 陸上生態系モデル (VISIT) をアプ リ オ

リ フ ラ ッ ク ス と し て EOF 解析を適用し た逆解析を行い、

水平解像度 １ 度の月平均の地表 CO2 フ ラ ッ ク ス推定につ

いての研究を進めている。

[ 備考 ]

研究代表者 ： 青木周司 ( 東北大学大学院理学研究科 大気

海洋変動観測研究セン ター )

研究協力者 ： Dmitry Belikov （国立極地研究所 北極観測セ

ン ター）

10） 　 北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン ・

エアロゾル現場観測 ( 揮発性有機化合物と窒素酸化

物の測定 )

〔研究課題コード〕 0913BA007

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター）， 猪俣敏

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

3.(1)-2. 地球温暖化に関わる地球規模リ ス クに関す

る研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA012

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）， 野沢徹，

小倉知夫， 塩竈秀夫， 阿部学， 石崎安洋， 山形

与志樹， 伊藤昭彦， 花崎直太， 横畠徳太， 安立

美奈子， 中道久美子， 庄山紀久子， 飯尾淳弘，

高橋潔， 増井利彦， 肱岡靖明， 亀山康子， 久保

田泉， 申龍熙， 藤森真一郎， 森田香菜子， 千田

昌子， 加藤悦史， 仁科一哉， 瀬谷創， 眞崎良光

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

所内外の気候予測・影響予測モデル研究の結果に基づき、

現象理解と不確実性評価等の観点から将来予測を 「翻訳」

し、 リ ス ク情報を導 く 研究を行 う 。 また、 気候 と 相互作

用し人為活動を含む陸域諸要素に力点を置いた地球規模

のモデル研究を行い、 これら の要素が温暖化によ り 受け

る影響および温暖化対策に も た らす制約条件を詳細な地

理分布を含めて統合的に分析する。 さ らに、 地球規模の

温暖化影響の価値、 適応策やジオエンジニア リ ングの費

用対効果についての知見を整理する。 以上すべての研究

結果を参照しつつ、 リ ス ク に対する社会の認知等も考慮

し た上で、 地球規模の リ ス ク管理方策を検討する研究を

行 う 。
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〔内容および成果〕

気候予測研究に関し ては、 IPCC 第 5 次評価報告書 (AR5)

への貢献に向けた新実験結果 (CMIP5) の解析を進める と

と もに、 独自のアンサンブル実験 ( 多数のモデルシ ミ ュ

レーシ ョ ンの集合 ) を用いた不確実性評価研究の準備を

行った ( サブテーマ 1)。 生態系、 土地利用、 水資源等を

統合し たモデル分析に関し ては、 モデルの高度化 ・ 結合

作業を進める と と も に、 バイオ燃料 と 食糧の競合など主

要論点の整理を行った ( サブテーマ 2)。 地球規模 リ ス ク

管理の検討に関し ては、 リ ス ク管理フ レー ミ ングの概念

的な検討 と 統合評価モデルの高度化を進め る と と も に、

複数の社会経済シナ リ オに基づ く 影響評価研究を開始し

た ( サブテーマ 3)。

〔関連課題一覧〕

0712BA340 　 都市と地域の炭素管理に関する研究 22p.

1216BA002 　 気候変動 リ ス ク 管理に向けた土地 ・ 水 ・ 生

態系の最適利用戦略 22p.

1216BA004 　 地球規模の気候変動 リ ス ク管理戦略の総合

解析に関する研究 23p.

1216BA005 　 地球規模の気候変動 リ ス ク管理戦略の構築

に関する総合的研究プロ ジェ ク ト 全体の管理 23p.

1113CD004 　 気候感度の物理パ ラ メ ータ不確実性の メ カ

ニズム解明と制約 23p.

1216CE002 　 気候変動 リ ス ク情報創生プ ロ グ ラ ムに関す

る研究 24p.

1216CE003 　 気候感度に関する不確実性の低減化 24p.

1116LA001 　 北極気候再現性検証および北極気候変動 ・

変化の メ カ ニズ ム解析に基づ く 全球気候モデルの高度

化 ・ 精緻化 25p.

1015MA001 　 高解像度気候変動シナ リ オに基づ く 大都市

圏の風水害脆弱性評価 26p.

1216BA003 　 適応ポテンシ ャル ・ コ ス ト 見積も り および

社会経済シナ リ オに関する メ タ分析 と 統合評価モデルに

よ る評価 28p.

【関連課題】

1） 　 都市と地域の炭素管理に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 0712BA340

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セ ン タ ー） ，

Shobhakar  DHAKAL， 哈斯巴干， 瀬谷創， 松井

加奈絵

〔期　間〕 平成 19 ～平成 28 年度 （2007 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

GCP の国際研究計画の一部 と し て、 都市 と地域における

炭素管理に関する研究を実施する。 国内外の共同研究者

と連携し て、炭素管理に関するデータの収集を行い、CO2

排出量の推定や炭素管理手法の検討をお こ な う 。 特に、

土地利用シナ リ オに関す る 情報の収集 と 分析を実施す

る。

〔内容および成果〕

都市 と 地域の炭素管理に関する研究炭素管理に関連する

土地利用シナ リ オの都市 ・ 地域レベルでの研究を実施し

た。 特に、 日本国内テス ト サイ ト ( 東京、 北海道、 長野 )

お よ びバン コ ク やアデレー ド の都市圏についてボ ト ム

ア ッ プ分析を行い、 モデル構築に必要なデータ整備のた

め、 都市域人口密度を衛星画像か ら推定する方法を開発

し た。 また、 緩和 と 適応を両立し ながら都市を発展させ

る シナ リ オに関する ワーク シ ョ ッ プを開催し、 都市のレ

ジ リ エン スに関する新たな最新研究知見を交換し た。

2） 　 気候変動リ ス ク管理に向けた土地 ・ 水 ・ 生態系の最

適利用戦略

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1216BA002

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター）， 横畠

徳太， 加藤悦史， 哈斯巴干， 瀬谷創， 伊藤昭彦，

仁科一哉， 花崎直太

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

気候変動が食料･水・ エネルギー利用可能性および生態系

に対し て与える影響を総合的に評価し、将来の土地・水・

生態系の利用制約、 温暖化対策 と 食料生産 ・ 水資源 ・ 生

態系 と の ト レー ド オフ関係 ・ コベネフ ィ ッ ト 関係を定量

分析し、 温暖化影響下での温暖化対策の ク リ テ ィ カルな

プロセスやポ イ ン ト を特定する ため、 １ ） 陸域統合モデ

ルの開発、 ２ ） 都市成長モデルの開発、 ３ ） 持続可能性

指標を用いた適応的利用戦略の分析の ３ つの項目に関す

る研究開発に取組む。

〔内容および成果〕

( １ ) 将来の気候変動を緩和させる低炭素シナ リ オにおけ

るバイオ燃料ポテンシ ャルについての解析を行った。 陸

域統合モデルに関し ては、 生態系 ・ 水資源サブモデルの

統合を完了し、 検証 と 試行を実施し た。 さ らにモデルの

信頼性を評価する ための手法開発を行った。 都市成長モ

デルに関し ては、 既往研究の整理 と アルゴ リ ズムの開発

及びデータ収集、 GIS 構築を行った。 ( ２ ) 陸域生態系モ
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デルを用いた全球シ ミ ュ レーシ ョ ン を行 う こ と に よ り 、

分野横断的モデル相互比較プロ ジ ェ ク ト への貢献を行っ

た。 また、 シ ミ ュ レーシ ョ ン結果を利用し、 陸域生態系

モデルに よ る 将来予測の不確実性に関す る 解析を行っ

た。 ( ３ ) 全球水資源モデル H08 を利用し、 21 世紀中の

陸域水循環と水利用を全球 0.5 度解像度、日単位でシ ミ ュ

レー ト し た。 複数の気候シナ リ オ、 社会経済シナ リ オを

利用する こ と によ り 、 さ ま ざ まな想定におけ る水循環 と

水利用のシ ミ ュ レーシ ョ ン結果を得た。

3） 　 地球規模の気候変動リ スク管理戦略の総合解析に関

する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1216BA004

〔担当者〕 ○高橋潔 （社会環境システム研究セン ター） ，

肱岡靖明， 塩竈秀夫， 亀山康子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

科学的知見の統合によ る地球規模の気候変動 リ ス ク管理

戦略の構築 ・ 提示の達成に向けて、 統合評価ツール開発

と 同ツールを利用し た気候変動 リ ス ク管理戦略の定量的

解析を実施する。 同時に、 戦略的研究プロ ジ ェ ク ト 総括

班 と し て、 テーマ間の研究調整 と 課題全体の進行管理を

担当する。

統合評価ツール開発に関し ては、既開発の統合評価ツール

を基礎にそれを拡張する 。同ツールを使ったリ ス ク 管理戦

略の定量的解析に関し ては、月例会合での討議をふま えて

分析対象と する リ ス ク 管理戦略を設定し 、その実現に要す

る 費用の推計や戦略実施の帰結と し て生ずる リ ス ク の描

出を行う 。なお、現実の国際交渉における 論点を抑えた戦

略検討を実現すべく 、各国の気候変動リ ス ク への対応戦略

の現況・ 動向を整理し 、分析対象のリ ス ク 管理戦略の選定

や戦略の評価枠組みの構想に反映さ せる 。

〔内容および成果〕

管理戦略解析の実施計画の検討に関し ては、 プロ ジ ェ ク

ト を構成する テーマ横断の 「概念検討ワーキンググルー

プ」 を組織し、 既存の リ ス ク管理枠組の全球規模気候 リ

ス ク への適用可能性の検討を行っ た。 検討結果 と し て、

IRGC(International Risk Governance Council) の枠組みの適

用が妥当 と の結論に至った。 統合評価ツール中の炭素循

環 ・ 気候モジ ュールの高度化への着手に関し ては、 本年

度は特に気候モジュール高度化に関連し、IPCC-AR5 に向

けて各国気候モデル研究チームが実施し た最新気候予測

(CMIP5 データ ) を基に気候予測データベース を拡充し統

合評価ツールに実装し た。 また、 月例の定期会合を利用

し、 管理戦略の解析の実施計画を定め、 データ収集 ・ 整

備を開始し た。

4） 　 地球規模の気候変動リ スク管理戦略の構築に関する

総合的研究プロジ ェ ク ト 全体の管理

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1216BA005

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

国連気候変動枠組条約におけ る国際交渉においては、 産

業化以前からの世界平均気温の上昇が 2 ℃を超え るべき

ではない と い う 科学的見解が認識されているが、 そのよ

う な厳しい気候安定化目標を達成する ために必要な温室

効果ガス削減の見通しは立っていない。 こ の矛盾を ど う

解決し てい く かは人類に と って大き な課題であ る。 本研

究では、 気候変動の多様な リ ス ク、 対策の多様な選択肢、

水 ・ 食料 ・ 生態系等の諸問題 と の関連性、 および社会の

リ ス ク認知 ・ 価値判断を総合的に把握し ながら、 リ ス ク

管理の視点か ら人類の取 り う る戦略を検討する。 これに

よ り 、 科学的 ・ 社会的に合理性の高い戦略の選択肢を提

示し、 国内外の気候変動政策に貢献する。

〔内容および成果〕

プ ロ ジ ェ ク ト リ ーダー と し てプ ロ ジ ェ ク ト を立ち上げ、

プロ ジ ェ ク ト 全体の管理を行った。 キ ッ ク オフ会合や月

例で行 う テーマ横断の総合化会議において議論を リ ー ド

する と と も に、 各テーマの会合にで き る限 り 出席し た。

プロ ジ ェ ク ト 全体の方向性 と し て、 条約交渉におけ る具

体的な枠組などの提案を本プロ ジェ ク ト か らは行わない

が、 様々な提案を リ ス ク管理の観点か ら見た場合の合理

性の診断を行 う こ と を目指すこ と などを決定し た。

5） 　 気候感度の物理パラ メ ータ不確実性の メ カニズム解

明と制約

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD004

〔担当者〕 ○塩竈秀夫 （地球環境研究セン ター）， 小倉知

夫， 横畠徳太

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

CO2 濃度が産業革命前の ２ 倍になった場合の全球平均地

上気温上昇量を示す気候感度の予測には、 大気海洋結合
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モデル (AOGCM) 間で大き な不確実性があ る。 こ こ では

日本で開発し てき た最先端の AOGCM であ る MIROC5 を

用いて、 複数の物理ス キームのパラ メ ータ値を観測の範

囲内で走査する大規模なアンサンブル実験を行い、 気候

感度の物理パラ メ ータ不確実性の定量化 と、 その メ カニ

ズムの解明を目指す。 さ らに観測データ と の比較によ り 、

現実的な気候場を再現し え るパラ メ ータ値の範囲を拘束

条件 と し て、 気候感度の不確実性の制約を行 う 。 く わえ

て、 国外の研究機関 と の間で物理アンサンブル実験のモ

デル間相互比較研究を行 う 。 これによ り 、 地球温暖化に

対する適応策、 緩和策の基礎情報 と な る気候感度の不確

実性の要因解明 ・ 制約に貢献する。

〔内容および成果〕

これまで大気海洋結合モデル (AOGCM) の物理パラ メ ー

タに摂動を与え る物理アンサンブル実験では、 気候場が

観測値から離れてい く ( ド リ フ ト ) のを防ぐために、人工

的に熱バラ ン ス を維持する フ ラ ッ ク ス調節を適用し て き

た。 本研究では、 フ ラ ッ ク ス調節を用いずに ド リ フ ト を

避けて物理アンサンブルを行 う 手法を開発し た。 その結

果、 MIROC5 AOGCM では、 パラ メ ータ値によ って １ ℃

程度の気候感度 (CO2 濃度倍増に対する気温上昇量 ) の幅

が生じ た。

6） 　 気候変動リ スク情報創生プログラムに関する研究

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コード〕 1216CE002

〔担当者〕 ○横畠徳太（地球環境研究セン ター），小倉知夫

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

既存の地球シス テム統合モデルを用いて、 温室効果気体

濃度安定化目標設定など、 将来の社会経済シナ リ オ開発

に資する予測実験を行 う 。 これまでに開発し たモデルを

ベースに、新たな地球システム統合モデルの開発を行 う 。

国際的な コ ミ ュ ニテ ィ におけ るモデル相互比較プロ ジェ

ク ト と 歩調を合わせながら過去の再現実験や将来予測実

験を行い、 地球シス テム統合モデルによ る結果 と の比較

など を通し て、 予測の精緻化を図る。

〔内容および成果〕

すでに開発された地球システム統合モデルを用いて、 将

来気候安定化実験、 「気候工学 (Geoengineering)」 によ る

温暖化緩和実験など を行った。 前者に関し ては、 大気中

の温室効果ガスの濃度を一定に保った後にも昇温が続 く

こ と、 濃度の安定化に至る道筋によ って温暖化の進行度

合いが異な る こ と を確認し た。 後者に関し ては、 気候工

学に伴 う 様々な弊害や、 気候緩和過程の限界などに関し

ての検討を行った。 また新たな地球システムモデル開発

に関し ては、 陸域生態系モデルの開発、 および陸面に関

わる物理過程など と の相互作用に関し て検討し、 環境研

のチーム と し て新たなモデル開発に貢献し た。

[ 備考 ]

課題代表者 ： 河宮 未知生 (( 独 ) 海洋研究開発機構 )

7） 　 気候感度に関する不確実性の低減化

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コード〕 1216CE003

〔担当者〕 ○小倉知夫 （地球環境研究セン ター）， 野沢徹，

塩竈秀夫， 横畠徳太， 阿部学， 永島達也

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

東京大学大気海洋研究所、 国立環境研究所、 海洋研究開

発機構が共同開発し て き た大気海洋結合気候モデルにア

ンサンブル手法を適用し、 気候感度の不確実性を定量化

する。 また、 不確実性が生ずる メ カニズムを理解する た

めに感度実験を行い、 さ らに観測データ と の比較を通し

てモデル出力の検証と不確実性の低減を試みる  。 これら

によ り 、 統合的な地球環境予測システムを用いた気候変

動予測の信頼性向上を図 り 、 気候変動 リ ス ク管理に関す

る国際的な取 り 組みの進展に貢献する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

今年度は気候モデルの再現性評価、 物理モジ ュール差し

替えの試行、アンサンブル実験の設計 と実施等を行った。

その結果、気候モデルの雲・放射場のバイ アスがパラ メ ー

タ値の設定に関わ り 無 く 生じ る様子が確認された。また、

構造不確実性 と パラ メ ータ不確実性の両方を考慮し たア

ンサンブル実験において、 気候感度、 放射強制力、 気候

フ ィ ー ド バ ッ ク が標本間で大き く ばらつ く 結果を得た。

こ のほか、 大気中の CO2 増加によ り 下層雲の減少 と高度

低下が ２ 日以内に生じ て気候感度を高める仕組みが明ら

か と なった。 また、 雲水量を飽和比湿か ら算出する或る

特定のパラ メ タ リ ゼーシ ョ ンが、 気候感度を低 く 抑え る

方向に働 く こ と が確認された。

[ 備考 ]

研究代表者 ： 木本昌秀 ( 東京大学 )

共同研究機関 ： 東京大学大気海洋研究所、 海洋研究開発

機構地球環境変動領域
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8） 　 北極気候再現性検証および北極気候変動・ 変化のメ カ

ニズム解析に基づく 全球気候モデルの高度化・ 精緻化

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コード〕 1116LA001

〔担当者〕 ○野沢徹 （地球環境研究セン ター）， 小倉知夫，

秋吉英治

〔期　間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

北極での諸現象は北極域だけでな く 、 日本域や全球に も

少なからぬ影響を及ぼし ている。 北極気候の温暖化に対

する感度は高い と 考え られ、 温暖化に伴 う と 思われる長

期変化も顕在化しつつあ る。 近年では、 気候モデルによ

る予測を上回る勢いで進行する海氷減少に と も ない、 北

極海航路の実現可能性が政治的 ・ 経済的に も注目されて

お り 、 北極気候の将来予測、 と り わけ近未来予測に対す

る需要が高ま っている。 こ のよ う な将来予測には数値気

候モデルが有効であ るが、 既存の気候モデルにおけ る北

極の現在気候 (気候値や季節変化 )や年々～十年規模の気

候変動の変動特性、 古環境や温暖化をはじめ と する長期

変化などの再現性については、 必ずし も十分に調べられ

ていない。 また、 北極気候の将来予測におけ る信頼性を

向上させる ためには、 気候モデルの高度化 ・ 精緻化が不

可欠であ る。 一方で、 北極領域モデルの需要も高ま って

いる と 考え られるが、 領域モデルを有効活用する ために

も、 その境界条件 と し ての全球モデルの信頼性を向上さ

せる こ と が重要と なる。

　 以上の こ と か ら、 本研究では、 現行の気候モデルによ

る北極気候再現性の検証、 北極におけ る気候変動 ・ 長期

気候変化の原因特定 ・ メ カニズム解明、 北極において重

要 と な る要素モデルの開発 ・ 改良、 さ ま ざ まな感度実験

など を通し て、 全球気候モデルを高度化 ・ 精緻化し、 同

モデルにおけ る 北極気候の信頼性向上に資す る と と も

に、 北極域におけ る温暖化増幅 メ カニズムの解明、 全球

の気候変動及び将来予測におけ る北極域の役割の解明 と

いった戦略目標の達成に貢献する。

〔内容および成果〕

本研究課題では、 現行の気候モデルによ る北極気候再現

性の検証、 北極におけ る気候変動 ・ 長期気候変化の原因

特定 ・ メ カニズム解明、 北極において重要 と な る要素モ

デルの開発 ・ 改良を通し て、 全球気候モデルを高度化 ・

精緻化し、 同モデルにおけ る北極気候の信頼性向上に資

する と と も に、 全球の気候変動及び将来予測におけ る北

極域の役割を解明する こ と を目的 と する。 北極気候再現

性評価においては、 世界各国の気候モデルによ る既存の

シ ミ ュ レーシ ョ ン結果を北極域データ アーカ イブの さ ま

ざまな観測データ と 比較解析し、 北極域におけ る現在気

候 (気候値や季節変化 )や年々～十年規模の気候変動の変

動特性、 温暖化などの長期気候変化傾向の再現性を評価

する と と も に、 モデルバイ アスの要因特定およびその解

消に資する。 北極気候変動 ・ 変化の メ カニズム解明にお

いては、 既存の過去再現実験や温暖化予測実験だけでな

く 、 さ まざまな感度実験など も行い、 20 世紀の温暖化や

近年の海氷急減、 過去の気候や氷床変化など北極におけ

る気候変動 ・ 長期気候変化の原因特定 ・ メ カニズム解明

に関する研究を実施する と と も に、 北極域におけ る温暖

化増幅 メ カニズムの解明を目指す。 要素モデルの開発 ・

改良においては、 北極気候再現性評価や北極気候変動 ・

変化の メ カニズム解明で得られた結果や、 他課題におけ

る最新の観測結果など を参考にしつつ、 海氷や積雪をは

じめ と する北極域において重要 と な る各種要素モデルの

開発 ・ 改良を進める と と も に、 氷床 ・ 氷河など未結合コ

ンポーネン ト の追加やパラ メ タ リ ゼーシ ョ ンの差し替え

など も含めた さ まざ まな感度実験を行い、 全球気候モデ

ルを高度化 ・ 精緻化する と と も に、 同モデルにおけ る北

極気候の信頼性向上を目指す。 今年度は、 北極気候再現

性評価においては、 さ ま ざ まな観測 ・ 衛星 ・ 再解析デー

タ を用いて、 気候モデルシ ミ ュ レーシ ョ ンにおける基本

的な気候変数の現在気候や季節変化、 長期気候変動 ・ 変

化の再現性評価に着手し た。 また、 検証データ と し ての

観測 ・ 解析プロ ダ ク ト の妥当性や気候湿潤度などの新指

標を用いた再現性評価について も検討し た。 北極気候変

動 ・ 変化の メ カニズム解明においては、 北極域温暖化増

幅 メ カニズムに関し て各種感度実験などの追加実験を実

施する と と も に、 現在気候のバイ アス評価結果も参考に

し ながら、 気候フ ィ ー ド バッ ク を中心 と し た解析を進め

た。 要素モデルの開発 ・ 改良においては、 国内の主要な

全球大気海洋結合モデル (CGCM) の要素モデルを取 り 出

し たオフ ラ イ ン実験や、 よ り 詳細なプロ セスモデルによ

る感度実験など も行いながら開発 ・ 改良を行った。 また、

雪氷 ・ 陸域 ・ 海洋等に関する観測的研究で用い られる詳

細なプロ セスモデルによ る研究成果も参照し て、 CGCM

の開発 ・ 改良の方法を検討 し た。 国立環境研究所では、

20 世紀後半から現在までの気候値や季節変化、 自然気候

変動、 長期 ト レ ン ド について、 様々な観点か ら のモデル

再現性評価に着手し た。 特に、 気温や降水量、 海氷、 積

雪などの基本的な気候変数についてバイ ア ス を評価する

と と も に、 その原因について検討を開始し た。 また、 大
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陸上や北極海氷域での北極域温暖化増幅 メ カニズムに着

目し、 既存の長期数値シ ミ ュ レーシ ョ ン結果を多角的に

解析し た。

[ 備考 ]

本研究は大学共同利用機関法人情報 ・ システム研究機構

国立極地研究所が文部科学省か ら 受託 し た グ リ ーン ・

ネ ッ ト ワーク ・ オブ ・ エク セレ ン ス (GRENE) 事業北極気

候変動分野 「急変する北極気候システム及び、 その全球

的な影響の総合的解明」 の研究課題公募に応募し採択さ

れた研究課題であ る。

9） 　 高解像度気候変動シナ リ オに基づ く 大都市圏の風水

害脆弱性評価

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コード〕 1015MA001

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター）， 瀬谷

創， 中道久美子， 哈斯巴干， Yang Jue

〔期　間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

人間活動に起因す る 地球温暖化に よ る 気候変動の影響

は、 生態系、 淡水資源、 食糧、 産業、 健康など広範囲の

分野に及ぶ。 緩和策を講じ た と し て も気候変動は数世紀

にわたって続 く ため、 今後さ ら に頻度が上がる可能性が

あ る異常気象 ( 極端な高温、 台風 ・ 梅雨などによ る集中

豪雨、渇水 ) が海面上昇など と重複し て発生し た場合、こ

れまでの リ ス ク評価に基づ く 都市 ・ 地域計画では対処で

き な く な る こ と が懸念される。 そのため、 異常気象に伴

う 水災害 ・ 農業被害の頻度や規模など気候変動影響の特

性及び社会シ ス テムの脆弱性変化について分析 ・ 予測 ・

評価を実施し、 大都市圏におけ る気候変動影響への適応

策を検討する ための研究開発が急務 と なっている。 本研

究では、 低炭素化社会 と 気候変動へ適応し た社会の実現

のために、 大都市圏特に東京都市圏を対象 と し て、 自治

体の適応戦略の策定 ・ 検討に資する科学的知見を提供す

る ためのシ ミ ュ レーシ ョ ン技術の開発を目的とする。

〔内容および成果〕

本年度は、 町丁目単位の土地利用モデルを東京都市圏全

域で構築 ・ 高度化し、 空間詳細な複数の土地利用変化シ

ナ リ オを構築し た。 モデルでは、 将来の人口減少 と それ

に伴 う 土地需要 ・ 地代 ( 地価 ) の減少が考慮されている。

その結果については、 Applied Energy に出版し た。 また、

昨年までに整備し た過去の土地利用データ ( 明治～昭和、

4 時点 ) を、国土数値情報や LEAF3 等の代表的な土地利用

分類 と 総合的な形で再整備し た。 さ ら に、 本モデルを用

いて、 横浜市を対象に太陽光発電の普及 と コ ンパク ト な

都市構造を考慮し た緩和シナ リ オ と、 水害への適応シナ

リ オ ( 土地利用規制 )、 そのシナジー ・ ト レー ド オフにつ

いて実証分析を行い、 自治体担当者と の議論を行った。

10） 　 適応ポテンシャル・ コス ト 見積も り および社会経済

シナ リ オに関する メ タ分析と統合評価モデルによる

評価

〔研究課題コード〕 1216BA003

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 岡川梓， 藤森真一郎， 森田香菜子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

3.(1)-3. 低炭素社会に向けたビジ ョ ン ・ シナ リ オ構

築と対策評価に関する統合研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA013

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

藤野純一， 花岡達也， 亀山康子， 芦名秀一， 須

田真依子， 南齋規介， 肱岡靖明， 高橋潔， 金森

有子， 藤森真一郎， 戴瀚程， 久保田泉， 森田香

菜子， 原澤英夫， 岡川梓， 甲斐沼美紀子， Silva

Herran Diego， 亀井未穂， 朝山由美子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

日本、 アジア地域、 世界のそれぞれを対象に、 将来の経

済発展を実現しつつ温室効果ガス排出量を大幅に削減で

き る低炭素社会の実現可能性 と、 そ こ に至る道筋を一連

のシナ リ オ と し て定量的、定性的に明らかにする ために、

様々な種類のモデルの開発 と それら を用いた分析を行 う

こ と を目的 と する。 また、 難航する気候変動対処のため

の新たな国際法的枠組みに関する国際交渉や、 気候変動

影響を可能な限 り 抑え る国際的な方策に資する定量的、

定性的な分析を行 う こ と も目的とする。研究体制は、3 つ

のサブテーマで取 り 組む。

サブテーマ １ ： アジア低炭素社会シナ リ オ開発及び社会

実装に関する研究

サブテーマ ２ ： 日本及び世界の気候変動緩和策の定量的

評価

サブテーマ ３ ： 低炭素社会構築のための国際制度及び国

際交渉過程に関する研究
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また、 IPCCAR5、 UNFCCC プロ セスでの次期国際制度、

RIO+20、LCS-RNet 等、国際的な活動にも積極的に貢献す

る こ と を目指し て、 研究を遂行する。

〔内容および成果〕

低炭素社会の構築に向けた世界、 アジア、 国等を対象 と

し たモデルを開発し、様々なシ ミ ュ レーシ ョ ンを通じ て、

低炭素社会の実現に向けた取 り 組みの効果や影響を定量

的かつ定性的に分析し た。日本を対象 と し た分析結果は、

中央環境審議会やエネルギー ・ 環境会議等に提供される

と と も に、 世界モデルによ る分析では、 国際比較研究プ

ロ ジェ ク ト にも参加し た。アジアを対象 と し た分析では、

タ イやイ ン ド ネシア、 ベ ト ナム、 マレーシアのイ ス カン

ダル地方におけ る将来シナ リ オ開発や低炭素開発に向け

た政策の提言 と 評価を、 各国の政策担当者 と の ワ ー ク

シ ョ ッ プを通じ て支援し、 対象国、 地域におけ る低炭素

社会の構築に向けた実践を行った。 また、 国際交渉に関

する分析を通じ て、 2013 年以降の温室効果ガス削減の合

意に至る ための道筋を検討し た。 さ ら に、 これまでに開

発し て き たモデルを対象に、 ト レーニング ワーク シ ョ ッ

プをアジア各国の若手研究者を対象に実施し、 人材育成

にも貢献し た。

〔関連課題一覧〕

0913BA002 　 アジアを対象 と し た低炭素社会実現のため

のシナ リ オ開発 27p.

0913BA006 　 ア ジ ア低炭素社会実現へ向け た中長期国

際 ・ 国内制度設計オプシ ョ ン と その形成過程の研究 27p.

1113BA002 　 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策

を考慮し たわが国の温暖化政策の効果と影響 28p.

1214BA003 　 気候変動問題に関する合意可能かつ実効性

を もつ国際的枠組みに関する研究 28p.

1216BA003 　 適応ポテンシ ャル ・ コ ス ト 見積も り および

社会経済シナ リ オに関する メ タ分析 と 統合評価モデルに

よ る評価 28p.

0811CD004 　 持続的経済発展の可能性 29p.

1212MA003 　 BOCM-MRV の能力向上のためのアジア低

炭素成長戦略 ・ 低炭素 ロ ー ド マ ッ プ策定支援委託業務

29p.

0913BA001 　 東アジアにおけ る排出イ ンベン ト リ の高精

度化と大気汚染物質削減シナ リ オの策定 58p.

【関連課題】

1） 　 アジアを対象と し た低炭素社会実現のためのシナ リ

オ開発

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 0913BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

藤野純一， 花岡達也， 金森有子， 芦名秀一， 高

橋潔， 肱岡靖明， 甲斐沼美紀子， 戴瀚程， 藤森

真一郎， Silva Herran Diego， 須田真依子， 亀井

未穂， 朝山由美子

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

戦略研究プロ ジェ ク ト の全体テーマ と し て示されている

アジアの低炭素社会に向けた中長期的政策オプシ ョ ンの

立案・予測・評価手法の開発について、シナ リ オアプロー

チの手法を用いて、 低炭素社会の実現に必要 と な る要素

( 社会経済の動向や対策 ) について定量的かつ定性的に分

析す る と と も に、 ア ジ アの低炭素社会に向けた道筋を

バッ ク キ ャ ステ ィ ング手法を用いて検討する。

〔内容および成果〕

農業、 土地利用分野におけ る対策を評価する こ と ができ

る よ う に、 これまで開発し て き た世界を対象 と し た応用

一般均衡モデルの拡張を行った。他の研究機関 と と もに、

アジア低炭素社会の実現に向けた個別施策を「10 の方策」

と し て と り ま と め、 叙述的なシナ リ オ と その実現に向け

た政策について明ら かにし た。 また、 世界を対象 と し た

応用一般均衡モデルを用いて、 「10 の方策」 で対象 と し

た各方策の効果を定量的に明らかにし た。

2） 　 アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際 ・ 国内制

度設計オプシ ョ ン と その形成過程の研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 0913BA006

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 森田香菜子

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

アジアにおいて低炭素社会を確立し てい く ための中長期

的国際 ・ 国内制度のあ り 方を提示し、 その実現のための

具体的政策オプシ ョ ンを提案する ため、 特にアジア域内

の資金制度について研究する。

〔内容および成果〕

アジア地域で低炭素社会構築に必要 と な る資金量を見積

も り 、 その金額に見合 う だけの資金をアジア域内で調達
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す る こ と の可能性を試算 し た。 ア ジ ア域内で排出枠の

オーク シ ョ ニングや化石燃料への補助金撤廃、 さ ら には

民間企業によ る直接投資まで含めれば、 必要金額を満た

すこ と が示された。

[ 備考 ]

代表者 ： 蟹江憲史 ( 東京工業大学 )

3） 　 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮し

たわが国の温暖化政策の効果と影響

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1113BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

肱岡靖明， 花崎直太， 金森有子， 高橋潔， 藤野

純一， 花岡達也， 芦名秀一， 甲斐沼美紀子， 藤

森真一郎， 戴瀚程， Silva Herran Diego， 岡川梓，

朝山由美子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

日本や世界を対象 と し たモデルについて、 温室効果ガス

排出削減に関する対策を よ り 詳細に記述する こ と が可能

と な る よ う に、 新たなモジ ュールを開発する と 共に、 開

発し たモデルを用いて、 世界の気温上昇の安定化などの

目標に対する世界各地域の温室効果ガスの排出経路を明

ら かに し、 それを達成する ための技術の組み合わせや、

経済活動への影響を定量的に解析する と と も に、 国際的

な排出削減シナ リ オに対応し たわが国の排出削減量の効

果、 影響を定量的に分析する。

〔内容および成果〕

世界を対象 と し た応用一般均衡モデルの改良を行い、 新

たな社会経済シナ リ オの開発に向けた定量化を行った。

また、 世界を対象 と し た技術選択モデル と の統合作業を

行い、 技術選択 と 経済影響を整合的に解析する こ と に着

手し た。 世界を対象 と し た技術選択モデルについては、

国際的な比較研究プロ ジェ ク ト に参加する こ と で、 様々

な情報提供を行った。

日本を対象 と し た分析については、 応用一般均衡モデル

の改良を行い、 原子力発電比率の変化に対する影響や温

室効果ガス排出量への影響を定量化する と と も に、 温暖

化対策税の影響についての評価など を応用一般均衡モデ

ルを用いて行った。 こ のほか、 家計生産モデルや電源構

成モデルの改良等を通じ て、 よ り 詳細な分析を行った。

4） 　 気候変動問題に関する合意可能かつ実効性を もつ国

際的枠組みに関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1214BA003

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 森田香菜子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

2011年の気候変動枠組条約第17回締約国会議 (COP17) で

合意されたダーバンプラ ッ ト フ ォームでは、 2015 年合意

達成、 2020 年発効を目指し て、 すべての国が参加する法

的枠組みに関する国際交渉を始める こ と が新たに決ま っ

た。 そ こ で、 本研究では、 2015 年に合意し う る国際制度

の提示を目標 と し て、 削減目標、 法形式、 炭素 メ カニズ

ム、 資金 メ カニズム、 等の要素ご と に検討を行 う 。

〔内容および成果〕

将来枠組みの骨子についておおまかな支持度を測る こ と

を目的 と し て、 将来枠組みの構成要素に関する ウ ェブア

ンケー ト 調査を実施し た。 その結果、 附属書 Ｉ 国 と非附

属書 Ｉ 国で期待し ている国際制度の概要に違いが見られ

た。 一方で双方が望ま しい と 思 う 制度要素 と、 意見に大

き な相違が見られる制度要素があ る こ と か ら、 共有でき

る部分を骨子 と し て制度案を複数作成する こ と が今後の

課題と なった。

5） 　 適応ポテンシ ャル ・ コ ス ト 見積も り および社会経済

シナ リ オに関する メ タ分析と統合評価モデルによる

評価

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1216BA003

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 岡川梓， 藤森真一郎， 森田香菜子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

本研究では、 適応策を中心に知見を と り ま と め、 統合評

価モデルにおいて活用で き る よ う に既存文献等を整理、

分析する と と も に、 国際的に議論されている社会経済シ

ナ リ オを本戦略研究で も利用で き る よ う に と り ま と め、

統合評価モデルによ り 温暖化対策の評価について試算す

る ものであ る。 以下の 3 つのサブサブテーマから なる。

１ ． 統合評価モデルでの入力 と し て活用可能な適応ポテ

ンシ ャル ・ 費用に関する メ タ分析
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２ ． 将来の社会経済シナ リ オの整理

３ ． 統合評価モデルによ る適応策、 緩和策の総合評価の

試算

〔内容および成果〕

文献調査を通じ て、 地球規模の適応ポテンシ ャルな らび

に費用に関する整理を行った。 また、 推進費 S-10 で共有

する社会経済シナ リ オについて利点及び問題点を と り ま

と め、 最終的に、 本課題におい て SSPs(Shared Socio-

economic Pathways) をベース と し た社会経済シナ リ オを

検討する こ と になった。 さ ら に、 温暖化影響や適応策を

評価する ためのモデル化に向けた既存研究の整理を行 う

と と も に、 適応策導入によ る リ ス ク について と り ま と め

を開始し た。

6） 　 持続的経済発展の可能性

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0811CD004

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター）

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

ロ シア、 中国、 イ ン ド の ３ 国およびその他の地域大国が、

地域経済大国 と し てどのよ う な イ ンパク ト を世界に与え

ているかを、 マ ク ロ経済、 資源 ・ 環境問題等の側面か ら

検討し、 地域大国 と し ての地位に関する展望を導 く 。 こ

こ では特に、 資源外交及び国際環境保護体制におけ る こ

れら諸国の行動様式の分析を行 う 。

〔内容および成果〕

ロ シア、 中国、 イ ン ド の気候変動政策を比較分析 し た。

これら の国は、 それぞれ特有の国情を有する ため共通点

を見出すこ と は困難であったが、 (1) 外交政策が気候変動

政策に影響を及ぼす、 (2) 上部指導層の個人的な関心度合

いが国の態度に反映される、(3)近年異常気象に見舞われ、

気候変動の悪影響を国民レベルが感じ始めている、 の ３

つを共通点と し て提示し た。

[ 備考 ]

研究代表者 ： 西南学院大学経済学部 　 上垣彰

7） 　 BOCM-MRV の能力向上のためのアジア低炭素成長

戦略 ・ 低炭素ロー ド マ ッ プ策定支援委託業務

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コード〕 1212MA003

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

甲斐沼美紀子，藤野純一，花岡達也，芦名秀一，

朝山由美子

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

アジア諸国の低炭素社会づ く り に向けた政策 ・ 技術ロー

ド マ ッ プや低炭素成長戦略の策定を支援し てい く こ と を

目的 と する。 そのため、 対象 と する地域ご と の社会経済

事情や発展段階を十分に考慮し た政策 ・ 技術ロー ド マ ッ

プの策定や、 これまでの国内外でのモデル研究、 政策評

価研究の成果を活用し た低炭素化技術の優位性分析や、

削減ポテンシ ャル算定手法の開発を目指す。

〔内容および成果〕

技術選択モデルに関す る マニ ュ アルを改訂す る と と も

に、 タ イ及びイ ン ド ネシアでワーク シ ョ ッ プを行い、 各

国の低炭素社会の実現に向けた将来シナ リ オについて検

討を行った。

8） 　 東アジアにおける排出イ ンベン ト リの高精度化と大

気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔研究課題コード〕 0913BA001

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 藤田壮，

増井利彦， 花岡達也， 戸川卓哉

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

3.(2) 循環型社会研究プログラム

〔研究課題コード〕 1115SP020

〔代表者〕 ○大迫政浩（資源循環・廃棄物研究センター），

寺園淳，山田正人，田崎智宏

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

循環型社会の概念や、 そ の実現手段 と し て の 3R( リ

デュース、 リ ユース、 リ サイ クル ) が国際的にも広が り 、

さ ま ざ まなス ケールでの地域循環圏の構築が期待されて

いるが、 経済社会の発展段階に応じ て、 改善、 解決を求

められる多様な問題が存在する。

そ こ で、 日本 と アジアの近隣諸国にまたがる国際的な資

源循環、 アジアの開発途上国の廃棄物適正管理、 国内の

地域特性を活かし た資源循環 と い う 三つの地域区分に着

目し て、 廃棄物の適正管理を資源の有効利用や地球温暖

化対策 と の協調の も と で行 う ための科学的 ・ 技術的知見

が求められる課題に取 り 組み、 国内外の循環型社会構築

を支援する。
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具体的には、 国際資源循環に対応し た製品中資源性 ・ 有

害性物質の適正管理の視点から、 国内と国際社会 ( 主に

アジア ) において 3R を促進する適正管理方策について、

物質 ( 製品、素材を含む ) のフ ロー把握・解析 と製品ラ イ

フサイ クル挙動調査に基づいた提言を行 う 。 また、 アジ

ア地域に適し た都市廃棄物の適正管理技術システムの構

築の視点か ら、 日本国産の埋立技術や液状廃棄物処理技

術等のカ ス タ マ イ ズ と 廃棄物管理シ ス テ ムの導入支援

ツールの開発を行い、 アジア地域の都市や地域への実装

を目指し て適合化する。

更に、 地域特性を活かし た資源循環シス テムの構築の視

点か ら、 様々な地理的規模において、 その地域特性を活

かしつつ適正な資源循環システムを構築する ための枠組

みの提示 と システム設計 ・ 評価、 及び実装についての検

討を行 う 。

以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。

(1) 資源性・有害性物質の適正管理に資するマテ リ アルフ

ロー ・ サプラ イチェーン及び環境影響にかかる情報の取

得、並びにそれら を活かし た ESM( 環境上適正な管理 ) の

基準の考え方など、 国内及び国際的に通用する政策的な

見通し を持った提言を行 う 。

(2) 日本が途上国におけ る環境問題解決 と 温暖化対策を

リ ー ド する ための廃棄物処理に関するハー ド 及びソ フ ト

技術を明示し、 適正な廃棄物管理システムを実際の都市

や地区へ実装する こ と を目指す。

(3) 地域特性を活か し た資源循環シ ス テムの構築のため

のシス テム設計 ・ 実装を通じ て、 地域活性化や地域振興

と 調和し た循環型社会づ く り に貢献する。 学術面では、

資源循環の適正な地理的規模を推定する論理や地域にお

ける資源循環利用のための概念設計を目指す。

〔内容および成果〕

資源 ・ 廃棄物 と 金銭のフ ローの観点か らは、 国際サプ ラ

イチェーンのモデル構築が進展し てお り 、 国際資源循環

の動態解析だけでな く 、 日本の最終消費か らみた国際的

連鎖構造を分析する研究アプローチが進化し て き た。 こ

れに よ り 、 国内のマテ リ アルフ ロ ー と の連結が可能に

なってい く と 考え られ、 国際的な資源循環 と 調和し た日

本の循環型社会の方向性に関する様々な政策的含意か ら

の分析基盤を整備しつつあ る。 また、 日本の地域やアジ

ア新興国内の資源や廃棄物等の詳細なマテ リ アルフ ロー

の把握は、 地域の循環型社会の将来像を議論する上での

重要な情報基盤 と な る。 バイ オマスや金属資源、 廃棄物

管理の観点か らの都市廃棄物の ミ ク ロ なフ ロー構築も進

んでいる。

フ ローの成立要因の観点か らは、 地域循環 と 地域活性化

と の関連性について ソーシ ャルキ ャ ピ タルに着目し た調

査解析を進めている段階であ るが、 一般化された結果ま

でには至っていない。 アジア新興国におけ る リ サイ クル

に寄与 し てい る イ ン フ ォーマルセ ク タ ーの動態につい

て、 社会科学的アプ ローチに よ り 理解を深めつつあ る。

国際資源循環の動態、 特に静脈フ ローへの影響要因につ

いては、 一般化に向けた検討は不十分であ る。

資源の消費や廃棄物等の環境の影響の観点からは、 国際

資源循環に伴 う 環境保全レベルの低い途上国での リ サイ

クル段階での環境影響の知見を集積し ている。 また、 国

内での資源消費やアジア新興国での廃棄物処理に伴 う 温

室効果ガス排出等の環境負荷について、 LCA の手法に基

づ く 評価を行っている。後述する (4) の改善シナ リ オによ

る効果分析のベース と な る。 望ま しい循環型社会を実現

する ための政策や技術システムを設計 ・ 評価の観点か ら

は、 国際資源循環の環境上適正な管理の概念について、

作業仮説 と し てのフ レーム案を提示し た。 また、 地域循

環システムの概念 ・ 方向性について、 5 つの目標 ( 評価軸

) を提示し た。それらの概念のも と に循環型社会を構築す

る上での政策 ・ 制度の方向性の議論は十分でない。 技術

システムの設計評価の観点か らは、 アジア新興国に適用

可能な準好気性埋立処分や分散型液状廃棄物処理の個別

技術の開発研究が進展する と と も に、 各国 ・ 各都市の廃

棄物性状に応じ た技術システムの適合性や最適設計の手

法を提示し た。

3.(2)-1. 国際資源循環に対応し た製品中資源性 ・ 有

害性物質の適正管理

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA021

〔担当者〕 ○寺園淳 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター） ，

滝上英孝， 吉田綾， 中島謙一， 南齋規介， 梶原

夏子， 肴倉宏史， 小口正弘， 鈴木剛， 田崎智宏

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）
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〔目　的〕

国内と国際社会 ( 主にアジア ) において 3R を促進する適

正管理方策について、物質 ( 製品、素材を含む ) のフ ロー

把握 ・ 解析 と 製品ラ イ フサイ クル挙動調査に基づいた提

言を行 う こ と を目的 と する。 日本を中心に国際的に流通

する資源 ・ 材料 ・ 製品を対象 と し て、 国内外のス ケール

で資源性の観点から リ サイ クルが期待される要素 と 有害

性の観点か ら規制が必要な要素について、 システム分析

と フ ィ ール ド 調査を統合し た体系的な成果獲得 と 考察を

行 う 。 これら の成果に基づき、 国際資源循環に対応し た

製品中資源性 ・ 有害性物質に関する、 国内外の適正管理

方策のあ り 方を提言する。

○サブテーマ 1 ： 国際的に流通する資源 ・ 材料 ・ 製品の

フ ロー把握と システム分析

○サブテーマ 2 ： 資源性 ・ 有害性を踏まえた製品、 物質

の循環管理のためのフ ィ ール ド研究

○サブテーマ 3 ： 国際的な循環型社会形成に向けた管理

方策の提案

〔内容および成果〕

国際サプラ イチェーン (SC) 分析では、日本の最終需要に

関連し て国内外で発生する温室効果ガス排出量の世界分

布の同定、 日本の財 ・ サービ スに関する国際 SC を含む

内包型環境負荷原単位の算定 ・ 公開等を行った。 国内 SC

分析では、主要金属のSC構造解析によ り 鉄鋼材料のAlloy

to Alloy リ サイ クルが重要であ る こ と、全国での電気電子

機器廃棄物 (E-waste) の一般廃棄物 と し ての推定排出量が

約 2kg/ 人 / 年であ る こ と が分かった。 リ サイ クル技術分

析に関し て、主要な汎用金属 (Fe, Al, Cu, Zn, Pb) および軽

金属 (Mg, Ti) について乾式製錬 ・ 再溶解プロセスにおけ

る元素分配挙動の熱力学解析を完了し た。

フ ィ リ ピンを例に E-waste リ サイ クルサイ ト での有害金

属類含有状況調査で、作業環境ダス ト と土壌の両方で Ni,

Cu, Pb, Zn, Cd が リ サイ クル活動由来の高い汚染濃度を示

す元素 と し て同定された。 イ ン フ ォーマルサイ ト におい

て、 作業者か ら生体影響の見られる レベルの血中鉛濃度

が検出され、 子供のダス ト や土壌の摂食量を仮定し たハ

ザード イ ンデッ ク スで リ ス ク あ り と算定された。

E-waste などの循環資源の ESM の概念について、海外にお

ける労働安全衛生、マスバラ ン ス ・残渣管理、 イ ンフ ォー

マルセ ク タでの取組み改善などのレ ビ ューを行 う と と も

に、 タ イでワーク シ ョ ッ プを開催し、 ESM と越境移動の

あ り 方を現地関係機関と討議し た。 国内では、 E-waste が

輸出向けの金属ス ク ラ ッ プに混入し ている状況を確認す

る と と もに、 安全管理に問題があ る こ と を指摘し た。

〔関連課題一覧〕

1113AO001 　 汎用 IT 製品中金属類のラ イ フサイ クルに着

目し た環境排出 ・ 動態 ・ 影響に関する横断連携研究 32p.

1012BC001 　 廃プ ラ スチ ッ ク の リ サ イ ク ル過程におけ る

有害化学物質の排出挙動と制御に関する研究 32p.

1012BE001 　 有機フ ッ 素化合物の最終処分場におけ る環

境流出挙動の解明と対策技術に関する研究 33p.

1112BE001 　 未利用 リ ン資源の有効活用に向けた リ ン資

源循環モデル開発 33p.

1113BE001 　 水銀な ど有害金属の循環利用におけ る適正

管理に関する研究 33p.

1113BE002 　 難循環ガ ラ ス素材廃製品の適正処理に関す

る研究 34p.

1113BE009 　 有害危険な製品 ・ 部材の安全で効果的な回

収 ・ リ サイ クルシステムの構築 34p.

1213BE003 　 国際的な資源依存構造に着目し た レ ア メ タ

ルに関する 3R 効果評価手法の開発 35p.

1214BE002 　 使用済み自動車 (ELV) の資源ポテンシャル

と環境負荷に関する システム分析 35p.

0812CD001 　 アジア途上地域における POPs候補物質の汚

染実態解明と生態影響評価 36p.

1012CD003 　 熱力学解析 と MFA の融合によ る都市鉱山か

らの金属資源の回収可能性評価手法の開発 36p.

1012CD004 　 金属資源利用 ・ 散逸時間経路及びその温暖

化ガス排出の廃棄物産業連関分析 36p.

1114CD003 　 一般家庭およびオフ ィ ス等の室内環境中化

学物質 リ ス ク の包括的評価と毒性同定評価 37p.

1213CD005 　 製品機能ベースの物質ス ト ッ ク ・ 排出量 と

複合機能製品の普及によ る省資源化効果の評価 37p.

1214CD002 　 リ ス ク に対する頑健性 と 柔軟性を備えた環

境調和型サプラ イチェーン設計手法の開発 37p.

1215KB001 　 リ ソース ロ ジ ス テ ィ ク スの可視化に立脚し

た イ ノ ベーシ ョ ン戦略策定支援 38p.

1213KZ001 　 絶滅危惧種の保全に向けた持続可能な資源

利用 : ニ ッ ケルの国際サプラ イチェーン分析 38p.

1115AQ042 　 アジア地域の持続可能な都市シ ス テム と 廃

棄物管理に関する研究拠点形成 39p.

1012CD002 　 地域の鉄鋼業 ・ 非鉄金属製錬業を基軸 と し

たレア メ タル回収システム 43p.
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【関連課題】

1） 　 汎用 IT製品中金属類のラ イ フサイ クルに着目し た環

境排出 ・ 動態 ・ 影響に関する横断連携研究

〔区分名〕 分野横断

〔研究課題コード〕 1113AO001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

梶原夏子， 鈴木剛， 小口正弘， 中島大介， 稲葉

一穂， 岩崎一弘， 村田智吉， 山村茂樹

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

今後、 廃棄フ ローへの流入が増加し、 環境排出や汚染が

見込まれる液晶テレ ビ、 携帯電話、 パソ コ ンに代表され

る汎用 IT製品を対象 と し てその製品ラ イ フサイ クルにお

ける金属類 ( 重金属類やレア メ タル ) の環境排出や動態、

ヒ ト 曝露及び土壌圏影響について対象環境を分野横断的

に と ら えた調査、 考察を行い、 製品ラ イ フサイ クルを通

じ た当該金属類の リ ス ク評価 と 管理を適切に実施する上

でのプロ ト タ イプ研究と し て実施する。

〔内容および成果〕

PC 基板のチッ プ類や液晶パネルには，様々なレア メ タル

類が使用されている こ と が知られている。 これら の電子

機器部品が屋外に投棄された場合に、 どのよ う な金属元

素が溶出し、 環境汚染を引き起こすのかを把握する こ と

を目的 と し て、 電子基板か ら水への溶出試験、 屋外での

降雨暴露試験、 土壌カ ラ ムを用いた下方浸透試験を実施

し た。

溶出試験での溶出液を水か ら塩化ナ ト リ ウ ム水溶液に変

化させる と、溶出パターンが変化する元素が確認できた。

特に Pb では、 純水への溶出が非常に高濃度であ るが、 塩

化ナ ト リ ウ ム水溶液への溶出量は著し く 減少する こ と が

明ら か と なった。 こ のよ う な共存塩濃度の影響は、 津波

被災地での廃棄物から の金属溶出汚染を考え る上で有用

な知見と考え られた。

屋外での降雨暴露によ る溶出試験によ る元素の溶出挙動

が把握でき、 特に降雨の pH が酸性になる と溶出が確認

でき る場合があった。

また、土壌充填カ ラ ムを用いた下方浸透挙動の測定では、

溶出量が非常に大きいPbについてその浸透移動特性を把

握する こ と ができ た。

2） 　 廃プ ラスチ ッ クのリサイ クル過程における有害化学

物質の排出挙動と制御に関する研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コード〕 1012BC001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

渡部真文

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

廃プ ラ スチ ッ ク の処理／ リ サイ クル過程で排出される化

学物質について， プロセス挙動， 作業環境濃度， 環境排

出濃度の施設内や施設間再現性／変動を確認 し， 代表

データ を得る目的で調査例数を増やし た調査を行 う 。 併

せて， ラ ボス ケールの排出実験を行い， 排出 メ カニズム

について科学的な考察を行 う 。 これら に基づいて， 実施

設の運転にあたって化学物質排出を制御する方策につい

て検証， 考察を行 う 。

〔内容および成果〕

作業者や周辺住民の健康不安が指摘されている廃プ ラ ス

チッ ク リ サイ クル過程で揮発する化学物質特にVOCの排

出について、 本年度 3 施設を調査し 3 ヵ年の 12 施設 ( 延

べ ) 及び過去の結果も組み合わせる こ と で、 その排出実

態 と 化学物質挙動を明ら かにする こ と がで き た。 ま た、

曝露抑制や排出抑制に関する検討を行い、 成果が得られ

た。 これら の成果は、 廃プ ラ スチ ッ ク リ サイ クル過程で

揮発する化学物質の リ ス ク評価や排出制御方策に資する

知見と なる。

廃プ ラ スチ ッ ク の リ サイ クル過程で問題 と な る異物混入

と異物 ( 含有物 ) に由来する成形時の金型腐食について

は、 事業者に と って品質管理上あ るいは リ サイ クル操業

上の対応に困 る 課題 と し て研究意義を有す る も のであ

る。 再生ポ リ エチレ ン中へのエチレ ン－ビニルアルコー

ル共重合体 (EVOH) の混入検出方法の検討と ABS 樹脂や

再生ポ リ オレ フ ィ ン樹脂の金型腐食の原因究明を具体的

な各論課題 と し て取 り 組み、 原因 メ カニズムに関する成

果を得て、 事業者に情報還元を行 う こ と ができ る段階に

達し た。

廃プ ラ スチ ッ ク リ サイ クル施設での調査データの総合的

な考察 (データの代表性や傾向確認 ) に重要な施設内にお

ける VOC 排出の再現性／変動を確認し、知見を得る こ と

ができ た。 また、 FID 型 VOC 測定計を使ったオンサイ ト

簡易モニ タ リ ングや現場での作業環境管理について検討

を行い、 実用に資する成果を得た。
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3） 　 有機フ ッ素化合物の最終処分場における環境流出挙

動の解明と対策技術に関する研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1012BE001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

渡部真文

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

有機フ ッ素化合物 (PFCs) 汚染未然防止に関わる情報の収

集や最終処分場におけ る対策技術の検討を行 う ため、 廃

棄物に含有される PFCs の起源推定や挙動、そし て最終処

分場内での環境流出挙動の解明や対策技術の構築を目指

す。

〔内容および成果〕

ポ リ テ ト ラ フルオロエチレ ン (PTFE)樹脂含有廃棄物の制

御燃焼時におけるポ リ / ペルフ ロ ロ化合物 (PFCs) 等の挙

動について、 国立環境研究所の熱処理プ ラ ン ト を使用し

た調査を実施し た。 PTFE 濃度が 400 mg/kg(0.04%)、 5400

mg/kg(0.54%) の廃棄物試料を調整し、試験を実施し た。い

ずれの燃焼実験において も、 バグ出口及び最終出口排ガ

ス中のフ ッ化水素濃度は 0.5 mg/m3N 以下であ り 、フ ロ ン

類やハロ ン類の分解時におけ る排ガス中フ ッ化水素濃度

の判断基準 (5 mg/m3N) や PFOS 含有廃棄物処理時におけ

る排ガス中フ ッ化水素濃度の排出基準 (5 mg/m3N) を下

回っていた。 温室効果ガス (PFCs、 HFC-134a、 SF6) につ

いて も二次生成し ないか確認のため測定し たが、 いずれ

の燃焼実験、いずれの排ガス試料から も不検出であった。

ペルフルオロ アルキルカルボン酸やペルフルオロ アルキ

ルスルホン酸について も、排ガスや灰濃度は対照群(PTFE

な しの場合 ) と有意差が認められず、 PTFE の適正処理性

が確かめられた。

4） 　 未利用リ ン資源の有効活用に向けた リ ン資源循環モ

デル開発

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1112BE001

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

世界的な食料需要増大、 バイ オ燃料生産増を受けて、 リ

ン資源の需給逼迫が懸念されているが、 下水汚泥や鉄鋼

ス ラ グ中に リ ンが含まれる こ と は知られている。 こ のよ

う な未利用の リ ン資源を有効に活用する ためには、 リ ン

が具体的にどのよ う な形状でどの程度社会に流通し活用

され、 廃棄物中に含まれる リ ンがどの程度発生し、 また、

どのよ う な手段によ って資源 と し ての再活用が可能かを

明らかにする こ と が必要であ る。

こ のよ う な こ と から、 本研究では第一に、 リ ンの形態別、

純度別物質フ ローを整備する こ と を目的とする。第二に、

未利用 リ ンの回収、 再資源化技術について、 それぞれ何

がどのよ う な形状 ・ 純度で回収可能で、 どのために必要

な資源 ・ エネルギーはどの程度なのか調査を行 う 。 最後

に リ ン資源循環分析用 WIO-MFA モデルを用いたシナ リ

オ分析を行 う こ と で、 リ ン資源に関わる廃棄物 ・ 資源管

理戦略について検討する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

有機および無機を含めた リ ン資源の国際サプラ イチェー

ンデータ を整備する と と も に、 需給バラ ン スおよび市場

集中度の観点か ら の解析を行った。 その結果、 リ ン資源

の需要は、 アジア、 西欧、 北米が全体の約 7 割を占めて

いる こ と が明ら か と なった。 また、 市場の集中度の観点

からは、鉱物資源の偏在が改めて明らかになる と と もに、

めっ き等の工業用途に必須の黄燐について も中国やカザ

フ ス タ ンか らの輸出に集中し ている こ と が明ら か と なっ

た。

5） 　 水銀など有害金属の循環利用における適正管理に関

する研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1113BE001

〔担当者〕 ○小口正弘 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

有害金属の適正管理のための基礎情報 と し てその物質フ

ロー ・ ス ト ッ ク と 環境排出量の把握が必要であ る。 水銀

に関するデータ整備は先行し てい る が、 水銀以外に鉛、

カ ド ミ ウ ムについて国際的に知見の集積が求められてい

る。 本研究では、 水銀をベースに作成された大気への排

出イ ンベン ト リ ー、フ ローモデルを他有害金属に拡張し、

排出実態調査や有害金属含有廃棄物調査を踏まえ、 環境

排出を考慮し た物質フ ローの整備を行い、 水銀及び他有

害金属の制御および管理に用いる こ と を目指す。

〔内容および成果〕

環境排出を含めた鉛、 カ ド ミ ウ ムのフ ロー ・ ス ト ッ ク を

時系列的に推計し た。 推計方法は PRTR 届出排出量の事
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業所カバー率を考慮し た補正、 排出係数によ る廃棄物焼

却か ら の排出量推計、 廃棄物 ・ 副産物の有効利用に伴 う

フ ロー追加等を加え、 先行研究か らの改善を図った。 カ

ド ミ ウ ムについて非鉄金属製錬や廃棄物に係る フ ロー と

大気排出が大き く その精緻化で推計全体の精度を向上で

き る こ と、 廃棄物焼却から の排出について先行研究のニ

カ ド 電池処理フ ローの設定は見直し が必要であ る こ と、

廃棄物 ・ 副産物の有効利用に伴 う フ ローは廃棄物焼却残

渣を除けば大き く ないこ と などが示唆された。

6） 　 難循環ガラス素材廃製品の適正処理に関する研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1113BE002

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

廃電気電子機器類中のガ ラ ス素材、 特にブ ラ ウ ン管ガ ラ

スや薄型テレ ビ等のパネルガ ラ スは、鉛や ヒ 素を含有し、

リ サイ クルの困難な難循環廃製品 と いえ る。 循環 ・ 廃棄

過程での環境影響 ( 飛散 ・ 溶出 ) が潜在し ている こ と か

ら、 これら有害物質を除去し なければ有効利用も最終処

分も環境影響が懸念される。 本研究では、 これら有害物

質を含むガ ラ ス素材か らの有害物質除去を目的 と し た実

験的な処理技術の検討を行 う 。 熱力学的解析及び熱分析

によ る基礎検討結果を も と に、 塩化揮発法、 還元溶融法

及び溶融分相法について実験的検討を行い、 これら処理

技術の適用可能性を評価する。 塩化揮発法では、 無機塩

素化合物と共に、 塩ビ (PVC) の廃製品を塩素源 と し、 プ

ラ スチ ッ ク の難循環製品と いえ る PVC の処理技術への適

用性について も併せて検討する。 以上の実験的検討 と 共

に、 ブ ラ ウ ン管及び液晶パネル等のマテ リ アルフ ロー解

析を行い、 廃電気電子機器類のガ ラ ス素材の適正処理の

あ り 方を展望し、 処理技術を最適化する上での基礎的情

報とする。

〔内容および成果〕

塩化揮発法によ るブラ ウ ン管及び液晶パネルガ ラ ス中元

素の除去研究を実施し た。 本研究では、 ポ リ 塩化ビニル

と 水 酸 化 カ ル シ ウ ム を 添 加 剤 と し、 焼 成 温 度 は

1100&#730;C と し た。 Sb に関し ては、 焼成温度を変化さ

せて検討を行った。

塩化揮発法を用いる こ と で、 ブラ ウ ン管ガ ラ ス中 Pb を

99.4% 除去できた。 また、 液晶デ ィ スプレ イ中の As は

60.3% 除去でき た。 液晶デ ィ スプレ イ中 Sb については、

1100 ℃ で 14.4%、1200 ℃で 59.5%、1300 ℃で 58.5% 除去す

る こ と ができ た。

溶出試験に関し ては、 本研究の塩化揮発法を適用し たガ

ラ ス試料からの溶出液中の元素濃度は、Pb, As, Sb のいず

れも基準値を満た し ていた。 また、 ガ ラ ス中元素の溶出

試験を行った。 環告 46 号の溶出試験をベース と し て、 試

料重量と粒径を変化させて行った。

7） 　 有害危険な製品 ・ 部材の安全で効果的な回収 ・ リサ

イ クルシステムの構築

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1113BE009

〔担当者〕 ○寺園淳 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター） ，

吉田綾， 中島謙一， 肴倉宏史， 小口正弘

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

自治体や民間の処理施設や輸出現場などで有害危険な製

品 ・ 部材が不適切な取扱いを受け る こ と によ って、 火災

事故や環境汚染を生 じ る 事例が こ れま で報告 さ れて き

た。 本研究では、 家庭や事業所か ら廃棄される有害危険

な製品 ・ 部材を抽出し、 火災事故や環境汚染に至る原因

や現在のフ ロー ・ 処理過程を把握する と と も に、 代替策

と し て安全面や資源回収の観点か ら も望ま しい回収 ・ リ

サイ クルシステムの構築を目的 と する。 そのために、 事

故事例や環境汚染事例の調査・解析と、現在の国内フ ロー

や各施設での取扱い ・ 金属挙動の調査を行い、 その安全

性や資源回収の状況を把握する。 そ し て、 処理施設など

におけ る安全管理指針の策定や製品設計への提言も含め

て、 安全で効果的な回収 ・ リ サイ クルシス テムを提示す

る。

〔内容および成果〕

金属ス ク ラ ッ プの火災について調査研究を継続し た。 港

湾 ・ 船舶においては 2012 年は近年の ２ 倍以上の 16 件程

度の火災が発生し、 港湾以外の陸上について も同程度の

発生が考え られた。 火災原因については多 く が不明であ

り 、 金属の衝撃やバッ テ リ ーのシ ョ ー ト などが指摘され

た場合も あ る一方、非作業中 ( 夜間や航行中 ) の自然発火

も増加し ていた。

また、 事業所におけ る電気 ・ 電子機器の保有及び排出に

関する実態を把握する ために、 アンケー ト 調査を実施し

た。 パソ コ ン、 複写機などの OA 機器の保有率が 90% 程

度 と 高い こ と に加えて、 家庭用冷蔵庫 ・ 冷凍庫の保有率
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が 94%、無停電電源装置 (UPS) の保有率も 46% に上る こ

と が分かった。 廃棄依頼先は全体的に産業廃棄物収集処

理業者が多いが、 乾電池と小型二次電池は自治体も 3 割

程度あった。 電池類の分別や自主回収制度は十分周知さ

れていないこ と が伺えた。

8） 　 国際的な資源依存構造に着目し たレア メ タルに関す

る 3R 効果評価手法の開発

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1213BE003

〔担当者〕 ○南齋規介 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

中島謙一， 藤井実， 小口正弘

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

本研究では国際サプラ イ チェ ーンを含む直接間接の資源

依存の実態を踏ま え、 3R がどれだけ資源依存の安定性に

貢献する かを 定量的に示す。 新たな指標を 開発し 、 主要

なレ アメ タ ルを対象に適用する 。 期待さ れる 研究成果は、

主要なレ アメ タ ルに関する 国際フ ロ ーの実態解明、 日本

経済の国際的なレ アメ タ ル依存構造の同定、 資源依存の

安定性を評価する 新し い指標の開発、そし て 3R に関する

指標の計測と そのデータ ベース 化である 。こ の成果は、3R

政策を 温暖化、 廃棄物、 資源管理の三つ観点から 立案す

る こ と を支援する 。 ま た、 国民と 産業界の 3R への関心を

高める こ と で、3R 活動の促進に繋がる こ と が期待でき る 。

更に、「 都市鉱山」 を活用し たリ サイ ク ルシス テムを国際

的な資源依存の観点から 設計する こ と を可能と する 。

〔内容および成果〕

平成 24 年度は、 低炭素化技術、 新エネルギー技術の普及

において、 需要増加が見込まれる レ ア メ タルの中か ら、

ネオジム、 コバル ト 、 プ ラチナ、 ニ ッ ケル、 ク ロ ムを選

定し、 2005 年を対象 と し た国際マテ リ アルフ ロー分析を

行った。 ５ つの元素を含む可能性のあ る貿易商品を国際

貿易データ (BACI) の中から全て選出する こ と で、推計の

網羅性を高めた。 また、 各国や地域におけ る各元素のマ

テ リ アルバラ ン ス を担保する ため、 数理計画法によ る移

動量の調整法を開発し て適用し た。 得られた移動量を国

際間のレア メ タルに基づ く ネ ッ ト ワーク と 捉えた解析を

進めた。同時に、資源依存の安定性評価に関する レ ビ ュー

を進める と 共に、 資源利用の市場集中度に着目し た安定

性の評価指標の開発を試みた。

9） 　 使用済み自動車 (ELV) の資源ポテンシャルと環境負

荷に関するシステム分析

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1214BE002

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

梶原夏子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

 使用済み自動車 (ELV：End-of-Life Vehicles) の リ サイ クル

や適正処理については、 21 世紀に入って欧州や日本での

政策的な取 り 組みが本格化し たが、 その効果を検証すべ

き時期 と な り つつあ る。 自動車普及の著しいアジア地域

では、 ELV の リ サイ クル技術や制度の開発が模索されて

いる と こ ろであ る。 一方、 自動車製造に使用される資源

や化学物質は、 鉄資源のほか、 ベース メ タルの銅や亜鉛、

白金やパラ ジ ウ ムなどのレア メ タル、 さ ら には重金属類

や難燃剤成分 と し て の残留性有機汚染物質 (POPs ：

Persistent Organic Pollutants) まで幅広い。 これらの物質や

素材を二次資源と し てみる見方は、 21 世紀の産業や社会

の基本と な らねばな ら ないが、 ELV のどの部位にどの程

度の物質が含有されているか、 現状の ELV リ サイ クルシ

ス テムにおいてどの程度が回収されているか、 残渣は適

切に安定化処理されているかについての調査研究はほ と

んどな されていない。そ こ で、本研究においては、(1)ELV

の3R と廃棄物管理システムの制度 と技術に関する国際比

較研究、 (2)ELV リ サイ クルにおける資源性物質や有害物

質の挙動解析、 (3) 自動車のラ イ フサイ クルを視野に入れ

た ELV の 3R と廃棄物管理に関する物質フ ロー解析 と ラ

イ フサイ クル分析を行 う 。

〔内容および成果〕

ELV を循環資源および ヒ ト 曝露源 と い う 二つの視点から

調査対象 と し、 自動車部材および車内ダス ト に含まれる

総臭素濃度から、臭素系難燃剤 (BFRs) および臭素化ダ イ

オキシン類 (PBDD/Fs) 等を定性 ・ 定量し、 これら難燃剤

の含有傾向の把握および部材か ら ダス ト への移行 メ カニ

ズムの推定を試みた。

本研究によ り 、 ELV 部材中の臭素含有量を包括的に把握

する こ と ができ た。 BFRs の使用が う かがえたのは、 調査

し た部材の 6.6% のみと少な く 、多 く の内装材には リ ン系

難燃剤も し く は難燃素材が使用されている こ と が示唆さ

れた。BFRs 添加が認められなかった車両のダス ト から も

BFRs および PBDD/Fs が検出された こ と から、これらの汚

染源の特定および ヒ ト への曝露評価の必要性が考え られ

た。
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10） 　 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0812CD001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

鈴木剛

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

本研究の目的は、 国際社会において大き な関心を集めて

いる POPs 候補物質、 およびその発生源 と し てまた不適

切管理地域 と し て懸念されている アジアの途上国地域を

対象に、 環境 ・ 生態系汚染の現状 と 経年変化およびバイ

オア ッ セ イ ／マ イ ク ロ ア レ イ 等に よ る 影響評価の基礎

データ を集積 ・ 解析し、 環境改善や対策技術構築のため

の科学的根拠を提示する こ と にあ る。

〔内容および成果〕

平成 24 年度は、 野生高等動物に蓄積し ている 化学物質の

う ち、 生 殖 毒 性 に 関 連 す る 抗 ア ン ド ロ ゲ ン 受 容 体

(Androgen Receptor; AR)活性を示す生物蓄積物質の同定評

価を 実施し た。 本研究では、 ス ナメ リ を 対象と し た。 先

行研究を通じ て、 ス ナメ リ の肝臓から 調製し た硫酸未処

理抽出液は、 その他の生物種と 比較し て抗 AR 活性が強

い傾向である こ と を 把握し ている 。 ス ナメ リ 肝臓の硫酸

未処理抽出液では、 AR アンタ ゴニス ト ( 抗 AR 活性物質

) と し て p,p’-DDE、PCBs 及び 2,3,3’,4,4’,5,5’-Heptachloro-1’-

1,2’,-bipyrrole(Q1) が GC-HRToF-MS によ って同定さ れた。

こ れら AR アンタ ゴニス ト の定量分析を行い、抗 AR 活性

への寄与を推定し たと こ ろ、 1% 程度の寄与であり 、 GC-

HRToF-MSで検出でき ない熱分解性や難揮発性を示すAR

アンタ ゴニス ト の存在が推測さ れた。本研究の結果は、熱

分解性・ 難揮発性物質等の同定技術の開発の重要性を示

し ただけでなく 、 未規制の生物蓄積物質のリ ス ク 評価の

方法論や考え方を検討する 必要性を併せて示し た。

11） 　 熱力学解析と MFA の融合による都市鉱山からの金

属資源の回収可能性評価手法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD003

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

小口正弘

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

経済産業省 ・ 環境省の連携の下、 又、 各分野において、

都市鉱山から の有価金属の リ サイ クルに着目し た事業や

取 り 組みが数多 く 実施されている。 その多 く は、 回収シ

ス テムや回収技術などの実践的 ・ 実用的な課題に焦点を

あてた も のであ り 、 学術的な基礎研究は少ない。 これに

対し て、 本研究では、 熱力学解析に基づ く 元素の分配挙

動解析と、物質フ ロー・ ス ト ッ ク分析 (MFA/MSA) を核 と

し て、熱力学解析と MFA の融合によ る都市鉱山からの金

属資源の回収可能性評価手法の開発を目指す。

〔内容および成果〕

平成 22 年度および平成 23 年度の成果を も と に、 鉄鋼お

よび随伴元素 (Ni、 Cr、 Mo 等 ) に着目し て、 物質フ ロー

分析および熱力学解析の観点か ら資源の質を高める リ サ

イ クルシス テムについての検討を行った。 その結果、 最

終需要において Ni,Cr,Mo の需要が大きい自動車を対象 と

し て、 Alloy to Alloy リ サ イ ク ルを意識 し た特殊鋼 ス ク

ラ ッ プの回収 と リ サイ クルの確立の重要性を示す と と も

に、 その濃縮部位 と し ての自動車部品等の重要性を明ら

か と し た。

12） 　 金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス排

出の廃棄物産業連関分析

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD004

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

持続可能な金属資源管理には、 製品ラ イ フサイ クル ・ リ

サイ クル ・ 処理 ・ 処分を巡る金属材料の異時点間フ ロー

と その決定因を同定し、 ス ク ラ ッ プの汚染 ・ 品質低下を

回避する事が必要であ る。 これに資するべ く 、 Nakamura

他 (2007) が開発し た多元多部門 MFA モデル (WIO-MFA)

を元に、 詳細な部門分類 と 製錬熱力学を含む精緻な技術

情報を用い、 金属材料の利用 ・ 散逸経路を説明する一般

的動学数理モデルを開発する。 代表的金属耐久財であ る

自動車を対象 と し、 その構成金属材料の 20-30 年にわた

る利用 ・ 散逸時間経路及び付随する温暖化ガス (GHG) 排

出量を同定する。 更に、 今後進展が予想される易分解設

計 ・ 電池化などがそれらに及ぼす効果を定量評価する。

〔内容および成果〕

平成23年度に整備し たアル ミ ニウ ム合金に関するデータ

に WIO-MFA モデルを適用する と と もに、 基礎的な解析

に着手し た。 その結果、 アル ミ ニウ ム合金の有効利用に

おいては、 使用済み自動車および建設物から の回収が重

要であ る こ と が明らか と なった。
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13） 　 一般家庭およびオ フ ィ ス等の室内環境中化学物質

リ スクの包括的評価と毒性同定評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1114CD003

〔担当者〕 ○鈴木剛 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

本研究の目的は、 in vitro バイオア ッ セイ／化学分析／ in

vivo 試験を統合し て室内環境に存在する化学物質 リ ス ク

の包括的評価 と 毒性同定評価を行い、 室内の生活環境や

労働環境でモニタ リ ング及び詳細な in vivo 試験を実施す

べき優先評価化学物質を、 科学的根拠に基づいて提示す

る こ と にあ る。

〔内容および成果〕

平成 24 年度は、動物試験代替法 と し て利用されている生

殖毒性等を評価する各種 in vitro バイオア ッ セイ法を用い

て、 室内ダ ス ト で検出 さ れる臭素系難燃剤 7 種 (POP-

PBDEs、 HBCD、 TBBPA) と リ ン系難燃剤 16 種 (TPHP、

TDCIPP 等 ) の AR、ERα、PR、GR、PPARγ2 のアゴニス

ト 及びアン タ ゴニス ト 活性を評価し てハザー ド 特性を明

ら かにし た。 難燃剤のハザー ド 特性については、 化学物

質種別及びエン ド ポ イ ン ト 別に階層的ク ラ ス ター解析を

行い、 検出される頻度や活性の強度に応じ て類型化を実

施し た。 難燃剤 と 室内ダ ス ト の類型結果を比較する と、

両者で高頻度に検出されるエン ド ポ イ ン ト は共通の傾向

を示し、 室内ダス ト が有するハザー ド には室内ダス ト で

高い濃度で検出される難燃剤が関連し ている と 推察され

た。 本研究の結果は、 難燃剤及び室内ダス ト で共に高頻

度で検出される ERα アゴニス ト 、 AR 及び PR アン タ ゴ

ニス ト 活性が評価重要度の高いエン ド ポ イ ン ト であ る こ

と を示し た。

14） 　 製品機能ベースの物質ス ト ッ ク ・排出量と複合機能

製品の普及による省資源化効果の評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1213CD005

〔担当者〕 ○小口正弘 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

複合機能製品は従来の単機能製品に比べて製品の保有 ・

使用に伴 う 資源使用量の削減に寄与でき る可能性があ る

一方で， 多機能を付加価値 と し て製品の追加的な保有に

結び付き， 社会全体 と し てはかえって資源使用量を増加

させている可能性も あ る。 本研究では， 複合機能製品の

多機能性を考慮し た機能ベースの製品保有 ・ 排出台数推

計手法の開発を行い， 複合機能製品に係る機能ベースの

物質ス ト ッ ク ・ 排出量推計のケース ス タデ ィ を行 う 。 推

計結果から複合機能製品の普及によ る製品単位および社

会全体での省資源化効果を比較考察する と と も に， 電気

電子製品の保有 ・ 使用の変遷をふまえた資源使用量の測

定における提示手法の有用性を示す。

〔内容および成果〕

店頭販売 (POS) データ を活用し、 洗濯乾燥、 携帯音楽再

生、 カ メ ラ機能等を持つ製品の出荷台数データ を作成し

た。 寿命分布モデルを用いて上記機能ご と の製品保有レ

ベルの推移を推計し た。 スマー ト フ ォ ンは携帯電話の保

有こ そ代替し ているが、 携帯音楽再生やカ メ ラ機能につ

いては単機能製品の保有の多 く を代替せず、 追加的な機

能の保有に結びついている と 推計された。 これよ り 複合

機能製品は必ずし も物質使用量の削減に寄与し ないケー

ス も あ る こ と がわかった。

15） 　 リ ス ク に対する頑健性と 柔軟性を備えた環境調和

型サプラ イチ ェーン設計手法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD002

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

本研究課題は、 リ サイ クルを含む国内のサプ ラ イチェー

ン全体を対象と し て、 リ ス ク に対する頑健性 ・ 柔軟性 と、

低炭素や循環型 と いった環境調和性を併せ持ったサプ ラ

イチェーンの構築に向けた分析 ・ 設計手法を開発する こ

と を目的とする。

そのために、 1700 品目分類以上の製品 ・ サービ ス間の地

理的分布を含めた物質連関を可視化し、 それに地理的偏

在性などの リ ス ク要因を付加し た 「サプ ラ イチェーンマ

ト リ ク ス」 を整備する。

また、 サプ ラ イチェーンの 「頑健性 ・ 柔軟性」 を指標化

し、 それら と 環境調和性の分析手法を確立する。 実装し

た分析手法によ って、 リ ス ク回避 と 環境調和性の観点か

ら産業プロセスの立地の検討や原料供給源 と し ての リ サ

イ クルの再評価を行い、 国家レベルでのサプ ラ イチェー

ン再構築に向けた戦略的な提言につなげる。
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〔内容および成果〕

資源の供給 リ ス ク の観点か ら金属資源および リ ン資源に

関する国際サプ ラ イチェーンデータの整備を行 う と と も

に、 需給バラ ン ス と 市場集中度の観点か ら の解析を行っ

た。 その結果、 汎用金属およびネオジムについては需要

の約 8 割がアジア ・ 西欧 ・ 北米に リ ン資源については需

要の 7 割がこれらの地域に集中し ている構造が明らか と

なった。

16） 　 リ ソースロジステ ィ ク スの可視化に立脚 し た イ ノ

ベーシ ョ ン戦略策定支援

〔区分名〕 JST

〔研究課題コード〕 1215KB001

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

南齋規介， 稲葉陸太

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

現在、第4期科学技術基本計画においてグ リ ーン イ ノベー

シ ョ ン、 ラ イ フ イ ノ ベーシ ョ ン、 再生復興イ ノ ベーシ ョ

ンが、 我が国におけ る科学技術イ ノ ベーシ ョ ン推進にお

いて重要な ターゲ ッ ト と し て掲げられてお り 、 ICT な ら

びにナ ノ テ ク ・ 材料についてはこれら を支え る基盤技術

と し て イ ノ ベーシ ョ ン戦略の策定が求められている。

こ のよ う な背景のも と、本プロ ジェ ク ト では技術の浮揚、

牽引、 導入、 実装をつな ぐ ステーク ホルダーの各フ ィ ー

ル ド でど こ に、 どのよ う に、 どれだけの資源が用いられ

ているのか。 イ ノ ベーシ ョ ンの導入に伴い、 どの資源利

用にどのよ う な変化が生まれ、 その波及効果がどれほど

なのか。 あ るいはその利用に物理的 ・ 経済的障壁が予想

される資源について、 イ ノ ベーシ ョ ンを喚起し、 牽引す

る こ と でどのよ う な波及効果が期待でき るのか と いった

「 リ ソース ロ ジステ ィ ク ス」 を可視化し、 イ ノベーシ ョ ン

に係わる ステーク ホルダーの抽出 と、 その関与の度合い

を定量的に示すこ と を目指す。

また科学技術イ ノ ベーシ ョ ンの導入、 効果的な実装にお

いて こ れ ら の ス テー ク ホルダー間の対話は重要であ る

が、 共有知識が不十分であ る と 同床異夢に陥る危険性が

あ る。 対話の際の共通知 と し て本プロ ジ ェ ク ト が明ら か

にする可視化された リ ソース ロ ジステ ィ ク スはステーク

ホルダー間の情報共有を可能にし、 ステーク ホルダー間

の知のギ ャ ッ プの気づき を与え る。 さ らに リ ソース ・ ロ

ジステ ィ ク ス を明らかにする こ と で、 リ ソース、 マテ リ

アルの流れを通じ たサプ ラ イチェーンを と ら え る。 これ

によ り 科学技術イ ノ ベーシ ョ ンを介し たネ ッ ト ワーク の

ク リ テ ィ カル ノ ー ド を洗い出し、 重点化すべき科学技術

イ ノ ベーシ ョ ンの抽出を図 る こ と がで き る と 期待 さ れ

る。

〔内容および成果〕

ニ ッ ケルの国際および国内サプ ラ イチェーンデータの整

備を進める と と も に、 国内フ ローについては WIO-MFA

モデルを適用し て最終需要の解析 と 需給構造の解析 ・ 可

視化を行った。 また、 サプ ラ イチェーンの現場におけ る

課題把握と し て、 ニ ッ ケルの需要者 ( フ ェ ロニ ッ ケル製

造業、 鉄鋼業、 ニ ッ ケル メ ッ キ ) への ヒ ア リ ングを行っ

た。 ヒ ア リ ングの結果、 二次資源の利用においては品質

の管理が重要であ るが、 現状においては リ サイ クルの過

程におけ る想定外の物質の混入可能性があ り 、 これらの

管理が リ サイ クルのコ ス ト 上昇や阻害要因の 1 つになっ

ている こ と が明らか と なってき た。

17） 　 絶滅危惧種の保全に向けた持続可能な資源利用 :

ニ ッ ケルの国際サプラ イチ ェーン分析

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コード〕 1213KZ001

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

人類の経済活動は、 サプ ラ イチェーンを通じ て、 直接的

あ るいは間接的な影響によ り 生態系へ と 変化を与えてい

る。 しかし ながら、 生産か ら消費に至るサプ ラ イチェー

ンは、 国内および国際的に広が り 非常に複雑な構造を有

し ている。 本研究では、 資源利用に伴 う サプ ラ イチェー

ン を通 じ た生態系への影響を把握す る こ と を目的 と し

て、 資源採掘に伴 う 生態系への影響の実態把握 と 国際サ

プ ラ イ チ ェーン を通 じ た資源利用の構造解析を実施す

る。

〔内容および成果〕

実態把握については、 ニ ューカ レ ド ニアにおけ る鉱山 ・

製錬施設への ヒ ア リ ン グのための調整を進め る と 共に、

IRD の報告資料などを基に生物多様性への影響の把握に

着手し た。 一方、 構造解析についてはニ ッ ケルの国際サ

プラ イチェーンデータの整備を行った。

18） 　 アジア地域の持続可能な都市システム と 廃棄物管

理に関する研究拠点形成

〔研究課題コード〕 1115AQ042
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〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

大迫政浩，石垣智基，久保田利恵子，河井紘輔，

寺園淳， 肴倉宏史， 蛯江美孝

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

19） 　 地域の鉄鋼業・非鉄金属製錬業を基軸と し たレア メ

タル回収システム

〔研究課題コード〕 1012CD002

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

小口正弘

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

3.(2)-2. アジア地域に適し た都市廃棄物の適正管理

技術システムの構築

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA022

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

石垣智基， 遠藤和人， 徐開欽， 蛯江美孝， 小林

拓朗， 神保有亮， 大迫政浩， 河井紘輔

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

都市への人口集中が激化し ている アジアにおいて、 公衆

衛生を改善し、 低炭素 ・ 低環境負荷型であ り 、 地域に適

正な廃棄物管理システムを構築する ため、 東南アジアに

研究拠点を形成し、 アジアの都市におけ る廃棄物の現状

を把握し、 国産技術であ る分散型生活排水処理技術およ

び準好気性埋立技術のアジア各地域へのカ ス タマ イ ズを

行 う 。 また、 これら を既存の技術 と 併せて評価する こ と

で、 各都市域において適正な処理 ・ 資源化を実現する た

めの廃棄物管理システム導入に向けた計画支援ツールを

開発する。 そ し て、 以上のハー ド 及びソ フ ト 研究成果を

踏まえて適正な廃棄物管理システムを実際の都市や地区

へ実装する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

サブ 1

現行の埋立地か らの温室効果ガス排出量算定モデルであ

る IPCC Waste Model を温度、 酸素、 水分条件を入力パラ

メ ータ と し て、 特に嫌気 ・ 好気ガス化反応の共存する条

件下を表現でき る よ う に拡張し提案し た。 同モデルによ

る各埋立地ガス放出緩和技術の比較評価の結果、 埋立地

ガス発電工法によ る温室効果ガス削減効果は準好気性埋

立よ り も下回る こ と が示された。 埋立地浸出水管理につ

いて、 人工湿地や浸出水循環などによ り 水量 と 水質を季

節に応じ て制御し た上で、 低コ ス ト で水域汚濁の未然防

止を図る と い う てんで、 準好気性埋立工法の優位性が示

された。 降雨等の熱帯条件下において大気導入量の最大

化に必要な構造 ・ 維持管理要件 ( 埋立地覆土の透気 ・ 透

水係数、 排水導気管の径 ・ 開孔率、 内部水位の維持レベ

ル等 ) を求めた。

サブ 2

中国農村部における 有機性排水・ 廃棄物処理に関する 最

近の技術動向と ニーズについてま と めた。 アジア向け小

規模装置と し てカス タ マイ ズし たバイ オガス 装置と 微生

物脱硫プロ セス を開発し た。 開発し たバイ オガス 装置は、

サイ フォ ンを利用し た無動力撹拌の仕組みによ り 、3 ～ 18

kg-COD /m3/d の負荷範囲の下で酸性化およ び固形物沈殿

回避が可能である こ と を 示し た。 対象地域における 制約

条件を 整理する ための質問集の確立と 種々の技術が有す

る 適用条件のデータ ベース 化を 経て、 地域的・ 社会的制

約条件に関する 回答を 技術データ ベース に照会する こ と

によ り 最適技術を導き 出すアルゴリ ズムを開発し た。

サブ 3

アジア諸都市の都市廃棄物の三成分 ( 水分、 可燃分、 灰

分 ) を比較する こ と によ り 、 代替処理技術の適用可能性

や、 分別の有効性及び限界について明示し た。

〔関連課題一覧〕

1115AQ042 　 アジア地域の持続可能な都市シ ス テム と 廃

棄物管理に関する研究拠点形成 39p.

1012BA001 　 埋立地ガス放出緩和技術のコベネフ ィ ッ ト

の比較検証に関する研究 40p.

1113BE005 　 アジアの都市廃棄物管理の発展に応じ た埋

立地浸出水対策の適正な技術移転に関する検討 40p.

1113BE008 　 静脈産業のアジア地域への移転戦略の構築

に関する研究 41p.

【関連課題】

1） 　 アジア地域の持続可能な都市システムと廃棄物管理

に関する研究拠点形成

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ042

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

大迫政浩，石垣智基，久保田利恵子，河井紘輔，

寺園淳， 肴倉宏史， 蛯江美孝

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

アジア地域においては、 都市の拡大に対し て廃棄物管理
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の発展が追いつかず、 廃棄物管理由来の環境問題が深刻

化する状況にあ る。 廃棄物管理分野において、 社会で研

究者コ ミ ュ ニテ ィ が求められている科学的知見や成果の

発信を支援する ク ラ ス タの形成を、 本研究拠点形成の第

一義に置 く 。 あわせて次世代の研究者育成 と その早期か

ら のネ ッ ト ワーク化を図る。 その目的は、 循環 ・ 廃棄物

分野におけ る アジア地域の多様な人材を発掘 ・ 育成する

こ と で、 分散かつ限定された各国の研究者か らの発信力

を強化する こ と で社会に貢献する こ と にあ る。

〔内容および成果〕

2009 年頃から継続し ている準好気型埋立等最終処分地に

関する適切な管理手法に関する研究活動を中心に、 2012

年 12 月、 タ イ ・ バン コ ク にあ る キングモン ク ッ ト 工科大

学 ト ンブ リ 校、 カセサー ト 大学および当セン ターの 3 者

は覚書付属書を交換し、 廃棄物管理分野の共同研究拠点

を設立し た。 その他廃棄物管理分野の本格的な共同研究

活動は来年度以降を見込んでいるが、本年度は 2011 年に

発生し た タ イ洪水を受けて、 7 月に洪水廃棄物管理に関

する実務者 ト レーニングを開催し た他、 2012 年 1 月には

E-waste Workshop を開催し、東南アジア域内および国際的

専門家の意見交換の場を設置し た。

2） 　 埋立地ガス放出緩和技術のコベネフ ィ ッ ト の比較検

証に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1012BA001

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

石垣智基， 遠藤和人， 金喜鍾， 石森洋行， 佐藤

昌宏

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

埋立地ガス放出緩和技術におけ る温室効果ガス と 浸出水

の長期的な挙動を、 実験 と 現場観測で得たデータによ り

定式化する こ と で、 温室効果ガス放出削減 と 浸出水汚濁

防止 と い う コベネフ ィ ッ ト を定量的に評価し、 比較検証

する。 準好気性埋立技術のコベネフ ィ ッ ト を東アジアの

気候・廃棄物の条件下で最適化する技術仕様を提示する。

以上よ り 、 準好気性埋立技術の埋立地ガス放出緩和技術

と し ての優位性を示す。

〔内容および成果〕

温度によ るガス化反応速度の把握を行った上で、 現行の

埋立地か ら の温室効果ガ ス 排出量算定モデルで あ る

IPCC Waste Model を温度、酸素、水分条件を入力パラ メ ー

タ と し て、 特に嫌気 ・ 好気ガス化反応の共存する条件下

を表現でき る よ う に拡張し提案し た。 また、 各埋立地ガ

ス放出緩和技術によ る温室効果ガス放出削減量を比較評

価し た。 ラ イ シ メ ータ実験の結果を解析し、 浸出水水質

の変化を有機物分解によ る低分子化 (可溶化 ) と浸透水に

よ る 洗い出 し 効果に よ り 表現す る こ と で、 IPCC Waste

Modelに相似し た浸出水汚濁負荷流出モデルを構築し た。

また、 サブテーマ １ および ３ と 連携し、 各技術の微生物

反応速度および透水流量を用いて、 各埋立地ガス放出緩

和技術によ る水質汚濁負荷削減量を比較評価し た。 テス

ト セルおよびラ イ シ メ ータ実験結果によ り 、 これまでに

定式化されたモデルを検証し、 季節変動を考慮し て、 熱

帯条件下において大気導入量の最大化に必要な構造 ・ 維

持管理要件 ( 埋立地覆土の透気 ・ 透水係数、 排水導気管

の径 ・ 開孔率、 内部水位の維持レベル等 ) を求めた。

3） 　 アジアの都市廃棄物管理の発展に応じ た埋立地浸出

水対策の適正な技術移転に関する検討

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1113BE005

〔担当者〕 ○石垣智基 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

山田正人， 遠藤和人， 蛯江美孝， 神保有亮， 金

喜鍾

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

アジア特有の地理文化的な背景を踏まえた う えで、 都市

の発展に応じ た埋立地浸出水の変動に対応可能な技術を

開発 ・ 検証し、 都市の廃棄物管理体系 と 一体化し た浸出

水の管理方策を日本の技術移転パッ ケージ と し て包括的

に提案する。 アジア都市域の廃棄物管理体系は、 経済成

長および環境保全にかかる国際的枠組の影響を受けて大

き な変革を遂げる過渡期にあ る。 なかで も、 廃棄物埋立

地は単純な投棄地か ら、 資源回収拠点あ るいは温室効果

ガス管理の対策拠点 と し て、 日本を含む諸外国から注視

されている状況にあ る。 しかし多 く の埋立地の機能 ・ 構

造強化に際し て、 浸出水対策の高度化は置き去 り に され

てお り 、 貯留池や地盤への浸透な ど旧態依然の ま ま の

ケースが多 く 見受け られる。 浸出水対策を単な る末端技

術 と し てではな く 、 都市域の廃棄物フ ローの高度化 ・ 多

様化に伴い問題が集約し た場 と し て捉え、 廃棄物管理技

術 ・ システムの移転および導入を完結させる ため、 問題

低減の最適手法と効果について実証的に提示する。

〔内容および成果〕

浸出水循環に関し て RO 処理を軸 と し た循環水質制御に
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ついて検討し た。 砂ろ過、 凝集沈殿等の処理と RO 処理

と の組み合わせによ り 、 埋立地の安定化進行状況に応じ

た循環水質の制御手法を示し た。 また、 廃棄物層への注

入位置に応じ た循環水質の管理目標を設定し、 浸出水循

環の効果を検証し た。 貯留池改変型の人工湿地の現地実

証試験を開始し、 処理対象水量 と 処理性能に応じ て求め

られる設計上の情報を収集し た。 既存の植栽 ・ 人工湿地

型水処理技術のアジア適用に向けたダ ウ ングレー ド の必

要性を提示し た。 複合型光触媒によ る浸出水中化学物質

の除去効果 と 水路型反応装置の適用可能性について、 土

地利用形態も含めた評価を行った。 埋立工法 と 浸出水管

理のシス テム評価ツールに、 上流側でのごみ管理方策の

オプシ ョ ンを組み込み、 三者の組み合わせによ る システ

ムのエネルギー、 温室効果ガ ス、 コ ス ト 評価を行った。

廃棄物管理体系の類型化によ り 、実現可能性の高い技術・

システム と その維持管理方策の枠組みを示し た。

4） 　 静脈産業のアジア地域への移転戦略の構築に関する

研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1113BE008

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

石垣智基， 大迫政浩， 河井紘輔

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

現在， アジア地域の静脈産業市場では欧米企業の進出が

活発であ り ， わが国は出遅れている。 わが国の これまで

の公共主導， 箱物型の技術移転の在 り 方を見直し， 欧米

等によ る不適正な技術を用いた利益確定重視な事業展開

に対抗すべきであ る。 本研究では， 日本がアジア と い う

風土で培って き た静脈産業の途上国への持続的な移転を

促すため， 先行事例や日本型技術， 事業環境を精査し，

日本の廃棄物処理業等が廃棄物 ・ 資源管理事業をアジア

地域で事業を展開する際の戦略を提示する。

〔内容および成果〕

タ イ 国で我が国の静脈産業移転が有望な事業領域 と し

て、化学系 ( 有害 ) 廃棄物、建設系廃棄物および都市ごみ

の可能性を検討し、 都市ごみ領域において、 都市ごみ領

域におけ る資源循環 ・ 廃棄物エネルギー有効活用に関す

る自治体への技術提供分野への計画策定初期段階か らの

関与が有効であ り 、 既存産業への廃棄物を活用し た熱源

供給に関する ビジネスモデルを例示と し て示し た。また、

アジア各国の廃棄物政策の導入要因を分析し、 導入の順

位と一人あた り GDP と の関係を示し た。

3.(2)-3. 地域特性を活かし た資源循環システムの構築

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA023

〔担当者〕 ○田崎智宏 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

稲葉陸太， 中島謙一， 小口正弘， 南齋規介， 山

田正人， 石垣智基， 河井紘輔， 平野勇二郎， 藤

井実， 佐野彰， 小島英子， 朱文率， 大迫政浩

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

循環型社会づ く り においては、 多様な地理的規模で適正

な資源循環シ ス テム を構築し てい く こ と が必要であ る。

本研究では、 廃棄物等の発生の状況、 産業の立地状況、

様々な主体の関係性等の地域特性を活かし た資源循環シ

ステムを構築する ための枠組みについて検討する。また、

市町村レベル、 都道府県レベル、 圏域国レベル と いった

地理的規模を対象と し て、 い く つかの循環資源 ( 廃プラ

スチ ッ ク、 廃棄物系バイ オマス、 ク リ テ ィ カル メ タル等

を含む製品等 ) を題材にし ながら、 適正な資源循環シス

テムの設計を行 う 。 システムの設計においては環境負荷

や費用の低減を目標 と するが、 同時に、 地域活性化や地

域振興につなげる こ と を目標 と する。 こ のよ う な具体的

なシステム設計を通じ て地域社会への貢献を目指す と と

も に、 学術面では、 資源循環の適正な地理的規模を推定

する論理の確立や地域におけ る資源循環利用のための概

念設計で貢献する。

〔内容および成果〕

国内外の事例調査数を増やし、 地域循環圏の形成に求め

られている社会的潮流、 地域シス テムの設計 ・ 評価に欠

かせない視点を調査 ・ 整理し、 5 つの異な る目標を有す

る地域資源循環システムの方向性・ キーワー ド を掲げた。

また、 循環する物質 ( 金属およびバイオマス )、 空間に着

目し て地域特性のプロ フ ァ イルデータ を収集・整備し た。

それらのプロ フ ァ イルデータ を組み合わせた資源ポテン

シ ャル等の指標作成の検討に着手する と と も に、 地域循

環 と 地域活性化 と の関係について ソーシ ャルキ ャ ピ タル

に着目し た調査・解析を実施し た。得られた地域プロ フ ァ

イルデータ等を用い、 地域循環システムの設計 ・ 評価に

向けた解析に着手し、 人口減少 と リ サイ クルの進展によ

る ごみ減量を考慮し た焼却施設配置の遷移の検討では、

施設統合する こ と で高効率発電を導入でき る よ う にな る

場合に特にCO2排出削減効果が大きいこ と を明らかにし、

中小規模の人口地域での統合化が重要と結論づけた。
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〔関連課題一覧〕

1012BE003 　 地域活性化をめざ し たバイ オマス利用技術

戦略の立案手法の構築 42p.

1011CD008 　 廃棄物最終処分場におけ る埋蔵金属資源価

値の評価および有用金属の回収に関する研究 42p.

1012CD002 　 地域の鉄鋼業 ・ 非鉄金属製錬業を基軸 と し

たレア メ タル回収システム 43p.

0913KB001 　 気候変動を考慮 し た農業地域の面的水管

理 ・ カス ケード型資源循環システムの構築 43p.

1012CD003 　 熱力学解析と MFA の融合によ る都市鉱山か

らの金属資源の回収可能性評価手法の開発 36p.

1214CD002 　 リ ス ク に対する頑健性 と 柔軟性を備えた環

境調和型サプラ イチェーン設計手法の開発 37p.

1215KB001 　 リ ソース ロ ジス テ ィ ク スの可視化に立脚し

た イ ノ ベーシ ョ ン戦略策定支援 38p.

1212NA003 　 リ サ イ ク ル性、 維持管理 ・ 解体を考慮し た

判断基準の研究 87p.

【関連課題】

1） 　 地域活性化をめざ し たバイオマス利用技術戦略の立

案手法の構築

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1012BE003

〔担当者〕 ○稲葉陸太 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

松橋啓介

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

本研究事業では、 循環型社会形成や低炭素社会実現以外

のバ イ オマ ス利用の効果 と し て地域活性化に着目する。

関連する要素間の関係性を明ら かにし、 実際の地域を想

定し た事例研究やアンケー ト 調査を実施し て、 地域活性

化を も た らすよ う なバイオマス利用の方策を示すこ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

まず、 国内の先進事例を調査し て地域活性化の要素を抽

出し た。 次に、 ワーク シ ョ ッ プを開催し、 バイオマス利

用と地域活性化の関係性をモデル化し た ( 以下 「関係モ

デル」 )。 その結果、 「定住人口」、 「地域経済」 および 「住

民満足度」 が重要指標 と 考え られた。 また、 地域社会の

持続可能性を考察し、 「環境」 「経済」 「社会」 「個人」 に

着目し て包括的な項目を抽出し た。 さ らに、 事例研究の

対象 と し て農業系バイオマス、 下水汚泥、 木質系バイオ

マスなど と 各々に対応する地域を選定し た。 これら地域

のさ ら な る活性化をめざ し たバイオマス利用技術戦略を

検討 ・ 提案し た。 前述の関係モデルを参考 と し て評価モ

デルも提案し、 バイオマス利用技術戦略によ る地域活性

化の効果を検討し た。 地域活性化をめざすためには、 バ

イオマス利用への参加者や機会を増大させる こ と が重要

であ る。 また、 個人 と し ての社会関係資本が強化されれ

ば住民の満足度が高ま る。 経済面では、 地域経済の活性

化策全体の中で効果的にバイオマス利用が組み込まれる

こ と が重要であ る。 社会面では、 地域社会の信頼関係を

醸成し、 文化 と し て発展し てい く こ と が期待される。 本

研究事業では、 これら の効果を総合的に想定 ・ 評価する

戦略立案手法を構築し た。

2） 　 廃棄物最終処分場における埋蔵金属資源価値の評価

および有用金属の回収に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1011CD008

〔担当者〕 ○石垣智基 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

中川美加子

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

有用金属 ( レア メ タル、コモン メ タルを含む ) に関する資

源価値は年々増加 し てお り 、 世界各国で金属資源のナ

シ ョ ナ リ ズムが高ま っている。 我が国は、 一部国内で採

掘可能なレア メ タルの産出 ・ 生産を除けば、 金属資源の

大部分を他国に依存し ている こ と か ら、 資源確保の方策

について検討する必要性が高ま っている。 製品や材料に

含有されている金属資源の有効活用はその一手段であ る

が、 製品中の金属含有量に関する規制も高ま る中、 現在

の流通品だけを対象 と するのは持続可能な資源確保の主

要な手段には成 り 得ない。 一方で、 過去に流通し た製品

の う ち含有金属が再資源化されず、 処理処分された成分

の多 く は最終処分場に集積されてお り 、 その蓄積埋蔵量

は相当量に上る こ と が推測される。 本研究は、 廃棄物最

終処分場の有する有用金属類の利用可能性を評価し、 都

市鉱山 と し て位置づけ る ための技術的な情報を提供する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

最終処分場の埋蔵金属類の回収に関する検討を行った。

鉄酸化細菌によ る金属可溶化におけ る電気還元の効果に

ついて、 表面におけ る可溶化阻害層の除去によ る可能性

が高い こ と が示された。 ク ロ ム、 ニ ッ ケル、 アンチモン

などのレ ア メ タルに加え、 亜鉛、 銅、 鉛などのコモン メ

タ ルやセシ ウ ム を含めた金属類を対象 と し て、 原位置

リ ーチング と 処分場か らの浸出水を リ ーチング対象 とす
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る ポス ト リ ーチングを比較し て両手法の有用性 と 問題点

を示し た。

3） 　 地域の鉄鋼業 ・ 非鉄金属製錬業を基軸と し たレア メ

タル回収システム

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD002

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

小口正弘

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

視点の変更に よ る既存の技術シ ス テムの再構築に よ り 、

鉄鋼業を基軸と し た循環利用 ( ス ク ラ ッ プのフ ェ ロ ア ロ

イ代替等 ) によ る レア メ タル回収システム と非鉄金属製

錬業を基軸 と し た製錬プロ セス ご と のレア メ タル回収シ

ステムの提案を目的 と する。 本研究は、 a) 既存の技術シ

ステムの再構築、 b) レア メ タル発生ポテンシ ャルの推計

と 収集シ ス テムの構築のための方法論の開発 と 適用、 c)

地域の鉄鋼業 ・ 非鉄金属製錬業を基軸 と し た地域ご と の

レア メ タル回収システムの構築、 で構成される。

〔内容および成果〕

また、 汎用金属および希少金属を対象 と し て、 金属 リ サ

イ クルに関する関連産業の規模 (生産量や処理量など )お

よび地理的情報を整備する と と も に日本地図上への可視

化を行った。 これによ り 、 需給バラ ン スのかい離などの

把握が可能と なった。特に、特殊鋼の合金元素であ る Ni、

Cr、Mo については自動車 リ サイ クルを対象 と し て リ サイ

クル業者 と の情報交換を行 う と と も に、 吸排気部品や足

回 り 部品等の分別回収の必要性を示し た。

4） 　 気候変動を考慮 し た農業地域の面的水管理 ・ カ ス

ケー ド型資源循環システムの構築

〔区分名〕 JST

〔研究課題コード〕 0913KB001

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

石垣智基， 横井加奈美

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

本研究で提案する農業地域の面的水管理 ・ カ ス ケー ド 型

資源循環システムについて、 水環境保全への効果 と 気候

変動への適応策 ・ 緩和策への貢献のバラ ン ス ( ト レード

オフ ) を定量的に評価する こ と で、 開発された個別技術

を組み合わせたシステム全体 と し て最適化する こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

高知県において食品流通等から のバイオマス残渣の重量

と 炭素 ・ 窒素フ ローを把握し て、 前年度までに開発し た

バイオマス投入算出表に搭載し、 これを用いて、 新技術

導入等によ るマテ リ アルフ ローの変動に対応し て炭素お

よび窒素フ ローの変化を推計する手法を示す と と も に、

投入産出表上の各セ ク ター ・ 既存技術におけ る炭素およ

び窒素の収支の精査を進めた。

5） 　 熱力学解析と MFAの融合による都市鉱山からの金属

資源の回収可能性評価手法の開発

〔研究課題コード〕 1012CD003

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

小口正弘

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

6） 　 リ スクに対する頑健性と柔軟性を備えた環境調和型

サプラ イチ ェーン設計手法の開発

〔研究課題コード〕 1214CD002

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

7） 　 リ ソ ース ロ ジ ス テ ィ ク スの可視化に立脚 し た イ ノ

ベーシ ョ ン戦略策定支援

〔研究課題コード〕 1215KB001

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

南齋規介， 稲葉陸太

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

8） 　 リサイ クル性、 維持管理 ・ 解体を考慮し た判断基準

の研究

〔研究課題コード〕 1212NA003

〔担当者〕 ○藤井実 （社会環境システム研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

3.(3) 化学物質評価 ・ 管理イ ノ べーシ ョ ン研究プロ

グラム

〔研究課題コード〕 1115SP030

〔代表者〕 ○白石寛明（環境リスク研究センター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

近年、 化学物質の管理に化学物質の生物に対する影響評

価の視点が盛 り 込まれ 「化学物質審査規制法」 ( 平成 21

年改正 ) における優先評価化学物質の選定及びその リ ス
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ク評価に基づ く 規制、 水生生物保全のための水質環境基

準の設定、 「農薬取締法」 における農薬登録保留基準値の

設定などの形で具体化されている。 しかし リ ス ク評価に

おけ る生態系保全の考え方が必ずし も十分に確立されて

お ら ず、 評価手法の重点的な開発が必要であ る。 ま た、

ナ ノ マテ リ アルの人の健康や生態系に対する影響に関し

ては、 従来のハザー ド 評価手法では評価でき ない可能性

が指摘されている。 

そ こ で、 これら の課題に対応する ために、 化学物質等の

生態 リ ス ク に関する研究を進めて、 種個体群の存続可能

性や生態系機能等の観点から、 評価の対象 と なっている

生物への影響 と 生態系保全の関係について整理し、 生態

影響試験の標準化 と 体系化を行い、 新たな生態 リ ス ク評

価手法を提示する。 また、 ナ ノ マテ リ アルの毒性評価手

法の開発 と 安全性に関する研究を進めて、 人の体内や環

境中でのナ ノ マテ リ アルの物理化学的性状や挙動、 形状

と毒性の関係を明らかにし、 UNEP、 OECD、 ISO 等の国

際機関の動向を踏まえつつ、 新しい考え方に基づ く 化学

物質の リ ス ク評価手法を提示する。 同時に、 多様な影響

や特性を持つ多数の化学物質に対する効果的かつ効率的

な管理のため、 リ ス ク要因の時空間特性の解明など評価

手法の高度化に関する研究を行 う と と も に、 これに対応

する管理戦略の研究、 科学的知見の確か ら し さ に対応す

る リ ス ク管理戦略の研究、 リ ス ク制御シナ リ オの研究な

ど を進め、 科学的不確実性の高い段階での対策手法の最

適な選択、 及び社会におけ る合意形成も含めた化学物質

等の環境 リ ス ク の管理のための戦略を示すための研究を

実施する。

以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。 

(1) 内分泌か く 乱化学物質や難溶性物質等への対策を含

む環境施策の推進に貢献する よ う 、 化学物質の生態影響

の試験及び評価に関する研究を進める こ と によ り 、 その

成果を環境行政に と って重要な試験法の開発研究や評価

の枠組みの構築に反映させる。 また、 環境施策の推進に

必要な リ ス ク評価への貢献を目指し、 化学物質の生態影

響を評価する ための数理モデルを構築し、 これに基づ く

新たな生態 リ ス ク評価手法を開発する。

(2) ナ ノ 構造を持つ物質の安全性評価の国際的なガ イ ド

ラ イ ン策定に貢献する よ う 、 ナ ノ 粒子の分散性、 表面電

荷に着目し たナ ノ マテ リ アル試験方法を確立する。 

(3) 化学物質に よ る リ ス ク 最小化を達成する ための国際

的取組に貢献する よ う 、 化学物質の評価手法を一層高度

化する ための研究を進め、 その成果を も と に リ ス ク制御

シナ リ オを構築する こ と によ り 、 化学物質によ る環境 リ

ス ク の最適な管理法を導出す る 理論的枠組みを提示す

る。 

〔内容および成果〕

生態 リ ス ク の数理モデル的研究を中心 と し たプロ ジ ェ ク

ト １ 、 ナ ノ マテ リ アルの影響評価研究を中心 と し たプロ

ジ ェ ク ト ２ 、 環境 リ ス ク管理に関する戦略研究を行 う プ

ロ ジェ ク ト ３ に分かれ、 これまでの研究を発展させる と

と も に、 研究プロ グ ラ ム全体 と し ては、 新たに取 り 組む

べき研究課題に対し て、 研究を効率的に進める ための検

討を行った。 各プロ ジェ ク ト の成果は以下の通 り 。

プロ ジェ ク ト 1 では、 個体群の存続可能性分析、 種間相

互作用を組み込んだ生物群集モデルによ る リ ス ク解析を

試みている。 オオ ミ ジン コの性比撹乱 ・ 繁殖毒性試験法

および多世代試験法を開発し、 内分泌撹乱効果の生態影

響を個体群レベルで評価する こ と を可能に し た。 藻類 ・

ミ ジン コ ・ メ ダカの生態毒性に基づ く 3 栄養段階生態 リ

ス ク評価モデルを完成させ、 モデルパラ メ ータのカ リ ブ

レーシ ョ ン と 生態毒性データの解析法を考案し た。 東京

湾底棲魚類 ( シ ャ コ ) の初期生活史における貧酸素耐性を

実験的に明らかにし、低層 Ｄ Ｏ 基準の科学的根拠を収集

し た。 今後、 異なった化学物質間の生態 リ ス ク比較、 複

合影響によ る個体群レベル効果の推定、 富栄養化や温暖

化 と 化学物質の生態影響 と の相互作用を明ら かにし、 包

括的な生態 リ ス ク評価の枠組みの構築を目指し た研究を

進める。

プロ ジ ェ ク ト ２ では、 ナ ノ 粒子の細胞への沈着効率を計

算によ り 求め、 また、 ナ ノ マテ リ アルの一種であ るデン

ド リ マーを蛍光標識し て細胞内への取 り 込み過程を調べ

た。 カーボンナ ノ チューブのマウ ス胸腔内投与実験結果

の解析をおこ ない、組織線維化への過程について調べた。

ほ乳類の細胞に銀ナ ノ 粒子を曝露し た と こ ろ、 銀ナ ノ 粒

子がラ イ ソ ゾームに移行し た後に一部溶解し て毒性を示

すこ と を明ら かにし た。 二酸化チタ ンナ ノ 粒子分散液を

用いて， 魚毒性試験を実施し た。 二酸化チタ ンの光触媒

効果発現条件下で胚 ・ 仔魚期に対する短期慢性毒性試験

を実施し た と こ ろ、 光照射下で強い毒性が見られる こ と

を明らかにし た。
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プロ ジェ ク ト ３ では、 水田除草剤の排出推定モデルの殺

虫 ・ 殺菌剤への拡張を開始し、 フ ィ ール ド 観測 と の検証

を実施し た。 臭素系難燃剤の形態別排出量をモデルルー

ム実験で求め、 形態別放散量を求めた。 地球規模動態モ

デルの塩素 ・ 臭素系 POPs への拡張 と PCB 汚染の排出地

域寄与を推定し た。 また、 科学的知見 と 社会的文脈の間

での観察可能性、 閾値等の考察を進めた。

プロ ジェ ク ト １ と ３ において、 農薬類の リ ス ク評価 と 管

理を対象に、 環境中曝露評価 と 生態 リ ス ク評価の数理モ

デル上での連携を検討し た。 また、 生体影響、 疫学的知

見、 生態毒性の各分野および社会的文脈におけ る リ ス ク

と 観察可能性の理解などについて、 複数セン ター間の分

野横断によ る検討を進めた。 これら を リ ス ク管理戦略の

あ り 方と し て提示でき る よ う 検討を進めている。

3.(3)-1. 化学物質等の生態リ ス ク評価 ・ 管理手法に

関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA031

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 堀口

敏宏， 鑪迫典久， 多田満， 横溝裕行， 林岳彦，

児玉圭太， 渡部春奈， 漆谷博志

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

化学物質の合理的な管理のためには、 曝露評価、 人健康

および生態 リ ス ク評価、 管理コ ス ト と 便益の分析に基づ

く 最適管理法の統合が望まれる。 本研究は、 これら の中

で特に生態 リ ス ク評価法 と最適管理法をデータに基づ く

数理的手法によ って高精度化し、 さ らに統合化を試みる。

化学物質の生態影響評価の分野では、 生態系の 「何」 を

守るべきか、 その影響評価のためにどのよ う な解析手法

が有効か明確に示されていない。 本研究では、 従来の生

態毒性試験法や毒性データ解析法に生態学の理論的手法

を大幅に導入する こ と によ って、 生態 リ ス ク評価におけ

る知的イ ノ ベーシ ョ ンを目指す。 そのために、 生物個体

群の存続可能性や、 種間相互作用を介する生態系のサー

ビ ス機能な どの新たな評価尺度を採用し、 従来の PEC/

PNEC 比 ( 環境中曝露予測濃度と無影響濃度と の比率 ) に

よ る単純化された リ ス ク評価手法を生態学的視点か ら再

考する。

自然生態系では、 化学物質は個体群への影響を介し て生

物群集の構造 ( 種構成 ) を変化させ、最終的には生態系機

能にイ ンパク ト を与え る と 考え られている。 一方、 化学

物質の生物群集レベルの影響は、 科学的な知見が最も乏

しい分野と見做されている。 本研究では、 第 2 期中期計

画における重点プロ ジェ ク ト ( 環境 リ ス ク研究プロ グ ラ

ム PJ4) を引き継ぎ、 物質循環機能に着目し た生態影響評

価法の研究開発を行 う 。 解析手法の適用事例 と し て、 東

京湾の底棲魚介類を対象に、 野外モニ タ リ ング と 室内実

験の結果を統合し た個体群変動シ ミ ュ レーシ ョ ンを実行

し、 富栄養化に付随する貧酸素水塊等によ る個体群 ・ 群

集レベルの影響を評価する。

さ ら に、 化学物質等の管理法を合理化する ため、 排出削

減のコ ス ト と生態 リ ス ク評価におけ る不確実性 ( 推定誤

差 ) を考慮に入れた最適管理法の理論的研究を行 う 。 不

確かな情報か ら最善の管理法を導出する解析手法 と し て

「情報ギ ャ ッ プ理論」 を採用し、 生態系モデルに基づ く 化

学物質の最適管理の問題に適用する。 室内実験 ・ 野外調

査データ、 予測モデルおよび管理理論を総合化し地域レ

ベルの環境問題に適用する事例 と し て、 有機汚濁によ る

貧酸素水塊形成モデル と底棲魚介類の生活史モデルを統

合する こ と によ って、 東京湾におけ る貧酸素水塊の生態

系影響評価を行い、 生態系の最適管理法の提言を行 う 。

最終目標と し て、 ( １ ) 化学物質等に対する環境基準値策

定に於ける科学的根拠を提供する こ と、 ( ２ ) 生態毒性試

験法お よ び生態 リ ス ク 評価手法の改良 と 提案をお こ な

い、 内分泌か く 乱物質を含む影響評価の困難な化学物質

の リ ス ク評価 ・ 管理施策に貢献する こ と、 ( ３ ) 試験生物

への毒性影響 と生態系保全 と の関連に関する科学的な解

釈を明確化する こ と などによ って、 環境政策を学術面か

らバッ ク ア ッ プする こ と を目指す。

全体の研究は、 作用のレベルに応じ て ２ 課題に区分し、

さ らに管理手法に関する １ 課題を加えて ３ 課題か ら構成

される。 各課題は個別の研究テーマを年次計画に従って

行 う が、 データや解析手法の点で相互に連携し、 最終的

に統合化された研究成果を目指す。

研究内容 ：

課題 ( １ )個体群レベルにおける化学物質の生態 リ ス クに

関する研究

化学物質の生態 リ ス ク を、 生物個体群の存続可能性への

影響 と し て評価する ための解析手法を開発する。 特に、

内分泌か く 乱物質など、 他の化学物質 と の リ ス ク比較が

困難な物質を取 り 上げ、 ミ ジン コの繁殖阻害や性比か く
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乱作用を組み込んだ毒性反応モデルから個体群増殖率や

存続可能性への影響を推定する。 個体群レベル効果に基

づ く 生態 リ ス ク評価の利点は、 多様な リ ス ク要因を単一

の尺度で定量的に表すこ と ができ る こ と であ る。 本研究

ではさ ら に、 シ ャ コやマコ ガレ イ などの有用底棲魚介類

の減少要因 と し て、 化学物質以外に有機汚濁によ る貧酸

素水塊、 乱獲などの多要因に着目し、 個体群モデルによ

る相対 リ ス ク の推定を試みる。

課題 ( ２ ) 群集・生態系レベルにおける化学物質の生態 リ

ス ク に関する研究

種間相互作用を介する化学物質の生態影響を、 藻類 - ミ

ジ ン コ - 魚か ら 構成 さ れる ３ 栄養段階生態系モデルを

ベースにし て、 生態系機能の変化も し く は上位捕食者の

絶滅 リ ス ク と し て評価する解析手法を確立する。 得られ

た生態 リ ス ク評価手法を既存の有害性情報に適用する と

と も に、 数理モデルに基づ く 生態 リ ス ク評価手法の有効

性をア ク ア リ ウ ム実験生態系によ って検証する。

地域レベルでの実環境中で観測される、 生態 リ ス ク要因

( 化学物質汚染、貧酸素水塊、気候変動など ) の相対的な重

要性を明らかにする。事例研究と し て、東京湾および霞ヶ

浦で観察された底棲魚介類群集および動植物プラ ン ク ト

ン群集のか く 乱因子を特定し、 その有効な対策法を提言

する。

課題 ( ３ ) 生態 リ ス クの最適管理手法に関する研究

数理モデル と 計算機シ ミ ュ レーシ ョ ンによ って、 化学物

質の最適管理手法を導出する。 管理コ ス ト と 様々な不確

実性を考慮し た費用対効果分析によ って、 社会経済分析

の高度化を図る。 データの不完全性を考慮し た最適管理

手法を、 オペレーシ ョ ンズ ・ リ サーチなどの数理的手法

によ って開発する。

ま た、 課題 ( １ ) と 連携し 、 底棲魚介類群集に対する 貧酸

素水塊の影響評価を基に、汚濁負荷量と 貧酸素水塊形成の

関係性、魚介類の経済価値評価を連動さ せ、情報ギャ ッ プ

理論等の意思決定モデルによ る 最適管理シナリ オの選定

を試みる 。 さ ら に、 課題 ( ２ ) と 連携し て、 生態系モデル

を化学物質管理に適用する 方を、種間相互作用 ( 食う も の

と 食われる も のの関係など )や生態毒性に関する 情報の不

確実性によ ってどう 変更さ せる べき かを理論的に示し 、課

題 ( １ ) よ び ( ２ ) に関連する 諸研究が、 化学物質等の管

理にどう 生かすべき かの道筋を示すこ と を試みる 。

〔内容および成果〕

化学物質の群集レベル生態 リ ス ク評価を目的 と し た、 藻

類 - ミ ジン コ－魚類を想定し た ３ 栄養段階の生態系モデ

ル ( ３ 種系生態 リ ス ク評価モデル ) を作成し、既存の生態

毒性データによ る生態 リ ス ク の試算を行った。 数理モデ

ルは、 ３ 種間の捕食 - 被食関係を組み込んだロ ト カ ・ ボ

ルテ ラ方程式を基本にし、 化学物質が各種の個体群増加

を阻害する影響に加え、 種間相互作用によ って上位種に

波及し てい く 間接効果を含め、モデル上の最上位種 ( 魚 )

の年あた り 個体群増加率の低下分 と し て生態 リ ス ク を定

量する。 魚の個体群には、 齢構成 と 体サイ ズの動態を組

み込み、 野生 メ ダカ個体群で明ら かになっている生活史

パターン ( 繁殖、個体成長の年間スケジュール ) が反映で

き る よ う にす る と と も に、 動的エネルギー分配モデル

(Dynamic energy budget model) を採用する こ と で、 魚に対

する化学物質の成長阻害毒性によ る慢性影響も評価でき

る よ う にし た。 魚に関し ては化学物質の体内濃度の動態

をモデル化し、 化学物質の生分解性や蓄積性の違いによ

る排出速度の違いが、 環境暴露濃度の経時的変化によ る

慢性的な毒性反応に与え る影響が リ ス ク評価に反映され

る よ う にし た。 モデルに組み込むこ と のでき る生態毒性

情報は、 魚類急性致死、 魚類成長阻害、 魚類繁殖阻害、

ミ ジン コ急性遊泳阻害、 ミ ジン コ繁殖阻害、 藻類増殖阻

害の ６ 種類であ るが、 魚類成長阻害、 魚類繁殖阻害、 ミ

ジン コ繁殖阻害については、 ほ と んどの化学物質に対し

て毒性情報が得 ら れないため、 環境省生態毒性デー タ

ベースに基づいた、急性 - 慢性外挿モデルを開発し た。環

境中曝露の時間変動パターンは、季節変動型 ( 農薬類 ) と

定常変動型を仮定し、 前者については小貝川実測濃度の

パターンから代表値を算定し た。 代表的な除草剤 ( プレ

チラ ク ロール、ブタ ク ロール ) および殺虫剤 ( ピ リ ダフ ェ

ンチオン、 フ ェニ ト ロチオン ) に関し て、 生態毒性情報

を整理し、 確率的個体群シ ミ ュ レーシ ョ ンによ って生態

リ ス ク の試算を行った。

東京湾におけるマ ク ロベン ト ス ( 比較的大型の底棲無脊

椎動物 ) 群集 と水質 ・ 底質の時空間的関係についての解

析を行い、 貧酸素水塊がマ ク ロベン ト スの空間分布およ

び加入時期に影響を及ぼす こ と を明ら かに し た。 ま た、

貧酸素水塊がマ ク ロベン ト ス を通じ て底棲魚介類群集に

与え る影響を調べる ため、 東京湾の底棲生物の食物網解

析を進める と と も に、 シ ャ コの初期生活史におけ る貧酸

素耐性を室内実験によ って明らかにし た。その結果、シャ

コの初期生活史におけ る貧酸素耐性は、 個体の成長に と

も ない低下する可能性があ る こ と がわかっ た。 さ ら に、
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アサ リ 浮遊幼生を対象に貧酸素耐性に関する飼育実験 と

フ ィ ール ド 調査を行い、 その結果を盛 り 込んだ数値モデ

ルを用いて、 三河湾での貧酸素水塊がアサ リ の初期生活

史での減耗に与え る影響を推定し た。

不確実性が大きい中で亜鉛の排出量削減が必要な事業所

の選定に関する研究を行った。 群馬県粕川において、 亜

鉛の排水中濃度削減のための対策をおこ な う 際、 影響を

受ける種の割合 と 対策のコ ス ト の両方を考慮にいれ、 総

便益や費用対効果が最も高 く な る よ う に対策を行 う 事業

所の選定を行った。 また、 排水中濃度に対する河川の亜

鉛濃度の関係や、 亜鉛によ る影響を受け る種の割合に関

する不確実性に対し て頑健な意思決定を行 う ために、 情

報ギ ャ ッ プ理論を用いた対策が必要な事業所の選定手法

を開発し た。 不確実性を考慮し ない場合、 不確実性を考

慮し た場合 と 比べて、 選定された対策を行 う 事業所の数

が少な く なる場合があ る と い う 事が明らかになった。

〔関連課題一覧〕

1116AQ005 　 定量的生態 リ ス ク評価の高精度化に資する

数理生態学的研究 47p.

1012BD001 　 貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手

法と底層 DO 目標の達成度評価手法の開発に関する研究

48p.

1212BY004 　 平成 24 年度水産動植物登録保留基準設定に

関する文献等調査 48p.

1212BY008 　 生物応答を利用し た水環境管理手法検討調

査 49p.

1212BY010 　 平成 24 年度水生生物への影響が懸念される

有害物質情報収集等調査業務 49p.

1212BY011 　 平成 24 年度化学物質環境 リ ス ク初期評価等

実施業務 50p.

1212BY012 　 平成24年度生態毒性GLP査察支援業務50p.

1212BY013 　 平成 24 年度農薬安全性評価資料作成支援業

務 51p.

1212AN003 　 津波によ り 堆積物 と 混合 ・ 沈降し た流出油

の分布 ・ 消長と底質環境影響評価に関する研究 79p.

【関連課題】

1） 　 定量的生態リ ス ク評価の高精度化に資する数理生態

学的研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1116AQ005

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 横溝

裕行， 真野浩行， 多田満

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

研究目的 ： 　 化学物質の生態 リ ス ク を、 他の リ ス ク要因

と の比較評価に立脚し て総体的に把握する解析方法を発

展させる ため、 その基盤的技術であ る数理生態学モデ リ

ングおよび生態毒性試験法を開発する。 また、 異なった

リ ス ク要因の比較評価のためには、 リ ス ク算定値の比較

だけでは不十分で、 リ ス ク削減のコ ス ト ・ 便益比率の比

較が必要であ る こ と か ら、 個々の生態 リ ス ク因子の費用

対効果分析手法を研究する。

研究概要 ： 　 環境か く 乱要因の生態 リ ス ク評価法を、 生

態学に基づ く 数理モデルによ って高精度化する。 生態 リ

ス ク のエン ド ポ イ ン ト に対し て生態学上の意味づけを よ

り 明確にし、 それを定量化する こ と によ って、 異なった

生態 リ ス ク因子の大き さ を比較評価する理論的な枠組み

を研究する。 本研究では特に、 化学物質を含め、 気候変

動、 侵入生物 ・ 遺伝子組み換え生物 (ＧＭＯ) など、 様々

な環境 リ ス ク因子の生態影響を評価する基盤 と な る数理

モデルの研究を行 う 。 さ らに化学物質の生態 リ ス ク と 侵

入生物 ・ ＧＭＯ 等その他の生態 リ ス ク と の相対 リ ス ク評

価を目指し て、 各 リ ス ク因子に対する管理コ ス ト と リ ス

ク削減便益に基づ く 費用対効果分析手法を開発する。

〔内容および成果〕

生物の形質進化と群集の動態と の相互作用を 3 栄養段階

の群集モデル ( ロ ト カボルテ ラモデル ) と量的遺伝モデル

に基づいた数理モデルで解析し た。 中間消費者 ( 一次消

費者 ) の対捕食者形質の進化が、 非常に長い周期を もつ

周期的律動を も た らす こ と をシ ミ ュ レーシ ョ ンで示し、

周期的律動が生じ る機構を数理的な解析で示し た。

外来植物の分布拡大が、 在来種の分布の不均一性にどの

よ う に影響を受けるのかを フ ラ ク タルラ ン ド ス ケープに

よ って解析し、 在来種の分布面積の縮小、 分断化、 在来

種の分布域のエ ッ ジ効果が外来植物の分布拡大面積を増

加させる こ と を定量的に示すこ と ができた。

横浜市鶴見川水系 (3 地点 ) の採水を用いたオオ ミ ジン コ

繁殖試験で明らか と なった 4 月から 6 月にかけての繁殖

阻害 ( 産仔数の低下 ) と、農薬類の環境中濃度分析値を比

較し た。 い く つかの事例で複合曝露が示唆された。 ミ ジ

ン コへの急性遊泳阻害および繁殖阻害に対する農薬類の

複合影響を実験的に明ら かにする ために、 今年度は急性

毒性に関する複合曝露試験を開始し た。 今後は、 慢性繁
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殖阻害の複合影響データ を収集し、 環境水のモニ タ リ ン

グ試験結果と の整合性を検定する。

2） 　 貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法と底層

DO 目標の達成度評価手法の開発に関する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コード〕 1012BD001

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 白石

寛明， 児玉圭太

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

底層溶存酸素(DO)濃度の低下や欠乏によ る魚介類等の海

産生物への悪影響を軽減し、 良好な海域環境の回復に資

するべ く 、 特に環境の影響を受けやすい生活史初期の魚

介類に着目し、 室内実験、 現場調査 ( 具体的には東京湾

と三河湾を対象 ) 並びに統計学的手法を駆使し て、 底層

DO 目標値の導出のための標準的試験法を確立する と と

もに、 科学的根拠に裏付け られた底層 DO 目標値の導出

を図 り 、その目標値を適用するための水域区分を提案し、

併せてその達成度評価のための手法の確立を図る。

〔内容および成果〕

( １ )DO 目標値設定のための初期生活史標準試験法の確

立に関する研究 と し て、 浮遊期～着底初期個体群への影

響 ( 初期生活史試験 ) に関する実験プロ ト コルを完成さ

せ、内湾代表種 ( マコガレ イ、 アサ リ ) の実験データ等か

ら シ ミ ュ レーシ ョ ン用パラ メ ータ を推定し た。 また、 海

産生物幼生の鉛直運動への貧酸素の影響も調べた。

( ２ ) 貧酸素水塊が初期生活史段階の内湾代表種に及ぼす

影響の解析と評価に関する研究と し て、サブテーマ (1) の

当該データ等を用いて、 貧酸素水塊がマコガレ イ と アサ

リ の初期生活史に及ぼす影響をシ ミ ュ レーシ ョ ン し、 そ

の加入量の減少に対する貧酸素水塊によ る影響の寄与の

定量評価を行った。 さ らに、 底層 DO 目標値の適用のた

めの水域区分を提示し た。

( ３ )底層DO目標の達成度評価手法の開発に関する研究 と

し て、 新たな底層 DO 目標達成の判定手法の開発や新た

なモニ タ リ ング並びに計算手法を導入し た環境基準達成

の判定手法の開発を完成させ、サブテーマ (2) によ る水域

区分に新たな底層 DO 目標達成度判定手法を適用 ・ 評価

し、 本手法の確立を行った。

以上によ り 、 貧酸素水塊の影響を調べる ための流水式連

続曝露試験装置を作成する こ と ができ、急性影響のほか、

慢性影響や他の有害因子 と の複合影響を調べる こ と が可

能 と なった。 また、 貧酸素水塊の影響を調べる ための水

柱実験装置も作成し た こ と によ り 、 海産生物幼生 ・ 幼体

の忌避行動を調べる実験が可能 と なった。 さ ら に、 初期

生活史段階の個体を用いて貧酸素水塊に対する影響を直

接実験で調べ、 データ を得る こ と によ り 、 数値モデルに

反映させるパラ メ ータ推定のための方法論を確立する こ

と ができ た。同時に、室内実験結果及びフ ィ ール ド調査・

観測結果を盛 り 込んだ数値モデルを構築す る こ と に よ

り 、貧酸素水塊が及ぼす影響の定量評価が可能 と なった。

一方、 底層溶存酸素量の基準満足判定において、 これま

で年何回測定すれば合理的であ るか と いった課題に対し

て、 測定回数 と 測定回数毎の誤判定率を実証的および理

論的に提示する こ と ができ た。

本研究によ り 、平成 25 年度中に透明度 と と もに新たな環

境基準と し て導入される予定であ る底層 DO( 下層 DO) に

対し て、 科学的根拠を有する環境基準値 ・ 目標値を導出

する ための方法論が構築された。 換言する と、 室内実験

結果及びフ ィ ール ド 調査 ・ 観測結果を盛 り 込んだ数値モ

デルを用いて環境基準値 ・ 目標値を導出する手法を提示

でき た。 また、 2010 年 3 月に示された 「閉鎖性海域中長

期ビジ ョ ン」 に沿って、 環境基準案が示されていないア

サ リ に対する DO 環境基準値導出に向けた考え方を整理

し、 生息域の確保のための底層 DO 目標値 と再生産の場

の確保のための底層 DO 目標値 と し て、 それぞれ、 2 mg/

L 及び 3 mg/L を導出し た。また、海産生物幼生あ るいは幼

体の貧酸素水塊に対する忌避行動に着目し て、 底層 DO

の保全目標値に対する基礎的情報を提供できた。 さ らに、

前述の 「閉鎖性海域中長期ビジ ョ ン」 で提起された底層

DO 目標値の達成度評価に向けて、行政上の運用が可能 と

なる理論的根拠を与える こ と ができた。

[ 備考 ]

蒲原 聡 ( 愛知県水産試験場 )、金藤浩司 ( 大学共同利用機

関法人統計数理研究所 )、 岡田光正 ( 放送大学 )、 矢持 進

( 大阪市立大学 )、 岩瀬晃盛 ( 横浜薬科大学 )

3） 　 平成24年度水産動植物登録保留基準設定に関する文

献等調査 

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY004

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 長尾

明子， 松崎加奈恵
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〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

農薬取締法に基づ く 水産動植物の被害防止に係る登録保

留基準を個別農薬ご と に設定するにあた り 、 基準値を よ

り 実態に則し た も の と する ため、 申請者か ら提出される

水産動植物の毒性試験成績の他に、 公表されている文献

や研究報告書におけ る毒性データ を活用する こ と と し て

いる。

本事業では、 国内外の文献及びデータベースか ら水産動

植物の毒性データ を収集 ・ 整理し て信頼性評価を行い、

環境省が設置し、 開催する平成 ２ ３ 年度水産動植物登録

保留基準設定検討会におけ る検討用資料の作成を目的 と

する。

〔内容および成果〕

１ ) 環境省担当者よ り 指示された農薬活性物質の生態毒

性情報を、 公開されている ５ つのデータベース等、 同じ

く ４ つの有害性評価書に当た り 収集し た。 さ ら に、 上述

の手段では得られない情報については文献検索シス テム

を用いて文献を収集し た。

２ ) 収集し た情報については、必要な基本情報 ( 和名、学

名、 毒性値、 エン ド ポ イ ン ト 、 影響内容、 試験期間、 被

験物質、 生物分類等 ) のほかに、 信頼性を判定するため

に最低限必要な情報を、 参考情報 と し て抽出し、 それぞ

れのデータについての信頼性確認を行った。

３ ) さ らにこ ら らの作業に基づいて、 水産動植物登録保

留基準設定検討会におけ る検討用資料の作成し、 必要に

応じ て担当者と調整を行った。

4） 　 生物応答を利用し た水環境管理手法検討調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY008

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 渡部

春奈， 松崎加奈恵， 菅谷芳雄， 青木康展， 白石

寛明

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

工場 ・ 事業場か ら の排水には低濃度であって も多種多様

な化学物質が含まれている場合があ り 、 それらの生態系

への悪影響や複合影響については未知な部分が多い。 安

心安全な水環境を確保し、 事業場排水に起因する水質汚

濁および水生生物等への悪影響を未然かつ効率的に防止

する ために、 環境影響を総和的に管理する手法 と し て、

生物応答 ( バイオア ッ セイ ) を利用し た水環境管理手法

(WET: Whole Effluent Toxicity) の国内への導入について調

査 ・ 検討を行 う 。

〔内容および成果〕

生物応答 ( バイオア ッ セイ ) を利用し た水環境管理手法の

検討を進める ため、 3 つの検討会を設置し審議を行った。

( １ ) 「生物応答を利用し た水環境管理手法に関する検討

会」 (5 月、 2 月開催 ) では、 排水管理制度における生物応

答手法の位置づけの整理を行った。

( ２ )「生物応答を利用し た水環境管理手法の制度・運用分

科会」 (5 月、 7 月、 10 月、 2 月開催 ) では、 生物応答手法

導入に向けた 1) 制度の在 り 方の検討や、2) 運用にあたっ

て必要と なる基盤 ( 試験機関の認定 ・ 試験の実施 ・ 結果

の報告など ) の策定、3) 昨年度作成された作業手順書 ( 試

験法マニュ アル ) の実効性の確認及び修正に資する ため

の検証試験を行った。 ( ３ ) 「排水 ( 環境水 ) 管理のバイ

オア ッ セイ技術検討分科会」 (8 月、 2 月 ) では、 作業手順

書の妥当性評価および修正を行なった。

5） 　 平成24年度水生生物への影響が懸念される有害物質

情報収集等調査業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY010

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 田中

嘉成， 林岳彦， 鑪迫典久， 松崎加奈恵， 長尾明

子， 蓮沼和夫

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

本調査は、 新たな水質環境基準設定の検討を推進する た

め、 水生生物保全に係る水質目標値の検討に必要な信頼

性を有する毒性情報の収集 ・ 整理、 文献情報では不足す

る毒性情報を得る ために環境省が実施する毒性試験の信

頼性を確保する ための支援及び中央環境審議会水生生物

保全環境基準専門委員会等において必要 と な る資料作成

等の支援を行 う こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

１ ) 平成 23 年度から平成 25 年度に有害性評価を終了す

る物質であった直鎖アルキルベンゼン スルホン酸 (LAS)、

4-t-オクチルフ ェ ノール、アニ リ ン、2,4-ジ ク ロ ロ フ ェ ノー

ル、 アンモニア、 カ ド ミ ウ ム、 ニ ッ ケル、 銅の 8 物質に
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ついて、 規定の作業を継続し た。 すでに有害性評価がほ

ぼ終了し ていた直鎖アルキルベンゼン スルホン酸 (LAS)、

4-t-オクチルフ ェ ノール、アニ リ ン、2,4-ジ ク ロ ロ フ ェ ノー

ルの 4 物質につては、 専門委員会資料を作成し、 他の 4

物質については、 硬度や pH 等によ り 毒性が変化する物

質であ る こ と か ら、 有害性評価を行 う 上での個別の課題

を検討し、 ニ ッ ケル、 銅を除き有害性評価の考え方等を

と り ま と める た。

２ ) 他の法令に配慮しつつ、 かつ環境省が実施し ている

環境 リ ス ク評価を加え、 優先検討物質の検討計画案の見

直し を行った。

３ ) 水生生物に対する化学物質等の有害性評価における

課題検討、 毒性情報によ る類型区分に対する課題検討を

行った。

４ ) 毒性試験の精度を確保するための支援 と し て、 魚類

等毒性試験に関する試験機関養成 と、 海産生物を用いた

毒性試験法の検討を行った。

５ ) 現地調査結果を用いた水質目標値の検証方法確立に

向けて、 化学物質に影響を受けやすい底生動物 と 水質変

化 と の対応が解析可能な統計的手法の可能性に関する調

査検討を行った。

6） 　 平成24年度化学物質環境リ スク初期評価等実施業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY011

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 青木

康展， 松本理， 長尾明子， 藤原好， 蓮沼和夫

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

環境中に存在する多数の化学物質の中か ら、 人の健康や

生態系に対し て有害な影響を及ぼす可能性のあ る も のを

効果的に抽出し、 効率的に環境 リ ス ク管理施策を進めて

い く ため、化学物質の環境 リ ス ク初期評価を進めてお り 、

その結果を 「化学物質の環境 リ ス ク評価」 ( 通称 「グレー

本」 ) と し て公表し てき ている。内外の動向を踏まえ評価

手法の さ ら な る改善を図 り つつ、 同評価を効率的かつ整

合的に進める必要があ る。

本調査では、 「化学物質の環境 リ ス ク評価」 に係る検討全

体の企画 ・ 立案、 運営 ・ 調整及び総合 と り ま と めを行 う

と と も に、 内外の科学的知見を最大限に活用し ながらば

く 露評価及び生態 リ ス ク 初期評価の作業を進め る ほか、

評価手法を高度化する ための検討、 化学物質の環境 リ ス

ク評価に関連する OECD の検討に必要な対処及び貢献を

する ための作業等を行 う こ と を目的とする。

本調査の目標は、 「化学物質の環境 リ ス ク評価第 11 巻」

を取 り ま と める こ と、 および化学物質の リ ス ク評価に係

る国際的動向を把握し、 環境省が行 う 各種 リ ス ク評価に

貢献する こ と であ る。

〔内容および成果〕

1) 企画、 ば く 露、 健康影響および生態影響の各検討会の

運営にあた り 、 昨年度までに選定し た化学物質に関する

各情報の整理し た検討資料を作成し、 検討を進め、 最終

的に 「化学物質の環境 リ ス ク評価」 第 11 巻を と り ま と め

た。 その中で、 ヒ ト 健康 と 生態影響の両方の観点か ら リ

ス ク評価を行った 18 物質 ( 群 )、生態 リ ス ク評価のみ行っ

た 5 物質について評価書の作成を行った。 さ らに関連す

る資料を作成し併せて掲載し た。

２ ) 生態影響試験に対する指導 ・ 助言を行った。

３ ) 化学物質の環境 リ ス ク初期評価手法の高度化に向け

て、 底質の底生生物への生態 リ ス ク初期評価についての

検討、 ヨ コ エビ類の試験手順の検討、 非意図的生成物 (

分解物等 ) や重金属等に関する検討を行った。

４ )OECD の環境 リ ス ク初期評価に関連し て、OECD 化学

物質共同評価会合と OECD ば く 露評価タ ス ク フ ォースに

出席し情報の収集を行った。

7） 　 平成 24 年度生態毒性 GLP 査察支援業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY012

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 蓮沼

和夫

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

化学物質審査規制法の審査等のため、 事業者が国に提出

す る 毒性試験デー タ は、 優良試験所基準 (GLP ： Good

Laboratory Practice) 適合施設において作成する こ と を義

務付けている。 こ の適合性については、 国が試験施設を

査察し、 その結果を基に確認する こ と と されている。 生

態毒性 GLP 施設については、環境省が査察を実施し てい

るが、 査察官の教育訓練、 マニ ュ アルの整備等、 専門家
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によ る支援が必要であ り 、加えて、平成 24 年度には OECD

が実施する GLP 相互合同査察において、海外の査察官の

受け入れての GLP 査察の調査も予定し ている こ と から、

その準備を行 う 必要があ る。

本業務では、GLP 施設への査察体制の向上に資するため、

必要な検討を行 う と と もに、今年度の GLP 施設の査察及

び平成24年度に行 う 海外の査察官の受け入れ準備の支援

を行 う こ と とする。

本業務の目標は、 上記の GLP 査察に必要な、 査察官の研

究教育、 査察実施要領などのマニ ュ アルを整備し、 あわ

せて本制度を解説する英文資料を提供する こ と であ る。

〔内容および成果〕

化学物質審査規制法に基づき要求される生態毒性試験を

実施する試験施設が基準 ( 化学物質 GLP) を満た し ている

かど う かを確認する ための制度について、 査察機関であ

る環境省が有し ているべき、 マニ ュ アルや文書規定整備

について支援を行った。 また、 6-8 月に実施し た 6 試験機

関の、 その後、 OECD 相互合同査察 と なった 1 つの試験

機関で実施し た GLP 査察について、 その提出文書によ る

審査および現地調査におけ る査察について、 生態毒性試

験に関する専門的な立場か ら助言およびコ メ ン ト を提出

し た。

また、 昨年度作成し た、 規定およびマニ ュ アル類が確定

し た ものの、 その後の GLP 査察や 3 省の協議の中で改訂

案が作成されたので、英文文書の改定案の作成も行った。

8） 　 平成 24 年度農薬安全性評価資料作成支援業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY013

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 長尾

明子， 松崎加奈恵

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

我が国では、 農薬によ る人の健康及び生態系への影響を

未然に防止する ため、 農薬取締法に基づき、 農薬の登録

申請時に提出される毒性試験成績等に基づいて安全性評

価が行われる。 本業務は、 検討会等で安全性評価を行 う

ために用いる資料の作成を支援する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

環境省担当官が指定し た 4 農薬について、 登録申請者か

ら提出された試験データ等を基に、 安全性評価用資料を

作成し た。 資料作成の際には、 試験データの記述を単に

転記、 抜粋するのではな く 、 内容について解析し、 テス

ト ガ イ ド ラ イ ンにおけ る妥当性基準を満た し ているかど

う かの確認、 及び毒性値の再計算を行った。 その結果を、

農薬ご と に一覧表に と り ま と めた。

9） 　 津波によ り堆積物と混合 ・ 沈降し た流出油の分布 ・

消長と底質環境影響評価に関する研究

〔研究課題コード〕 1212AN003

〔担当者〕 ○牧秀明 （地域環境研究セン ター）， 金谷弦

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

3.(3)-2. ナ ノ マテ リ アルの毒性評価手法の開発と安

全性に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA032

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 古

山昭子， 藤谷雄二， 黒河佳香， 石堂正美， 曽根

秀子， 鑪迫典久

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

国内においては、 新規化学物質を一定量の生産や輸入を

する場合は化学物質審査法に基づ く 安全性試験を実施す

る こ と が生産者や輸入業者に義務づけ られている。 化学

物質の安全性評価ガ イ ド ラ イ ンは、 環境汚染物質 と し て

の代表物質 (PCB など ) を想定し て策定されているが、そ

のガ イ ド ラ イ ンを種類の異な る化学物質等に も直接適用

されている。 こ のため、 不溶性の粒子状物質に対し ては

適切な試験方法がないのが現状であ り 、 試験困難物質 と

し て位置づけ られている。 　 近年生産量が増え続けてい

るナ ノ マテ リ アルの安全性評価において、 OECD や ISO

等の国際機関が重要課題 と し て取 り 上げてお り 、 また第

2 回国際化学物質管理会議 (ICCM2) において も、新規課題

と し て 「ナ ノ テ ク ノ ロ ジー及び工業用ナ ノ 材料」 が取 り

上げられた と こ ろであ る。 　 本プロ ジェ ク ト では、 ナ ノ

マテ リ アルの中でも特に生産量が多い、ナ ノ酸化チタ ン、

ナ ノ 銀、 カーボンナ ノ チューブについて安全性評価に関

する研究を進める。

〔内容および成果〕

粒子の軌跡を、 数値流体解析 (COMSOL) で得られる流体

の速度場、 粒子に作用する重力、 拡散力、 抗力を考慮し

て、ラ グ ラ ンジュ的手法によ り シ ミ ュ レー ト し た と こ ろ、

沈着効率が U 字型にな り 、 拡散沈着が卓越する小粒径側
―  51  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  52 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
と 重力沈降が卓越する大粒径側で高 く 、 両者の効果が小

さ い中間の粒径において沈着効率が低下し ている こ と が

わかった。 デン ド リ マーを材料にし て、 表面基がア ミ ン、

ア ミ ド、 PEG、 ス ク シンア ミ ド 酸の違いによ る純水中の

分散性 と 安定性を調べた と こ ろ、 ス ク シンア ミ ド 酸表面

基以外のデン ド リ マーは、 二次凝集体を形成し、 超音波

や tween80 などの界面活性剤によ る分散は困難であ る こ

と がわかった。 また、 表面がア ミ ノ 基の PAMAM デン ド

リ マー ( 第 ４ 世代、 粒径 4 ～ 5nm) の純水中及び細胞培養

液 ( 体液のモデル ) における分散性を調べた と こ ろ、純水

では、 1 日放置によ る分散が認め られたが、 細胞培養液

の場合には、 凝集を起こ し、 観測 72 時間までに幅 200nm

以上の大き な凝集体 と な り 、 7 日間放置し た場合で も安

定し て凝集体を維持し ている こ と が分かった。 動的光散

乱法(DLS) を用いて粒径や表面電荷の測定を行った後に、

マウ ス肺胞マ ク ロ フ ァージ (J774.1) を用いて、 細胞内に

取 り 込まれた銀ナ ノ 粒子の動態 と 毒性を調べた。 細胞内

に取 り 込まれた銀ナ ノ 粒子は、 リ ソ ソームに局在する こ

と が確認された。 HPLC-ICP-MS によ り 、 銀ナ ノ粒子の一

部はイオン化し て可用性画分に分布する こ と、 硝酸銀を

曝露し た場合 と は異な る タ ンパク に銀が分布を し ている

こ と が明ら か と なった。 銀ナ ノ 粒子は細胞に取 り 込まれ

た後、 リ ソ ソームに集ま り 、 そ こ でイ オン化し、 毒性を

発現し ている結果が得た。 水中の酸化チタ ン粒子の挙動

と 測定法に関する検討を行い、 粒子の様態が硬度や有機

物の有無によ って大き く 変化する こ と が判明し た。 また

魚類 ( ゼブラ フ ィ ッ シュ稚魚 ) に対する酸化チタ ンの毒性

影響を調べた と こ ろ、 光によ る毒性影響の変化を確認し

た。

〔関連課題一覧〕

1214CD019 　 ナ ノ 材料によ る神経系発達障害の評価系の

開発に関する研究 52p.

【関連課題】

1） 　 ナ ノ 材料による神経系発達障害の評価系の開発に関

する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD019

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

ナ ノ テ ク ノ ロ ジーは、 これまでの科学技術基本計画や新

産業創造戦略において、 推進すべき重要な政策 と し て位

置づけ られてお り 、 産業発展のために必須の科学技術で

あ る。 し たがって、 我が国が産業立国 と し て ２ １ 世紀の

新たな産業技術を リ ー ド し てい く ためにも その基盤 と な

るナ ノ 材料の健康への影響、 特に次世代への健康影響を

明確にし て、 十分な対策を構築する こ と が極めて重要な

課題であ る。

しかし ながら、 ナ ノ 材料の有害性に関し ての研究報告は

混沌 と し た状況にあ る。 それはナ ノ 材料の特異的な物性

にあ る と いわれている。 ナ ノ 材料では結晶のサイ ズが小

さ く な る こ と によ り 、 電子状態が変化し、 通常の大き な

物質にはないよ う な性質が現れる。 化学反応は、 基本的

に物質の表面で起こ るが、 物質がナ ノ サイ ズにな る こ と

によ り 単位質量当た り の表面積が大き く な る。 こ の比表

面積の増大が化学的反応性を高める。 その他、 小さ く な

る こ と によ り 多 く の物理化学的な変化が知られて き てい

るが、 身体の中での生物学的な作用は必ずし も明ら かに

なっていない。 こ のよ う に、 ナ ノ 材料は評価困難物質 と

され、 その有害性評価は全 く 不明であ る。

デ ィ ーゼル排気粒子に含まれているナ ノ 粒子が、 マウ ス

の自発運動量に影響を及ぼし、 モ ノ ア ミ ン系の代謝産物

量が変化す る と い う 報告が な さ れて き て い る [ 文献

Particle and Fibre Toxicology(2010)7:7]。 　 そ こ で、第一に、

本研究では銀ナ ノ 粒子の影響を ラ ッ ト の自発運動量を指

標 と し た行動試験で検出す る ための試験系の開発を行

う 。 また、病理組織像の異常を検査する ために、カテコー

ルア ミ ン合成酵素をはじめ と する ド ーパ ミ ン情報伝達機

構を構成する コ ンポーネン ト 変動の有無を調べる。更に、

こ う し た異常が、 銀ナ ノ 粒子によ る神経系の発達障害で

あ るかど う かを調べる。

〔内容および成果〕

本研究ではこれまで確立し て き た自発運動量を指標 と し

た行動試験を次の よ う に行っ た。 最初に、 銀ナ ノ 粒子

(10nm～60nm) を生後5日の雄性Wistar ラ ッ ト に経口投与

し た。 ヒ ト の学童期に対応する ４ ～ ５ 週齢よ り 自発運動

量 (Supermex システム ・ 室町機械株式会社 ) を測定を始

めた。 自発運動量測定器は、 遠赤外線を利用し た温度セ

ンサーが付着し てお り 、 これでラ ッ ト を認識し、 ラ ッ ト

の移所行動、 身づ く ろい、 立ち上が り を測定する。 ８ ～

１ １ 週齢まで測定を継続し た。

その結果、 銀名の粒子を経口暴露し た ラ ッ ト の自発運動

量は、 コ ン ト ロールラ ッ ト のそれ と 比較し て、 週齢 と と

もに増加傾向を示すこ と が明らかになった。
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次に、 行動異常が観察された銀ナ ノ 粒子曝露ラ ッ ト の脳

を ８ ～ １ １ 週齢で摘出し、 免疫組織染色用の試料を作成

し た。 免疫組織染色は、 運動を司る ド ーパ ミ ン神経系の

異常を調べる ためにカテ コールア ミ ン合成酵素に対する

抗体で染色の検討を続けている。

3.(3)-3. 化学物質リ ス ク管理の戦略的アプローチに

関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA033

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 青木

康展， 林岳彦， 櫻井健郎， 今泉圭隆， 河合徹，

滝上英孝， 松橋啓介， 村山麻衣， 松本理， 竹内

文乃

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

多様な影響や特性を持つ多数の化学物質に対し て、 効果

的かつ効率的な管理が求められている。 本プロ ジェ ク ト

では、 物質や環境の特性に基づ く 動態や曝露の時空間分

布の詳細な評価手法の開発、 また、 物質ラ イ フサイ クル

上の曝露の特性把握の検討を行 う 。 さ らに人や生物への

リ ス ク特性や科学的知見の確か ら し さ など を考慮する戦

略的な リ ス ク管理のあ り 方について考察を行 う 。 具体的

には、 (1) 化学物質動態 と曝露の時空間分布の評価手法の

研究、および (2) 化学物質 リ ス ク に対する社会における管

理のあ り 方に関する研究、 の 2 サブテーマ構成で研究を

進める。 これら の検討成果によ り 、 化学物質 リ ス ク管理

の新たな戦略的アプローチの構築に資する こ と を目的 と

する。

具体的には、 以下の内容によ り 研究を進める。

(1) 化学物質動態と曝露の時空間分布の評価手法の研究

(1-1) 時空間変動を持つ リ ス ク要因への評価手法を、 時間

変動を考慮し た農薬類の排出 ・ 環境濃度の予測手法 と 水

生生物への リ ス ク 予測手法の検討を事例 と し て検討す

る。 これによ り 、 時空間変動の新たな リ ス ク評価手法 と

し て確立する。

(1-2) 物質ラ イ フサイ クル上の新たな排出 ・ 曝露シナ リ オ

を、 難燃剤、 PFOS 等を事例 と し て検討する。 こ れに よ

り 、 排出 ・ 曝露特性の新たな評価手法を確立する。

(1-3) POPs等の全球多媒体モデル、排出量の再推定モデル、

不確実性解析モデルの構築を 行う 。 こ れによ り 得ら れる

排出・ 汚染の地球規模の空間分布を 公平性の視点から 評

価する 手法を検討し 、 新たな評価手法と し て確立する 。

(2)化学物質 リ ス クに対する社会における管理のあ り 方に

関する研究

時空間分布、 物質ラ イ フサイ クル、 人や生物への影響な

ど多様な リ ス ク要因 と その科学的知見の確から し さ、 リ

ス ク に関わる社会の諸主体の特性など を総合し て、 また

企業の リ ス ク管理行動などの経済分析も あわせ、 社会に

おける リ ス ク管理戦略のあ り 方について考察する。

以上によ り 、 化学物質動態 と 曝露の時空間分布、 また物

質ラ イ フサイ クル上の排出 ・ 曝露特性の新たな評価手法

を提供し、 さ らに これら新たな評価手法に基づ く 社会に

おけ る リ ス ク管理の新たな戦略的アプローチのあ り 方の

構築に資する。

〔内容および成果〕

課題 (1-1) については、 農薬類を事例に排出 ・ 環境濃度の

予測手法 と 水生生物への リ ス ク予測手法を検討し、 殺虫

剤 ・ 殺菌剤への拡張 と検証を進めた。 その結果、 殺虫剤 ・

殺菌剤で検証可能な河川と農薬の組み合わせ ( 計 78 組 )

の う ち 55% が予測誤差 １ オーダー以内で予測可能であ る

こ と を確認し た。

課題 (1-2) については、物質ラ イ フサイ クル上の新たな排

出 ・ 曝露シナ リ オを、 本年度は臭素系難燃剤を事例 と し

て検討し た。 モデルルーム実験よ り 、 PBDE と HBCD の

総放散量の う ちガス態はそれぞれ 65%、 67% で残 り がダ

ス ト 、床面付着分、PBDE のガス態の大半は 2-4 臭素化物

で、 ダス ト 、 直接付着分の 95% 以上が 10 臭素化物であ

る こ と がわかった。

課題 (1-3) については、 PCBs の全球多媒体モデル (FATE)

について検討を進めた。 国際共同研究によ り QSPR モデ

ル と連携し、 全塩素系、 臭素系 POPs のシ ミ ュ レーシ ョ

ン を可能 と し た。 ま た、 PCBs の発生源寄与率解析を行

い、北大西洋と北極海では、 それぞれ、北ア メ リ カ、 ヨー

ロ ッパからの寄与が支配的であ る こ と を解明し た。

課題 (2) については、不確実性や特性の異なる化学物質等

に対する社会の反応の違いを明ら かにする ために、 さ ま
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ざまな有害反応 と その社会的文脈の間での無影響概念の

差について比較検討を行った。 確定的な結論には至って

いないが、 科学的知見 と 社会的文脈の間にギ ャ ッ プが存

在する可能性を推測し た、 各専門分野の知見を踏まえた

正確な比較考証を進めた。

〔関連課題一覧〕

1012BE001 　 有機フ ッ 素化合物の最終処分場におけ る環

境流出挙動の解明と対策技術に関する研究 33p.

1214BE002 　 使用済み自動車 (ELV) の資源ポテンシャル

と環境負荷に関する システム分析 35p.

0812CD001 　 アジア途上地域における POPs候補物質の汚

染実態解明と生態影響評価 36p.

【関連課題】

1） 　 有機フ ッ素化合物の最終処分場における環境流出挙

動の解明と対策技術に関する研究

〔研究課題コード〕 1012BE001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

渡部真文

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

2） 　 使用済み自動車 (ELV) の資源ポテンシャルと環境負

荷に関するシステム分析

〔研究課題コード〕 1214BE002

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

梶原夏子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

3） 　 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

〔研究課題コード〕 0812CD001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

鈴木剛

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

3.(4) 東アジア広域環境研究プログラム

〔研究課題コード〕 1115SP040

〔代表者〕 ○大原利眞（地域環境研究センター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

東アジア地域では急速な経済発展に伴って様々な環境問

題が深刻化し、 それが広域越境汚染のよ う な具体的な問

題 と し て我が国に も影響を及ぼし ている。 そのため、 東

アジアにおける持続可能社会、及び、広域越境汚染の Win-

Win 解決に向けた 2 国間・多国間の枠組みを構築する ため

の中長期戦略を提示する こ と が強 く 求め ら れてい る が、

その基礎 と な る問題発生に関する科学的知見、 及び人間

活動によ る環境負荷 と 広域汚染の定量的関係を評価する

科学的手法の開発 ・ 活用が不十分な状況にあ る。

そ こ で、 第二期中期計画におけ る アジア自然共生研究プ

ロ グ ラ ムの蓄積を も と に、 東アジアにおけ る代表的な広

域環境問題であ る大気 ・ 海洋汚染を対象 と し、 観測 と モ

デルを統合する こ と によ り 、 これら の問題の発生 メ カニ

ズムを解明する。 汚染発生に関わる空間ス ケールの重層

性を考慮し たマルチス ケールモデルを構築し、 大気か ら

海洋 と 陸域への物質負荷も考慮し て、 環境負荷 と 広域環

境応答の関係を定量的に評価する。 更に、 「環境都市シス

テムプロ グ ラ ム」 や社会環境システム研究分野 と 連携し

て削減シナ リ オの提示及びその影響評価シ ミ ュ レーシ ョ

ンを実施し、 東アジアの広域環境問題の解決に資する。

以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。

(1) 東アジアの広域越境大気汚染を対象に、観測 と モデル

を統合し て、 半球／東アジア／日本のマルチス ケール大

気汚染の実態 と 変動を把握し、 越境大気汚染によ る国内

での影響を評価し て、 越境大気汚染の発生構造 と 影響を

総合的に解明する こ と によ り 、 広域大気環境管理の推進

に資する科学的知見を提供する。

(2) 東アジアにおける 汚濁負荷等の陸域人間活動が、 水及

び大気を介し て東シナ海・ 日本近海の海洋環境に及ぼす影

響を、 陸域負荷の推計、 海洋観測、 海洋環境の数値シミ ュ

レ ーショ ンによ り 解明する 。ま た陸域負荷変動に対する 海

洋環境の応答をマルチス ケールで評価し 、陸域・ 海洋の統

合環境管理施策立案に資する 科学的知見を提供する 。

(3) 東アジア広域環境の統合管理に貢献する よ う 、東アジ

アの大気汚染 ・ 水質汚濁負荷の将来 ・ 削減シナ リ オに対

する大気 ・ 海洋環境への影響を予測 ・ 評価する。

〔内容および成果〕

( １ ) 定期貨物船舶等を用いた東アジアにおける大気中の

オゾン ・ エア ロ ゾルのモニ タ リ ング観測を拡充し て進め

る と と も に、 アジア大陸か ら の越境汚染の影響を強 く 受

け る九州地域において大気汚染物質の観測を継続し、 健

康影響調査の準備を進めた。 また、 マルチス ケールの化
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学輸送モデル と 排出イ ンベン ト リ の整備を進めた。 さ ら

に、大気汚染によ る植物影響評価に関する研究を進めた。

( ２ )水物質循環モデルを長江全流域に適用し、2001～2010

年の長江か ら東シナ海への窒素 ・ リ ン流出量の再現計算

を試みた。 また、 2009 ～ 2010 年を対象 と し て計算結果

と 観測値 と の比較を行った。 水物質循環モデルの検証の

ため長江下流の大通におけ る定期水質観測を中国研究機

関 と 共同で行った。 東シナ海航海を実施し陸棚では潮汐

によ る鉛直混合が著し く 、 栄養塩循環の駆動力 と し ての

重要性が示唆された。 大型培養槽実験では陸棚で優占す

る渦鞭毛藻の日周鉛直移動特性の解明を進め、 一部を海

洋流動 ・ 生態系モデルに反映させる こ と で海域の低次生

態系再現性の向上が図られた。

( ３ )温暖化対策シナ リ オ と整合し た、アジア地域の大気汚

染物質の将来排出シナ リ オの検討を進めた。 また、 中国

の汚濁負荷削減施策の現状把握 と 将来展望を目的 と し

て、 長江デルタ域の太湖を対象 と し てその施策群の解析

を行った。

3.(4)-1. 観測と モデルの統合によるマルチスケール

大気汚染の解明と評価

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA041

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター）， 高見昭

憲， 大原利眞， 佐藤圭， 清水厚， 菅田誠治， 永

島達也， 森野悠， 近藤美則， 清水英幸， 猪俣敏，

向井人史， 町田敏暢， 青野光子， 上田佳代， 伊

禮聡， 西澤匡人， 三好猛雄， 五藤大輔， 工藤慎

治， 杉本伸夫

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

経済発展が著しい東アジアではオゾン ・ エア ロ ゾルの前

駆物質排出量が急増し、 地域規模で大気汚染が深刻化し

ている上、 半球規模で大気質が変化し ている。 こ のよ う

な状況下、 日本において も オゾンの環境基準見直しの機

運が高ま る と と もに、 PM2.5 の環境基準が新し く 制定さ

れた。 しかし ながら、 オゾンや PM2.5 に関する大気汚染

には、 国外か らの越境汚染に加えて国内におけ る生成も

影響する ため定量的理解が困難であ る。 そ こ で本研究で

は、 地上 ・ 船舶 ・ 航空機によ る野外観測、 宇宙か ら の衛

星観測、 全球 ・ 領域化学輸送モデルを統合的に使用し て、

半球／東アジア／日本域のマルチス ケール大気汚染の実

態 と 発生機構を解明する と と も に、 将来予測 と 対策シナ

リ オ ・ 影響の評価を行 う 。 それによ り 、 東アジア地域に

おけ る広域大気環境管理のための国際的枠組みの策定に

寄与する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

定期貨物船舶等を用いた東アジアにおけ る大気中のオゾ

ン ・ エア ロ ゾルのモニ タ リ ング観測を拡充し て進める と

と も に、 アジア大陸か ら の越境汚染の影響を強 く 受け る

九州地域において大気汚染物質の観測を継続し た。また、

マルチス ケールの化学輸送モデル と 排出イ ンベン ト リ の

整備が進んだ。 具体的には、 短寿命気候汚染物質 (SLCP)

であ る、 メ タ ン、 対流圏オゾン、 ブ ラ ッ ク カーボンにつ

いて、 アジア大陸か ら の季節風の吹き出しに伴 う と 考え

られる濃度増大が見られ、 森林火災など何ら かの燃焼起

源からの影響が考え られた。 また、 九州北部地域 ( 福岡

市と長崎県福江島 ) におけるエア ロ ゾルの包括的観測を

継続し、 越境輸送によ る PM2.5 の相対的寄与率を推計す

る と と もに、当該地域における疫学調査の準備を進めた。

エ ミ ッ シ ョ ン イ ンベン ト リ については、 東ア ジ ア規模

(REASv2.0) に加えて、 日本国内の詳細な イ ンベン ト リ に

ついて 1990 年から 2000 年の整備を終えた。 さ らに、 こ

れまでアサガオ等で開発し て き たス ト レ ス診断手法をホ

ウ レン ソ ウやブナに応用し た と こ ろ、 日本海側型 ( 福島

産 ) と太平洋側型 ( 神奈川産 ) の ２ つのブナ生態型につい

て、 オゾン暴露時に傷害ホルモンであ るエチレ ンの発生

が認められた。

〔関連課題一覧〕

1015AF001 　 東アジアにおけ る大気質変化を解明する た

めの沖縄辺戸 ・ 長崎福江におけ るモニタ リ ング 56p.

1012AH005 　 ブナ林生態系におけ る生物 ・ 環境モニ タ リ

ングシステムの構築 56p.

1012AH006 　 長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏

オゾンおよび酸性霧によ る森林影響 57p.

1214AH001 　 植物のス ト レ ス診断 と 環境モニ タ リ ングに

関する研究 57p.

1115AQ002 　 二次有機エア ロ ゾル生成に関わる反応プ ロ

セスの研究 58p.

0913BA001 　 東アジアにおけ る排出イ ンベン ト リ の高精

度化と大気汚染物質削減シナ リ オの策定 58p.

0913BA004 　 地上 ・ 衛星ラ イ ダーによ る アジア域のエア

ロ ゾル解析に関する研究 59p.

0913BA007 　 北東アジアにおけ るモデル精緻化のための

オゾン ・ エア ロ ゾル現場観測 ( 揮発性有機化合物 と窒素

酸化物の測定 )59p.
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1012BA002 　 先端的単一微粒子内部構造解析装置によ る

越境汚染微粒子の起源 ・ 履歴解明の高精度化 60p.

1113BA007 　 全国の環境研究機関の有機的連携に よ る

PM2.5 汚染の実態解明と発生源寄与評価 60p.

1012BD003 　 わが国都市部の PM2.5 に対する大気質モデ

ルの妥当性と予測誤差の評価 － (3) 相互比較によ る大気

質モデ リ ングの妥当性検証と予測精度評価－ 60p.

0812CD005 　 健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質の

わが国風上域での動態把握 61p.

1112CD003 　 揮発性ビ ン ・ 詳細反応モデル開発に よ る二

次有機エア ロ ゾル計算の精緻化と生成機構解明 61p.

1112CD006 　 社会経済活動のグ ローバル化を考慮し たエ

ア ロ ゾル排出源と影響の評価 61p.

1113CD002 　 オゾ ン応答遺伝子を用いた植物のオゾ ン ス

ト レ ス診断手法の開発 62p.

1214CD016 　 越境大気汚染に含まれる粒子成分が循環器

疾患発症に及ぼす影響 62p.

1014CE001 　 大気環境物質のためのシーム レ ス同化シ ス

テム構築と その応用 63p.

1014CE002 　 大気環境物質のためのシーム レ ス同化シ ス

テム構築 と その応用 (2) 大気汚染物質 ・ ダ ス ト の同化 と

逆問題システムの構築 63p.

1216BB001 　 アジア ・ オセアニア域におけ る長寿命 ・ 短

寿命気候影響物質の包括的長期観測 19p.

【関連課題】

1） 　 東アジアにおける大気質変化を解明するための沖縄

辺戸 ・ 長崎福江におけるモニ タ リ ング

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コード〕 1015AF001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 杉本伸

夫， 佐藤圭， 清水厚， 鈴木規之

〔期　間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

日本の西部、 九州沖縄地区ではオゾンや粒子状物質の高

濃度イベン ト が観測され、 越境大気汚染の寄与が示唆さ

れている。一方で、中国では、今後 5 年程度の間に、 NOx

や揮発性有機炭素 (VOC) の排出量が増加し大気質を変化

させる と 予測されている。 そのため、 濃度変化のみな ら

ず大気質 ( 組成 ) 変化の実態を把握する必要があ る。長期

観測によ り 大気汚染物質の経年変化を監視し、 大気環境

管理や影響評価の基礎データ とする。

〔内容および成果〕

国立環境研究所沖縄辺戸岬大気 ・ エア ロ ゾル観測ステー

シ ョ ン、 および、 福江島大気観測施設において、 これま

で と 同様にガス、 粒子状物質の観測を継続し た。 主な観

測項目はエア ロ ゾルの化学組成、 重量濃度、 光学特性、

鉛直分布であ る。 沖縄辺戸ステーシ ョ ンについては観測

項目をホームページ上に公開し ている。福江観測所では、

粒子状物質に加え VOC、 NO ｙ  、 オゾン、 NOx、 SO2、 CO

な ど ガ ス状物質 も 独自に観測し てい る。 NOy に対する

SOy(SO2+SO4) の割合をプロ ッ ト する と年変動は非常に大

きい も のの、 少し傾向が見えて き た。 今後も観測を継続

し大気環境監視を行 う 。

2） 　 ブナ林生態系における生物 ・ 環境モニ タ リ ングシス

テムの構築

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1012AH005

〔担当者〕 ○清水英幸（地域環境研究セン ター），伊藤祥子

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

ブナ林は日本の冷温帯を代表する落葉広葉樹林であ り 、

生物多様性の高い極相林 と し て存続し ている地域も多い

が、 近年各地でブナ林の衰退現象が報告されている。 そ

こ で、 ブナ林生態系の衰退／健全度を評価し、 劣化兆候

を早期に把握し、 迅速に対処する ために、 長期モニ タ リ

ングを実施し、 因果関係を把握する必要があ る。 本研究

では、 ブナ林生態系を脅かす要因 ( オゾン、 地球温暖化、

乾燥化、 シカ食害、 虫害等 ) について、 生態学的、 環境

科学的視点か ら、 統合的に評価する ための長期継続モニ

タ リ ング手法を確立し、「ブナ林生態系モニ タ リ ング標準

調査マニ ュ アル」 を作成する。 また、 モニ タ リ ングデー

タ共有システムを構築し、 各地域におけ るブナ林生態系

の評価と保全対策に資する。

〔内容および成果〕

全国のブナ林生態系におけ る生物および環境に係わるモ

ニタ リ ングシステム構築のため、「ブナ林生態系の健全度

に関する総合調査マニュ アル (2009 年度版 )」 に基づ く ブ

ナ衰退度等の統一調査を含め、 以下のよ う な活動を行っ

た。 ブナ樹木の目視衰退度評価、 ブナ葉の葉緑素含有量

(SPAD 値 ) 計測、大気中のオゾンおよび窒素酸化物パッ シ

ブサンプラー併置によ るポテンシ ャルオゾンの推定等の

統一調査については、 多 く の地方環境研究所等の機関が

参加し て実施し た。 また、 参加自治体のブナ林域現況把

握調査を、 本年度は福岡県の脊振山のブナ林で実施し、

ブナ衰退と統一調査手法について確認し た。平成 24 年度

は、 国環研を含めた 14 研究機関が正式に、 8 機関が協力
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機関 と し て参加し、 ネ ッ ト ワーク化が図られた。 統一調

査以外にも、 林床植生に着目し た調査方法について再検

討し、 調査を試行し た。 また、 パ ッ シブサンプ ラー法 と

連続計測法によ るオゾン濃度の比較、 植物 ・ 植生に対す

る基準指標 (AOT40 等 ) と ブナ衰退 と の関係解析、 樹液

流計測によ るブナ樹木の生理活性評価、 ブナ開葉フ ェ ノ

ロ ジー と 積算気温、 ブナの遺伝子発現解析、 ブナ科樹木

の着果結実予測、 ブナ葉の元素組成、 ブナハバチ調査法、

シカ等の採食記録、 ブナの蒸散 と 光合成、 水ス ト レ ス と

オゾンの複合影響、 ブナ衰退の目視評価 と 画像解析の比

較、 ブナ林域の航空写真や衛星写真によ る リ モセン解析

等についての研究を実施し、 情報を共有し た。 また、 こ

れらの成果を踏まえ、 「ブナ林生態系における生物 ・ 環境

モニタ リ ング総合調査マニュ アル (2012 年度版 )」 を作成

し た。

[ 備考 ]

共同研究機関 ： 福岡県保健環境研究所 ( 須田隆一 ・ 濱村

研吾 )、 北海道立総合研究機構環境科学研究セン ター ( 山

口高志 ・ 野口泉 )、 岩手県環境保健研究セン ター ( 松本文

雄 ・ 新井隆介 )、 秋田県健康環境セン ター ( 小林貴司 )、

秋田県農林水産技術セン ター ( 和田覚 )、 新潟県保健環境

科学研究所 ( 家合浩明、 遠藤朋美 )、 神奈川県環境科学セ

ン ター ( 武田麻由子、 小松宏昭 )、 神奈川県自然環境保全

セン ター ( 谷脇徹、 相原敬次、 越地正 )、 静岡県環境衛生

科学研究所 ( 松田健太郎 )、富山県農林水産総合技術セン

ター森林研究所 ( 中島春樹 )、 福井県自然保護セン タ ー

(水谷瑞希)、広島県立総合技術研究所保健環境セン タ ー

( 山本哲也 )、 岡山県自然保護セン ター ( 西本孝 )

3） 　 長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾンお

よび酸性霧による森林影響

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1012AH006

〔担当者〕 ○清水英幸（地域環境研究セン ター），伊藤祥子

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

北海道東部の摩周湖外輪山では、 ダケカンバなどの森林

衰退が報告されているが、 病虫害や風害等の状況証拠は

無 く 、 衰退原因 と し て最近濃度上昇が認められる大気汚

染物質の影響が指摘される。 これまで月平均 70ppb 強の

オゾンが確認され、 また、 pH3 台の霧も報告されてお り 、

流跡線解析から、 長距離輸送された汚染物質の影響が示

唆された。 以上か ら本研究では、 摩周湖外輪山で長距離

輸送が原因 と 考え られるオゾンや酸性霧の現地調査を行

い、 化学的 ・ 気象的要因 と の関係を解明する と 共に、 衰

退森林の質的量的変化について、 現地調査や室内実験、

モデル解析を合わせて評価する。

〔内容および成果〕

摩周湖周辺においてダケカンバの衰退や、 オゾン、 ポテ

ンシ ャルオゾンおよび霧に関する調査を進めた。 航空写

真の解析か ら、 衰退地域は主に南～西側の外輪山稜線外

側斜面に多い こ と 等が抽出されたが、 一方、 摩周湖の現

地踏査の結果、 航空写真か ら の推定結果は、 緩斜面では

有効であ るが、 急斜面では誤分類を含む と 思われ、 更な

る現地確認が必要であ る と考え られた。 春季 (4 ～ 6 月 )

のポテンシ ャルオゾン濃度は 40ppb を超えていた。 北海

道東部 と し ては高濃度であ り 、 高感受性の樹種に影響を

及ぼすレベルであった。 また、 改良型霧採取装置を用い

て 1 日ご と採取し た霧試料から、 摩周湖周辺では月平均

pHは4～5台であ り 、平均酸性度は植物に大き く 影響する

レベルではなかった。 ただし、 頻繁に pH3 台の酸性霧が

発生し てお り 、 流跡線解析の結果、 低 pH の酸性霧は越

境大気汚染 ( 大陸起源 )、 国内 ( 関東圏 ) 起源、 火山起源

(国内外)の場合が推定された。環境制御室を用いてダケカ

ンバを pH3 台の酸性霧に 4 週間暴露し た結果、 酸性霧は

ダケカンバの落葉を促進し、 生長を抑制する傾向を示し

た。 ダケカンバはオゾンに感受性も高 く 、 酸性霧 と の複

合で樹木枯損が促進される可能性も考慮すべき こ と が示

唆された。

[ 備考 ]

共同研究機関 ： 北海道立総合研究機構環境科学研究セン

ター ( 野口泉、 山口高志 )

研究協力機関 ： 弟子屈町 ( 川井田東吾、 若松歩 )、 北海道

大学農学研究院 ( 小池孝良 )

4） 　 植物のスト レス診断と 環境モニタ リ ングに関する研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1214AH001

〔担当者〕 ○青野光子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

野外におけ る植物のス ト レ ス診断、 及び植物を用いた環

境モニ タ リ ングを行 う ための分子的 メ カニズムに基づ く

手法の開発 ・ 確立 と、 その高度化を図る こ と を目的 と す

る。 近年、 対流圏オゾン濃度上昇の影響によ る森林の減

少や農作物の減収等が強 く 懸念されている こ と か ら、 こ

れまでに遺伝子発現解析等によ る植物のオゾン ス ト レ ス
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診断手法を開発し、 実際のオゾンによ る植物被害調査へ

の利用を拡大し て き た。 また、 今般の福島第一原発か ら

の放射性物質の漏出を受け、 低線量環境放射線の植物へ

の影響のモニ タ リ ングを行 う 必要があ る。 目標は、 植物

のオゾン ス ト レ スや放射線影響を指標植物の遺伝子発現

解析等によ って診断する手法を確立 ・ 高度化する と と も

に、 市民の理解を深める ために研究結果の普及を図る こ

と であ る。

〔内容および成果〕

各地の地環研よ り 送付されたアサガオ葉試料におけ る酸

化ス ト レ ス応答遺伝子の発現や構造を解析し た。 その結

果、 野外において、 DNA 修復関連遺伝子等の発現誘導が

起き ている こ と が示唆された。

5） 　 二次有機エアロゾル生成に関わる反応プロセスの研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ002

〔担当者〕 ○佐藤圭 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

二次有機エア ロ ゾルは気候 ・ 健康 ・ 視程に影響する と 懸

念される。 有機エア ロ ゾルの大気中での物理 ・ 化学的特

性の変性プロセス を明ら かにする ため、 室内実験で二次

有機エ ア ロ ゾ ル を 生成 し、 AMS、 LCMS、 LC-TOFMS、

SMPS、CCN 計、KI 法によ るオキシダン ト 分析など様々な

分析法で生成し たエア ロ ゾルを調べ、 化学組成、 生成収

率、 吸湿性、 有害成分含有率など を明ら かにする。 様々

な前駆体有機物や反応条件によ る研究か ら、 二次有機エ

ア ロ ゾル生成に関わる反応プロ セス を明らかにし、 二次

有機エア ロ ゾルの影響評価に資するデータ を提供する こ

と が目標であ る。

〔内容および成果〕

イ ソ プレ ンは、 植物起源の揮発性有機物で、 大気中で最

大の二次有機エア ロ ゾル前駆物質であ る と 考え られてい

る。 昨年度、 イ ソ プレ ンのオゾン分解か ら のエア ロ ゾル

収率を、 シ ク ロヘキサン または一酸化炭素を OH ラ ジカ

ル補足剤 と し て用いて測定し た。 シ ク ロヘキサンを用い

た場合、 シ ク ロヘキサン由来の生成物がエア ロ ゾル中に

見つかった。 シ ク ロヘキサンの場合測定結果が過大評価

される と 考え、 一酸化炭素を用いて測定し たエア ロ ゾル

収率の値を採用し た。 しかし、 一酸化炭素は、 イ ソ プレ

ン と オゾンの反応で生成する安定化ク リ ーギー中間体 と

も反応し、 エア ロ ゾル収率に影響する可能性があ る。 そ

こ で、 本年度は、 ク リ ーギー中間体 と 反応しに く い OH

ラ ジカル補足剤と し てジエチルエーテル と n- ヘキサンを

試し た。 n- ヘキサンの場合、 シ ク ロヘキサン と同様に測

定結果を過大評価する問題があった。 ジエチルエーテル

を用いた場合、 一酸化炭素の場合の結果を再現し た。 イ

ソ プ レ ンのオ ゾ ン分解か ら のエア ロ ゾル収率は 0.002-

0.014 と結論し た ( 粒子濃度が 4-120μg m-3 の場合 )。

6） 　 東アジアにおける排出イ ンベン ト リの高精度化と大

気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 0913BA001

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 藤田壮，

増井利彦， 花岡達也， 戸川卓哉

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

東アジアにおけ る大気汚染物質の排出イ ンベン ト リ につ

いて、 観測データや排出実態データ を基に高精度化を図

る。 また、 環境技術導入モデルを開発し、 排出削減に資

する都市環境政策シナ リ オを提案 ・ 評価する。 更に、 東

アジアにおけ る温暖化対策シナ リ オ と 整合し た大気汚染

物質削減シナ リ オを策定する。

〔内容および成果〕

アジア域におけ る大気汚染物質 ・ 地球温暖化関連物質の

排出イ ンベン ト リ REAS について、 排出実態データに基

づ く 改良を前年度に引き続き実施し て排出イ ンベン ト リ

REAS2.1 を確定し、 その結果を解析し た。 衛星 ・ 地上観

測データ と 逆推計手法によ る ト ッ プダ ウ ン手法に基づ く

排出量データ と比較し、 REAS2.1 を評価し た。 また、 中

国におけ る大気汚染物質の排出削減対策技術の地域毎の

導入水準 と その削減効果を同定する と と も に、 中国の主

要大都市について SOx 削減の限界費用の算定モデルを構

築し、地域間での削減対策費用の特性について考察し た。

さ らに、 AIM に大気汚染対策技術データ を組み込んで将

来シナ リ オの推計を行 う と と も に、 排出イ ンベン ト リ に

対し て必要と なる情報を提供し た。

( １ ) 観測データ と排出実態データによ る排出イ ンベン ト

リ の高精度化 ( サブテーマ １ )

昨年度作成し た排出イ ンベン ト リ REAS の一次更新版を

改良し、 REAS2.1 と し て確定し た上で、 アジア域の大気

汚染物質・地球温暖化関連物質の近年の状況を解析し た。

また、 テーマ １ のモデル ・ 観測グループ と 連携し、 中国

の NOx、 CO 排出量について、 衛星 ・ 地表観測データ、 化
―  58  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  59 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
学物質輸送モデル、 逆推計手法を用いて計算された ト ッ

プダウ ン排出量と、 REAS 2.1 の排出量を比較し、 両者の

結果を評価し た。

( ２ ) アジア都市での大気汚染物質排出削減のための技術

導入モデルの開発 ( サブテーマ ２ )

中国の国、 省、 直轄市を対象と し て、 NOx 及び PM の排

出量及び削減対策の効果 ・ コ ス ト を算定するプロ セス を

構築する と と も に、 近年の統計情報を も と に対策コ ス ト

の算定を行った。 排出量及び対策効果 ・ コ ス ト の算定プ

ロセス構築にむけて、 国際応用システム分析研究所が提

供する GAINS China モデルを活用し て、 NOx 及び PM の

排出量及び対策効果・ コ ス ト の算定プロセス を構築する。

GAINS Chinaモデルのプロセス を構造化し て、利用性の高

い計算シス テム と し て構築し た。 国 ・ 省ス ケールで構築

し た算定プロセス を も と に、 都市ス ケールで大気汚染物

質の算定を行 う プロセス を構築し、 瀋陽市を対象 と し て

適用し た、 その際に国 ・ 省ス ケールで構築し た算定手法

をベース と し て、 都市ス ケールにおいて追加的に考慮す

べき事項や情報的制約等を考慮し、 算定プロセス を構築

し た、 算定プロ セスの適用に必要 と な る社会経済情報及

び対策の効果 ・ コ ス ト に関する情報について、 公的な統

計情報、 既往研究及び関連する研究機関か ら の情報提供

を通じ て収集し た。都市ス ケールで適用可能な GHG 算定

プロ セスに、 本業務で構築し た大気汚染物質の算定プロ

セス を組み込んで算定を行い、大気汚染物質及び GHG 削

減のコベネフ ィ ッ ト 評価を行 う 手法について検討し、 試

計算を行った。

( ３ ) 温暖化対策 と コベネフ ィ ッ ト 評価も含めた総合的な

大気汚染物質削減シナ リ オの策定 ( サブテーマ ３ )

統合評価モデル AIM を使用し、サブテーマ ２ で分析され

る大気汚染対策技術データ を組み込んだ将来シナ リ オの

推計を行 う と と も に、 サブテーマ １ の排出イ ンベン ト リ

に対し て必要 と な る情報を提供し た。 また、 大気汚染対

策によ る温暖化対策への副次的効果について定量的に評

価し た。

7） 　 地上 ・ 衛星ラ イダーによるアジア域のエアロゾル解

析に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 0913BA004

〔担当者〕 ○清水厚 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

東アジア域に展開された地上ラ イ ダネ ッ ト ワークや衛星

搭載ラ イ ダーで計測された球形汚染エア ロ ゾル濃度の季

節 ・ 経年変化や地域変化を排出量や領域モデル結果 と と

もに解析する。

〔内容および成果〕

H24 年度は、 東アジア域におけるエア ロ ゾル鉛直分布に

焦点を絞 り 解析を行った。 衛星ラ イ ダー観測か ら、 球形

粒子の消散係数を導出し、 これの光学的ス ケールハイ ト

を求め る こ と に よ り 鉛直分布の特徴的な量 と 見做し た。

これ と、 化学輸送モデル WRF/CMAQ における人為汚染

粒子の鉛直分布から求めた光学的ス ケールハイ ト と を比

較し、 モデルにおけ るエア ロ ゾル鉛直分布再現性を評価

し た。 その結果、 (1) モデルの鉛直分解能が低い場合、 特

に暖候期においてス ケールハイ ト が大きい、 すなわちエ

ア ロ ゾルが自由対流圏へ過大に輸送される (2)前駆物質注

入高度への依存性は小さ い、 と い う こ と が明ら かになっ

た。

8） 　 北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン ・

エアロゾル現場観測 ( 揮発性有機化合物と窒素酸化

物の測定 )

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 0913BA007

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター）， 猪俣敏

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

九州地域 ・ 東シナ海 ・ 中国華北 ・ 華中地域におけ るオゾ

ン ・ エア ロ ゾル ・ 前駆物質の集中観測を企画 ・ 実施 し、

中国 ・ 日本に跨る広域汚染を観測か ら明ら かにする。 特

に、 オゾンやエア ロ ゾルの前駆物質であ る揮発性有機化

合物と窒素酸化物の観測を担当する。

〔内容および成果〕

2009 年に中国で行った野外観測の結果の解析を継続し

た。 特に、 バイオマスバーニング期間中におけ る揮発性

有機化合物 と 一酸化炭素の比に注目し、 イ ソ プレ ン と フ

ラ ンの放出について検討し た。バイオマスバーニングは、

イ ソ プレ ン も フ ラ ン も放出される こ と が これまでに知ら

れてい る が、 中国において観測 さ れたプルーム中では、

フ ラ ンの放出が支配的であった。 また、 観測されたフ ラ

ン と 一酸化炭素 と の比は、 過去に報告された燃焼実験や

野外観測の比と整合的であった。
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9） 　 先端的単一微粒子内部構造解析装置による越境汚染

微粒子の起源 ・ 履歴解明の高精度化

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1012BA002

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 伊禮聡，

佐藤圭， 三好猛雄

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

越境汚染の影響を強 く 受けてお り 、 かつ、 域内では人口

も少な く 人為起源排出が少ない と 考え られる九州沖縄地

区の島嶼部をモデル地区 と し、 大気中の粒子状物質のバ

ルク観測に加え、 先端的単一微粒子内部構造解析装置に

よ る分析を行い、 越境汚染微粒子の起源 ・ 履歴解明の高

精度化を推進する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

エア ロ ゾル質量分析計お よ び 10 点グ ロ ーバルサ ン プ

ラーを用いたフ ィ ルターパ ッ ク法によ る捕集を、 長崎県

福江島の国立環境研究所福江観測ス テーシ ョ ンに設置

し、 観測を行った。 エア ロ ゾル質量分析計は春季および

秋季から冬季にかけて、フ ィ ルターパッ ク法は 11 月に観

測を行った。 平成 22 年度、 23 年度に得られたバルク観

測、 お よ び個別粒子の分析結果を も と にデー タ 解析を

行った。 解析対象はエア ロ ゾル質量分析計の観測か ら福

江島での典型的な越境輸送が観測された平成 23 年 4 月の

結果であ る。 個別粒子分析によ る と、 微小粒子は、 硫酸

塩 と 有機物を含む粒子、 硫酸塩、 有機物に加え、 土壌粒

子や黒色炭素を含む粒子の三種類に分類された。 黒色炭

素を含む粒子の割合は、 こ の観測期間中では福江では

25% であった。以前の東京の観測結果では 5% 程度であっ

た。 黒色炭素の発生源は大陸起源が多いので、 黒色炭素

の含有率の調査を行 う こ と によ り 、 越境大気汚染の寄与

の推定が可能と なる と考え られる。

10） 　 全国の環境研究機関の有機的連携によるPM2.5汚染

の実態解明と発生源寄与評価

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1113BA007

〔担当者〕 ○菅田誠治（地域環境研究セン ター），大原利眞

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

平成 21 年 9 月、 微小粒子状物質 (PM2.5) に係る環境基準

が公示された。 全国において PM2.5 の広域的な実態を把

握し、 その発生源寄与率を評価する こ と は、 緊急かつ重

要な社会的な課題であ る。 また、 発生源寄与率評価の精

度向上に、発生源種類別の排出粒子組成情報 ( 「発生源プ

ロ フ ァ イル」 ) の更新が必須であ る。

本研究では、 全国において PM2.5 の広域的な実態を把握

し 、 その発生源寄与率を 評価する 。 ま た、 発生源種類別

の排出粒子組成情報 (「 発生源プロ ファ イ ル」 ) の更新を

行う 。得ら れた発生源寄与率の情報は、PM2.5 の発生源対

策策定に直接・ 間接に役立つと 期待でき る 。 ま た、 観測

およ びシミ ュ レ ーショ ンの結果は、 健康影響を評価する

研究における 基礎データ と し ても 役立つと 期待でき る 。

〔内容および成果〕

PM2.5 の広域的な実態を把握する ために、 14 地点の観測

拠点において平成 23 年度に引き 続き PM2.5 重量濃度の自

動常時観測と PM2.5成分の各季2週間集中観測４ 回を行っ

た。 過去 2 年間の集中観測期間のう ち比較的広い範囲で

PM2.5 が高濃度になった 4 期間を重点解析期間と し て定

め、優先的に成分分析作業を推進し た。収集し たばいじ ん

試料の化学組成分析を行い、ま た、暖房設備から の発生源

データ の収集を行い、それぞれの発生源プロ ファ イ ルの更

新を開始し た。 観測濃度データ の因子分析を行い、 ま た、

重点解析期間を対象に 3 次元シミ ュ レ ーショ ンを行う 等、

発生源寄与解析の手法を整備し た。濃度データ と 分析デー

タ を基に高濃度事例に対する 各種検討を行った。

11） 　 わが国都市部のPM2.5に対する大気質モデルの妥当

性と予測誤差の評価 － (3) 相互比較による大気質モ

デリ ングの妥当性検証と予測精度評価－

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コード〕 1012BD003

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 森野悠

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

二次粒子成分などの PM2.5 濃度に対する化学輸送モデル

の再現性を向上し、 モデルをわが国の PM2.5 対策検討に

「使える」 ツール と し て確立する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

本年度は、 2010 年冬季 と 2011 年夏季を対象に、 6 機関に

よ る大気質モデルの計算結果を比較し た。 いずれの計算

結果も、 観測された EC, SO4, NH4 の濃度を精度良 く 再現

し ていたが、 有機エア ロ ゾル (OA) 濃度の過小評価、 NO3

濃度を過大評価し ていた。 また、 凝縮性ダス ト の一次放

出を考慮し た感度実験から、 凝縮性ダス ト が OA に大き

く 寄与し てお り 、 凝縮性ダス ト の一次放出を考慮する こ
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と で OA 濃度の再現性が大き く 改善される可能性が示さ

れた。

12） 　 健康影響が懸念されるPM2.5粒子状物質のわが国風

上域での動態把握

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0812CD005

〔担当者〕 ○佐藤圭 （地域環境研究セン ター）， 高見昭憲

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

人体の健康に影響を与え る可能性があ る PM2.5 および

PAH 濃度 と高い相関があ る こ と が知られる黒色炭素濃度

を対象 と し て、 福江、 沖縄および九州北部において地上

通年観測を実施し、 濃度レベルおよび季節変動を明ら か

にする ( 産総研 )。 PM2.5 に含まれる主要化学成分や微量

の有害成分 (PAH, 重金属 ) の濃度レベル、 空間分布、 輸

送パターン、輸送中の変質プロセス を調べる ( 環境研、名

古屋大 )。

〔内容および成果〕

2012 年春季に行われた粒子状物質の集中観測で得られた

フ ィ ルターサンプルの分析を進める と と も に、 5 年間の

成果の取 り ま と めを行った。 長距離輸送の大気汚染のみ

が観測される福江島の観測サイ ト と、 長距離輸送成分 と

ローカルな成分 と が観測される福岡市のサイ ト におけ る

2009 ～ 2012 年に行われた観測結果の比較から、福岡市で

観測される PAH 類の う ち、30 ～ 70% が長距離輸送によ っ

て域外か ら輸送 さ れた成分であ る こ と を明ら かに し た。

得られた結果は、 同時に行われた黒色炭素の観測結果 と

も一致し た。 一方、 冬季および春季の福岡市で観測され

る PAH キ ノ ン類は、大部分が域外から輸送された成分で

あった。 この結果は、 PAH キ ノ ン類が大気中の光化学反

応によ って生成する と する海外での研究結果を支持し て

いた。

13） 　 揮発性ビン ・詳細反応モデル開発による二次有機エ

アロゾル計算の精緻化と生成機構解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1112CD003

〔担当者〕 ○森野悠 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

未解明かつ重要な大気汚染物質であ る、 二次有機エア ロ

ゾル(SOA)の正確な動態把握 と発生源解析を目的 と し て、

揮発性ビンモデル (VBS モデル )、 及び詳細反応モデル

(MCM モデル ) を、世界に先駆けて三次元大気質モデル上

で開発する。 こ のモデルを用いて、 従来研究で大気質モ

デルによ る顕著な過小評価が明ら か と なっている化石燃

料起源 SOA に対し ては、VBS モデルの計算結果を解析し

て、 同定 さ れ て い な い低揮発性の揮発性有機化合物

(SVOC)のSOA生成への寄与を定量する。生物起源SOAに

対し ては、MCM モデルで計算される有機成分ご と の濃度

を実測値と比較し て、モデル中の SOA 生成過程を精緻に

検証する と と もに、SOA 成分濃度の支配要因を解明する。

〔内容および成果〕

収率モデル、mechanical モデル (CACM) と explicit モデル、

volatility basis-set モデル (SAPRC99-VBS) を同条件で計算

し て、 各モデルの計算精度を実測された二次有機エア ロ

ゾル (SOA) と O3 濃度の比 と比較し て評価し た。 その結

果、VBS モデル と CACM モデルは実測値を良 く 再現し て

いた。 また、VBS モデルでの SOA 濃度再現性向上の理由

と し て、人為起源 VOC の酸化生成物のエイ ジングを考慮

し てい る こ と が主要な要因であ る こ と が明 ら か と な っ

た。

14） 　 社会経済活動のグローバル化を考慮し たエア ロ ゾ

ル排出源と影響の評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1112CD006

〔担当者〕 ○大原利眞（地域環境研究セン ター），西澤匡人

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

新学術研究領域 「東アジアにおけ る エア ロ ゾルの植物 ・

人間系へのイ ンパク ト 」 において、 本研究課題では、 ア

ジアに存在する種々の発生源によ るエア ロ ゾルや前駆体

の自国内及び越境汚染に伴って生じ る他国への健康 ・ 植

物影響の代表量を影響ポテンシ ャル と し て化学輸送モデ

ルに基づいて評価し、 発生源 と 影響 と の ソース ・ リ セプ

ター関係を自然科学的視点か ら定量化する。 その結果を

アジアあ るいはグ ローバル産業連関表の各経済部門に一

元的に導入する こ と で、 自国内汚染 と あわせて他国が日

本へ及ぼす ( 越境 ) 汚染と そのイ ンパク ト 、あ るいは他国

へわが国の経済活動、消費が誘発する効果 ( 環境 リ ーケー

ジ ) を定量的に明らかにする こ と を目的 と し ている、 な

お、 化学輸送モデルによ る評価では発生源イ ンベン ト リ

の精度が重要であ るが、 オゾンや有機二次粒子生成の前

駆体と し て重要な役割を果たす植物起源 VOC(BVOC) フ

ラ ッ ク スのアジア固有の樹種や環境条件での計測例は極

めて少な く 、 ア ジ アにおいて信頼に足 る イ ンベン ト リ
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マ ッ プを構築する。 さ ら に、 他研究項目で得られる人間

や植物へのエア ロ ゾルの影響の最新成果をモデルによ る

影響度評価へ導入し、 産業連関分析を用いた人為発生源

の社会経済的分析法 と の統合化によ り 、 意思決定者への

データ提供を見すえた包括的エア ロ ゾル環境影響評価学

を創成する こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

東 ・ 東南アジア諸国の部門別排出量 と 各国の粒子状物質

(PM2.5) 濃度と の関係、PM2.5 がも た らす健康影響を評価

する ために、数値モデルを用いてPM2.5濃度に対する ソー

ス ・ リ セプター (SR) 関係と早期死亡数を推定し た。 対象

国は中国、 日本、 韓国、 台湾、 タ イ、 フ ィ リ ピン、 マレー

シア、 シンガポール、 イ ン ド ネシア と し、 各国の全部門

と 5 排出部門 ( 火力発電， 産業， 輸送， 農業， 家庭 ) につ

いて SR 関係を求めた。次に、PM2.5 吸入によ る早期死亡

数については、 リ セプター領域の人口 と 死亡率の統計資

料及び PM2.5 平均濃度等を入力データ と し て、 既存の曝

露－反応関係を用いて早期死亡数に関する SR 関係を推

計し た 。 その結果、 東アジア諸国と タ イにおける PM2.5

濃度は中国寄与率が 40 ～ 90% を占める こ と、 タ イ以外

の東南アジア諸国では自国の寄与が最大で自国の濃度の

20 ～ 60% を占める こ と、早期死亡数は曝露人口が多い中

国で最も多いこ と などが示された。

15） 　 オゾ ン応答遺伝子を用いた植物のオゾ ンス ト レ ス

診断手法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD002

〔担当者〕 ○青野光子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

わが国では多 く の大気汚染問題が改善されて き たが、 光

化学オキシダン ト ( オゾン ) については、逆に汚染の高濃

度化、 広域化が進んでお り 、 人間の健康はも と よ り 、 森

林や農作物など植物への深刻な悪影響が強 く 懸念されて

いる。本研究の目的は、植物が生育環境中のオゾンによ っ

て受け る影響を正確かつ迅速 ・ 簡便に把握する ためのス

ト レ ス診断手法の開発であ る。 まずはオゾン指標植物で

あ る アサガオや、 オゾンによ る衰退が示唆されているブ

ナ等の植物を用い、 オゾンに応答し て発現する遺伝子の

情報を得て、 実際の野外に生育し ている植物の影響評価

に利用可能な、 分子的機構に裏付け られしか も比較的安

価に実施でき る手法の確立を目指す。

〔内容および成果〕

遺伝子発現を用い、 植物がオゾン ス ト レ ス を受けている

かど う かの評価、 及び受けている場合はその程度を評価

する手法を開発する。 引き続き、 ブナ等のオゾン暴露を

暴露チャ ンバー内で行い、 オゾンで誘導される遺伝子発

現や酸化還元物質の含量を調査 し て ス ト レ ス診断用の

マーカー遺伝子の探索を行った。 また、 野外で生育し て

いる アサガオについて、 遺伝子発現調査用の試料を採取

し、 保管し た。

16） 　 越境大気汚染に含まれる粒子成分が循環器疾患発

症に及ぼす影響

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD016

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究セン ター）， 高見昭

憲， 森野悠， 上田佳代， 道川武紘

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

東アジア由来の越境大気汚染物質によ る健康影響につい

ての懸念が高ま っている。 欧米を中心に、 高濃度の粒子

状物質曝露が循環器疾患に影響を及ぼすこ と が報告され

ている。 また、 その健康影響の大き さは、 粒子の成分組

成によ り 異な る こ と が示唆されている。 しかし、 越境大

気汚染物質に含まれる粒子が健康、 特に循環器疾患に及

ぼす影響に関する知見は非常に乏しい。 本研究では、 福

岡におけ る粒子状物質の化学成分測定およびシ ミ ュ レー

シ ョ ンモデルによ り 、越境大気汚染物質の寄与を推定し、

循環器疾患登録データ と リ ン ク させる こ と によ り 、 越境

大気汚染が循環器疾患発症に及ぼす影響について疫学的

手法を用いて明ら かにする と と も に、 詳細な臨床情報を

組み合わせた解析によ り 、高感受性集団を明らかにする。

〔内容および成果〕

福岡県におけ る脳卒中および急性心筋梗塞発症に関する

情報収集を行っている。 また、 福岡市内において、 粒子

状物質の連続観測を行い、 微小粒子の重量濃度およびそ

の成分分析を実施し た。

上記の情報収集以外に、 過去の疾患登録データ ( 急性心

筋梗塞、脳梗塞 ) と環境データ を用い、予備的解析を行っ

た。 曝露指標と し ては、 浮遊粒子状物質 (SPM) 濃度、 黄

砂飛来情報 ( 目視によ る黄砂日 / 非黄砂日の別 )、 煙霧の

有無を用いた。 統計モデルによ る解析か ら、 黄砂飛来に

よ り 、 脳卒中や急性心筋梗塞の入院が増加する可能性が

示唆された。
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17） 　 大気環境物質のためのシームレ ス同化システム構

築と その応用

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コード〕 1014CE001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 上田佳

代， Ng Chris Fook Sheng

〔期　間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

次世代の全球大気モデルであ る、正 20 面体格子非静力学

モデル (NICAM) を利用し て、二酸化炭素 と大気汚染物質

の両方を同化し、発生源を推定 ( 逆問題 ) する システムを

構築する。 こ のユニーク なシステムを関東平野領域に適

用し て、温暖化・全球大気汚染・都市化の複合影響によ っ

て変化する メ ガシテ ィ ー環境に社会が適応する ための施

策案を、 国や自治体と協力し て作成する。

〔内容および成果〕

健康影響については関東域の疫学データ を用い、 高い感

受性を持つグループ (高齢者など ) に対する気温や湿度の

影響について分析し た。 また、 救急搬送、 アレルギーな

どのデータの利用可能性について調査し た。 都市緑化策

については、 過去の土地利用実態のデータベース化、 お

よび、 首都圏整備計画など各種政策などに適合する緑化

の配置など を検討し た自治体 と の協力については、 自治

体関係者 と の会合を行 う と と も に、 昨年度に引き続き意

識調査を行い、 どのよ う な施策に関する シ ミ ュ レーシ ョ

ンの結果の提示を望むか調査し た。

18） 　 大気環境物質のためのシームレ ス同化システム構

築と その応用 (2) 大気汚染物質 ・ ダス ト の同化と逆

問題システムの構築

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コード〕 1014CE002

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 森野悠，

五藤大輔

〔期　間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

次世代の全球大気モデルであ る正 ２ ０ 面体格子非静力学

モデル (NICAM) と領域モデルを利用し て、二酸化炭素 と

大気汚染物質の両方を同化し、発生源を推定 ( 逆問題 ) す

る システムを構築する。 こ のシス テムを関東平野領域に

適用し て、 温暖化 ・ 全球大気汚染 ・ 都市化の複合影響に

よ って変化する メ ガシテ ィ ー環境に社会が適応する ため

の施策案を、 国や自治体と協力し て作成する。

〔内容および成果〕

アジア域排出イ ンベン ト リ REAS 2.1 と日本国内の排出イ

ンベン ト リ を統合し、SALSA プロ ジェ ク ト のモデ リ ング

で使用する ための大気汚染排出イ ンベン ト リ の改良 ・ 整

備を進めた。 また、 大気汚染物質を取 り 扱った NICAM-

Chem モデルの継続的な開発を行い、観測データ を用いて

モデル精度の検証を行った。 さ らに、 この NICAM-Chem

モデルによ るエア ロ ゾルシ ミ ュ レーシ ョ ンを利用し、 過

去 ・ 現在 ・ 未来 と いった複数シナ リ オ実験を行 う こ と で、

気温 ・ 微小粒子状物質によ る健康影響評価のためのモデ

ル結果を算出し た。

19） 　 アジア ・ オセアニア域における長寿命 ・ 短寿命気候

影響物質の包括的長期観測

〔研究課題コード〕 1216BB001

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター）， 向井人

史，野尻幸宏，寺尾有希夫，遠嶋康徳，杉田考史

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

3.(4)-2. 広域人為イ ンパク ト による東シナ海 ・ 日本

近海の生態系変調の解明

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA042

〔担当者〕 ○越川海 （地域環境研究セン ター）， 水落元之，

王勤学， 岡寺智大， 牧秀明， 東博紀

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

東アジア陸域起源の汚濁負荷増大が東シナ海陸棚域にお

け る赤潮発生等の広域海洋環境劣化を引き起こ し ている

こ と が懸念される。 本プロ ジ ェ ク ト では、 東シナ海や日

本近海の環境保全、 あ るいは中国国内の汚濁負荷削減施

策の推進に資する こ と を目的 と し て、 長江流域圏の汚濁

負荷推計、 海域への汚濁輸送 と 海洋生態系への影響機構

の把握、 陸域起源汚濁負荷が及ぼす海洋環境への影響評

価のための数理モデルの開発を行 う 。 特に、 陸域汚濁負

荷推計では、 土地利用や環境政策の変化に応じ て予測可

能な手法の確立 と 将来の陸域負荷削減シナ リ オを提示

し、 海洋生態系モデル と の連携によ り 、 陸域 ・ 海域の統

合的広域環境管理オプシ ョ ンの定量的な評価を目指す。

〔内容および成果〕

長江流域圏の土地利用 と 汚濁負荷流出の関係解析のた

め、 これまでに開発し た流域圏水 ・ 物質循環評価モデル

の計算領域を長江全流域へ拡張し、 モデル適合性の検証
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を行った。 降水流出過程の再現性では感潮部直上の大通

観測点 ( 河口部よ り 約 550km) における日平均流量の計算

値と観測値を比較し、 両者間に相関係数 R2 で 0.94 と い

う 高い一致をみた。 本川流量に関し ては多雨期であ る夏

季の日変動を含め年間流量の変化が十分再現されている

こ と が確認された。栄養塩流出量の再現性検討では、2009

～ 2010 年に中国科学院 と の共同で宜昌、武漢で観測し た

T-N、 T-P の流下量 と本モデルの計算結果 と の比較を行っ

た。 現状では、 T-N に比べて T-P の再現性が劣る こ と、 上

流よ り も下流域において再現性が低下する傾向が示され

た。 今後、 昨年度か ら実施し ている長江下流点の定期水

質観測を継続し、 水 ・ 物質循環評価モデルの水質再現性

の向上に取 り 組む予定であ る。

東シナ海海洋生態系への影響機構の把握を目的 と し て

2012 年 7 月に東シナ海航海を実施し、渦鞭毛藻の増殖、生

残、 亜表層ピーク形成を支配する と 考え られる微細乱流

強度や栄養塩 (硝酸塩 ) の高密度鉛直プロ フ ァ イ リ ング観

測を重点的に行った。 鉛直混合強度の観測結果か ら、 陸

棚においては潮汐によ る海底混合層の発達が顕著で、 密

度躍層直下まで混合層が達する測点の存在が示 さ れた。

海洋流動生態系モデルで底層か ら亜表層への栄養塩供給

と 藻類増殖への効果を精緻に再現する ためには、 潮汐に

起因する鉛直混合の考慮が不可欠であ る こ と を意味し て

お り 、 このため陸棚の乱流混合パラ メ タ リ ゼーシ ョ ンに

関する研究に新たに着手し た。 大型培養槽を用いた渦鞭

毛藻の日周鉛直移動の実験的解析では、 日周鉛直移動に

おけ る暗期の密度躍層水深への集積 と と も に、 明期に細

胞が存在する上層の海水比重を低減させる こ と で鉛直移

動の う ち下方への移動が抑制 さ れ る 傾向が明か と な っ

た。 海洋流動 ・ 生態系モデル開発では、 培養実験で得ら

れた知見、 すなわち海水比重によ って変化する渦鞭毛藻

の沈降速度をモデルに導入し、 2002 ～ 2010 年における

東シナ海陸棚域の海洋流動・水質・一次生産の再現シ ミ ュ

レーシ ョ ンを実施し た。 その結果、 渦鞭毛藻の密度躍層

周辺への集積傾向を再現する こ と が可能になった。 また

初夏の陸棚域で観測される渦鞭毛藻ブルームは、 栄養塩

が豊富な長江河口およびその南側沿岸域の表層から徐々

に沈降しつつ陸棚域に水平輸送されている こ と が明かに

なった。

〔関連課題一覧〕

1212AQ012 　 海洋大循環モデルの高精度化へ向けた乱流

混合パラ メ タ リ ゼーシ ョ ンの数値的研究 64p.

【関連課題】

1） 　 海洋大循環モデルの高精度化へ向けた乱流混合パラ

メ タ リゼーシ ョ ンの数値的研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ012

〔担当者〕 ○古市尚基 （地域環境研究セン ター）， 東博紀

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

海洋における乱流混合過程は、 大気 - 海洋間での熱や運

動量、 酸素、 二酸化炭素等の交換や海洋内部の鉛直方向

の物質輸送に大き な役割を果た し ている。しかし ながら、

既存の海洋混合層モデルではその効果を適切にパラ メ ー

タ化でき ておらず、 それを組み込んだ海洋大循環モデル

によ って再現された海面水温等の変動が観測結果 と 著し

く 異なって し ま う こ と が報告されている。 本課題は、 海

洋混合層モデルを抜本的に検証 ・ 改良する こ と で、 「 ミ ク

ロ な乱流ス ケールの観点か ら海洋環境 ・ 生態系モデ リ ン

グの高精度化に貢献する」 こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

東シナ海な ど におけ る 調査航海か ら 得 ら れた乱流強度

データ と の比較によ って、 Large Eddy Simulation (LES) の

数値手法の有効性を確認し た。 LES の数値手法を用いて

様々な大気外力条件に対する海洋混合層の応答を 「 ミ ク

ロ な」 観点で明ら かにする と と も に、 得られた結果に基

づき、 海洋混合層モデルに使われている既存の乱流パラ

メ タ リ ゼーシ ョ ンを検証 ・ 改良し た。 また、 調査航海か

ら得られた乱流強度データ を用いて、 本課題の LES モデ

ルでは直接扱えない、 沿岸海洋におけ る中層以深の乱流

強度の空間分布、 および、 その乱流ス ケー リ ング手法に

ついて も考察し た。

3.(5) 生物多様性研究プログラム

〔研究課題コード〕 1115SP050

〔代表者〕 ○竹中明夫（生物・生態系環境研究センター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

生物多様性の効果的な保全を進め、 生物多様性条約の愛

知ターゲ ッ ト を達成する ためには、 生物多様性の現状の

把握 と、 保全策の効果を予測 ・ 評価する手法の開発が不

可欠であ る。 また、 生物多様性への直接的な脅威への対

策を立案するにはその実態の解明 と 将来の予測が必要 と

な る。 これら の目標にむけた科学的なアプローチは国内

外で進め られているが、 多種多様な生物 と 生態系の総体

であ る生物多様性の各側面を統合し て総合的に評価 ・ 予
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測する手法はいまだ確立し ていない。 本研究プロ グ ラ ム

では、 生物多様性の現状を把握する ためのデータ取得手

法に関する研究、 集積されたデータ を総合的に解析し て

評価し、 保全に反映させる手法に関する研究、 および喫

緊の対応が必要 と されている外来生物等および気候変動

の生物多様性への影響評価と対策に関する研究を行 う 。

本プロ グ ラ ムは、 ３ つのプロ ジ ェ ク ト で構成される。 プ

ロ ジェ ク ト 1 では、 広域的な生物多様性の状況を効率的

に観測する手法を、 特に リ モー ト センシングによ る景観

把握および分子遺伝学的アプローチを重点に開発する と

と も に、 観測データの整備に貢献する。 プロ ジ ェ ク ト ２

は、 日本全国ス ケールでの土地利用の変化に対する生物

多様性の応答を評価 ・ 予測するモデルを開発し、 生物多

様性保全の観点か ら、 効果的な国土利用デザイ ンを評価

する枠組みを構築する こ と を目的とする。全国を対象に、

10km グ リ ッ ド程度の空間単位で、生物の分布、物理環境、

人間に よ る 土地利用な ど の空間明示的な分析を実施す

る。 プロ ジ ェ ク ト ３ は、 生物多様性の減少を招 く と され

る生物的要因 ( 侵略的外来生物 ・ 遺伝子組換え生物 )、 お

よび物理的要因 ( 温暖化 ) の影響の実態を解明し、有効な

管理施策を検討する。 各要因が も た らす影響を統合的に

評価する と と も に、 外来生物の防除、 野生生物感染症の

検疫、 遺伝子組換え生物の分布拡大阻止、 温暖化によ る

植生変化に対す る 適応策な ど具体的対策手法を検討す

る。

〔内容および成果〕

プロ ジェ ク ト １ では、 景観的基盤について整備すべき情

報特定 と そのために利用可能なデータ ・ 手法の採掘 ・ 開

発を進めた。 種々の生物の分布パターンを解析する ため

に必要な情報を含む環境省自然環境保全基礎調査の植生

データ を統一し た基準で整理し、 1990 年代の全国の標準

的な土地利用データ を作成し た。

また、 ユス リ カ、 藻類など種判別の困難な生物群の多様

性評価を進める ために、標準的遺伝子の塩基配列を解読・

判別 ・ 分類する手法を開発し た。 藻類については次世代

シーク エンサーを用いた網羅的な遺伝子情報収集方法を

検討し た。

生物在来淡水魚類の遺伝的集団構造を解明する手法を整

備し た。 国内地域集団の特定および国内外移入の検出に

有効な複数の分子遺伝マーカーを開発し た。 また、 都市

緑地景観内でのチ ョ ウ集団の分断化の程度を検出する た

め、 有力なマイ ク ロサテ ラ イ ト マーカーを見出し た。

プロ ジ ェ ク ト ２ では、 東アジア地域におけ る植物種の絶

滅 リ ス ク評価の基盤的情報 と な る土地利用変化に関する

データ を収集 ・ 整理し た。 また、 ２ 時期の広域的な分布

データ を も と に、 対象種の分布の拡大 ・ 縮小を評価 ・ 予

測可能な動的な分布推定モデルの構築に着手し た。 さ ら

に、 モデルの適用の対象 と し て日本国内におけ る鳥類の

繁殖地点分布情報の整理 ・ 統合を実施し た。

こ のほか、 包括的な絶滅 リ ス ク を低減させる こ と を目標

と し て、 最適な保護区の優先付けを行 う ためのツールを

開発し、 絶滅危惧維管束植物に適用し た。 観測データや

予測された生物種の個体数減少に不確実性が伴 う 場合に

おいて も頑健な保全戦略を立案する ために、 Information

Gap theory に も と づいて最適保全戦略を特定する ツール

の構築に着手し た。 また、 自然再生の適地を選定する た

めの枠組みを構築し、 その手法を日本の繁殖鳥類に適用

し た。

プロ ジ ェ ク ト ３ では、 ス ク リ ーニングによ り 、 セ イ ヨ ウ

オオマルハナバチのコ ロ ニー生産を効果的に阻害する薬

剤を見出し た こ と、 東京埠頭におけ る アルゼンチンア リ

防除について、 薬剤によ る防除効率を分析する と と も に

防除コ ス ト も計算し、 単位面積あた り の防除費用を算出

し た こ と など、 外来昆虫の防除技術の開発を進めた。

2008年～2011年に鳥イ ンフルエンザウ イルス陽性 と なっ

た糞サンプル (188 検体 ) の鳥類種判別を実施し、59 検体

で種判別に成功し た。

除草剤耐性 GM セイ ヨ ウ アブラナが分布し ている調査地

で、 訪花昆虫 77 匹を採取し、 付着し ている花粉を分析し

たが、 除草剤グルホ シネー ト 耐性遺伝子は見つか ら な

かった。

気候変化に伴 う 高山植物の種数変化や移動速度を把握す

る ため、 チベッ ト 高原で、 異な る標高におけ る気象環境

と 種豊富度のモニ タ リ ングを継続し た。 気温の変化に伴

う フ ェ ノ ロ ジー変化は植物種によ って多様であ る こ と が

示された。

水温 と 海洋酸性化両方を考慮し た将来の潜在的なサンゴ

分布予測を行っ た結果、 サ ン ゴの北上が海洋酸性化に

よ って抑制される可能性が示された。 サンゴ以外の海洋
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生物に関し て文献等の情報を収集し、 日本近海において

は、 サンゴのみな らず大型藻類や魚類も分布が北上し て

いる可能性が示された。

3.(5)-1. 生物多様性の景観的および遺伝的側面と そ

の観測手法に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA051

〔担当者〕 ○高村健二 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

玉置雅紀， 河地正伸， 山野博哉， 小熊宏之， 上

野隆平， 今藤夏子， 松崎慎一郎

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

生物多様性の評価 ・ 予測 ・ 保全には、 生物種が好む環境

の景観的要素 と 環境 と 生物 と の関係を規定する生物種の

遺伝的属性 と を多様な生息環境にわたって観測する こ と

が欠かせない。 本プロ ジ ェ ク ト では、 こ のよ う な観測を

実行し、 同時にその効果的な手法をあみだし てい く こ と

を目的 と する。 サブテーマ 1 「 リ モー ト センシングによ

る生物多様性の景観的基盤の解明と手法開発」 において、

地図 ・ 衛星画像 ・ 空中写真 ・ イ ン ターネ ッ ト カ メ ラ画像

等を活用し て歴史的及び現時点での地理情報の整備を行

う と と も に、 発展する遠隔計測の技術を採用し て景観を

詳細かつ迅速に観測する手法の開発 ・ 考案に取 り 組む。

サブテーマ 2 「遺伝子分析によ る生物多様性の遺伝的基

盤の解明と手法開発」 においては、 遺伝子分析によ って、

生物多様性の歴史的および現時点での分布形成過程を解

明する と と も に、 発展する遺伝子分析技術を取入れて生

物多様性の定量的評価手法を開発 ・ 考案する。

〔内容および成果〕

景観的基盤について整備すべき情報特定 と そのために利

用可能なデータ ・ 手法の採掘 ・ 開発を進めた。 国内の景

観および物理環境に関する地理情報を リ ス ト ア ッ プする

と と も に、 土地利用情報収集 と 森林 ・ 農地等各生態系研

究者への ヒ ア リ ングによ る分類項目 ・ 空間解像度に関す

る ニーズ調査を行った。 その結果、 環境省自然環境保全

基礎調査の植生データが生物の分布の解析に必要な情報

を含んでいる こ と が明ら か と な り 、 植生データ を統一し

た基準で整理し、 1990 年代に関し て全国の標準的な土地

利用データ を作成し た。

種判別の困難な生物群について多様性評価を進める ため

に、 標準的遺伝子の塩基配列を解読 ・ 判別 ・ 分類する手

法をシーク エンサー・次世代シーク エンサー・定量的 PCR

等を用いて開発 し た。 藻類について次世代シー ク エ ン

サーを用いた網羅的な遺伝子情報収集方法を検討し た。

霞ヶ浦湖水試料から 18SrDNA遺伝子部分配列を取得し た

と こ ろ、配列の 30-50% を植物プラ ン ク ト ン、その中の高

い割合を ク リ プ ト 藻が占める こ と、 また ク リ プ ト 藻の遺

伝的多様性が高いこ と もわかった。ユス リ カについては、

標本 COI 遺伝子塩基配列間の遺伝的分岐度を算出し、 種

内 ・ 種間遺伝的分岐度の頻度パターンが得られた。 種内

と 種間でパターンが大き く 異な る ため、 遺伝的分岐度に

よ って標本が同種か否かを判別でき る可能性が示唆され

た。 一方、 種内遺伝的分岐度の外れ値に注目する と、 形

態基準では同一種と判断される標本に 2 種が含まれる可

能性が複数例で認め られた。 種判別を簡便化する ために

ユス リ カ普通種 3 種の標準的遺伝子の塩基配列情報を基

に、 (1) 種特異的な PCR 法によ る分類、 (2)PCR-RFLP 法

に よ る分類、 (3)PCR 産物の乖離温度の違いを利用し た

HRM 法によ る分類の各手法を確立し た。

地理および景観に応じ た生物の遺伝的集団構造を解明す

る手法を整備し た。 在来淡水魚類の国内地域集団の特定

お よ び国内外移入の検出に有効な複数の分子遺伝マー

カー ( ミ ト コ ン ド リ ア DNA および核 DNA) を探索 ・開発

し た。 都市緑地景観内でのチ ョ ウ集団の分断化の程度を

検出する ため、マイ ク ロサテ ラ イ ト マーカー開発を進め、

有力なマーカーを探し出し た。

〔関連課題一覧〕

1012AH007 　 東京湾東部におけ る未確認有害植物プ ラ ン

ク ト ンのモニタ リ ング 66p.

1115BA001 　 サン ゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動

の定量評価と将来予測 67p.

0812CD007 　 ス ト レ ス と サンゴ礁の歴史的変化 67p.

1113CD009 　 日本在来ナマズ属の地域集団 と 保全対象水

域の特定および遺伝的モニタ リ ングの実践 68p.

1215CD005 　 DNA バーコーデ ィ ングを適用し たユス リ カ

科昆虫の水質指標性と多様性の研究 68p.

1115KB001 　 Digital DNA chip によ る生物多様性評価 と環

境予測法の開発 69p.

【関連課題】

1） 　 東京湾東部における未確認有害植物プ ラ ン ク ト ンの

モニ タ リ ング

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1012AH007

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）
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〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

東京湾で これまで存在がほ と んど確認されていない有害

植物プラ ン ク ト ン種を対象 と し て、 種特異的な検出が可

能なDNAマーカーを用いた分子生態学的手法によ るモニ

タ リ ン グの有効性について検討する こ と を目的 と し て、

モニタ リ ングのための試料収集と対象種のDNA存在量の

推定と解析を行った。

〔内容および成果〕

東京湾の全域にわたって海底堆積物を採取し、 リ アルタ

イ ム PCR 法を用いて解析する こ と で、 Chattonella marina

の存在量を推定し た。 その結果、 2010 年には、 34 地点中

4地点から C. marinaが検出(最大2,841細胞／堆積物1kg)、

その後 2011 年には 33 地点中 3 地点 ( 最大 236 細胞／堆

積物 1kg)、2012 年には 41 地点中 1 地点で検出された ( 最

大 114 細胞／堆積物 1kg)。 底泥からの検出数は減少傾向

にあったが、海水試料から も栄養細胞が確認されてお り 、

東京湾における C. marinaの動態には今後も注意が必要 と

言えた。

2） 　 サンゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量評

価と将来予測

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1115BA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

河地正伸， 杉原薫

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

サンゴ礁は、 高水温や陸域か ら の土砂流入によ る白化に

よ る劣化 と と も に、 分布北限域では水温上昇に と も な う

サンゴの分布北上が示唆される、 環境変動に対応し て急

激に変化しつつあ る生態系であ る。 こ う し た劣化や変化

の把握 と その要因解明、 それらに基づ く 将来予測、 そ し

て保全のための保護区の設定は喫緊の課題であ る。 サン

ゴ被度データベース、 サンゴ優占種のデータベース、 海

洋環境に関するデータベース を構築し て き た。 本研究で

は、 これら のデータベース を活用する と と も に、 新たに

種レベルでのデータベース を構築し、 環境要因 と サンゴ

分布 ・ 種多様性 と その時空間変化の関係を解析する。 こ

の関係性を用い、 将来の変化予測を行 う と と も に、 重要

海域 (EBSA) を抽出する。

〔内容および成果〕

サンゴ類の分布に関し ては、 1930 年代から現在までの文

献や標本情報から収集し、 18904 件の分布データ、 10292

サ イ ト でのサ ン ゴ被度デー タ を収集 し た。 過去の分布

データ を比較し た と こ ろ、 温帯域において ４ 種のサンゴ

類が年あた り 14km の速度で北上し た こ と を確認し た。一

方、 亜熱帯域では、 1998 年の大規模白化によ り 劇的に減

少し た種、 変化が認められない種、 また減少か ら増加に

転じ た種な ど種ご と に変動の様相に違いが認め ら れた。

サンゴ被度については、 1998 年以降の沖縄本島周辺での

減少が著しいこ と が示された。

EBSA 選定では、日本沿岸域のサンゴ礁を対象に評価を し

た。 加算法での評価では、 沖縄本島から先島諸島 ( 宮古

島、 石垣島、 西表島 ) が重要海域 と し て選定された。 一

方、 サンゴ類の絶滅危惧種に重点をおいた相補性解析の

結果では、 加算法 と 同じ海域に加えて、 種子島 と 小笠原

諸島が先島諸島 と 同等の重要海域 と し て選定 さ れた。

EBSA 選定の結果は、絶滅危惧種に重点をおいて保全する

こ と でサンゴ礁の生物多様性は維持でき る こ と を示唆し

た。 しかし、 現在のよ う に二酸化炭素量が増加し続けた

場合、 単な るサンゴ類の保全策だけでは温暖化 と 海洋酸

性化か ら受け る影響を軽減する こ と はで き ない こ と を、

「温暖化シナ リ オ」 によ る将来予測によ り 解析し た。

3） 　 ス ト レス とサンゴ礁の歴史的変化

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0812CD007

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

小熊宏之， 林誠二， 石原光則

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

サンゴ礁は、 地球規模 ( 温暖化によ る水温上昇、 海洋酸

性化等 ) と地域規模 ( 陸源負荷等 ) 両方のス ト レ スによ っ

て近年急速に衰退し ている こ と が指摘されているが、 現

地の情報は断片的で定量性に欠けている。

地球温暖化、 人間居住史、 都市化や農林畜産業の構造変

化に伴 う 変化に着目し、 客観的なデータ ( 空中写真、 衛

星データ、 地図、 報告書データ、 サンゴ年輪解析データ

) に基づいて過去100年間のス ト レ ス要因 と サンゴ礁の歴

史的変化を統一的に解析し、 ス ト レ スの増加 と サンゴ礁

の衰退を検証する。

〔内容および成果〕

沖縄県石垣島において、 陸域では、 1924 年から現在にか

けて土地利用図、 空中写真、 衛星データ、 農業センサス
―  67  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  68 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
を集め、 農地面積が増えて陸から の赤土流入が増加し て

いる可能性を示し た。 海域では、 化石 と 現在の塊状のサ

ンゴのコ アを採取し て、 サンゴの骨格の密度や骨格に含

まれる成分を分析し た。 その結果、 1980 年代になってサ

ンゴ骨格中に重金属の割合が増加し、 陸域か らの流入負

荷の増大が示される と と も に、 密度が低下し ている こ と

が明らか と なった。 また、 画像の解析からは、 1980 年代

から現在にかけてサンゴ被度が 1/3 から 1/4 に低下し てい

る こ と が明ら か と なった。 本研究によ り 、 ス ト レ ス と サ

ンゴ礁の歴史的変化が実証され、 画像解析 と サンゴ骨格

分析の有用性が示された。

4） 　 日本在来ナマズ属の地域集団と保全対象水域の特定

および遺伝的モニ タ リ ングの実践

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD009

〔担当者〕 ○松崎慎一郎（生物・生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

生物多様性の保全を進める上で、 保全単位の特定、 地域

固有性や遺伝的多様性の評価は極めて重要な課題であ

る。 本課題では、 個体数の縮小が危惧されている在来ナ

マズ属 3 種 ( ナマズ Silurus asotus、イ ワ ト コナマズ Silurus

lithophilus、 ビ ワ コオオナマズ Silurus biwaensis) を対象 と

し、 分子遺伝マーカーを用いた全国ス ケールの地域集団

( 進化的に重要な単位 ) の特定、遺伝的多様性・系統多様性

の評価を行 う 。 これら の分析 ・ 評価を も と に、 優先的に

保全 ・ 管理 ・ モニ タ リ ングすべき水域を選定する。 さ ら

に地域 と 協働し た遺伝的モニ タ リ ングを実践し、 その基

礎を築 く こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

在来ナマズ属 3 種 ( ナマズ、 イ ワ ト コナマズ、 ビ ワ コオ

オナマズ ) について、 地域集団および保全単位を明らか

にする ため、 日本全国 ( 養殖場を含む )、 中国、 韓国、 ベ

ト ナムの河川や湖沼か らナマズ類を採集し、 すべての個

体について、ミ ト コ ン ド リ ア DNA の調節領域の部分塩基

配列を決定し た。 さ ら に、 一部の個体について、 ミ ト コ

ン ド リ ア DNA の Cytochrome b 領域、 COI 領域、 ND4 領

域の部分塩基配列を決定し た。 系統解析の結果、 琵琶湖

固有種であ る イ ワ ト コナマズ、 ビ ワ コオオナマズは非常

に古い系統であ る こ と が確認された。 また系統地理解析

の結果、日本に生息するナマズには、独自の進化史を も っ

た地域集団が複数存在する こ と が明ら か と なった。 また

ナマズについては、国外移入は検出されなかった ものの、

国内移入はかな り 頻繁におこ っている と 可能性が高い と

考え られた。 なお、 この研究は東京大学、 琵琶湖博物館、

滋賀県立大学、 九州大学と共同で実施し た。

5） 　 DNAバーコーデ ィ ングを適用し たユス リ カ科昆虫の

水質指標性と多様性の研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1215CD005

〔担当者〕 ○高村健二 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

上野隆平， 今藤夏子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

湖沼 ・ 河川 ・ ため池に生息するユス リ カ科昆虫の群集組

成を明ら かにし、 その組成 と 環境要因等 と の関係解析か

ら ユス リ カの水質指標あ るいは生物多様性要素 と し ての

特性評価を行い、 淡水域の生物多様性 ・ 生態系の保全に

役立て る。 そのために、 特に水生の幼虫および メ ス成虫

について困難のあ る種同定に対し てDNAバーコーデ ィ ン

グを適用する こ と によ り 、 種間の遺伝的差異を も基礎 と

し た同定基準を新たに整備する と と も に、 分類学的混乱

の整理を進め る。 その基準を群集組成解析に利用し て、

湖沼･河川においては水質汚濁・富栄養化の程度 と の関係

解析によ り 、 水質指標性の検討を行い、 ため池において

は環境要因およびユス リ カ以外の生物群の多様性 と の関

係解析によ り 、 ユス リ カを含んだため池生物多様性の決

定要因を明らかにする。

〔内容および成果〕

DNA バーコーデ ィ ングに用いる種固有 DNA 塩基配列

(DNA バーコード ) を収集する ために、国内産ユス リ カ普

通種60種の標本を集めた。得られた標本別DNA バーコー

ド を も と に、 分子系統樹を作成し標本間の系統関係を整

理し た。 形態的分類群 と 分子系統樹によ る系統群区分 と

が大部分の標本で一致し、 種の判別に塩基配列データ を

用いる こ と の有用性が確認された。 しかし、 同時に形態

的分類結果について疑問点も い く つか生じ た。 ウ ス イ ロ

ユス リ カ (Chironomus kiiensis) は ２ 種を含む可能性が示唆

された。カ ス リ モンユス リ カ属の １ 種 (Tanypus kraatzi) と

分類される標本が、実は ２ 種を含む可能性が示唆された。

標本別 DNA バー コ ー ド か ら 標本間の遺伝的分岐度

(Kimuraの2変数法(K2P)値) も算出し、種内・種間での比較

を行った。その結果、 これまでに DNA バーコー ド が得ら

れたユス リ カ属 (Chironomus) 国内産 7 種の平均遺伝的分

岐度は種内で 2.6%、 種間で 15.8% であった。 このデータ
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にデータベースに登録された塩基配列データ を加えてユ

ス リ カ属国内外産 50 種の標本間遺伝的分岐度を計算し

た。 平均遺伝的分岐度は種内で 2％、 種間で 15％であっ

た。 分岐度の分布範囲は種内で 0.2-13.5%、 種間で 0.7-

19.9% であ り 重複はあ るが、10% 以下にかな り 明白な隔た

り があった。

平成 24 年 5 月 ・ 9 月に兵庫県南部のため池においてユス

リ カ幼虫 ・ 成虫の採集調査を行った。 水源 ・ 集水域土地

利用 ・ 水生植物相のこ と なる 20 面の池から底質 ・ 水生植

物を採集し、 その中に含まれる ユス リ カ幼虫を採集し、

形態観察および DNA 抽出→ COI 遺伝子塩基配列決定に

よ る種同定作業を進めた。

6） 　 Digital DNA chipによる生物多様性評価と環境予測法

の開発

〔区分名〕 JST

〔研究課題コード〕 1115KB001

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

山口晴代

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

海洋環境の基礎生産者 と し ての重要性に加えて、 進化系

統的に多様性が高 く 、 未知未培養性の種を多 く 含むピ コ

植物プラ ン ク ト ンの多様性情報の収集を目的 と し て、 環

境試料の凍結保存と フ ローサイ ト メ ト リ (FCM) を用いた

優占種の培養株確立と多様性解析に取 り 組む。

〔内容および成果〕

仙台湾の観測定点、C12 地点で、4 月 と 7 月に採取された

試料の FCM 分取細胞について、全ゲ ノ ム増幅を行い、次

世代シーケンサー (NGS) で 18S rDNA の部分配列を解析

し た結果、 非光合成プ ラ ン ク ト ンの占める割合の高い こ

と が判明し た。そ こ で FCM の細胞分取条件について検討

を行い、 前方散乱光 と 側方散乱光、 そ し て ク ロ ロ フ ィ ル

と側方散乱光の 2 組のパラ メ ータで分取細胞の リ ージ ョ

ン設定を行 う こ と で、 非光合成生物の割合を低減 さ せ、

細胞回収率を向上させる こ と に成功し た。改めて NGS で

解析を行い、 合計約 15 万 リ ード を取得し、 ア ラ イ メ ン ト

及びク ラ ス タ リ ング (97% identity)、 そし て相同性検索 と

分類群分けを行なった。 その結果、 未知 ・ 未培養性の配

列を含む多様な生物群の存在が明らかにな る一方で、 優

占的に存在する主要な藻類グループ と し て、 珪藻 と ク リ

プ ト 藻が認知され、 特定試料で優占的に存在する種や試

料間で共通する種を特定でき た。 これまでに約 100 株の

培養株を確立する こ と ができ、その う ち 34 株の形態観察

と 18S rDNA 配列の分子系統解析を行った結果、 8 分類

群、 19 種を特定し た。 こ の う ち 6 種は NGS でも存在が

確認された。

3.(5)-2. 生物多様性の広域評価およびシナ リ オ分析

による将来予測に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA052

〔担当者〕 ○竹中明夫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

石濱史子， 角谷拓， 横溝裕行， 深澤圭太

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

本研究課題は、 日本全国ス ケールでの土地利用などの諸

要因の変化に対する生物多様性の応答を評価 ・ 予測する

モデルを開発し、 生物多様性保全の観点か ら、 効果的 ・

効率的な広域的保全戦略を評価 ・ 検討する枠組みを構築

する こ と を目的とする。

 国土利用デザイ ンを考え る範囲は日本全国と し、10km グ

リ ッ ド程度の空間単位 (解像度 ) で空間明示的な分析を実

施する ( 全国で約 4500 グ リ ッ ド )。 生物多様性の主要な

駆動因であ る土地利用の変化は、 グ リ ッ ド 内の畑地 ・ 草

地 ・ 集約的水田 ・ 中山間水田 ・ 休耕田 ・ 二次林 ・ 植林地

などの比率の変化 と し て把握する。 また、 国立公園など

の保全地域の効果や、 シカの増加などの諸要因の変化の

効果を考慮する こ と で、 これら の地域におけ る生物多様

性の応答も評価 ・ 予測の対象とする。

本課題は ２ つのサブテーマから な る。サブテーマ １ では、

多数の生物種を対象 と し、 土地利用条件などか ら存在確

率を推定する生物分布推定モデルを構築し、 土地利用の

変化などの諸要因か ら存在確率の応答の予測を可能にす

る。 サブテーマ ２ では、 生物多様性の保全を効果的 ・ 効

率的に実現する ための広域的な対策を特定する ための手

法の開発および日本全国ス ケールへの適用を行 う 。 その

ために、 サブテーマ １ で構築し た分布推定モデルを も と

に、 対策に対する生物の応答を定量的に予測し、 様々な

保全戦略の有効性の評価 ・ 検討を行 う 。

〔内容および成果〕

サブテーマ １ では、 個体サイ ズの変化データが得られな

い分類群において、 日本全体を対象 と し た定量的な絶滅

リ ス ク評価を可能にする ために、 ２ 時期の広域的な分布

データ を も と に、 対象種の分布の拡大 ・ 縮小を評価 ・ 予
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測可能な動的な分布推定モデルの構築に着手し た。また、

モデルの適用対象 と し て、 日本国内におけ る鳥類の繁殖

地点分布情報の整理 ・ 統合を実施し た。 また、 本プロ グ

ラ ム と 関連し て進めている地球環境研究総合推進費課題

「S-9 アジア規模での生物多様性観測 ・ 評価 ・ 予測に関す

る総合的研究」 において、 マ メ 科等植物種を対象 と し た

広域的な分布推定モデルの構築を行った。 また、 東アジ

ア地域におけ る植物種の絶滅 リ ス ク評価の基盤的情報 と

なる土地利用変化に関するデータ を収集 ・ 整理し た。

サブテーマ ２ では、 包括的な絶滅 リ ス ク を低減させる こ

と を目標 と し て、 最適な保護区の優先付けを行 う ための

ツールを開発し た。 また開発し たツールを絶滅危惧維管

束植物に適用し た。 さ ら に、 観測データや予測された生

物種の個体数減少に不確実性が伴 う 場合において も、 頑

健な保全戦略の提案を可能とする ために、Information Gap

theory に も と づ く 新規的な最適保全戦略特定のための

ツールの構築に着手し た。 また、 愛知目標で示された自

然再生の数値目標 ( 劣化し た生態系の 15%) にこ たえ る面

積を効率よ く 配分する際の指針を提供する ための手法の

検討をおこ なった。 すなわち、 過去 と 現在の対象生物群

の分布データ を比較する こ と で、 日本全域の各地点にお

いて 「失われた生物種」 分布地図を作成し、 でき るだけ

多 く の種が自然再生に よ っ て個体群が再生 さ れ る よ う

に、 対象地点を選定するための枠組みを構築し た。 また、

その手法を日本の繁殖鳥類に適用し た。

〔関連課題一覧〕

1115BA002 　 植物の広域データ解析に よ る ホ ッ ト ス ポ ッ

ト 特定と その将来の定量的予測 70p.

【関連課題】

1） 　 植物の広域データ解析によるホ ッ ト スポ ッ ト 特定と

その将来の定量的予測

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1115BA002

〔担当者〕 ○竹中明夫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

石濱史子， 角谷拓

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

アジアス ケールでの植物の分布データに も と づいて、 広

域的な分布を高精度で推定する統計モデルを構築する。

こ の分布推定モデルを用いて、 人口増加 ・ 経済成長に伴

う 土地利用の変化や温暖化などの環境の変化に関する シ

ナ リ オの下で、 植物の分布の変化を予測する。 さ ら に こ

の予測か ら、 現在の多様性が高いに も関わ らず、 将来的

にその著しい低下が予測される保全のホ ッ ト スポ ッ ト を

特定する。 ホ ッ ト スポ ッ ト 評価では、 多様性の指標 と し

て種数のほか、 機能多様性等の複数の指標を比較検討す

る。 また、 推定されたホ ッ ト スポ ッ ト と 現存する保護区

の対応 と ずれを定量化する ギ ャ ッ プ分析を実施し、 新た

な保全施策を講じ る際に優先度が高い地域を選ぶ。

本課題においては数千種の植物 ( と く にマ メ 科、 シダ類 )

を分析対象 と する。 そ こ で、 分布推定モデル構築に際し

ては、 多種の情報を統合的に扱え る こ と、 景観や生物分

布の空間的な構造を考慮 し た解析を効率 よ く 行え る こ

と、 の 2 つの観点から手法の開発を行 う 。 このよ う なモ

デルの特質は、 既知の生息情報が少ない希少種の分布を

他種の情報を利用す る こ と な ど に よ っ て精度 よ く 推定

し、 さ ら に、 広域ス ケールで多数の種を対象 と する上で

極めて重要性が高い。 さ ら に、 既知の生息情報の量や精

度の違いに起因する分布推定の不確実性を定量化 ・ 可視

化 ( 地図化 ) する ためのフ レームを構築する。このよ う な

可視化は保全のための政策決定において有用なツールを

提供する ものであ る。

土地利用 ・ 開発、 温暖化 と いった人間の活動によ る環境

変化は、 地球規模で生物種の存続を脅かす要因 と なって

いる。 こ のよ う な環境変化に関し てい く つかの典型的な

社会シナ リ オを ま と め、 それぞれのシナ リ オの下でアジ

ア地域での植物の分布がどのよ う に変化するかを予測す

る。 社会シナ リ オは、 国際的に広 く 用いられている も の

を基盤 と し て活用する と 同時に、 急速な開発の進展など

アジア地域特有の状況を反映させた新たなシナ リ オを構

築する。

なお、 上記の分布推定モデルおよび土地利用変化シナ リ

オの手法開発 と 精度検証は、 すでに極めて詳細な分布

データ の集積が進んでい る日本国内を対象 と し て行 う 。

日本を除 く ア ジ アの植物分布や土地利用に関す る 基盤

データは、 国内に比べて解像度や種の同定精度が低い こ

と が想定される ため、 国内の高精度データ を間引いて精

度を下げたデータセ ッ ト を用いてモデルの有用性の検証

を行い、 その上でアジア ス ケールの植物分布データに適

用する。

〔内容および成果〕

太平洋ア ジア地域におけ る マ メ 科の ４ 属の植物を対象

に、 分布推定モデルを利用し たホ ッ ト スポ ッ ト 評価手法
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の開発を行った。 分布確率の推定のみでな く 、 データの

一部をサブサンプ リ ン グ し ては分布推定を繰 り 返し て、

繰 り 返し ご と のばらつき を求めてモデルの推定精度の指

標と し た。 この推定精度を地図 と し て可視化する こ と で、

精度の低いデータに基づ く 推定結果の解釈を容易にする

手法を開発し た。 なお、 それぞれの種の分布推定をする

際に、 旧北区 ・ 東洋区 ・ オセアニア区 ・ オース ト ラ リ ア

区の う ち、 すでに分布が知られている生物地理区にのみ

分布可能であ る と い う 制約を設けて推定を行った。

分析対象 と し た属の主要な生育地は森林であ るので、 森

林におけ る農業活動 ・ 放牧によ る現在までの人為圧の高

さ を評価し、 種多様性 と 人為圧が共に高い場所をホ ッ ト

スポ ッ ト と し て評価し た。 さ らに、 気候変動に関する政

府間パネル (IPCC) 第 ５ 次評価報告書のために用意された

代表的濃度パス (RCP) に含まれる森林伐採シナ リ オを将

来の伐採圧の影響の評価に利用し た。

分布推定の妥当性を評価し た結果、 ４ 属あわせて 93 種で

妥当なモデルが得られた。 これら の種の分布推定結果を

用いて種多様性マ ッ プを作成し た と こ ろ、 属ご と に分布

中心が大き く 異なるパターンが見られた。

種の多様性の地理的なパターンに加え、 現在までの人為

圧の高さ ( 森林における現在の農業 ・ 放牧活動の高い地

域の割合 ) と、将来の人為圧の高さ (2050 年までの天然林

の伐採率 ) を評価し た結果、 タ イからベ ト ナムの南側の

低地およびラ オス ・ タ イ ・ ミ ャ ンマーにかけての山地帯

にあ る Dalbergia 属の多様性が高い地域は、現在から将来

にわたって継続的に高い人為圧に さ ら されてお り 、 リ ス

ク が高いこ と が明らかになった。

3.(5)-3. 人為的環境撹乱要因の生物多様性影響評価

と管理手法に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA053

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

中嶋信美， 唐艶鴻， 山野博哉， 大沼学， 横溝裕

行， 深澤圭太， 井上真紀， 森口紗千子， 岡本卓，

杉原薫

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

COP10 で採択されたポス ト 2010 年目標 ( 愛知ターゲ ッ ト

) においては、2020 年までに外来生物の制御・根絶、生息

地の劣化の抑制、 温暖化影響の緩和が目標 と し て掲げら

れ、 同じ く 、 COP/MOP5 では遺伝子組換え生物の拡散に

よ る 生物多様性影響の防止が議定書に盛 り 込まれてい

る。 これら の国際的動向 と それに呼応する国内対策を支

援する ための具体的データ と 対策手法を提示する こ と が

本課題の目的であ る。

生物多様性の減少を招 く と される生物的要因 ( 侵略的外

来生物 ・ 遺伝子組換え生物 )、 および物理的要因 ( 温暖化

) の影響の実態を解明し、有効な管理施策を検討する。各

要因が も た らす地域レベルも し く は広域レベルでの影響

を生物多様性 と生態系機能の評価軸によ って統合的に評

価する と と も に、 外来生物の防除、 野生生物感染症の検

疫、 遺伝子組換え生物の分布拡大阻止、 温暖化によ る植

生変化に対する適応策な ど具体的対策手法を検討する。

得られた研究成果を外来生物法、 カルタヘナ法および農

薬取締法などの関連法規の政策的運用に反映させ、 最適

な管理計画の実現を目指す。

具体的に以下の 3 つのサブテーマを推進する。

サブテーマ 1 　 侵略的外来生物によ る生物多様性影響評

価と管理

外来生物の在来生物に対する影響を遺伝子、 個体群、 群

集、 生態系の各レベルにおいて評価する。 目に見えない

外来生物 (野生生物感染症など ) のモニ タ リ ング手法を開

発する。 外来生物の侵入経路 ・ 分布拡大プロ セス を生態

学的要因および経済学的 ・ 社会学的要因か ら 解明する。

GIS 情報を駆使し て、外来生物の生息適地を推定し、 リ ス

ク マ ッ プを作成する。 新規な防除技術を開発する。 数理

生態学的な手法によ って、 外来種の分布拡大予測モデル

および、 効率的防除戦略シナ リ オを導出する数理モデル

を開発する。 最適な管理計画の策定を試みる。

サブテーマ 2 　 遺伝子組換え生物によ る生物多様性影響

評価と管理

GM セイ ヨ ウ アブラナが在来ナタネ類と交雑する リ ス ク

を評価する ために、 送粉昆虫によ る GM セイ ヨ ウ アブラ

ナの花粉流動を明ら かにする。 雑種性が疑われる個体が

発見された、 GM 個体 と在来アブラナが混生する集団 と

その周辺環境下で実際に雑種形成が起き ているのかを詳

細な遺伝子分析を通じ て確認する。 雑種が確認された場

合には、 経年調査をおこ ない累代し て雑種繁殖が起き て

いるかを解析する。 得られたデータ を基に、 組換え遺伝

子の地域レベル ・ 全国レベルの分布拡大モデルを開発す

る。
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サブテーマ 3 　 温暖化によ る生物多様性影響評価 と管理

チベッ ト 高原を実験フ ィ ール ド と し て、 気候変化および

放牧 ・ 鉄道工事などの生息地か く 乱が植物の分布、 個体

群動態、 季節相、 多様性に及ぼす影響の長期モニ タ リ ン

グを行ない、 気候変化に伴 う 植物種の標高方向への移動

状況 ( 速度と量 )、 侵入種の有無と侵入速度、 高山植物種

の減少または絶滅を評価する。 また、 代表的な生態系に

おいて、 高山植物の微環境や動物の生息地の物理環境 (

気温 ・ 土壌温度 ・ 降水 ・ 日射など ) データの収集、 整理

と 解析を行 う 。 上記のすべてのデータ を利用し、 確率モ

デルやニ ッ チモデルなどによ って、 代表的な植物種や群

落または動物の温暖化によ る分布の変化を予測する。

〔内容および成果〕

サブテーマ 1 　 侵略的外来生物によ る生物多様性影響評

価と管理

セ イ ヨ ウオオマルハナバチのコ ロ ニー生産を阻害する た

めの薬剤選定を室内ス ク リ ーニングレベルで行い、 昆虫

成長制御剤が有効であ る こ と を見いだし た。2 次ス ク リ ー

ニングの結果、 エ ト キサゾールの効果が最も高い と 期待

された。 セ イ ヨ ウオオマルハナバチの防除単位設定のた

めのコ ロ ニー分布予測マ ッ プを作成し た。

東京埠頭におけ る アルゼンチンア リ 防除について、 薬剤

に よ る 防除効率を分析す る と と も に防除 コ ス ト も 計算

し、 単位面積あた り の防除費用を算出し た。 また薬剤に

よ る地表徘徊昆虫群集に対する影響評価を行 う ため、 粘

着 ト ラ ッ プによ り 群集構造の時間的推移を観察し、 薬剤

処理によ ってアルゼンチンア リ が抑制される こ と で在来

ア リ 類を含めて様々な節足動物類の個体数が回復する こ

と が示された。

平成23年度に予備実験で有効性が示されたDNAバーコー

デ ィ ング用プラ イマーを使用し て、 2008 年～ 2011 年に

鳥イ ンフルエンザウ イルス陽性と なった糞サンプル (188

検体 ) の鳥類種判別を実施し た。 その結果、 188 検体中

59 検体で種判別に成功し、オナガガモ (21 検体 )、マガモ

(21 検体 )、コガモ (7 検体 ) がウ イルスのキ ャ リ ア と し て重

要な鳥類種であ る こ と が判明し た。H5N1 の感染実験につ

いてはタ ンチ ョ ウ と ヤンバルク イナの感染実験が終了し

た ( 最終的にはオオタ カ、 ハヤブサ、 ハイ タ カでも実施

予定 )。 Mx 遺伝子の発現パターンから、 タ ンチ ョ ウ と ヤ

ンバルク イナは H5N1 に対し て抵抗性を示す可能性が高

いこ と が分かった。

サブテーマ 2 　 遺伝子組換え生物によ る生物多様性影響

評価と管理

除草剤耐性 GM セイ ヨ ウ アブラナが広範囲かつ高密度に

分布し ている調査地で、 訪花昆虫を 77 匹採取し た。 訪花

昆虫の 6 割がアブ類、 2 割がチ ョ ウ類、 1 割がハチ類、 1

割コ ウチュ ウ類であった。 GM セ イ ヨ ウ アブ ラナ由来の

花粉は PCR によ って花粉由来の DNA を増幅する こ と で

可能であ るが、 野外で採取し た昆虫に付着し ている花粉

を分析する ために、 感度 と 特異性を上げる必要があ り 、

除草剤耐性遺伝子のプロモーター部分を ターゲ ッ ト と し

た PCR をおこ な う 事で解決でき た。 新たな方法によ り 、

採取し た昆虫に付着し ていた花粉を分析し た結果、 3 個

体から GM セイ ヨ ウ アブラナの花粉が検出された。 平成

23 年度以前の調査結果分析し て、国道 23 号線沿いに生育

するセイ ヨ ウ アブラナの交雑率が分布密度に比例する可

能性が高いこ と示唆された。

サブテーマ 3 　 温暖化によ る生物多様性影響評価 と管理

気候変化に伴 う 高山植物の種数変化や移動速度を把握す

る ため、 チベッ ト 高原で、 異な る標高におけ る気象環境

と 種豊富度のモニ タ リ ングを継続し た。 気温の変化に伴

う フ ェ ノ ロ ジー変化は植物種によ って多様であ る こ と が

示された。 高山植物チベッ ト ト チナイ ソ ウは高標高域で

は、 展葉日までの有効積算温度に年変化がな く 、 温暖化

指標と し て有効と考え られた。

衛星データ を利用し、 北半球におけ る気温の変化に伴 う

植物の展葉期変化の関係を解析し た結果、 中緯度か ら低

緯度地域の植性の方が温度変化感受性が高い こ と が示さ

れ、 今後の気候変動によ る植生変化の予測において緯度

によ る感受性変化を考慮する必要が示された。

水温 と 海洋酸性化両方を考慮し た将来の潜在的なサンゴ

分布予測を行った。A2 シナ リ オの下ではサンゴの北上が

海洋酸性化によ って抑制する こ と が示された一方で、 B1

シナ リ オでは海洋酸性化が抑制され、 二酸化炭素排出量

の削減 と 保全策を組み合わせる こ と によ ってサンゴの保

全が可能であ る こ と が示された。

サン ゴ以外の海洋生物に関し て文献等の情報を収集し、

日本近海においては、 サンゴのみな らず大型藻類や魚類

も分布北上し ている可能性が示された。

〔関連課題一覧〕
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0913AF001 　 遺伝子組換えセ イ ヨ ウ アブ ラ ナの こ ぼれ落

ちおよび拡散に関するモニタ リ ング 73p.

1113BA005 　 外来動物の根絶を目指し た総合的防除手法

の開発 73p.

1212BY003 　 高病原性鳥イ ン フルエンザウ イルス保有状

況調査 74p.

1216KZ001 　 沿岸海洋生態系に対する気候変動の複合影

響評価研究 75p.

1115BA001 　 サン ゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動

の定量評価と将来予測 67p.

0812CD007 　 ス ト レ ス と サンゴ礁の歴史的変化 67p.

【関連課題】

1） 　 遺伝子組換えセイ ヨ ウアブ ラナのこぼれ落ちおよび

拡散に関するモニ タ リ ング

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コード〕 0913AF001

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

西沢徹

〔期　間〕 平成 21 ～平成 26 年度 （2009 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

海外での遺伝子組換え (GM) 農作物の栽培面積増大に伴

い、 国内の一般環境中への GM 農作物の侵入圧が上昇し

ている と 推測されるが、 その長期的な生育の実態は不明

であ る。 本課題では、 既に GM セイ ヨ ウがブラナの生育

が確認されている 2 ヵ所を対象にモニ タ リ ングを実施し、

長期的な個体数変動 と 場所によ る生育状況の違いを明ら

かにする。 こぼれ落ちに起因し た GM セイ ヨ ウ アブラナ

が拡散し、 近縁種 と 交雑するかど う かを判定する と と も

に、 封じ込めのエン ド ポイ ン ト を明らかにする。

〔内容および成果〕

( １ ) 種子輸送道路沿いにおけ る分布の経年調査

GM の比率が国道23号は昨年度と同様に 77% 程度になっ

ていた。 こ の値は、 輸出国における GM セイ ヨ ウ アブラ

ナの栽培面積から推定される GM 種子混入率 (70 ～ 80%

近い。一方で国道 51 号ではセイ ヨ ウ アブラナの個体数が

過去最低の 26 個体であ り 、 国道 51 号線周辺では昨年度

と同様に GM がゼロの状態が続いている。国道 23 号線周

辺では ２ 種類の除草剤耐性遺伝子を保有する個体 ( ス

タ ッ ク系統 ) が 0.9% 程度見つかったが、 昨年の出現率

(1%) と同程度で推移し ていた。 セイ ヨ ウ アブラナの総個

体数は昨年度の約 1.5 倍の 944 個体であ り 、 再び増加傾

向にあった。

( ２ ) 種子輸送道路沿いにおける GM 個体分布の周年変化

3 年間の調査が終了し た。 国道 51 号線では 4 月に生育個

体数のピーク が認め られるが、 3 年間で個体数が激減し

てお り 、 いずれは消滅する可能性が高い。 国道 23 号線に

おいては、 1 年を通じ てセ イ ヨ ウ アブ ラナの生育が認め

られ、 冬季で も開花個体や実生個体が確認された。 基本

的には陸揚げ港から各地に至る (陸揚げ港から離れる ) 車

線側の方が、 陸揚げ港に至る車線側よ り も多 く の個体が

生育し ていた。 国道 23 号線沿いでは、 すべての調査地点

において個体数は 4 月に最大、 8 月に最小になる こ と が

明 ら か と な っ た。 雲出大橋周辺の国道 23 号沿いでは、

2010 年度は四日市港に至る側の車線で多 く の個体が生育

し ていたが、 2011 年度こ の傾向が逆転し、 今年度は、 再

び四日市港に至 る 側の車線で多 く の個体が生育 し てい

た。 これは、 排水溝の溜め枡が再び詰ま ったま ま放置さ

れた結果、 これら の場所に生育し ていた幼個体から種子

が散布された可能性があ る。

2） 　 外来動物の根絶を目指し た総合的防除手法の開発

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1113BA005

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

横溝裕行， 井上真紀， 森口紗千子， 深澤圭太，

岡本卓

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

2005 年 6 月に施行された外来生物法では、在来の生態系、

農業環境、 および人の健康な生活に悪影響を及ぼす、 ま

たは、 及ぼすおそれのあ る外来生物を 「特定外来生物」

に指定し て、 それ ら の国内への持ち込み、 国内の移送、

飼育、 および野外への放逐を禁止する。 2010 年 3 月現在

までに 102 種類の外来生物種がこの特定外来生物に指定

さ れてい る。 既に野外に定着し てい る特定外来生物は、

政府および自治体が主体 と なって、 これを駆除する こ と

が必要と される。

しかし、 法律施行から 5 年経った現在において、 駆除も

し く は防除に成功し た特定外来生物は1種も存在し ない。

特に特定外来生物指定に際し て大き な話題を呼び、 象徴

的な存在 と も なっているオオ ク チバス、 マングース、 セ

イ ヨ ウ オオマルハナバチなどですら、 環境省 ・ 自治体 ・

NPO および住民らの多大な努力にも関わらず、 未だ防除

の見通しは立っていない。 また、 当初、 広島県でのみ確

認されていたアルゼンチンア リ は、 確実に分布を広げて

お り 、 瀬戸内海沿岸地域、 静岡、 横浜な どの港湾都市、
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さ ら には京都市内や岐阜県等、 内陸部に ま で侵入が始

ま っている。 折し も本申請書作成中に新たに東京都にお

いて も侵入が確認された (2010 年 10 月 )。 さ らに輸入資

材か ら、 ヒ ア リ やアカカ ミ ア リ などの危険な種の混入が

認められる なか、 水際での侵入阻止のための技術開発は

緊急の課題と される。

こ れまでに防除が成功には至っていない要因 と し ては、

1) 防除に必要 と さ れる生物学的情報の整備が遅れてい

る、 2) 農業被害や健康被害が出ている現場で場当た り 的

に防除が実施されてお り 、総合的防除に至っていない、3)

低密度時の効率的な防除手法が確立されていない、 4) 防

除事業が地域ご と にばらばら に実施されてお り 、 事業間

の緊密な連携と情報交換が不足し ている、5) 薬剤使用等、

新しい防除手段の開発が遅れている、 6) 問題に対する国

民的な認知が不足し ている こ と、 などがあげられる。

2010年10月に第10回生物多様性条約締約国会議COP10を

名古屋で迎え、 本会議の中で初の侵略的外来生物対策の

作業部会が開催され、「外来生物の侵入防止や駆除の方法

等の情報を各国が共有でき る よ う 、 専門家で作る国際的

な研究グループを新たに設置する」 と い う 声明が発表さ

れた。 さ ら に本会議で打ち出された新しい生物多様性保

全のための国際目標 「愛知ターゲ ッ ト 」 の中に も、 重要

な外来生物の速やかな防除法の確立が 「Target9」 と し て

盛 り 込まれた。 議長国であ る我が国は、 外来生物対策に

特化し た法律を作 り 出し た点で世界を リ ー ド し てお り 、

上記の COP10 で発表された外来種対策目標に対し て も、

科学的データに基づき革新的防除手法を開発する と と も

に様々な問題点を解決し、 世界に先駆けて成功事例を作

り 上げ、 さ ら にその情報を国際発信する こ と は、 生物多

様性国家戦略の観点か ら も、 国際貢献の観点から も、 重

要な課題と位置づけ られる。

本研究課題では、 生態学的に も環境政策的にも問題性が

大き く 、 早急な防除が認め られる外来生物の う ちの動物

分類群について、 確実な防除の成功を目指し た集中的な

調査 ・ 研究を行 う こ と で貢献を目指すも のであ る。 対象

生物は特定外来生物に指定され、 かつ火急的対策が求め

られる も の と し て、 昆虫類ではアルゼンチンア リ を含む

外来ア リ 類およびセ イ ヨ ウオオマルハナバチ、 魚類はオ

オ ク チバスおよびブルーギル、 爬虫類はグ リ ーンア ノ ー

ル、 哺乳類はマングースおよびア ラ イ グマを選定し、 こ

れらの種の国内外における防除実態 (失敗や成功事例 ) の

情報収集を行い、 防除に関する情報の整備 と 分析を行 う

と と も に、 必要 と される外来生物の生態学的情報の収集

と 防除手法の開発を行 う 。 得られた情報を も と に、 防除

の有効性を評価する と と も に、 効率的な防除戦略を立案

する。 防除事業ネ ッ ト ワーク を構築し、 得られた研究成

果に基づき全国レベルでの防除体制の強化を行 う 。

〔内容および成果〕

(1)外来昆虫類の防除手法開発および外来生物防除ネ ッ ト

ワーク の構築

試験モデル地区において、 誘因 ト ラ ッ プによ る薬剤の持

ち帰 り 効果および薬剤の種類および投与量によ る防除効

果の変動を調査し た。 薬剤の環境中動態を把握し た。 燻

煙処理試験を実施し、 効果的な薬剤を選定し た。 在来の

各種ア リ 類や地表徘徊性昆虫の薬剤感受性を評価し た。

(2) 外来魚類の防除手法開発および防除体制強化

試験モデル水域において、 各種の生息抑制手法の有効性

について、 その効率を高める ための改良の継続を含めて

検討し、 地元の協力を得ながら、 水域特性に応じ た総合

的防除のあ り 方を さ ぐ った。

(3)グリ ーンアノ ールの生物学的特性に基づく 防除戦略開発

野外の試験区におけ る薬剤等の効果を実証し た。 また誘

因及び忌避の手法について、 室内の調査を行った。

(4) マングース超低密度個体群に基づ く 防除戦略開発

抗血清の認識を評価し た。 アマ ミ ト ゲネズ ミ の飼育下実

験集団を確保し、 忌避方法の探索 と 評価および選定を し

た。 マングースが忌避する臭いおよび行動パターンを探

索し た。

(5) ア ラ イ グマの効率的防除戦略開発

探索犬の活用プロ グ ラ ム作成、 単箱型ワナのオプシ ョ ン

テス ト の完了 と基本的構造 と オプシ ョ ン レパー ト リ ーの

確定、 全国対策情報の収集と HP での情報公開システム

の試作を実施し た。

(6) 防除実践のためのモデル解析

サブテーマ (1) ～ (5) と連携し て、 開発された防除手法お

よび実験データに基づき、 根絶事業の成功確率、 最適防

除戦略、 防除の リ ス ク を予測し た。 得られたデータ を各

サブテーマにフ ィ ー ド バッ ク し て防除手法の戦略の改善

を図った。

3） 　 高病原性鳥イ ン フルエンザウイルス保有状況調査
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〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY003

〔担当者〕 ○大沼学 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

平成 16 年、 19 年、 20 年、 22 年および 23 年に日本国内

で発生し た高病原性鳥イ ンフルエンザの感染経路につい

て渡 り 鳥等の野生鳥類がウ イルスの伝搬に関わっている

可能性があ る。 高病原性鳥イ ン フルエンザウ イルスが希

少種へ感染し死亡率が通常よ り も上昇する可能性が懸念

される こ と から、 渡 り 鳥を含む野生鳥類について高病原

性鳥イ ンフルエンザウ イルスの保有状況を年間を通し て

モニタ リ ングする。

〔内容および成果〕

平成 24 年 4 月 1 日から平成 25 年 3 月 31 日にかけて、環

境省が指定し た各都道府県のサンプ リ ング地点52箇所よ

り 水禽類の糞を採取し検査用サンプル と し た。 また、 各

都道府県で回収された死亡野鳥の気管ス ワブ と 総排泄腔

ス ワブについて も検査用サンプル と し た。 サンプル数は

水禽類等の糞サンプルが 2,305 検体および死亡野鳥ス ワ

ブサンプルが 311 検体の合計 2,616 検体であった。 これ

らの検体から EZ1 Virus Mini Kit v2.0(QIAGEN 社 ) あ るい

は MagMAX AI/ND Viral RNA Isolation kit(Ambion 社 ) で

RNAを抽出し、LAMP法(栄研化学株式会社)によ って イ ン

フルエンザ A 型ウ イルス遺伝子の検出を実施し た。 その

結果、 イ ンフルエンザ A 型ウ イルス遺伝子陽性反応を示

し たのは、 2,616 検体の中で 49 検体であった。

4） 　 沿岸海洋生態系に対する気候変動の複合影響評価研

究

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コード〕 1216KZ001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

海洋沿岸生態系は極めて高い生物多様性や生物生産性を

有 し てお り 、 生態系サービ ス の観点か ら も 人間社会に

と って数多 く の恩恵を提供し ている。 一方で、 地球温暖

化や海洋酸性化 と いった地球規模的要因や、 土地開発に

伴 う 土砂流入や過剰な漁業等 と いった局地的な要因によ

り 、 沿岸生態系は地球上で最も深刻かつ急速に劣化し て

いる生態系の 1 つ と し て、 その保全に向けた対策が急務

と なっている。しかし、その劣化には様々な時空間スケー

ルを持つ要因が複雑に絡み合 う ため、 地域で対策を講じ

れば環境劣化を防止または軽減でき る局地的な撹乱要因

と、 地球規模的現象に起因する ため地域での対策では環

境劣化を回避でき ない撹乱要因を明確に区別し て、 どの

よ う な時空間ス ケールで対策を講じ るべきか、 主た る対

策は適応策なのか緩和策なのかを定量的に把握 ・ 予測し

てお く 必要があ る。

本課題では、 地球温暖化や海洋酸性化 と いった地球規模

的現象が今世紀末までの沿岸生態系に及ぼす影響を複合

的に予測し、 併せて結果の不確実性を定量的に示すこ と

で、 将来に向けて人間社会が海洋保護区の設置を含めた

生態系保全や、 地球温暖化に伴 う 水温上昇の影響に応じ

た養殖域の移動に向けたガ イ ド ラ イ ンを提示する こ と を

目的 と する。 対象海域 と し て、 大陸か ら の土砂流入等の

局地的な生態系の撹乱要因が相対的に少ないか存在する

と し て も その要因を特定しやす く 、 地球温暖化に伴 う 水

温上昇によ る生息域の高緯度側への移動が世界で最も顕

著に見られる、 つま り 地球温暖化や海洋酸性化 と いった

地球規模的な要因によ る生物影響を特定しやすい日本沿

岸を選定する。

沿岸生態系の地球温暖化影響についてはモニ タ リ ング観

測の結果に基づ く 研究例があ るが、 同じ く 地球規模的な

現象であ る海洋酸性化の生物影響に関する研究は近年始

ま ったばか り であ り 研究例が少ない。 さ ら に、 地球温暖

化 と 海洋酸性化の複合影響に関し ては観測だけでは同定

が困難であ り 、 モデルを用いた現状把握 と 将来予測に関

する研究が不可欠であ る。 本課題では、 海洋生態系のモ

ニ タ リ ング と モデ リ ングにおけ るそれぞれ世界最先端の

グループが生物影響評価指標 と シ ミ ュ レーシ ョ ン結果を

持ち寄 り 、 両者が有機的に連携する こ と で、 地球温暖化

と 海洋酸性化の複合影響について、 結果の不確実性 と 共

に定量的に評価し、 上述の目的を遂行する。

〔内容および成果〕

文献調査及び現地調査に基づき、 対象生物群の選定を行

ない、 これら の生物の分布情報及びその周辺環境に関す

る観測データベース を構築し、 生息閾値を明ら かに し、

将来予測シ ミ ュ レーシ ョ ンの結果に適用す る 準備を行

なった。 生物多様性や沿岸地域社会におけ る重要性 と い

う 観点か ら、 本研究対象 と する生物種に関する優先順位

付けを行った。

5） 　 サンゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量評

価と将来予測
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〔研究課題コード〕 1115BA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

河地正伸， 杉原薫

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

6） 　 ス ト レス とサンゴ礁の歴史的変化

〔研究課題コード〕 0812CD007

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

小熊宏之， 林誠二， 石原光則

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

3.(6) 流域圏生態系研究プログラム

〔研究課題コード〕 1115SP060

〔代表者〕 ○今井章雄（地域環境研究センター），林誠二，

越川昌美，渡邊未来，森野悠，渡邊圭司，小松

一弘，冨岡典子，高津文人，村田智吉，佐藤貴

之，岩崎一弘，金谷弦，福島路生，野原精一，

広木幹也，亀山哲，矢部徹，玉置雅紀，吉田勝

彦，伊藤昭彦，有田康一，中村雅子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

生物多様性国家戦略2010において生物多様性 と生態系の

回復は重要な国家戦略 と 位置付け られている。 生物多様

性のホ ッ ト スポ ッ ト と し て重要な生態系の保全 と、 生態

系機能を最大限活用し て生物多様性の減少を防止する こ

と が強 く 求められてお り 、 そのため生態系機能の健全性

評価に関する研究は喫緊の課題と なっている。

一方、 健全性評価には生態系機能の定量評価が不可欠で

あ るが、 その評価手法はほ と んど確立されていない。 生

態系機能 と 環境因子 と の連動関係や相互作用について も

多 く が未解明な ま まであ り 、 生態系機能の保全、 再生 ・

修復に向けた具体的な取 り 組みが大き く 進展し ない要因

と なっている。

そ こ で、 流域圏 ( 森林域、 湖沼 ・ 河川、 沿岸域 ) における

生態系を対象 と し て、 水 ・ 物質循環に着目し、 生態系機

能の新たな定量的評価手法の開発 ・ 確立を行 う 。 典型的

な生態系に対し て、 長期 ・ 戦略的モニ タ リ ング、 新規性

の高い測定法やモデル解析を駆使し て、生態系機能・サー

ビ ス と様々な環境因子と の連動関係 ( リ ンケージ ) を定量

的に評価する。 さ ら に、 機能劣化が著しい自然生態系を

対象に劣化 メ カニズムの解明 と 機能改善手法の構築を図

る。 これら の科学的知見を も と に、 メ コ ン河等の広域ス

ケール流域圏におけ る重要な生態系を戦略的に保全し、

生態系機能を最大に発揮させる こ と で生物多様性を減少

させない施策に資する戦略的環境アセス メ ン ト 手法を開

発する。 これらの成果に基づき流域圏の環境健全性を評

価し て、 生態系機能の保全、 創造、 環境修復や自然再生

の在 り 方を提言する。

さ ら に、研究成果に基づいて、流域圏における 環境因子と

生態系機能、環境因子と 生物多様性、生態系機能と 生物多

様性を定量的に繋げる 方向やアプロ ーチを展望する 。

以上の研究を推進する こ と によ り 、 以下の目標達成 と 社

会的 ・ 学術的貢献を目指す。

(1) 人工林荒廃と窒素飽和現象の関連性を解明し、適正な

人工林管理施設の推進に貢献する。 落葉樹混交の種多様

性回復が窒素貯留能に与え る影響を評価し て、 窒素飽和

改善シナ リ オ構築に貢献する。

(2) 長期モニタ リ ング、 新規の測定手法、 湖沼モデル解析

等によ り 、 湖沼におけ る水柱 と 底泥での物質循環 と 微生

物活動の連動関係、 環境因子 と 生態系機能の連動関係を

定量的に評価し、 湖沼環境の環境改善シナ リ オ作成に貢

献する。

(3) 沿岸域におけ る一次生産者の変化や移入種に よ る優

占現象が、 生物相、 水 - 生物－底質間の物質収支や食物

連鎖な ど の生態系機能へ及ぼす影響を定量的に評価す

る。 流域負荷 と 生物種多様性の関係を探索し、 生態系機

能の健全性を評価する。

(4) ダム開発に対する戦略的環境アセ ス メ ン ト の技術を

開発し、失われる沈水林の生態系機能を推定する。迅速・

高感度のアオコ定量手法を開発し、 計画中のダム貯水池

でのアオコ発生の可能性を予測する。

(5) 重要な漁業資源であ る回遊性淡水魚の回遊生態を解

明し、 ダム開発によ る食糧供給に対する リ ス ク を事前に

推定する。

(6) 沿岸域 ( 干潟等 ) における底生生物の種多様性・生態系

機能のデータベース を構築し て、 広域ス ケールの生物多

様性、 生態系機能および健全性の関係を評価する。

〔内容および成果〕

本年度は、 二つのプロ ジ ェ ク ト 間の連携を加速する ため
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に、 プ ロ グ ラ ム と し て共通的で重要な生態系機能パ ラ

メ ータ と し て生物生産量を選定し た。 プロ ジ ェ ク ト １ お

よび ２ において、 手法は異な る も のの、 藻類一次生産速

度を定量的に測定する こ と ができ た。 各プロ ジ ェ ク ト 内

において も生物生産の定量化が進展し た。 さ ら に、 プロ

グ ラ ム中盤か ら後半にかけて重要性を増すモデル解析の

進展を図る ために、 各プロ ジェ ク ト にモデル解析の専門

家各1名の参画を実現し た。モデル解析に係る陣容が整っ

てきた。

各プロ ジェ ク ト は、 当初の目標通 り に、 生態系機能およ

び重要な環境因子を定量測定 ・ 評価する手法の開発 ・ 確

立に重点的に取 り 組んだ。 結果 と し て、 新たな測定手法

や解析手法の開発 ・ 確立によ り 、 多 く の生態系機能等の

定量評価が可能と な り つつあ る。

3.(6)-1. 流域圏における生態系機能と環境因子の連

動関係の定量評価に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA061

〔担当者〕 ○林誠二 （地域環境研究セン ター）， 今井章雄，

矢部徹， 渡邊未来， 越川昌美， 岩崎一弘， 冨岡

典子， 高津文人， 小松一弘， 広木幹也， 玉置雅

紀， 金谷弦， 渡邊圭司， 川崎伸之， 佐藤貴之，

有田康一， 中村雅子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

【研究目的】

生態系機能および関連環境因子の環境因子の定量評価手

法を開発し、 人為由来の慢性的高負荷環境下にあ る流域

圏の典型的な自然生態系 ( 森林、 河川、 湖沼、 沿岸等 ) に

対する当該手法の適用を主 と する戦略的モニ タ リ ングの

実施によ り 、 生態系機能 ・ サービ ス と 環境因子の連動関

係を、 物質循環、 特に窒素や炭素の物質循環を踏まえて、

定量評価する。 長期および戦略的モニ タ リ ング、 新規性

の高い測定手法、室内実験およびモデル解析を駆使し て、

生態系機能 と 環境因子の連動関係を明ら かにする。 最終

的には， 同プロ グ ラ ム PJ2 と連携しつつ生態系機能の健

全性に係る改善シナ リ オを提言する。

【研究内容】

サブテーマ 1 ： 陸域自然生態系におけ る生態系機能 と 環

境因子の連動関係の定量的評価に関する研究 

陸域自然生態系 (例えば森林域 ) によ って生み出される多

様な生態系機能 と それに基づ く 窒素、 炭素を主 と する物

質循環と、外的環境因子 ( 例えば大気降下物負荷 ) や内的

環境因子 (例えば種の多様化 ) と の相互作用や連動関係を

明ら か と する こ と を目的 と する。 具体的には、 国内の生

態系機能の低下が著しい典型域 ( 首都圏周縁山地や東北

大演習林等 ) を対象に野外調査や室内実験を実施し、 安

定同位体等最新の計測 ・ 分析手法を開発 ・ 適用する こ と

で機能の定量化を図る。

サブテーマ 2 ： 湖沼におけ る物質循環および生態系機能

と環境因子の連動関係の定量的評価に関する研究

湖沼 ・ 河川におけ る物質循環 と 微生物生態系の関係を把

握する こ と によ って、 湖沼におけ る生態系機能の定量的

な評価を目指す。 湖沼では湖水柱 と 底泥におけ る生元素

( 炭素、窒素、 リ ン、鉄、 イオウ等 ) の挙動・循環 と微生物

生態系 ( バク テ リ ア、プラ ン ク ト ン等 ) の連動関係・相互

作用を解析する。 長期モニ タ リ ング、 新規性の高い測定

手法、 湖沼モデル解析等を駆使し て、 湖沼におけ る生態

系機能と環境因子の連動関係を明らかにする。

サブテーマ 3 ： 沿岸域におけ る生態系機能 と 環境因子の

連動関係の定量評価に関する研究

干潟や塩湿地等沿岸域におけ る環境因子であ る種多様性

や流入負荷の変化が生態系機能へ及ぼす影響を、 栄養塩

や金属の物質収支および安定同位体比を用いた食物連鎖

解析を通じ て評価する。 また、 環境因子であ る流入負荷

の変化 と、 優占種の変化や侵入種の増殖 と いった種多様

性にみられる変化 と の連動関係を解析する。 複数の場で

環境因子 と 生態系機能の比較を行い、 沿岸域 と 流域圏の

相互作用に関する評価を行 う 。

【到達目標】

サブテーマ 1 ： (1) 人工林荒廃 と窒素飽和現象の関連性を

解明し、 適正な人工林管理施策の推進に貢献する。 (2) 環

境因子 と 生態系機能 と の連動関係を解明し て、 落葉樹混

交の種多様性回復が窒素貯留能に与え る影響を評価し、

窒素飽和改善シナ リ オ構築に貢献する。

サブテーマ 2 ： (3) 長期モニ タ リ ング、 新規測定手法、 モ

デル解析等によ り 、 湖沼におけ る水柱 と 底泥での物質循
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環 と 微生物活動の連動関係、 環境因子 と 生態系機能の連

動関係を定量的に評価する。 (4) 研究成果に基づいて、 湖

沼環境の具体的な改善シナ リ オ作成に貢献する。

サブテーマ 3 ： (5) 沿岸域における一次生産者の変化や侵

入種によ る優占現象が、生物相、水 - 生物 - 底質間の物質

収支や食物連鎖などの生態系機能へ及ぼす影響を定量的

に評価する。(6)流域負荷 と生物種多様性の関係を探索し、

生態系機能の健全性を評価する。

〔内容および成果〕

サブテーマ １ ：

軽度の大気汚染環境下にあ る， 異なる間伐強度 ( 無間伐，

1/3 間伐，2/3 間伐 ) で管理されている スギ人工林試験区を

対象 と し た物質動態モニ タ リ ングの継続実施 と 水文モデ

ル解析を実施し、 多試験区に比べ強度間伐区で根圏土壌

か ら の硝酸態窒素の溶脱が、 植物生長期間において 3%

程度に抑制される こ と を定量的に確認し た。 さ ら に、 刈

取 り 調査等の結果か ら、 下層植生の発達に伴 う 吸収が、

窒素溶脱の抑制に最も寄与し ている こ と が示唆された。

サブテーマ ２ ：

藻類 ・ 細菌の生産速度， 底泥中 リ ンの存在形態， 優占藍

藻類の変動追跡， 湖内窒素循環， 溶存有機物の分子サイ

ズ分布， および底泥微生物群集構造解析に係る方法がほ

ぼ確立され， 幾つかのケースにおいて， 微生物活性や優

占微生物種 と 環境因子 と の密接な関係が示唆された。 具

体的には、 例えば、 NO3 がアンモニウ ム イオン (NH4) に

比べて比較的低濃度でしか存在し ない と NO3 は湖水中に

生成 ・ 蓄積され続け， その後， NO3 が NH4 に比べて高濃

度な る と， 植物プ ラ ン ク ト ンに よ り 消費 さ れる と い う ，

湖水中での窒素循環の メ カニズムが明らか と なった。

サブテーマ ３ ：

3 種のグ リ ーン タ イ ド形成アオサ ( アナアオサ，ミ ナ ミ ア

オサ， リ ボンアオサ ) の簡便かつ低コ ス ト な種判別手法

の開発に成功し た。これによ り ，谷津干潟における グ リ ー

ン タ イ ド の主要な形成種は， 侵入種 ミ ナ ミ アオサであ る

こ と が判明し た。種別の生物量の季節変化を明らかにし，

グ リ ーン タ イ ド通年発生地であ る谷津干潟では 11月に最

大値 1100 gFW m-2 を， 9 月に最小値 8.8 gFW m-2 を示し

た。 昨年度対照地 と し て選んだ三番瀬では大規模な グ

リ ーン タ イ ド の発生が見られず，最大でも 7 月に 58 gFW

m-2 で，在来種のアナアオサが優占し ていた。底質中の底

生生物種数の調査から、 侵入種 ミ ナ ミ アオサが優占する

こ と で干潟の生態系機能の う ち生息場供給機能について

量的には正の効果を示すこ と が明らか と なった。

〔関連課題一覧〕

1011AG001 　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構 と その

底生生物影響評価に関する研究 78p.

1012AG003 　 窒素飽和状態にあ る森林域か ら の窒素流出

負荷量の定量評価および将来予測 79p.

1212AN003 　 津波によ り 堆積物 と 混合 ・ 沈降し た流出油

の分布 ・ 消長と底質環境影響評価に関する研究 79p.

1214AO002 　 MRI 画像解析 と同位体解析によ る栄養塩や

温室効果ガスの底泥からのフ ラ ッ ク ス予測 80p.

1112CD007 　 DOMの光分解特性が生物難分解化に及ぼす

影響評価 81p.

1214CD001 　 rRNA/rDNA比を用いた富栄養湖霞ヶ浦にお

ける アオコの動態評価に関する研究 81p.

1214CD017 　 溶存無機炭素の同位体組成によ る新たな流

域診断指標の構築 82p.

【関連課題】

1） 　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構と その底生生物

影響評価に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コード〕 1011AG001

〔担当者〕 ○牧秀明 （地域環境研究セン ター）， 中村泰男，

東博紀， 金谷弦， 越川海

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

都市沿岸海域では貧酸素水塊よ る底質環境の劣化が進行

し， 底生生物の生息に甚大な影響を与えている ( 現行の

貧酸素特研によ る知見 )。 こ れを受け， 新規特別研究で

は， 貧酸素水塊の形成に伴い底質環境中に発生し， 生物

に高い毒性を示す硫化物に着目し て研究を展開する。 す

なわち， 硫化物の形成 ・ 水柱への供給過程 と， 底生生物

におよぼす影響を， 現場調査 ・ 室内実験， および数値シ

ミ ュ レーシ ョ ンによ り 明ら かにし， 底質環境の改善に資

する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

東京湾奥部 ( 水深 6 ～ 16 m) において、底質の酸素消費速

度 (SOC) におよぼす間隙水中の遊離硫化水素 (H2S) の影

響を検討し た。 H2S 濃度の上昇と と もに SOC はほぼ直線

的に増大するが、 その傾きは底質の粒度に依存し、 粒度

が大きい地点で大き な傾き を示し た。 これは、 粒度が大

きいほど底泥か ら の直上水への硫化水素の拡散が速やか
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であ る ため と考え られた。

また東京湾奥の浅海部 ( 京浜運河、 水深 3 m) において、

環境因子 と 底生生物のモニ タ リ ングを ２ 年間にわた り 実

施し た と こ ろ、 底泥中の H2S 濃度 と多毛類の消長の間に

は明瞭な負の相関関係が認め られた。 さ ら に、 底質悪化

の指標 と し て従来用いられて き た酸揮発性硫化物 (AVS)

に く らべて、 H2S 蓄積の増大のほ う が、 多毛類の減耗を

よ り よ く 説明し ていた。

一方、 京浜運河に面し た人工干潟におけ る現場飼育試験

によ り 、 二枚貝類の成長 ・ 生残と硫化物， 溶存酸素 (DO)

の関係を ２ 年間にわた り 検討し た。 2011 年の夏には大量

の斃死が生じ たが、 H2S ・ AVS ・ DO の変化によ っては二

枚貝の死滅を充分に説明する こ と は出来なかった。

2） 　 窒素飽和状態にある森林域からの窒素流出負荷量の

定量評価および将来予測

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コード〕 1012AG003

〔担当者〕 ○林誠二 （地域環境研究セン ター）， 渡邊未来，

越川昌美， 高津文人

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

筑波山を含む霞ヶ浦流域を対象に、 (1)1980 年代よ り 窒素

飽和状態にあ る筑波山森林域において集水域単位での物

質収支調査を行い、 窒素飽和状態の持続が森林域か らの

窒素 ・ リ ン流出負荷量に及ぼす影響を評価する。 (2) 霞ヶ

浦流入窒素負荷に対する各種面源負荷の寄与割合算出手

法を開発し、 窒素飽和状態にあ る森林域の負荷発生源 と

し ての寄与を定量評価する。 (3) 窒素負荷流出モデルやカ

ルシ ウ ム収支モデルの開発、 適用によ って、 窒素飽和状

態の さ ら な る持続が、 森林域の窒素負荷発生源 と し ての

寄与を増加させる こ と を定量評価する と と も に、 カルシ

ウ ムの欠乏によ る森林衰退が生じ る可能性を明示する。

〔内容および成果〕

筑波山森林試験地での毎月の定期観測か ら、 根圏域下方

(50cm 以深 ) の土壌間隙水、な らびに被圧地下水中の硝酸

態窒素濃度は、 25 年前に比べ、 年平均値 と し ていずれも

2 倍近 く 増加し、森林生態系における窒素過剰状態が明確

と なった。 また、 ス ト ロ ンチウ ム安定同位体比を用いた

カルシウ ム供給源の推定から、 母材 ( 花崗岩または火山

灰堆積物 ) がカルシウ ムの主な供給源 (樹木中カルシウ ム

の約 60 ～ 100%、渓流水中カルシウ ムの約 80 ～ 100%) で

あ る と 確認された。 花崗岩に比べカルシ ウ ム供給速度の

高い火山灰堆積物が存在する こ と か ら、 筑波山において

は、 窒素飽和状態にあって も カルシ ウ ム欠乏によ る森林

衰退が生じ る可能性は低い と考え られた。

3） 　 津波によ り堆積物と混合 ・ 沈降し た流出油の分布 ・

消長と底質環境影響評価に関する研究

〔区分名〕 新発想

〔研究課題コード〕 1212AN003

〔担当者〕 ○牧秀明 （地域環境研究セン ター）， 金谷弦

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

東日本大震災で発生し た津波によ り 破損し た陸上施設か

ら流出しヘ ド ロ と 共に海底に沈降し た石油汚染の実態 と

影響評価について、 炭化水素種の分析や底生生物の生息

状況を把握し ている調査研究例は見られない。 今後、 東

北太平洋沿岸におけ る水産業等の復興を鑑みて、 沿岸海

域の環境の実体把握が急務であ る。 また各炭化水素の分

解 ・ 消失を考慮し て、 成分変化が進行し ない内に調査を

行 う 必要が有る。

以上を踏まえて現場調査を通じ て、 石油汚染状態 と 底生

生物への影響の把握、 各炭化水素の減少 ・ 消失度合につ

いて評価する。

〔内容および成果〕

沿岸備蓄石油タ ン ク の大半が倒壊流失し、1.3 万キ ロ リ ッ

ト ルの船舶燃料用の重油が流出し， さ らに海面で流出油

が炎上し た と い う 気仙沼湾を研究調査対象域 と し て ５ 調

査点を設定し、 2012 年 5 月， 9 月， 2013 年の 1 月の三回

にわた り ４ ヶ月毎に現場調査を行った。 現場は複雑な海

岸 ・ 海底地形や近隣の島嶼がする ため、 石油 ・ 芳香族炭

化水素の海底汚染の分布は一様ではない こ と が事前の調

査で示されている。 しかし ながら、 流出油由来の炭化水

素や火災由来と考え られる PAH の分布の全体像について

は不明であ る ために、 湾内の広域な調査によ り 海底の芳

香族炭化水素の汚染実態 ・ 分布を把握し た。 併せて底生

生物の生息状況の量的 ・ 質的な把握を行い、 石油 ・ 芳香

族炭化水素汚染と の関係を評価し た。

(1) 石油・芳香族炭化水素底質中水平濃度分布把握 と湾内

移動経路推定

気仙沼湾内におけ る底質中の各種の芳香族炭化水素濃度

の分布を調べた と こ ろ、 大島の西側よ り 北側～東側～南

東側の方が高 く なってお り 、 震災発生当時、 津波で巻き
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上げられた底質と混合し た石油や PAH 類は大島の西側よ

り 主に東側を通過し て沖合に拡散し た こ と が示 さ れた。

また調査定点中最も石油タ ン ク の設置場所に近い大島の

北西端の地点では石油由来のアルキル側鎖を有する比較

的低分子の芳香族炭化水素が他の PAH に比べて非常に高

い濃度で検出されたのに対し、 大島の北東端か ら湾口部

に掛けては大島北西端よ り 高い濃度の非石油由来の PAH

が検出された地点で も石油由来の芳香族炭化水素の濃度

は格段に低 く なってお り 、 同じ湾内で、 主に流出油由来

の芳香族炭化水素によ り 底質が汚染された箇所 と 火災由

来の PAH によ り 汚染された箇所 と い う 汚染状態の違い (

区分け ) が明確に現れていた。

(2) 底質中の芳香族炭化水素汚染の鉛直分布把握

底質中の芳香族炭化水素の鉛直分布を ２ 地点について調

べた と こ ろ、泥深 10 cm 周辺が最大濃度を示し ていたが、

石油由来のアルキル側鎖を有する比較的低分子のも の と

他の高分子 PAH と の濃度ピークがずれていた。今回柱状

採泥出来た泥深 ( 最大 20 cm まで ) では芳香族炭化水素の

濃度は下が り き らず、 相当の深い箇所まで汚染されてい

る こ と が分かった。

(3) 石油 ・ 芳香族炭化水素汚染の底生生物への影響評価

底生生物の現存量 と 各芳香族炭化水素の総量 と の関係に

ついて検討し た と こ ろ、34,600 &micro;g/kg 乾泥以下の地

点 ・ 時では平均 3,400 個体 /m2 の底生生物が存在し たが、

それ以上の濃度の芳香族炭化水素が存在す る 箇所では

830個体/m2 と大幅に減少し ていた こ と から芳香族炭化水

素の高濃度汚染が底生生物の減耗に寄与し ている こ と が

示された。

(4) 底質中の石油・ 芳香族炭化水素分の消失速度の評価

今回， 震災で大量に流出し た船舶燃料用の A 重油に含ま

れる 各炭化水素と 火災で生成し たと 思われる 高分子の

PAH の経時的組成変化を把握し 、将来的な底質環境におけ

る 炭化水素汚染浄化の進行状況の評価を行った。各芳香族

炭化水素の８ ヶ 月間における 分解消失の進行度合につい

て検討し たと こ ろナフ タ レ ン等の易分解性で低分子のも

のについては半分以上減少し ていたが、それ以外のも のに

ついては石油に含ま れる 比較的低分子のも のについては

減少傾向が観ら れたも のの、火災由来と 思われる 高分子の

PAH についてはほと んど減少は観ら れなかった。

4） 　 MRI 画像解析と同位体解析による栄養塩や温室効果

ガスの底泥からのフ ラ ッ クス予測

〔区分名〕 分野横断

〔研究課題コード〕 1214AO002

〔担当者〕 ○高津文人 （地域環境研究セン ター）， 今井章

雄， 小松一弘， 渡邉英宏， 広木幹也， 岩崎一弘，

上野隆平

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

背景 ・ 目的 ： 近年の指定湖沼の水質モニ タ リ ング結果は、

流域からの流入負荷が減ったにもかかわらず、COD、TN、

TP と いった湖沼環境基準の達成率が一向に改善されない

現状を示し ている。 その理由 と し ては長期間にわた り 有

機物の堆積し た底泥表層が嫌気的にな る こ と で リ ン酸イ

オンやアンモニウ ム イオン と いった栄養塩類が底泥か ら

放出され、 藻類の異常繁殖が繰 り 返される ため と 言われ

ている。 こ う し た湖沼の水質の現状を踏まえ、 新たな環

境基準と し て底泥直上 １ ｍ の溶存酸素濃度が導入されよ

う と し ている。 底泥表層では有機物の分解が活発で、 大

量の酸素が消費されている。 また底泥表層付近に蓄積し

やすい メ タ ンや硫化水素 と いった還元性ガスは底泥表層

で酸化される際に多量の酸素を消費する。 底泥が嫌気的

になる と メ タ ンや N2O と いった温室効果ガスが放出され

る。 栄養塩や温室効果ガスの底泥から の放出を抑え る た

めには底泥表層を酸化的に維持す る こ と が重要であ る

が、 その効果的 ・ 持続的な施策方法は未だ見つかってい

ない。

栄養塩や温室効果ガスの底泥か らの放出を コ ン ト ロール

し て い る と 考 え ら れ る 酸化還元境界層の深 さ (RBD:

Redox Boundary Depth) の推定はあ る程度測定可能であ る

が、 何によ ってそれが決定されるかは底泥表層の物理構

造の把握が困難であ り 、 RBD に影響する環境因子が多様

であ る こ と か ら仮説の域に と ど ま っていた。 本申請研究

ではこ う し た底泥研究に と って大き なブレーク スルー と

な る ２ つの達成目標を掲げる こ と で、 精度の高い底泥か

ら の栄養塩や温室効果ガスのフ ラ ッ ク ス予測に結び付け

たい と考える。

達成目標 ： 有機質主体の物理構造を明瞭に描き出すこ と

のでき る MRI 画像解析は水のシグナルを非破壊で検出で

き、 水で満た された底生動物の巣穴 と ガス泡 と いった空

隙を区別する こ と が可能であ る。 そ こ で、達成目標の １ )

と し て、 底泥を よ り 酸化的にする底生動物の巣穴の分布

様式 と 還元性ガスで満た されている と 考え られる ガス泡

の分布様式を MRI 画像解析によ って明らかにする。 ただ

し、この達成目標だけでは底泥の酸素消費や RBD の決定
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プロ セス と し て重要な メ タ ン酸化や硫黄酸化、 硝化活性

や有機物の分解活性など と の関係を明ら かにする こ と が

でき ない。 そ こ で達成目標 ２ ) と し ては、 酸化還元境界

での生物地球化学反応に伴 う 同位体分別現象を利用する

こ と で、どの深さ で RBD と関連する生物地球化学反応の

活性が高いか底泥間隙のガスの同位体組成か ら明ら かに

する。さ らに底泥から抽出し た DNA 解析によ り こ う し た

反応プロセス を担 う 微生物群の有無の確認 と 酵素活性解

析によ る有機物分解の活性把握を同時に行い、 底泥の酸

素消費に関わる生物学的側面も解析する。

〔内容および成果〕

底泥中の物理構造と し ての底生動物の巣穴を MRI 画像解

析によ り 明らかにし、 ガス泡密度を X 線 CT によ る画像

解析によ り 解析する試みと し て、 １ ) アカムシユス リ カ

を底泥コ アに試験的に投入し、 形成される巣穴の ３ D 構

造を MRI によ り 解析し た。 ２ ) 底泥コ アを室温に １ ヶ月

間放置しガス泡の変化を X 線 CT によ り 解析し た。 その

結果、MRI 画像はユス リ カの巣など比較的大き な φ の巣

穴構造を明確に識別でき る こ と が分かった。 一方、 イ ト

ミ ミ ズの巣穴など空間解像度 (0.75mm)以下の細い巣穴の

識別は容易ではなった。CT 画像は大き なガス泡の形状 と

密度を明確に識別でき た。 しかし なが ら、 小さ なガス泡

を明確に認識するには、 よ り 高解像度の CT スキ ャ ンに

かけ る必要があ り 、 現在茨城県立医療大学 と の共同研究

を模索中であ る。今後は MRI&CT 撮影画像結果を よ り 高

度な画像処理にかけ る こ と で、 深度ご と の巣穴やガス泡

の密度 ( 体積換算で ) を算出し、底泥中の酸化還元環境の

支配要因のひ と つ と し て こ う し た物理構造の変化をモニ

タ リ ングする と 同時に、 酸化還元環境を人為的に変化さ

せる操作実験の立ち上げを行 う 。

5） 　 DOM の光分解特性が生物難分解化に及ぼす影響評

価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1112CD007

〔担当者〕 ○小松一弘 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

湖水対象に、そ こに含まれる溶存態有機物 (DOM) の光分

解特性を解析する。特に太陽光を利用し た光分解特性 と，

光分解によ り 生物分解性がどのよ う に変化するのか？に

ついて解析を進め る。 応募者は、 そ う し た相互関係は

DOM の特性 ( 分子量分布、疎水性物質の割合、立体構造 )

の相違によ って異なる と推察し ている。

〔内容および成果〕

(1) 太陽光を利用し た光分解実験

今年度は、 太陽光を利用し た光分解実験を水環境保全再

生研究ス テーシ ョ ン臨湖実験施設の屋上で行った。 曇天

時 ( 約 15MJ/m2/day) の実験では、 有意な DOM 分解が見

られなかった。 曇天時の太陽光放射照度は， 昨年の人工

光を用いた光分解実験において約 4 時間照射に相当する

ため、 放射照度が充分でなかったため と 考え られる。 晴

天時 ( 約 25MJ/m2/day) には 10% ほどの DOM 分解が見ら

れ、 分解を進める ためには、 あ る程度のエネルギーが必

要であ る事が分かった。 これは昨年得られた人工光実験

での知見が裏付ける ものであ る。

(2) 光分解によ る DOM の分子サイ ズ及び蛍光特性の変化

人工光照射実験では、DOM の分子サイ ズ及び蛍光特性の

変化について よ り 詳細に解析を行った。 分子サイ ズにつ

いては、 サイ ズ排除ク ロマ ト グ ラ フ ィ ーを用い、 吸光度、

蛍光、 TOC で検出し た。 短時間照射で DOM 濃度に変化

は見られなかったが、 分子量分布では高分子→低分子へ

の変化が起き た こ と、蛍光物質 ( フ ミ ン様物質 ) →非蛍光

物質へと変化し た こ と が分かった。

6） 　 rRNA/rDNA 比を用いた富栄養湖霞ヶ浦におけるア

オコの動態評価に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD001

〔担当者〕 ○冨岡典子 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

1. 定量的 PCR を用いて Microcystis aeruginosa の rRNA 及

び rDNA 濃度を正確に測定する こ と によ り 、 その増殖 (

死滅 ) 速度と rRNA/rDNA の関連について明らかにする。

2. 冬の湖水中 と底泥中での M. aeruginosa の越冬状態を

rDNA 濃度及び rRNA/rDNA から明らかにする と共に、室

内実験に よ り 、 低温に長期間さ ら された場合の、 増殖 (

死滅 ) 速度と rRNA/rDNA 比の関連について解明する。

3.M. aeruginosa の春から夏の増殖及び秋の減衰に及ぼす

環境因子の影響を、 光環境、 温度、 栄養塩に焦点を絞 り 、

室内実験と、 現場観測によ り 詳細に明らかにする。

〔内容および成果〕

光環境及び温度環境が M. aeruginosa の春から夏の増殖及
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び秋の減衰に及ぼす影響の解明のために、 霞ヶ浦湖岸に

濁度計及び水温計を設置し、 測定を開始し た。 その結果、

風向及び風速の変化に伴 う 濁度の変化が観察され、 底泥

の巻 き 上が り を濁度計で検出で き る 可能性が示唆 さ れ

た。また、夏期及び冬期の湖水及び底泥中の M. aeruginosa

の rDNA 及び rRNA のク ローン解析を開始し た。 その結

果、2010 年 12 月の底泥中の rRNA に多 く 存在し た塩基配

列と 2011 年 8 月の湖水及び底泥中の rDNA に多 く 存在し

た塩基配列が同一であ る可能性が示され、 底泥中で越冬

し た M. aeruginosa が翌年のブルームの種になる可能性が

示唆された。

7） 　 溶存無機炭素の同位体組成による新たな流域診断指

標の構築

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD017

〔担当者〕 ○高津文人 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

河川水中の溶存無機炭素は主 と し て流域の土壌呼吸由来

の炭酸ガスが溶け込み地下水へ と 押し出されて出て き た

も のであ る こ と か ら、 集水域に負荷された分解性有機物

についての情報を得る こ と ができ、 河川へ流出する有機

物プールに比べ、 流域の炭素代謝の総合指標 と し て適し

ている。さ らに、溶存無機炭素の濃度と同位体組成 (δ13C,

Δ14C) を組み合わせる こ と で溶存無機炭素の由来(土壌呼

吸、 大気、 炭酸塩 ) と主た る分解基質を解析する こ と が

でき るが、 網羅的に研究された例はほ と んどない。 本研

究は石灰岩地帯 を 含む多様な水試料 を 採水 し、 δ13C,

Δ14C から導かれる新たな同位体指標を創出し、流域の炭

素代謝を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

河川水中の DIC の起源は土壌への浸透過程で取 り 込まれ

る土壌呼吸由来の炭酸ガスが主た る ソースであ る と 考え

られる。霞ヶ浦流域の小河川 80 地点で出水時における河

川水のサンプ リ ングを行い、 河川水中の DIC の安定同位

体比 (δ13/C) と濃度を測定し た。その結果、DIC の濃度は

畑地で高 く 、 森林で低 く なった こ と か ら、 施肥に伴 う 土

壌間隙水のアルカ リ 度の上昇が示唆された。 H2CO3 の濃

度と δ13C の結果から水源が湿地や池など水の滞留時間

の長 く な る地点の一部で大気交換や光合成の影響がみら

れた。 それ以外の大部分の地点では、 DIC 形成時の土壌

呼吸由来の CO2 の δ13C は－ 22.5‰ 程度と考え られ、 C3

植物遺体の堆積層下にあ る腐植層の土壌間隙水の流出が

示唆された。 流下過程で起き る大気平衡や光合成の影響

が １ 割程度の地点で し か見ら れなかった理由 と し ては、

小河川で出水時の採水であった こ と が影響し た と 考え ら

れた。

3.(6)-2. 戦略的環境アセス メ ン ト 技術の開発と自然

再生の評価に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA062

〔担当者〕 ○福島路生 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

冨岡典子， 村田智吉， 野原精一， 広木幹也， 亀

山哲， 吉田勝彦

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

日本列島 と メ コ ン川流域またその周辺地域はいずれも ア

ジアの代表的な生物多様性ホ ッ ト スポ ッ ト と し て知られ

る。 本研究では、 これら の地域の湿地生態系を対象 と し

て広域ス ケールに対応し た戦略的環境アセス メ ン ト 技術

を開発し、 それら の技術を用いた河川流域の総合的環境

管理に資する研究を行 う 。

 まず重要な湿地生態系を対象に、 生物多様性 ・ 生態系機

能に関する既存情報についてデータベース化を行 う 。 そ

し て上流か ら中流域にかけての湿地生態系を大き く 改変

し う る ダム開発に着目し、 ダム貯水池での底泥におけ る

栄養塩等の物質循環機能の定量化、 有害藻類発生の機構

解明 と その予測、 有用淡水魚類の回遊生態 と 食物網構造

を解明する ための技術開発を行 う 。 また下流域から沿岸

域にかけての湿地生態系では、 新たな自然再生適地を合

理的に抽出する ための技術を開発する。

これら の技術を駆使し て、 ダムが及ぼす湿地生態系への

潜在的な影響を評価し、 その影響緩和を優先的に行 う 場

所の選定や具体的な手法についての提言を行 う 。同時に、

ダム貯水池での淡水魚の養殖事業の効果、 また現在行わ

れている沿岸域での自然再生事業の効果を科学的に検証

する こ と で、 これらの事業の効果の改善、 効率化を図る。

〔内容および成果〕

メ コ ン流域ではタ イ ( ４ ダム貯水池 )、 ラオス ( １ ダム貯

水池 )、 またカンボジア ( １ 湖沼 ) において 5， 8， 11， 2

月の 4 回の生物 ・ 陸水学的モニ タ リ ングを実施し た。 主

な成果 と し ては、 底泥の粒子サイ ズまた鉄酸化物が リ ン

の蓄積量を説明する こ と、 タ イの ２ つの貯水池、 またカ

ンボジアの ト ン レサ ッ プ湖か ら、 有害藻類であ る ミ ク ロ
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キ ステ ィ スが検出された こ と、 これら の水界で測定し た

一次生産速度が水界中の リ ン濃度によ って説明される こ

と、 また反対に一次生産速度は各水界の漁獲量 と 有意な

正の相関を持つこ と などであ る。 メ コ ン川流域から広 く

採集 し た コ イ 科魚類 ト レ イ リ エルの耳石化学分析か ら

は、 本種がダムで分断された支流で著し く 回遊範囲を制

限されている こ と が示唆された。 以上の結果から、 ダム

建設、 貯水池造成に と も な う アオコ発生の リ ス ク、 期待

される漁業生産、 また反対に失われる野生魚 ( 特に回遊

魚 ) の推定や評価を戦略的に行 う ための基盤はあ る程度

確立でき た。 自然再生適地の抽出に関し ては、 ベ ト ナム

沿岸マング ローブ林、 また福島県松川浦の底生生物を指

標生物 と し て現地調査を行った。 前者ではマング ローブ

林を構成する現地の代表的な樹種ご と に、 生育に適し た

標高 ( 比高 ) が求ま り 、 効率的な植林に役立つ情報を得

た。津波の被害を受けた松川浦では平成 15 年の生物調査

の結果と比較し、 著し く 現存量が減少し た生物 ( ウ ミ ニ

ナ、 カ ワザンシ ョ ウガ イ など ) のいる こ と が分かった。

〔関連課題一覧〕

1214BA005 　 国際河川 メ コ ン川のダム開発 と 環境保全－

ダム貯水池の生態系サービ スの評価 83p.

1213NA001 　 熱帯ダム貯水池の沿岸区域におけ る底泥の

生成 ・ 堆積過程と栄養塩循環機能の解明 83p.

1213NA002 　 絶滅危惧淡水魚イ ト ウ ( サケ科 ) の新たなモ

ニタ リ ング手法の開発 84p.

【関連課題】

1） 　 国際河川メ コ ン川のダム開発と環境保全－ダム貯水

池の生態系サービスの評価

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1214BA005

〔担当者〕 ○福島路生 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

広木幹也， 村田智吉， 冨岡典子， 吉田勝彦

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

本研究は国際河川 メ コ ン川で急速に進むダム開発によ る

生態系への影響、 特に淡水魚類の生物多様性 と 生態系

サービ スへの影響を予測し、 リ ス ク の少ない開発に メ コ

ン地域を導 く こ と を目的 と する。 メ コ ン川には南米アマ

ゾ ン川に次いで世界で ２ 番目に多い淡水魚種が生息し、

世界最大の漁業生産 ( 約 260 万 ト ン / 年 ) が流域の人口約

７ 千万の人々の食料 と 生計を支えている。 しかし、 流域

では近年の著しい経済発展に伴い電力需要が急増し、 発

電用ダムの開発計画が目覚ま しい勢いにあ る。本研究は、

ダム貯水池生態系の物質循環を解明し、 開発で失われる

生態系サービ ス を ど こ まで貯水ダムでの漁業生産によ っ

て補え るかを評価する。 またダム開発に伴い想定される

自然環境の劣化を回避あ るいは緩和する ための政策提言

を本研究活動を通じ て行 う 。

〔内容および成果〕

( サブテーマ 1) メ コ ン流域の ５ つのダム貯水池 と １ つの

自然湖沼でのモニ タ リ ング体制を確立し、 4 回の調査を

実施し た。 その中で、 底泥粒子サイ ズ と リ ン と の関係を

明ら かにし、 有害藻類 ミ ク ロ キ ス テ ィ スの検出、 一次生

産速度を推定し た。 一次生産速度から水界ご と の魚類生

産があ る程度推定でき る こ と が分かった。 また漁業生産

がきわめて高いこ と で知られる ト ン レサ ッ プ湖 ( アジア

最大の自然湖沼 ) では浮遊懸濁物濃度が高いこ と から、水

中に到達する光が制限され、 面積当た り の一次生産がダ

ム貯水池 よ り も 季節的に著 し く 低 く な る こ と が分かっ

た。

(サブテーマ ２ )代表的な漁業対象種であ る4種の淡水魚に

着目し、 その年齢形質 ( 耳石、 ウ ロ コ、 鰭棘など ) につい

て年齢査定の可能性を模索し た。 その結果、 ラ イ ギ ョ を

除 く 3 種については鰭棘の切断面が最も信頼性の高い年

齢形質であ る と 考え られ、 ラ イ ギ ョ については鱗が好適

な年齢形質と推定された。

(サブテーマ ３ ) メ コ ンで最も漁獲量の多い ト レ イ リ エル(

コ イ科 ) の耳石を分析し た結果、 本種が群れを成し て回

遊する性質のあ る こ と、 ダムによ る分断で一部の河川 (

支流 ) において回遊行動が抑制されている こ と などが分

かった。

( サブテーマ ４ ) メ コ ンのダム建設で失われる生態系サー

ビ ス、 また一方で得られる生態系サービ スについての費

用便益分析を行 う ための統計資料等を現地研究協力機関

を通じ て入手する こ と ができ た。

2） 　 熱帯ダム貯水池の沿岸区域における底泥の生成 ・ 堆

積過程と栄養塩循環機能の解明

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コード〕 1213NA001

〔担当者〕 ○村田智吉 （地域環境研究セン ター）， 福島路

生， 広木幹也， 冨岡典子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕
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経済発展が急速に進む メ コ ン流域では数多 く の発電用ダ

ム開発が計画されている。 ダム貯水池は天然湖沼 と 異な

り ， 人為的に沿岸部が形成される と い う 特徴があ る。 湖

沼沿岸部は陸域 と 水域の接点であ り ， 栄養塩などの物質

の動態も よ り 複雑にな る と 考え られるが， 熱帯ダム貯水

池におけ る沿岸の底泥堆積状態や栄養塩循環機能につい

ては未解明な点が多い。本研究では メ コ ン流域を対象に，

熱帯のダム貯水池沿岸部に堆積する底泥成分の １ ） 起源

や性状など生成学的特徴を把握する と と も に， ２ ） リ ン

などの栄養塩循環の反応場 と し ての機能評価を行 う こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

メ コ ン流域に存在する ４ か所のダム湖 ( タ イおよびラオ

ス ) について， それぞれ後背地の土地利用などが異なる

複数の箇所で底泥の堆積状態の観察， 有機炭素量や リ ン

含量な ど構成成分に関する化学分析を実施し た。 ま た，

ダム湖の対照地と し て自然湖沼 ( カンボジア ) について同

様の調査 ・ 分析を実施し た。 これらの観察 と 分析結果を

も と にダム湖湖岸に堆積する底泥の生成過程を現在検証

し ている。 構成成分の組成か ら一部明らかになった こ と

は， ダム湖， 自然湖沼の違いに関わ らず， 底泥中の鉄酸

化物量が増加するに従い， 無機態 リ ン含量も増加する傾

向が認め られた。 おそ ら く 鉄酸化物表面が無機態 リ ンの

貯留場と し て機能し ている もの と考え られる。

[ 備考 ]

( 財 ) ク リ タ水･環境科学振興財団 国内研究助成

3） 　 絶滅危惧淡水魚イ ト ウ (サケ科 )の新たなモニ タ リ ン

グ手法の開発

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コード〕 1213NA002

〔担当者〕 ○福島路生 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

本研究は絶滅危惧淡水魚イ ト ウ (Parahucho perryi) が比較

的数多 く 生息する北海道北部の河川において，2013 年春，

本種の産卵期に現地調査を行い， 以下 ３ つの目的を達成

する も のであ る。 産卵のために遡上する親魚を， 最下流

に設置する高分解能音響ビデオカ メ ラ (DIDSON) によ り

３ 週間ほど連続し て記録し， 過去の産卵親魚の個体数推

定値 と比較し， 生息数の推移を調べる ( 目的 １ )。 また

DIDSON に加え， 最上流の産卵場にも定点カ メ ラ を多数

設置し， 遡上し て く る イ ト ウ を撮影する こ と で， 産卵場

の空間分布を把握し， 同時に遡上に要する時間やタ イ ミ

ングを支流ご と に記録する。 これによ り イ ト ウの産卵分

布を規定する要因 ( 遡上障害と な る カルバー ト や堰など )

を特定する。 また イ ト ウに対する脅威でも あ る遊魚 ( 釣

り ) の自粛時期を科学的根拠に基づいて提案する ( 目的

２ )。本研究は，遠隔かつ非破壊にて生物の行動を観測す

る リ モー ト センシングの一種であ る。 これまで例のない

淡水魚類への航空機 リ モセンの応用な ど も視野に入れ，

研究の発展性を検証する ( 目的 ３ )。

〔内容および成果〕

調査時期はイ ト ウの産卵期 (4 月から 5 月 ) であ る ため、

H24 年度は調査準備 と し て、 必要機材の手配 と関係機関

と の調整に費やし た。

3.(7) 環境都市システム研究プログラム

〔研究課題コード〕 1115SP070

〔代表者〕 ○藤田壮（社会環境システム研究センター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

都市の社会 ・ 経済 と 環境特性に応じ た、 環境負荷の増大

と 自然環境劣化の克服に向けての将来ターゲ ッ ト を設計

し て、 そ こへ到達する実効的な、 地域 と 都市 ・ 地区の環

境技術 と 政策のシステムを描 く 計画手法 と 評価体系の研

究開発を進める。 具体的には、 水、 エネルギー、 資源循

環を制御する環境イ ノ ベーシ ョ ン技術 ・ 施策の研究開発

と と もに、関連する社会制度システムの定式化を進めて、

国内外で展開可能な環境都市マネジ メ ン ト の技術 ・ 施策

パッ ケージ と し て形成する。 その う えで都市や地区の経

済、 環境特性に応じ て技術 ・ 施策をカ ス タマ イ ズ し て適

用する 「環境ソ リ ューシ ョ ン」 システムの研究開発を進

める。

〔内容および成果〕

産業 ・ 生活 ・ 交通等の人間活動の中心であ る都市におい

て、 環境への影響を低減する技術 と 施策の組合せを計画

し てその実現を進める方法論の開発を進めた。 環境計画

や環境評価の手法を活用し て、 都市生活や産業活動の環

境性能を高める技術 と 制度を、 地域 と 都市 ・ 地区のマル

チス ケールの施策パッ ケージ と し て計画する手法の開発

と その社会実装によ って、 地域や地球の環境問題の改善

への貢献 と と も に経済の活力や暮ら しの豊か さ を実現す

る 「環境都市」 形成の方法論の開発研究を進めた。

本研究プロ グ ラ ムでは、 社会 ・ 経済活動が集積する都市
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について環境負荷の増大 と自然環境劣化の克服に向けて

の持続可能な将来シナ リ オを構築し て、 そ こへ到達する

実効的な 「都市 ・ 地区のロード マ ッ プ」 を提示するため、

環境技術シス テムを含む計画 と 評価体系の研究開発を進

めた。 具体的には、 水、 エネルギー、 資源循環の先進的

な基盤や産業を含む環境イ ノ ベーシ ョ ン技術システムの

研究開発 と と も に、 関連する社会制度システムの定式化

を進めて、 環境都市マネジ メ ン ト の技術 ・ 政策パッ ケー

ジのデータベース と し て形成する。 その う えで都市や地

区の経済、 環境特性に応じ て技術 ・ 政策をカ ス タ マ イ ズ

し て適用する 「環境ソ リ ューシ ョ ン」 プロセスの研究開

発を進めた。

これら の一連のプロセス開発を、 国内およびアジアで環

境モデル都市、 地区において産官学連携によ る実証研究

を進める こ と によ って、技術の社会実装プロセスの開発、

地区マネジ メ ン ト シ ス テム と し ての機能高度化の研究、

およびモデル地区を中核 と する 「環境都市」 と 地域の計

画への適用を含むマルチステージの社会展開のガ イ ド ラ

イ ンを構築研究を進めた。 都市の社会 ・ 経済 と 環境の特

性に応じ た、 環境負荷の増大 と 自然環境劣化の克服に向

けての将来ターゲ ッ ト を設計し て、 そ こへ到達する実効

的な地域 と 都市 ・ 地区の環境技術 と 政策のシステムを描

く 計画手法と評価体系の研究開発を推進し た。

具体的には、 水、 エネルギー、 資源循環を制御する環境

イ ノ ベーシ ョ ン技術 ・ 施策の分析や研究開発 と と も に、

関連する社会制度シス テムの定式化を進めて、 国内外で

展開可能な環境都市マネジ メ ン ト の技術 ・ 施策パ ッ ケー

ジ と し て形成し た。 その う えで都市や地区の経済、 環境

特性に応じ て技術 ・ 施策をカ ス タ マイ ズ し て適用する環

境技術 ・ 施策の計画 ・ 設計のプロセスに人間活動から発

生する大気汚染、 水質汚濁等 と と も に環境資源への影響

を解析する シ ミ ュ レーシ ョ ン研究を踏まえた技術 ・ 施策

システムによ る環境ソ リ ューシ ョ ン研究 ( 地域環境研究

分野 ) と人間活動の現況分析 ・ シナ リ オ開発 ・ モデル評

価を行 う 社会発展シナ リ オの研究 ( 社会環境システム研

究分野 ) を結合し、 環境質の劣化からの人間活動への影

響および環境質の劣化の予防的回避を制約条件 と する解

析を含めた、 社会費用の小さ な都市の構造 と そのガバナ

ン ス ・ システムを見出す分野横断的研究をめざ し た。

プロ ジェ ク ト １ では都市 ・ 街区ス ケールで環境効率を高

める技術を中核とする 「都市－街区・拠点技術のソ リ ュー

シ ョ ンの研究」 を主眼にする。 プロ ジ ェ ク ト ２ では、 そ

の技術 ・ 施策の ソ リ ューシ ョ ン を含む、 よ り 包括的な都

市環境要素を操作変数 と し て地域－都市ス ケールの長期

シナ リ オ と ロード マ ッ プを計画する研究を進めた。

都市の社会 ・ 経済 と 環境特性に応じ た、 環境負荷の増大

と 自然環境劣化の克服に向けての将来目標を提示し て、

そ こへ到達する実効的な、 地域 と 都市 ・ 地区の環境技術

と 政策のシステムを描 く 計画手法 と 評価体系の研究開発

を進めた。 具体的には、 水、 エネルギー、 資源循環を制

御する環境イ ノ ベーシ ョ ン技術 ・ 施策の研究開発 と と も

に、 関連する社会制度システムの定式化を進めて、 国内

外で展開可能な環境都市マネジ メ ン ト の技術 ・ 施策パッ

ケージ と し て形成し た。 その う えで都市や地区の経済、

環境特性に応じ て技術 ・ 施策をカ ス タマ イ ズ し て適用す

る 「環境都市ソ リ ューシ ョ ン」 システムの研究開発を進

めた。 川崎市 と 中国瀋陽市での社会実装研究に加えて、

内閣官房の環境未来都市事業 と 連携し て、 東北の復興都

市 (福島県新地町 ) の環境エネルギー計画の策定を通じ て

以下の研究の社会出力を進めた。

(1) 都市、地域の特性に応じ た環境都市 と モデル地区を計

画し、 効果を算定する基本的な枠組みの構築。

(2)空間的にま と ま った単位で複合的な環境問題を解決す

る技術・施策 ( 環境都市ソ リ ューシ ョ ン ) の計画 と評価シ

ステムの構築。

(3)国内都市での低炭素都市や地域循環圏の計画ガイ ド ラ

イ ンに反映す る 研究 と ア ジ ア都市に技術シ ス テ ムの研

究。

(4) 将来シナ リ オの構築手法の開発を進める と と もに、低

炭素やコベネフ ィ ッ ト などの社会環境ターゲ ッ ト に応じ

たマルチス ケールの地域 ・ 都市 ・ 地区の計画などの都市

環境施策への反映プロセスの検討。

3.(7)-1. 都市の環境技術 ・ 施策システムの評価と社

会実証プロセスの構築

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA071

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター） ，

一 ノ 瀬俊明， 藤井実， 平野勇二郎， 水落元之，

珠坪一晃， 岡寺智大， 戸川卓哉， 大西悟， Dong

Liang， 金田百永

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）
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〔目　的〕

国内と アジアの都市を対象と し て、人間活動の特性と と も

にそこ から 発生する 環境汚染の環境資源への影響をふま

え、社会実証研究を通じ て環境負荷の低減と 社会経済の改

善を同時に実現する コ ベネフィ ッ ト 型の技術の開発と 、技

術群と 施策を パッ ケ ージ と し て 組み合わせる 環境ソ

リ ュ ーショ ンシス テムを構築し て、その計画シス テムおよ

び評価方法論を開発する こ と を 目的と する 。 環境シミ ュ

レーショ ンと の連携によ り 、環境技術を含む拠点的な「 環

境開発」 にむけた信頼性の高い計画シス テムを提供し 、計

画の実現によ る 環境負荷の削減を 定量化でき る 評価理論

の体系を提供する 。具体的な都市における 技術・ 施策の実

証研究と と も に、技術シス テムに加えて実装によ り その効

果を高める こ と のでき る 運用や制度施策の設計と その事

業展開プロ セス の構築およ び効果の評価を行う 。

都市 と 地域に賦存する環境資源を活用しつつ、 社会 ・ 経

済の地域特性を活かすこ と によ って、 都市 ・ 地域の環境

課題 と 社会経済の同時改善を図る コベネフ ィ ッ ト 型の技

術 ・ 施策の環境ソ リ ューシ ョ ンシステムの評価方法を構

築する。 地域シナ リ オ研究や広域環境シ ミ ュ レーシ ョ ン

研究 と の連携によ って、 都市 ・ 地域のコベネフ ィ ッ ト の

環境ターゲ ッ ト を含む多元的な目標群を構築し て、 その

達成に向けての技術の評価に基づ く 合理的な技術 ・ 施策

パ ッ ケージの計画を通じ て都市のロー ド マ ッ プを設計す

る、 定量的な環境計画 ・ 評価システムを構築する。

加えて、 コベネフ ィ ッ ト 都市、 街区を実現する う えで重

要 と な る中核的な水浄化 ・ エネルギー、 資源循環につい

て、 社会実証研究を通じ て、 技術の効率改善 と 社会への

適合性を高める技術システムを構築するプロ セス を開発

する。 さ ら に相乗性や補完性を持つ環境技術群 と の組み

合わせによ る コベネフ ィ ッ ト 型環境技術 ・ 施策システム

をパッ ケージ と し て開発する方法論を構築する。

都市の総合的かつ実効的な解決策を見出すための産官学

連携によ る調査研究を推進する と と も に、 その適用の連

携ネ ッ ト ワーク の形成によ って、 持続可能な地域環境形

成の方法論の提供 と その運用を通じ ての検証及び、 合意

形成を含む地域環境マネジ メ ン ト の方法論を構築し て、

体系的な社会実証のプロセス と し て開発する。

〔内容および成果〕

本年度は、 サブテーマ （ １ ） 「技術・ 施策の都市環境ソ

リ ュ ーショ ンシス テムの計画と 評価手法の開発」 では、都

市と 地域に賦存する 環境資源を活用し つつ社会・経済の地

域特性を活かすこ と によ って、都市・ 地域の環境課題と 社

会経済の同時改善を図る 、コ ベネフィ ッ ト 型の技術・ 施策

の環境ソ リ ュ ーショ ンシス テムの評価のフ レ ームを開発

し た。川崎市、中国瀋陽市をはじ めと する モデル都市で自

治体、 地方政府およ び国内大学、 中国科学院、 瀋陽大学と

の連携で研究を進めた。国内では温暖化対策地方実行計画

のマニュ アル改定に資する 成果を出力する と と も に、地域

循環圏ガイ ド ラ イ ンの活用への支援を行った。

加えて、 昨年度社会環境システム研究セン ターが震災対

応型研究 と し て開始し た被災地都市の復興再生支援を目

指し た調査研究 「地理空間情報技術を拡張し た復興構想

の検討」 については、 本年度か ら本研究プロ グ ラ ムで統

合的に扱 う こ と と し た。 具体的には、 昨年 12 月に国が決

定し た被災地におけ る環境未来都市 と し て選定された福

島県新地町 と 連携し ながら、 都市復興計画の作成などの

支援を行った。

サブテーマ ( ２ ) 「コベネフ ィ ッ ト 型環境技術 ・ 施策シス

テ ム の開発 と 社会実証プ ロ セ ス の検討」 では コ ベネ

フ ィ ッ ト 都市、 街区を実現する う えで重要 と な る中核的

な水浄化 ・ エネルギー、 資源循環について、 タ イ ・ バン

コ ク都、 キングモン ク ッ ト 工科大学 と の連携で社会実証

研究を進める。 具体的には、 都市排水の実証処理試験に

おいて提案システムの基本的な水浄化性能の評価を行 う

と 共に、 汚水、 汚泥、 エネルギー等に関するマテ リ アル

フ ロー分析 ・ 技術評価を実施する ための調査 ・ データ収

集を行った。

〔関連課題一覧〕

1012CD008 　 モバイルテ ク ノ ロ ジーを応用し た新しい都

市環境モニタ リ ングシステムの研究 86p.

1112MA001 　 コ ベネ フ ィ ッ ト 型都市開発プ ロ ジ ェ ク ト

87p.

1212NA003 　 リ サ イ ク ル性、 維持管理 ・ 解体を考慮し た

判断基準の研究 87p.

0913BA001 　 東アジアにおけ る排出イ ンベン ト リ の高精

度化と大気汚染物質削減シナ リ オの策定 58p.

【関連課題】

1） 　 モバイルテ ク ノ ロジーを応用し た新し い都市環境モ

ニ タ リ ングシステムの研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD008
―  86  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  87 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境シ ス テ ム研究セ ン

ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

都市の街区ス ケールにおけ るモバイルテ ク ノ ロ ジーを応

用し た リ アルタ イ ムの大気 ・ 熱環境データの収集 ・ 空間

分布表示システムの構築を行い、 複数の都市におけ る運

用を試みる。 また、 屋外快適性を高める ための街区や建

築のデザイ ンを属地的に実現する ための基礎データ と し

て、 このよ う な高空間解像度の環境情報データベース を、

高時間解像度で構築する。 さ らに屋外温熱環境に限らず、

大気汚染濃度や騒音レベル、 磁場など各種環境要素につ

いて も扱 う 対象に含め、 市民参加型の近隣環境モニ タ リ

ングシステムの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

4 月につ く ば地区で数日間、 筑波大学大学院の協力を得

て、 従前開発し たシステムを使った総合的なモニ タ リ ン

グ実験を行った。 期間中は様々な天候が出現し、 データ

のバッ ク グ ラ ウ ン ド について、 十分な多様性を確保する

こ と が可能 と なった。 また、 現場における アン ド ロ イ ド

端末操作性に関する様々な問題点が報告されたため、 実

用性の向上を目的 と し て、 ユーザーイ ン ターフ ェ イ スの

改良を進めた結果、 現在ではそれらの問題点がほぼク リ

アーされるに至った。 さ らに、 開発し たシステムが設計

段階で期待し たパフ ォーマン ス を有する こ と が確認でき

た。 今後は観測現場への適用事例を増やし、 解析結果の

一般化を図ってい く こ と が期待される。

2） 　 コベネフ ィ ッ ト 型都市開発プロジ ェ ク ト

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コード〕 1112MA001

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター） ，

金田百永， 藤井実， 戸川卓哉， 大西悟

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

日本における 1950 年代から 1960 年代以降の高度経済成長

期の公害対策およ び、産業政策、都市整備政策によ って改

善さ れた環境問題のプロ セス を構造化する と と も に、同様

の過程に取り 組む 21 世紀の中国の都市における プロ セス

の解析を行う こ と によ って、両者に共通する コ ベネフィ ッ

ト 型の環境都市を実現する シス テムの解析を行う 。

第一に環境政策論、 環境都市形成論およびコベネフ ィ ッ

ト アプローチ、 環境イ ノ ベーシ ョ ン論にかかわる国内外

の研究を体系的に整理する。

第二に、 国内の代表的な産業都市であ る川崎市を対象に

高度成長期か ら安定成長期、 環境成長時期を含む大気汚

染及び炭素排出の削減プロセスの解析を通じ て、 複合的

な環境都市施策、 技術開発によ る長期的な コベネフ ィ ッ

ト 形成のプロセス を解析する。

　 第三に、中国の 20 世紀からの中核的産業都市であ り 川

崎市の姉妹都市で も あ る中国の遼寧省瀋陽市におけ る大

気汚染物質の削減家庭の定量的な解析を行い、経済発展、

地方の環境改善、 およびグ ローバルな環境排出管理にお

け る コベネフ ィ ッ ト 効果について、 産業マネジ メ ン ト の

視点から明らかにする。

〔内容および成果〕

急激な工業化 ・ 都市化によ る大気質の悪化 と、 地球温暖

化 と い う グ ローバルな課題の両方に直面し ながら経済発

展をめざすアジア諸国において、 大気汚染物質 と 二酸化

炭素を同時に削減す る こ と が ますます重要にな っ てい

る。コベネフ ィ ッ ト ( 共便益 ) 型の環境政策に対する注目

は近年高ま ってお り 、 過去の事例を検証し その効果や実

現プ ロ セ ス を分析し た。 川崎市の公害の歴史に着目し、

大気汚染防止対策が市内の大気環境の改善に大き く 寄与

し ただけでな く 、 産業の電力集約度の低減にも寄与し て

いた こ と を統計的に明ら かにし た。 特に、 市 と 臨海部の

各大手工場 と の間に締結された大気汚染防止協定や、 予

防原則に基づ く 環境影響評価条例の導入 と いった要素が

影響力を持っていた こ と か ら、 政策のコベネフ ィ ッ ト 形

成に関する考察を行った。

3） 　 リサイ クル性、 維持管理 ・ 解体を考慮し た判断基準

の研究

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コード〕 1212NA003

〔担当者〕 ○藤井実 （社会環境システム研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

本研究では、鉄利用の環境負荷 ( 主に二酸化炭素排出 ) を

評価する方法の整理 ・ 開発を行 う 。 評価においては、 鉄

の利用を前提 と し て、 その環境負荷を どのよ う にすれば

よ り 低減でき るかの観点と、 あ る機能 ( 橋脚、 建物など )

に対し て、 用い得る素材が鉄やコ ン ク リ ー ト 、 木材など

複数存在する際に、 素材間の環境負荷の比較を行 う 観点

について、 それぞれ評価方法を検討する。
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〔内容および成果〕

鉄の利用時の環境負荷低減の観点 と、 競合する異な る素

材の適材適所での適切な利用の観点について、 それぞれ

既存研究や評価の枠組みのレ ビ ューを行 う と と も に、 評

価方法を提示し た。 前者の観点については、 水平 リ サイ

クル、 カ ス ケー ド リ サイ クルの効果を数式で整理する こ

と で、 改善方針等を明示する こ と が可能であ る こ と を示

し た。 後者の観点については、 担当者が開発し た、 占有

率時間を指標 と する評価方法を適用し、 事例研究を行 う

こ と で、 鉄の利用が有利、 不利 と な る条件について、 部

分的な整理を行った。

4） 　 東アジアにおける排出イ ンベン ト リの高精度化と大

気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔研究課題コード〕 0913BA001

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 藤田壮，

増井利彦， 花岡達也， 戸川卓哉

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

3.(7)-2. 環境的に持続可能な都市 ・ 地域発展シナ リ

オの構築

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA072

〔担当者〕 ○松橋啓介 （社会環境システム研究セン ター），

芦名秀一， 近藤美則， 肱岡靖明， 山形与志樹，

藤野純一， 有賀敏典

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

本研究は、 地域内人口分布等に着目し た人口分布の変動

の要因解析を行 う こ と で、 実現可能性の高い空間構造シ

ナ リ オの構築手法を開発する と と も に、 空間構造に応じ

た環境負荷低減 ・ 影響緩和策の効果の違いを評価する こ

と で、 望ま しい空間構造を明ら かにし、 これら を踏まえ

て、 環境都市の空間構造を実現す る シナ リ オ と ロ ー ド

マ ッ プ ( いつ、 ど う い う 施策を行い、 ど う い う 状態を達

成するか ) を示す。

その結果 と し て、 小地域におけ る将来人口推計の手法を

改良する こ と に貢献する と と も に、 実現可能性の高い空

間構造シナ リ オの構築手法を提供する。 また、 環境負荷

低減 ・ 影響緩和効果の評価を踏まえた都市 ・ 地域発展シ

ナ リ オを明ら かにする こ と によ り 、 自治体におけ る環境

都市ロード マ ッ プの構築に貢献する。

〔内容および成果〕

全国各市町村内の過去25年間の人口分布の推移 と その変

動要因を分析し、 地域類型別に偏在化 ・ 均一化の傾向を

明ら かにし た昨年度の結果を踏まえて、 各類型別の メ ッ

シ ュ規模別性別年齢五歳階級別の人口変化率を求めて将

来 メ ッ シ ュ人口分布の偏在化 ・ 均一化シナ リ オを構築し

た。 こ の成果を気候変動の影響評価グループに提供し、

熱中症の評価に活用し た。 また、 時間変動を考慮し たエ

ネルギー需給バラ ン スの評価に着手し、 再生可能エネル

ギーの導入可能性を試算し た。 都市におけ る持続可能性

評価指標について、 CASBEE 都市など複数の指標を対象

に、 その特徴や適用例を調査し た。 加えて、 途上国にお

け る持続可能な発展への適用可能性を検討する ために、

独自の都市の評価指標を策定し ているマレーシアにおい

て、マレーシア政府の開発し た性能評価指標(MURNInets)

の開発経緯 と その特徴、 マレーシア以外への適用可能性

について現地 ヒ ア リ ングを含めて調査を実施し た。

〔関連課題一覧〕

1012BE003 　 地域活性化をめざ し たバイ オマス利用技術

戦略の立案手法の構築 42p.

【関連課題】

1） 　 地域活性化をめざ し たバイオマス利用技術戦略の立

案手法の構築

〔研究課題コード〕 1012BE003

〔担当者〕 ○稲葉陸太 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

松橋啓介

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

3.(8) 小児 ・ 次世代環境保健研究プログラム

〔研究課題コード〕 1115SP080

〔代表者〕 ○新田裕史（環境健康研究センター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

エコチル調査か ら得られる と 考え られる環境因子 と 健康

と の関連性に関する多 く の知見に加えて、 健康影響 メ カ

ニズムを解明する こ と によ り 疫学知見に生物学的妥当性

を与え、 また莫大な数に上る環境汚染物質や健康影響の

中か ら疫学研究で検討すべき対象物質や影響指標を提案

する など、 これを相補 ・ 補完する実験的研究をあわせて

推進する こ と も必須 と なっている。 そのため、 環境汚染

物質をはじめ と する環境因子が小児 ・ 次世代に及ぼす影

響を、 疫学的、 実験的研究の双方向か ら 総合的に検討、

評価、 解明する こ と をめざす。
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〔内容および成果〕

プロ ジェ ク ト 1: 「環境汚染物質曝露によ る健康影響評価

に係る疫学調査手法の高度化に関わる研究」

(1)曝露経路 と し て重要な食事経由の曝露を評価するため

に必要な乳幼児を対象 と し た食事調査の妥当性を検証す

る ための予備調査を継続し て実施し て、 データ を収集し

た。

また、 疫学研究に適用可能な総合的な曝露評価システム

の確立を目指し て、 ヒ ト 試料中化学物質の多成分一斉分

析法について検討を進めた。 さ ら に、 ラ イ フ コース疫学

で提案されているい く つかの統計解析モデルについて検

討を加え、 エコチル調査で利用可能な統計解析モデルの

整備を行った。

プロ ジ ェ ク ト 2 「環境汚染物質曝露によ る小児 ・ 次世代

への健康影響の機構解明 と評価システムの構築に関する

研究」

マウ ス胎児期無機 ヒ 素曝露によ る肝臓腫瘍増加の メ カニ

ズムに関し て、 胎児肝臓や腫瘍組織の遺伝子発現解析か

ら影響経路を探索し、 またエピジ ェネテ ィ ク スの関与を

検討し た。 胎児期無機 ヒ 素曝露が学習機能、 摂食／全身

代謝に及ぼす影響をマウ スにおいて検討し、 初代培養神

経細胞 ・ 神経膠細胞を用いて作用機構の検討を行った。

無機 ヒ 素の免疫系への影響については、 遺伝子変異 と エ

ピジ ェネテ ィ ク スの両面から検討し た。 小児を想定し た

免疫疾患モデル ( アレルギー性喘息モデルなど ) におい

て、 フ タル酸ジ イ ソ ノ ニルなどの免疫系、 脳神経系への

影響評価、および両者の関連性について も検討を行った。

また、ベンゾ [a] ピ レンの免疫系、脳神経系への影響につ

いて、 乳児期曝露を中心に、 継世代影響に関し て も検討

を開始し た。

3.(8)-1. 環境汚染物質曝露による健康影響評価に係

る疫学調査手法の高度化に関わる研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA081

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究セン ター）， 田村憲

治， 上田佳代， 佐藤ゆき， 小林弥生， 中山祥嗣，

道川武紘， 鈴木規之， 今泉圭隆， 橋本俊次， 田

邊潔， 鈴木弥生

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

環境疫学研究か ら得られる知見か ら健康 リ ス ク を低減す

る ための方策を導き だ し、 環境政策に活かすためには、

多様な環境汚染物質の環境動態や曝露経路に関する知見

を組み込んだ曝露評価を行 う 必要があ り 、 そのためにモ

デルに基づ く 手法 と バイオマーカーによ る手法の両者に

ついてその高度化を目ざす。 また、 大気環境や水環境等

の地域環境が小児の健康にどのよ う な影響を与え るかに

ついて解明する ために、小児の成長・発達を考慮し たデー

タ解析手法や生物統計学的手法、 及び小児の特性にあわ

せた調査手法の開発など、 環境疫学手法の高度化に関す

る研究を進める。

〔内容および成果〕

曝露評価手法の高度化 ・ 効率化に関する研究では、 多成

分一斉分析法開発に関し て、 自動オン ラ イ ン試料前処理

法の検討を進め、フ タル酸類および PPCPs(pharmaceuticals

and personal care products) の高速少量自動化分析法を開発

し た。 従来 2 L 程度の試料を 2 回に分けて分析する必要

があった ものが、 0.5- 数 mL 程度の試料の 1 回分析で分

析でき る よ う にな り 、 大規模コ ホー ト 研究での曝露評価

に有用なツール と なった。 

疫学調査手法・ 解析手法の高度化に関する 研究では、 環境

中の化学物質の曝露経路と し て重要な食事由来の曝露を

評価する ため、小児を対象と し た食物摂取頻度調査法の妥

当性を検討する ために、 全国 13 地域において、 2 歳から 6

歳児の食環境調査を開始し た。調査方法は対象児の保護者

ある いは食事を管理し ている 家族員によ る 対象児の 3 ～ 7

日分の秤量式食事記録を 3 か月毎の計 4 回と 、同時に食習

慣等に関する 質問紙によ る 調査と し た。 調査協力者数は

450 名に達し 、現時点でのべ 5672 日分の食事記録 データ を

収集し た。 さ ら に、 ラ イ フコ ース 疫学で提案さ れている い

く つかの統計解析モデルについて検討を加え、エコ チル調

査で利用可能な統計解析モデルの整備を行った。

3.(8)-2. 環境汚染物質曝露による小児 ・ 次世代への

健康影響の機構解明 と 評価システムの構築に

関する研究 
〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA082

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究セン ター）， 野原恵

子， 前川文彦， 鈴木武博， 内匠正太， 佐野友春，

青木康展， 小池英子， 伊藤智彦， Tin-Tin-Win-

Shwe， 柳澤利枝， 岡村和幸
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〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

小児におけ る心身の異常が世界的に増加し てお り 、 こ の

科学的評価 と 原因の解明、 適切な施策が急がれてい る。

また、 環境要因に対する感受性が高 く 、 その影響が小児

期ばか り でな く 生涯にわた り 、 さ らに継世代的に も及ぶ

こ と が懸念される胎児期におけ る環境要因の影響評価が

必須と考え られる。

本研究では、 実験的研究によ って化学物質の発達期 ( 胎

児期、 乳児期 ・ 小児期 ) 曝露の生涯および次世代影響を

含む生体影響を明ら かにし、 さ ら に発達期曝露に特有な

化学物質の作用 メ カニズムの解明を行 う 。

〔内容および成果〕

１ ) 胎児期に ヒ 素曝露を受けた雄マウ スが成長後に肝癌

を高率に発症する実験系において、 肝癌組織で突然変異

の解析を行った。その結果、 ヒ 素曝露群では癌遺伝子 Ha-

ras に活性化型突然変異が増加し ている こ と を発見し た。

さ らに、 活性化 Ha-ras の標的であ り 、 癌促進に働 く 遺伝

子であ る c-fos の発現上昇が検出され、Ha-ras の変異によ

る活性化が癌を促進する と い う 機序を支持し た。

２ ) マウ スにおいて胎児期の無機 ヒ 素曝露が中枢神経系

に与え る影響を in vivo, in vitro の両面から検討し た。 In

vivo では全自動行動解析装置イ ンテ リ ケージを用いて、

後発的に行動柔軟性や固執性に影響を及ぼすこ と を明ら

かにし た。 In vitro の研究では、 特に胎児脳から作成し た

初代培養神経細胞で、 ヒ 素曝露で誘導される神経突起伸

長の低下がグルタ ミ ン酸受容体 GluA1 の低下によ ってお

こ る可能性を明らかにし た。

３ ) ヒ 素によ るマウ ス B リ ンパ球細胞株の増殖抑制機序

に 関 し て 検 討 し た。 そ の 結 果、 ヒ 素 曝 露 に よ っ て

retinoblastoma タ ンパク フ ァ ミ リ ーp130 の リ ン酸化が低下

し、 ユビキチン化 - プロ テア ソーム分解が抑制される こ

と によ って p130 が蓄積し、蓄積し た p130 が E2F4 と複合

体を形成し細胞増殖を抑制する と い う 、 ヒ 素の新たな免

疫抑制機序を明らかにし た。

４ ) アレルギー性喘息モデルを用い、 フ タル酸ジ イ ソ ノ

ニル (DINP) の経気道曝露によ る影響を検討し た結果、ア

レルギー性喘息病態の増悪傾向を認めた。 さ らに、 DINP

が樹状細胞の前駆細胞への作用を介し、 リ ンパ節細胞の

増殖と Th2 反応促進に一部寄与し ている可能性が示唆さ

れた。 脳神経免疫系に対する影響については、 脳の神経

栄養因子、 酸化ス ト レ ス等の遺伝子発現には顕著な変化

を認めなかったが、 炎症性因子の発現は減少傾向を示し

た。加えて、ベンゾ [a] ピ レ ンの乳児期曝露によ る影響評

価も開始し た。

〔関連課題一覧〕

1013BD001 　 環境化学物質によ る発達期の神経系な らび

に免疫系への影響におけ る メ カニズム解明に関する研究

90p.

1012CD022 　 発達ス テージにおけ る中間周波電磁界曝露

によ る生体影響評価 91p.

1112CD005 　 ヒ ト 肝癌細胞株におけ る ヒ 素のエピジ ェ ネ

テ ィ ク ス作用を介し た発癌 メ カニズムの解析 91p.

1113CD011 　 環境化学物質が酸化ス ト レ ス を介し てエピ

ジェネテ ィ ッ ク変化を誘導する機序の解明 91p.

【関連課題】

1） 　 環境化学物質による発達期の神経系ならびに免疫系

への影響における メ カニズム解明に関する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コード〕 1013BD001

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究セン ター）， 小池英

子， Tin-Tin-Win-Shwe

〔期　間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

本研究では、 環境化学物質が子ど も の発達段階におけ る

免疫系への影響を明ら かにする こ と を目的 と し、 アレル

ギー疾患モデル動物や免疫担当細胞を使用し、 分子生物

学的手法等を用いて、 環境化学物質がアレルギー疾患に

及ぼす影響 メ カニズム と ス ク リ ーニング手法について検

討する。

〔内容および成果〕

今年度は、 卵白アルブ ミ ンを C3H/HeJ マウ スに経気道曝

露する こ と によ り 作製し たアレルギー性喘息モデルを用

いて、 フ タル酸ジ イ ソ ノ ニル (DINP) の影響を検討し た。

その結果、軽微ではあったが、 DINP の経気道曝露によ る

アレルギー性喘息病態の増悪傾向を認めた。 また、 免疫

担当細胞の機能やサブセ ッ ト の変化について検討し た結

果、DINP は樹状細胞の前駆細胞に作用し て活性化樹状細

胞の増加あ るいは局所 リ ンパ節への移行を促し、 リ ンパ

節細胞の増殖と Th2 反応促進に一部寄与し ている可能性

が示唆された。 さ ら に、 これまでの検討で顕著な増悪影

響を認めたベンゾ [a] ピ レ ンを対象 と し、乳児期曝露が仔
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のアレルギー性喘息に及ぼす影響について も検討を開始

し た。

2） 　 発達ステージにおける中間周波電磁界曝露による生

体影響評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD022

〔担当者〕 ○ Tin-Tin-Win-Shwe （環境健康研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

電磁界曝露によ る生体影響については， 社会的に も関心

が高 く 懸念を抱 く 人も多い。 最近では、 家庭内において

IH ク ッ キング と し て電磁誘導を利用し た調理器具が普及

し てき ている。 IH 調理器の利用においては、 年齢層の幅

広い人の利用、 中で も妊娠女性が機器 と 面し た場所での

利用などが有 り 心配されている。WHO の環境保健ク ラ イ

テ リ アにおいて も、 研究の推進が う たわれている。 我々

は、 これまでに共同研究にて、 低濃度化学物質をマウ ス

に曝露し た際の神経 ・ 免疫 ・ 内分泌ネ ッ ト ワークへの影

響評価を幅広 く 進めて き てお り ， 妊娠時の胎児から成獣

まで種々のタ イ ミ ングで曝露を行い各発達ステージでの

感受性の相違などについて も検討し て き た。 これら の経

験を生かし、まずは IH 調理器に相当する中間周波電磁界

の曝露装置を作成し、 曝露中の温度管理、 曝露強度評価

など物理的な環境整備が予定通 り 実施でき た。 2 年目以

降は主に妊娠時マウ スに電磁界曝露を実施し、 生まれて

き た仔マウ スに対する影響評価を検討し てい く 予定であ

る。

〔内容および成果〕

IH 調理器に相当する中間周波電磁界の曝露装置を作成

し、 曝露中の温度管理、 曝露強度評価など物理的な環境

整備が予定通 り 実施でき た。 成獣マウ ス を用いた実験に

実施し た結果、 中間周波電磁界曝露によ る海馬におけ る

記憶関連遺伝子発現に影響が認められなった こ と を報告

し た。

3） 　 ヒ ト 肝癌細胞株における ヒ素のエピジ ェ ネテ ィ ク ス

作用を介し た発癌メ カニズムの解析

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1112CD005

〔担当者〕 ○鈴木武博 （環境健康研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

ヒ 素は長期間曝露で皮膚、 肺、 膀胱、 肝臓癌が発症する

こ と が知られている。 ヒ 素によ る発癌には、 エピジ ェネ

テ ィ ク ス作用の関与が報告されているが、 その メ カニズ

ムは十分に解明されていない。INK4b-ARF-INK4a locus の

癌抑制遺伝子の不活化は発癌に極めて重要であ る と 考え

られている。 本研究では、 ヒ 素によ る INK4b-ARF-INK4a

locusの癌抑制遺伝子の発現調節 メ カニズムを検討する こ

と を目的 と し た。 前年度、 ヒ ト 肝癌細胞株においては、

過去の報告 と 異な り 、 INK4b-ARF-INK4a locus の遺伝子

は ヒ 素で発現が減少し ない こ と が明ら か と なった。 その

ため、 研究目的に合致する細胞株を探索し た結果、 膀胱

癌に関連する ヒ ト 尿路上皮細胞株において、 ヒ 素によ り

p16INK4aの発現が減少する曝露条件を決定する こ と ができ

た。 今年度は、 ヒ ト 尿路上皮細胞において、 ヒ 素によ る

p16INK4a の発現低下の メ カニズムを DNA メ チル化や ヒ ス

ト ン修飾に着目し て検討し た。 また、 グ ローバルな DNA

メ チル化変化について も検討し た。

〔内容および成果〕

前年度決定し た ヒ 素曝露条件において、 p16INK4a のプ ロ

モーター領域の DNA メ チル化は変化し なかった。 しか

し、p16INK4aプロモーター領域の ヒ ス ト ン修飾については、

詳細 な 検討 を 重ね た 結果、 特に抑制型 ヒ ス ト ン 修飾

H3K27 ト リ メ チル化レベルが ヒ 素で増加し ている こ と を

明らかにし た。 それに対応し て、 H3K27 ト リ メ チル化酵

素であ る EZH2 の遺伝子発現が ヒ 素で増加し ている こ と

がわかった。 一方で、 ヒ 素によ る p16INK4a の発現低下に

BMI1 や CTCF は関与し なかった。 また、 ヒ 素によ り 、 レ

ト ロ ト ラ ン スポゾン LINE1 の ORF1 と ORF2 の発現が増

加し ている こ と か ら、 ヒ 素曝露し た尿路上皮細胞株はグ

ローバルな低 メ チル化状態になっている こ と が示唆され

た。 以上の結果か ら、 ヒ ト 尿路上皮細胞では ヒ 素が抑制

型 ヒ ス ト ン修飾を誘導する こ と によ ってp16INK4aの機能を

抑制する こ と が示唆された。

4） 　 環境化学物質が酸化ス ト レ ス を介 し て エ ピ ジ ェ ネ

テ ィ ッ ク変化を誘導する機序の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD011

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究セン ター）， 青木康

展， 佐野友春， 内匠正太

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

環境化学物質によ る遺伝子発現変化において、 化学物質

のエピジェネテ ィ ッ ク作用の関与が報告されつつあ る一

方で、 化学物質がエピジ ェネテ ィ ッ ク作用を誘導する機
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序についてはほ と んど明ら かに されていない。 本研究で

は、 多 く の有害環境化学物質の毒性発現に関与する酸化

ス ト レ ス を発端 と し て、 それによ って活性化される転写

因子、または損傷を受けた DNA を修復するために誘導さ

れる DNA 修復酵素群 と、エピジェネテ ィ ク ス関連因子 と

の相互作用に着目し、 化学物質によ るエピジ ェネテ ィ ッ

ク変化誘導の機序の解明を行 う 。 また、 酸化ス ト レ スや

DNA 損傷、エピジェネテ ィ ッ ク変化に対する感受性の性

差に関し て も検討を行 う 。

〔内容および成果〕

１ ) 昨年度の検討で、 雄 C57BL/6 マウ スへの低 メ チル食

１ 週間投与が肝臓のグ ローバルDNA メ チル化量を低下さ

せ、同時に酸化的 DNA 損傷を増加させる こ と を明らかに

し た。そ こ でまず、 グ ローバル DNA メ チル化量低下の機

序を探る目的で、 最近同定された能動的脱 メ チル化経路

の関与を探る ために、 こ の経路に関連する酵素群の発現

を検討し た。その結果、低 メ チル食投与群において、Tet2,

Tet3 および Tdg, Ape1 が、対照群 と比較し て有意に増加す

る こ と をみいだし、 低 メ チル食は能動的脱 メ チル化経路

を活性化し てDNA メ チル化を低下させる と い う 新規の機

序が示唆された。 ２ ) 次に低 メ チル食投与によ る酸化的

DNA損傷の DNA低 メ チル化への関与について検討し た。

CG配列のGが酸化的損傷を受け8OHdGになる と、隣接す

る C の メ チル化が阻害される こ と が in vitro の研究によ っ

て報告されている。そ こ で、マウ ス肝臓の 5meC と 8OHdG

含量の精密分析の結果を解析し た と こ ろ、 低 メ チル食 １

週間投与群では対照群と比較し て 8OHdG がグアニン 107

塩基あた り 2 塩基多いのに対し て 5meC の低下はシ ト シ

ン 103 塩基あた り 2 塩基であった。 すなわち 5meC の変

化量は 8OHdG の変化量の約 １ 万倍であ り 、 この結果は

5meCの減少に対する 8OHdG を介する DNA メ チル化阻害

の寄与は大き く ないこ と を示唆し た。

3.(9) 持続可能社会転換方策研究プログラム

〔研究課題コード〕 1115SP090

〔代表者〕 ○原澤英夫（社会環境システム研究センター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

持続可能な社会の実現にむけて中長期の我が国のあ るべ

き姿 ( ビジ ョ ン ) と そ こに至る経路 ( シナ リ オ ) 及び施策

ロー ド マ ッ プを示し、 そ う し た社会への転換を推進する

具体的な方策が求め られている。 一方、 現実には様々な

環境問題が未だ解決されておらず、 更に今後生じ う る環

境問題は、 持続可能な社会を構築する う えでの障害 と な

り う る。 種々の困難を も た らす将来の環境問題を想定し

つつ、 持続可能な社会への転換 と い う 喫緊の課題を解決

する こ と が必要と されている。

 そ こ で、 将来シナ リ オ と持続可能社会の視点から、 環境

問題の現状分析を踏まえ、 問題の引き金 と な る ド ラ イ ビ

ングフ ォースに着目し、 社会 ・ 経済の姿をシナ リ オアプ

ローチによ り 分析する と と も に、 社会 ・ 経済を重視し た

モデル化を行い、 持続可能な社会を構築するに当たって

必要 と な る対策や社会 ・ 経済のあ り 方を定量的に検討す

る。 また、 持続可能な ラ イ フ ス タ イル と 消費への転換の

視点か ら、 作成し た将来シナ リ オを も と に、 個人や世帯

が取組むべき対策 ・ 活動を消費の面か ら調査分析、 モデ

ル化を行 う こ と によ り 、 環境的に持続可能な社会の実現

方策について提示する。

 以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。

(1) 将来分析の基礎 と な る ド ラ イ ビ ン グ フ ォース と し て

の社会 ・ 経済の姿を、 シナ リ オアプローチによ り 分析し、

各シナ リ オにおいて生じ う る様々な環境問題を議論し、

持続可能な社会を構築するに当たって必要 と な る対策や

社会 ・ 経済のあ り 方を統合評価モデルを開発、 適用し て、

定量的に提示する。

(2) ラ イ フ ス タ イル変化の要因の分析、 ラ イ フ ス タ イルに

関する定性的、 定量的なシナ リ オ と、 それらに対応し た

環境負荷推移の提示、 に基づいた持続可能な ラ イ フ ス タ

イルのあ り 方について提言する。

(3) 以上を踏まえ、環境的に持続可能な社会への早期実現

に貢献する よ う 、 我が国の中長期の社会 ・ 経済 ・ 環境の

ビジ ョ ン、 そ こ に至る道筋と施策を提示する。

〔内容および成果〕

(1)については、昨年度成果の基本的枠組みを も と にし て、

横断型基幹科学技術研究団体連合 (横幹連合 ) の専門家や

関係主体の意向を集約 ・ 検討し、 持続可能な社会を構築

するに当たって必要 と な る対策や社会 ・ 経済のあ り 方を

明示的に表現する方法を検討する と と も に、 将来シナ リ

オのス ト ー リ ーラ イ ンの試案を作成し た。 あわせて、 持

続可能性指標および定量化の手法について検討し た。

(2) については、昨年度に実施し た ラ イ フ ス タ イル変化要
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因の分析、 ラ イ フ ス タ イルに関する定性的、 定量的なシ

ナ リ オの内外の事例調査 ・ 分析か ら得られた持続可能な

ラ イ フ ス タ イルの基本的枠組みを も と に、 ラ イ フ ス タ イ

ルシナ リ オの構築手法を検討し た。 その検討に基づいて

専門家ワーク シ ョ ッ プを開催し、 ラ イ フ ス タ イルシナ リ

オの方向性を定める と と も に、 ラ イ フ ス タ イルシナ リ オ

を定量的に評価する家計モデルの開発を進めた。

(3) 以上を踏ま え、 環境的に持続可能な社会の将来シナリ

オ、 と く に叙述シナリ オの試案を作成し た。 次年度以降、

さ ら にこ の叙述シナリ オを精緻化する と と も に、定量的な

評価を可能と する べく 、 モデルの適用を行う 予定である 。

3.(9)-1. 将来シナ リ オ と持続可能社会の構築に関す

る研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA091

〔担当者〕 ○原澤英夫 （社会環境システム研究セン ター），

亀山康子， 松橋啓介， 藤野純一， 芦名秀一， 久

保田泉， 増井利彦， 肱岡靖明， 高橋潔， 花岡達

也， 金森有子， 岡川梓， 甲斐沼美紀子， 藤森真

一郎， 田崎智宏， 南齋規介， 江守正多， 花崎直

太， 田邊潔

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

持続可能社会転換方策研究プ ロ グ ラ ム を構成す る プ ロ

ジ ェ ク ト １ が本研究プロ ジ ェ ク ト であ る。 持続可能社会

転換方策研究プロ グ ラ ムは、 持続可能社会が成立する要

件を と り ま と め、 持続可能性を評価する ために必要な指

標、 勘定体系を整備し、 可能な限 り 現状を定量化する と

と も に、 将来ビジ ョ ンを明ら かにする。 また、 ド ラ イ ビ

ングフ ォースであ る社会 ・ 経済の側面について、 生産活

動を中心に将来シナ リ オを記述し、新たに開発する社会・

経済活動や環境変化を評価する個々のモデルやこれら を

統合し たモデルを用いて、 将来シナ リ オに対応し た持続

可能社会の実現の可能性と、それらに向けた方策を検討、

評価する。

本プロ ジェ ク ト は、 将来シナ リ オの記述においては、 他

の研究プロ ジ ェ ク ト において も利用可能な も のを作成す

る こ と を目指し、 様々な環境問題については、 他のプロ

ジ ェ ク ト の成果、 モデルを適用する こ と で、 総合的な持

続可能社会シナ リ オを形成する。 対象地域は日本及び世

界全域、 対象期間は 2050 年までをそれぞれ基本 と する

が、 課題 ・ 対象によ って柔軟に対応する。

〔内容および成果〕

昨年度成果の基本的枠組みを も と にし て、 専門家や関係

主体の意向を集約、 検討し、 持続可能な社会を構築する

に当たって必要 と な る対策や社会 ・ 経済のあ り 方を明示

的に表現する方法を検討する と と も に、 将来シナ リ オの

ス ト ー リ ーラ イ ンの試案を作成し た。 あわせて、 持続可

能性指標および定量化の手法について検討し た。

また、昨年度に実施し た ラ イ フ ス タ イル変化要因の分析、

ラ イ フ ス タ イルに関する定性的、 定量的なシナ リ オの内

外の事例調査 ・ 分析か ら得られた持続可能な ラ イ フ ス タ

イルの基本的枠組みを も と に、 ラ イ フ ス タ イルシナ リ オ

の構築手法を検討し た。 その検討に基づいて専門家ワー

ク シ ョ ッ プを開催し、 ラ イ フ ス タ イルシナ リ オの方向性

を定める と と も に、 ラ イ フ ス タ イルシナ リ オを定量的に

評価する家計モデルの開発を進めた。

〔関連課題一覧〕

0913BA002 　 アジアを対象 と し た低炭素社会実現のため

のシナ リ オ開発 27p.

0913BA006 　 ア ジ ア低炭素社会実現へ向け た中長期国

際 ・ 国内制度設計オプシ ョ ン と その形成過程の研究 27p.

1113BA002 　 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策

を考慮し たわが国の温暖化政策の効果と影響 28p.

1214BA003 　 気候変動問題に関する合意可能かつ実効性

を もつ国際的枠組みに関する研究 28p.

1012BE003 　 地域活性化をめざ し たバイ オマス利用技術

戦略の立案手法の構築 42p.

0811CD004 　 持続的経済発展の可能性 29p.

【関連課題】

1） 　 アジアを対象と し た低炭素社会実現のためのシナ リ

オ開発

〔研究課題コード〕 0913BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

藤野純一， 花岡達也， 金森有子， 芦名秀一， 高

橋潔， 肱岡靖明， 甲斐沼美紀子， 戴瀚程， 藤森

真一郎， Silva Herran Diego， 須田真依子， 亀井

未穂， 朝山由美子

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

2） 　 アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際 ・ 国内制

度設計オプシ ョ ン と その形成過程の研究

〔研究課題コード〕 0913BA006
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〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 森田香菜子

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

3） 　 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮し

たわが国の温暖化政策の効果と影響

〔研究課題コード〕 1113BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

肱岡靖明， 花崎直太， 金森有子， 高橋潔， 藤野

純一， 花岡達也， 芦名秀一， 甲斐沼美紀子， 藤

森真一郎， 戴瀚程， Silva Herran Diego， 岡川梓，

朝山由美子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

4） 　 気候変動問題に関する合意可能かつ実効性を もつ国

際的枠組みに関する研究

〔研究課題コード〕 1214BA003

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 森田香菜子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

5） 　 地域活性化をめざ し たバイオマス利用技術戦略の立

案手法の構築

〔研究課題コード〕 1012BE003

〔担当者〕 ○稲葉陸太 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

松橋啓介

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

6） 　 持続的経済発展の可能性

〔研究課題コード〕 0811CD004

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター）

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

3.(9)-2. 持続可能な ラ イ フ ス タ イルと消費への転換

に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA092

〔担当者〕 ○青柳み ど り （社会環境シ ス テ ム研究セ ン

ター）， 田崎智宏， 金森有子， 吉田綾

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

本課題では、世帯も し く はそれ以上の社会 ( 機能 ) 集団ス

ケールを対象に、 持続可能な ラ イ フ ス タ イル と 消費への

転換についての検討および転換策の提言を行 う 。 そのた

め、 ラ イ フ ス タ イルの大き な流れを、 社会の制度 ・ 慣習

などに起因する構造的問題であ る と 考え られる ワーク ラ

イ フバラ ン スや非正規雇用の増加や、 個人 と 世帯 と い う

重層性を積極的に考慮し て把握し、それを も と に2020年、

2030 年に向けた ラ イ フ ス タ イル・シナ リ オの構築を行 う 。

さ ら に、 その定量的評価を行い、 持続可能な消費問題の

解決に向けての提言を行 う 。 世帯の所得が上が る ほ ど

人々の環境政策への支持率が上昇する こ と が多 く の社会

調査によ り 明らかにされているが、 同時にエネルギー消

費について も 所得の上昇に伴い増加する。 こ の よ う に、

環境への取組の認識は高ま って も必ずし も有効な取組や

行動に結びつ く わけではない こ と か ら、 その背後にあ る

様々な社会的、 文化的要因など を把握し た う えで、 それ

ら をふまえた ラ イ フ ス タ イル転換の道筋を提示する必要

があ る。 本課題では、 メ ゾ ( 世帯も し く はそれ以上の社

会 ( 機能 ) 集団単位 ) スケールを対象に、持続可能な ラ イ

フ ス タ イル と 消費への転換についての検討および転換策

の提言を行 う 。

〔内容および成果〕

持続可能な消費の議論は、 人々のラ イ フ ス タ イルのあ り

方、 消費行動、 環境配慮行動などの人々の行動側面の変

革の方向性の議論、 ラ イ フサイ クル ・ アセス メ ン ト によ

る マテ リ アル･フ ロー と 環境負荷の議論な ど多岐にわた

る。 人々の考えや行動の側面 と モ ノ やサービ スの消費に

よ る環境負荷の低減を如何にバラ ン ス よ く はかってい く

かを考え るのが、 持続可能な消費の議論であ る。 本課題

では、 持続可能な消費およびそれ と は切 り 離し て考え る

こ と のでき ないラ イ フ ス タ イルの変革について、 これま

でどの よ う な議論が､どの よ う な コ ミ ュ ニテ ィ で議論 さ

れて き たのかを国際的な視野でふまえた上で、 持続可能

社会の構築に向けての諸概念を整理し、 さ らに、 日本人

のラ イ フ ス タ イルについて 2030年にむけた将来シナ リ オ

の構築を叙述的に描きだし、 さ らにその定量的に試みる。

上記の目的を具体的な手順にす る と、 以下の ３ つの ス

テ ッ プ と なる。

１ ) 「社会変化によ る生活変化の抽出 ・ 設定」

２ )「社会軸 と価値規範軸の交絡によ る ラ イ フ ス タ イルの

重層的シナ リ オ ・ ラ イ テ ィ ング」

３ ) 「家計生産 ・ ラ イ フ ス タ イルモデルの拡充 と推計」

平成 24 年度は、 １ ) に関連し て平成 23 年度に実施し た

社会調査のま と めを行 う と と もに、 上記 ２ ) の将来シナ

リ オの構築を中心に進めた。
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平成 23 年度に実施し た社会調査は、東日本大震災 と その

後の省エネルギー と エネルギー選択に焦点をあてた も の

で、 イ ギ リ スのカーデ ィ フ大学の Nick Pigeon 教授に協力

をいただいて英国のデータ と 比較可能な形で実施し た。

本年度はその結果を欧州 リ ス ク学会、 国際社会学会にて

発表 し た。 東日本大震災 と それに続 く 電力不足に よ る

人々の省エネ意識は高 く 、 過半数の回答者が、 平成 23 年

夏の省電力について積極的に取 り 組む意志を示し た。 ま

た、 同時に将来のエネルギー選択について、 再生可能エ

ネルギーへの関心 と 期待は大き く 、 原子力発電について

はその技術的な安全性よ り も、 管理に不信を抱いている

様子が う かがえた。

ラ イ フ ス タ イルの重層的シナ リ オ ・ ラ イ テ ィ ングについ

ては、 平成 23 年度終盤から、 ( 株 ) 博報堂の協力を得て

進めた。 ( 株 ) 博報堂の持つ 「未来洞察」 手法を用いて、

未来仮説イ シ ューの構築 → 専門家ワー ク シ ョ ッ プに よ

る 未来シナ リ オの描出 → シナ リ オ描写の具体化･精緻

化、 の 3 段階で叙述シナ リ オの作成作業を進めてき た。

a) 未来仮説イ シューの構築は、 2030 年を ターゲ ッ ト と し

て、 以下のよ う な手順で行った。

i) 社会経済動向 ・ 人々の生活の動向について、 「 メ ジャー

ト レ ン ド の洗い出し」 および 「兆し ト レ ン ド の洗い出し」

→ ii) 将来における ラ イ フ ス タ イル変化の要因の洗い出し

→iii)未来において メ ジャー化しそ う な ト レ ン ド の洗い出

し

→ iv) 未来仮説イ シューの構築、 であ る。

居住地域 ( 都市 ・ 郊外 )、 年代 ( 主人公と なる世代 )、 所

得 ( 大まかに余裕があ る ・ ない、で考察 ) など大まかな ラ

イ フ ス タ イルが異な る と 考え られる カテゴ リ ーご と に可

能性のあ る ラ イ フ ス タ イルを、 それぞれのラ イ フ ス タ イ

ルに属する人口の合計が日本全体の半数から 6 割以上が

含まれる と 考え られる も のを｢ メ ジ ャー｣ と し て描き出し

ていき、 その後、 似たパタ ンの も のを要約し てい く と い

う 手順を と った。 その結果、 専門家ワーク シ ョ ッ プには、

8 つのイ シュー仮説を提示する こ と と なった。

b)専門家ワーク シ ョ ッ プにおいては、a)で導き出し た未来

仮説イ シ ュー と、 それら に影響を与え る｢ス キ ャ ニング･

ク ラ ス ター｣の掛け合わせを議論し、 4 つ設定し たグルー

プご と にそれぞれ 1 ～ 2 個の仮説案を導き出し た。 いず

れも、 少子高齢化、 IT 化、 アジア国際化を反映し た もの

と なったのが特徴であ る。

こ れ ら の専門家ワー ク シ ョ ッ プで導 き 出 さ れた仮説案

と、 先に導き出し た イ シ ュー仮説か ら、 具体的なシナ リ

オを描きだし、 さ らにそれら について専門家のコ メ ン ト

を得て、 最終的なシナ リ オの形に持って行 く のが、 今後

の作業であ る。

〔関連課題一覧〕

1213BA002 　 技術 ・ 社会に対する価値観の変化 と リ ス ク

受容性に関する調査研究 95p.

【関連課題】

1） 　 技術 ・ 社会に対する価値観の変化と リ ス ク受容性に

関する調査研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1213BA002

〔担当者〕 ○青柳み ど り （社会環境シ ス テ ム研究セ ン

ター）， 金森有子， 田崎智宏， 吉田綾

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

東日本大震災によ り 日本人の価値観は 【つなが り 】 を重

視する方向に変化し た と言われている。本課題の目的は、

その変化を社会調査によ り 具体的に把握し、 持続可能社

会転換の方策 と安全安心社会の構築の両立に反映させる

ための検討 と 提言を行 う も のであ る。 そのために、 様々

に提言 さ れてい る日本人全体の価値観の変化について、

統計的な社会調査を用いて代表性の確保された形で把握

し、 持続可能社会転換への影響 ( 人々の考え方やラ イ フ

ス タ イルの変化 ) について調査検討を行 う 。 さ らに、 大

震災後の社会状況を鑑みて、 技術 と 社会に関わる様々な

事項についての リ ス ク認知 ・ 受容性などについて も同時

に調査検討を行 う 。 調査は、 全国の成人男女を母集団 と

し た代表性のあ る無作為抽出されたサンプル4000名を対

象に行 う 。 合わせて、 過去の知見では う ま く 把握でき な

い放射能に関する過剰反応については、 フ ォーカ ス ・ グ

ループ ・ イ ン タ ビ ューなどの探索型の定性調査も併せて

行い、 定量調査への反映を試みる。

〔内容および成果〕

( １ ) 毎月の世論調査

毎月の世論調査によ り 、 「日本における重要な問題」、 「世

界におけ る重要な問題」 を把握し た。 同時に、 低炭素社

会、 安全安心社会構築に関わる キーワー ド を含む記事を
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新聞、 テレ ビ、 雑誌等のデータベース等を利用し て抽出

し、 分析を行った。

( ２ ) 価値観やラ イ フ ス タ イルに関する世論調査

全国の成人男女を母集団 と し た住民基本台帳を基にし た

代表性のあ る無作為抽出サンプル (3000 名程度 ) を対象 と

し て、 価値観やラ イ フ ス タ イルに関する世論調査を実施

し た。 価値観の変化 と、 ラ イ フ ス タ イル変化の検討、 低

炭素社会構築 と 社会的なつなが り を考慮し た評価、 安全

安心社会構築と の両立可能性についての検討を行った。

( ３ )関東地域を中心 と し た成人男女を対象 と し た、安全安

心社会構築に関する フ ォーカ ス ・ グループイ ン タ ビ ュー

調査

安全安心社会構築に関する フ ォーカ ス ・ グループイ ン タ

ビ ュー調査を行った。その調査結果を ( ２ ) に反映させる

ための検討を行い、 調査票に反映させた と と もに、 ( ２ )

の実施と併せて、 フ ォ ローア ッ プ調査を行った。

3.(10) 先端環境計測研究プログラム

〔研究課題コード〕 1115SP100

〔代表者〕 ○柴田康行（環境計測研究センター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

環境の監視、 環境プロ セスの解明、 影響評価や予防、 対

策など、 さ ま ざ まな環境問題に取 り 組む上で、 環境がど

のよ う な状態にあ るのか、その実態を把握する と と もに、

対象 と する環境変化を確実かつ鋭敏に把握する こ と が基

本 と な る。 環境計測はそのための主要な手段であ り 、 そ

の さ ら な る高度化、 体系化を目指し て本プロ グ ラ ムを推

進し ている。 具体的なサブ課題 と し て、 ( １ ) ス ト ッ ク ホ

ルム条約への対応、 並びに化学物質適正管理のための環

境監視や子ど も の健康 と 環境に関する全国調査などへの

貢献を念頭に進める多次元分離技術によ る環境および生

体中有機化学物質の網羅的分析法の開発、 ( ２ ) 気候変動

や水銀など国際的な優先取組対象への研究推進を目的 と

する新しい環境 ト レーサーの開発と計測、 ( ３ ) 次世代環

境監視衛星への搭載等を念頭においた先端的分光遠隔計

測技術の開発に関する研究、 の ３ つのプロ ジ ェ ク ト を推

進する。

〔内容および成果〕

３ つのプロ ジェ ク ト 毎に、 それぞれ以下のよ う な研究が

進められた。

１  ． GC×GC の高分離能を生かし た新たな分析手法の開

発を継続し た。 得られた膨大なデータか ら目的 と する化

合物群を選択する ための段階的なデータ選別手法の開発

を進め、 環境試料分析における高分解能 TOF 質量分析計

の精密質量情報が目的物質情報の抽出にきわめて有用で

あ る こ と を明ら かにし た。 有機塩素、 臭素、 フ ッ素化合

物をそれぞれ網羅的に検出する ための解析手法の開発も

推進し、 これらの成果を論文化し た。

２  ． 大気中生物起源物質の連続測定によ る生態系評価に

むけた新たな指標開発、 海水中人為起源物質の複合測定

によ る海水循環の精密測定手法の開発、 水銀等の環境動

態解明を目指し た同位体精密測定技術開発の開発、 炭素

循環解明を目指す 14C 測定技術の高度化の ４ つのサブ

テーマを継続し た。 水銀精密同位体測定では 20ng/g の試

料溶液 7ml で高精度測定が可能 と な り 、 環境試料の測定

データ を蓄積し た結果、 質量非依存性の同位体分別がお

き ている こ と が確認された。

３  ． 衛星搭載の能動型センサや分光イ メ ージングセンサ

のセンサ開発なら びにデータ 解析手法開発と そのための

基礎技術開発を継続し 、成果をと り ま と めて報告する と と

も に、 搭載する 衛星センサについて設計を行い提案し た。

3.(10)-1. 多次元分離技術によ る環境および生体中

有機化学物質の網羅分析法の開発

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA101

〔担当者〕 ○橋本俊次 （環境計測研究セン ター）， 高澤嘉

一， 伏見暁洋， 田邊潔， 柴田康行， 中島大介，

滝上英孝， 中山祥嗣

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

これまでの研究で一部の環境試料について有効性を証明

し た GCxGC を中心に用いた多次元分離分析技術によ る

様々な有機汚染物質の迅速で正確な一斉定量法 と 網羅分

析法の開発を行 う 。 対象媒体を有機物の含有量が多い底

質や土壌、 生体試料などに拡張する と 同時に、 定量対象

物質の範囲も拡大する。

特に、 分析需要や社会的 ・ 行政的関心が高い POPs やそ

の他の規制対象物質については、 個別物質群ご と に定め

られている煩雑な現在の各種公定法の置き換えを志向し

た定量分析法の開発を行 う 。
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また、 環境や生体試料中の多様な物質の網羅分析手法を

開発し、 健康や生体 リ ス ク研究などの他分野へ貢献する

ために、 データベースの整備を行い、 化合物の検索手法

の開発や膨大な情報の類型化や化学物質 ( ピーク )組成の

特徴の抽出を試みる。

〔内容および成果〕

昨年度開発し た多次元ガス ク ロ マト グラ フ (GC×GC)-質量

分析計 (MS) から 得ら れる 大量のデータ から 標的と する 汚

染物質を検索・ 定量解析する 手法を  高分解能飛行時間型

質量分析計 (HRTofMS) によ る 計測データ に適用し 、 整数

質量データ と 対比する こ と で、 その有効性の検証を行っ

た。 こ の手法は、 標的物質について一次元目及び二次元

目のGC保持時間情報と イ オンのフラ グメ ント パタ ーン情

報を 取得する こ と でデータ ベース の作成を 行い、 その

データ ベース 情報を基準に測定データ から 該当化学物質

情報を検索し 自動定量する も のである 。 ポリ 塩素化ジベ

ンゾパラ ジオキシン / ジベンゾフラ ン (PCDD/Fs)、 ポリ ク

ロ ロ ビフェ ニル (PCBs)、 その他の有機塩素系農薬を中心

と する 残留性有機汚染物質 (POPs) について、 標準品と 底

質試料を 用い検証を 行っ た。 その結果、 標準品では、 整

数質量と HRTofMS によ る 精密質量データ の両方と も 、 ほ

ぼ 100% の認識率であったが、 底質試料では、 精密質量

データ で当該物質の認識率が 90% 以上だったのに対し 、

整数質量データ ではほと んど 認識不能であっ た。 こ のこ

と から 、 複雑なマト リ ク ス から なる 環境試料から 任意の

物質を検索し 、 正確に定量する ためには、 HRTofMS によ

る 精密質量情報が非常に有効である こ と が確認さ れた。

また、 標的を定めないデータ抽出法の検討も行った。 今

回は、 分子内に塩素あ るは臭素原子を持つ有機化合物の

みを選択的かつ網羅的に抽出する手法を開発し た。 こ の

手法 を、 土壌、 底質、 大気、 排ガ ス な ど の環境試料の

GC×GC-HRTofMS 測定データに適用し た と こ ろ、 相当す

る物質のマス スペク ト ルを抽出する こ と に成功し た。 抽

出する質量精度を 0.05u に絞 り 込んだ と こ ろ数十～数百

の物質を抽出し た。 こ の時、 精密質量を利用し た質量欠

損フ ィ ルタ リ ングを施すこ と によ り 、 炭化水素由来のマ

ス スペク ト ルを効率的に除去でき る こ と を確認し た。 し

かし、 抽出された物質の同定のためには、 精密質量デー

タベースの拡充や検索法の開発が課題と なった。

〔関連課題一覧〕

1213CD001 　 農作物残渣の野焼きが大気粒子に与え る影

響評価 97p.

【関連課題】

1） 　 農作物残渣の野焼きが大気粒子に与える影響評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1213CD001

〔担当者〕 ○伏見暁洋 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

稲藁などの農作物残渣の野焼きが大気環境に与え る影響

は， 年々増加し て き ている と 考え られる。 そ こ で本研究

では， 野焼きが大気粒子に与え る影響を定量的に評価す

る こ と を目的と し た。

研究内容は， (1) 野焼き など各種発生源の指標 と なる有機

指標成分の測定法の確立， (2) 現場を模擬し た野焼き実験

に基づ く 粒子状物質の成分別排出係数の取得， (3) 関東郊

外での大気試料の通年採取 と 組成分析によ る野焼きの寄

与率推定， (4) 野焼きの実態調査， (5) 野焼き排出係数 ・

排出量の妥当性検証の 5 つであ る。

〔内容および成果〕

野焼 き が大気粒子に与え る 影響を定量的に評価す る た

め， 以下の研究を行った。 (1) 野焼き など各種発生源の指

標と なる有機指標成分の標準試薬の整備を進めた。 (2) 大

気粒子への野焼きの影響を把握する ため， 2012 年 7 月

2013年3月まで，つ く ば(国立環境研究所)でハイボ リ ウ ム

サンプラーによ り ， 大気中の微小粒子 (PM2.5) を石英繊

維フ ィ ルター上に毎週 24 時間サンプ リ ング し，粒子質量

の秤量， 炭素成分分析を行った。 (3) つ く ば ( 国立環境研

究所周辺 ) の水田エ リ アを 2 箇所選定し， 1ヶ月に 1 回以

上現地を視察し，農作物 ( 特に水稲 ) の作付けの様子や野

焼きの実態 ( 場所， 面積， 残渣種類， 時期， 期間， 焼却

率， 焼却方法等 ) を調査し た。 (4) 現場を模擬し てチャ ン

バー内で行った野焼き実験で得られた粒子状物質につい

て， 秤量によ る粒子重量， 光学補正･熱分離炭素分析計に

よ る 炭素成分 ( 元素状炭素 EC， 有機炭素 OC)， PIXE

(Particle Induced X-ray Emission) 法によ る元素分析， イオ

ン ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ーに よ る イ オン成分の測定を行い，

各成分の排出係数を求め， 残渣の種類や風量の違い， 含

水率の違いに よ る 排出係数 と 組成の違いを明 ら かに し

た。

[ 備考 ]

研究協力者 ： 林健太郎 ( 農業環境技術研究所 )， 齊藤勝美

( 富士通ク オ リ テ ィ ・ ラ ボ ・ 環境セン ター )
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3.(10)-2. 新し い環境 ト レーサーを用いた環境動態

解析法の開発と計測

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA102

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （環境計測研究セン ター）， 荒巻能

史， 斉藤拓也， 田中敦， 内田昌男， 武内章記，

近藤美由紀， 柴田康行， 横内陽子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

＜目的 ・ 目標＞

気候変動や人間活動によ る自然生態系の変化を正し く 検

出し、 その影響を予測する こ と や有害物質の発生源、 環

境動態を解明する こ と は、 安全で快適な自然環境、 生活

環境を維持し て行 く 上でたいへん重要であ る。 そ こ で本

研究では、 生態系の変化を捉え る ト レーサーの開発 ・ 実

用化 ( サブテーマ 1 ： 気候変動影響を検出するための ト

レーサーの開発と計測 ) と同位体存在度の変動を利用し

た化学物質な ど の環境動態解明を目指す計測技術の開

発 ・ 高度化 ( サブテーマ ２ ： 同位体を ト レーサー と し た

環境中化学物質の動態解析手法開発 ) を実施し、 本研究

プロ ジェ ク ト で確立された計測技術を実際の環境分析へ

応用し て行 く 。

＜全体計画＞

サブテーマ 1「気候変動影響を検出するための ト レーサー

の開発と計測」：亜熱帯 と亜寒帯の自然生態系変動をそれ

ぞれ反映す る 波照間島 と 落石岬のモニ タ リ ン グ ス テー

シ ョ ンにおいて、大気中自然起源 VOC の高頻度観測を実

施し て、 自然生態系に関係する シグナルのみを抽出し、

その日変化 ・ 季節変動 ・ 長期 ト レ ン ド の支配要因を解明

する と 共に、 生態系 ト レーサー と し て活用する ために必

要なプロ セス研究を実施する。 また、 海水中に含まれる

長寿命ハ ロ カーボ ン類を同時定量す る 分析手法を確立

し、 各成分の海洋での鉛直分布、 あ るいは濃度比を数年

から 50 年スケールの水塊 ト レーサーに応用し、海水流動

研究に活用する。

サブテーマ ２ 「同位体を ト レーサー と し た環境中化学物

質の動態解析手法開発」：同位体計測技術を よ り 多 く の元

素の同位体測定へと拡張し て行 く と と もに、 生物、 土壌、

水など様々な環境試料の分析に応用でき る試料前処理法

も含めたその高度化 ( 高精度化、 微量試料分析法開発な

ど ) を進める。 特に、 国際的な取 り 組みが進められてい

る水銀の同位体高精度分析法の確立、 自然 ・ 人為起源の

様々な物質の発生源探索や動態解明の ト レーサー と し て

注目される炭素の放射性同位体などの計測技術の高度化

を推進する こ と によ り 、 化学物質や大気中粒子状物質な

どの動態解析への利用を目指し た同位体計測法の技術基

盤整備 と 体系化を図 り 、 確立された計測技術を用いて実

際の環境分析を行 う 。

〔内容および成果〕

(1) 主に陸上植物の光合成に よ って大気か ら 除去 さ れる

硫化カルボニル (COS) に着目し、今年度は COS を コ ン タ

ミ ネーシ ョ ンフ リ ーでGC/MSへ導入可能な大気濃縮装置

を開発し た。 また、 簡易渦集積法に基づ く フ ラ ッ ク ス測

定システムを構築し、 更に大気の乱流構造を維持し た状

態で大気をサンプ リ ングする ための条件等について検討

を行った。

(2) 韓国観測船および JAMSTEC ・ 淡青丸によ る日本海の

調査航海において、対馬海盆 ( 別称、 ウルルン海盆 ) と大

和海盆における CFC-11、 12、 113 および SF6 の鉛直断面

観測を実施し た。 また、 昨年度に得られた日本海盆 ・ 大

和海盆間の CFCs データ を解析し、 CFC-12/CFC-113 比を

用いて深層水塊の見かけ年齢を算出し た。

(3) マルチ コ レ ク ター型誘導結合プ ラ ズマ質量分析装置

(MC-ICP/MS) に接続し た脱溶媒試料導入装置のアルゴン

ガス と 窒素ガス流量の精密調整を進め、 水銀同位体測定

におけるベース ラ イ ンシグナルの低下と S/N 比の向上を

行った。 その結果、 水銀濃度 20 ng/g の試料溶液 7 mL で

高精度水銀同位体分析が可能 と なった。 また、 サ メ 筋肉

(CRM DORM-2)および内蔵試料 (CRM DOLT-3) を用い、試

料前処理 も 含めた水銀同位体比計測手法について検討

し、マグ ロに含まれている水銀の同位体測定に応用し た。

(4) 放射性炭素分析では、微量炭素量の試料前処理用真空

ラ イ ンを用いた CO2 還元処理 ( グ ラ フ ァ イ ト 化 ) の最適

条件を調べた。 また、 大気中有機エア ロ ゾルの放射性炭

素測定に関する国際共同実験に参加し た。

〔関連課題一覧〕

1113AQ001 　 環境 と 生体中の元素の存在状態 と 動態解明

に関する研究 99p.

1113CD008 　 高感度還元気化 MC － ICPMS 法の開発に基

づ く 魚類中の大気由来水銀の特定 99p.
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【関連課題】

1） 　 環境と生体中の元素の存在状態と動態解明に関する

研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1113AQ001

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （環境計測研究セン ター）， 田中敦，

内田昌男， 武内章記， 近藤美由紀

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

元素や化学物質の環境、 生体中におけ る動態を明ら かに

し て行 く こ と を目的 と し て、 分析試料中に含まれている

元素の同位体比、 分布状態 ( 局所的集積 )、 存在状態 ( 化

学形態 ) などを詳細に調べる ための分析手法 ( 質量分析

法、 分光分析法、 Ｘ 線分析法など ) の開発や改良、 また

複数の分析手法の組み合わせなどによ る計測手法の高度

化を目指す。

〔内容および成果〕

マルチコ レ ク ター型誘導結合プ ラ ズマ質量分析法 (MC-

ICPMS) を用いた元素同位体比の高精度計測のため、様々

な環境物質について試料前処理法などの分析手法確立を

継続し ている。 また、顕微蛍光 Ｘ 線分析法 (XRF) によ る

局所分析や粉末 Ｘ 線回折法 (XRD) によ る状態分析を利

用し た固体環境試料中の元素の化学結合状態 と その分布

を調べる計測手法について検討を続け、 鉱物や生体切片

試料などの分析へ応用し た。

2） 　 高感度還元気化 MC － ICPMS 法の開発に基づ く 魚類

中の大気由来水銀の特定

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD008

〔担当者〕 ○武内章記 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

産業革命以後、 化石燃料の使用や産業廃棄物の焼却など

に よ る地球規模での水銀汚染の進行が懸念 さ れてい る。

水銀は環境中で残留性が高 く 、 生物に蓄積 さ れやす く ,

毒性が高い金属であ る ために、 人間や野生動物への健康

被害が懸念されている。 水銀は様々な環境中に存在する

ために、 生物中の水銀は一般的に地殻か ら地表に出て き

た も のであ る と 考え られている。 し か し自然界におけ る

水銀循環を考慮し た場合に、 人為的に大気中に排出さ れ

た水銀が地表に堆積し て、 生物中に蓄積し ている可能性

があ る。 そ こ で本研究では近年確立された水銀同位体分

析を用いて、 魚類中の大気由来水銀を特定する。

〔内容および成果〕

日本近海で採捕されたキハダマグ ロおよび メ バチマグ ロ

の筋肉部分の水銀同位体比計測を実施し た。 その結果、

約 0.2 から 0.6‰ の値を示し、発生源の可能性が高い海底

泥の水銀同位体比と比較し て約 1.5‰ 高いこ と が分かっ

た。 さ らにマグ ロ筋肉中の水銀同位体は非質量依存同位

体分別効果の影響を受けている と い う 知見を得た。 これ

は生物濃縮する前に光還元反応の影響を受けた も の と考

え られる。

3.(10)-3. 先端的分光遠隔計測技術の開発に関する

研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コード〕 1115AA103

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （環境計測研究セン ター）， 松井一

郎， 日暮明子， 西澤智明， 松永恒雄， 小熊宏之，

山野博哉

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

人工衛星や宇宙ステーシ ョ ンか らの環境計測を目的 と し

て先端的な分光計測に基づ く 環境遠隔計測技術を開発

し、 我が国の次世代地球観測衛星用センサの開発 と 利用

に必要な技術基盤を確立する こ と を目的 と する。 能動型

センサ と し ては JAXA/ESA の EarthCARE 衛星に搭載され

る高スペク ト ル分解ラ イ ダー (ATLID) および宇宙ステー

シ ョ ンへの搭載を目指し て提案中の植生ラ イ ダーを、 受

動型センサ と し ては同衛星に搭載されるマルチスペク ト

ルイ メ ージ ャ (MSI) と JAXA の ALOS-3 衛星に搭載され

る経産省のハイパースペク ト ルセンサ (HISUI) を想定す

る。

サブテーマ １ ： 「次世代能動型分光センサーの開発に関

する研究」

宇宙ステーシ ョ ンや低高度軌道衛星への搭載を想定し た

新 し い能動型セ ンサー と し て提案中の植生 ・ 大気 ラ イ

ダーについて、 原理検証 と データ解析 ・ 利用手法の研究

を行 う 。 特に、 測定波長の選定、 マルチビーム送信光学

系、 ２ 次元検出器の評価、 データ利用を含むシ ミ ュ レー

シ ョ ンが主要課題と なる。 ( センサー提案は、東北工業大

学、 情報通信研究機構など と の協力で進めている。 ) ま

た、現在JAXA と ESAの協力で開発されている EarthCARE

衛星に搭載される高スペク ト ル分解ラ イ ダー (ATLID) と

マルチスペク ト ルイ メ ージャー (MSI) を想定し て、 エア

ロ ゾルについて能動センサー と 受動センサーの複合解析
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手法を開発する。既存の CALIPSO と MODIS データに適

用し、地上の高スペク ト ル分解ラ イ ダー( ラ マン ラ イ ダー

) と放射計ネ ッ ト ワーク SKYNET などのデータ を用いて

評価を行 う 。

サブテーマ ２ ：「分光イ メ ージングセンサの解析手法に関

する研究」

環境分野におけるハイパースペク ト ル ( 分光イ メ ージン

グ ) センサの実利用に必要な基盤的なデータ処理技術の

開発を行 う と と も に、 その有効性を船、 航空機か ら のハ

イパースペク ト ル観測データ を用いて評価する。 特に脆

弱な生態系の一つであ るサンゴ礁については、 白化後の

サンゴの回復状況等をサンゴ及び藻類の分光特徴を用い

て監視する技術の開発を重点的に進め る。 ま た沿岸域 ・

故障におけ る アオコ ・ 赤潮発生時や油流出時におけ るハ

イパースペク ト ルセンサによ るモニ タ リ ング等に関し て

も検討を行 う 。 さ ら に我が国の衛星搭載ハイパースペク

ト ルセンサを用いた環境監視を行 う 際の指針を示す。

〔内容および成果〕

サブテーマ １ ： 宇宙ステーシ ョ ン搭載植生ラ イ ダーにつ

いては、 宇宙航空研究開発機構において技術検討が開始

され、 また、 データの利用について も サイエン スチーム

で検討が開始された。 本研究では、 前年度の多波長レー

ザーの検討に続き、 植生ラ イ ダーの大き な特徴であ るマ

ルチビームの送信を行 う ための光学手法の基礎的検討を

行った。 また、 測定の計算機シ ミ ュ レーシ ョ ンを行ない、

特に大気観測の可能性について検討し た。

EarthCARE 搭載 ラ イ ダーお よ び多波長 イ メ ー ジ ャ ー

(MSI) を用いた複合解析アルゴ リ ズムの開発および検証

のために、 ス カ イ ラ ジオ メ ーターの広域地上ネ ッ ト ワー

ク (SKYNET および AERONET) のデータ ( 光学的厚さ、

一次散乱アルベド、粒形分布、屈折率 ) の集積およびデー

タセ ッ ト 作成について検討し、 作業を開始し た。

サブテーマ ２ ： 　 ハイパースペク ト ルデータの処理方法

については、 特徴的な吸収等を有する スペク ト ルの自動

抽出方法の改良を進めた。 また 「ビ ッ グデータ」 の観点

か らデータ検索 と データ解析処理を一体化し て行 う シス

テムの検討を行った。 また衛星搭載ハイパースペク ト ル

センサの運用に関する様々な制約条件や衛星データか ら

作成し た実際の雲分布データ (複数年 ) を取 り 入れた長期

観測シ ミ ュ レーシ ョ ンについて、 従来の優先 (1 回 ) 観測

／全球観測以外に、 自然保護区や氷河 と いった定期的な

観測を必要 と する対象まで含めたシ ミ ュ レーシ ョ ンを行

い、 その観測達成度の予測を行った。

さ らに可視か ら近赤外までを連続分光し て撮影するセン

サーを森林樹冠上に常設し、 生育開始時期か ら落葉機ま

での連続分光観測を行った。 同時に生育ステージご と の

葉面積や葉内生化学成分を測定し、 連続分光データか ら

森林植生のフ ェ ノ ロ ジーや葉内生化学成分を推定する手

法を開発し た。

〔関連課題一覧〕

1115ZZ004 　 衛星ハ イパースペ ク ト ル リ モー ト センシン

グの活用に関する基礎的研究 100p.

【関連課題】

1） 　 衛星ハイパースペク ト ルリ モー ト センシングの活用

に関する基礎的研究

〔研究課題コード〕 1115ZZ004

〔担当者〕 ○松永恒雄 （環境計測研究セン ター）， 山本聡，

加藤創史

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

現在世界各国で衛星搭載用のハイパースペク ト ルセンサ

の開発が進んでいる。 こ のよ う なセンサは地表面、 沿岸

域に関する詳細な環境情報が得られる と 期待されている

反面、 その莫大なデータ量や複雑なデータ処理が、 特に

環境分野におけ る実利用の障害にな る恐れも あ る。 そ こ

で本研究では衛星ハイパースペク ト ル リ モー ト センシン

グの活用に関する基礎的研究を行い、 そのよ う な障害の

解消に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

衛星搭載ハイパースペク ト ルセンサの運用に関する様々

な制約条件や衛星データから作成し た実際の雲分布デー

タ (複数年 ) を取 り 入れた長期観測シ ミ ュ レーシ ョ ンにつ

いて、 従来の優先 (1 回 ) 観測／全球観測以外に、 自然保

護区や氷河 と いった定期的な観測を必要 と する対象まで

含めたシ ミ ュ レーシ ョ ンを行い、 その観測達成度の予測

を行った。

またピ ク セルス ワ ッ ピ ング法によ る画像内の特徴的計上

抽出について検討を進め、 円状地形に最適化し た手法の

考案及びその実データによ る評価を行った。
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4.(1) 地球環境の戦略的モニ タ リ ングの実施、 地球

環境データベースの整備、 地球環境研究支援

〔研究課題コード〕 1115AP010

〔代表者〕 ○向井人史（地球環境研究センター），笹野泰

弘，町田敏暢，笹川基樹，三枝信子，高橋善幸，

中島英彰，白井知子，梁乃申，寺尾有希夫，遠

嶋康徳，谷本浩志，野尻幸宏，斉藤拓也，荒巻

能史，杉田考史，横田達也，吉田幸生，森野勇，

小熊宏之，山野博哉，中岡慎一郎，福澤謙二，

小司晶子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

地球環境研究の基盤整備に資する ため、 人工衛星を利用

し た温室効果ガスの観測を含む戦略的かつ先端的な地球

環境モニ タ リ ング事業を実施する と と も に、 これら によ

り 収集 さ れ る 観測デー タ 等を、 地球環境研究に係わ る

データベース と し て整備、 広 く 提供 ・ 発信する。 ま た、

国内外におけ る連携によ る統合的 ・ 効率的な地球環境研

究の推進を支援する。 さ ら に、 研究者の相互理解促進、

研究情報 ・ 成果の流通、 地球環境問題に対する国民的理

解向上のための研究成果の普及を図る。

〔内容および成果〕

シベ リ ア域を含む極東アジアやオセアニア、 太平洋での

大気 ・ 海洋における温室効果ガス等濃度、 海洋及び陸域

生態系におけ る二酸化炭素フ ラ ッ ク スのモニ タ リ ングに

加え、 衛星利用によ る温室効果ガス濃度の分布等のモニ

タ リ ングを実施し た。 また気候変動によ る生態系への影

響を、 高山帯植生やサンゴの移動などによ り モニ タ リ ン

グ し た。 こ れら の成果をデータベース化し、 広 く 提供 ・

発信を行 う ための基盤を整備 ・ 拡充し た。 さ ら に地上観

測及び衛星利用の二酸化炭素濃度データに基づ く 全球の

地域別二酸化炭素収支プロ ダ ク ト の一般ユーザへの発信

を開始し た。 ま た、 グ ローバルカーボンプ ロ ジ ェ ク ト 、

アジアフ ラ ッ ク ス を始め とする国内外の研究プロ グ ラ ム

や研究ネ ッ ト ワ ー ク に積極的に参画 し、 スーパー コ ン

ピ ュータ利用支援など も含め地球環境研究の中核的拠点

と し ての機能を果た し た。 さ らに、 各種媒体を通じ て気

候政策にかかる基盤的情報の提供を行 う と と も に、 研究

成果の普及を促進し た。

[ 備考 ]

当課題は、 課題コード 1115AL001 「GOSAT 定常処理運用

システムの運用 ・ 維持改訂」 の成果を含む。

【関連課題】

1） 　 大気 ・ 海洋モニ タ リ ング

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ035

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター）， 向井人

史， 寺尾有希夫， 野尻幸宏， 谷本浩志， 遠嶋康

徳， 笹川基樹， Shamil Maksyutov， 白井知子， 高

橋善幸， 杉田考史， 斉藤拓也， 荒巻能史， 高見

昭憲， 山野博哉， 河地正伸， 福澤謙二

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

地球環境の変動に寄与する大気中や海洋中の物質につい

て、 中長期的に継続し た観測を行 う こ と によ ってその時

間変動や空間分布を明ら かにし、 変動要因を解明する た

めの基礎データ を取得する。 また、 地球温暖化のよ う な

地球環境の変動の結果 と し て生じ る影響を中長期的な観

測から検知 ・ 監視する。 観測は最先端の技術を導入し て、

国際基準に準拠または ト レーサブルな標準の も と で実施

し、 日本のみな らず国際的に有用なデータ を取得する と

と もに、 広 く データ利用を推進する。

〔内容および成果〕

地上観測モニ タ リ ングでは、 波照間ステーシ ョ ン と 落石

岬ス テーシ ョ ンにおいて温室効果ガ ス な ら びに関連ガ

ス、 エア ロ ゾル等の観測を順調に実施し た。 二酸化炭素

(CO2) の年平均濃度は波照間、 落石 と もに 397ppm に到達

し、18 年前の観測開始から 37ppm 近 く 増加し た こ と にな

り 、 こ の間の増加量は 10% に達し ている。 CH4 について

は 1998 年に大き な増加を見せた後、 1999 年から 2006 年

まで増加率が低下し、2004-2005 年には ト レ ン ド が減少傾

向を見せる までになった。 しかし、 2006 年以降 CH4 濃度

は再び増加傾向に転じ、2007 年に落石で 10 ppb/yr の増加

率が観測された。 2007 年以降の平均増加率は、 波照間で

約 6ppb/yr、 落石で約 5ppb/yr であった。

　 船舶モニタ リ ングでは、 2011 年には震災によ る輸出入

品の減少の影響を受けて、 稼働し ていた ４ 隻の船舶の う

ち ４ 月よ り ３ 隻が運航を停止し たが、 その後相次いで船

舶の航行が再開し て、 2012 年末現在では ４ 隻船舶で観測

を継続し ている。本年度は得られた pCO2 の時空間分布を

用いて、 海洋表層の全炭酸濃度分布を推定し た。 全炭酸

濃度分布を推定する ためにはpCO2の他に海洋表層のアル

カ リ 度または pH の分布を推定する必要があ るが、 アル

カ リ 度は海面水温 と 塩分を用いて推定する事が可能であ

り 、そのよ う にし て得られたアルカ リ 度分布と pCO2 分布
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から公開計算ルーチンであ る CO2SYS を用いて全炭酸分

布を算出し た。

　 航空機モ ニ タ リ ン グ では、 西シベ リ ア の Surgut、

Novosibirsk、東シベ リ アの Yakutsk 上空において航空機を

利用 し て定期的に上空の温室効果ガ ス の観測を実施 し

た。 Surgut 上空の CO2 濃度はいずれの高度において も

2009 年に冬季、 夏季 と もに比較的低い濃度が観測されて

増加率が一時的に鈍化し たが、 2010 年には再び増加に転

じ ている。特に高高度では 2010 年の夏季の濃度が比較的

高かったのでこの年の増加率が高 く なっている。 2011 年

の夏季は再び低濃度が観測されている。

　 成層圏オゾ ン ・ 有害紫外線モニ タ リ ン グでは、 陸別、

落石岬、 つ く ば、 波照間の ４ 局において帯域紫外線計を

用いた有害紫外線の観測を継続する と と も に、 陸別では

ブ リ ューワ分光計を用いて確度の高い有害紫外線観測を

実施し た。 これまでの長期観測データの解析を行い、 日

本の地上に到達する有害紫外線の量に有意な経年変化は

認められないこ と がわかった。

　 温暖化影響評価のための海洋モニ タ リ ングでは、 選定

し た 8 海域において、 定点コ ド ラー ト の設置を行い、 サ

ンゴ分布を記載し、 水温計の設置を行った。 各海域か ら

サンゴ を採取し て褐虫藻を分離し、 褐虫藻の遺伝子型 (

ク レード ) を解析し た。 サンゴ種数 と被度は南から北に

向かって減少し、 緯度勾配があ る こ と、 今までに選定し

た温暖化影響の指標種が南のサ イ ト に分布 し てい る こ

と、 北のサイ ト においては群体数 ・ サイ ズ、 被度 と も に

小さいこ と がわかった。

　 標準ガス事業では、 CO2 濃度の標準ガス検定システム

に 13C-CRDS を導入し、 標準ガスの 13CO2 を測定出来る シ

ス テムを構築し た。 また、 オゾンの日本の基準器 と し て

位置付け られている SRP35 を維持するために、 SRP を追

加し 2 台体制で、精度の維持管理を行 う 体制を構築し た。

2） 　 陸域モニ タ リ ング

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ003

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター）， 高橋善

幸， 梁乃申， 小熊宏之， 高橋厚裕， 井手玲子，

林真智， 山尾幸夫， 平田竜一， PINGCHUN， 田

中佐和子， 大島愛， Tan Zhenghong， 寺本宗正

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

地球環境システムの現状把握 と その変動要因の解明、 お

よびそれに基づ く 地球環境変動の予測に資するデータ を

整備する ため、 次のモニタ リ ングを推進する。

(1) 森林をはじめ とする陸域生態系において、温室効果ガ

ス等の収支 と、 その変動を制御する生態系プロ セスのモ

ニタ リ ングを行 う 。

(2)地球温暖化の影響を早期に受ける こ と が予想される高

山帯植生において、 気候変動は植物の生育範囲や生理活

性に与え る影響のモニ タ リ ングを行 う 。 また、 これらの

観測に関する国内外ネ ッ ト ワー ク の中核的拠点 と し て、

観測手法の標準化、 データの収集 と 流通促進を主導的に

行 う 。

〔内容および成果〕

富士北麓サイ ト においては、 個葉レベル、 林分レベルの

地上観測、 衛星観測 と いった異な る空間ス ケール、 異な

る手法に基づいた炭素収支定量評価のためのモニ タ リ ン

グデータの整備を行った。 天塩サイ ト については、 カ ラ

マツの育成課程を通し た炭素 ・ 窒素の生態系内の循環過

程の追跡調査を継続し た。

高山帯植生におけ る 温暖化影響モニ タ リ ン グについて

は、 前年度から引き続いて新たな機器設置を行い、 また、

気象の年々変動が植物の生育範囲やフ ェ ノ ロ ジーに与え

る影響をモニ タ リ ングする ためのデータ解析手法を一部

確立し た。

3） 　 地球環境データベースの整備

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ004

〔担当者〕 ○中島英彰 （地球環境研究セン ター）， 白井知

子， 向井人史， 町田敏暢， 三枝信子， 野尻幸宏，

曾継業， 眞板英一

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

地球環境セン ターが実施し ている地球環境モニ タ リ ング

事業等で取得されたデータのデータベース化を進める と

と も に、 これら のデータベース を有効に使い、 地球環境

研究を遂行する上で有用な研究 ・ 解析支援システムを構

築する。 また、 併せて 2010 年度以前に整備されたデータ

ベース ・ ツール ・ サーバー等の維持 ・ 管理 ・ 改良を行 う 。
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〔内容および成果〕

第 3 期中期計画第 2 年次と なる 本年度 ( 平成 24 年度 ) は、

前年度に引き 続き データ ベース サーバーの維持・ 管理を

行った。 さ ら に、 新たに 2 台のサーバーマシンを導入し 、

古いサーバーから の移行を進めた。 旧サーバーは予備機と

し て残し ておいた。本年度は、NIES と 名古屋大学と の共同

研究によ る 、「 陸域生態系炭素収支 1km メ ッ シュ 解析デー

タ 」 の新ページを立ち上げた。 また、 1990 年代から 行って

き たシベリ ア航空機観測データ 提供ページの立ち上げも

行った。 さ ら に、 地球環境データ ベースト ッ プページの改

良を行い、 新年度から の公開に向けた作業を行った。

4） 　 GOSAT データ定常処理運用システムの運用・維持改

訂

〔区分名〕 GOSAT

〔研究課題コード〕 1115AL001

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター）， 渡辺宏，

河 添 史 絵， 高 木 宏 志， 内 野 修， Sergey

Oshchepkov， Andrey Bril， 森野勇， 吉田幸生，

Shamil Maksyutov， 松永恒雄， 開和生， 横田康

弘， 二宮啓一郎， 相川茂信， 網代正孝

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

国立環境研究所、 環境省、 宇宙航空研究開発機構は、 全

球の二酸化炭素及び メ タ ンの濃度分布 と その変動の観

測、 及び全球の二酸化炭素の地域別ネ ッ ト 吸収 ・ 排出量

の推定精度の向上を主目的 と し て、 共同で温室効果ガス

観測技術衛星 「いぶき」 (GOSAT) プロ ジェ ク ト を推進し

ている。 「いぶき」 は、 平成 21 年 1 月 23 日に打ち上げら

れ、 ５ 年間以上の運用を目標に定常観測を続けてい る。

国立環境研究所では、 衛星観測モニ タ リ ングの一環 と し

て、 「いぶき」 の観測データ を定常処理 ( 受信、 処理、 再

処理、 保存、 提供 ) する こ と を目的に、 必要な計算機シ

ステム ( ハード ウ ェ ア及びソ フ ト ウ ェ ア ) を整備・運用す

る と と も に、 維持 ・ 改訂作業を行 う 。 また、 衛星モニ タ

リ ング情報の発信のため、 必要な広報及び研究者支援を

行い、 観測データが温暖化研究等の推進に十分に活用さ

れる こ と を目指す。

〔内容および成果〕

導入から ５ 年を経過するデータ処理運用システム ( 二次・

三次導入によ る装置 ) の更新と移設を行った。

GOSAT 定常処理運用施設の運用を実施し た。TANSO-FTS

SWIR レベル 2 プロ ダ ク ト ( 二酸化炭素 と メ タ ンのカ ラ ム

濃度 ) を V02.xx にバージ ョ ンア ッ プし て平成 24 年 6 月

よ り 一般ユーザへの提供を開始する と と も に、 その検証

結果を Web に掲示し、GOSAT の過去の全観測データ ( レ

ベル 1B V141.141 及び V150.15x) に対し て V02.xx の再処

理を完了し て一般ユーザに公開し た。 また、 TANSO-CAI

のレベル 3 プロダ ク ト (NDVI 植生指数分布 ) を平成 24 年

11月よ り 公開し た。レベル4A(二酸化炭素の月別収支分布

)及びレベル4B(二酸化炭素の三次元濃度分布)の各プロダ

ク ト ( 平成 21 年 6 月から平成 22 年 5 月までの処理結果 )

については、 平成 24 年 12 月 5 日にプレ ス リ リ ース を実

施し た後に一般ユーザへの提供を開始し た。 これによ り 、

GOSAT 標準プロ ダ ク ト は、TANSO-FTS TIR レベル 3 を除

いて全て一度は公開し た こ と にな る。 なお、 GOSAT デー

タ提供サイ ト (GUIG) への一般ユーザの登録者数は平成

25 年 3 月 28 日現在 1408 名であ る。

また、プロダ ク ト のユーザ及び一般への情報提供 と し て、

GOSATプロ ジェ ク ト のWebサイ ト を随時更新する と と も

に、和文及び英文で GOSAT プロ ジェ ク ト ニュース レ ター

(平成24年8月号、10月号、12月号、平成25年3月号) を発行

し た。

5） 　 温室効果ガスイ ンベン ト リ策定事業支援

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ011

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）， 酒井広

平， 早渕百合子， 尾田武文， 赤木純子， 畠中エ

ルザ， 玉井暁大， 大佐古晃， 平井圭三， ホ ワ イ

ト 雅子， 小坂尚史

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

日本の温室効果ガス排出 ・ 吸収目録 ( 以下、 イ ンベン ト

リ ) の作成およびデータ解析、 作成方法の改善を継続的

に行 う と と もに、 気候変動枠組条約締約国会合 (COP) な

どにおけ る国際交渉支援、 ガ イ ド ラ イ ン作成 ・ 排出係数

データベース等の気候変動に関する政府間パネル (IPCC)

への貢献、 キ ャパシテ ィ ビルデ ィ ングプロ ジ ェ ク ト の実

施などの国外活動を進める。

〔内容および成果〕

【国内活動概要】

(1) 1990年～2010年の日本の温室効果ガス の排出量及び吸

収量を推計し た。 国連気候変動枠組条約 (UNFCCC) 締約

国会議 (COP) にて採択さ れた共通報告様式 (CRF) 及び当
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該データ の作成方法の詳細・ 分析を記載し た日本国温室

効果ガス イ ンベント リ ( 目録 ) 報告書 (NIR)」 を 4 月に条

約事務局へ提出し 、 当該報告書及びデータ を ウ エブ上で

公表、 CGER レ ポート と し て発行し た。 2012 年提出イ ン

ベント リ では、 2010 年の日本の総排出量は京都議定書の

基準年から 0.3% 減少し ている こ と が明ら かになった。 イ

ンベント リ 提出と 併せて、 主要排出源・ 不確実性評価な

どの分析及び排出量のト レ ンド に関する 解析を行った。

(2)「イ ンベン ト リ 品質保証ワーキンググループ (QAWG)」

の運営 と し て、 イ ンベン ト リ のピアレ ビ ューの実施及び

「イ ンベン ト リ 品質保証 WG 会合」 の開催 (8 月 ) を通じ

て、 UNFCCC 及び京都議定書の下で附属書 I 国締約国の

イ ンベン ト リ に求められる品質保証活動の更な る充実を

図った。

(3) 12 月に 2011 年度温室効果ガス排出量速報値の推計作

業を行った。

(4) 温室効果ガ ス排出量算定方法検討会事務局のサポー

ト と し て、 算定方法改善の検討プロセスに携わった。

(5) イ ンベン ト リ データ を収集・蓄積する温室効果ガス排

出 ・ 吸収量データベースの運用、 わが国のイ ンベン ト リ

で使用されている排出係数 ・ 関連パラ メ ーターを ま と め

た排出係数管理データベースの管理 ・ 改善を行った。

【国際活動概要】

(6) アジア地域の温室効果ガ ス イ ンベン ト リ 作成の支援

及びイ ンベン ト リ の精度向上を図る ため、 2003 年から環

境省の支援の下で開催し ている 「アジアにおけ る温室効

果 ガ ス イ ン ベ ン ト リ 整 備 に 関 す る ワ ー ク シ ョ ッ プ

(WGIA)」第10回会合(WGIA10) を 7月にハ ノ イ (ベ ト ナム )

において開催し た。第 6 回の開催以降「神戸イ ニシアテ ィ

ブ」 の一環と し て開催され、 WGIA 参加各国が作成を進

めている国別報告書の作成状況及び 「測定 ・ 報告 ・ 検証

可能な温室効果ガス排出削減活動」 推進の重要性に主眼

を置き、 当該活動に不可欠な イ ンベン ト リ 策定の更な る

発展のため、 今後の WGIA 活動の展開を中心 と し た議論

を行った。

(7) UNFCCC 関連の対応業務と し て、イ ンベン ト リ 審査専

門家 ト レーニングプロ グ ラ ムへの参加、 2012 年に提出さ

れた UNFCCC 附属書 I 国のイ ンベン ト リ 集中 ・ 訪問審査

活動への参加によ る各国イ ンベン ト リ 審査報告書の作成

支援及びイ ンベン ト リ 審査活動への貢献、 UNFCCC 補助

機関会合および締約国会議 (SB36 ～ 37 ・ COP18) におけ

る イ ンベン ト リ 関連議題の交渉支援等の活動を行った。

6） 　 地球温暖化観測連携拠点事業支援

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1115BY001

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター）， 藤谷徳

之助， 會田久仁子， 伊藤玲子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

「地球観測の推進戦略」 ( 総合科学技術会議決定 ) に基づ

き、 地球温暖化分野の連携拠点を支え る地球温暖化観測

推進事務局を設置し、 国内の関係省庁 ・ 機関の連携を促

進し、 利用ニーズに こ たえ る観測の実現、 国際共同観測

体制であ る全球地球観測システム (GEOSS) の構築に貢献

する。 国立環境研究所に事務局を置 く 地球温暖化分野の

連携拠点は、環境省 と気象庁の協力のも と で運営される。

本事業では、 連携拠点事務局の運営を支援し、 地球温暖

化観測の現状調査などに基づき、 関係府省 ・ 機関の地球

温暖化に関する観測の効率的実施、 観測データの流通促

進に関する検討などを行 う 。

〔内容および成果〕

地球温暖化観測推進事務局 ( 以下、事務局 ) は、以下の連

携施策を推進し た。

(1) 長期観測データの取得 ・ 発掘 ・ 保存に関する取組案を

文部科学省科学技術 ・ 学術審議会研究計画 ・ 評価分科会

地球観測推進部会に提出し、 「平成 25 年度の我が国にお

ける地球観測の実施方針」 ( 平成 24 年 7 月 30 日 ) の作成

を支援し た。

(2)温室効果ガス観測データ標準化ワーキンググループを

設置し、 機関間連携によ る メ タ ン及び二酸化炭素の標準

ガスの比較実験を実施し、 それぞれの実験か ら得られた

結果について、 活動報告と し て取 り ま と めた。

(3)放射観測機器の較正に関する ワーキンググループを設

置し、 国内の放射観測の実施状況の把握を目的 と し たア

ンケー ト 調査を実施し、 また、下記 (4) のワーク シ ョ ッ プ

を経て取 り ま と めた取組案 「太陽放射エネルギーの観測

と 利用におけ る連携の取組」 を基に、 今後の具体的な連

携活動について報告に取 り ま と めた。
―  106  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  107 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
(4) 事務局主催の連携拠点ワーク シ ョ ッ プ 「太陽放射エネ

ルギーの観測と利用」 を平成 24 年 11 月に東京で開催し、

気候システムの理解 と 再生可能エネルギー分野におけ る

観測データの活用について紹介する と と も に、 総合討論

「太陽放射エネルギー観測におけ る技術的課題 と 連携を

含む解決策」 を行った。

(5) 「気候変動影響の統計整備に関する基本方針」 に則 り 、

平成 23 年度末に国立環境研究所に設置し た 「環境省 　 気

候変動影響統計ポータルサイ ト 」 の運営を進める と と も

に、 統計データの更新 ・ 拡充を行った。 さ ら に、 検索対

象用語の拡張を行 う 等、 ポータルサイ ト の機能及び利便

性の一層の向上に資する活動を行った。

(6) 事務局ホームページ 「国内の観測施設共同利用情報」

については、 森林分野の観測サイ ト を中心に現地調査を

行い、 相互利用に関する情報を収集し て調査結果を取 り

ま と め、 事務局ホームページに掲載し た。

(7) 平成 24 年 4 月に東京で開催された、 GEO 主催第 5 回

GEOSS-AP シンポジウ ムに参加し、 最新の地球観測の国

際動向に関する情報収集を行 う と 共に、 連携拠点に関す

る展示や、 英文パンフ レ ッ ト 、 WG 報告書英文概要版等

の配布等の国際活動を実施し た。

7） 　 グローバルカーボンプロジ ェ ク ト 事業支援

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 0712AQ001

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セ ン タ ー） ，

Shobhakar  DHAKAL

〔期　間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

グ ローバル ・ カーボン ・ プロ ジェ ク ト (GCP) は、 炭素循

環の自然科学的研究に人間社会的側面を統合する こ と に

よ り 、 総合的な炭素管理に貢献する こ と を目的 と する。

特に、 GCP つ く ば国際オフ ィ スでは、 GCP の中心的活動

のひとつであ る 「都市 と地域の炭素管理計画 (URCM)」 を

主導し ている。

〔内容および成果〕

GCP の国際的活動への支援を行った。 特に、 炭素の年間

放出量の算定、 国際的な地球変動科学計画 と の連携、 国

際的な科学 コ ミ ュ ニテ ィ において関連す る 研究の コ ー

デ ィ ネー ト を行った。 また、 「都市 と地域における炭素管

理 (URCM)」 イ ニシアテ ィ ブを国際的に推進し、 具体的

には、 気候 と 調和 し た都市の発展に関す る 国際 ワ ー ク

シ ョ ッ プ開催 (2013 年 3 月 )、各国際評価への参画・貢献、

IPCC AR5 WG3 に統括執筆責任者 と し て貢献、 また、 学

術誌に 6 つの論文を発表、 学術誌特別号に論文を発表、

書籍の 2 つの章の執筆を担当等、 積極的なアウ ト プ ッ ト

をおこ なった。

8） 　 アジア GEO Grid イニシアチブ

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コード〕 1012CB001

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター）， 高橋善

幸， 高橋厚裕， 田中佐和子

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

本事業は、 アジア地域における データ 共有の強化を 目指

し 、地上観測や衛星観測など、アジア諸国が保有する 多種

の観測データ を集約、 統一的プロ ト コ ルで処理、 統合し 、

こ れを 利用し て新たな付加価値を 持った情報を 生み出す

ための情報処理基盤を確立する 事を目的と する 。我が国が

リ ーダーシッ プを発揮し て、観測研究を行う 各分野と 情報

技術と の分野融合を 図る と 共に、 国別の観測的研究のコ

ミ ュ ニティ を、 GEO Grid によ り データ 集積・ 共有・ 利用

ネッ ト ワ ーク を介し た分野・ 地域横断的なも のと する 。こ

れによ り 、 環境問題など のアジア地域に共通の問題に対

し 、アジア諸国の研究者や政策決定者が長期にわたる デー

タ 取得を維持し 総合的なデータ 利用に共同で取り 組む土

台を確立し 、 問題の解決を促進する 事を目指す。

〔内容および成果〕

(1)GEO Grid でデータ を共有する ための観測シ ス テム と

データ処理シス テムの仕様、 よ り 広範囲な観測サイ ト に

適用可能なシステムの最適化手法を確定し た。

(2) 富士北麓モデルサイ ト において、 CO2 収支を渦相関法

で算出する ために必要な一般気象 と CO2 濃度等の大気

データ、 な らびに衛星観測 と の直接比較を可能にする分

光放射等のデータ を リ アルタ イ ムで集約し、 GEO Grid へ

適用可能な形式に変換する一連の情報処理を年間を通し

て実践し た。

(3)アジアの中で地球観測データの流通およびフ ラ ッ ク ス

観測網の確立が遅れているベ ト ナムに対し、 地球観測の

情報基盤整備 と フ ラ ッ ク ス観測網の整備を促進す る た

め、 ベ ト ナム科学技術庁を訪問し、 地球観測データの収
―  107  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  108 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
集状況に関する情報収集 と本事業が開発し た技術の普及

を行った。

9） 　 光化学オキシダン ト 自動測定機精度管理業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1012AC001

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 橋本茂，

谷本浩志

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

日本の常時監視局で行われているオゾンの校正ス ケール

を UV 法で統一する。 そのために、 二次基準を ６ つの地

域ブロ ッ ク に導入し、 運営する。

〔内容および成果〕

全国 ６ つのブ ロ ッ ク の拠点であ る、 福岡、 愛媛、 兵庫、

愛知、 千葉、 山形での環境研究所におけ る、 地域ご と の

オゾン観測にかかわる ３ 次標準機器の校正を行 う に当た

り 、 必要な ２ 次標準オゾン計の整備な らびに、 校正のた

めの研修会を行った。 また、 ブロ ッ ク拠点の運営にあた

り 運営会議を愛媛県で行った。 これによ り 、 全国のオゾ

ン監視体制に対し て、 精度管理が行える よ う になった。

10） 　 センサーネ ッ ト ワーク化 と自動解析化によ る陸域

生態系の炭素循環変動把握の精緻化に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コード〕 1216BB002

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター）， 高橋善

幸， 井手玲子， 大島愛

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

アジア陸域生態系の炭素循環 と 生態系撹乱等の相互作用

を解明し、 地球温暖化に関する施策に資する ため、 微気

象観測タ ワーを用いて国内で森林炭素収支の長期観測を

行っている富士北麓観測サイ ト でセンサーネ ッ ト ワーク

化、 解析の自動化等のシス テム化に関する研究開発を実

施する。 安定し た長期継続観測 と 品質の高い一貫性のあ

るデータ共有の実現を目指す と と も にデータ共有 ・ 流通

の迅速化を推進する こ と によ り 、 アジア域におけ る陸域

生態系炭素循環変動の把握を精緻化し、 地球観測の推進

戦略や実施方針に記載された長期観測体制の構築に寄与

する。

〔内容および成果〕

国環研が管理する富士北麓フ ラ ッ ク ス観測サイ ト におい

て、 主要な観測項目であ る CO2/H2O フ ラ ッ ク ス、 および

重要な環境因子であ る温度 ・ 湿度 ・ 放射量などについて、

省力化された観測システムによ り 無人観測を長期に渡 り

実施し、 取得された観測データ を迅速に遠隔地から回収

する ための機器整備を行った。

観測の省力化と ネ ッ ト ワーク化を進めた結果、平成 24 年

度の春期 と 初夏に発生し た強風によ る自然撹乱が森林生

態系にダ メ ージを与え、 その結果 と し て通常な ら年間で

最も大き な正味の CO2 吸収が見られる 6 月中旬から下旬

の生態系純生産量が例年の 6gCm-2day-1 程度に比べて平成

24年度では4gCm-2day-1程度 と低下し た結果が迅速に把握

された。

4.(2) 資源循環 ・ 廃棄物に係る情報研究基盤の戦略

的整備

〔研究課題コード〕 1115AP020

〔代表者〕 ○田崎智宏（資源循環・廃棄物研究センター），

南齋規介，中島謙一，小口正弘，肴倉宏史，大

迫政浩，石垣智基，稲葉陸太，蛯江美孝，遠藤

和人，河井紘輔，倉持秀敏，徐開欽，寺園淳，

吉田綾，山田正人

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

資源や廃棄物におけ る 情報の非対称性 と その一方での

様々な環境政策 ・ 活動への情報的手法の適用の拡大 と そ

れに伴 う 情報の力の増大を踏まえ、 5 年、 10 年 と いった

中長期視点か ら我が国やアジア圏におけ る資源循環 ・ 廃

棄物研究の情報基盤構築を先導する戦略的な整備を実施

する。 具体的には、 我が国におけ る資源 ・ 物質利用、 廃

棄物処理の長期データの整備、 資源のフ ローデータや資

源利用に伴 う 環境負荷に関わるデータ整備、 廃棄物等に

含まれ る 循環資源の賦存量デー タ 整備等を行 う と と も

に、 廃棄物の分別区分や有料化等の自治体政策情報の整

備や処分費用データ、 アジア圏を対象 と し た国際廃棄物

管理に関わるデータの調査 ・ 整備を行 う 。 さ ら に、 地球

環境問題や環境 リ ス ク等 と の接点で生じ る問題に対する

研究の促進 と 国民的理解向上のための情報整備 と 発信を

行い、 我が国におけ る資源循環 ・ 廃棄物研究の中核拠点

と し ての機能を果たす。

〔内容および成果〕

物質や資源 ・ 廃棄物の管理を規定する法令条文 800 以上

の類型や特徴を整理し た物質管理方策のデータベース を

公開し た。また、風力発電や燃料電池などの新エネルギー
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技術に必要なレア メ タルを中心に経年的な国際移動量の

データ収集を行 う と と も に、 時系列データの一貫性の検

証を進めた。 また、 製品中の資源賦存量についてスマー

ト フ ォ ンなどの新製品のデータ を蓄積し た。 国際データ

と し ては、 東南アジア主要都市の都市廃棄物の性状デー

タ を、 処理技術の適用範囲等の視点か ら三角ダ イ ヤグ ラ

ムに整理し た。

【関連課題】

1） 　 製品機能ベースの物質ス ト ッ ク ・ 排出量と複合機能

製品の普及による省資源化効果の評価

〔研究課題コード〕 1213CD005

〔担当者〕 ○小口正弘 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

4.(3) 生態影響試験に関する標準機関 ( レ フ ァ レン

ス ・ ラボラ ト リ ー )、 環境リ ス ク に関する化学

物質データベース

〔研究課題コード〕 1115AP030

〔代表者〕 ○白石寛明（環境リスク研究センター），鑪迫

典久，今泉圭隆，青木康展，田中嘉成，鈴木規

之，菅谷芳雄，中島大介，林岳彦

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

生態影響試験に関する標準機関 ( レ フ ァ レ ン ス ・ ラ ボ ラ

ト リ ー ) と し ての機能を整備し、 生態影響試験法の精度

管理を検討するほか、 試験用水生生物の維持 と 提供を行

う 。 特に、 法規制上位置付け られている試験用生物 ( メ

ダカ、 ミ ジン コ、 ユス リ カ等 ) については、 効率的な飼

育体制を整備し、 試験機関への提供を行 う 。 必要に応じ

て ク ロ スチェ ッ ク等の試験結果の比較を行い、 標準試験

法の整備を行 う 。

ま た、化学物質の環境リ ス ク 評価の推進に向けた基盤整備

のため、環境リ ス ク に関する 最新の研究動向や社会情勢を

踏ま えて、関係機関等と 連携し 、環境リ ス ク に着目し た化

学物質に関する データ ベース 等を構築し 提供する 。

〔内容および成果〕

生物応答を利用し た排水管理手法 (WET) の国内導入に向

けて、 試験計画立案か ら採水 ・ 試験 ・ 結果報告までを含

めた試験法マニ ュ アルの妥当性確認を行 う ため、 3 つの

事業所の協力の下、 3 つの試験機関で検証試験を実施し、

試験法マニュ アルの提案を行った。

また、 生態毒性試験の国際調和に関する国際会議等への

対応と し て、OECD-WNT 会合におけるガイ ド ラ イ ンおよ

び生態 リ ス ク評価に関する ガ イ ダン ス文書の検討 ・ 承認

のための論議に参加し た。 生態影響試験の基礎的な知識

や技術の普及を図 り 、 試験導入を援助する ため、 昨年度

に引き続き、 ミ ジン コ を用いた毒性試験について第 2 回

実習セ ミ ナーと WET で使用される「ゼブラ フ ィ ッ シュ を

用いた胚・仔魚期毒性試験」について第 3 回実習セ ミ ナー

を開催し た。 また、 Webkis-plus に農薬出荷量、 登録農薬

有効成分、 環境省化学物質環境実態調査 ( 黒本調査 )、

PRTR 排出・移動量、環境 リ ス ク初期評価などの情報を追

加し、 EnvMethod に環境省の化学物質分析法開発調査報

告書の情報を追加し た。 GIS を利用し た地理情報 と し て

黒本調査を公表する ための準備 と、 バイオア ッ セ イデー

タの Web 公開ページの開発を進めた。

【関連課題】

1） 　 化学物質データベース等の整備 ・ 提供

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ013

〔担当者〕 ○今泉圭隆 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 鈴木

規之， 菅谷芳雄， 中島大介， 林岳彦， 青木康展，

白石寛明

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

化学物質の リ ス ク評価 ・ 管理を行 う 上で、 リ ス ク関連情

報や研究成果の集積 と 効率的な情報発信基盤の整備は重

要な課題であ る。 当研究セン ターでは、 前中期計画よ り

化学物質データベース ( 以下、 Webkis-plus と略す ) と環

境測定法データベース ( 以下、EnvMethod と略す ) を公開

し てお り 、 その整備および機能拡張を行って き た。 継続

的な公開情報の更新 と 内容の拡充が必要不可欠であ り 、

よ り 広範な人々に対し て リ ス ク情報を分か り やす く 伝え

る こ と が重要であ る。 本事業を通し て、 環境 リ ス ク評価

に関する多様な情報を広 く 一般に提供する こ と で、 環境

施策の推進 と 安全 ・ 安心な社会実現に貢献する こ と を目

標とする。

〔内容および成果〕

現在公開中の Webkis-plus( 化学物質デー タ ベー ス )、

EnvMethod( 化学物質環境の測定法データベース ) の更新

および改良を進めた。 具体的には、 環境測定調査結果、

PRTR 排出移動量、農薬出荷量、環境省環境 リ ス ク初期評
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価などの新規情報を追加し、 掲載中の法令情報の一部を

適宜更新し た。 また、 EnvMethod の情報整理を進め、 補

足情報 と し て公開する準備および、 バイオア ッ セイに関

する新たなデータベースの公開用の Web ページの準備を

進めた。

2） 　 生態影響試験に関する標準機関 ( レ フ ァ レンスラボ

ラ ト リー ) 機能の整備

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ015

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 青木

康展， 田中嘉成， 菅谷芳雄， 林岳彦， 中島大介，

白石寛明， 渡部春奈

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

化学物質の生態影響評価手法については、 近年の化学物

質の種類 と 量の増加、 国内外の社会的背景を鑑み、 常に

更新 さ れる必要があ る。 ま た、 内分泌か く 乱化学物質、

PPCPs、 ナ ノ マテ リ アル等のエマージ ェ ン ト ・ ケ ミ カル

については、 従来の試験法だけでは評価が難し く 、 国際

的な枠組みの中、 新たな評価手法の開発が推進され、 試

験法の種類や手法に多様 ・ 複雑 ・ 高度化の傾向がみられ

る。 さ ら に、 WET(Whole Effluent Toxicity) 等の新たな排

水管理手法の導入も検討されてお り 、 生態影響試験はよ

り 重要 と な る こ と が予想される。 従って、 環境 リ ス ク に

関する生態影響試験を国内各機関で実施する場合、 標準

化された手法 と バイオ リ ソース を用い、 データの信頼性

を担保する こ と が望まれる。 国立環境研究所は、 中立的

な研究機関 と し てのみな らず、 環境系試験機関の リ ー ド

ラ ボ と し ての機能が期待され、 当研究所か ら発信される

情報は、 国内外におけ る試験機関の基準 と な る可能性が

あ る。そ こ で、当研究所の環境 リ ス ク研究 リ ス ク セン ター

において、 生態影響試験に関する レ フ ァ レ ン ス ラ ボ ラ ト

リ ー機能を付与し、 国内外の関連機関 と 連携 ・ 協力し な

が ら、 生態毒性試験に係る技術等の普及 ・ 啓発に努め、

国内の技術的な基盤の向上および環境 リ ス ク評価に用い

られるデータの信頼性および質の向上を図 り 、 国の政策

に科学的側面から貢献する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

昨年度作成された作業手順書 (試験法マニュ アル ) の実効

性の確認及び修正に資する ための検証試験を行った。 検

証試験では 11~12 月にかけて、 3 か所の事業場で排水サ

ンプルを採取し、 選定し た試験機関において藻類 ・ 甲殻

類 ・ 魚類をお用いた短期慢性影響試験を実施し た。 こ の

結果を受けて、 作業手順書の妥当性評価および修正を行

なった。 尚、 最終手順書は 3 月に公開された。

OECD-WNT会合 (パ リ ・4月 )：第24回OECD 試験ガイ ド ラ

イ ンに関す る ナシ ョ ナル コ ーデ ィ ネー タ ー会合に出席

し、 生態影響試験法 (TG210, TG211, TG229, TG305 など )

に関するガ イ ド ラ イ ンおよび生態 リ ス ク評価に関するガ

イ ダン ス文書の検討 ・ 承認のための論議に参加し た。

OECD Fish Testing Framework専門家会合(ベル リ ン・5月)：

ベル リ ンで開催された OECD Fish Testing Framework 専門

家会合に参加し、 魚類に関する試験法 (TG210, 229, メ ダ

カ多世代試験 ) の策定に必要な参加各国間の調整を行っ

た。

生態影響試験の基礎的な知識や技術の普及を図る ため、

試験導入を援助する ため、 昨年度に引き続き、 第 2 回実

習セ ミ ナー ( ミ ジン コ )、 第 3 回実習セ ミ ナー ( 魚類 ) を

開催し た。

4.(4) 「子ど もの健康と環境に関する全国調査」 の

総括的な管理 ・ 運営

〔研究課題コード〕 1115AP040

〔代表者〕 ○新田裕史（環境健康研究センター），田村憲

治，佐藤ゆき，小野雅司，米元純三，伊藤裕康，

佐々木裕子，中山祥嗣，道川武紘，須田英子，

柴田康行，竹内文乃，鈴木弥生

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

２ ０ １ ０ 年 ３ 月、 環境省は 「子ど も の健康 と 環境に関す

る全国調査 ( エコチル調査 )」 基本計画を作成し、 国立環

境研究所を コ アセン ター と し て、 エコチル調査が開始さ

れる こ と と なった。 エコチル調査は、 環境要因が子ど も

の健康に与え る影響を明ら かにする こ と、 特に化学物質

の曝露や生活環境が、 胎児期か ら小児期にわた る子ど も

の健康にどのよ う な影響を与えているのかについて明ら

かにし、 化学物質等の適切な リ ス ク管理体制の構築につ

なげる こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

2011年1月から開始し た リ クルー ト を継続し、イ ンフ ォー

ム ド コ ンセン ト の得られた参加者を対象 と し て、 質問票

調査及び生体試料の採取を実施し た。 採取し た生体試料

は、 目的に応じ て分析、 分注等の操作を行い、 所定の保

管施設において保管し ている。
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また、 出産後の調査及び詳細調査の内容について検討を

進め、 質問票や所要のプロ ト コルの作成を行 う 等、 フ ォ

ローア ッ プ方法を検討し た。 さ ら に、 生体試料中の化学

物質の分析方法及び精度管理方法の開発や SOP の作成を

進め、 一部の化学物質については試行的に分析を開始し

た。 

【関連課題】

1） 　 子ど もの健康と環境に関する全国調査

〔区分名〕 エコチル調査

〔研究課題コード〕 1032AM001

〔担当者〕 ○川本俊弘 （環境健康研究セン ター）， 新田裕

史， 田村憲治， 佐藤ゆき， 小野雅司， 米元純三，

伊藤裕康， 佐々木裕子， 中山祥嗣， 道川武紘，

須田英子， 柴田康行， 上田佳代， 鈴木弥生， 竹

内文乃

〔期　間〕 平成 22 ～平成 44 年度 （2010 ～ 2032 年度）

〔目　的〕

２ ０ １ ０ 年 ３ 月、 環境省は 「子ど も の健康 と 環境に関す

る全国調査 ( エコチル調査 )」 基本計画を作成し、 国立環

境研究所を コ アセン ター と し て、 エコチル調査が開始さ

れる こ と と なった。 エコチル調査は、 環境要因が子ど も

の健康に与え る影響を明ら かにする こ と、 特に化学物質

の曝露や生活環境が、 胎児期から小児期にわた る子ど も

の健康にどのよ う な影響を与えているのかについて明ら

かにし、 化学物質等の適切な リ ス ク管理体制の構築につ

なげる こ と を目的とする。

独立行政法人国立環境研究所がコ アセン ター と し て研究

全体を取 り ま と め、 独立行政法人国立成育医療研究セン

タ ーが医学に関す る 専門的知見を有す る メ デ ィ カルサ

ポー ト セン ター と し て これを支援する。 コ アセン ター及

び メ デ ィ カルサポー ト セン ターは、 公募によ り 決定され

た全国 １ ５ のユニ ッ ト セン ター と 協働し て本研究を実施

する。 ユニ ッ ト セン ターは、 単一又は複数の大学等の研

究機関に よ っ て構成 さ れ、 各地区で リ ク ルー ト やフ ォ

ローア ッ プを担当する。 ユニ ッ ト セン ターはそれぞれ行

政単位か ら な る調査地区を、 出生数 ・ 地域代表性 ・ 化学

物質曝露レベルなどを考慮し て設定する。

エコチル調査では、 調査地区に居住する妊婦を リ クルー

ト の対象者と し て、全国で 10 万人の子ど も及びその両親

についての コ ーホー ト 調査を実施す る。 リ ク ルー ト は

2011 年 1 月から 3 年間実施し、フ ォ ローア ッ プは子ど もが

13歳に達する まで実施する。すべての対象者(子ど も )が13

歳に達し た後、 5 年間のデータ解析期間を含めた 2032 年

度までを全体の調査期間 と する。 実施する調査は、 すべ

てのユニ ッ ト セン ターの調査対象者全員を対象 と し て全

国統一の内容で実施する全体調査、 リ クルー ト 開始 ２ 年

目以降の全体調査対象者の中か ら無作為に抽出し た約 5

千人を対象 と し て よ り 詳細な内容で実施する詳細調査、

ユニ ッ ト セン ター等が独自の計画、 予算に基づいて、 環

境省の承認を受けて、 調査対象者の一部又は全部を対象

と し て実施する追加調査の 3 つがあ る。 全体調査及び詳

細調査では、 参加者 ( 母親 ) については血液 ・ 尿 ・ 毛髪な

らびに母乳の採取、 分娩時には臍帯血の採取、 参加者の

子ど もについては血液 ・ 毛髪 ・ 尿の採取、 参加者 ( 父親 )

か ら血液の採取を行い、 各生体試料中の化学物質等の濃

度を測定する こ と によ り 、 化学物質への曝露評価やアレ

ルギー等の指標物質の測定、 仮説で示される環境要因 と

ア ウ ト カム と の関連性に係わる遺伝子の解析を行 う 。 ま

た、 質問票調査や面接調査等によ って、 曝露評価やア ウ

ト カム評価および関連要因の評価を行 う 。 

〔内容および成果〕

昨年度に引き続き、 調査計画の具体化や調査手法の整備

作業、 生体試料の保管 ・ 管理等を進め、 平成 24 年度は出

生し た子ど もの成長に応じ て、 生後 6ヶ月から 2 歳まで

の質問票調査のための準備 と 実施を行った。 また、 収集

されたデータの整備や解析方法の検討、 データ管理シス

テムの運営に当たった。 さ ら に、 生体試料中の化学物質

の精度管理や分析方法の検討を行った。平成 25 年 3 月時

点のエコチル調査への参加を同意いただいた母親 ( 妊婦 )

の数は約 6 万 3 千名、 父親の数は約 6 万名、 出生し た子

ど も の数は約 4 万名 と なった。 3 年間で 10 万人を リ ク

ルー ト する と い う 目標をほぼ達成でき るペース と なって

いる。 また、 参加者の血液、 尿、 毛髪、 母乳等の生体試

料の採取 ・ 検査 ・ 保管等の業務や質問票調査も概ね順調

に進展し ている。

4.(5) 環境標準物質及び分析用標準物質の作製、 並

びに環境測定等に関する標準機関 ( レ フ ァ レン

ス ・ ラボラ ト リー )
〔研究課題コード〕 1115AP050

〔代表者〕 ○西川雅高（環境計測研究センター），佐野友

春，宇加地幸，永野公代，大西薫，肥後桂子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕
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環境標準物質に関する知的研究基盤事業は、 国内外にお

ける環境計測の精度管理に資する ため1970年代後半に国

立公害研究所 ( 現、国立環境研究所 ) 発足当初から始ま っ

た。 日本初の環境標準物質 リ ョ ウブ (Pepperbush) を作製

し て以来、天然物を対象 とする環境標準物質 28 種類を国

内外の研究機関や計測機関などに提供し て来た。 こ のよ

う な背景の も と、 国内外の環境化学計測におけ る 一次

データの精度管理や ト レーサビ リ テ ィ の確保に資する た

めに有用な環境標準物質について作製 と 提供を目的 と す

る。 作製する環境標準物質は全て世界基準に合致するだ

けでな く 、世界的に希な物質の作製を目指すものであ る。

また、 認証値決定過程で用いられる公定法をはじめ と す

る各分析法に関する評価 ・ 改良を行 う こ と も本知的研究

基盤事業の目的に入る。 今期の 5 年間は、 2000 年代以降

新たな社会問題 と なった有害化学物質や注目される元素

を対象にし た環境標準物質の開発や需要が多 く 在庫が無

く な った標準物質の更新を計画し てい る。 具体的には、

PFOS などの有害化学物質や Ni、Cd、As などの有害元素を

はじめ と し様々な化学成分について、 動植物やダス ト を

対象 と し た環境標準物質の開発 と 提供を行 う ほか、 地方

環境研究所 と の連携など も考慮しつつ環境監視測定法の

精度管理に資する応用研究も行 う 。 そのほか、 国環研内

におけ る 大気質成分の常時監視デー タ や依頼化学分析

データの精度管理にも貢献する。

〔内容および成果〕

大気粉じん中の化学成分分析における精度管理に、 NIES

CRM NO.28(Urban Aerosol) がよ く 利用されている。 国内

ユーザーから、 都市大気粉じん (CRM NO.28) に大気関連

規制項目であ る Be,Cr の値 ( 認証値あ るいは参考値 ) の追

加要望が高かった こ と から、 これら 2 元素に参考値を与

え る ための精密分析を行った。 その結果、 Cr(65.6mg/kg)、

Be(5.09mg/kg) が得られ、 COMAR への追加申請も認めら

れた。 また、 NIES CRM No.26( アオコ ) および No.24( フ

ラ イ ア ッ シュ II) に関する安定性試験データ を ISO 規準に

則し て検討し た結果、有効期限をそれぞれ 10 年延長する

こ と ができ た。 そのほか、 ホテ イ アオイ などい く つかの

物質について長期安定性追跡試験も行い、 QA/QC 管理を

継続的に行った。大気常時監視測定方法の QA/QC に関連

し、 NOx、 オゾンおよび PM(2.5、 SPM、 10) の機差を把

握する ための基礎データ収集にも貢献し た。

【関連課題】

1） 　 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析 ・ 分析

に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ005

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

微細藻類は様々な生理活性物質を生産し てお り 、 その中

には有毒な も のや強い酵素阻害活性を有し ている も の も

あ る。 本研究では、 微細藻類が生産する新規生理活性物

質を単離 ・ 構造解析する と と も に、 微細藻類が生産する

有毒物質についての精度の高い分析法を開発する事を目

的と し ている。

〔内容および成果〕

微細藻類が生産する有毒物質 ミ ク ロ シスチンには多数の

同族体が存在するので、 それら を高速液体ク ロ マ ト グ ラ

フ質量分析計 (LC-MS) で個別に一斉分析する ため、 高速

液体ク ロマ ト グ ラ フで使用する カ ラ ムや分離条件につい

て検討を行 う と と も に、 質量分析計の測定条件について

も検討を行った。 その結果、 ミ ク ロ シスチン同族体の分

離を損な う こ と な く 分析時間を従来の約半分に短縮する

こ と ができ、 感度も向上させる こ と ができた。

2） 　 生物応答を利用し た水環境管理手法検討調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY008

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 渡部

春奈， 松崎加奈恵， 菅谷芳雄， 青木康展， 白石

寛明

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

工場 ・ 事業場か ら の排水には低濃度であって も多種多様

な化学物質が含まれている場合があ り 、 それらの生態系

への悪影響や複合影響については未知な部分が多い。 安

心安全な水環境を確保し、 事業場排水に起因する水質汚

濁および水生生物等への悪影響を未然かつ効率的に防止

する ために、 環境影響を総和的に管理する手法 と し て、

生物応答 ( バイオア ッ セイ ) を利用し た水環境管理手法

(WET: Whole Effluent Toxicity) の国内への導入について調

査 ・ 検討を行 う 。

〔内容および成果〕

生物応答 ( バイオア ッ セイ ) を利用し た水環境管理手法の

検討を進める ため、 3 つの検討会を設置し審議を行った。
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( １ ) 「生物応答を利用し た水環境管理手法に関する検討

会」 (5 月、 2 月開催 ) では、 排水管理制度における生物応

答手法の位置づけの整理を行った。

( ２ )「生物応答を利用し た水環境管理手法の制度・運用分

科会」 (5 月、 7 月、 10 月、 2 月開催 ) では、 生物応答手法

導入に向けた 1) 制度の在 り 方の検討や、2) 運用にあたっ

て必要と なる基盤 ( 試験機関の認定 ・ 試験の実施 ・ 結果

の報告など ) の策定、3) 昨年度作成された作業手順書 ( 試

験法マニュ アル ) の実効性の確認及び修正に資するため

の検証試験を行った。 ( ３ ) 「排水 ( 環境水 ) 管理のバイ

オア ッ セイ技術検討分科会」 (8 月、 2 月 ) では、 作業手順

書の妥当性評価および修正を行なった。

4.(6) 環境試料の長期保存 ( スペシ メ ンバンキング )
〔研究課題コード〕 1115AP060

〔代表者〕 ○柴田康行（環境計測研究センター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

将来の新たな汚染の顕在化に対処する ため、 関連試料採

取プロ ジェ ク ト と の連携を強化する と と も に国際連携も

視野にいれて、 環境試料を長期保存する タ イ ムカプセル

棟の体制を維持、 推進する。

〔内容および成果〕

環境試料のタ イ ムカプセル化に関する研究や震災関連研

究、 地方環境研究所と の II 型共同研究などを含む所内研

究によ る採取試料や、 環境省から のモニ タ リ ング試料の

受け入れ、 保存を継続し た。 また、 保存試料の一部を用

いて精度管理用の共通分析試料を作成し たほか、 震災影

響研究への試料提供も行った。残留性有機物質 (POPs) 汚

染に対処する ス ト ッ ク ホルム条約におけ る環境モニ タ リ

ング手法の改訂作業に参画し、 その中で環境試料長期保

存の章の作成に関わった。

【関連課題】

1） 　 被災地沿岸の二枚貝中微量金属濃度の希薄化プロセ

スの解明

〔区分名〕 新発想

〔研究課題コード〕 1212AN002

〔担当者〕 ○武内章記 （環境計測研究セン ター）， 田中敦

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

陸域 と 海域の狭間で平衡状態にあった東北地方太平洋沿

岸環境は、 大津波によ って撹乱された。 沿岸域におけ る

生体必須元素や微量金属などの生物地球化学的循環はそ

の地域の水産資源や養殖物への 「食の安全」 と も密接に

関係があ る。 予備研究では、 被災地沿岸で採集し たム ラ

サキ イ ン コ ガ イ中の ヒ 素、 カ ド ミ ウ ム、 そ し て水銀濃度

が、 ２ ０ ０ ９ 年に採集されたサンプル と 比較する と 半減

し ている こ と が判明し た。 そ こ で本研究では、 それらの

有害金属のモニ タ リ ングを継続する と 共に、 炭素 と 窒素

の安定同位体比分析を実施し て、 津波によ る沿岸域の餌

の変化が金属濃度減少の原因になったのかど う かを明ら

かにする。

〔内容および成果〕

津波の影響を受けた沿岸域生態系に生息する二枚貝の ヒ

素、 カ ド ミ ウ ム、 水銀濃度は、 2012 年度も震災以前 と比

較し て以前約 10 ～ 50% 程度減少し ている知見を得た。そ

し て二枚貝の摂食も し く は取 り 込んでい る栄養物では、

窒素の供給源が若干変化し た こ と が確認でき た。 しかし

ながら、 炭素の起源は変化し ていない と 考え られる ため

に、 二枚貝中の有害金属濃度が減少し た原因が餌の変化

であ る と い う 仮説は立証でき なかった。 そのため、 微量

金属濃度が低下し た原因は水質 (環境 ) の変化に起因し て

いる と考え られる。

2） 　 環境試料のタ イムカプセル化に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ018

〔担当者〕 ○田中敦 （環境計測研究セン ター）， 武内章記，

苅部甚一， 瀬山春彦， 柴田康行

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

将来の新たな汚染 ・ 環境問題の顕在化に備え、 また現在

十分な感度、 精度で測定でき ない汚染の進展を将来の進

んだ手法で明ら かにする ために、 環境試料の収集、 保存

を継続する と と も に、 よ り 長期的、 広域的視野に立った

環境試料の探索及び長期保存のあ り 方を検討する。 加え

て、 計測手法の開発 と 保存試料への適用によ り 保存試料

の有効利用を図る。

〔内容および成果〕

計画的調査 と し て、 中国地方、 東京湾内及び八丈島での

二枚貝採取 と 凍結粉砕、 長期保存を行った。 東日本大震

災によ って津波被害を受けた地域、 原発事故によ る影響

が想定される地域 と し て、 青森県下北半島北端から千葉
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県房総半島南端までの東日本沿岸域の調査を行った。 二

枚貝などの生物試料や海水中の放射性核種の濃度分布 と

経時変化を追跡し た。

また、 津波堆積物によ る二枚貝中の多環芳香族炭化水素

の汚染状況について も継続調査し た。

4.(7) 環境微生物及び絶滅危惧藻類の収集 ・ 系統保

存 ・ 提供

〔研究課題コード〕 1115AP070

〔代表者〕 ○河地正伸（生物・生態系環境研究センター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

環境微生物 と 絶滅危惧藻類の系統保存、 管理を行 う と と

も に、 環境研究基盤 と し て重要な保存株の収集や寄託株

の受け入れを行い、 国内外の研究者に保存株を提供する

こ と で、 環境研究及び基礎研究分野に貢献する。 また培

養、 検査、 保存に関わる手法開発を行 う こ と で、 保存 と

管理の効率化を図る と と も に、 分類の基本情報であ る保

存株の形態や DNA 等の情報整備に取 り 組む。

〔内容および成果〕

アオコや赤潮形成藻、 ピ コプ ラ ン ク ト ン等の環境研究に

資する藻類株、タ イプ株等の新規寄託株 69 株を受け入れ

る と と もに、710 種 2,339 株の保存株をホームページ上で

公開し て、 国外 72 件 162 株、 国内 302 件 807 株の分譲提

供を行った。 また凍結保存時の生存率の低いハプ ト 藻 と

珪藻保存株の凍結保存に取 り 組んだ。 解凍後の生存検査

に希釈培養法と MPN 法を適用する こ と で、生存検査の精

度向上を図った。 その結果、 低い生存率であって も、 培

養で凍結保存状態から確実に復活し た保存株 (32 種 62 株

) を 凍結保存に移行 し た。 更に形態分類の困難 な

Clamydomonas 属 53 種 79 株 ( 未同定種 16 株を含む ) を対

象と し て、種の識別が可能な 18S rDNA の DNA バーコー

ド 情報の取得 と 分子系統解析を行い、 種名情報の改訂等

の分類学的整理を行った。

【関連課題】

1） 　 藻類リ ソースの収集 ・ 保存 ・ 提供

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コード〕 1216CE001

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

志村遥平， 佐藤真由美

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

ラ イ フ サ イ エン ス研究に資す る 世界最高水準の藻類 リ

ソースの収集 ・ 保存 ・ 提供体制の整備を目的 と し て、 国

内関連機関と連携し て、藻類 リ ソースの収集・集約、バッ

ク ア ッ プ体制の整備、 情報整備、 広報啓蒙活動等を行 う 。

また保存株の高品質化や付加価値の向上、 そ し てモデル

生物等の重要な藻類 リ ソースの開発と拡充に取 り 組む。

〔内容および成果〕

継代培養保存でのみ維持可能な保存株の う ち、 442 株の

重要株について、 北海道大でバ ッ ク ア ッ プ保存を行 う と

と も に、 保存株の高品質化を図る ために、 フ ローサイ ト

メ ト リ を活用し た保存株の分離条件 と 付着生物が混在す

る シ ャ ジ ク モ保存株の単藻化のための処理条件の検討を

行った。 また独自のモデル生物開発のために、 シア ノ バ

ク テ リ アを対象 と する形質転換能ス ク リ ーニング用遺伝

子導入系の選定 と ベク ター開発を行った。 更に国内外の

関連学会 (8 大会 ) における藻類 リ ソースの展示紹介等の

広報啓蒙活動、 保存株 リ ス ト 第 9 版の発行、 利用者向け

アンケー ト の実施 と 質問や要望等への対応等、 サービ ス

の向上に取 り 組んだ。

2） 　 Digital DNA chipによる生物多様性評価と環境予測法

の開発

〔研究課題コード〕 1115KB001

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

山口晴代

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

4.(8) 絶滅の危機に瀕する野生生物種の細胞 ・ 遺伝

子保存 
〔研究課題コード〕 1115AP080

〔代表者〕 ○大沼学（生物・生態系環境研究センター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

環境省版レ ッ ド リ ス ト が指定する絶滅危惧種の保護増殖

や生物学的研究の基盤 と し て、 絶滅危惧種の細胞や臓器

サンプル等の生物資源を検疫終了後に長期凍結保存す

る。 特に 「種の保存法」 によ って保護増殖事業計画が策

定されている種について優先的に試料の収集 ・ 凍結保存

を行 う 。 同時に保存し ている生物資源を利用し て遺伝的

多様性評価お よ び将来活用技術に関す る 基礎研究を行

う 。 また、 環境省版レ ッ ド リ ス ト 掲載種は日本国外に分

布し ている場合も あ る こ と から ( 例 ： ト キ、 コ ウ ノ ト リ 、

カンム リ ワシ、 ジュ ゴン、 ト ド等 ) 国外の生息地域 と連
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携し た絶滅危惧種の生物資源採取 ・ 凍結保存を試みる。

〔内容および成果〕

( １ ) 絶滅危惧種 8 種 69 個体よ り 凍結チューブ 1,141 本分

の試料を採取し凍結保存し た。 内訳は哺乳類 3 種 8 個体

75本(チ ョ ウセン イ タチ3個体24本、ツシマヤマネコ4個体

32本、ケナガネズ ミ 1個体19本 )、鳥類5種61個体1,066本 (

オオタ カ 1 個体 28 本、 カンム リ ワシ 2 個体 43 本、 シマ

フ ク ロ ウ 1 個 24 本、 タ ンチ ョ ウ 3 個体 45 本、 ヤンバル

ク イナ 54 個体 926 本 ) であ る。 重点的に試料収集体制構

築を試みる こ と にし ていたアホ ウ ド リ 、 イ ヌ ワ シ、 オオ

ト ラ ツグ ミ 、 エ ト ピ リ カおよびイ リ オモテヤマネコの中

で、 エ ト ピ リ カについては釧路自然環境事務所および山

階鳥類研究所の協力を得て、 5 個体分の肝臓、筋組織、精

巣あ るいは卵巣の試料が入手でき る こ と になった。また、

イ ヌ ワ シの試料提供に関し て京都大学野生動物セン ター

および盛岡市動物園と交渉を開始し た。

( ２ )試料保存の危険分散を目的に沖縄県・環境省やんばる

野生生物保護セン ターに液体窒素タ ン ク を設置し、 ヤン

バルク イナ 100 個体分の培養細胞を凍結保存し た。

( ３ ) 次世代シーク エンサーの分析で得たヤンバルク イナ

のゲ ノ ム配列情報データ 70Ｇ を対象に配列の再構築を

行った。 これまでに 2,000 遺伝子について部分配列の決

定に成功し た。

1） 　 絶滅危惧野生動物の生息域外保全に関する研究拠点

構築

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1215AQ003

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

大沼学

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

国内外の研究機関、 動物園等 と 連携し て絶滅危惧種の遺

伝資源 ( 培養細胞、 組織標本、 DNA 等 ) を長期凍結保存

する体制を構築する。 また、 凍結保存し た遺伝資源を活

用し て遺伝学的研究 ( 遺伝的多様性評価、 全ゲ ノ ム解析

等 ) を行い、 適切な絶滅危惧種の保全計画立案等に役立

て る。 それに加え、 凍結保存中の絶滅危惧種由来培養細

胞を研究資源化 ( 細胞株及び iPS 細胞樹立等 ) を図る。

〔内容および成果〕

平成 24 年 11 月に連携研究院の構成 メ ンバーが集ま り 、

キ ッ ク オフ ミ ーテ ィ ングをおこ なった。 こ の中で海ガ メ

類の細胞培養に世界で初めて成功し た こ と、 ヤンバルク

イナのゲ ノ ム解析によ り 2,000 遺伝子について配列が確

定し た こ と が報告された。 当面、 絶滅危惧種由来の培養

細胞を用いて iPS 細胞を作製する研究 と絶滅危惧種のゲ

ノ ム解析をお こ な う 研究を中心に進め る こ と になった。

こ の他にヤンバルク イナの染色体分析を行い、 ヤンバル

ク イナの染色体数が 2n=76-78 であ る こ と が分った。

[ 備考 ]

参画研究者 ( 客員研究員 ) ： 浅野敦之 ( 筑波大学生命環境

科学研究科 ・ 助教 )、 遠藤大二 ( 酪農学園大学獣医学群獣

医学類 ・ 教授 )、 田島淳史 ( 筑波大学生命環境科学研究

科・教授 )、福田智一 ( 東北大学大学院農学研究科・准教授 )

4.(9) 生物多様性 ・ 生態系情報の基盤整備

〔研究課題コード〕 1115AP090

〔代表者〕 ○高村典子（生物・生態系環境研究センター），

松崎慎一郎，今井章雄，小松一弘，高津文人，

田中敦，武内章記，中川惠，岩崎一弘，西川雅

高，上野隆平，冨岡典子，五箇公一，河地正伸，

岡本卓，戸津久美子，山野博哉，杉原薫，大沼学

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

長期にわた る継続的な生物多様性 ・ 生態系の監視を継続

する と と もに、 生物多様性や生態系の評価 ・ 予測 ・ 保全 ・

再生に向けた情報基盤整備を推進する。

1. 陸水域 ( 湖沼 ) モニタ リ ング

( １ )GEMS/Water ナシ ョ ナルセン ター事業

国連 (UNEP) の地球環境監視 シ ス テ ム 陸水監視部門

(GEMS/Water) のわが国のナシ ョ ナルセン ターと し て、 地

方公共団体などか ら提供される河川 ・ 湖沼におけ る観測

点の水質データ を収集し、 世界最大規模の淡水水質デー

タベース GEMStat への登録を行 う 。

( ２ ) 霞ヶ浦 ト レン ド モニタ リ ング

代表的な富栄養湖であ る霞ヶ浦を、GEMS/Water ト レ ン ド

モニタ リ ングステーシ ョ ンおよび JaLTER( 日本長期生態

学研究 ) のコ アサイ ト と し て、 定期的な採水 ・ 採泥調査

と 生物調査を実施し、 分析結果はデータベースで整備 ・

公開する。
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( ３ ) 摩周湖ベース ラ イ ンモニタ リ ング

GEMS/Water ベース ラ イ ンモニ タ リ ング ス テーシ ョ ン と

し て、 高感度分析技術に基づき、 大陸規模におけ る化学

物質の長距離物質輸送の定量的評価 と その長期変動を解

明する。 また日本最大の透明度を持つ摩周湖の透明度長

期変化に関し て も、 先端的な観測方法 と 生物群集の変動

から、 透明度の長期変動と その要因について解析する。

2. データベースの整備

環境微生物の分類 ・ 記載、 絶滅危惧種の保全、 侵入生物、

ため池の流域データ整備、 霞ヶ浦モニ タ リ ングなど、 こ

れまで個別問題に対応する ために構築されて き た生物多

様性 と 生態系に関係するデータベースの一層の拡充を図

る と と も に、 複数のデータベース を横断利用する ための

整備を行 う 。

〔内容および成果〕

1. 陸水域 ( 湖沼 ) モニタ リ ング

国連の GEMS/Water 事業へのデータ 提供を進める と と も

に、新規観測サイ ト を追加し た。学会発表を通じ て、GEMS/

Water 事業の紹介と データ の利活用の推進を行った。

霞ヶ浦長期モニ タ リ ングでは、 定期調査を継続する と も

に、 多波長励起蛍光光度計や高速フ ラ ッ シ ュ励起蛍光光

度計等を用いたモニ タ リ ング手法の改良 ・ 開発に関する

研究を進めた。 また、 植物プ ラ ン ク ト ン ・ ピ コプ ラ ン ク

ト ン ・ 原生動物 ・ バク テ リ ア ・ 魚類に関する長期データ

を日本長期生態学研究 (JaLTER) のデータベースに登録

し、 JaLTER の活動に大き く 貢献し た。 さ らに、 魚類モニ

タ リ ン グでは新たな外来種コ ウ ラ イ ギギ (Pseudobagrus

fulvidraco) の侵入を遺伝子レベルで確認し た。

摩周湖長期モニ タ リ ングでは、 水質、 湖内係留観測によ

る化学的 ・ 物理的連続的データの採取、 小渓流水 ・ 大気

降下物の経時的観測データ を得た。 これまで蓄積し た長

期モニ タ リ ングデータの う ち、 水温 ・ ク ロ ロ フ ィ ル等の

係留観測データ、 水中光学パ ラ メ ータ の深度別データ、

画像デー タ 等についてデー タ ベース を整備す る と と も

に、 公開を開始し た。 ウ ェブページについて も大幅な リ

ニューアルを行った。

2. データベースの整備

・ 侵入生物データベース

外来種についての概論を解説するページな ど を追加し、

基礎知識の普及を図った。 また、 日本国内の外来種に関

する ウ ェブ上情報源について情報収集を行い、 対象種 ・

対象地域 ・ ウ ェブサイ ト 種別 ・ コ ンテン ツ種別をキーに

検索可能な簡易 メ タ情報データベース を構築・公開し た。

・ 絶滅危惧種サンプルデータベース

国立環境研究所で保存し ている絶滅危惧野生生物種の細

胞 ・ 組織の リ ス ト および絶滅危惧藻類の保存株 リ ス ト を

整備し、 検索閲覧システムを作成し た。 平成 24 年 7 月 5

日に ウ ェ ブサ イ ト と し て公開 を 開始 し た (http://

www.nies.go.jp/time_capsule/search.php)。

・ 霞ヶ浦データベース

英語版ホームページを整備し 、平成 24 年 5 月 30 日に公開

を開始し た。日本語版ウ ェ ブサイ ト およ び英語版ウ ェ ブサ

イ ト のデータ 更新が同時に行える よ う になった。植物プラ

ン ク ト ン・ ピ コ プラ ン ク ト ン・ 原生動物・ バク テリ アの

データ ペーパーが Ecological Research に受理さ れた。

・ 摩周湖長期モニ タ リ ングデータベース

摩周湖の長期観測データ を整備し、平成 24 年 12 月 14 日

に リ ニ ューアルし た ウ ェブサイ ト でデータベースの公開

を開始し た。

・ 土地利用データベース

生物多様性プロ グ ラ ム と 連携し、 環境省自然環境保全基

礎調査の土地利用図のデータ項目を ま と め、 1990 年代の

データベース を整備し た。 整備方法に関し て文書化し、

保全生態学研究誌と Springer 社発行の AP-BON Book に受

理された。

・ 造礁サンゴ分布データベース

サン ゴ被度デー タ を含む報告書や文献等の情報を収集

し、 2007 年までのデータ を GIS データベース化し、 2008

年以降のデータの調査を開始し た。
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【関連課題】

1） 　 摩周湖の透明度変化に関する物理 ・ 化学 ・ 生物学的

要因解析

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1012AH001

〔担当者〕 ○田中敦 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

摩周湖は、 かつて世界最高の透明度 (41.7 m) を記録し た

湖であ り 、 近年でも日本で最も清澄な湖であ る。 しかし、

こ の20年あま り の観測においてその透明度は漸減傾向を

示し てお り 、 最近では 20 m を切る こ と も多 く なったが、

こ の要因については明確ではない。 摩周湖は、 地理的 ・

湖沼的環境か ら高頻度観測が不可能であ る。 そ こ で、 実

地観測と係留観測と の組み合わせによ り 、高密度の物理・

化学 ・ 生物学的パラ メ ータ を積み重ねる こ と で、 摩周湖

の透明度低下の要因について、 新たな知見を得る こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

摩周湖調査を GEMS/Water 摩周湖モニ タ リ ング と同時に

実施し た。 係留観測データ、 時系列自動採水によ る水質

の季節変化、現場採取・観測によ る物理・化学 ・生物デー

タ を蓄積し た。

[ 備考 ]

共同研究機関 ： 北海道立総合研究機構環境 ・ 地質研究本

部北海道環境科学研究セン ター

本課題は、GEMS/Water 摩周湖モニタ リ ング と同時に実施

する。

2） 　 外来動物の根絶を目指し た総合的防除手法の開発

〔研究課題コード〕 1113BA005

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

横溝裕行， 井上真紀， 森口紗千子， 深澤圭太，

岡本卓

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

4.(10) 地域環境変動の長期モニ タ リ ングの実施、共

同観測拠点の基盤整備

〔研究課題コード〕 1115AP100

〔代表者〕 ○高見昭憲（地域環境研究センター），杉本伸

夫，佐藤圭，清水厚，鈴木規之

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

日本の西部、 九州沖縄地区ではオゾンや粒子状物質の高

濃度イベン ト が観測され、 越境大気汚染の寄与が示唆さ

れている。一方で、中国では、今後 5 年程度の間に、 NOx

や揮発性有機炭素 (VOC) の排出量が増加し大気質を変化

させる と 予測されている。 そのため、 濃度変化のみな ら

ず大気質 ( 組成 ) 変化の実態を把握する必要があ る。長期

観測によ り 大気汚染物質の経年変化を監視し、 大気環境

管理や影響評価の基礎データ とする。

〔内容および成果〕

国立環境研究所沖縄辺戸岬大気 ・ エア ロ ゾル観測ス テー

シ ョ ン、 および、 福江島大気観測施設において、 これま

で と 同様にガス、 粒子状物質の観測を継続し た。 主な観

測項目はエア ロ ゾルの化学組成、 重量濃度、 光学特性、

鉛直分布であ る。 沖縄辺戸ステーシ ョ ンについては観測

項目をホームページ上に公開し ている。福江観測所では、

粒子状物質に加え VOC、 NO ｙ  、 オゾン、 NOx、 SO2、 CO

な ど ガ ス状物質 も 独自に観測し てい る。 NOy に対する

SOy(SO2+SO4) の割合をプロ ッ ト する と年変動は非常に大

きい も のの、 少し傾向が見えて き た。 今後も観測を継続

し大気環境監視を行 う 。

【関連課題】

1） 　 太陽紫外線によるビ タ ミ ン D 生成に必要な照射時間

の導出と指標作成に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1216AQ001

〔担当者〕 ○中島英彰 （地球環境研究セン ター）， 宮内正

厚， 町田敏暢

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

国立環境研究所地球環境研究セン ターでは、 温室効果気

体やオゾン等大気中微量気体成分の地球環境モニ タ リ ン

グを実施し ている。 また、 北海道から沖縄まで全国 14 地

点の紫外線情報を取得し、 毎時の UV イ ンデッ ク ス と い

う 指標を作成し てホームページか ら公開し ている。 1980

年代の南極オゾンホール発見以降、 紫外線は人体に有害

で、 皮膚癌や白内障を引き起こす元 と な るのでな るべ く

避けた方が良い と い う 認識が一般的に広ま って き た。 一

方で、人体に不可欠なビ タ ミ ン Ｄ の生成のためには紫外

線を浴びる こ と が必要であ るが、 どの く らい紫外線を浴

びるのが必要か と い う 定量的な議論はこれまであま り な
―  117  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  118 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
さ れて こ なかった。 本研究では、 放射伝達計算を元に、

人体がビ タ ミ ン Ｄ を体内で生成するために必要な紫外線

量について計算する。 また、 それによ って得られた知見

を元に、 国立環境研究所が紫外線を観測し ている国内 14

地点において、 各季節、 UV イ ンデッ ク スがい く つの時

に、 どの く らいの時間紫外線を浴びる こ と がビ タ ミ ン Ｄ

生成のために必要かを示す、 定量的な新たな指標を作成

する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

本年度は、 つ く ば及び札幌におけ る紫外線観測データか

ら、人体がビ タ ミ ン Ｄ を体内で生成するために必要な紫

外線量について計算を行っ た。 その結果を、 英語論文

「The Solar exposure time required for vitamin D3 synthesis in

the human body estimated by numerical simulation and

observation in Japan」 にま と め、 日本ビ タ ミ ン学会が発行

する英文誌「 Journal of Nutritional Science and Vitaminology」

に投稿し た。

2） 　 東アジアにおける大気質変化を解明するための沖縄

辺戸 ・ 長崎福江におけるモニ タ リ ング

〔研究課題コード〕 1015AF001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 杉本伸

夫， 佐藤圭， 清水厚， 鈴木規之

〔期　間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）
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5.(1) 地球環境研究分野における研究課題

1） 　 熱帯林における土壌呼吸を中心と し た炭素循環モニ

タ リ ング

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コード〕 1015AF002

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）， 向井人史，

安立美奈子， Tan Zhenghong， 寺本宗正

〔期　間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

本研究は、 熱帯林におけ る森林経営や伐採過程に伴 う 地

上部、 地下部の炭素ス ト ッ ク の変動、 施業後の残渣の分

解過程を明ら かにし、 伐採過程及び土地利用変化に伴 う

熱帯林の劣化 メ カニズム を解明する こ と を目的 と する。

そのために、 マレーシア半島中央部のネグ リ センビ ラ ン

州にあ るパソ低地熱帯雨林、 および北部のペラ州の山岳

地帯にあ る テ メ ンゴール施業区に設置されている調査プ

ロ ッ ト において、土壌呼吸の連続または集中測定を行 う 。

また周辺の二次林やオイルパーム、 ゴム園などで、 土地

利用変化によ る物質生産や循環の変化も長期的に観測す

る。

〔内容および成果〕

パソ の低地天然林において根切 り ( ト レ ンチ ) 処理を行

い、 大型マルチ自動開閉チャ ンバーシス テムを用いて測

定し た結果、 総土壌呼吸量は約 38 tC ha-1 yr-1 であった。

その う ち、 土壌有機炭素分解 ( 微生物呼吸 ) の寄与は約

62.6% と推定された。 また、土壌呼吸、特に根呼吸 と土壌

含水率 と の間には正の相関が認め られ、 低地天然林で も

一次総生産 (光合成 ) は土壌水分によ って制限を受けてい

る こ と が示唆された。 また、 低地熱帯雨林 と 山岳地帯熱

帯雨林において、 択伐施業に伴 う 林床部炭素放出量を測

定し た と こ ろ、 天然林 (6.93 μmol CO2 m-2 s-1) に比べて伐

採後約 7 年経過し た低イ ンパク ト 伐採跡地における土壌

呼吸速度は 6.88 μmol CO2 m-2 s-1 であった。 対し て通常

の持続可能な経営シ ス テ ム 法 (Sustainable Management

System: SMS) の伐採跡地での土壌呼吸速度は約 19% 低下

し ていた事が明らかになった。 伐採残渣は伐採後 7 年の

間にほ と んど分解され、SMS 伐採跡地における CO2 放出

速度の減少は、 伐採によ る生態系レベルの根呼吸 ( 総土

壌呼吸の約 37.4% を示す ) が 50 ～ 65% 減少し た こ と を

示し た。 また、 同様の調査を二次林やゴム、 オイルパー

ムプ ラ ンテーシ ョ ンにおいて実施し た結果、 土地利用変

化がバイオマス及び土壌有機炭素を減少させ、 熱帯生態

系を劣化させている こ と が示唆された。

2） 　 熱帯林における生態学的研究等のためのパソの観測

研究拠点化の推進

〔区分名〕 研究調整費

〔研究課題コード〕 1112AI001

〔担当者〕 ○笹野泰弘 （地球環境研究セン ター）， 梁乃申，

向井人史， 五箇公一， 唐艶鴻， 斉藤拓也

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

本観測研究拠点の強化によ り 、 熱帯林におけ る生物多様

性 と その維持機構の解明や熱帯林の生態系機能の変化に

関する研究を継続的に推進する。 こ の利点を活用する こ

と によ り 、 生物多様性 と 生態系機能の相関を明ら かにし

て、 熱帯林の保全に関する指針を提供し、 生物多様性条

約等に貢献する。

〔内容および成果〕

本観測拠点を活用し、 熱帯林生態系におけ る物質循環 ・

気候変動影響、 高 CO2 濃度によ る光合成への影響、 熱帯

林からの BVOC 放出特性と その役割査、 熱帯林生態系に

おけ る微小動物群集構造解析に関し予備的な調査を実施

し た。

　 自然林林床およびプ ラ ンテーシ ョ ン林床におけ る ア リ

類サンプル採集を行い、 ア リ 類の群集構造の比較を行っ

た結果、 自然林エ リ アはア リ 類の種多様度がプ ラ ンテー

シ ョ ンエ リ アの倍以上高 く 、 また、 両エ リ ア間で種の重

な り がないこ と が明らか と なった。

3） 　 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの

検出に関する数値実験的研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 0612AQ001

〔担当者〕 ○野沢徹 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 18 ～平成 24 年度 （2006 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

気候シ ス テ ムは様々な時空間ス ケールで変動 し てい る

が、 これら の変動が、 何ら かの外的な気候変動要因によ

り 強制された も のか、 あ るいは気候システムが本質的に

持つ揺ら ぎ ( 内部変動 ) によ る ものか、 を峻別する こ と

は、 地球温暖化などの人間活動に伴 う 気候変化シグナル

を検出する上で大変重要であ る。 こ の よ う な観点か ら、

本研究では、 数値気候モデルを用いて、 様々な気候変動

要因によ り 引き起こ される長期気候変化に関する知見を

得る こ と を目的とする。
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〔内容および成果〕

標準的な解像度を持つ大気海洋結合モデルによ る数値シ

ミ ュ レーシ ョ ン結果を用いて、 気候シス テムが本質的に

持つ内部変動 (気候の揺ら ぎ ) に関する知見を得る と と も

に、 何ら かの外的な気候変動要因によ り 引き起こ される

長期気候変化が、 気候の揺ら ぎでは説明でき ない、 統計

的に有意な変化であ る こ と を示す。 また、 そのよ う な有

意な変化の発現 メ カニズムについて も解析を行 う 。 本年

度も、 長期気候変化シグナルの統計的有意性の検定に向

け、大気海洋結合気候モデル MIROC を用いて行った様々

な条件下での20世紀気候再現実験結果の解析を継続し て

行った。 特に、 地表面エネルギー収支に基づいた解析に

よ り 、北太平洋域における 20 世紀後半の寒冷化傾向に対

する人間活動の影響について考察を加えた。

4） 　 オゾン層変動と成層圏 - 対流圏大気変動との間の相

互作用に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 0913AQ001

〔担当者〕 ○秋吉英治 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

オゾン層は様々な原因で変動する。 その変動の原因を明

ら かにする こ と と 同時に、 その変動が成層圏大気および

対流圏大気に及ぼす影響を調べる こ と も、 オゾン層 と 成

層圏、 対流圏 と の間の相互作用を理解する上で必要であ

る。 本研究では、 これら の相互作用を含めた新しい化学

気候モデル ( 新しい気候モデルをベースにし た化学気候

モデル ) を開発し、そのモデルを用いた温室効果気体、オ

ゾン層破壊物質濃度のシナ リ オ実験を行い、 オゾン層 と

成層圏、 対流圏の間の相互作用の過程を明ら かにする こ

と目的とする。

〔内容および成果〕

前年度に引き 続き 、 IPCC の地球温暖化予測で使われた

MIROC3.2 モデルを ベース にし た新化学気候モデルの開

発と 数値実験を 行っ た。 1960 ～ 2006 年の過去の期間に

対し 、 太陽フ ラ ッ ク ス の 11 年周期変動、 赤道大気の準

2年周期変動(QBO)、火山性エア ロ ゾル(硫酸エア ロ ゾル)、

海水面温度、 海表面面積など のデータ を モデルにイ ン

プッ ト し て過去再現実験を 行っ たと こ ろ 、旧モデルよ り

も 観測に近いオゾ ン 全量値と その年々変動が得ら れた。

5） 　 分光法を用いた大気計測に関する基盤的研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 0913AQ002

〔担当者〕 ○森野勇 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

人工衛星搭載及び地上設置等の分光遠隔計測装置や分光

法を用いた直接測定装置を用いて地球大気中の微量成分

の存在量及びその変動を よ り 小さ な不確か さ で測定する

と き、 遠隔計測及び直接測定 と その解析手法、 大気微量

成分の分光パラ メ ータの高精度化が必要であ る。 本研究

では分光学の視点に立って関連する研究を行い、 大気計

測の高精度化に貢献する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

GOSAT の検証に適し た観測モード (TCCON 観測モード )

及び成層圏破壊関連物質の観測に適 し た観測モー ド

(NDACC 観測モード ) での通常観測を実施し た。年度後半

には太陽追尾装置の老朽化によ る故障が発生し たが、 緊

急修理を行い通常観測を再開できた。TCCON モー ド観測

データの解析を行い、精度が確認できたデータ を TCCON

データ と し て公開し た。 このデータ を用いて、 NIES 以外

のグループによ る GOSA 観測データの検証やモデル計算

値の比較に関する研究を行った。 NDACC 観測モー ド の

観測スペク ト ルを用いて メ タ ンの高度分布の導出に関す

る研究を行った。

[ 備考 ]

共同研究 ： 東北大学村田功准教授

6） 　 質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 0913AQ003

〔担当者〕 ○猪俣敏 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

大気中に存在する反応性の大気微量成分は、 光化学反応

によ って変化し ながら、 大気環境の変化を も た らす。 例

えば、 大気中に放出される揮発性有機化合物は、 窒素酸

化物 と と も に、 大気汚染の原因物質であ る。 それら の中

には、 大気寿命が比較的長い も のも あれば、 かな り 短い

も の も あ る。 大気環境の変化を監視する ため、 高速での

大気微量成分のモニ ターが必要であ る。 本研究では、 大

気微量成分の高速での測定を目的 と し、 化学イオン化質

量分析法の開発に取 り 組む。

〔内容および成果〕
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炭化水素 と オゾン と の酸化反応で生成する生成物を、 陽

子移動反応質量分析計 (PTR-MS) と負イオン化学イオン

化質量分析計 (NI-CIMS) での測定を比較し てみた。 NI-

CIMS で得られた生成物は、ク リ ーギー中間体 (CH2OO、分

子量 46) が酸化生成物のギ酸、 メ タ ク リ ル酸、 ピルビン

酸に複数付加し たオ リ ゴマーで帰属された。 生成し たオ

リ ゴマーは ヒ ド ロぺロ キサイ ド であ るので、 PTR-MS で

は有機化合物 M に陽子が付加し た [M+H]+ が検出される

のが一般的であ るが、ヒ ド ロぺロ キサイ ド の場合、[M+H]+

から H2O が抜けた イオンが強 く 見られている と考え られ

る ため、 その補正を し てみる と、 NI-CIMS の結果 と良 く

一致する こ と がわかった。

7） 　 オゾン層変動研究プロジ ェ ク ト

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1113AQ003

〔担当者〕 ○秋吉英治 （地球環境研究セン ター）， 野沢徹，

中島英彰， 杉田考史

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

成層圏のオ ゾ ン層破壊の進行や今後のオゾ ン層の回復

は、 過去や将来の対流圏気候の変化に無視し得ない影響

を及ぼし ている と の認識が、 近年深ま って き ている。 ま

た、 対流圏での温暖化は、 その気象場や化学場の変化を

通し て成層圏での大気循環や化学物質の濃度 ・ 分布に影

響を及ぼす と 考え られている。 一方で、 地球温暖化に と

も な う 気候変化研究においては、成層圏オゾン層の破壊・

回復の影響が必ずし も十分には考慮されていないのが現

状であ る。 以上の こ と か ら、 本研究では、 過去か ら将来

にわた るオゾン層破壊物質 と 温暖化ガス濃度変化に関連

し た成層圏および対流圏の 2 つの地球規模環境問題を一

体化し て、 その相互作用の メ カニズムや影響の大き さ を

明ら かにする こ と、 それによ って変化予測の不確実性の

低減を図る こ と、 な らびに温暖化対策 と オゾン層保護の

両面から の対策 ・ 対応のベス ト マ ッ チ案の立案のための

予測データ を提供する こ と、 を目的とする。

〔内容および成果〕

本年度は、 国環研の IPCC 温暖化予測モデルをベースに

し た新し い化学気候モデルの構築を行った。 その結果、

南極域でのオゾン全量の年最小値の経年変化は、 新化学

気候モデルでは、 その絶対値、 年々変動幅 と も に旧モデ

ルに比べて TOMS の観測値に近 く なった。 旧モデル と新

モデルでは同一の化学計算ス キーム を使ってい る ので、

違いは主に化学気候モデルの気候部分か ら生じ た も ので

あ る。 オゾン層 と 地球温暖化の将来予測の精度向上につ

ながる こ と が期待される。

また、 SMILES によ って観測された微量成分濃度の解析

を進めた。 その結果、 極渦の内側では、 オゾンホールに

よ ってオゾンが枯渇し た状態が こ の時期になって も続い

てお り 、 塩素原子 と メ タ ン分子 と の化学反応が有効に働

いて HCl が生成され、 その濃度が極端に高 く なっている

こ と が解析された。

8） 　 物質循環モデルの高精度化及び生態系への影響評価

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ028

〔担当者〕 ○中山忠暢 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

物質循環 ・ 炭素循環モデルの高精度化を進める と と も に

気候変動が水循環 ・ 物質循環 ・ 農業生産 ・ 生態系変化に

及ぼす影響を評価する。

〔内容および成果〕

水循環・物質循環 ( 土砂・栄養塩 )・植生遷移間でのフ ィ ー

ド バ ッ ク プ ロ セ ス を 考 慮 し た 統 合 型 流 域 管 理

NICE(National Integrated Catchment-based Eco-hydrology) モ

デルについて、 既存研究ではほ と んど無視されて き た陸

域内での水域を通し た炭素循環を評価する ためのフ レー

ム ワーク構築を行った。 具体的には、 直交直線座標系で

構成されるオ リ ジナル NICE について、地図系数 ( マ ッ プ

フ ァ ク ター ) を適用し不等間隔格子 と組み合わせる こ と

によ って、 全球ス ケールへのア ッ プス ケー リ ングが可能

な よ う にモデルの再構築を行 う と と も に、 北海道及び西

シベ リ ア平原へモデルの適用を行った。 本研究に関連し

て、3件の誌上発表及び4件の国際学会での発表を行った。

9） 　 メ タ エ コ システム評価による環境共生型社会構築に

向けた統合的手法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ029

〔担当者〕 ○中山忠暢 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

土地利用変化や人工構造物等の人間活動に起因する流域

の水 ・ 熱 ・ 物質循環変化に伴 う 生態系機能への影響評価

を行 う 。
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〔内容および成果〕

日本及び中国の都市域を対象 と し て、 人間活動に起因す

る流域の水 ・ 熱 ・ 物質循環変化に伴 う 生態系機能への影

響評価を行った。 特に、 水循環 ・ 物質循環 ・ 植生遷移間

でのフ ィ ー ド バッ ク プロ セス を考慮し た統合型流域管理

NICE(National Integrated Catchment-based Eco-hydrology) モ

デルを用いて、 多分野融合によ る横断的な観点から生態

系の急変への対応策、 及び メ タエコ シス テム評価へ向け

た方策の検討を行った。 本研究に関連し て、 4 件の誌上

発表及び 2 件の国際学会での発表を行った。

10） 　 気候変動と 水・物質循環のフ ィ ード バッ ク 機構の解明

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ030

〔担当者〕 ○中山忠暢 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

global － regional 間でのフ ィ ード バッ ク機構の観点から人

為活動が洪水 ・ 渇水 リ ス クへ及ぼす影響の評価を行 う 。

〔内容および成果〕

中国の長江及び黄河を含む領域を対象 と し た大陸ス ケー

ルについて、 水循環 ・ 物質循環 ・ 植生遷移間でのフ ィ ー

ド バ ッ ク プ ロ セ ス を 考 慮 し た 統 合 型 流 域 管 理

NICE(National Integrated Catchment-based Eco-hydrology) モ

デルの中の農業生産モデル及び都市モデルを更に高精度

化し た。特に、 NICE を用いて三峡ダム建設及び南水北調

プロ ジェ ク ト に伴 う 予測シ ミ ュ レーシ ョ ンを行 う こ と に

よ って、 長江及び黄河流域へ及ぼす生態系影響を評価す

る と もに、 trans-boundary 問題への対応策について検討を

行った。これらに関し て、ア ラバマ大 と の共同研究を行っ

た。 本研究に関連し て、 5 件の誌上発表及び 2 件の国際

学会での発表を行った。

11） 　 塩素系化学種を中心と し た成層圏化学過程の研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ001

〔担当者〕 ○杉田考史 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

成層圏オゾンに関する化学過程の定量的把握を目的 と し

て、 わが国の大気観測センサ、 超伝導サブ ミ リ 波 リ ム放

射サウ ンダ (SMILES) からのデータ を活用し た解析的研

究を実施する。

〔内容および成果〕

SMILES と米国 MLS およびカナダ ACE-FTS のデータ を

複合利用し塩化水素、 一酸化塩素、 硝酸塩素の下部成層

圏での高度分布を観測の地方時を考慮に入れて解析 し

た。 結果を英文誌へ投稿する ための準備を進めた。

12） 　 環境試料を用いた物質循環の変動や汚染の指標に

関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1216AQ002

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 橋本茂，

野村渉平

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

長期間や短期間での環境の変動や汚染について、 地球化

学、 環境化学的側面か ら アプローチする こ と を目的に各

種の研究を行 う 。

１ ） 隠岐島での粉じんのモニ タ リ ングを行い長期的な気

候変動に対する応答を調べる。

２ ) 鉛同位体比や金属成分比を用いた大気中の元素の起

源に関する研究と し て、地方環境研究所など と協力し て、

おもに大気粉じん中の金属に着目し た調査を行 う 。

３ ） 炭素、 窒素、 硫黄の循環に関し て同位体を用いた基

礎的な研究を行 う 。

〔内容および成果〕

長期的なアジアでの大気環境を記録する ために、 隠岐島

での粉じんのモニタ リ ングを行った。 本年は PM2.5 の中

国での濃度が高 く 、 それに対し て隠岐の粉じんがどのよ

う に対応し ているかなどを検討する準備を行った。また、

炭素の循環に関し て同位体や放射性炭素の分析に関し て

検討を行った。

13） 　 北極高緯度土壌圏における近未来温暖化影響予測

の高精度化に向けた観測及びモデル開発研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1012BA007

〔担当者〕 ○内田昌男 （環境計測研究セン ター）， 近藤美

由紀， 向井人史

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

地球温暖化を引き起こす温室効果気体で最も大き な影響
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を持つものは二酸化炭素であ るが、その大気中の濃度は、

人為的な化石燃料の使用 と い う 直接的な要因のみな ら

ず、 気候変動を介し た炭素循環の変動か ら も大き な影響

を受け る。 これまで冷涼かつ湿潤な気候ゆえに大量の土

壌炭素が蓄積されて き たア ラ ス カなどの北極高緯度地域

では、 温暖化 と 関連し た環境変動によ って炭素循環の様

相が大き く 変化し、 温室効果気体放出のホ ッ ト スポ ッ ト

と なる こ と が懸念されている。

すでに、 北極域では様々なシ ミ ュ レーシ ョ ンによ る環境

変動が予測されている。 しかし ながら、 IPCC 報告書での

北極海氷変動予測に見られる よ う に、 予測 と 実際の減少

量の実態 と は必ずし も一致し ていない。 一方陸域で も、

夏の気温上昇や積雪期の短期化によ り 、 永久凍土融解 と

活動層の拡大が進んでいる。 永久凍土中に存在する大量

の易分解性有機物 ( 古炭素 ) は、 新たな CH4 ・ CO2 の発生

源 と し て危惧されている。 しかし、 これまで行われて き

た北極 ・ 高緯度域土壌圏炭素動態の実態解明に関する観

測研究は、ア ラ ス カ、シベ リ ア永久凍土地帯 と もにスナッ

プシ ョ ッ ト 的な事例に と ど ま ってお り 、 古炭素の分解 メ

カニズム も明ら かになっていない。 また、 炭素分解を コ

ン ト ロールする土壌温度、 水分量等、 土壌の物理状態を

把握でき る環境要因の連続的データは、 無電源かつ極寒

条件のア ラ ス カでは乏しい。 一方、 既存の土壌炭素動態

モデルでは、 気候変動下での影響評価や予測を行 う ため

に重要な、 北極域に特有の永久凍土 と 活動層に関する物

理プロセスや、 古炭素の活性化などの化学プロ セスが欠

如し ている。 こ のよ う に、 モデルを用いて将来予測を行

う 上で、 新たなモデルの開発 と と も に、 北極高緯度土壌

圏の温暖化に対する応答性に関し、 信頼出来る観測ネ ッ

ト ワー ク の構築お よ びモデルに必要な観測デー タ の取

得 ・ 蓄積が早急に求められている。

〔内容および成果〕

地球温暖化を引き起こす温室効果気体で最も大き な影響

を持つものは二酸化炭素であ るが、その大気中の濃度は、

人為的な化石燃料の使用 と い う 直接的な要因のみな ら

ず、 気候変動を介し た炭素循環の変動か ら も大き な影響

を受け る。 これまで冷涼かつ湿潤な気候ゆえに大量の土

壌炭素が蓄積されて き たア ラ ス カなどの北極高緯度地域

では、 温暖化 と 関連し た環境変動によ って炭素循環の様

相が大き く 変化し、 温室効果気体放出のホ ッ ト スポ ッ ト

と なる こ と が懸念されている。

すでに、 北極域では様々なシ ミ ュ レーシ ョ ンによ る環境

変動が予測されている。 しかし ながら、 IPCC 報告書での

北極海氷変動予測に見られる よ う に、 予測 と 実際の減少

量の実態 と は必ずし も 一致し ていない。 一方陸域で も、

夏の気温上昇や積雪期の短期化によ り 、 永久凍土融解 と

活動層の拡大が進んでいる。 永久凍土中に存在する大量

の易分解性有機物 ( 古炭素 ) は、 新たな CH4 ・ CO2 の発生

源 と し て危惧されている。 しかし、 これまで行われて き

た北極 ・ 高緯度域土壌圏炭素動態の実態解明に関する観

測研究は、ア ラ ス カ、シベ リ ア永久凍土地帯 と もにスナッ

プシ ョ ッ ト 的な事例に と ど ま ってお り 、 古炭素の分解 メ

カニズム も明ら かになっていない。 また、 炭素分解を コ

ン ト ロールする土壌温度、 水分量等、 土壌の物理状態を

把握でき る環境要因の連続的データは、 無電源かつ極寒

条件のア ラ ス カでは乏しい。 一方、 既存の土壌炭素動態

モデルでは、 気候変動下での影響評価や予測を行 う ため

に重要な、 北極域に特有の永久凍土 と 活動層に関する物

理プロセスや、 古炭素の活性化などの化学プロ セスが欠

如し ている。 こ のよ う に、 モデルを用いて将来予測を行

う 上で、 新たなモデルの開発 と と も に、 北極高緯度土壌

圏の温暖化に対する応答性に関し、 信頼出来る観測ネ ッ

ト ワー ク の構築お よ びモデルに必要な観測デー タ の取

得 ・ 蓄積が早急に求められている。

１ ) 研究内容

前年度ま でに採取 し た試料の分析を引 き 続 き 進め る 一

方、 古炭素有機分解を評価する ため、 ツン ド ラ、 北方林

において、 永久凍土層を含む凍土土壌コ アの採取を行っ

た。 採取し た凍土コ アについて、 活動層か ら凍土層まで

の土壌有機物の放射性炭素年代測定を行い、 土壌有機炭

素の滞留時間の推定を行った。 その結果、 1950 年以降に

おいては、 北方林、 遷移帯、 山岳ツ ン ド ラ、 ツン ド ラ に

おいて、 滞留時間がそれぞれ、 27 年、 73 年、 29 年、 69

年と計算された。 また炭素蓄積量は、 それぞれ、 5.3 kgC

m-2、 7.1 kgC m-2、 4.2 kgC m-2、 4.3 kgC m-2 であった。遷

移帯で最も大き く 、 次いで北方林、 山岳ツ ン ド ラ、 ツ ン

ド ラ と なってお り 、 過去 60 年程度では、 北方林 と ツン ド

ラの間で大き な違いは見られなかった。 一方、 1950 年以

降について見てみる と、 北方林、 ツ ン ド ラ において、 平

均滞留時間がそれぞれ、 620 年、 4520 年 と 求め られた。

また炭素蓄積量は、 それぞれ、 19.2 kgC m-2、 4.4 kgC m-

2、 6.8 kgC m-2、 36.4 kgC m-2 であった。 ツン ド ラで最も

大き く 、 次いで北方林、 山岳ツ ン ド ラ、 ツ ン ド ラ であっ

た。 これら の結果か ら、 ツ ン ド ラ では長時間未分解の有

機物が、北方林 と比べて約 1.5 倍蓄積されている一方、滞
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留時間は 7 倍長いこ と が分かった。 これは、 ツン ド ラ生

態系が長期的に蓄積し た有機物を北方林よ り も多 く 有し

ている こ と を示し ている、 これら のツン ド ラ有機物の温

暖化を含めた気候変動によ る脆弱性評価の必要性を強 く

示すものであ る。また古炭素分解の影響を評価するため、

土壌培養実験で用いる凍土土壌に資する土壌試料 ( 凍土

層、 活動層 ) の採取並びに土壌試料の試料前処理 と それ

ら の土壌有機炭素の年代測定を行った。 また過去の自然

火災によ る土壌炭素蓄積・分解プロセス を評価するため、

北方林における自然火災炭素焼失量の推定を行った。

14） 　 海洋からの硫化ジ メ チルおよび関連有機化合物の

フ ラ ッ クス実計測と ガス交換係数の評価

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1112BA001

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター）， 大森裕

子， 猪俣敏

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

海洋生態系から大気への硫化ジ メ チル (DMS) の供給は、

地球の気候システムに大き く 影響する要因の一つ と し て

重要であ るが、 モデル中での取 り 扱いには大気－海洋間

のガス交換係数に大き な不確実性があった。本研究では、

陽子移動反応－質量分析計 と 係留ブイ シス テムを組み合

わせる こ と によ り 、DMS および関連する揮発性有機化合

物について海洋表層か ら大気へのフ ラ ッ ク ス と ガス交換

係数を実計測する と と も に、 酸素同位体比の計測によ り

酸素分子のガス交換係数を導出し、 従来法によ るガス交

換係数を検証 ・ 評価する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

研究船 ・ 白鳳丸によ る北太平洋におけ る研究航海に参加

し、 大気 ・ 海水中の DMS 濃度の観測な らびに、 フ ラ ッ ク

ス ブ イ と 陽子移動反応質量分析計を組み合わせたプ ロ

フ ァ イル法によ り 、 大気海洋間のフ ラ ッ ク ス を実計測し

た。 その結果、 硫化ジ メ チルな らびにアセ ト ンのフ ラ ッ

ク スが有意に観測され、 双方 と も に海洋か ら大気に放出

される フ ラ ッ ク スが観測された。 本研究では、 大気－海

洋間のフ ラ ッ ク ス計測に関する新しい計測技術を開発す

る こ と によ り 、海域によ る DMS フ ラ ッ ク スの差異を見出

す と と も に、 ガス交換係数に関する風速以外の支配要因

が示唆された。 また、 アセ ト ンのフ ラ ッ ク スに関する観

測的知見を初めて得た。 これらの結果は、 地球システム

モデルにおけ る フ ラ ッ ク ス導出アルゴ リ ズムの改良につ

ながる と期待される。

15） 　 気候変動対策と 生物多様性保全の連携を目指 し た

生態系サービス評価手法の開発

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1113BA001

〔担当者〕 ○伊藤昭彦 （地球環境研究セン ター）， 山形与

志樹， 三枝信子， 安立美奈子， 庄山紀久子， 亀

山哲

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

生態系がも た らす公益的機能 (生態系サービ ス ) は非常に

多岐にわたってお り 、 人間社会は様々な形でそれら生態

系サービ スに依存し ている。 現在、 地球規模の気候変動

と 土地利用変化に伴 う 生物多様性の喪失が、 これまでに

な く 急速に進行し てお り 、 生態系サービ スが変質 ・ 衰退

する こ と で人間社会にも看過すべから ざ る影響が生じつ

つあ る。 一方、 気候変動の緩和を目的 とする取 り 組みは、

生物多様性に良い影響も悪い影響も及ぼし得る ( ト レー

ド オフ )。本研究課題の目的は、気候変動対策 と生物多様

性保全 と い う 異な る環境問題におけ る対策間 ト レー ド オ

フの解消に寄与する ための、 生態系管理を実施する上で

の意志決定に利用し う る生態系サービ ス指標 と その評価

システムを開発する こ と であ る。

〔内容および成果〕

生態系サービ ス の統合的な指標化に向けた研究を行っ

た。 サブテーマ １ では陸域生態系モデルを用いた詳細な

機能マ ッ ピ ングを行い、 テス ト サイ ト において観測デー

タの取得 と 検証を行った。 サブテーマ ２ では各種生態系

が持つ機能 と サービ スについて、 既存データベース を基

礎 と し た整備を行った。 サブテーマ ４ では、 釧路川流域

圏を対象 と し た コ ンジ ョ イ ン ト 分析、 横浜市を対象 と し

たヘ ド ニ ッ ク アプローチの事例研究を実施し た。 それら

の成果に基づいて、 日本生態学会において企画集会を開

催し成果の普及啓発を行った。

16） 　 「いぶき」 観測データ解析によ り得られた温室効果

ガス濃度の高精度化に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1113BA004

〔担当者〕 ○森野勇 （地球環境研究セン ター）， 吉田幸生，

横田達也，菊地信弘，井上誠，中前久美，内野修

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

「いぶき」 は日本が打ち上げた温室効果ガス を主対象 とす
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る世界初の地球観測衛星であ る。 衛星搭載観測装置の校

正、 データ解析アルゴ リ ズム改良、 温室効果ガスの初期

検証が行われ、 温室効果ガス濃度データが一般に公開さ

れた。 これら を科学的利用に資する ためには更な る高精

度化が必要であ る。

本研究は、 「いぶき」 プロダ ク ト の検証のために 3 年以上

継続的に取得し た検証データ、 重点サイ ト で取得し た多

種多様な検証デー タ に よ る 検証 と 誤差要因の特定を行

う 。 こ れを基に解析アルゴ リ ズムの改良を行い、 「いぶ

き」 観測データの解析によ り 得られた温室効果ガス濃度

の高精度化を行 う 。

本研究結果に基づき、 イ ンバースモデル解析によ る温室

効果ガス収支を含む科学的利用が促進され、 将来の炭素

収支予測の高精度化の貢献が期待される。

〔内容および成果〕

本推進費によ る研究開始時におけ る、 前バージ ョ ンのア

ルゴ リ ズムを用いた 「いぶき」 の短波長赤外バン ド か ら

の二酸化炭素カ ラ ム平均濃度は、 バイ アス  － 9 ppm 程度

(－2％程度)、ばらつき  4 ppm程度(1%程度)であったが、今

年度までの本研究の解析アルゴ リ ズム改良 と 参照値の改

良によ り 、 バイ アス－ 1.48 ppm( － 0.3% 程度 )、 ばらつ

き 2.1 ppm(0.5% 程度 ) まで改善する こ と ができ た。

また、 長期検証データ を用いた季節変動 ・ 経年変動など

の大気科学的検証を行い、 おおよ そのバイ ア スの特徴を

明らかにする こ と ができ た。TCCON データ を用いたバイ

ア スの経験的補正手法を検討し、 経験的補正を行い、 補

正後の 「いぶき」 データ質の改善を確認し た。

重点サイ ト におけ る高精度温室効果ガス と 巻雲 ・ エア ロ

ゾル光学特性の観測を行い、 データの取得 と データ質の

評価を継続的に実施し た。

更に、Tsukuba を含む重点サイ ト 4 地点における検証 と誤

差要因の特定では、 ラ イ ダー観測データに基づ く 解析に

よ り 、 大気下層の高濃度エア ロ ゾルの影響、 雲ス ク リ ー

ニング、 成層圏エア ロ ゾルの影響を検討し た。 これら の

知見は、 更な る解析アルゴ リ ズム改良 と 参照値の改良に

活用する予定であ る。

[ 備考 ]

当課題と課題コード 1115BY002 ： 環境省請負業務 「温室

効果ガス観測技術衛星 (GOSAT) データ検証業務」 が、 地

球環境研究セン ター独自のプロ ジ ェ ク ト と し ての 「国環

研 GOSAT プロ ジェ ク ト 」 を構成する。 なお、 上記の [ 内

容及び成果 ] は国立環境研究所分担の内容ではな く 、 本

研究課題全体の内容を記載し た ものであ る。

17） 　 地球環境観測デー タ と モデル統合化によ る炭素循

環変動把握のための研究ロー ド マ ッ プ策定

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1212BA001

〔担当者〕 ○笹野泰弘 （地球環境研究セン ター）， 三枝信

子， 松永恒雄， 町田敏暢， 市井和仁

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

地球温暖化の進行に と って重要な地球上の炭素循環の実

態把握 と その変動の検出、 気候変化のフ ィ ー ド バ ッ ク効

果の有効な評価のための観測 ・ 解析システムの確立を図

る ために、GOSAT(Greenhouse gases Observing SATellite) を

始め と する種々の地球環境観測衛星のデータ、 航空機観

測デー タ 並びに地上観測ネ ッ ト ワ ー ク のデー タ な ど、

種々のデータ を統合的に評価し、 また大気輸送モデルや

炭素循環モデル等の数値モデルを活用する こ と が必須で

あ る。 そ こ で本研究では、 今後進めるべき体系的 ・ 組織

的な研究推進のロー ド マ ッ プを描 く こ と を目指すも ので

あ る。

〔内容および成果〕

炭素循環の変動、 および炭素循環に関し て気候変動の正

のフ ィ ー ド バ ッ ク が起 こ る こ と が予想 さ れ る ホ ッ ト ス

ポ ッ ト を特定し、 さ ら にその地域を監視する観測システ

ム及び評価シス テムを確立する ための、 研究ロー ド マ ッ

プを策定し た。

18） 　 温室効果ガス観測技術衛星 (GOSAT) 観測データ検

証業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1115BY002

〔担当者〕 ○森野勇 （地球環境研究セン ター） ， 内野修，

井上誠， 中前久美， 横田達也

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 (JAXA)、独立行政法

人国立環境研究所 (NIES)、 環境省は、 主要な温室効果ガ

スであ る二酸化炭素や メ タ ンの濃度を宇宙から測定する

GOSAT( 温室効果ガス観測技術衛星 「いぶき」 ) プロ ジェ
―  127  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  128 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
ク ト を推進し ている。 GOSAT 搭載センサ (TANSO) は、

2009年1月23日にJAXA種子島宇宙セン ターから打ち上げ

られた。 2009 年 10 月 30 日には、 輝度スペク ト ル と観測

画像データの一般提供を開始し、 翌 2010 年 2 月 16 日に

は、 二酸化炭素 ・ メ タ ン濃度等の解析データの一般提供

を開始し た。GOSAT 観測データから導出されたプロダ ク

ト 、 すなわち二酸化炭素や メ タ ンの濃度を信頼でき るプ

ロ ダ ク ト と し、 科学利用や政策に資する こ と を可能 と す

る ためには、 地上観測や航空機観測か ら得られる不確か

さ の小さ いデータ を用いて、 プロ ダ ク ト のデータ質の検

証を行 う こ と が必須であ る。

平成 22 年度までの 3 年間、検証業務 (1 年は準備業務 ) を

実施し て、一般に公開されているデータ質の検証を行い、

バイ ア スやばらつき を明ら かにし て き た。 今後、 少な く

と も GOSAT ミ ッ シ ョ ン予定期間 (3 年以上を予定 ) 中は、

衛星搭載センサの経年劣化によ るプロ ダ ク ト のデータ質

の変化が起こ り 得る ため、 また解析アルゴ リ ズムの改訂

が行われ こ れに よ り 新たにプ ロ ダ ク ト が作成 さ れ る た

め、 それら GOSAT のプロ ダ ク ト が科学研究等に的確に

利用されるには検証作業を継続する必要があ る。

本業務の 5 年間のう ち、前半 3 年間は GOSAT プロ ダク ト

の検証に重点を置き 、 後半 2 年間は森林炭素収支減少量

削減に係る 観測技術に資する 検証観測等に重点をおく 。

〔内容および成果〕

・ 地上設置高分解能フー リ エ変換分光計、 ラ イ ダー、 放

射計などの地上設置及び航空機搭載検証用観測装置の運

用及び検証用データ取得、 検証用データの解析及び精度

確認を行った。

・ 検証データ質の確認、 整理、 平成 24 年に観測 さ れた

GOSAT プロダ ク ト (TANSO-FTS SWIR L2 Ver. 02.xx) と検

証デー タ と の相関処理、 図示化等の検証解析 を 行い、

GOSAT プ ロ ダ ク ト であ る二酸化炭素 と メ タ ンのカ ラ ム

平均濃度における不確かさ ( 偏 り とばらつき ) の評価を

行った。 不確か さ の要因を明ら かにする ために誤差要因

パ ラ メ ー タ と の相関解析 を 行 っ た。 こ の結果 を 基に

GOSAT プロ ダ ク ト の偏 り に関する経験的補正を行った。

・ 過去 ( 平成 21 ～ 23 年 ) に観測され処理された GOSAT

プ ロ ダ ク ト の妥当性について検証デー タ を用いて確認

し、 それらの GOSAT プロ ダ ク ト の偏 り に関する経験的

補正を行った。

・ 検証に関連する助言を専門家よ り 得る ため、 GOSAT サ

イエン スチーム会合の運営、 研究公募に関連する委員会

の実施等と必要な事務作業を行った。

・ 平成 24 年 6 月 20 ～ 22 日に第 4 回 GOSAT 公募研究者

代表者会議を米国パサデ ィ ナにて開催し、 73 名の参加を

得た。

・ 上記業務に関する業務報告書を作成し た。

19） 　 エア ロ ゾル前駆体の実時間計測によ る二次有機エ

アロゾル生成過程の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0812CD004

〔担当者〕 ○猪俣敏 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

本研究ではイ ソ プレ ン、 テルペンなどの植物起源揮発性

有機化合物 BVOC を対象と し て、 気相酸化反応 と それに

続いて起こ る二次有機エア ロ ゾル生成 ・ 成長の初期過程

に焦点を当て、 これら に直接関与し ている化学種の特定

を行 う と と も に、 各素過程の速度を決定し、 粒子生成の

メ カニズムを定量的に明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

国立環境研究所のスモ ッ グチャ ンバーで行った イ ソ プレ

ン と オゾンの反応で生成し た二次有機エア ロ ゾル (SOA)

の分析を陽子移動反応－飛行時間型質量反応計 (PTR-

TOFMS) を用いて行った。実験は、イ ソ プレ ン 2ppmv と オ

ゾン 4ppmv を 2 時間反応させ、 生成する SOA を PTFE

フ ィ ルターに約 0.5m3 捕集し て、 そのフ ィ ルターを PTR-

TOFMS のイ ン レ ッ ト 部分に配置し、フ ィ ルターをガ ラ ス

製のフ ィ ルターホルダーご と、 25 ℃から 85 ℃まで段階

的に温度を上げ、 揮発し て く る有機成分を PTR-TOFMS

で検出し た。 粒子相成分の PTR 質量スペク ト ルには、 負

イオン化学イオン化質量分析計で見つかった ク リ ーギー

中間体 (CH2OO、 分子量 46) が酸化生成物のギ酸、 メ タ ク

リ ル酸、 ピルビ ン酸に複数付加し たオ リ ゴマー と それ以

外に、 30 や 70 の間隔があ る シグナルが検出された。 こ

れらはホルムアルデ ヒ ド、 メ タ ク ロ レ イ ンの分子量に相

当する こ と か ら、 アルコール と これら アルデ ヒ ド が反応

し て生成するヘ ミ アセタール と 考え られた。 これら のシ

グナルは粒子相でしか見られなかった こ と から、 粒子相

での反応で生成し ている と 考え られた。 また、 気相 ・ 粒
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子相で質量スペク ト ルを取得し たので、 それら を定量化

する こ と で、 気相－粒子相の分配を質量数ご と に見積も

る こ と ができ た。 その値を用いる と、 平衡を仮定する と、

飽和蒸気圧を見積 も る こ と がで き、 検出 さ れたオ リ ゴ

マー、 ヘ ミ アセタールはおおよそ 10-4 Torr の飽和蒸気圧

であ る こ と が見積も られた。 これは SOA 収率曲線を揮発

性の異なる 4 つの生成物を仮定し たモデルでフ ィ ッ ト し

て得られた結果と整合し た。

[ 備考 ]

研究代表者 ： 廣川淳准教授 ( 北海道大学大学院地球環境

科学研究院 )

科学研究費補助金 ： 新学術領域研究 「東アジアにおけ る

エア ロ ゾルの植物 ・ 人間系へのイ ンパク ト 」 の計画研究

班 A01-P02

20） 　 植物の CO2 応答に関する メ タ分析と生態系モデル

の高度化

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0913CD001

〔担当者〕 ○伊藤昭彦 （地球環境研究セン ター）， 飯尾淳

弘， 安立美奈子， 千田昌子

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

大気 CO2 の 21 世紀中に予想される増加に対する植物・生

態系応答を予測する ため、独自開発し てき たモデル VISIT

をベースに、 分子か ら生理生態レベルで得られる知見を

取 り 込んで新しいモデルを開発する。 また、 それを国立

環境研究所などにおけ る温暖化予測モデルに組み込まれ

た陸域コ ンポーネン ト に反映させ、 予測精度の向上を図

る。 本領域課題において遺伝子か ら個体レベルで解明さ

れる短期～長期応答を制御する要因を取 り 入れる こ と に

よ り ブレーク スルーを達成する こ と が可能にな る と 期待

される。

〔内容および成果〕

植物の CO2 応答に関する広域評価を行 う ための メ タ分析

と モデル高度化に関する研究を行った。 職制機能を代表

する指標の一つであ る葉面積指数について、 木本植物に

関する文献値を網羅的に収集し、 気候要因など と の関係

を統計的に解析し た結果を論文にま と めて投稿し た。 大

気CO2濃度上昇時の制限要因の一つ と なる窒素について、

根系か ら の吸収量を よ り プロセスベースで推定する ため

のモデル高度化を検討し た。 根系のバイオマス、 表面積

だけでな く 、 土壌中の無機窒素量、 植物の窒素要求量を

加味 し たパ ラ メ タ リ ゼーシ ョ ンの開発に向けた試行を

行った。

[ 備考 ]

科学研究費 　 新学術領域研究 「植物生態学 ・ 分子生理学

コ ン ソーシアムによ る陸上植物の高 CO2 応答の包括的解

明」 ( 領域代表者 　 寺島一郎 　 東京大学理学部教授 ) 　 伊

藤の担当 ： 総括班および生態系モデル班

21） 　 北極海底の大規模氷床削剥痕の形成年代決定 と グ

ローバルな気候変動との関連性の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD020

〔担当者〕 ○内田昌男 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

ノ ース ウ イ ン ド 海嶺か ら マカ ロ フ海盆海底に残された巨

大氷床の削痕が形成された時期を明ら かにし、 巨大氷床

に埋め尽 く された北極海の環境変動の履歴 ( 特に塩分の

変動が中深層循環に与えた影響 ) について、 古海洋復元

プロ キシー( 過去の環境を復元する ための代替指標 ) を駆

使する こ と によ って明ら かにする こ と を目的 と する。 本

研究のための試料採取は、 2010 年度海洋研究開発機構調

査船 「みらい」 によ り 実施する ( すでに本研究テーマで

の研究課題は採択済み )。

〔内容および成果〕

チャ クチ海ノ ース ウ イ ン ド海嶺で採取された約 10m の柱

状堆積物コ アのバルク有機炭素の炭素安定同位体比測定

を行った。 堆積物の年代は、 有孔虫の酸素同位体曲線の

結果か ら、 およ そ 15 万年の記録を有し ている こ と がわ

かった。 炭素安定同位体比の結果は、 -22‰ から -29‰ の

間を変動し ていた。 主な変動要因は、 海洋一次生産由来

の有機物量の増減 と い う よ り は、 海水準変動によ って引

き起こ される沿岸浸食並びに大陸棚上の有機物の浸食に

よ る輸送が主な原因であ る と 推定された。 特に大き なネ

ガテ ィ ブシフ ト が見られた時代は、 グ ローバルス ケール

での海水準変動 と 同期し ている よ う だった。 今後、 ネガ

テ ィ ブシフ ト のタ イ ミ ングを精査する ため、 さ ら にデー

タ を蓄積し、 また他の海域のデータ と も相互に比較検討

する こ と によ り 、 北極海太平洋セ ク ターにおけ る海水準

変動の実態を解明する こ と ができ る と考え られた。

22） 　 全球水資源モ デル を利用 し た実時間シ ミ ュ レ ー

シ ョ ンによる世界の旱魃 ・ 洪水リ スク検出
―  129  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  130 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1112CD001

〔担当者〕 ○花崎直太 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

申請者はこれまで全球水資源モデル ( 名前を H08 と い う

) の開発を行ってきた。H08 に気象データ を与えてシ ミ ュ

レーシ ョ ンを行 う と、 世界の河川流量や水利用量を空間

解像度 0.5°×0.5°、 １ 日単位で推定する こ と ができ る。 本

研究では H08 に気象予報データ を与えて リ アルタ イ ムシ

ミ ュ レーシ ョ ンを行い、 推定された土壌水分量、 積雪水

量、 貯水池貯水量などの状態量の平年か ら のずれに関す

る情報を用いて、 世界で起き ている旱魃 ・ 洪水を リ アル

タ イ ムに捉え る と と も に、 これか ら発生する リ ス ク を検

出する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

平成 24 年度は H08 の リ アルタ イ ムシ ミ ュ レーシ ョ ンシ

ステムの開発を行った。 全球気象予報データには気象庁

の JCDAS を利用し、 システムの旱魃 ・ 洪水の把握特性に

ついて考察を行った。

23） 　 窒素動態を取り入れた陸域生態系 CO2 収支の高精

度評価手法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD003

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター）， 高橋厚

裕， 井手玲子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

窒素動態を導入し た精微な二酸化炭素 (CO2) 収支評価シ

ステムを実測に基づいて確立し、 CO2 収支の時空間変化

の要因解析を行 う 。 2001 ～ 2010 年の気象変動に対し て

優占種の異な る生態系の物質循環がどのよ う に応答し た

かを空間的に解明する こ と で、 近未来の生態系変動を日

本域および全球規模で予想する知見を得る。

〔内容および成果〕

10 年またはそれに近い長期の熱 ・ 水 ・ CO2 収支を観測し

ている国内の複数の観測点において ( 北海道大学苫小牧

研究林、 天塩研究林、 富士北麓サイ ト )、 過去の気象 ・ 水

文データ、 積雪や生産量データ を利用し、 気象変動 と そ

れに対応する CO2 収支の変動を多地点で算出するための

データ収集 と 解析を行った。 特に苫小牧研究林について

データ と り ま と めをほぼ完了し た。窒素収支については、

富士北麓サイ ト において、 窒素循環の基礎調査のための

土壌サンプ リ ングを実施し、 データ整備を進めた。

24） 　 アジア ・オセアニア域のモンスーンに伴 う温室効果

ガス濃度分布の変動

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD007

〔担当者〕 ○井上誠 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

主要な温室効果ガス である 二酸化炭素やメ タ ンの濃度を

観測する ために、 温室効果ガス 観測技術衛星 GOSAT が

2009 年 1 月に種子島から 打ち上げら れた。こ の衛星データ

によ り 、 温室効果ガス の詳細な水平構造の把握及び将来

の気候変化予測につながる こ と が期待さ れる 。一方で、日

本を含むアジア域の気候はモンス ーン現象に支配さ れて

いる 。北半球の夏季モンス ーンは 5 ～ 6 月頃に始ま り 、初

秋頃に終息する と いう 季節変化をたど り 、 顕著な時空間

変動を持つ。 温室効果ガス は大気の流れによ って輸送さ

れる ため、 その物質分布は必然的にモンス ーンの影響を

受ける こ と になる が、 そのよ う な視点に立っ た研究はこ

れま でにほと んどなかった。 そこ で本研究では、 アジア・

オセアニアを 中心と する モンス ーン地域の局所的な大気

循環に着目し 、 主要な温室効果ガス である 二酸化炭素及

びメ タ ン濃度分布の変動をも たら す力学過程を調べる 。

広域の場で定期的にデータ を取得でき る GOSAT の特性

か ら、 物質の濃度を数日程度の時間ス ケールで表現でき

る ため、 モン スーンの始ま り やブレ イ ク、 終息などの小

刻みな イベン ト と の対応関係がみられるかど う かを確認

する。 さ ら に、 対流圏界面を通し た物質交換や成層圏の

子午面循環 と の関わ り も含めて解析し、 物質分布の形成

に至る メ カニズムの解明を目指す。

〔内容および成果〕

地上観測データや GOSAT データ、 航空機データ などを

用いて、 アジア ・ オセアニア域の温室効果ガス濃度分布

を調べた。 地上観測データ ・ 衛星データ と も に、 アジア

域の二酸化炭素濃度は北半球春季に高濃度、 秋季に低濃

度 と い う 類似し た傾向を示し た。 それに対し てオース ト

ラ リ アやニ ュージーラ ン ド では、 濃度の季節性が小さ い

こ と が分かった。 メ タ ン濃度について も同様の解析を行

い、 地上観測データ と GOSAT データにみられる時空間

変動特性を明らかにし た。
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[ 備考 ]

研究協力者 ： 内野 修 　 ( 国立環境研究所 )、 高橋 正明 　 (

東京大学大気海洋研究所 )、 森野 勇 　 ( 国立環境研究所 )

25） 　 対流圏オゾ ン ラ イ ダーを用いた日本域における対

流圏オゾンに関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD010

〔担当者〕 ○森野勇 （地球環境研究セン ター）， 内野修

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

対流圏オゾ ンは近年特に東アジア地域で増加し てお り 、

光化学オキシダン ト の主要物質 と し て健康被害の増加、

農作物の減収、社会資本の劣化 と い う 形で影響するほか、

オゾン自身が メ タ ンに匹敵する温室効果気体であ る。 本

研究グループでは世界的に も数少ない対流圏オゾン ラ イ

ダーを使った対流圏オゾンの連続鉛直観測に加えて、 世

界最先端の化学輸送モデルに関する研究を行ってお り 、

こ の両者を統合する こ と によ って日本域の対流圏オゾン

監視予測技術高度化の基盤の構築が可能と なる。

　 本研究では、 従来は難しかった対流圏オゾンの高頻度

監視を行い、 日本域におけ る対流圏オゾ ンの特異現象 (

高濃度オゾンベル ト など ) の定量化を図る と共に領域化

学輸送モデルの開発を行い、 対流圏オゾンの監視予測情

報の作成に必要な技術基盤を確立する。 具体的には、 以

下の事項を達成する こ と を目指す。

・ 高濃度オゾン現象の時間空間的スケールの把握

・ 対流圏オゾ ンの起源毎の寄与はどのよ う になっている

かの定量化

・ 成層圏オゾ ン侵入の頻度、 事例毎の侵入量 と 変動幅の

理解

・ 以上を総合する こ と に よ る数年程度の対流圏の各高度

におけるオゾン濃度の動態把握

〔内容および成果〕

ラ イ ダー観測に使用し ている光電子増倍管は近距離の大

気か ら の強い受信信号に よ り 、 短い波長ほ ど Signal

Induced Bias(SIB) が発生し、そのためにオゾン測定高度は

6 km までに制限されていた。 そ こ で、 レーザーの約 90 %

の出力を上空に打ち上げ高度約2 km以上のオゾンを観測

するバイ ス タ テ ィ ッ ク高高度観測モード と、 残 り の約 10

% は今まで と同じ く 送受同軸で高度 1 ～ 3 km のオゾンを

観測する低高度観測モー ド ができ る よ う に改良し た。 二

つの観測モー ド は同時に出来ない こ と か ら、 口径 10 cm

のニュー ト ン式望遠鏡と光フ ァ イバー及び 276 nm と 289

nm を高効率で分離し PMT で検出する受信部を付加し て、

高度 300 m から 10 km 付近までのオゾンを同時に観測出

来る よ う に改良し た。

　 更に、 新しい 2 波長 (299 nm と 312 nm) の組み合わせ

によ り 高度 10 km 以上のオゾン観測が可能にな るので、

50 cm の望遠鏡の分光部を これまでの 276, 287, 299 nm か

ら 287, 299, 312 nm の 3 波長に変更し た。実際、266 nm の

出力が 90 mJ 以上の時、 夜間数時間の観測によ り 高度 15

～ 20 km 付近までのオゾン観測が出来る よ う にな り 、 対

流圏から成層圏へかけてのオゾンの急激な増加を捉え る

こ と が出来た。 なお、 ラ イ ダー観測は佐賀大学の協力を

得ている。

[ 備考 ]

上記の目的または全体計画は科研費の全体の内容を記載し 、

内容及び成果は本課題 ( 分担 ) 部分を記載し たも のである 。

26） 　 海水中硫化ジ メ チルおよび関連有機化合物の高時

間分解能計測手法の確立

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD012

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター）， 大森裕

子， 猪俣敏

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

硫化ジ メ チル (DMS) は地球の気候システムにおいて重要

な役割を果たす。 それゆえ、 DMS の海洋観測データベー

スが整備されて生物地球化学モデルの開発に利用されて

い る が、 従来のガ ス ク ロ マ ト グ ラ フ法に よ る 観測では

データが極めて少な く 、 そのためモデルに組み込むパラ

メ タ リ ゼーシ ョ ンは経験的ス キームの域を出ていない。

我々が開発し たオン ラ イ ン質量分析計 (EI-PTR-MS) は、

海水中 DMS の観測データについて質・量 と もに格段の進

歩を も た ら し う る可能性が高いが、 確立のためにはい く

つかの課題が残されている。 本研究では、 計測の高度化、

較正手法の確立、従来法 と の相互比較によ る検証を行い、

EI-PTR-MS法を海水中DMSおよび関連有機化合物の高時

間分解能計測手法と し て確立する こ と が目的であ る。
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〔内容および成果〕

バブ リ ン グ式平衡器－プ ロ ト ン移動反応質量分析計は、

海水をろ過し ないま ま フ ローの系で計測を行 う が、 その

際のアーテ ィ フ ァ ク ト の有無を調べる ため、 沿岸海水を

用いた実験を行った。 その結果、 ろ過を し ない植物プ ラ

ン ク ト ンを含まない海水で も、 海水中の溶存酸素が枯渇

し ない条件であれば、 平行器内でアーテ ィ フ ァ ク ト によ

る硫化ジ メ チルの生成はない こ と を確認し た。 こ こ で用

いた海水では、 珪藻が支配的であ るが、 珪藻は硫化ジ メ

チルの生成に対する感度が高 く は無いため、 今後、 硫化

ジ メ チルを生成しやすい植物プ ラ ン ク ト ンを用いた実験

を計画し ている。

27） 　 完新世における東アジア水循環変動 と グローバル

モンスーン

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1115CD004

〔担当者〕 ○内田昌男 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

本研究は、 東アジア夏季モン スーン [EASM] に伴 う 降水

の強度および空間分布が、 幾つかの特徴的時間ス ケール

で、 どの様に、 どの程度変動し たか、 その究極的支配要

因は何かを、 海水準や CO2 濃度等の境界条件が現在 と ほ

ぼ同じになった完新世中期以降に的を絞って解明する事

を目的 と する。 ま た、 大規模洪水イベン ト に も 着目し、

その発生域や頻度 と EASM 降水の空間分布の関係も探

る。 本研究計画は 3 つのサブテーマ 1) 揚子江流域におけ

る EASM 降水空間分布変動と洪水史の復元、 2) 南中国に

おける EASM 降水量変動 と黒潮強度変動の関係の探求、

3) 東アジアにおけ る偏西風経路変動 と本州日本海側降水

史復元、 か ら構成される。 これら の成果を統合し、 更に

近年明ら かに されつつあ る イ ン ド －アフ リ カモン スーン

や北米モン スーンの挙動 と 比較する事によ り 、 北半球モ

ン スーンシステム間の リ ンケージを明ら かにし、 グ ロー

バルモン スーンダ イナ ミ ク スの中で東アジアにおけ る水

循環変動を理解する事を目指す。

〔内容および成果〕

１ ) 研究内容

日本海の南北断面を構成する ３ 本のコ アを研究対象に選

定し、 過去 11000 年間のアルケ ノ ン古水温を復元し た。

北端の大和堆に位置する KR07-12 PC-8 コ アについてアル

ケ ノ ン分析を行い、 完新世におけ る アルケ ノ ン古水温の

南北分布を復元し、 それを基に日本海中央部におけ る水

温前線の位置変動を捉え る事を試みた。 大和堆中央部か

ら復元されたアルケ ノ ン水温は 11000 年前から 7000 年前

にかけて 10 ℃から 16 ℃の上昇傾向であったのに対し、

ODP797 および MD01-2407 コ アから得られたアルケ ノ ン

古水温はこ の時期にそれぞれ約 16 ℃、 約 18 ℃でほぼ一

定で、 大き な変化を示 さ なかっ た。 こ れ ら の結果か ら、

南北でのアルケ ノ ン古水温差は完新世初期には約 7 ℃

あった ものが完新世中期では 2 ℃にまで減少し た こ と が

判明し た。 現在の水深 0~10m での水温前線の温度分布 と

の比較か ら、 推定し た水温前線の位置は完新世初期か ら

中期にかけて緯度にし て約 2 度 北上し た もの と推定され

た。

こ の水深約 10m での水温前線の北上の原因について、 放

散虫化石群集を用いた対馬暖流の変動 と アルケ ノ ン古水

温を比較し た結果、 完新世中期まで対馬暖流第三分枝が

勢力を増し、 日本海中央部の水温が上昇する ため前線が

北上する と 考え られた。 こ の こ と から本研究で復元し た

水深 10m の春～夏における水温前線の北上は、 対馬暖流

第三分枝の北上を原因 と し、 対馬暖流 と リ マン寒流の境

であ る亜極前線を捉えている と結論を得た。

28） 　 グ リ ー ン ・ ネ ッ ト ワ ー ク ・ オ ブ ・ エ ク セ レ ン ス

(GRENE) 事業北極気候変動分野 「急変する北極気候

システム及びその全球的な影響の総合的解明」 環北

極陸域システムの変動と気候への影響

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コード〕 1115CE001

〔担当者〕 ○内田昌男 （環境計測研究セン ター）， 近藤美

由紀

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

環北極陸域の生態系は熱・水・物質循環を介し て熱力学・

水文過程および植生動態 と 相互作用環を形成し一つの陸

域システムを成し ている。 北極気候システムの中では一

つの重要なサブシステム と し て大気および海洋 と も相互

作用し、 永久凍土の融解、 積雪域や植生の変化等に伴 う

アルベ ド の変化、 温室効果ガ ス放出量の変化を通し て、

全球あ るいは日本の気象 ・ 気候に も影響を及ぼす と 考え

られる。 本研究は、 環北極陸域システムの役割 ・ 機能を

解明し、 気候への影響を評価する こ と を目的 と し、 凍土

変動、 植生、 生態系の生産 と 炭素貯蔵量、 積雪分布 と ア

ルベ ド、 メ タ ン放出、 陸 と 大気の相互作用について、 観

測 と モデルの融合的研究を推進する。 現場観測によ る メ
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カニズムの解明を進める と と も に衛星データ を利用し た

面的評価を行い、 モデルの開発 ・ 改良 ・ 評価を行 う が、

モデル と の連携の観点か ら 基盤 と な る 現場観測デー タ

は、 すでに様々な観測が実施されている地点におけ る長

期継続観測、 移動型観測システムによ る領域観測、 およ

び環北極域全体におけ る 多点広域観測の ３ つのカ テ ゴ

リ ーで実施する。

〔内容および成果〕

本研究に関連し、 北極スバールバル諸島ニーオルス ン周

辺において、 凍土、 泥炭堆積物コ アの採取を行った。 採

取された凍土コ アの一部の年代測定結果か ら、 過去数千

年にわた る 気候変動記録を有 し てい る こ と が明 ら か と

なった。 また氷河後退域に設置し た氷河か ら海岸までの

ト ラ ンセ ク ト 上で採取し た表層土壌試料の炭素含有率、

年代測定の結果か ら、 海岸に近い場所ほど表層植生の影

響によ る炭素蓄積が有意にあ る こ と が分かった。 年代測

定の結果は、 表層でモダーンであ り 、 数 cm 深からは数

万年の古い年代を示し た。 こ れは見かけの年代であ り 、

化石炭素 と モダーンの炭素の混合によ る も のであ る。 以

上か ら、 ト ラ ンセ ク ト においては、 土壌に蓄積される炭

素は、 極表層に限られ、 それ以下の深度では氷河作用に

よ り 運ばれた化石の有機炭素の比率が大部分出あ る こ と

がわかった。 これら の結果か らは、 氷河後退以降の土壌

形成の履歴及びそれに影響する植生の影響など を考察す

る こ と が可能な知見が得られた。

29） 　 世界の持続可能な水利用の長期ビジ ョ ン作成

〔区分名〕 JST

〔研究課題コード〕 0914KB001

〔担当者〕 ○花崎直太 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 21 ～平成 26 年度 （2009 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

水危機の緩和 と 回避のためには、 様々な将来シナ リ オの

下での水需給の長期見通し が作成さ れ、 持続的な活動 ・

生産と生態系の保全を両立する水利用の Critical Level が

決定され、 そ し て、 水危機回避の 「道筋」 が示されねば

な ら ない。 我々は、 世界全体および代表的な水危機地域

を取 り 上げ、 世界最先端の水資源モデルを活用し、 こ の

一連の情報創出プロセス を成し遂げる。

〔内容および成果〕

2012 年度は、 モデルの検証 と解析を容易にするための補

助ツールのマニ ュ アル整備を進め、 共同研究者に提供し

た。 また、 所外の共同研究者と と もに、 過去 40 年にわた

る世界の灌漑農地の増加 と それに伴 う 水利用量 と 取水源

の変化に関する地球規模の水文シ ミ ュ レーシ ョ ンを実施

し、 考察を行った。

30） 　 大気環境 リ ス ク に対する統合的なデー タ 解析手法

に関する研究

〔区分名〕 JST

〔研究課題コード〕 1216KB001

〔担当者〕 ○杉田考史（地球環境研究セン ター），秋吉英治

〔期　間〕 平成 24 ～平成 29 年度 （2012 ～ 2017 年度）

〔目　的〕

本課題の上位課題ではオゾンホールに曝される南米南端

の リ オ ・ ガジ ェ ゴ ス を中心に、 チ リ ・ ア タ カマ高地、 昭

和基地を含む広範囲な大気質モニ ター体制を整備し、 オ

ゾンホール境界領域の構造、 オゾンホール崩壊時の空気

塊の中緯度帯への輸送 ・ 拡散過程の理解、 人為起源およ

び自然起源によ る グ ローバルな大気質変化の実態把握 と

その原因の理解を進める と 同時に、 オゾンホール下の地

域住民へのオゾン ・ 紫外線情報の伝達 ・ ア ラー ト システ

ムの開発を現地の研究者ら と 共に推進する。 また、 ミ リ

波観測データの高精度化を図 り 、既設のオゾン ラ イ ダー・

オゾンゾンデ等の観測装置 と 組み合わせて観測網の 「空

白域」 であ る南米地域の大気質観測データの国際的デー

タベースへの提供を進める。

〔内容および成果〕

来年度から の本格的実施に備えて相手国 と の締結が上位

課題において完了し た。 本サブ課題では来年度以降の化

学輸送モデルの開発のために必要な再解析気象データの

選定を進めた。

31） 　 生物多様性 ・ 生態情報の環境情報への統合化、 およ

び統合情報を利用し た生物多様性影響評価法開発

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コード〕 1115KZ001

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター）， 中島英

彰， 眞板英一， 山尾幸夫， 田中佐和子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

本事業では生物多様性観測ネ ッ ト ワーク に大量に蓄積さ

れている生態情報を核にし て様々な生物多様性情報の集

積しつつ、データ形式の標準化や標準形式への調整 ( マ ッ

ピング ) によ り 情報統合を行 う 。 また、 他の環境情報 と

共に用いた生物多様性影響の予測 ・ 評価法を開発し、 環

境情報の利活用を通じ て生物多様性の保全、 地球温暖化
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への適応など を目指す。 さ ら に、 本事業を遂行する過程

で、 地球環境分野の問題解決に貢献でき る次世代の人材

を育成する。

〔内容および成果〕

(1)現在世界で構築されつつあ る各種の陸域関係のネ ッ ト

ワ ー ク に つ い て、 デー タ 項目 の 関連性 を 調査 し た。

FLUXNET/AsiaFlux の観測データは微気象学的方法によ

る 陸域炭素収支評価を行 う ために必要な情報を有す る

が、 ILTER/JaLTER が多地点で収集し ている毎木調査 ・ バ

イ オマス関連のデータ を相互に リ ン ク させる こ と で、 よ

り 総合的な生態系情報の収集 ・ 整備が可能にな り 、 異な

る分野で開発された複数の測定手法間の相互比較 ・ 検証

が可能になる こ と などの知見を と り ま と めた。

(2)日本長期生態学研究(JaLTER)に参加する国内長期生態

系観測サイ ト で収集された森林生態系のバイオマスデー

タ ( 毎木調査データ、 樹高データ など ) を集中的に収集 ・

整備する取組を実施し、 新規データ登録を促進し た。

32） 　 化学イ オン化質量分析法によ る二次有機エア ロ ゾ

ル生成初期段階の粒子成分の実時間計測

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コード〕 1213NA003

〔担当者〕 ○猪俣敏 （地球環境研究セン ター）， 谷本浩志

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

二次有機エアロ ゾル (SOA) は、 気象場の変化によ って地

域ス ケールでの水循環等に影響を 与えたり 、 さ ら に将来

の気候にも 影響を及ぼすこ と が懸念さ れている 。 その影

響を定量的に評価し ていく には、 SOA の生成過程や化学

組成の理解が必要である 。 従来の知見で構成さ れたモデ

ルから 得ら れる SOA 生成量は実際の観測の値に対し て、

過小評価し ている 。 SOA 生成量を 正確に見積も る には、

VOC の大気酸化過程で生成する 半揮発性有機化合物

(SVOC) の特定、その SVOC のガス 相・ 粒子相分配、SOA 中

の成分の把握及び粒子内での変質、 など の知見が必要と

さ れている 。 SOA が生成する 初期の頃の成分をオンラ イ

ンで見る こ と によ り 、 どのよ う な成分が SOA の粒子形成

を担っている かを特定する こ と が可能になる と 考え、 そ

れは SOA 生成機構の解明に繋がる と 考えら れる 。そこ で、

揮発性有機化合物から の SOA 生成の初期段階を陽子移動

反応質量分析法で、 その成分を計測する 手法を開発する 。

〔内容および成果〕

陽子移動反応 飛行時間型質量分析装置の イ ン レ ッ ト 部

分に、 SOA が生成する初期の頃の成分をオン ラ イ ンで見

る ための粒子加熱ラ イ ンの作成を行った。 ラ イ ンはガ ラ

ス製 と し、 加熱のための滞在時間を長 く する ためにらせ

ん状のものを作成し た。

[ 備考 ]

共同研究 ： 廣川淳准教授 ( 北海道大学大学院 　 地球環境

科学研究院 )

33） 　 光化学オキシダン ト 自動測定機精度管理業務

〔研究課題コード〕 1012AC001

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 橋本茂，

谷本浩志

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

34） 　 GOSAT データ定常処理運用システムの運用 ・ 維持

改訂

〔研究課題コード〕 1115AL001

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター）， 渡辺宏，

河 添 史 絵， 高 木 宏 志， 内 野 修， Sergey

Oshchepkov， Andrey Bril， 森野勇， 吉田幸生，

Shamil Maksyutov， 松永恒雄， 開和生， 横田康

弘， 二宮啓一郎， 相川茂信， 網代正孝

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

35） 　 グローバルカーボンプロジ ェ ク ト 事業支援

〔研究課題コード〕 0712AQ001

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セ ン タ ー） ，

Shobhakar  DHAKAL

〔期　間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

36） 　 陸域モニ タ リ ング

〔研究課題コード〕 1115AQ003

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター）， 高橋善

幸， 梁乃申， 小熊宏之， 高橋厚裕， 井手玲子，

林真智， 山尾幸夫， 平田竜一， PINGCHUN， 田

中佐和子， 大島愛， Tan Zhenghong， 寺本宗正

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

37） 　 地球環境データベースの整備

〔研究課題コード〕 1115AQ004

〔担当者〕 ○中島英彰 （地球環境研究セン ター）， 白井知

子， 向井人史， 町田敏暢， 三枝信子， 野尻幸宏，

曾継業， 眞板英一
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〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

38） 　 温室効果ガスイ ンベン ト リ策定事業支援

〔研究課題コード〕 1115AQ011

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）， 酒井広

平， 早渕百合子， 尾田武文， 赤木純子， 畠中エ

ルザ， 玉井暁大， 大佐古晃， 平井圭三， ホ ワ イ

ト 雅子， 小坂尚史

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

39） 　 大気 ・ 海洋モニ タ リ ング

〔研究課題コード〕 1115AQ035

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター）， 向井人

史， 寺尾有希夫， 野尻幸宏， 谷本浩志， 遠嶋康

徳， 笹川基樹， Shamil Maksyutov， 白井知子， 高

橋善幸， 杉田考史， 斉藤拓也， 荒巻能史， 高見

昭憲， 山野博哉， 河地正伸， 福澤謙二

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

40） 　 太陽紫外線によるビ タ ミ ン D 生成に必要な照射時

間の導出と指標作成に関する研究

〔研究課題コード〕 1216AQ001

〔担当者〕 ○中島英彰 （地球環境研究セン ター）， 宮内正

厚， 町田敏暢

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

41） 　 都市と地域の炭素管理に関する研究

〔研究課題コード〕 0712BA340

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セ ン タ ー） ，

Shobhakar  DHAKAL， 哈斯巴干， 瀬谷創， 松井

加奈絵

〔期　間〕 平成 19 ～平成 28 年度 （2007 ～ 2016 年度）

42） 　 アジア を対象 と し た低炭素社会実現のためのシナ

リ オ開発

〔研究課題コード〕 0913BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

藤野純一， 花岡達也， 金森有子， 芦名秀一， 高

橋潔， 肱岡靖明， 甲斐沼美紀子， 戴瀚程， 藤森

真一郎， Silva Herran Diego， 須田真依子， 亀井

未穂， 朝山由美子

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

43） 　 アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際・国内制

度設計オプシ ョ ン と その形成過程の研究

〔研究課題コード〕 0913BA006

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 森田香菜子

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

44） 　 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮

し たわが国の温暖化政策の効果と影響

〔研究課題コード〕 1113BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

肱岡靖明， 花崎直太， 金森有子， 高橋潔， 藤野

純一， 花岡達也， 芦名秀一， 甲斐沼美紀子， 藤

森真一郎， 戴瀚程， Silva Herran Diego， 岡川梓，

朝山由美子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

45） 　 気候変動問題に関する合意可能かつ実効性を も つ

国際的枠組みに関する研究

〔研究課題コード〕 1214BA003

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 森田香菜子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

46） 　 GOSAT データ等を用いた全球メ タ ン発生領域の特

性抽出と定量化

〔研究課題コード〕 1214BA004

〔担当者〕 ○寺尾有希夫 （地球環境研究セン ター），Shamil

Maksyutov， 町田敏暢， 笹川基樹， 杉田考史， 横

田達也， 向井人史， 野原精一

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

47） 　 気候変動リ スク管理に向けた土地 ・ 水 ・ 生態系の最

適利用戦略

〔研究課題コード〕 1216BA002

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター）， 横畠

徳太， 加藤悦史， 哈斯巴干， 瀬谷創， 伊藤昭彦，

仁科一哉， 花崎直太

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

48） 　 適応ポテンシャル・ コス ト 見積も り および社会経済

シナ リ オに関する メ タ分析と統合評価モデルによる

評価

〔研究課題コード〕 1216BA003

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 岡川梓， 藤森真一郎， 森田香菜子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）
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49） 　 地球規模の気候変動 リ ス ク管理戦略の総合解析に

関する研究

〔研究課題コード〕 1216BA004

〔担当者〕 ○高橋潔 （社会環境システム研究セン ター） ，

肱岡靖明， 塩竈秀夫， 亀山康子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

50） 　 地球規模の気候変動 リ ス ク管理戦略の構築に関す

る総合的研究プロジ ェ ク ト 全体の管理

〔研究課題コード〕 1216BA005

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

51） 　 二酸化炭素の全球収支解明のための大気中酸素お

よび炭素同位体の長期観測研究

〔研究課題コード〕 0913BB001

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （地球環境研究セン ター）， 向井人

史， 寺尾有希夫， 荒巻能史， 野尻幸宏

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

52） 　 日本における森林土壌有機炭素放出に及ぼす温暖

化影響のポテンシャル評価に関する研究

〔研究課題コード〕 1015BB001

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）， 向井人史，

寺尾有希夫， 伊藤昭彦， 荒巻能史， 三枝信子，

寺本宗正， Tan Zhenghong

〔期　間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

53） 　 南鳥島における微量温室効果ガス等のモニタ リ ング

〔研究課題コード〕 1113BB001

〔担当者〕 ○遠嶋康徳（地球環境研究セン ター），横内陽子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

54） 　 民間航空機によ るグローバル観測ネ ッ ト ワーク を

活用し た温室効果ガスの長期変動観測

〔研究課題コード〕 1115BB001

〔担当者〕 ○町田敏暢（地球環境研究セン ター），白井知子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

55） 　 アジア ・ オセアニア域における長寿命 ・ 短寿命気候

影響物質の包括的長期観測

〔研究課題コード〕 1216BB001

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター）， 向井人

史，野尻幸宏，寺尾有希夫，遠嶋康徳，杉田考史

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

56） 　 センサーネ ッ ト ワーク化と 自動解析化によ る陸域

生態系の炭素循環変動把握の精緻化に関する研究

〔研究課題コード〕 1216BB002

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター）， 高橋善

幸， 井手玲子， 大島愛

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

57） 　 シベ リ アのタ ワー観測ネ ッ ト ワーク によ る温室効

果ガス (CO2, CH4) の長期変動解析

〔研究課題コード〕 1216BB003

〔担当者〕 ○笹川基樹 （地球環境研究セン ター）， 町田敏

暢， 伊藤昭彦

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

58） 　 地球温暖化観測連携拠点事業支援

〔研究課題コード〕 1115BY001

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター）， 藤谷徳

之助， 會田久仁子， 伊藤玲子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

59） 　 平成 24 年度温室効果ガス観測技術衛星 (GOSAT) 観

測 ・ データ処理技術開発業務

〔研究課題コード〕 1212BY014

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 松永恒

雄， 森野勇， 吉田幸生， Shamil Maksyutov， 中

山忠暢， 白井知子， 三枝信子， 高橋善幸， 伊藤

昭彦， 平田竜一， 野村渉平， 寺尾有希夫， 荒巻

能史， 内田昌男， 近藤美由紀， 町田敏暢， 勝又

啓一， 遠嶋康徳， 林真智， 梁乃申， 山形与志樹，

柴田康行

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

60） 　 アジア GEO Grid イニシアチブ

〔研究課題コード〕 1012CB001

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター）， 高橋善

幸， 高橋厚裕， 田中佐和子

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

61） 　 持続的経済発展の可能性

〔研究課題コード〕 0811CD004

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター）

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）
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62） 　 気候感度の物理パラ メ ー タ不確実性の メ カ ニズム

解明と制約

〔研究課題コード〕 1113CD004

〔担当者〕 ○塩竈秀夫 （地球環境研究セン ター）， 小倉知

夫， 横畠徳太

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

63） 　 気候変動リ スク情報創生プログラムに関する研究

〔研究課題コード〕 1216CE002

〔担当者〕 ○横畠徳太（地球環境研究セン ター），小倉知夫

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

64） 　 気候感度に関する不確実性の低減化

〔研究課題コード〕 1216CE003

〔担当者〕 ○小倉知夫 （地球環境研究セン ター）， 野沢徹，

塩竈秀夫， 横畠徳太， 阿部学， 永島達也

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

65） 　 北極気候再現性検証および北極気候変動・変化のメ

カニズム解析に基づ く 全球気候モデルの高度化 ・ 精

緻化

〔研究課題コード〕 1116LA001

〔担当者〕 ○野沢徹 （地球環境研究セン ター）， 小倉知夫，

秋吉英治

〔期　間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

66） 　 高解像度気候変動シナ リ オに基づ く 大都市圏の風

水害脆弱性評価

〔研究課題コード〕 1015MA001

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター）， 瀬谷

創， 中道久美子， 哈斯巴干， Yang Jue

〔期　間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

67） 　 北極域における温室効果気体の循環 と その気候応

答の解明

〔研究課題コード〕 1115MA003

〔担当者〕 ○ Shamil Maksyutov （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

68） 　 BOCM-MRV の能力向上のためのアジア低炭素成長

戦略 ・ 低炭素ロー ド マ ッ プ策定支援委託業務

〔研究課題コード〕 1212MA003

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

甲斐沼美紀子，藤野純一，花岡達也，芦名秀一，

朝山由美子

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

【関連課題】

69） 　 国際レベルにおける フ ロ ン類の排出抑制策の促進

に関する研究

〔研究課題コード〕 1111AQ001

〔担当者〕 ○花岡達也 （社会環境システム研究セン ター），

亀山康子， 久保田泉

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

70） 　 持続可能社会を評価するためのモデル開発に資す

る情報整備

〔研究課題コード〕 1115AQ008

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

高橋潔， 花岡達也， 金森有子， 藤森真一郎， 申

龍熙， 戴瀚程， 岩渕裕子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

71） 　 東アジアにおける排出イ ンベン ト リ の高精度化 と

大気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔研究課題コード〕 0913BA001

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 藤田壮，

増井利彦， 花岡達也， 戸川卓哉

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

72） 　 温暖化対策と のコ ベネ フ ィ ッ ト 評価も含めた総合

的な大気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔研究課題コード〕 0914BA001

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

花岡達也

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

73） 　 アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評

価指標に関する研究

〔研究課題コード〕 1012BA003

〔担当者〕 ○久保田泉 （社会環境システム研究セン ター），

亀山康子， 森田香菜子

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

74） 　 日本海深層の無酸素化に関する メ カ ニズム解明 と

将来予測

〔研究課題コード〕 1012BA005

〔担当者〕 ○荒巻能史（環境計測研究セン ター），田中伸一

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）
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75） 　 統合評価モデルによる温暖化影響評価・適応政策に

関する研究

〔研究課題コード〕 1014BA001

〔担当者〕 ○原澤英夫 （社会環境システム研究セン ター），

肱岡靖明， 高橋潔， 増井利彦， 花崎直太， 金森

有子， 松橋啓介

〔期　間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

76） 　 国際河川 メ コ ン川のダム開発 と環境保全－ダム貯

水池の生態系サービスの評価

〔研究課題コード〕 1214BA005

〔担当者〕 ○福島路生 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

広木幹也， 村田智吉， 冨岡典子， 吉田勝彦

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

77） 　 ス ト レス とサンゴ礁の歴史的変化

〔研究課題コード〕 0812CD007

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

小熊宏之， 林誠二， 石原光則

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

78） 　 微生物細胞膜脂質 14C 分析に基づ く 海洋 DOC 炭素

循環と微生物ループ との関連性解明

〔研究課題コード〕 1012CD021

〔担当者〕 ○内田昌男 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

79） 　 広域アジアの市民社会構築と その国際政治的課題

〔研究課題コード〕 1113CD001

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

80） 　 河川水温変動シ ミ ュ レーシ ョ ン を用いた全国の淡

水魚類に関する自然再生支援システム

〔研究課題コード〕 1115CD001

〔担当者〕 ○亀山哲 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

81） 　 東南アジア熱帯雨林における群落スケールのハロ

ゲン化メ チル放出量と変動要因の解明

〔研究課題コード〕 1214CD012

〔担当者〕 ○斉藤拓也（環境計測研究セン ター），横内陽子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

82） 　 海面上昇に対する ツバル国海岸の生態工学的維持

に関する研究

〔研究課題コード〕 0812KB001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

83） 　 沿岸海洋生態系に対する気候変動の複合影響評価

研究

〔研究課題コード〕 1216KZ001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

84） 　 東京都を対象と し た総合的温暖化影響評価の検討

〔研究課題コード〕 0911ZZ001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究セン ター），

高橋潔， 林誠二， 増井利彦， 原澤英夫

〔期　間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

5.(2) 資源循環 ・ 廃棄物研究分野における研究課題

1） 　 資源利用のラ イ フサイ クル管理に関するシステム評

価と制度研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ009

〔担当者〕 ○田崎智宏 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

大迫政浩， 稲葉陸太， 遠藤和人， 小口正弘， 河

井紘輔， 倉持秀敏， 徐開欽， 滝上英孝， 寺園淳，

中島謙一，南齋規介，山田正人，吉田綾，多島良

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

将来の資源需要 と 国際物質フ ローを解析 ・ 評価する ため

のシステム評価手法の開発 と， 日本の ク リ テ ィ カル資源

の判定 と 資源依存 リ ス ク評価に向けた応用研究を展開す

る。 また、 物質ラ イ フサイ クルにおけ る リ ス ク調査 ・ 管

理方策等を開発や循環型社会・廃棄物分野における法令・

マネジ メ ン ト 手法の展開を行って、 将来日本が備え るべ

き制度 ・ メ カニズムの具体的内容を提示し、 行政や企業

に対する先導的な知的支援に貢献する。

〔内容および成果〕

資源利用のラ イ フサイ クル管理に関する システム評価 と

制度研究については、 金属資源 と バイ オマスの国際移動

量の物質フ ロー分析に着手し、 限定された統計データ等

か らの推計を可能にする ために二次計画法によ る フ ロー

の最適化手法を設計 ・ 適用し た。 海外におけ る使用済み

小型電池の回収 ・ リ サイ クル制度において、 自治体の回
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収費用は生産者によ って充当され回収イ ンセンテ ィ ブが

あ る こ と等の特徴を把握でき た。 また、 国内においては、

交付金制度に基づ く 循環型社会形成推進地域計画が地域

レベルで循環型社会を形成する方向性を示す計画 と し て

ほ と んど活用されていない こ と などの計画策定に係る課

題も把握し た。 さ らに高齢者の 3R ・ ごみ排出行動の規定

因や途上国におけ る 廃棄物分野の イ ン フ ォーマルセ ク

ターの成立要因を明らかにする研究を実施し た。

[ 備考 ]

拡大生産者責任制度の調査な ら びに多機能製品の研究

は、MOU を締結し ている ス ウ ェーデン ・ ルン ド大の研究

者 と の共同研究によ り 実施し た。 また、 経済研究の一部

は、 旭硝子財団 「エコプロ ダ ク ツの購入助成が消費者行

動に与え る影響の分析」 ( 課題代表者 ： 青山学院大学 ・ 松

本茂准教授 ) において実施し、 制度研究の一部は、 環境

省環境研究総合推進費 「電池の循環 ・ 廃棄システム構築

に向けた環境負荷解析及び政策比較研究」 ( 課題代表者 ：

京都大学 ・ 浅利美鈴助教 ) で実施し た。

2） 　 再生品利用に係る環境安全品質試験の開発 ・ 標準化

と適用

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ012

〔担当者〕 ○肴倉宏史 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

倉持秀敏， 滝上英孝， 遠藤和人， 鈴木剛， 梶原

夏子， 石森洋行

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

(1) 廃棄物・副産物の建設材料利用のための環境安全品質

試験の開発 と 標準化 ： 建設材料利用可能な廃棄物 ・ 副産

物 (循環資材 ) の環境安全品質試験 と検査方法の開発 と標

準化を行い、 実試料に適用し てい く と と も に、 環境安全

品質を確保し た循環利用のための方策を提示する。

(2) プラ スチッ ク再生製品を対象に、含有される添加剤等

の有害物質分析 ( 含有量試験、 溶出試験等 ) を行 う 。 ま

た、 その再生過程や使用過程におけ る光や熱、 加水分解

挙動等について実調査 と と も に試験系をデザイ ン し、 そ

の メ カニズムを調べ、 環境安全性に関する考察を行 う 。

〔内容および成果〕

(1)5 種類の鉄鋼ス ラ グ製品について実海域の開放された

系を想定し た大規模な水槽実験を行い、 pH を指標 と し

て、 その変遷を定量化し た。 実海域の微流速場を再現し

た実験の結果、 粒度調整し た製鋼ス ラ グは、 pH 上昇幅は

0.1 程度であ り 、その範囲は底面から 30cm 程度であった。

また、 その粒径によ ってアルカ リ 溶出特性に違いがあ る

こ と がわかった。 一方、 人工石およびカルシア改質土の

よ う に製鋼ス ラ グを加工し た製品は、 その表面付近にお

いて も pH の時間変化はほ と んど見られなかった。

(2) 再生プ ラ スチ ッ ク 射出成形時の化学成分の水分凝結

等に伴って生じ る金型腐食の原因解明について調査検討

を行った。 金型腐食が認められた再生ポ リ オレ フ ィ ン樹

脂中の塩素、 硫黄の含有量はそれぞれ 700 μg/g 、 51 μg/

g であ り 、塩素／硫黄の比率は約 14 倍であった。一方、付

着物の拭取 り 溶液中におけ る硫酸イオン／塩化物イオン

の比率は約 1.4 倍を示し、 金型表面の付着物中からは硫

酸イオンが多 く 検出された。 金型表面の付着物を除去し

ないで長期間にわた り 成形作業を行った場合には、 付着

物中の硫酸化合物及び塩化物によ り 金型表面に低温腐食

が発生する こ と が推察された。

3） 　 負の遺産対策 ・ 難循環物質に係る処理技術及び計測

手法の開発 ・ 評価

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ016

〔担当者〕 ○山本貴士 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

肴倉宏史， 倉持秀敏， 滝上英孝， 梶原夏子， 鈴

木剛， 小口正弘， 山田正人， 遠藤和人， 寺園淳

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

石綿や POPs 等に代表される負の遺産廃棄物、 または資

源の循環利用の障害 と な り う るブ ラ ウ ン管ガ ラ スのよ う

な難循環物質に対し、 安全に無害化でき る処理技術の開

発、 また処理技術評価や実処理モニ タ リ ングに必要 と な

る計測手法の開発を通じ、 負の遺産の適切な処理や資源

循環に貢献する。 負の遺産 と なっている不法投棄や不適

正処分場に対し、 社会に実装でき る修復技術システムを

提示する。

〔内容および成果〕

石綿の適正管理に関し、 現場での偏光顕微鏡法によ る石

綿迅速判定法を竜巻被害廃棄物中の石綿含有物判定に適

用し た。 12 試料の判定を約 2 時間で完了し、 判定精度は

公定法と同程度であ る こ と を確認し た。POPs の適正処理

に関し、 新規 POPs 物質であ るヘキサブロモシ ク ロ ドデ

カン (HBCD) 含有物の焼却処理実験を行い、 HBCD の分

解率が 99.9999% 以上であ る こ と、臭素化ダ イオキシン類
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の副生成も少ない こ と を確認し た。 難循環物質の適正処

理に関し、 鉛ガ ラ スか ら の鉛除去技術 と し て塩化揮発法

を検討し、 最大 99% 以上の鉛揮発率 と なる塩素添加条件

を得た。 不適正処分場修復技術に関し、 仮置場火災防止

の技術的検討、除染草木類の圧縮梱包仮置の安全性評価、

処分場の法面崩壊対策検討等を行った。

4） 　 廃棄物焼却処理の評価およびエネルギー回収技術開

発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ020

〔担当者〕 ○川本克也 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

魯保旺

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

廃棄物の定常的な減量 ・ 安定化施設 と 位置づけ られる焼

却施設 ( 熱回収施設 ) に関し、実施設データの調査 と解析

等によ って、 低炭素社会の制約のも と で適切に評価可能

な熱回収率等の指標を開発し、 施設特性を定量化する こ

と によ って、 低炭素施設への転換を促しわが国の焼却施

設の全体的レベルを向上 させる こ と に寄与する。 ま た、

廃棄物処理 と と もによ り 効率的なエネルギー回収施設 と

な り 得る低温型ガ ス化改質プ ロ セスの実機化を目標に、

重要な要素技術 と な る触媒適用の実機化技術およびガス

精製技術等の高度化研究を進める。 最終的に、 施設評価

基準のス タ ンダー ド を提示し、 また、 低温型ガス化改質

高度エネルギー回収装置を組み込んだ廃棄物処理 ・ 再生

施設の原型モデルを社会に提示する。

〔内容および成果〕

廃棄物焼却処理の評価に関し ては、 過年度開発の循環型

社会適合性評価指標 と し た焼却施設外部への熱 ・ 電力供

給能および残さ排出処分率等に関し、 西日本の施設の実

態を明ら かにし たほか、 近年増加し ている焼却灰のセ メ

ン ト 原料化等に関する実態を評価し た。 その結果、 灰溶

融炉を付帯し ない施設の総合評価が他方式に比較し て高

い こ と、 夏期の焼却量を確保し て発電量増大に役立て る

実態等を明ら かにし た。 さ ら に、 現状の施設数では焼却

灰はセ メ ン ト 原料化 よ り 溶融処理に委ね ら れ る 例が多

く 、 飛灰は亜鉛等の還元回収が行われる例が少数あ る。

しかし、灰の外部委託処理は増加の傾向にあ り 、焼却灰・

飛灰の処理委託費には比で 1:2 の違いがあった。 焼却施

設か ら セ メ ン ト 工場等への輸送距離に、 近距離有利 と

いった特段の傾向はなかった。 セ メ ン ト 工場等において

焼却灰 ・ 飛灰を受入れるにあた り 、 前者では異物除去 ・

選別設備、 後者では脱塩洗浄設備の導入がみられた。

低温型ガス化改質プロ セス実用設備開発については、 ガ

ス化ガスの変換を中心に取 り 組んだ。触媒調製において、

メ ソ ポーラ スシ リ カ SBA-15 担体を得てから Ni を担持す

るポス ト 合成法と、 Ni 源を SBA-15 合成出発ゲルに加え

水熱合成する直接合成法 と を比較し、 高比表面積でかつ

規則的構造を持つ SBA-15 構造に NiO を高密度に分散す

る触媒の開発を目指し た。 X 線回折法、 N2 吸着測定およ

び透過型電子顕微鏡観察によ り 触媒の同定および触媒粒

子の位置分布に関する微細構造を明らかにし、 NiO 粒子

が SBA-15 材料の構造に分散される こ と を明らかにし た。

こ の触媒を用い、 温度、 触媒量、 ガス組成等の条件を変

化させて CO・CO2 含有模擬ガスの メ タ ン化 と逆シフ ト 反

応特性を明らかにし、 メ タ ン化では 92% 以上の高転換率

を得た。 逆シフ ト 反応では、 60% 以上の従来値以上の転

換率で CO2 の CO への転換を実現し た。

5） 　 資源循環 ・ 適正処理を支援する基盤技術研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ033

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

滝上英孝， 山本貴士， 肴倉宏史， 梶原夏子， 鈴

木剛

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

安全性を確保しつつ、 更な る廃棄物の有効利用の推進に

は、 循環資源 ・ 廃棄物に含有される有害化学物質 と 資源

物質の同定、 毒性、 化学形態、 物性に係る新規も し く は

包括的な各種分析 ・ 試験 ・ 測定手法の開発が今後も必要

であ る。 これら の手法を開発する と と も に、 毒性等の評

価手法の構築および成果の体系化を目的 と する。 また一

方、 よ り 最適な廃棄物処理 ・ 有効利用に向けた提言を行

う ため、 既存の処理技術全体のフ ローの整備や未利用な

廃棄物、 特に、 廃棄物系バイオマスの性状把握を行いつ

つ、 新規 リ サイ クル技術さ ら には実用化に係る品質規格

や基準策定に資する周辺技術の開発も行 う 。

〔内容および成果〕

昨年度に引き続き、 有害物質や再資源化物質 と それらの

分解物等に関する物質検索や同定のための分析手法の開

発を行った。 また、 バイオア ッ セ イ を用いた包括的毒性

評価法の構築を進めつつ、 適用対象 と し てバイオ燃料や

難燃剤等へ展開し た。 迅速蒸気圧測定法を新規に開発す

る と と も に代替難燃剤の蒸気圧測定に着手し た。 ま た、
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今まで物性研究で用いていた相平衡推算モデルの熱力学

健全性を評価し た。 未利用な廃棄物系バイオマスのバイ

オ重油化 と その周辺技術の開発を進め、 実証規模に ス

ケールア ッ プし て技術の有効性 と 再現性を確認し た。 高

圧を用いた新規技術によ り 、 バ ッ テ リ ーの高速充電や長

寿命化に成功し た。

6） 　 地域再生のための環境修復 ・ 循環技術と生活系液状

廃棄物の適正処理技術システムの構築

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ041

〔担当者〕 ○徐開欽 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター） ，

蛯江美孝， 小林拓朗， 佐野彰， 神保有亮

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

生活系 ・ 産業系等に由来する廃棄物等の不適切な処理 ・

処分に起因する水環境等へのダ メ ージに対し、 地域特性

に適し た環境再生のための修復技術システムや環境負荷

を低減させる循環技術の開発 と 評価を行 う と と も に、 流

域適正管理マニ ュ アルや循環技術の地域設計指針に寄与

する開発評価研究を行 う 。 また、 同時に家庭におけ る生

ごみデ ィ スポーザ、 節水機器、 コ ジ ェネ等の導入によ る

ラ イ フ ス タ イル変化、 少子高齢化社会におけ る生活系液

状廃棄物の質 ・ 量変化を対象に適正処理 と 低炭素化シス

テムの構築を図る。

〔内容および成果〕

サブ １ ( 生活系液状廃棄物の適正処理 と温室効果ガス削

減技術システムの構築 )

合併処理浄化槽、 単独処理浄化槽、 汲み取 り 便槽および

簡易水洗汲み取 り のし尿処理システムについて、 温室効

果ガス排出量の正確化のための夏季調査を実施し た。 昨

年度の冬季調査 と 併せて方法論を確立する と と も に、 実

態を踏まえた排出係数を提案し、 我が国の温室効果ガス

イ ンベン ト リ に反映する こ と ができ た。 また、 節水機器

を導入し た実家庭におけ る水 ・ 電気の使用量や排水特性

の変化について調査を進めた。

サブ 2( 地域環境再生のための総合的環境修復 ・ 循環技術

システムの構築 )

閉鎖性水域の環境修復に貢献する水耕植物を着目し、 そ

の季節変動を考慮し た ク レ ソ ン ・ セ リ 混合植物によ る浄

化性能が一番大きい こ と が分かった。 環境修復材 と し て

の銑鉄廃砂の有する イオン交換 ・ 吸着性能、 pH 保持効果

を把握でき た。 また、 汚泥や植物残渣などの環境修復過

程か ら派生するバイオマスから アセ ト ン合成する技術を

水熱処理試験で評価し、 汚泥 と 籾殻では酢酸生成能が良

好であったが、 海藻は触媒反応を阻害する カ リ ウ ムが多

く 溶出する ため、 アルカ リ 金属除去プロ セスの必要性が

示唆された。

7） 　 経済発展に伴 う 資源消費増大に起因する温室効果ガ

ス排出の抑制に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 0913BA003

〔担当者〕 ○南齋規介 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

中島謙一

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

2050 年までに温室効果ガス排出量世界半減 と い う 目標を

実現する ためには、 世界人口の半分以上、 温室効果ガス

排出量の半分以上のシ ェ アを占める と 言われている アジ

ア地域において低炭素社会を実現する方策を検討する こ

と が不可欠であ る。 本研究は、 先進国が歩んでき たエネ

ルギー・資源浪費型発展パスの途を繰 り 返すのではな く 、

生活レベルを向上させながら も、 低炭素排出、 低資源消

費の社会に移行する方策について検討し、 その発展パス

を描 く ための研究プロ ジェ ク ト の一環 と し て、 資源生産

性の向上や資源の循環的利用に着目し た低炭素社会の構

築のための研究を行 う 。

〔内容および成果〕

本年度は， 消費財の利用に伴 う 国内外におけ る エネル

ギー消費 と 資源消費量を同定する ため， エネルギー消費

と 金属資源に関する国際マテ リ アルフ ローの構造的特性

を解析し， 日本の生産消費構造 と の関係を同定し た。 ま

た， どのよ う な消費財が国際的なエネルギー消費や資源

フ ローに対し て大き く 依存し ているかを分析し た。

8） 　 地域エネルギー供給のための廃棄物系バイオマスの

ガス化 / 多段触媒変換プロセスの開発

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 0406BE818

〔担当者〕 ○川本克也 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

魯保旺

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 (2012 ～ 2014 年度 )

〔目　的〕

地域的に偏在する廃棄物系バイオマス をエネルギー等 と

し て有効に利用する ためには、水素 (H2)、一酸化炭素 (CO)

および メ タ ン (CH4) 等を回収でき る分散型の高効率ガス
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化および改質技術の確立が期待される。 しかし、 従来の

同技術は、 1200 ℃以上の高温で改質を行 う ため効率に限

界があ る。 本研究では、 廃棄物および震災廃棄物 と し て

排出されるバイオマス をガス化し、 改質するプロ セス を

中核に、H2、CO と と もに多量に発生する二酸化炭素 (CO2)

をガス化後段の各温度領域で段階的に効率よ く 触媒変換

し、 燃料および化学合成原料化が可能な CO および CH4

を回収する実用性の高いガス化 / 多段触媒変換プロセス

を開発する こ と を目的とする。

研究方法は、 まず、 従来の工業的方法よ り 安価に酸素を

得る技術を開発し、 この酸素を主た る ガス化剤 と し た比

較的低温条件 (750 ～ 800 ℃ ) でのガス化反応を行 う 。 後

段におけ る改質およびタール分解を効率的に行 う ため、

被毒物質への耐久性に優れ、 長期使用に耐え る安価な合

金触媒を開発 ・ 実用化する。 すなわち、 1) ガス温度 600

～ 800 ℃において新規触媒系を用いた CO2 の CO への選

択的還元反応を行い、さ らにその後熱回収を行った後、2)

350～400℃においてCOおよび残存CO2から  CH4への メ タ

ン化触媒反応を高効率で行い得るプロ セス と する。 こ の

ガス変換工程では、 ニ ッ ケル (Ni) を主た る有効成分 と し

て これを高分散かつ強固に結合 ・ 担持させる、 従来にな

い新規担体の開発を行 う 。 各要素技術 と も、 初年度の基

礎的検討か ら応用の段階に至る まで研究を展開し、 小規

模実験装置 と 実際のバイオマス試料を用いてガス化にお

け る主要ガス成分およびタール等副次成分の生成特性を

定量的に明ら かにし、 一方、 モデル物質を用いて個別触

媒反応の開発 と 最適化を進める。 最適な触媒系を開発し

た後、 実際のガス化ガスへの適用性を試験し、 実用性を

確立する こ と とする。

以上の各単位プロ セス を組み合わせる こ と によ り 、 廃棄

物系バイオマスのガス化 - 改質から各種ガス成分を高効

率 ・ 高ポテンシ ャルで回収する こ と を可能 と するのに加

え、 開発プロセスの具体的な地域への適用性を ラ イ フサ

イ クル的に評価し、 CO2 の排出を極力抑制可能な低炭素

型社会の形成に資する システムを提示する こ と で政策貢

献が可能と考え る。

〔内容および成果〕

ガス化試験 と 生成ガスに関する特性解析 と と も に、 ガス

化技術開発に関する研究レ ビ ューから、 ガス化 / 多段触

媒変換プロセス構成に関する基本理念をガス化改質によ

る ガス回収後のガス変換利用に特化し た。 ガス化改質工

程については、触媒機能成分 Ni の有効な作用が要点 と な

る こ と、 CeO2 の併用も有効であ る こ と を明らかにし た。

ガス変換第二段触媒変換プロ セスに関し、 高温域での逆

シフ ト 反応および低温域での メ タ ン化反応を進行させる

メ ソ ポーラ スシ リ カ担体ニ ッ ケル触媒系 (NiO-SBA-15)の

調製方法 ( 直接合成およびポス ト 合成法 ) を確立し、X 線

回折法ほかでのキ ャ ラ ク タ リ ゼーシ ョ ンによ る構造特性

評価 と 模擬ガス利用ガス変換反応への適用性試験によ り

基礎的な触媒性能評価を行った。

酸素分離プロセス開発では、 安定化ジルコ ニア等の電解

質ス ク リ ーニングによ り 電気化学的酸素透過システムを

基礎的に開発し、 マイエナイ ト ( カルシウ ム と アル ミ ニ

ウ ムから なる酸化物で C12A7 と略記される ) 適用の有用

性を ス ク リ ーニング し た。 ガス化反応炉の高温を利用し

た酸素製造効率向上のため、 炉内設置可能 と な る酸素透

過システムを検討し た。 第一触媒変換プロセスに関し て

は、 モデルタール化合物を用いた反応によ る ス ク リ ーニ

ングによ り 、 耐被毒タール成分改質に適用可能な合金を

絞 り 込み、 と く にコバール合金触媒の表面処理によ る Ni

の分散をはかって機能向上を達成し た。

埼玉県を地域に選定し、 廃棄物系バ イ オマ スの賦存量、

利用量等を明確にし て排出特性を明らかにし た。 さ らに、

本開発プロセスほかの各種熱利用システムの温室効果ガ

ス排出性比較解析を行っ た。 原料熱量に対す る エネル

ギー回収の面で、 従来のごみ焼却発電施設に比較し、 開

発プロ セスの導入を メ タ ンガスのガスエンジン利用等 と

組み合わせる と 8 倍を超え る高い効率を示すこ と を明ら

かにし た。

9） 　 高度省エネ低炭素社会型浄化槽の新技術 ・ 管理シス

テム開発

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1012BE002

〔担当者〕 ○徐開欽 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター） ，

佐野彰

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

産業系 ・ 民生系 ・ 廃棄物系等の幅広い分野で、 国際的動

向にあ る地球温暖化対策 と し て、 省エネルギー化のきめ

細かな対策の取 り 組みが強化されている。 水処理分野で

も、 下水道では曝気風量の適正化、 嫌気好気化によ る亜

酸化窒素の発生抑制等省エネ化が進んでいるが、 浄化槽

で も取 り 組み強化が必至な状況にあ る。 本研究では、 こ

れらの点を踏まえ、 低炭素型社会創 り において重要な生
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活排水対策の要であ る、 浄化槽の曝気効率 ・ ブロ ワエネ

ルギー効率向上によ る消費電力 50％以上削減、 電力を要

し ない リ ン除去法によ る必要電力の大幅削減、 システム

電力源 と し て従来の化石エネルギー利用を自然再生可能

エネルギー活用に転換し たゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン化に よ る、

既存 ・ 新技術適用型の地球温暖化ポテンシ ャル削減最大

化 と、 国民の安心性を保持可能な衛生的安全性確保の両

立するパラ ダ イ ムシフ ト 化新技術管理シ ス テムの開発 ・

確立化を目的と し て強化推進する。

〔内容および成果〕

生活排水の流入原水と し て BOD200mg ・ L-1、 T-N45mg ・

L-1、 T-P5mg ・ L-1 の標準負荷の実排水を導入可能な、 バ

イオエコエンジニア リ ング研究施設での環境制御下にお

いて、 自然再生可能エネルギーに よ るばっ気量の ON ・

OFF 操作下を想定し た実験的検討を行った。 恒温室にお

いて ミ ニチュ ア リ ア ク ターによ る基礎試験を行い、 排水

処理特性および生物特性に及ぼす動力停止の影響を評価

し、 実機の運転指標 と な る動力停止条件および操作条件

と 処理特性 と の関係性を精査し た。 さ らに、 マテ リ アル

フ ローを精査し、 動力停止条件 と 汚泥発生特性の関係性

を把握し た。 さ らに、 実機浄化槽を用いて、 屋外におけ

る実証試験を実施し た。 動力停止条件下におけ る排水処

理および汚泥特性を明ら かにし た。 四季変動におけ る性

能評価を検証し た。

その結果、 6 hr の間欠運転であって も、 同様に良好な処

理特性が得られ、 従来の排水処理プロセスか ら半分の電

力量で運転可能であ る こ と が示唆 さ れた。 その一方で、

曝気を停止する こ と で余剰汚泥発生量が増加する こ と が

確認されたが、 汚泥発生量の増加 と い う 課題があ る も の

の、本研究によ り 1 日当た り 最大 12 時間の動力停止を し

て も、 良好な処理水が得られ、 微生物相への影響も ない

こ と が明らか と なった。

10） 　 東アジア標準化に向けた廃棄物・副産物の環境安全

品質管理手法の確立

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1113BE003

〔担当者〕 ○肴倉宏史 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

大迫政浩， 遠藤和人， 石森洋行

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

東アジア共通化が可能な、 循環資材の環境安全品質管理

手法を確立する。 すなわち、 ラ イ フサイ クルを通し た品

質管理の枠組み と 試験評価 ・ 解析手法を各国の循環資材

へ適用し標準規格化を図る。 また、 循環資材の環境安全

品質向上を目的に、 主に都市ごみ焼却灰利用製品の製造

技術 ( 溶融・セ メ ン ト 原料化 ) と品質管理技術の高度化を

図る。

〔内容および成果〕

東アジアにおけ る循環資材の発生 と 利用や法制度等の現

状調査を行った。 循環資材の環境安全管理方策に関する

ワーク シ ョ ッ プを開催し、 標準化に向けた課題を整理し

た。 鉄鋼ス ラ グや石炭灰へ試験を適用しデータ を国際比

較し た。 乾湿サイ クル試験法を開発し、 石炭灰混合材料

を試料 と し て、 屋外曝露試験 と の比較を実施し た。 カ ラ

ム と バ ッ チ溶出試験の相互変換のための実験を実施 し

た。 東アジア各地の気候や地盤パラ メ ータに基づき環境

影響を解析し た。 灰溶融実験装置を開発し、 塩素除去に

よ る溶融ス ラ グ安定製造への効果、 エージングによ る安

定化の効果を検討し た。 検体数を含めた適切な代表試料

の採取法、含有量試験の迅速試験法を実験的に検討し た。

11） 　 最終処分場機能の健全性の検査手法と 回復技術に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1113BE007

〔担当者〕 ○遠藤和人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

山田正人， 石垣智基

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

共同命令前に設置された古い構造、 も し く は保有水が長

期的に湛水する等管理が不十分な処分場は、 廃止までの

期間が長期化し、 崩落や漏水などの リ ス ク が高 く 、 不健

全な負の遺産の予備軍であ る。 最終処分場の健全性を ス

ク リ ーニングする ため、 沈下、 構造、 設備、 地下水、 保

有水量、 浸出水、 ガス発生量等の項目を、 アンケー ト や

観測井モニ タ リ ン グ、 物理探査等の検査技術で把握し、

構造安定性 と 排水機能を数値解析等に よ って評価する。

保有水 と ガスの質 ・ 量の変動を、 発生ポテンシ ャル試験

や観測データの ト レ ン ド 解析によ って評価し、 廃止まで

に要する期間を処分場諸元 と 対応させて類型化する。 以

上の情報よ り 、 処分場の健全さ を ス コ ア リ ング し、 必要

な対策の優先順位付けをする。 また、 不健全さ の類型 と

対応し て、 健全さ を回復させる補強や安定化促進のため

の技術の費用対効果を求める。 これら最終処分場の点検

と 改善技術を記し たマニ ュ アル案を総合報告書 と し て提

示する。
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〔内容および成果〕

( １ ) 共同命令以前に整備された土堰堤や覆土構造におけ

る非破壊探査を行い、 内部構造の可視化を試みた。 混合

廃棄物が埋め立て られている処分場に比較し て、 品目毎

に区画埋立が行われている場合、 比抵抗探査、 電磁波探

査 と も に可視化が困難であ る こ と がわかった。 落球探査

によ る変形係数調査では、 滑 り が発生し ている場所で強

度が小さ く 現れる こ と がわかった。

( ２ ) 廃棄物試料の強度特性では、細粒分の多い廃棄物に

コ ンガ ラ が混入する こ と で圧縮指数 ・ 体積圧縮係数は減

少し圧密係数が増加する こ と がわかった。 また、 供試体

寸法が強度に及ぼす影響を評価し、 粗流分の破砕性が非

排水せん断強度に影響を及ぼすこ と が明らか と なった。

( ３ ) 希釈率換算ヘキサダ イヤグ ラ ムを用いた漏洩評価の

検討を継続し て実施し、 浸出水漏洩手法 と し ての優位性

が改めて明ら か と なった。 また、 管理型処分場の硫化水

素ガス発生を抑制する ためには、 厚紙等を石膏粉の 2 倍

以下と し て埋立てる こ と が必要と判断された。

12） 　 中間処理残 さ主体埋立地に対応 し た安定化促進技

術の開発

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1113BE010

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

遠藤和人， 石垣智基

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

我が国の埋立物はその大半を無機化の進んだ中間処理残

渣が占める と い う 特殊な状態にあ り 、 従来の有機物対策

を主眼 と し た埋立処分技術では対応でき ない、 焼却灰の

固結に よ る通水／通気性の低下、 極端な水みちの形成、

高アルカ リ 化、 重金属等の蓄積 と その不規則な流出等の

問題が顕在化し ている。 本研究では、 早期に良好な土壌

化を達成する新しい日本型の埋立処分技術を確立する。

〔内容および成果〕

中間処理残渣、 特に焼却残渣の処分方法について内外の

研究を レ ビ ューし た。 汚染物を含有する廃棄物の埋立に

際し て、 どのよ う な人工的な contaiment を施し て も、 長

期的にはそれが破損し て浸透水フ ラ ッ ク スに曝される こ

と を想定する必要があ り 、 立地に依存する周囲環境が受

容可能な汚染フ ラ ッ ク スの設定が埋立戦略において最大

の課題であ る。 廃棄物自体に構造体 と し ての contaiment

の機能と汚染フ ラ ッ ク ス制御 (低透水性と低溶出性 ) の機

能を持たせたセ メ ン ト 固型化埋立が考え られた。 焼却灰

が固化し た際の浸透水の流れについて数値解析によ って

評価し、 不飽和浸透特性モデルによ って評価結果が大き

く 異な る こ と、 固化焼却灰の上部には宙水が発生する こ

と、 洗い出しが遅延する こ と が計算された。

13） 　 災害廃棄物の処理における石綿の適正管理に関す

る研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1214BE001

〔担当者〕 ○山本貴士 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

寺園淳， 遠藤和人

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

災害廃棄物処理や被災建築物解体において、 石綿含有物

の除去や破砕選別過程におけ る除塵対策等、 適切な措置

が と られない場合に石綿曝露によ る健康被害を引き起こ

す恐れがあ る。 そ こ で本研究においては、 (1) 災害廃棄物

や被災建築物等に含まれる石綿含有物の迅速判定方法、

(2) 被災地における石綿含有物の発生量推定方法、(3) 災害

廃棄物の処理過程での石綿混入及び石綿飛散対策方法の

検討を行 う 。 以上の研究を通じ、 東日本大震災、 また今

後発生するおそれのあ る災害廃棄物処理での石綿健康被

害防止に貢献する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

災害廃棄物中の石綿迅速判定法に関し ては、 立体及び偏

光顕微鏡を用いた方法を災害がれきや廃 FRP 船に含まれ

る石綿含有物の判定に適用し、前者では 12 検体の判定を

約 120 分、 後者では 58 隻の判定を約 150 分で完了し た。

判定の確度は公定法 と 同等であった。 被災建築物の石綿

含有建材の判定法に関し ては、 被災地において石綿含有

建材を使用し た建築物の目視判定によ るマ ッ ピ ングを試

行し、 その過程での留意点等を石綿含有建材プロ フ ァ イ

ル と し て取 り ま と めた。 災害廃棄物処理過程の石綿飛散

対策に関し ては、 レベル 3 建材が混入し ている災害廃棄

物の破砕選別時の石綿飛散について調査を行い、 復興資

材 と し ての活用局面を含めた最大繊維飛散量を把握 し

た。 石綿含有成形板の破砕実験によ り 、 解体除去時の繊

維飛散量に影響する要因検討を行った。

14） 　 医薬品等糖質コルチ コ イ ド 様物質によ る環境汚染

レベルの把握と生態影響評価

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1114BY001
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〔担当者〕 ○鈴木剛 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

糖質コルチコ イ ド (Glucocorticoids: GCs) は抗炎症薬 と し

て使用されてお り 、 含有医薬品の生産量は高い水準でほ

ぼ横ばいであ り 、 環境中への放出や水圏生物への影響が

懸念される。 本研究では、 天然および合成 GCs の生態系

への影響を総合的に評価する。

〔内容および成果〕

愛媛県、 京都府、 大阪府、 兵庫県の下水処理場の放流水

中 GCs のモニ タ リ ングを実施し、 天然 GC であ る コルチ

ゾルだけでな く 、 吉草酸ベタ メ タ ゾン ( ≦ 4.7 ng/L) やプ

ロ ピオン酸ク ロベタ ゾール ( ≦ 3.0 ng/L) 等の医薬品 と し

て使用されている合成 GCs が検出された。 また、 in vitro

バイオア ッ セ イ を用いて同じ水試料から の抽出液を評価

し た結果、 機器分析で合成 GCs が検出されたすべての水

試料において GR アゴニス ト 活性 ( デキサ メ タ ゾン等量

で最大 55 ng/L) を検出し た。 活性強度の順位は機器分析

の検出濃度の順位 と ほぼ一致 し た。 機器分析 と バ イ オ

ア ッ セイの結果比較から、 測定対象外の GR アゴニス ト

の存在が考え られた。 プロ ピオン酸ク ロベタ ゾールおよ

び酪酸ク ロベタ ゾンを 1 μg/L の濃度で 21 日間コ イに曝

露し た と こ ろ、 魚種の異な る先行研究で観察された よ う

な白血球数の減少や血中グルコース レベルの上昇は生じ

なかった。 また、 酪酸ク ロベタ ゾンは 100 倍程度濃縮さ

れたのに対し、 プロ ピオン酸ク ロベタ ゾールの体内濃度

は検出下限値未満であ り 、 医薬品の種類によ って濃縮性

が異なる こ と を明らかにし た。

15） 　 社会経済活動のグローバル化を考慮 し たエア ロ ゾ

ル排出源と影響の評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0813CD002

〔担当者〕 ○南齋規介 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

本研究課題は， 本研究では東アジアの種々の発生源によ

る自国内及び越境汚染によ り 生じ る自国 と わが国への健

康・植物影響などを化学輸送モデルに基づいて評価する。

それを経済システム と 前駆物質等の排出 と の関係のモデ

ル化において、 影響ポテンシ ャル と し て一元的に導入す

る こ と で、 日本への越境汚染 と その イ ンパ ク ト に対し、

他国のみな らずわが国の経済活動、 消費が誘発する効果

を定量的に明らかにする こ と を目的と し て実施する。

〔内容および成果〕

アジア国際産業連関表の部門別にエア ロ ゾル一次粒子排

出量の推計を行った。 それを基に， 生産者基準 と 消費者

基準の各国の排出量の違いを同定し た。 排出量に化学輸

送モデルで算定し た国別のエア ロ ゾルの暴露濃度を利用

し， 排出量から イ ンパク ト への変換を行った。

16） 　 揮発性有機化合物の低濃度発生源におけるモニ タ

リ ング方法と除去特性および評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1014CD002

〔担当者〕 ○川本克也 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

廃プ ラ スチ ッ ク類が中間処理施設において圧縮 ・ 摩擦な

どの物理化学的作用を受け る結果排出される可能性のあ

る多種類の揮発性有機化合物 (VOC) を対象と し、 新規に

建設される施設での実測 と 室内試験等によ って以下の内

容について明らかにする こ と を目的とする。すなわち、1)

種々の VOC の排出特性を明確にし、2) 新規に適用される

光触媒分解法を用いた低減技術の処理特性を評価する こ

と、 3) 比較的低濃度で多種の化合物が共存する系につい

て適切なモニタ リ ング技術を開発する こ と、 さ らに 4) 排

出後の物質の環境濃度を測定および予測し これら によ る

環境 リ ス ク を踏まえた施設での対策水準を設定する科学

的根拠を提示する こ と、 であ る。

〔内容および成果〕

VOC含有空気試料の光触媒工程での反応特性試験につい

て、小規模試験装置を用いて継続し た。すでに、 メ タ ノー

ルおよびエタ ノ ール含有空気から、 供給濃度の数 % 程度

の濃度でそれぞれホルムおよびアセ ト アルデ ヒ ド が生じ

る こ と を見出し た こ と を踏まえて、 単独化合物の系にお

いて、 温度、 供給濃度、 雰囲気中湿度、 光触媒反応装置

へのガス流通時の空間速度 (SV) と いった影響因子を詳細

に試験 ・ 検討し た。 結果か ら、 影響の比較的大きい因子

は SV および温度であ る こ と が明らかになった。 すなわ

ち、 実際に廃プ ラ スチ ッ ク中間処理施設において光触媒

方式装置の運転で適用される約 50,000h-1 と い う SV 値に

対し、 12,000 ～ 74,000 h-1 の範囲では SV の低下に と も な

いアルデ ヒ ド 類の生成率は大き く 増大し た。 また特定の

SV 範囲において、40 ～ 50 ℃の条件では、生成率は温度に

依存し た。 共存物質 と し て、 アセ ト ン またはエチレ ンを

アルコールに加えた と こ ろ、 アルデ ヒ ド 類化合物の生成
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率がおよそ 15 ～ 70% 増大する結果が見出された。 この

こ と は、実際の VOC 複合排気試料に対する光触媒反応の

も と で、 種々の酸化還元反応等が複合的に起こ り 得る条

件下では、 共存物質の影響が無視でき ない場合があ る こ

と を示すもの と考え られた。

17） 　 スペ ク ト ラルグ ラ フ理論を利用 し た二酸化炭素排

出構造の国際比較分析

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD013

〔担当者〕 ○南齋規介 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

CO2 排出量に基準と し たアジア経済のネ ッ ト ワーク構造

を産業連関表を用いて同定し， スペク ト ラルグ ラ フ理論

によ るネ ッ ト ワーク分析によ り CO2 排出量の高いアジア

経済の集合体 ( ク ラ ス ター ) を検出する。

〔内容および成果〕

2000 年を対象 と し たアジア国際産業連関表 と部門別温室

効果ガス (GHG) 排出量 と を組み合わせた環境産業連関表

に対し， ク ラ ス ター分析を適用し， 中国を中心 と する集

合体の検出を行った。

18） 　 アジア沿岸域における未知のダ イオキシ ン類縁化

合物の検索と そのリ スク評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD016

〔担当者〕 ○染矢雅之 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

先行研究か ら、 アジア沿岸域には、 人為起源に加え、 海

洋起源の臭素化ダ イオキシンが広域的に存在する こ と が

示唆された。 これら海洋環境中に残留する人為 ・ 海洋起

源のダ イオキシン類縁化合物に関し て、 包括的な調査を

展開し た事例は世界的にみて も極めて少ない。 加えて、

海洋起源 と 考え られる臭素化ダ イオキシンの自然合成 メ

カニズム、 未同定のダ イオキシン類縁化合物の潜在毒性

にまで言及し、 総合的に評価し た研究例は皆無であ る。

そ こ で本研究では、 (1) 海洋起源 と考え られる臭素化ダ イ

オキシン類の生成 メ カニズムの解明、 (2) アジア沿岸域に

残留する未知のダ イ オキシン類縁化合物の探索、 (3)DR-

CALUX を用いた臭素化ダ イ オキシン及び未知のダ イ オ

キシン類縁化合物の毒性影響評価、 (4) ダ イオキシン類縁

化合物によ る毒性プロ フ ァ イルの構築を試みる。 本研究

によ り 、 沿岸域の人為、 自然起源を合わせたダ イオキシ

ン類縁化合物によ る汚染実態 と その毒性影響について明

ら かにする こ と に加えて、 自然起源のダ イオキシンの生

成 メ カニズムに踏み込んだ研究成果を提示できれば、 ア

ジア沿岸域のダ イオキシン類汚染の全様が解明されるの

みな らず、 沿岸海洋におけ る ダ イオキシン類縁化合物の

循環 メ カニズム解明の一端を担 う 学術的成果に繋がる と

期待される。

〔内容および成果〕

日本沿岸域か ら採取し た二枚貝を対象に、 自然起源であ

る こ と が予想される 137/138-TriBDDs、 および PBDD/Fs、

OH-PBDEs、MeO-PBDEs、PBDEs の化学分析を実施し た。

その結果、 137/138-TriBDDs の濃度は、 自然起源であ る こ

と が証明され、 かつ 137/138-TriBDDs の前駆物質になる

と考え られる OH-PBDEs と MeO-PBDEs の同属体濃度 と

強い正の相関関係を示し た。 一方で、 人為起源であ る こ

と が知られる PBDFs と PBDEs 濃度 と の間に有意な相関

関係は認め られなかった。 こ の結果は、 日本沿岸域の二

枚貝から検出された 137/138-TriBDDs が、 人為起源では

な く 、 沿岸域で自然合成 さ れた可能性を強 く 示唆する。

本研究は、 臭素化ダ イオキシンの起源およびその合成 メ

カニズムの解明に繋がる成果と なった。

19） 　 環境計画への市民参加が計画目標の達成度に与え

る影響の定量的把握

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD018

〔担当者〕 ○秋山貴 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

環境計画の各段階におけ る市民参加が進んでいる。 しか

し、計画策定の目的が環境の保全であ る こ と を考えれば、

市民参加は手段であ り 、 計画目標の達成に寄与し なけれ

ば本来の機能を果た し ている と はいえない。 従来、 環境

計画における参加研究は、 主 と し て策定段階におけ る参

加の実態や効果を分析し た事例分析であ り 、 計画の達成

状況か ら市民参加の効果を論じ た研究は見当た ら ない。

そ こ で、 本研究は、 環境計画の一つであ る ごみ処理基本

計画を対象と し て、 計画目標の定量的指標 ( ごみ排出量、

リ サイ クル率等 ) の達成度、 すなわち計画成果を評価基

準 と し て市民参加の効果を評価し、 そ こ から有効な市民

参加のあ り 方を提示する こ と を目的 と する。 加えて、 計

画の実効性を高める ために行政が取 り 組む、 市民のごみ
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削減の取 り 組みの基盤 と な る 「地域環境力」 の創造 ・ 強

化につながる行政施策の評価を行 う 。

〔内容および成果〕

市民参加の有無、 行政の働きかけの有無がごみ処理基本

計画の目標達成に与え る影響を実証的に検証する ため、

それらが計画の各段階 ( 策定 - 実施 - 評価 - 見直し ) に与

え る効果に関するモデルを構築し た。 既存研究において

は、 市民参加の効果 と し て、 市民意見の反映、 計画の正

統性の確保、 公共的意識の涵養等が挙げられるが、 これ

ら は抽象的な概念であ る ため、 観測可能な変数 と し て、

ごみ排出量等の数値目標の高さ、 住民負担を伴 う 施策数

等を設定し た う えで、 市町村や一部事務組合を対象に、

市民参加の程度 と 計画目標の達成度の関係を評価する た

めのアンケー ト 調査 ( 行政調査 ) を設計、 実施し た。 ま

た、 計画の も う 一つの主体であ る市民の意識の把握を目

的と し たアンケー ト 調査 ( 市民調査 ) を設計し た。

20） 　 低品位廃熱を用いた低硫黄バイオ重油の製造技術

開発と安定 ・ 安全利用技術の構築

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD015

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

鈴木剛， 大迫政浩

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

厨房排水から排出される ト ラ ッ プグ リ ース を常温液体の

低硫黄バイオ重油 と し て利用する こ と を目標に、 低品位

廃熱を用いてグ リ ースか ら油脂分を油相 と し て相分離さ

せ、 さ ら に、 室温までの温度差を利用し た融液晶析を用

いて油相中の常温固体成分を除去する技術を確立する こ

と を目的 と する。 また、 バイオ重油に対し て、 化学物質

の有害性の順位・特徴付けが可能なバイオア ッ セイ ・バッ

テ リ ーを用いて安全性を評価する と と も に、 重油や重油

代替燃料 と 混合し た場合の相溶性を確保し て混合利用で

き る条件を提示する。 さ らに、 バイオ重油をエンジンで

燃焼させ、 排ガスの性状を明ら かにし、 環境負荷低減の

観点から最適な利用方法を提案する。

〔内容および成果〕

ト リ オレ イ ン と 飽和脂肪酸から な る ト ラ ッ プグ リ ースの

モデルを構築し、 融液晶析操作を行い、 温度差や冷却速

度等の操作変数が回収率に与え る影響を調査し、 操作変

数 と 回収率の関係を明ら かにし た。 重油 と の混合利用法

を検討する ために、 UNIFAC モデルによ る相平衡計算を

行 う と と もに、相平衡測定装置 ( 光散乱法 ) を作成し、モ

デル系を中心に重油 と の相溶性を測定し た。 加えて、 グ

リ ース と Ａ 重油を混合させ、常温付近の相状態も把握し

た。 バイオ重油の安全性評価を行 う ため、 重油および油

状グ リ ース由来のバイオ重油中の PAHs 等を包括的に検

出するバイオア ッ セ イに適用し た。 小型デ ィ ーゼルエン

ジン を用いて、 モデル系バ イ オ重油の混焼実験を行い、

排ガスの質を評価し た。

21） 　 アジア途上国の水衛生環境改善シナ リ オ作成

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1215CD001

〔担当者〕 ○蛯江美孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

神保有亮， 河井紘輔

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

アジア地域途上国の衛生改善は、 地域特有の制約条件で

システムが適切に機能 ・ 普及し ない例は少な く ない。 ま

た水利用か ら排水の流れは考慮されるが、 排水から水環

境、 水利用への配慮が不足し、 その結果 と し て適切な公

衆衛生、 水環境保全がな されていないケースが多い。 本

研究では、 アジア途上国諸都市において、 自然 ・ 社会環

境のプロ フ ァ イ リ ングを行 う と と もに、水・汚濁物フ ロー

を把握する こ と で、 適切な代替水利用 ・ 排水システムシ

ナ リ オを提案し、それを評価するモデルの開発を目指す。

〔内容および成果〕

過年度に構築 し た汚水処理技術の選択アルゴ リ ズ ム を

ベース と し て、 汚泥処理システム選択アルゴ リ ズム構築

の基本フ レームを作成し た。技術的制約条件については、

汚泥の収集 ・ 処理 ・ 処分の 3 つのカテゴ リ を設定し、 マ

ニ ュ アルポンプ、 バキ ュームカーなどの収集技術や安定

池、 酸化池、 人工湿地などの処理技術、 コ ンポス ト 化や

埋立等の処分技術について整理する こ と と し た。 今後、

技術を現地に適用する上での社会的制約条件について も

地理的、 文化的制約も含めて検討を進め、 現地での ヒ ア

リ ングや試行 ・ 改良等によ り 情報精度や利便性の向上を

図る。

22） 　 平成 24 年度温室効果ガスイ ンベン ト リ作成のため

の分散型生活排水処理に係る排出係数開発調査業務

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コード〕 1212MA002

〔担当者〕 ○蛯江美孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

神保有亮， 小林拓朗
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〔目　的〕

現在の日本のイ ンベント リ において、浄化槽や汲み取り 便

槽等分散型生活排水処理に係る 温室効果ガス 排出係数は、

調査事例の不足によ り 必ずし も 十分ではない知見に基づ

き 設定し ている ため、 算定し た温室効果ガス 排出量は、 我

が国の実際の排出量と 乖離し ている 可能性がある 。 そこ

で、分散型生活排水処理に係る 温室効果ガス 排出係数を改

善し 、 よ り 実態に沿ったも のにする ための検討を行う 。

〔内容および成果〕

分散型生活排水処理システムについて、 浄化槽 24 基、 単

独処理浄化槽 6 基、 汲み取 り 便槽 30 基程度を選定し、 温

室効果ガス排出量の実地調査を実施し た。 また、 汲み取

り 便槽の清掃時の突発的な温室効果ガス排出について も

調査を行い、 その影響度を評価し た。

23） 　 海面処分場における安定化評価手法調査な らびに

安定化解析業務

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コード〕 1212MA004

〔担当者〕 ○遠藤和人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

石垣智基

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

大阪湾広域臨海環境整備セン ターが管轄し ている海面埋

立処分場において、 これまで実施されて き た浸出水等の

モニ タ リ ングデータ を元にし た安定化解析の実施 と 処分

場ガス発生状況調査を実施し、 処分場 と し ての安定化を

評価可能な指標を提案する。 また、 今後の安定化動向を

評価する ため、 洗い出し効果、 水収支バラ ン ス、 水位以

下の水質等に着目し た将来水質予測モデルを構築する。

これら調査研究成果を利用し、 海面最終処分場特有の維

持管理留意事項を と り ま と め、 安全 ・ 安心な処分場運営

と跡地利用の可能性に関する政策提案を行 う 。

〔内容および成果〕

大阪湾フ ェ ニ ッ ク ス海面処分場において水処理施設増強

までに実施し て き た水質改善方策についてフ ァ ク ト ブ ッ

ク を ま と めた。 尼崎沖中央ルー ト 集排水管の機能障害を

評価する ため、 現場にて流量測定を実施し、 三次元流動

解析によ って、 機能障害の影響を可視化し た。 また、 将

来的な水質予測を行 う ため、 カ ラ ム溶出試験結果を用い

た水質予測計算、 な らびに、 水処理施設増強によ る安定

化傾向の変化を COMSOL を用いて数値解析的に評価し

た。 さ ら に、 処分場ガスに着目し た廃止時期推定 と 跡地

利用安全性評価 と し て、 処分場の メ タ ンガス フ ラ ッ ク ス

の平面分布を求めた。

24） 　 汎用 IT 製品中金属類のラ イ フサイ クルに着目し た

環境排出 ・ 動態 ・ 影響に関する横断連携研究

〔研究課題コード〕 1113AO001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

梶原夏子， 鈴木剛， 小口正弘， 中島大介， 稲葉

一穂， 岩崎一弘， 村田智吉， 山村茂樹

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

25） 　 高度循環型社会に向けた廃棄物の品質管理技術シ

ステムの開発

〔研究課題コード〕 1115AQ038

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

遠藤和人， 石垣智基， 金喜鍾， 石森洋行， 肴倉

宏史

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

26） 　 アジア地域の持続可能な都市システム と 廃棄物管

理に関する研究拠点形成

〔研究課題コード〕 1115AQ042

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

大迫政浩，石垣智基，久保田利恵子，河井紘輔，

寺園淳， 肴倉宏史， 蛯江美孝

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

27） 　 災害廃棄物及び放射性物質汚染廃棄物等の処理処

分等技術システムの確立に関する研究

〔研究課題コード〕 1212AS001

〔担当者〕 ○大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

川本克也， 山田正人， 倉持秀敏， 滝上英孝， 遠

藤和人， 石垣智基， 蛯江美孝， 肴倉宏史， 山本

貴士， 高田光康， 小口正弘， 鈴木剛， 山田一夫，

石森洋行， 水原詞治， 佐藤昌宏， 多島良， 佐野

和美， 秋山貴， 大塚康治

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

28） 　 埋立地ガス放出緩和技術のコ ベネ フ ィ ッ ト の比較

検証に関する研究

〔研究課題コード〕 1012BA001

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

石垣智基， 遠藤和人， 金喜鍾， 石森洋行， 佐藤

昌宏
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29） 　 廃プ ラ スチ ッ クの リ サイ クル過程における有害化

学物質の排出挙動と制御に関する研究

〔研究課題コード〕 1012BC001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

渡部真文

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

30） 　 有機フ ッ 素化合物の最終処分場における環境流出

挙動の解明と対策技術に関する研究

〔研究課題コード〕 1012BE001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

渡部真文

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

31） 　 地域活性化をめざ し たバイオマス利用技術戦略の

立案手法の構築

〔研究課題コード〕 1012BE003

〔担当者〕 ○稲葉陸太 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

松橋啓介

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

32） 　 未利用 リ ン資源の有効活用に向けた リ ン資源循環

モデル開発

〔研究課題コード〕 1112BE001

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

33） 　 水銀など有害金属の循環利用における適正管理に

関する研究

〔研究課題コード〕 1113BE001

〔担当者〕 ○小口正弘 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

34） 　 難循環ガラス素材廃製品の適正処理に関する研究

〔研究課題コード〕 1113BE002

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

35） 　 アスベス ト 含有建材の選別手法確立 と再生砕石の

安全性評価に関する研究

〔研究課題コード〕 1113BE004

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

遠藤和人， 山本貴士

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

36） 　 アジアの都市廃棄物管理の発展に応じ た埋立地浸

出水対策の適正な技術移転に関する検討

〔研究課題コード〕 1113BE005

〔担当者〕 ○石垣智基 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

山田正人， 遠藤和人， 蛯江美孝， 神保有亮， 金

喜鍾

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

37） 　 静脈産業のアジア地域への移転戦略の構築に関す

る研究

〔研究課題コード〕 1113BE008

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

石垣智基， 大迫政浩， 河井紘輔

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

38） 　 有害危険な製品 ・ 部材の安全で効果的な回収 ・ リサ

イ クルシステムの構築

〔研究課題コード〕 1113BE009

〔担当者〕 ○寺園淳 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター） ，

吉田綾， 中島謙一， 肴倉宏史， 小口正弘

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

39） 　 防災・減災を志向し た分散型浄化槽システムの構築

に関する研究

〔研究課題コード〕 1213BE001

〔担当者〕 ○蛯江美孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

40） 　 放射能汚染廃棄物処理施設の長期管理手法に関す

る研究

〔研究課題コード〕 1213BE002

〔担当者〕 ○大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

川本克也， 山田正人， 遠藤和人， 滝上英孝， 倉

持秀敏

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

41） 　 国際的な資源依存構造に着目し たレ ア メ タルに関

する 3R 効果評価手法の開発

〔研究課題コード〕 1213BE003

〔担当者〕 ○南齋規介 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

中島謙一， 藤井実， 小口正弘

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）
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42） 　 使用済み自動車(ELV)の資源ポテンシャルと環境負

荷に関するシステム分析

〔研究課題コード〕 1214BE002

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

梶原夏子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

43） 　 放射性物質に汚染 された廃棄物等の安全かつ効率

的な処理処分等に関する調査研究

〔研究課題コード〕 1212BY005

〔担当者〕 ○大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

川本克也， 山田正人， 倉持秀敏， 滝上英孝， 遠

藤和人， 石垣智基， 蛯江美孝， 肴倉宏史， 山本

貴士， 高田光康， 小口正弘， 鈴木剛， 山田一夫，

石森洋行， 水原詞治， 佐藤昌宏， 大塚康治， 小

保方聡， 田野崎隆雄， 竹内幸生

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

44） 　 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

〔研究課題コード〕 0812CD001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

鈴木剛

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

45） 　 廃棄物最終処分場における埋蔵金属資源価値の評

価および有用金属の回収に関する研究

〔研究課題コード〕 1011CD008

〔担当者〕 ○石垣智基 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

中川美加子

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

46） 　 地域の鉄鋼業・非鉄金属製錬業を基軸と し たレア メ

タル回収システム

〔研究課題コード〕 1012CD002

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

小口正弘

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

47） 　 熱力学解析と MFA の融合による都市鉱山からの金

属資源の回収可能性評価手法の開発

〔研究課題コード〕 1012CD003

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

小口正弘

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

48） 　 金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス排

出の廃棄物産業連関分析

〔研究課題コード〕 1012CD004

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

49） 　 一般家庭およびオ フ ィ ス等の室内環境中化学物質

リ スクの包括的評価と毒性同定評価

〔研究課題コード〕 1114CD003

〔担当者〕 ○鈴木剛 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

50） 　 製品機能ベースの物質ス ト ッ ク ・排出量と複合機能

製品の普及による省資源化効果の評価

〔研究課題コード〕 1213CD005

〔担当者〕 ○小口正弘 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

51） 　 リ ス ク に対する頑健性と 柔軟性を備えた環境調和

型サプラ イチ ェーン設計手法の開発

〔研究課題コード〕 1214CD002

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

52） 　 気候変動を考慮 し た農業地域の面的水管理 ・ カ ス

ケー ド型資源循環システムの構築

〔研究課題コード〕 0913KB001

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

石垣智基， 横井加奈美

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

53） 　 リ ソ ースロジステ ィ ク スの可視化に立脚し た イ ノ

ベーシ ョ ン戦略策定支援

〔研究課題コード〕 1215KB001

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

南齋規介， 稲葉陸太

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

54） 　 絶滅危惧種の保全に向けた持続可能な資源利用 :

ニ ッ ケルの国際サプラ イチ ェーン分析

〔研究課題コード〕 1213KZ001

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）
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【関連課題】

55） 　 窒素飽和状態にある森林域からの窒素流出負荷量

の定量評価および将来予測

〔研究課題コード〕 1012AG003

〔担当者〕 ○林誠二 （地域環境研究セン ター）， 渡邊未来，

越川昌美， 高津文人

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

56） 　 震災廃棄物 ・ 津波汚泥及びその仮集積 ・ 埋立処理に

よ っ て引き起こ される化学物質汚染の一次スク リ ー

ニング

〔研究課題コード〕 1113AH001

〔担当者〕 ○中島大介 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 白石

不二雄， 白石寛明

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

57） 　 社会経済活動のグローバル化を考慮 し たエア ロ ゾ

ル排出源と影響の評価

〔研究課題コード〕 1112CD006

〔担当者〕 ○大原利眞（地域環境研究セン ター），西澤匡人

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

58） 　 リサイ クル性、 維持管理 ・ 解体を考慮し た判断基準

の研究

〔研究課題コード〕 1212NA003

〔担当者〕 ○藤井実 （社会環境システム研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

5.(3) 環境リ スク研究分野における研究課題

1） 　 大気中の酸化的二次生成物質の測定と遺伝毒性評価

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1012AH002

〔担当者〕 ○中島大介 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 白石

不二雄

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

大気環境において、大気中における 二次生成物質に注目が

集ま っており 、 その健康影響が懸念さ れている 。 近年光化

学オキシダント 濃度が上昇傾向にある 中で、多環芳香族炭

化水素 (PAH) の水酸化体、 ケト ン、 アルデヒ ド 等の酸化体

が注目さ れている 。し かし その毒性や大気中での挙動に関

する 知見は未だ少ないのが現状である 。 そこ で本研究で

は、PAH の酸化的二次生成物質に焦点を当て、その遺伝毒

性およ び発生要因の解析を行い、大気環境によ る 健康影響

に関連する 基礎資料を提供する こ と を目的と する 。

〔内容および成果〕

今年度は、 多環芳香族炭化水素の酸化体で あ る 1,8-

naphthalic anhydride (1,8-NA), 9-fluorenone (FO), and 5H-

phenanthro[4,5-bcd]pyran-5-one 等について、国内 14 地点に

おける大気中濃度を測定し た。 その結果、 1,8-NA, FO 等

は粉じん状だけでな く 半揮発性画分から も検出されたた

め、 大気浮遊粉じんのみを対象 と し た大気中濃度測定で

は過小評価になる こ と などを認めた。

2） 　 水田農薬を対象と し た排出推定モデルの検証と モデ

ル向上に資する調査研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1112AH001

〔担当者〕 ○今泉圭隆 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 白石

不二雄， 中島大介

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

開発中の水田農薬についての排出推定モデルに関し て、

その予測信頼性の検証のために、 日本各地で河川水調査

を実施する。 ま た、 各地の実情を把握する こ と に よ り 、

モデル性能の向上を目指す。

〔内容および成果〕

昨年度実施し た定期河川水サンプ リ ングを全国 6 地点で

継続させ、7 月から 8 月の 2ヶ月間に週に一回の高頻度モ

ニタ リ ングを実施し た。 約 60 種類の農薬 ・ 農薬分解産物

を対象に LC/MSMS を用いた高感度分析を実施し、 約 50

種類の農薬等を検出し た。 昨年度の検出状況 と の年度間

比較などのデータ解析を進め、 開発中の排出推定 - 環境

多媒体モデル (PeCHREM/G-CIEMS) の予測精度の検証を

進めた。

3） 　 震災廃棄物 ・ 津波汚泥及びその仮集積 ・ 埋立処理に

よ っ て引き起こ される化学物質汚染の一次スク リ ー

ニング

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1113AH001

〔担当者〕 ○中島大介 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 白石

不二雄， 白石寛明

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

震災によ る津波被災地域では、 汚泥に含まれている化学

物質や、 津波が無差別に撒き散ら し た地域内の油や農薬

等によ る汚染の可能性が考え られる。 し たがって復興初
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期には、 土壌 ・ 河川等におけ る化学物質汚染の実態把握

がまず必要であ り 、 中長期的には震災廃棄物の仮集積所

周辺環境におけ る簡易 ・ 迅速な化学物質モニ タ リ ングが

求められる。

そ こ で本共同研究では、 震災直後の汚泥撤去、 震災廃棄

物等の仮集積地の汚染実態把握を真っ先に行い、 復興作

業手順に有効なデータ を提供する。 続いて中長期的には

汚染地域、震災廃棄物処分地の追跡調査を継続的に行い、

復興過程におけ る リ ス ク 管理に資す る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

本年度は、 昨年度か ら継続し て石巻市内の南境地区 と 気

仙沼市内の沖の田地区の震災廃棄物仮置き場周辺の調査

を実施し た。両地域 と もに、仮置き場周辺の河川中の AhR

及び CAR 結合活性は、 測定を開始し た 2011 年 7 月に高

く 、 その後減少し たが冬季に再度高濃度 と な り 、 以降減

衰し た。2012 年度の夏季は低濃度のま ま推移し た。GCMS

一斉分析によ る化学分析によ り 、 フ タル酸エステル類や

カフ ェ イ ン等の PPCPs が国内の非被災地における河川の

10倍程度検出される例があ り 、特にDEHP等の最高濃度は

PNEC を大き く 上回る など、 生態系への影響が示唆され

た。

4） 　 震災廃棄物 ・ 津波汚泥及びその処理過程における大

気中化学物質のモニ タ リ ング

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1213AH002

〔担当者〕 ○中島大介 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 白石

不二雄， 白石寛明

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

東北地方太平洋沖地震におけ る津波被害では、 海底汚泥

の打ち上げ、 被災地域に貯蔵されていた重油の拡散、 或

いは火災の発生等によ り 多種多様な化学物質が生活環境

に放出された可能性があ る と 考え られる。 被災地の状況

は刻々 と 変化し てお り 、 今後は震災廃棄物の仮置き場で

の分別、 仮置き場か らの運搬や処理などに伴 う 化学物質

曝露の機会の増加が予想 さ れる。 復興の進展 と と も に、

ヒ ト ・ 環境への曝露状況や化学物質の汚染域などは変化

する と 考え られ、 被災地におけるモニ タ リ ングは、 復興

状況に対応し て実施する必要があ る。 また、 こ のよ う な

状況では、 モニ タ リ ング対象 と すべき化学物質も また時

間の経過と と もに変わる こ と が推測される。

そ こ で本調査研究では、 モデル地域におけ る大気中化学

物質のモニ タ リ ングを実施するだけでな く 、 影響ベース

で包括的に検出するバイオア ッ セ イ を用いた時系列的モ

ニ タ リ ング も展開する。 これら の結果を通し て復興過程

におけ る化学物質ハザー ド の変化を把握し、 復興過程で

管理すべき化学物質 ( 群 ) を提示する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

2012 年 4 月から石巻市内の復旧 ・ 復興過程における津波

汚泥の巻き上げや災害廃棄物の焼却などによ る大気粉じ

んの動態を調査する目的で、 震災廃棄物の分別 ・ 焼却施

設が設置された二次処理場内を基点に、 市内に複数の調

査地点を設定し て大気試料の捕集を行った。 大気中の粉

塵濃度は場内が最も高 く 、 次いで 2.5km ほど離れた地点

と なった。 二次処理場では焼却炉が完成し た 8 月以降、

高濃度の粉塵濃度が観測され、 周辺環境への飛散が懸念

された。 また in vitro バイオア ッ セイ を用いて環境毒性モ

ニ タ リ ン グ を行っ た と こ ろ、 調査地点の流量当た り の

AhR 活性の調査結果は、5 調査地点間で顕著な差は現在の

と こ ろ認められていない。 CAR 活性については、 中間処

理場内で高い傾向にあった。

5） 　 量子化学計算によるガス状化学物質と O3 ・ OH との

反応速度予測

〔区分名〕 新発想

〔研究課題コード〕 1212AN001

〔担当者〕 ○古濱彩子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

オキシダン ト と の反応速度定数は、 大気中の化学物質の

挙動を知る重要な指標であ る。本研究では、ア ミ ン と OH

と の反応速度定数の負の温度依存性 ( 温度が低 く なる と

反応速度定数が低 く なる傾向 ) の理論的解明を行った。

〔内容および成果〕

メ チルア ミ ン と OH の反応は、前駆体から反応が始ま り 、

反応障壁が常に解離極限よ り も低い。 よ って、 温度が低

い場合には、 緩やかに反応前駆体で安定化し、 力や熱 と

いった外か らのエネルギーが無 く て も解離反応が反応経

路に沿って進んでい く と 考え られる。 高温のでは、 反応

前駆体で安定化せず、 反応経路に沿った水素脱離反応が

進みに く く な る。 これが、 負の温度依存性へ と つながる

と考え られ、 メ チルア ミ ン と OH の反応機構 と反応速度

定数の負の温度依存性の結びつき を説明する こ と ができ
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た。 なお、 量子化学計算は密度汎関数 M06-2X を用い、

AFIR 法によ る反応経路の解明を行 う こ と が有効であっ

た。

[ 備考 ]

本研究は、 北海道大学理学研究院化学部門量子化学研究

室と の共同研究で実施し た。

6） 　 化学物質及び放射性物質曝露に対する長鎖 ノ ン コー

デ ィ ング RNA の新機能の解明

〔区分名〕 新発想

〔研究課題コード〕 1212AN004

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

低レベルの環境化学物質や放射性物質の影響と し て、癌、

動脈硬化、 神経系への影響、 子孫への遺伝的影響、 胎児 ・

乳幼児な どへの様々な健康影響に対す る 強い懸念が高

ま っている。 そのために、 症状が顕在化する前の生体の

「ゆら ぎ」 を捕ら え る必要が高ま っている。 そ こ で、 環境

化学物質や放射性物質の曝露によ る長鎖 ノ ン コーデ ィ ン

グ RNA(lincRNA) の変動を把握し、 超感度のバイオセン

サー と し て活用でき るか否かを調べる。 そ し て、 環境化

学物質や放射性物質に対する細胞応答で重要な働き をす

る長鎖ノ ン コーデ ィ ング RNA( 環境応答性 lincRNA と名

付ける ) を同定する。 

〔内容および成果〕

本研究は、１ ．化学物質応答性及び、放射線応答性 lincRNA

の探索、 ２ ． 発生毒性に関与する lincRNA の発現変動の

特異性検討、 ３ ． 発癌性に関与する lincRNA の発現変動

の特異性検討 　 と 3 本のサブ課題について研究を実施し

た。 検討対象と し た化学物質は、 4OH-PCB187、 ビ ス フ ェ

ノ ール A、BDE47、DEHP と その代謝物 MEHP であった。

放射性セシウ ム Cs137 の曝露では、 正常 ヒ ト 細胞を用い

て DNA 損傷の度合いを調べ、変化が認められた線量率に

おけ る マ イ ク ロ ア レ イ に よ る 遺伝子発現解析の実施及

び、 次世代シーク エンサーによ る解析を行った。 その結

果、 特定の化学物質や放射線に対し て特異的に発現変動

する lincRNA のサブセ ッ ト を同定し た。 また、 発生ない

しがん特異的に発現変動する核局在型 lincRNA の有無を

調べ、 複数の lincRNA ががん組織で高発現し ている こ と

を見いだし た。

[ 備考 ]

本研究は、 東京大学ア イ ソ ト ープ総合研究セン ター 　 秋

光信佳 　 准教授と の共同研究で実施し た。

7） 　 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの作

成

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 0912AQ001

〔担当者〕 ○黒河佳香 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

ヒ ト の生活環境中に身近に存在す る 揮発性化学物質

(VOC) に関し て、 ヒ ト の健康状態 と の関連が推測される

VOC への過敏化現象、 特に嗅覚過敏を動物モデルを用い

て解析す る こ と が研究目的であ る。 嗅覚刺激 と し ての

VOC への反復曝露によ り 、VOC に対する嗅覚過敏化が起

こ る よ う な曝露条件をマウ スにおいて調べる こ と が研究

目標であ る。

〔内容および成果〕

１ ) オペラ ン ト 実験箱を改造する こ と によ り ， マウ スに

対し て各種濃度のにおいガス を鼻先に提示する システム

を作製し た。

２ ) オペラ ン ト 学習訓練法を利用する こ と によ り ， 上記

１ ) システムを用いて、 マウ スがにおいガス を嗅覚検知

する閾値を評価するプロ ト コールを確立し た。

３ ) 上記方法で ト ルエンなどの Ｖ Ｏ Ｃ ガスについて嗅覚

検知閾を調べた結果、主な Ｖ Ｏ Ｃ ガスはマウ スの嗅覚を

きわめて鋭敏に刺激しすぎ る こ と がわかった。 すなわち

主な Ｖ Ｏ Ｃ ガスについては、 この手法で嗅覚反応を調べ

る こ と はでき ないこ と がわかった。

４ ) マウ スに対し て比較的に嗅覚刺激の弱いガス と し て

ジ ク ロ ロ メ タ ンを用いて調べた結果、 １ ｐ ｐ ｍ 前後に濃

度を固定させたジ ク ロ ロ メ タ ンの検知率を定点観測する

こ と によ り ， 各マウ ス個体の嗅覚感度の経時変化をモニ

ターする こ と が可能であ る と考え られた。

8） 　 PFOS のウズラ摂餌投与試験における卵への移行に

関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1112AQ007

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 中

島大介， 白石寛明
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〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

ペルフルオロ ( オ ク タ ン -1- スルホン酸 )(PFOS) を ウズ ラ

親鳥に摂餌投与し た結果、若鳥の孵化率及び 14 日間生存

率が有意に低下する こ と が知 ら れてい る。 本研究では、

摂餌投与し た親鳥のペアから産卵された卵中の PFOS 濃

度を定量する こ と で、PFOS の卵への濃縮率、移行率を算

出する。 卵中濃度 と 若鳥への影響の関係を解析する こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

LC/MS/MS 法によ る PFOS 異性体別の分析法を開発し、ウ

ズ ラ摂餌投与試験で得られた卵中の濃度を測定し た。 卵

中の L-PFOS 濃度は餌中の濃度に依存し増加し たが、 曝

露期間には大き く は依存せず、3-4 週程度の摂餌投与によ

り 、餌の濃度に対し て 2 ～ 3 倍程度で定常 と なった。PFOS

異性体の組成割合は、 被験物質のそれ と 大き く は異な ら

なかったが、 1m 異性体は L-PFOS よ り 濃縮傾向が高 く 、

一部の分岐異性体で濃縮傾向が低いものが認められた。

9） 　 ク ロマ ト グラ フ - 質量分析法における物質同定のた

めの測定 ・ 解析手法に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1112AQ008

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 鑪迫

典久， 中島大介

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

スキ ャ ン法によ り 得られた GC-MS や LC-MS 法での測定

データには、 試料中に含まれる多数の化学物質情報 ( マ

ス スペク ト ル と保持時間 ) が記録されている。 本研究で

は、 試料に特徴的な物質を抽出する手法を開発する。 開

発された手法を環境試料に適用し、 共通し て検出される

物質や未知汚染物を特定する。

〔内容および成果〕

河川水試料 ( 数試料 ) の GCMS ク ロマ ト グ ラ ムから毒性

物質を抽出する手法の検討に着手し た。 GCMS で測定し

た TIC ク ロマ ト グ ラ ムをデコ ンボルーシ ョ ン処理し た後

に保持時間を補正し てピーク をア ラ イ メ ン ト し、 同試料

の AhR 結合活性データ と の関係について統計処理を行っ

た。 その結果、 NIST データベースで未同定のものを含め

20 物質程度が活性と関連する ピーク と し て抽出された。

10） 　 化学物質の リ ス ク評価手法の体系化に関する基盤

研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ019

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 菅谷

芳雄， 鑪迫典久， 松本理， 林岳彦， 古濱彩子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

化学物質の人への健康影響、 生態系への影響の評価に必

要な有害性や曝露にかかわるデータ を取得する手法を開

発し、 さ ら に、 リ ス ク評価に必要な情報を体系的に整備

する こ と によ り 、 環境 リ ス ク評価の実施や指針値の策定

等の環境施策を推進する基盤を構築する。 また、 化学物

質の毒性予測手法を開発する こ と によ り 、 施策への活用

に必要な毒性予測の不確実性に対する定量的な情報の提

供を可能にする。

〔内容および成果〕

健康 リ ス ク評価については、 発がん性等共通の毒性作用

メ カニズムを有する化学物質群によ る複合曝露の リ ス ク

評価の検討を進めている。 また、 生態 リ ス ク評価につい

ては、 環境中での重金属の化学種変化を考慮し た毒性影

響モデル ( 生物 リ ガン ド モデル ) を利用し、重金属の水質

に応じ た生態毒性影響の予測を行った。 その予測結果に

基づき、 東京都の河川におけ る銅およびニ ッ ケルに対す

る生態 リ ス ク の評価を行った。

11） 　 化学物質の環境排出の新たな推定手法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ021

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 櫻井

健郎， 今泉圭隆

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

環境基準等の設定など政策に対応する リ ス ク評価におい

ては、 評価のための確実な情報 と 諸手法が求め ら れる。

近年の化学物質の リ ス ク評価の進展に伴って、 有害性や

曝露に関する情報の系統的な整備や情報基盤の必要性が

増し ている。 特に近年は化学物質の製造から最終廃棄に

至る全過程か らの排出 と 曝露 ・ リ ス ク の管理の必要性が

た と えば欧州 REACH や改正化審法などの枠組みにおい

て重視されてお り 、 製品の使用過程など新たな排出 ・ 曝

露経路や排出 ・ 曝露の時間変動など、 新たな評価課題を

実行可能とする諸手法の整備が急務であ る。本課題では、

これまで開発を進めてき た MuSEM を基礎 とする排出推
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定ツールを も と に、 製造過程に加えて使用過程から の排

出 と 曝露、 排出 と 曝露の時間変動などに関する近年の諸

知見を反映させる シス テム開発を行い、 化審法 リ ス ク評

価や OECD などでの国際協力など政策実施において応用

可能な基盤とする こ と を目指す。

〔内容および成果〕

改正化審法におけ る、 ス ク リ ーニング評価 と 優先評価化

学物質の リ ス ク評価 ( 以下、詳細評価 ) で用いられる排出

係数の差異に着目し、 両者の相互関係を解析し、 対象物

質の物性や詳細用途の違いが排出係数に及ぼす影響を示

し た。 その結果、 i) 環境中への排出に関し ては蒸気圧が

重要な物性値であ る こ と、 ii) 用途によ り 、 排出係数の差

異の要因 と し て物性の違いが重要であ る場合 と 詳細用途

が重要であ る場合があ る こ と、 iii) 多 く の用途において詳

細評価におけ る予測排出量がス ク リ ーニング評価よ り も

多 く な る可能性があ る こ と を示し た。 また、 改正化審法

におけ る排出係数を活用し た環境中濃度予測を可能にす

る ために既存モデル (MuSEM) の改良版を作成し た。並行

し て排出推定におけ る ス ト ッ ク と フ ローの取 り 扱いの検

討を進めた。

12） 　 化学物質リ スク管理戦略研究のための基礎的研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ023

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 櫻井

健郎， 今泉圭隆， 河合徹

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

化学物質の リ ス ク 管理戦略研究を効果的に推進す る た

め、 研究に用いる種々の数理モデルや社会調査、 シナ リ

オなどの構築、 解析、 評価等にかかわる基礎的手法の研

究を行 う 。 具体的には、 数理モデル構築に資する基礎的

研究、 不確実性解析のための基礎的手法の研究、 社会調

査等の質的データの解析手法等について検討を行 う 。 こ

れによ り 、 化学物質の リ ス ク管理戦略研究の推進に資す

る。 さ ら に、 プロ ジ ェ ク ト 研究等で行われるモデルやシ

ナ リ オ、 調査結果のよ り 客観的な解析や評価を可能 と す

る。

〔内容および成果〕

数理モデル構築に資する基礎的研究 と し て、 生物移行実

験に関する検討およびモデル化手法の検討を中心に行っ

た。 生物移行に関するデータ取得 ・ モデル化手法検討に

ついては、 イオン性化合物の魚類への移行について実験

データおよび文献データの解析を行った。 また、 底生動

物への化学物質の移行にかかる実験条件の基礎的な検討

を継続し た。 く わえて、 流域における排出推定にかかる

基礎データの整備を行った。

13） 　 環境 リ ス ク因子の環境経由によ る生物への曝露及

び影響実態の把握 ・ 検証手法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ024

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 児玉

圭太， 白石不二雄， 中島大介

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

環境 リ ス ク因子の う ち、 化学的因子 と し て有機スズ化合

物を、 ま た物理的因子 と し て貧酸素水塊を対象 と する。

有機スズ化合物については、 それが惹起する ア ワ ビ類の

雌の卵巣におけ る精子形成 と 受精能力の低下等を介し た

繁殖成功率の低下 と の関係、 また個体群減少に対する寄

与率を解析する。 一方、 貧酸素水塊については、 貧酸素

誘導因子 (HIF) が貧酸素水塊への曝露履歴マーカー と し

て有用であ るかを検証し、 貧酸素水塊のシ ャ コ個体群減

少あ るいは増殖阻害因子 と し ての寄与率について解析 ・

評価を行 う 。 これによ り 具体的方法論を提示し、 細胞レ

ベル以下の曝露／影響マーカー と 個体レベルの影響、 ま

た個体レベルの影響 と 個体群レベルの影響 と の間を結ぶ

基本概念を提示する。

〔内容および成果〕

東京湾産ハタ タ テヌ メ リ を研究対象種 と し、 フ ィ ール ド

および飼育下における低酸素誘導因子 (HIF) の mRNA 発

現特性を調査し た。 その結果、 HIF の mRNA が野外で採

集された個体の過去の貧酸素曝露履歴を推定する ための

バイオマーカーと し て有用であ る こ と が示された。

14） 　 化学物質リ スク評価・管理に資する生態毒性評価方

法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ025

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 古濱

彩子， 林岳彦， 鑪迫典久， 白石寛明

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

化学物質の生態毒性に関する情報は、 化審法等の下での

化学物質の審査や リ ス ク 評価を実施する に必須であ る。

また同時に、REACH 制度などの化学物質の リ ス ク評価の
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推進が国際的に進む中で、 極めて多種多様の化学物質に

ついて生態毒性情報の取得が求め られている。 数多 く の

化学物質の試験実施は時間・ コ ス ト の両面で困難であ り 、

既存の試験データ を有効に活用し た毒性予測が必要であ

る。

本課題では第一に、 化学物質の構造か ら毒性を予測する

手法を開発し、 急性毒性を中心に化学物質の審査や リ ス

ク評価に必要な生態毒性情報の取得の加速化を図る。 一

方、 野外環境中の実際の生物を守る と い う 観点か ら は、

急性毒性よ り も、 長期間の曝露によ る影響を知る こ と も

重要であ る。しかし現実には、長期曝露によ る影響のデー

タの数は急性毒性データの数に比べて非常に少な く 、 急

性毒性データか ら外挿的に推定する こ と が日常的に行わ

れている。 そ こ で、 現行の方法を検証し、 さ ら に既存毒

性データから統計的外挿によ り 毒性を予測する手法を開

発する。

〔内容および成果〕

マ イ ケル付加反応前駆体を含む化学物質群へ部分電荷

PEOEを用いた急性毒性予測QSARの適用範囲を拡張する

こ と を試みた。 魚類については相関係数の高い回帰式が

得られた。 一方、 甲殻類については、 毒性外れ値の要因

を解消する ために、 記述子の追加導入が必要だ と 分かっ

た。

ベイ ジアンネ ッ ト ワーク の枠組みを用いて、 急性毒性の

半数致死濃度か ら慢性毒性の無影響濃度の値を推定する

毒性予測アプローチの検討を行った。 また、 その推定に

おいてどのよ う なデータ を得る こ と が有効かについての

定量的指標 と な る情報の価値分析を行い、 異な るデータ

を どのよ う に組み合わせる こ と で最も良い推定が得られ

るかについての予備解析を行った。

15） 　 化学物質の作用機序に基づ く 生物試験手法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ026

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 中島

大介， 松本理， 鑪迫典久， 白石不二雄

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

実際の環境で曝露される化学物質の総体の リ ス ク を把握

する ために、 Combined Exposure( 複合的曝露 ) によ るハ

ザード の評価を行い、 リ ス ク を評価する手法を開発する。

本課題では (1) 大気中の有害化学物質 ( 特に多環芳香族炭

化水素、 PAH) や内分泌攪乱物質について、 複合的曝露の

初期的 (primary) リ ス ク評価のケース ス タデ ィ ーを行い、

さ らに (2)in vitro あ るいは in vivo の生物試験法を活用し

て、 詳細な リ ス ク評価に必要な有害性情報を得る。

〔内容および成果〕

(1) 大気中に存在する多環芳香族炭化水素 (PAH) 類 と その

誘導体が総体 と し て発揮する発がん リ ス ク を評価する た

めに、 大気浮遊粒子中の各物質の濃度を分析し、 さ らに

代表的な物質について、 in vivo ア ッ セイ系のデータに基

づ く 発がん性 / 変異原性ポテンシー(RPF, BaP を １ と し た

発がん性 / 変異原性の相対値 ) を検討し た。 その結果、一

部の PAH については濃度 と RPF の積が BaP のそれを上

回る も のがあ り 、 発がん リ ス ク評価の上で無視でき ない

物質であ る可能性が示唆された。 また、 既存の情報が全

く ない芳香族キ ノ ンの RPF を求める ため、 in vivo 変異原

性ア ッ セイに着手し た。

(2) 各種生物試験法の う ち、今年度は ヒ ト エス ト ロ ジェ ン

受容体結合活性 (hER)、メ ダカエス ト ロ ジェ ン受容体結合

活性 (medER) 及び発光細菌毒性 (PB) 試験について約 600

種類の化学物質ス ク リ ーニ ン グ を実施 し た。 こ の う ち

hER では 162 物質、medER では 196 物質、10μM 以下での

PB 試験では 136 物質がそれぞれ陽性を示し た。

16） 　 化学物質の環境経由の曝露・影響実態把握手法の高

度化に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ037

〔担当者〕 ○中島大介 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 白石

寛明， 河原純子， 白石不二雄

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

さ ま ざ ま な曝露経路におけ る化学物質の複合的な曝露 ・

影響について評価する ための計測手法を高度化し、 実試

料へ適用する。即ち、分解物や代謝物を含めた LC-MSMS

等によ る計測手法の高度化 と 適用、 複合的な曝露影響を

評価する ための in vitro ハザード評価法の開発 と適用を行

う 。 また曝露 と 影響の関係を把握する ために、 影響因子

と な る物質、 あ るいは影響の指標 と な るマーカーの探索

も試みる。

〔内容および成果〕

今年度も東日本大震災津波被災地におけ る震災がれき仮
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置き場周辺の水環境を対象 と し て複合的曝露 ・ 影響評価

を実施し た。即ち、AIQS-DB を用いた GCMS によ る化学

物質の多成分の一斉分析を実施し、 一部のフ タル酸エス

テル類濃度では PNEC の超過が認められた。 また受容体

結合活性試験では、 国内非被災地における 6 河川 と の比

較を実施し、AhR、CAR と もに最大時にはその数倍になっ

た こ と を認めた。

17） 　 曝露形態別毒性学的知見に基づ く 有害化学物質の

健康リ スク評価手法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1116AQ001

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 古

山昭子， 藤谷雄二， 黒河佳香， 石堂正美， 曽根

秀子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

環境有害化学物質の健康 リ ス ク評価は、 曝露形態の違い

か ら経口曝露 と 吸入曝露に分けて行われている。 　 環境

有害化学物質の健康 リ ス ク評価は、 毒性試験あ るいは疫

学データ を基にし て、 実際起こ り う る曝露量 と 無毒性量

と の比 (Margin of Exposure) によ って判定されるが、 曝露

形態や毒性試験方法の違いによ り 必ずし も判定方法が最

適化されているわけではない。 こ こ では、 データが不足

し ている吸入曝露を主 と し て想定し、 ナ ノ マテ リ アルな

どの新規素材や大気粒子状物質も含め、 化学的あ るいは

物理的性状の異な る物質に対し、 神経毒性、 免疫毒性、

生殖発生毒性、 遺伝毒性、 あ るいは呼吸器毒性等の影響

指標の最適化と環境有害物質の安全性評価を行 う 。

〔内容および成果〕

今年度は、 形状の違いによ り 呼吸器内沈着の曝露評価が

難しい こ と が知られている、 繊維状粒子物質の毒性評価

方法について検討を行った。 　 繊維状粒子状物質は生体

内に取 り 込まれた後イ ン フ ラ マ ソームを形成する こ と が

知られてお り 、 カ スパーゼ １ の活性化 と イ ン ターロ イ キ

ン １ の産生量が、 繊維状粒子の良い曝露指標にな る も の

と 考え られる。 また、 ナ ノ 粒子を曝露し た小動物におけ

る、 神経毒性指標の開発も合わせて行った。

18） 　 デ ィ ーゼル起源ナ ノ 粒子内部混合状態の新 し い計

測法 ( 健康リ スク研究への貢献 )

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コード〕 1012BD002

〔担当者〕 ○藤谷雄二 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

デ ィ ーゼルナ ノ 粒子およびデ ィ ーゼル車が多 く 走行する

幹線沿いの大気中ナ ノ 粒子に対し て、 収束イオンビーム

二次イオン質量分析装置、 走査型電子顕微鏡、 レーザー

共鳴多光子イオン化法 (REMPI) を組み合わせた収束イオ

ンビーム質量顕微鏡を適用し、 従来の分析手法では明ら

かになっていない一粒子単位の化学組成 ( 有機物 ・ 無機

物 ) や、 それらの内部混合状態の情報を獲得する為の手

法を確立する。 デ ィ ーゼルナ ノ 粒子の毒性評価、 健康 リ

ス ク研究に、 その情報を提供する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

川崎市内の大型デ ィ ーゼル車が多 く 走行する交差点付近

の環境ナ ノ 粒子の試料について、 質量顕微鏡および透過

型電子顕微鏡観察を行った。 その結果を用いて粒子形態

の解析およびそ こ か ら導かれる リ ス ク評価を行った。 最

悪のケースであ るエア ロ ゾルが全て凝集体であ る と し て

曝露された場合を想定し て もハザード比が 0.013 と な り 、

リ ス ク と し ては低い こ と が分かった。 凝集体が体内で分

解 さ れ る こ と に よ っ て、 分解 さ れない場合に比べてハ

ザード比が約 2 倍、 球体粒子の曝露時のハザー ド比 と比

べて約 4 倍高ま る こ と が明らか と なった。

19） 　 平成 24 年度農薬による水生生物影響実態把握調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY006

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 渡部

春奈， 高信ひとみ

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

農薬の水域生態系への影響を未然に防止する観点か ら、

農薬取締法に基づき個別農薬ご と に農薬登録保留基準が

設定されているが、 生態系への影響の実態は未だ解明さ

れて いない。 し たがって、 登録後の農薬が水域生態系に

及ぼす影響を事後的に評価する システムの確立が必要で

あ る。 そ こ で、 事後評価システムの確立に向けて、 農薬

によ る生態影響の実態を調査する ため、 圃場周辺の水域

において、 水田排水のバイオア ッ セイおよび農薬濃度の

測定を実施し、 さ らに水田排水中で検出された農薬など

の慢性毒性試験データの充実化を図る。

〔内容および成果〕

現在日本で使用 さ れてい る 除草剤についての慢性毒性

データの蓄積を進める ため、 農家への聞き取 り 及び農薬
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の使用量データから、 初期除草剤よ り 6 種類の農薬成分

( カフ ェ ン ス ト ロール、 シハロ ホ ッ プブチル、 テフ リ ル ト

リ オン、 ピ ラ ゾ レー ト 、 ピ リ フ タ リ ド、 ピ リ ミ スルフ ァ

ン ) を選定し た。各標準品に対し て、藻類 ( ムレ ミ カヅキ

モ )、甲殻類 ( ニセネコゼ ミ ジン コ )、魚類 ( ゼブラ フ ィ ッ

シ ュ ) を用いた短期慢性影響試験を実施し、 それぞれの

農薬について無影響濃度等を算出し た。

20） 　 平成 24 年度化学物質の内分泌か く 乱作用に関する

試験法開発に係る業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY007

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 渡部

春奈， 高信ひとみ

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

環境省では、 平成 22 年 7 月に 「化学物質の内分泌か く 乱

作用に関する今後の対応  EXTEND2010」 を取 り ま と め、

化学物質の内分泌か く 乱作用に伴 う 環境 リ ス ク を適切に

評価し、 必要に応じ管理し てい く こ と を目標 と し て、 評

価手法の確立 と 評価の実施を行っている。 こ のため、 ま

だ十分確立されていない内分泌か く 乱化学物質の試験法

につい て、 引 き 続 き 開発 を 進め る 必要が あ る と 共に、

OECD 等で進め ら れてい る 試験法確立に積極的に協力

し、 国際的な貢献を行 う 必要があ る。 これら を踏まえて、

主に魚類、 両生類及び無脊椎動物を対象 と し た各種試験

の実施や情報収集、 必要な検討を通し て、 試験法の確立

及び影響を評価す る ため必要な基礎的知見の集積を行

い、 試験の開発 ・ 適正化に向けた取組みを推進する。

〔内容および成果〕

(1) 無脊椎動物 と し て ミ ジン コ を用いた試験法の開発 と、

(2)魚類 と し て メ ダカを用いた試験法の開発に取 り 組んで

いる。

(1) ミ ジン コでは以下の 2 種類の試験法の開発を行った。1

つはオス仔虫の産出を誘導する幼若ホルモン様化学物質

のス ク リ ーニン グ試験法であ り 、 現在検証作業を終え、

プロ ト コール案を作成し た。 も う 1 つは多世代試験であ

り 、 経世代への影響も考慮し た生物群集の存続を評価す

る ため、 日米二国間協力の も と、 日本では ミ ジン コ、 米

国ではア ミ 、 カ イ アシを用いた多世代試験のプロ ト コー

ル案の作成に向けて、 共通の化学物質を用いて、 試験条

件等の検討を実施し た。

(2)魚類では メ ダカ短期繁殖試験および メ ダカ多世代試験

の開発に取 り 組んだ。メ ダカ短期繁殖試験 (OECD TG229)

については、 改定案を日本か ら提案し てお り 、 引き続き

試験法の適正化に必要な試験条件等の検討を行った。 さ

らに環境省の内分泌か く 乱化学物質対策EXTEND2010の

中で、 内分泌か く 乱が懸念される候補物質の中か ら、 エ

ス ト ロ ン と フ ェニ ト イ ンについて、 当該試験 (TG229) を

実施し、 結果を環境省に報告し た。 メ ダカ多世代試験の

開発は、 日米共同で取 り 組んでお り 、 昨年度の日米実務

者会議で協議検討された改訂プロ ト コールに従い、 現在

エス ト ロ ンを用いた 26 週間のば く 露試験を実施し た。そ

の結果か ら、 試験生物数、 エン ド ポ イ ン ト および統計解

析の観点からプロ ト コールの妥当性について検証し た。

21） 　 自動車から排出さ れる粒子状物質の粒子数等排出

特性実態に関する調査研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY009

〔担当者〕 ○藤谷雄二 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 伏見

暁洋， 田邊潔， 平野靖史郎

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

本調査研究は、自動車から排出される微小粒子について、

道路沿道におけ る粒子数等の測定や、 バッ ク グ ラ ウ ン ド

大気や交通環境の異な る道路沿道の観測地点におけ る測

定を実施する こ と によ り 、 微小粒子の挙動を広範囲に把

握する こ と に加え、 排気規制によ る粒径分布や個数濃度

の変化を把握する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

2003 年から継続し て道路沿道 ( 川崎市池上新町および東

京都千代田区北の丸 ) において、 走査型モビ リ テ ィ パー

テ ィ クルサイザーおよび低圧イ ンパク ターを用いた粒子

状物質の粒径分布および個数濃度の測定を行い、 自動車

の排気規制によ る経年変化を把握し た。 池上新町におい

て、 デ ィ ーゼル粒子に特有な粒径領域の黒色純炭素は減

少傾向にあ る こ と、ナ ノ 粒子領域の質量濃度は 2007 年度

を起点にみる と 減少傾向にあ り 、 個数濃度やナ ノ 粒子領

域の炭素成分は2007年度から変動の範囲内に収ま ってい

る現状が確認された。

22） 　 デ ィ ーゼル排ガス由来二次生成有機エア ロ ゾルの

生体影響調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY015
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〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 古

山昭子， 藤谷雄二， 石堂正美， 曽根秀子， Tin-

Tin-Win-Shwe

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

環境中におけるナ ノ 粒子は、デ ィ ーゼル排ガス粒子 (DEP)

中での存在割合が増加し て き ているほか、 大気中での光

化学反応等によ り その有機成分が反応 ・ 凝集凝縮し て新

たに二次生成有機エア ロ ゾル (SOA) の生成に寄与し てい

る こ と が知られている。 特に夏季の都市部では、 気象条

件によ ってはSOAがかな り の高濃度に達する こ と が報告

されている。 SOA は光化学反応によ り 強い反応性が付与

される ため、その生体への影響が強 く 懸念されているが、

標準粒子の調製方法すら確立されていないため国際的に

も殆ど知見がない。 また、 毒性発現の メ カニズム も これ

までの DEP と は異なる可能性が高 く 、別途詳細な研究が

必要であ る。 こ う し た こ と か ら、 環境ナ ノ 粒子の う ち特

に SOA について、その環境中での動態や性状を把握する

ための調査を行 う と と も に標準粒子の調製方法を確立

し、 細胞や動物お用いた実験等によ り その生体影響を調

べ、 SOA の適切な評価を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

肺胞上皮細胞を用いた in vitro 実験によ り SOA の生体影

響評価を行 う こ と を目的と し、 8m3 のテフ ロ ンバッ グを

用い、8 L デ ィ ーゼルエンジンの排気 と オゾンを混合し た

後、 排気をブ ラ ッ ク ラ イ ト によ り 紫外線を照射し て反応

を開始し、生成し た SOA を捕集し てその生成過程を調べ

た。 吸入実験 と あわせて、 捕集粒子抽出物をマウ スに点

鼻投与し、 脳や肺に及ぼす影響を調べた。 SOA を吸入す

る こ と によ り 、 非空間認識能の低下、 自発運動量の上昇

などが認められた。 また、 動脈硬化モデルマウ ス (ApoE-

/-) を用いた SOA 吸入実験も実施し た。

オゾンを加え る こ と によ り 生成するデ ィ ーゼル排ガス由

来 SOA は、 オゾン を加えないデ ィ ーゼル排ガスに比べ

て、 呼吸 ・ 循環系に及ぼす影響が必ずし も高 と はいえな

かった。

室内実験デ ィ ーゼル排気由来 SOA と実大気中での SOA

を比較する ために、 つ く ばや川崎の野外調査で行った調

査し、 デ ィ ーゼル排気由来 SOA のラ ジカル種の分析を

行った。

23） 　 メ タ 個体群の空間構造に不確実性を も つ外来種の

最適管理戦略

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD001

〔担当者〕 ○横溝裕行 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

外来種の駆除を考え る際、 複数の潜在的な生息地間で外

来種の移動が起 こ り う る場合 と、 そ う でない場合では、

複数の生息地への最適な駆除努力の空間配分は異な る と

考え られる。 空間構造に関する知識が得られる事によ っ

て、 不確実性に頑健な意思決定を行 う こ と のでき る数理

的手法を開発する。 空間構造 と 駆除努力の最適配分の関

係を体系的に解析を行 う 。 理論だけではな く モデルの実

用性も重視し、 外来植物パンパス グ ラ スの不確実性に頑

健な駆除計画を導出する。

〔内容および成果〕

外来種管理において、 限られた駆除努力の効果的な空間

配分を導出する事は重要であ る。 外来種の分布拡大に大

き な影響を与え る メ タ個体群の空間構造に不確実性があ

る なかで、 不確実性に頑健な駆除努力の空間配分を導出

する ための数理モデルを構築し た。 メ タ個体群の様々な

空間構造に対 し て、 外来植物の分布範囲を予測す る シ

ミ ュ レーシ ョ ンの開発を行った。 次に、 ア メ リ カで外来

植物 と し て問題 と なっているパンパス グ ラ ス (Cortaderia

jubata) の生態学的データ を用いて、 パンパスグ ラ スの メ

タ個体群の空間構造に不確実性があ る中で、 駆除努力の

不確実性に頑健な空間配分を導出し た。

24） 　 底棲魚介類の初期減耗要因の解明 : 再生産期の異な

る種の比較によるアプローチ

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD005

〔担当者〕 ○児玉圭太 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

東京湾の底棲魚介類の資源量は近年低水準で推移し てお

り 、 回復の兆しがみられない。 資源回復を図る ためには、

資源量増加を抑制し ている要因を明ら かにする こ と が不

可欠であ る。 本研究は、 東京湾の優占種であ り 、 再生産

時期の異な る シ ャ コ と マコ ガレ イ を対象 と し て、 両魚種

の生活史初期の生残に影響する因子を解明する。 特に、

生活史初期の餌料条件および環境因子 ( 水温、 溶存酸素

濃度 ) に着目し、 これらの因子が初期減耗に及ぼす影響
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について野外調査 と 飼育実験によ り 明ら かにする。 幼仔

稚の食性を分子生物学的に調査する手法の開発も 行 う 。

得られた結果を総括し、 再生産時期の異な る両魚種の初

期減耗要因の共通点と相違点について評価する。

〔内容および成果〕

東京湾においてシャ コ 幼生およ び稚シャ コ の棲息環境中

における 生活史特性およ び初期減耗要因を解明する ため、

生物試料採集およ び環境調査を毎月 1 回実施し た。前年の

調査結果から 予測さ れたと おり 、 2012 年の親資源量およ

び幼生発生量は低水準であった。浮遊幼生期を終えた当歳

の稚シャ コ は内湾部広域に出現し たが、個体数密度は前年

と ほぼ同水準であり 、 2013 年においても 産卵に寄与する

親資源量の増加は見込めない状況と 推察さ れた。

生活史初期の生残率に関与する要因を解明する ための研

究の一環 と し て、 シ ャ コ幼生の餌生物推定手法の開発を

行っている。 前年度か ら継続し て、 ホ ス ト 生物の遺伝子

を選択的に除外し餌生物のDNAのみを増幅する手法であ

る PNA-directed PCR clamping の適用可能性の検討を進め

た。18S rDNA を解析対象 とする こ と の妥当性を評価する

ため、 幼生の餌 と し て想定される複数の生物分類群の塩

基配列を web 上の塩基配列データベース よ り 取得し、 多

重配列ア ラ イ ン メ ン ト を作成し た。これによ り 18S rDNA

内において、 シ ャ コ を含む全ての種を増幅で き る部位、

およびその部位の中においてシ ャ コに特異的な配列を明

ら かにし、 その配列情報に基づいてユニバーサルプ ラ イ

マーと PNA を設計し た。ユニバーサルプラ イマーによ り

複数の生物種の 18S rDNA を増幅でき る こ と を確認し た。

一方、 PNA によ る シャ コ 18S rDNA の増幅阻害について

は、シ ャ コ DNA の濃度が高い場合、およびユニバーサル

プラ イマーと PNAの設計部位の距離が大きい場合に増幅

阻害の失敗が認められた。 現在、 こ の問題を解決する た

めの方法について検討を行っている。

25） 　 ヒ素結合 タ ンパク質のキャ ラ ク タ リ ーゼーシ ョ ン

と生体影響評価への応用

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD006

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 小

林弥生

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

ヒ 素によ る井戸水 ・ 大気の汚染は、 中国、 イ ン ド やバン

グ ラデ ィ ッ シ ュ などの途上国で大き な環境問題 と なって

お り 、 世界で数千万人も の慢性 ヒ 素中毒疾患者がいる と

報告されている。 ３ 価の ヒ 素化合物は ５ 価に比べて毒性

が高いこ と、有機 ヒ 素化合物の毒性は価数の違いによ り 、

無機 ヒ 素の場合よ り さ らに大き く 変化する こ と などが指

摘されている。 本研究では、 ヒ 素反応性タ ンパク質を包

括的に調べ、 そのキ ャ ラ ク タ ラ リ ゼイーシ ョ ンを行 う こ

と によ り 、 生体内におけ る ヒ 素の標的分子 と 反応機構を

明ら かにする こ と によ り 、 環境汚染物質であ り 、 また前

骨髄性白血病の治療薬 と し て も実際用い られている ヒ 素

化合物と、生体分子 と の反応性を直接調べる こ と によ り 、

環境毒性学 と 臨床応用の両面に資す る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

PML(Promyelocytic leukemia) には RING finger, B box,

coiled-coil から なる RBCC モチーフが存在するが、 RING

finger ド メ イ ンには多 く のシステ イ ンが存在し てお り 、ヒ

素と の結合する こ と が報告されている。 PML を強制発現

させた細胞では、 iAs3+ が PML に捕捉される ため細胞毒

性が低 く なる こ と も予想されたが、 今回の実験では PML

の発現が iAs3+ に対する感受性をむし ろ高めている こ と

が明らかになった。 また、 BSO を添加し た実験から、 両

細胞株において細胞内グルタチオンが iAs3+ の細胞障害

性を著し く 低下させている こ と も確認された。 iAs3+ に

暴露し た細胞では、 PML がよ り 限局的に核内の小体に存

在する こ と が分かったが、iAs3+ の PML への結合が、PML

の核内移行 と 小体形成に関与 し てい る も の と 考え ら れ

る。

26） 　 環境変化に対する生物群集の応答と 機能形質動態

に関する数理生態学的研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1115CD002

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

環境変化によ る生態系の変化を、 生物群集を構成する種

の機能形質 (環境耐性や生態系の機能を担 う 種の特性 ) の

変化 と し て予測する数理モデルを開発し、 人為的か く 乱

要因によ る生態系機能の変化を予測する理論的枠組みを

提案する こ と であ る。 すなわち、 環境変化によ って種の

相対的個体数 ( 個体密度 ) が変化し、その結果、群集レベ

ルにおけ る形質の種間平均や分散が変化する過程を、 ロ

ト カボルテ ラ モデルなどの生態学モデルに量的遺伝モデ

ルなどの形質進化モデルを取 り 入れた数理モデルによ っ
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て記述し、 群集の形質変化、 ひいては生態系機能の変化

や安定性に左右する要因 ( 種数、種間相互作用の強さ、形

質の分散や ト レード オフなど ) を明らかにする。 さ らに、

得られた数理モデルを、 実際の生物群集の時系列データ

(霞ヶ浦プラ ン ク ト ン群集)に適用し、群集の変動を も た ら

し た環境駆動因を推定する。

〔内容および成果〕

生物群集の環境変化に対する応答を、 機能形質の分布変

化 と し て予測する数理モデルの研究を行った。 多数種間

の種間相互作用を定式化する一般ロ ト カボルテ ラ モデル

を変形し、 多次元レプ リ ケーター方程式 と し て群集動態

を表わ し、 群集内の形質変化の一般的な公式を導いた。

主な結果は、群集内の種の相対頻度 ( 相対バイオマス ) で

重みづけ し た平均形質値の単位時間当た り 変化は、 種の

内的自然増加率 ( 適応度 ) と種の形質の共分散と、種の競

争能力 (競争係数の種平均 ) と種の形質 と の共分散の差に

等しい。 今後、 確率的な環境変動や種の移入などがあ る

場合に関し て発展させる計画であ る。

[ 備考 ]

広島大学理学部吉野正史教授と の共同研究

27） 　 樹状ナ ノ粒子 ( デン ド リ マー ) の生体影響評価に関

する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD009

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 黒河

佳香， Tin-Tin-Win-Shwe

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

樹状ナ ノ 粒子 ( デン ド リ マー ) は、 3 次元的に広がる枝分

かれ構造を持った球状の超分子であ る。 他のナ ノ 粒子 と

異な り 、 その形状の特異さ か ら高い構造上の自由度を持

つこ と が知られてお り 、 工業生産が増加し ている。 しか

し、 デン ド リ マーの毒性評価に関する研究はほ と んど実

施されていない。 そ こ で、 本研究では、 デン ド リ マーの

１ 種であ る PAMAM( ポ リ ア ミ ド ア ミ ン ) デン ド リ マーを

研究対象と し て、デン ド リ マーの水環境 ( 液相 ) における

挙動と液相と し ての生体への影響について、分子レベル、

細胞レベル及び個体レベルで調べる。

〔内容および成果〕

PAMAM-NH2 の液中での分散性を調べた実験では , 　 純

水、 メ タ ノ ールおよびその混合液で懸濁 さ せた場合に、

その組成の変化に と も なって PAMAM-NH2 の凝集が起こ

り 、 その後緩徐な再分散がみられた。 これに対し て、 細

胞用培地 DMEM 中に懸濁させた場合には PAMAM-NH2

の強い凝集がみられ再分散が起こ り に く い こ と がわかっ

た。共焦点レーザー蛍光顕微鏡によ る PAMAM-NH2 の細

胞内移行 ・ 細胞内分布を調べた実験では、 Alexa flour 488

標識 PAMAM-NH2 を ヒ ト 肺動脈内皮細胞 (HPAEC) に添

加す る と 細胞質内の核周辺に蓄積 し てい る こ と がわか

り 、 ミ ト コ ン ド リ アあ るいは リ ソ ソームの特異的蛍光標

識プローブによ り 、 リ ソ ソームに一致し た PAMAM-NH2

の局在が認められた。 また、 個体レベルの実験では、 雄

マ ウ スに Alexa flour 488 標識および非標識の PAMAM-

NH2 を単回点鼻投与し、24時間後の病理組織学的検索、血

液成分の生化学的分析、 リ アルタ イ ム RT-PCR およびマ

イ ク ロ アレ イ法によ る遺伝子発現解析を行った。 その結

果、 病理組織学的な解析では、 対照群に比べ投与群の顕

著な影響は認め られなかったが、 神経栄養因子、 神経伝

達物質モ ノ ア ミ ン系、 血液凝固系に関係する遺伝子の発

現変動が認められた。 この結果から、 PAMAM-NH2 デン

ド リ マーの単回点鼻投与によ り 、 中枢神経系及び循環器

系に影響を及ぼす可能性があ る こ と が示唆された。

28） 　 軟体動物前鰓類 に お け る レ チ ノ イ ン 酸受容体

(RAR) の性状及び生理機能解析

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD013

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 漆谷

博志

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

前鰓類 ( 巻貝類 ) のイ ンポセ ッ ク スは、有機スズ化合物に

よ り 特異的に惹起 さ れる が、 その誘導 メ カニズムには、

ア ロ マ タ ーゼ阻害に伴 う ア ン ド ロ ゲ ン上昇な ど ではな

く 、 核内受容体の一種 ・ レチ ノ イ ド X 受容体 (RXR) の活

性化が深 く 関与する こ と が、 これまでの研究代表者らに

よ る科研費研究 ( 基盤 (A) H21-H23 年度 ) などによ り 明ら

か と なって き た。 一方、 研究代表者らは最近、 哺乳類に

おいて RXR と 二量体を形成す る レ チ ノ イ ン酸受容体

(RAR) の遺伝子を、 イボニシから単離する こ と に成功し

たが、イボニシなどの前鰓類における RAR の性状や生理

機能は不明であ る。 本研究では、 軟体動物の前鰓類にお

ける レチ ノ イ ン酸受容体 (RAR) の性状及び生理機能の解

析を中心に、 RXR 関連因子やペニス形成因子の探索も進

め、 基礎知見の獲得と蓄積を図る。
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〔内容および成果〕

イ ボニシの腎臓及びペニス よ り 抽出し た RNA から RAR

様配列 ( イ ボニシ RAR) を単離し た。こ の遺伝子のアミ ノ

酸配列の比較よ り 、 今回得ら れた配列は脊椎動物の RAR

と 相同性が比較的高いこ と が分かった。 こ の配列を用い、

ミ ド リ ザルの腎臓由来の細胞に導入し 、All-trans レ チノ イ

ン酸(ATRA)添加時のウ エス タ ンブロ ッ ト によ る タ ンパク

発現の確認と 転写活性の測定を行った。 イ ボニシ RAR タ

ンパク の発現は確認でき たが、 転写活性の誘導は認めら

れなかっ た。 そこ で導入細胞をヒ ト 肝臓由来の細胞に変

更し 、 イ ボニシ RAR と ヒ ト RARα、 β、 γ と を用い、 二

種類のレ チノ イ ン酸応答配列を用いたと き の転写活性を

測定し た。 ヒ ト RAR を用いた場合、 転写活性の誘導が認

めら れたが、 イ ボニシ RAR を用いた場合では誘導は認め

ら れなかった。 こ の転写活性の非誘導の原因を探る ため、

イ ボニシ RAR 及びヒ ト RARα のリ ガンド 結合部位を

GAL4 DNA 結合部位と 融合さ せ、 転写活性の測定を行っ

た。 ヒ ト RARα リ ガンド 結合部位を用いたアッ セイ では

ATRA, 9-cis レ チノ イ ン酸, 13-cis レ チノ イ ン酸, All-trans レ

チノ ール添加時に転写活性の誘導が認めら れたが、 イ ボ

ニシ RAR では何れの化学物質添加でも 誘導は認めら れな

かった。次にイ ボニシ RARの DNA結合部位をヒ ト RARα

リ ガンド 結合部位と 融合さ せ、 転写活性の測定を 行っ た

と こ ろ、 転写活性の誘導が認めら れた。 さ ら に、 イ ボニ

シ RAR と イ ボニシ RXR と の相互作用の有無を調べる た

め、Two Hybrid Assay 法を行った。その結果、RAR は RXR

が存在する 場合に転写活性が誘導さ れたこ と よ り 、 イ ボ

ニシ RAR と RXR と の相互作用がある と 考えら れた。 以

上の結果よ り 、 今回得ら れたイ ボニシの RAR 様配列は、

ほ乳類で知ら れている 生体内リ ガンド である ATRA によ

る 転写活性誘導は起こ ら ないも のの、 レ チノ イ ン酸応答

配列は認識する 可能性がある こ と や、 RXR と 相互作用が

ある と 考えら れる こ と よ り 、 未知のリ ガンド を標的と す

る オーファ ン型の受容体である こ と が示唆さ れた。

29） 　 金属特異性を考慮 し た包括的な生態 リ ス ク評価手

法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1215CD003

〔担当者〕 ○林岳彦 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

金属は水質や土壌に応じ て毒性値が変わる等、 有機化合

物と は異なる特徴を持つ。 加えて金属には、 自然起源 で

あ る ため リ ス ク を完全にな く すこ と はできず、 また利用

に際し ては代替が困難であ る と い う 性質も あ る。 欧米で

はこ のよ う な金属特異性を考慮し た生態 リ ス ク評価 ・ 管

理の枠組みを構築しつつあ る。 一方、 わが国にそのよ う

な枠組みは存在せず、議論された こ とすらほ と んどない。

金属特異的な リ ス ク評価には、金属毒性予測モデル Biotic

Ligand Model (BLM) が用いられる。 我が国の土壌は比較

的酸性であ る し、 水質も硬度が低い等、 欧米の 土質、 水

質 と は異な る特徴を持つ。 また、 我が国に固有な生物種

の毒性を予測する BLM はほ と んどな く 、 海外で 発展し

た金属特異的評価の枠組みを直接援用する こ と は困難で

あ る。 本研究では、 わが国の特徴を捉えた科学的 知見に

基づ く リ ス ク評価手法を確立する。

〔内容および成果〕

Biotic ligand model のパラ メ ータ推定を行 う ための、 金属

の土壌および水系におけ る生態毒性試験の設計について

毒性試験担当の研究者 と 議論を行い、 その基本設計を決

定し た。 また、 予備的な毒性試験結果に対する統計解析

を行い、 カルシ ウ ム濃度が金属の生態毒性に与え る影響

についての初期段階の知見を ま と めた。

30） 　 ヒ ト 多能性幹細胞試験バ ッ テ リ ーによ る化学物質

の発達期影響予測法に関する研究

〔区分名〕 厚労 - 厚労科研費

〔研究課題コード〕 1214DA001

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

多能性幹細胞の分化過程を in vitro 毒性試験へ応用する こ

と は、 早期に実現で き る も の と し て期待 さ れてい る が、

ヒ ト 細胞の胚性幹細胞試験を用いた実用性の高い評価系

の報告はまだ少ない。 本研究では、 ヒ ト 多能性幹細胞を

用いた神経細胞等の分化培養系に遺伝子改変し た神経分

化マーカーを遺伝子工学的に導入し、ヒ ト ES 細胞な らび

に iPS 細胞をハイ スループ ッ ト イ メ ージング用に加工し、

曝露試験によ るマルチプルな解析を行 う 。 そ し て これま

でに確立し た確率推論モデルの応用であ るマルチパラ メ

ト リ ッ ク プロ フ ァ イ リ ングネ ッ ト ワーク (Multi-parametric

profiling network) 解析を用いて、細胞や個体発生過程にお

け る化学物質の曝露初期の遺伝子変動が、 成熟後に生じ

る と 考え られる病態や表現型にどのよ う に影響を及ぼす

のかを数理的に予測する。

〔内容および成果〕

本年度は、 神経分化マーカーであ る MAP2 (microtubule-
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associated protein 2) 及び ド ーパ ミ ン神経のマーカーであ

る TH (tyrosine hydroxylase) について、 転写開始点を含む

プ ロ モーター部位か ら exon1 の一部を含む領域にルシ

フ ェ ラーゼ -GFP 遺伝子 - ネオマイ シンの リ ポーターカ

セ ッ ト を連結し た領域を、 細胞導入用のベク ターに組み

込んだプ ラ ス ミ ド を構築し た。 さ らに、 ヒ ト の培養細胞

の遺伝子に MetLuc-copGFP-Neo のカセ ッ ト を ノ ッ ク イ ン

する ために、 MAP2 及び TH 遺伝子上の ノ ッ ク イ ンする

部位の認識 と 切断を行 う 切断用プ ラ ス ミ ド と、 ノ ッ ク イ

ンする カセ ッ ト 用の ド ナーベク ターの 2 種のプラ ス ミ ド

を構築し た。

[ 備考 ]

本課題は、 課題代表者であ る東京大学 　 大迫誠一郎 　 准

教授の分担研究と し て実施し た。

31） 　 哺乳類の空間的最適駆除配分に関する研究

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コード〕 1112KZ001

〔担当者〕 ○横溝裕行 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

生物多様性の減少は地球上のあ ら ゆる環境で進行し てい

る。2010 年には名古屋で国際会議 COP10 が催され、生物

多様性の持続的な保全は、 人類共通の重要課題であ る こ

と が一般人の間で も浸透しつつあ る。 一方で、 特定の生

物種が増えすぎて、 われわれ人間 と さ ま ざ まな軋轢を起

こ し ているのも周知の とお り であ る。外来種はも ちろん、

在来種で も人間活動が間接的に正の駆動因 と な り 急増し

ている。 さ ら に不幸な こ と に、 人間活動に不利益を も た

らす複数の生物種は、しばしば同じ地域で同時に増加し、

農作物や生態系などに大き な影響を与えている。 なかで

も シカ、 イ ノ シシ、 サル ( 在来種 ) や、 ア ラ イ グマ ( 外来

種 ) などの哺乳類は、 全国的にセ ッ ト で問題になってい

る こ と が少な く ない。 こ う し た状況下では、 地方の自治

体は大変な苦難に直面し ている。 しばしば、 どの種、 ど

の地域を管理対象 と し て優先させた ら よいか、 と い う 重

層的なジレ ンマが発生するからであ る。

こ う し た状況に対応するには、 個々の種の問題を別個に

捉え るのではな く 、 一括し て解決の道を探るのが合理的

であ る。 その理由は、 以下の 3 つに集約される。 第 １ に、

当該の自治体は、 一定の予算や人的資源の範囲内で複数

の問題を取 り 扱 う 必要があ るか ら であ る。 個々の種につ

いてではな く 、 複数種を同時に取 り 扱 う こ と で管理上の

ト ータルな最適解が見つかるはずであ る。 こ う し た認識

自体は従来か ら あ る も のの、 方法論的枠組みが確立され

ていないため、 管理の実践には十分生か さ れていない。

第 ２ に、 各種の動態や被害発生の仕組みが、 相互に関連

し てい る可能性があ る こ と であ る。 増加し た哺乳類は、

農作物や生態系へのイ ンパク ト が大きいため、 競合関係

や人間活動を介し た促進的関係 ( 例えば、 A 種によ る耕

作放棄は、 B 種の進入を促進する ) も予想される。 第 ３

に、不確実性のあ る限られた情報 ( データ ) から個体群パ

ラ メ ータ を推定する場合には、 一括し て解析する こ と で

情報量が増え る ため、 よ り 精度の高いパラ メ ータ推定が

可能にな る こ と であ る。 ベイ ズ統計学の発展は、 こ う し

た一括推定の利点を高めている。

本研究では、 千葉県房総半島で分布を拡大し、 農作物や

生態系に大き な影響を及ぼし ている イ ノ シシ、 シカ、 ア

ラ イ グマを対象に、 (1) 個体群の空間動態を予測するモデ

ルの構築、 (2) それに基づ く 空間明示の個体群動態 と被害

予測、 (3) 様々なシナ リ オのも と で、 3 種哺乳類の費用対

効果の高い管理戦略を探索し、 その結果を行政に提示す

る こ と、 を目的 と し ている。 千葉県におけ る これらの 3

種哺乳類の個体群は、 いずれ も 孤立個体群であ る ため、

多 く の自治体で行われている行政区分で切 り 取った 「個

体群」 ではな く 、 真の個体群を丸ご と 捉え る こ と ができ

る と い う 利点があ る。 ま た、 房総半島は、 南北に長 く 、

南部は森林が広がる山地帯であ るが、 北部はいわゆる里

山丘陵地であ り 、 景観構造や農地利用区分も大き く 異な

る。 こ う し た自然条件、 社会条件が異質な地域を含む場

合には、 地域間での住民意識などの違い も大き く 、 管理

戦略の立案には、そ う し た異質性の考慮は不可欠であ る。

複数の野生動物の個体群動態や被害動態を一括し てモデ

ル化し、 費用対効果を統合的に捕ら えた管理戦略を構築

する試みは、 申請者の知る限 り 国内外を問わず、 いまだ

存在し ない。 本研究は、 在来種、 外来種を問わず、 異質

環境下での複数の野生生物の管理を科学的に行 う 新たな

手続き を開発する も のであ り 、 学際性 と 地域性を兼ね備

えた研究課題であ る。

〔内容および成果〕

【ベイ ズ統計モデルの構築】

構築し たベイ ズ統計モデルを使用し、1997 年から 2010 年

まで実施 さ れた糞粒調査 と 有害獣駆除事業のデータ と、

環境データ ( 広葉樹林率 ・ 林縁長率 ・ 森林率 ・ 道路密度 ・

河川 ) を用いて、シカの個体群パラ メ ータ ( 増加率・分散
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率 ) と それに影響する環境特性を推定し た。その結果、広

葉樹林 と 林縁長は増加率に正の、 道路 ・ 河川は分散率に

負の影響を与え る こ と が明らか と なった。

【管理戦略の構築】

１ ) 管理シナ リ オの作成に必要な被害予測に必要な市町

村ご と の作物別被害額 ・ 面積 ・ 量のデータ を平成 18 年度

から 21 年度分得る こ と ができ た。

２ ) 稲の被害 と シカの個体数を最小化するために、シ ミ ュ

レーテ ッ ド ・ アニー リ ングを用いてそれぞれ最適な駆除

努力の空間配分を求めた。

[ 備考 ]

物産環境基金2010年度研究助成金公募の助成研究 と し て

行 う 。

32） 　 酸化ス ト レ スを誘導する遺伝毒性物質の低用量に

おける量反応関係の解析

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コード〕 1213KZ002

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

活性酸素種を生成し て酸化ス ト レ ス を誘導する臭素酸カ

リ ウ ムをモデル化合物 と し て用い、 弱い遺伝毒性発がん

物質の低用量での 「用量－発がん率」 の量反応関係、 お

よび 「用量 と 標的臓器で発生する突然変異」 の量反応関

係から実質的閾値の有無を解析する。 さ らに、 酸化 DNA

損傷の代表であ る 8-oxoG の生成や除去・修復に関与する

遺伝子の ノ ッ ク ア ウ ト ・ マ ウ スや ヒ ト 培養細胞を用い、

閾値の形成機序の解明する。

〔内容および成果〕

8-oxoG の除去 ・ 修復酵素遺伝子 Mutyh の欠損マウ スで

は、 野生型マウ スに比べて臭素酸カ リ ウ ム誘発消化管発

がんの感受性が高かったが、 高感受性の状態で も発がん

性に 「実質的閾値」 が存在する こ と を示唆する知見が得

られた。 また、 活性酸素種除去作用を もつ遺伝子群の転

写促進因子 Nrf2 の遺伝子欠損マウ スや、 ト ラ ン ス リ ー

ジ ョ ン DNA 合成酵素・DNA ポ リ メ ラーゼ ζ が欠損し た

ヒ ト 培養細胞を用いて、 これらの因子が 「実質的な閾値」

の形成に関与し ている可能性を検討し た。

[ 備考 ]

九州大学 ・ 国立医薬品食品衛生研究所と の共同研究

33） 　 有害大気汚染物質の健康 リ ス ク評価手法等に関す

るガイ ド ラ イ ン策定検討委託業務

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コード〕 1212MA001

〔担当者〕 ○青木康展（環境 リ ス ク研究セン ター），松本理

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

本業務では、 有害大気汚染物質の指針値等の評価値を設

定する基本的な方針を示すも の と し て、 現在の 「指針値

算出の具体的手順」 よ り 詳細な運用ルール と な るべき考

え方を示すこ と を目標 と する。 有害大気汚染物質に関す

る最も適切な リ ス ク評価値の算出方法のガ イ ド ラ イ ンの

策定を目的と し、 その素案を作成する。

〔内容および成果〕

現行の 「今後の有害大気汚染物の健康 リ ス ク評価のあ り

方について」 及びその別紙であ る 「指針値算出の具体的

手順」 について、 検討会での議論等を踏まえて検討を加

え、 改定案を作成し た。 別紙の 「指針値算出の具体的手

順」 については 「指針値設定のための評価値算出の具体

的手順」 と 改題し、 その付属資料について も更な る検討

を行った。 こ の改定案について、 専門委員会に諮 り 、 そ

の指摘事項に基づき必要な修正を行った。

34） 　 健康影響の統合データベース HEALS の整備 ・ 更新

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1112ZZ001

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 白石

寛明， 平野靖史郎

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

前期中期計画の ５ ヵ 年で開発し た健康影響予測システム

のための統合データベース HEALS を国立環境研究所 HP

上に公開する ため、 システムの整備 ・ 機能の更新を行 う 。

統合データベース HEALS は、 現段階で入手可能な化学

物質に関する さ ま ざ ま な次元での影響情報、 すなわち、

動物や細胞実験によ る化学物質の毒性情報、 作用 メ カニ

ズム情報、 遺伝子発現情報、 疫学情報や疾患情報等を収

集し て、 限られた情報か ら効率的に健康 リ ス ク を類型化

し評価する ためのツールであ る。 こ のツールを活用し て

化学物質の作用機構を分類し健康影響 と の関連性を予測

でき る情報を蓄積する。 これによ り 健康 リ ス ク評価 と 管

理に資する学術的情報を広 く 一般に発信する。
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〔内容および成果〕

HEALS は、毒性遺伝子・文献データベース ChemToxGen(

健康影響 ・ 毒性に関する文献や遺伝子発現情報など を収

集し たシ ス テム )、 化学物質マ イ ク ロ ア レ イ実験データ

ベース ChemArrayDB( ダ イオキシン等の環境汚染物質の

生体影響研究のために行われたマ イ ク ロ アレ イ実験情報

を ま と めたデータベース )、 化学物質の類型化シ ス テム

pCEC( 化学物質曝露によ る遺伝子発現の特徴づけによ る

毒性影響 と の関連や疾患 と の関連性を ま と めたデー タ

ベー ス )、 健康マルチプ ロ フ ァ イ リ ン グ解析シ ス テ ム

MulCEH( 細胞形態情報、遺伝子発現情報、エピジェネテ ィ

ク ス情報などマルチプロ フ ァ イ リ ングによ る化学物質の

特徴づけ と メ カニズムの予見的解析を行 う システム と 事

例データベース ) の ４ システムを搭載し ている。 本年度

は、 国立環境研究所 HP 上 (http://project.nies.go.jp/heals/)

に本システム を公開し た。 また、 遺伝子変化や細胞形態

変化の情報を入力し て指標間の関係性を推測するベイ ジ

ア ン ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム RX-TAOGEN(http://

extaogen.nies.go.jp/rxtaogen/cgi-bin/top.cgi) も HEALS 内の

MulCEH に同時に公開し た。各情報を随時、最新情報に更

新し、 予測事例の蓄積を行った。

35） 　 胎児影響モデルの胚様体細胞ア ッ セ イ を活用 し た

影響閾値限界の推定に関する研究

〔区分名〕 民間委託 JANUS

〔研究課題コード〕 1213ZZ002

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

放射性化学物質の内部被ば く によ る胎児への健康影響を

明ら かにする こ と は重要課題の一つであ る。 しかし、 疫

学調査では、 因果関係を明確にする こ と は困難であ り 、

実験動物では、 ヒ ト と の種差が存在する。 両者のギ ャ ッ

プを埋める施策が必要であ る。 そ こ で、 本研究では、 胎

児細胞モデルであ る ヒ ト 多能性幹細胞由来の胚様体を活

用し て、 神経前駆細胞及び血管内皮細胞への分化への影

響をゲ ノ ミ ク ス解析で調べる。 また、 放射線影響に応答

する既知及び新規遺伝子産物について、DNA 修復や細胞

機能を解析し、 低線量 と 各指標 と の量反応関係を明ら か

にする。

〔内容および成果〕

今年度は、胎児細胞モデルであ る ヒ ト ES 細胞 H9 由来の

神経前駆細胞を 3 次元培養によ り 、 胚様体を形成させ、

化学物質及び放射線照射によ る影響を検討し た。 陽性対

照と し て用いるベンツ [a] ピ レ ンは、10nM ～ 10μM を用

いた。また、パイ ロ ッ ト 実験 と し て 200 mSv 及び 400 mSv

の Cs 137 の外部照射によ る影響を検討し た。

[ 備考 ]

本研究課題は、 原子力災害影響調査等事業 ( 放射線の健

康影響に係る研究調査事業 ) 階層的ゲ ノ ミ ク ス解析を基

盤 と し た放射性物質によ る健康影響の解明の分担研究 と

し て実施する ものであ る。

36） 　 内湾生態系における放射性核種の挙動と 影響評価

に関する研究

〔研究課題コード〕 1214AO003

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 児玉

圭太， 田中敦， 苅部甚一， 牧秀明， 金谷弦

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

37） 　 化学物質データベース等の整備 ・ 提供

〔研究課題コード〕 1115AQ013

〔担当者〕 ○今泉圭隆 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 鈴木

規之， 菅谷芳雄， 中島大介， 林岳彦， 青木康展，

白石寛明

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

38） 　 生態影響試験に関する標準機関 ( レ フ ァ レンスラボ

ラ ト リー ) 機能の整備

〔研究課題コード〕 1115AQ015

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 青木

康展， 田中嘉成， 菅谷芳雄， 林岳彦， 中島大介，

白石寛明， 渡部春奈

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

39） 　 定量的生態 リ ス ク評価の高精度化に資する数理生

態学的研究

〔研究課題コード〕 1116AQ005

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 横溝

裕行， 真野浩行， 多田満

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

40） 　 貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法 と底

層 DO 目標の達成度評価手法の開発に関する研究

〔研究課題コード〕 1012BD001

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 白石

寛明， 児玉圭太

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）
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41） 　 平成 24 年度水産動植物登録保留基準設定に関する

文献等調査 

〔研究課題コード〕 1212BY004

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 長尾

明子， 松崎加奈恵

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

42） 　 生物応答を利用し た水環境管理手法検討調査

〔研究課題コード〕 1212BY008

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 渡部

春奈， 松崎加奈恵， 菅谷芳雄， 青木康展， 白石

寛明

〔期　間〕 綛恰

43） 　 平成 24 年度水生生物への影響が懸念される有害物

質情報収集等調査業務

〔研究課題コード〕 1212BY010

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 田中

嘉成， 林岳彦， 鑪迫典久， 松崎加奈恵， 長尾明

子， 蓮沼和夫

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

44） 　 平成 24 年度化学物質環境リ スク初期評価等実施業

務

〔研究課題コード〕 1212BY011

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 青木

康展， 松本理， 長尾明子， 藤原好， 蓮沼和夫

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

45） 　 平成 24 年度生態毒性 GLP 査察支援業務

〔研究課題コード〕 1212BY012

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 蓮沼

和夫

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

46） 　 平成 24 年度農薬安全性評価資料作成支援業務

〔研究課題コード〕 1212BY013

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 長尾

明子， 松崎加奈恵

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

47） 　 ナ ノ 材料によ る神経系発達障害の評価系の開発に

関する研究

〔研究課題コード〕 1214CD019

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

【関連課題】

48） 　 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究

〔研究課題コード〕 1012AH003

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

49） 　 津波によ り堆積物と混合 ・ 沈降し た流出油の分布 ・

消長と底質環境影響評価に関する研究

〔研究課題コード〕 1212AN003

〔担当者〕 ○牧秀明 （地域環境研究セン ター）， 金谷弦

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

50） 　 汎用 IT 製品中金属類のラ イ フサイ クルに着目し た

環境排出 ・ 動態 ・ 影響に関する横断連携研究

〔研究課題コード〕 1113AO001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

梶原夏子， 鈴木剛， 小口正弘， 中島大介， 稲葉

一穂， 岩崎一弘， 村田智吉， 山村茂樹

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

51） 　 都市大気における粒子状物質削減のための動態解

明と化学組成分析に基づ く 毒性 ・ 健康影響の評価

〔研究課題コード〕 1214AO001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 平野靖

史郎， 佐藤圭， 近藤美則， 森野悠， 伏見暁洋，

藤谷雄二， 上田佳代

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

52） 　 環境化学物質の生体影響評価のための神経行動試

験法の体系化に関する研究

〔研究課題コード〕 1116AQ004

〔担当者〕 ○梅津豊司（環境計測研究セン ター），柴田康行

〔期　間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

53） 　 環境化学物質によ る肥満および肥満に伴 う 病態へ

の影響に関する研究

〔研究課題コード〕 1212AQ006

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）
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54） 　 廃プ ラ スチ ッ クの リ サイ クル過程における有害化

学物質の排出挙動と制御に関する研究

〔研究課題コード〕 1012BC001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

渡部真文

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

55） 　 環境化学物質によ る発達期の神経系な らびに免疫

系への影響における メ カニズム解明に関する研究

〔研究課題コード〕 1013BD001

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究セン ター）， 小池英

子， Tin-Tin-Win-Shwe

〔期　間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

56） 　 有機フ ッ 素化合物の最終処分場における環境流出

挙動の解明と対策技術に関する研究

〔研究課題コード〕 1012BE001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

渡部真文

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

57） 　 使用済み自動車(ELV)の資源ポテンシャルと環境負

荷に関するシステム分析

〔研究課題コード〕 1214BE002

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

梶原夏子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

58） 　 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

〔研究課題コード〕 0812CD001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

鈴木剛

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

59） 　 迅速網羅分析手法の開発と GISを活用し た汚染評価

システムへの導入

〔研究課題コード〕 1215CD004

〔担当者〕 ○頭士泰之 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

60） 　 多媒体モデ リ ング と戦略的モニ タ リ ングによ る放

射能汚染の広域環境影響評価

〔研究課題コード〕 1113NA002

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 田中敦，

鈴木規之， 森野悠， 柴田康行， 高村典子， 野原

精一， 今井章雄， 林誠二， 東博紀， 今泉圭隆，

大迫政浩， 中山祥嗣

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

61） 　 津波堆積物を含む震災廃棄物の処理過程における

健康影響評価 ～バイ オア ッ セ イ を中心 と し た包括

的ハザー ド調査～

〔研究課題コード〕 1114NA001

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究セン ター）， 白石不

二雄， 中島大介， 中山祥嗣， 鈴木剛， 小池英子，

伏見暁洋， 田邊潔， 柴田康行

〔期　間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）

5.(4) 地域環境研究分野における研究課題

1） 　 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1012AH003

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

生物操作は、 1980 年代に欧米を中心に応用される よ う に

な り 、 日本で も、 長野県白樺湖で透明度の改善が報告さ

れ、 諏訪湖において も アオコ対策の一つ と し て検討され

ている。 本研究では、 すでに人為的な改変が行われてい

る湖沼において適切な管理を行 う こ と によ り 水質 と 生態

系を望ま しい状態に保つための、 適切な 「湖沼生態系の

持続的管理」 に関し て研究する。 生物操作によ る管理を

実際の湖に応用し よ う と する と き、 生態系への配慮に加

え、 漁業や利水などの利害関係者 と の調整が必要 と 予想

される。 そのため、 十分な根拠に基づ く 湖沼生態系変化

を観測データ と数理モデルから予測する。

〔内容および成果〕

平成 24 年度は、昨年度に引き続き生態系内の種間関係の

定量化に必要な数理モデルを作成し、 モデルのパラ メ ー

タ設定に関する基礎的な情報収集を行った。 基本的なモ

デルの構造と し ては、小型藻類 - ゾ ウ ミ ジン コ - ワ カサギ

系 と 大型藻類－ ミ ジン コ－ ヒ メ マス系が連結する ６ 種系

を想定する こ と と し た。 十和田湖の過去 30 年間にわた

る、 ヒ メ マス， ワ カサギの漁獲統計資料を解析する と と

も に、 ゾ ウ ミ ジン コ、 ハ リ ナガ ミ ジン コ を中心 と する動

物プ ラ ン ク ト ン群集の消長も整理し、 群集モデルに適合

さ せた。 その結果、 従来の資源競争型群集モデルでは、

1980 年代後半に観測された ヒ メ マスおよびワ カサギの共
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振動が う ま く 説明でき ないこ と が示唆された。 今後、 「見

かけの捕食モデル (apparent predation model)」 を含むパラ

メ ータ領域でのデータ解析を検討する。

2） 　 PM2.5 と光化学オキシダン ト の実態解明と発生源寄

与評価に関する研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1012AH004

〔担当者〕 ○大原利眞（地域環境研究セン ター），菅田誠治

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

PM2.5 と光化学オキシダン ト の実態を解明し、 発生源寄

与率を評価する こ と を目的に、 これまで実施し て き た C

型共同研究 「西日本及び日本海側を中心 と し た地域にお

け る 光化学オキ シダ ン ト 濃度等の経年変動に関す る 研

究」 ( 平成 13 ～ 15 年度 )、「日本における光化学オキシダ

ン ト 等の挙動解明に関する研究」 ( 平成 16 ～ 18 年度 )、

「光化学オキシダン ト と 粒子状物質等の汚染特性解明に

関する研究」 ( 平成 19 ～ 21 年度 ) を発展させ、 (1) 常時

測定時間値データや PM2.5 測定データのデータベース化

と解析、(2) 粒子成分や VOC 成分の測定と解析、(3)PM2.5

や光化学 Ox の測定法に関する検討、 (4) モデル解析等に

よ る発生源寄与率評価の検討、 (5) 衛星観測データ解析な

ど を実施し て、PM2.5 と光化学 Ox の実態を解明し発生源

寄与率を評価する こ と によ り 、 地方自治体や国の大気汚

染施策に活用する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

前年度までに整備し た共同研究体制および研究計画に基

づき研究を推進し た。 全国の大気環境時間値や PM2.5 測

定値などのデータベース化し た上で、 それら を活用し た

研究を、 データ解析、 観測 ・ 測定、 発生源寄与解析、 測

定法、 衛星データ解析の各研究グループご と に進めた。

また、 光化学オキシダン ト の経年 ト レ ン ドや、 PM2.5 の

状況について と り ま と めた。

[ 備考 ]

参加 54 研究機関：地方独立行政法人北海道立総合研究機

構環境科学研究セン ター、 札幌市衛生研究所、 青森県環

境保健セン ター、 岩手県環境保健研究セン ター、 宮城県

保健環境セン ター、 秋田県健康環境セン ター、 山形県環

境科学研究セン ター、 新潟県保健環境科学研究所、 茨城

県霞ヶ 浦環境科学セン ター、 栃木県保健環境セン ター、

群馬県衛生環境研究所、 埼玉県環境科学国際セン ター、

さ いたま市健康科学研究セン ター、 千葉県環境研究セン

ター、 公益財団法人東京都環境整備公社東京都環境科学

研究所、 川崎市公害研究所、 長野県環境保全研究所、 山

梨県衛生環境研究所、 静岡県環境衛生科学研究所、 富山

県環境科学セン ター、 石川県保健環境セン ター、 福井県

衛生環境研究セン ター、 岐阜県保健環境研究所、 愛知県

環境調査セン ター、 名古屋市環境科学研究所、 三重県保

健環境研究所、 滋賀県琵琶湖環境科学研究セン ター、 京

都府保健環境研究所、 京都市衛生環境研究所、 地方独立

行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所、 大阪市立環

境科学研究所、 財団法人ひ ょ う ご環境創造協会兵庫県環

境研究セン ター、 神戸市環境保健研究所、 奈良県保健環

境研究セン ター、 鳥取県衛生環境研究所、 島根県保健環

境科学研究所、 岡山県環境保健セン ター、 広島県立総合

技術研究所保健環境セ ン タ ー、 山口県環境保健セ ン

ター、 徳島県保健環境セン ター、 香川県環境保健研究セ

ン ター、 愛媛県立衛生環境研究所、 高知県環境研究セン

ター、 福岡県保健環境研究所、 福岡市保健環境研究所、

北九州市環境科学研究所、 佐賀県環境セン ター、 長崎県

環境保健研究セン ター、 熊本県保健環境科学研究所、 熊

本市環境総合セン ター、 大分県衛生環境研究セン ター、

宮崎県衛生環境研究所、 鹿児島県環境保健セン ター、 沖

縄県衛生環境研究所

共同研究者 ： 若松伸司 ( 愛媛大学 )、 山川和彦 ( 国立環境

研究所 )、 笠原三紀夫 ( 中部大学 )、 鵜野伊津志 ( 九州大

学 )、 神成陽容 ( 国立環境研究所 )、 野口克行 ( 奈良女子

大 )、 早崎将光 ( 千葉大学 )、 速水洋 ( 電力中央研究所 )、

飯島明宏 ( 高崎経済大 )、 岩本真二 ( 日本環境衛生セン

ター )、 日置正 ( 京都府保健環境研究所 )、 大泉毅、 武直

子 ( アジア大気汚染研究セン ター )、 佐野到、 向井苑生、

中田真木子 ( 近畿大学 )

3） 　 都市大気における粒子状物質削減のための動態解明

と化学組成分析に基づ く 毒性 ・ 健康影響の評価

〔区分名〕 分野横断

〔研究課題コード〕 1214AO001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 平野靖

史郎， 佐藤圭， 近藤美則， 森野悠， 伏見暁洋，

藤谷雄二， 上田佳代

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

2009 年秋に PM2.5 粒子状物質の重量濃度に対する 環境基

準が設定さ れ、 今後は基準達成のため、 粒子状物質 ( 以下

Particulate Matter: PM) の環境動態に基づいた発生源対策が

必要と なる 。「 国内における PM の削減」 と いう 目標のも

と 、 以下の点を明ら かにする こ と を本課題の目標と する 。
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a) 発生源情報、 大気動態の基礎的理解に基づいた、 大気

濃度分布の把握

b)化学組成に基づいたPM2.5粒子状物質の毒性・健康影響

評価

〔内容および成果〕

発生源情報を整備する ため、 既存の排出イ ンベン ト リ を

精査し、 問題点を抽出し、 次年度以降の改善点を整理し

た。 また、 自動車からの排気ガスなどからの粒子の生成、

ガスの蒸発、 酸化反応によ る二次生成を実験的に検討し

た。 さ ら に、 農業残渣焼却時に発生する粒子の組成分析

を行った。 化学輸送モデルに関し ては、 特に有機エア ロ

ゾルの生成に注目し、 有機物の反応性や物理的特性につ

いて検討し た。 毒性に関し ては、 これまでの毒性試験の

結果を評価す る と と も に、 新規物質に よ る 毒性試験を

行った。

4） 　 界面活性剤 ミ セルが存在する溶液内での物質の分配

と反応性に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 0812AQ001

〔担当者〕 ○稲葉一穂 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

高濃度の界面活性剤が作る ミ セルは、 均一溶液であ り な

がら水溶液の中に擬似的な二相系の性質を有し ている た

め、 水に溶けに く い様々な物質が ミ セル内部へ と 可溶化

する。 こ のため、 水に溶けに く い物質の存在位置が純粋

な水溶液内 と は異な り 、 その結果分解や吸着などの反応

性が大き く 変化する。 こ のよ う な ミ セル水溶液系の持つ

特徴を明ら かにする こ と で、 新たな分離濃縮法や反応性

の制御方法を開発する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

４ 種類の非イオン性界面活性剤の作る ミ セルへの、 置換

基の異な る溶質の分配定数を測定し た。 いずれの ミ セル

において も、 フ ェ ニル基を持つ溶質は分配定数が著し く

低 く 、 ヘキサン－水系での分配定数 と ほ と ん ど同 じ で

あった。 嵩高い溶質は、 水素結合のネ ッ ト ワーク が存在

する ミ セルマン ト ル部にはほ と んど溶解できず、 ヘキサ

ン類似の ミ セルコ ア部に溶解し ている と 考え られる。 ミ

セルを利用し た分離濃縮などの操作では、 溶質の構造を

検討する必要があ る。

5） 　 大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 0913AQ004

〔担当者〕 ○伏見暁洋 （環境計測研究セン ター）， 田邊潔，

内田昌男， 近藤美由紀， 藤谷雄二

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

自動車や工場などの大規模発生源の排出削減に よ って、

二次生成粒子や自然起源粒子の寄与が増加し て き た。 し

かし二次生成粒子や自然起源粒子の動態や発生源には不

明な部分が多い。 有機物は、 一次粒子 ・ 二次粒子の大き

な割合を占めるに も かかわ らず、 その由来や動態の解明

が遅れている。 本研究では、 大気浮遊粒子に含まれる一

次 ・ 二次有機指標成分、 14C、 元素、 イオンを測定し、 ケ

ミ カルマスバラ ン ス (CMB) 法によ る解析を行い、 その由

来や環境動態に関する知見を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

誘導体化 GC/MS によ る一次 ・ 二次有機指標成分の測定

法、 指標成分の特性に関する文献調査を行った。 野焼き

など各種発生源の指標 と な る有機指標成分の標準試薬の

整備を進めた。 大気粒子への野焼き等の影響を把握する

ため、 2012 年 7 月 2013 年 3 月まで、つ く ば ( 国立環境研

究所 ) でハイボ リ ウ ムサンプラーによ り 、 大気中の微小

粒子 (PM2.5) を石英繊維フ ィ ルター上に毎週 24 時間サン

プ リ ング し、 粒子質量の秤量， 炭素成分分析を行った。

[ 備考 ]

共同研究者 ： 齊藤勝美 ( 富士通ク オ リ テ ィ ・ ラ ボ ・ 環境

セン ター )、 高橋克行 (( 財 ) 日本環境衛生セン ター )

6） 　 オイ ラー型モデル出力との整合性の観点で見た ト ラ

ジ ェ ク ト リ解析手法の研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 0913AQ005

〔担当者〕 ○菅田誠治 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

客観解析気象データの風データ等を利用し たバ ッ ク ト ラ

ジ ェ ク ト リ 解析は、 大気中物質の発生源推定等において

大き く 活用されている。 しかし、 その精度や適応限界は

必ずし も系統的に把握されている と は言えない。 本研究

は、 オイ ラー型の気象モデルの出力を基に計算し た ト ラ

ジ ェ ク ト リ の精度を詳細に分析し、 また、 基 と な る出力
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と の整合性を調べる こ と によ り 、 バ ッ ク ト ラ ジ ェ ク ト リ

解析の計算手法や適用法の問題点の有無を詳細に調べ、

今後の発生源推定研究等に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

本年度は、 オイ ラー型化学輸送モデルにおいて、 与え る

排出量データ を変更する こ と によ って、 どの程度モデル

出力に影響があ るかを調べた。対象 とする物質種によ り 、

影響がどの程度あ るかを調べ、 ト ラ ジェ ク ト リ  解析手法

の検討に相応しい物質種を検討し た。

7） 　 半乾燥地に生育する植物種の水ス ト レス耐性と水利

用に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1012AQ004

〔担当者〕 ○清水英幸（地域環境研究セン ター），伊藤祥子

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

中国やモンゴル等の砂漠化が進行する半乾燥草原地域に

生育する植物の中には、 砂漠化指標あ るいは砂漠化対策

に有望な種も多い。 しかし、 これらの植物種の各種環境

要因に対する反応特性に関する実験的解析は、 ほ と んど

行われていない。 本研究では、 砂漠化に関連する主要な

環境要因 と し て水ス ト レ ス を取 り 上げ、 水環境の変動が

植物の生長、 形態、 生理活性に及ぼす影響を検討し、 水

ス ト レ ス耐性を明ら かにする と と も に、 植物の水利用を

植物の地上部および地下部の形態や生理活性から解析す

る。 特に、 砂漠化回復過程でその重要性が明ら かになっ

て き た灌木種の、 水ス ト レ ス耐性および水利用特性等の

機作を解明する こ と によ り 、 各地域の砂漠化対策に有用

な植物種の適性を提示する。

〔内容および成果〕

人工光型環境制御室を用いて砂漠化環境を再現し、中国・

モンゴルの乾燥 ・ 半乾燥草原に生育する主要な灌木 5 種

や草本 9 種を、 様々な土壌水分条件 ( 平均水ポテンシャ

ルは、 各々 -15.2、 -6.7、 -3.1、 -2.6 kPa) のも と で 4 週間生

育させ、 生長解析法によ り 各植物種の生理生態特性を解

析し た。 水ス ト レ スが過度にな る と、 実験に供し たどの

植物種も その生長は抑制されたが、 種によ って影響程度

は異な り 、 乾燥耐性には大き な差が見られた。 RGR の反

応の差か ら、 乾燥に比較的強い種 と、 乾燥に弱い種に分

け られた。 RGR の反応の差は多 く の場合 NAR の変化で

説明でき たが、 乾燥に比較的弱い種のなかで、 根の割合

(R/S Ratio) を増加させた り 、葉を厚 く する (SLAの低下 ) な

ど、乾燥耐性を示唆する よ う な種も認められた。Artemisia

halodendronやAgropyron cristatum などは、生長抑制が小さ

く 、 乾 燥 に 強 い 緑 化 に 有 効 な 種 で あ り 、 Clinelymus

dahuricus や Artemisia sphaerocephala などは、 生長抑制が

大き く 、 生長パラ メ ータに も変化が無いので、 乾燥に弱

い種であ る と 考え られた。 一方、 灌木や草本 と いった生

活型によ って水ス ト レ スに対する纏ま った傾向は認めら

れなかった。

[ 備考 ]

共同研究機関 ： 鳥取大学乾燥地研究セン ター、 中国科学

院植物研究所、 中国科学院沈陽応用生態研究所、 中国環

境科学研究院、 華東師範大学、 モンゴル農業大学

8） 　 関東地域における市街地土壌の有害金属汚染に関す

る研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1112AQ009

〔担当者〕 ○越川昌美 （地域環境研究セン ター）， 渡邊未

来， 村田智吉

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

関東地域などの市街地土壌には、 大気降下物に由来する

有害金属類が慢性的に負荷されている。 有害金属類が土

壌表層に高濃度に蓄積する と、 土壌生態系や ヒ ト の健康

に悪影響を及ぼす危険性があ る。 こ の リ ス ク を評価する

ためには、 まず、 市街地土壌で高濃度に蓄積し ている有

害金属類を特定し、 それらの土壌中現存量を把握する こ

と が必要であ る。 本研究の目的は、 茨城県を中心 と し た

関東地域の市街地土壌を対象 と し て、 大気降下物によ る

市街地土壌の有害金属汚染の現状を把握す る こ と であ

る。

〔内容および成果〕

大気汚染度の異なる東京～茨城の 4 地点で、 林外雨 ・ 林

内雨 ・ 表層土壌を採取 ・ 分析し、 Sb、 Pb、 Al 濃度を測定

し た。 雨水中の Al は全て表層土壌に由来する ( すなわち

地殻起源で表層土壌に存在し ていた Al が巻き上がった )

と仮定し、 [ 雨水に含まれる表層土壌由来の X 濃度 ] = [ 雨

水中の Al 濃度 ] ×[ 表層土壌の X/Al 比 ] から、 表層土壌

に由来する Sb と Pb の濃度を求め、 全濃度に占める寄与

を算出し た。 全 Sb 濃度に占める表層土壌由来 Sb の寄与

は、 全地点で 10% 未満であった。 Pb は、 表層土壌由来の

寄与が、 市街地に近づ く ほど大き く な り 、 最大で 47% に

達し た。 雨水中の Sb と Pb の由来は、 大部分が現在の汚
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染大気であ るが、 市街地では、 表層土壌 ( 現在までに人

為由来 Pb が高濃度に蓄積し ている ) の巻き上げも雨水中

Pb 濃度に影響し ている と考え られた。

9） 　 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ031

〔担当者〕 ○岩崎一弘（地域環境研究セン ター），山村茂樹

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

環境保全・ 浄化に向けて微生物機能を積極的に活用し てい

く ための基礎技術並びに影響評価法の開発を目的と する 。

そのために本研究では、 １ ） 有機塩素化合物、 油、 重金属

等の環境汚染物質を分解・ 除去する 微生物の探索を行い、

その機能の解明およ び強化を試み、環境保全に有用な微生

物を開発する 、２ ） こ れら 有用微生物ある いは組換え微生

物の微生物生態系への影響を分子生物学的手法によ り 解

析する と と も に新たな評価手法の開発を目指す。

〔内容および成果〕

安価で ク リ ーンな浄化手法 と し て植物 と その根圏微生物

によ る油汚染浄化技術の開発を目指し、 実汚染現場か ら

採取 し た地下浸出油で汚染 さ せた砂質土壌 ( 油濃度

10.000ppm) を用いて、 油分解に対する シー ト 状芝の植栽

効果を評価し た。 その結果、 芝の生育状態は徐々に悪 く

な る も のの、 持続的な油分解促進効果が確認され、 試験

開始約 1200 日後で 82% 程度の油が減少し た。 根圏細菌

叢を PCR-DGGE 法によ り 解析し た結果、実験開始直後か

らは細菌叢が大き く 変化し た も のの、 その後は油分濃度

が低下し て も安定し ている傾向が見られた。 また、 芝の

生育状態に関わ らず、 油分解菌が根圏に維持されている

可能性が示唆された。

10） 　 アジア域における多角的観測網を用いた大気環境

モデル間相互比較研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ008

〔担当者〕 ○五藤大輔 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

アジアの大気汚染は深刻なため、 アジアでの褐色雲プ ロ

ジェ ク ト ／国連環境計画 (UNEP/ABC-Asia) が立ち上がっ

てお り 、 複数のモデル と 観測結果を融合する こ と で、 よ

り 良いモデル結果を健康影響評価に用い る必要があ る。

し か し、 その研究費用が限ら れてお り 、 研究に必要な環

境が十分に整っていない。 そ こ で当該研究 と し て、 アジ

ア域を対象にし た 10程度の異なる大気汚染物質を予報す

る モデル結果を収集 し、 モデル相互比較を行 う こ と で、

アジアにおけ る モデル不確実性を見積も る。 また多岐に

渡る観測網 と、 異な る複数の物理量を同時に比較する こ

と で、 通常行われてい る 限定 さ れた比較 と は一線を画

し、 充実し たモデル－観測の相互比較を行い、 モデル精

度向上を目指す。

〔内容および成果〕

モデル と 観測の相互比較を行 う ために、 3 つの異な る領

域型モデル と 1 つの全球型モデルの合計 4 個のモデル結

果と を収集し た。 また観測結果は、 ABC観測網 , 国立環境

研究所によ る辺戸岬 ・ 福江島での観測、 EANET と いった

質量観測、 AERONET や SKYNET と いったエア ロ ゾル光

学量地上観測、 MODIS センサーが搭載された衛星観測、

国立環境研究所に よ る ラ イ ダー観測の結果を収集し た。

比較は 2006 年 4 月の東アジア領域を対象と し、 対象物質

は、 一次生成粒子の代表と し てブラ ッ ク カーボン (BC) と

二次生成粒子の代表 と し て硫酸塩エア ロ ゾルに絞った。

今年度はモデル相互比較に加えて、 2 つの異な る力学モ

デル ( 大気大循環モデルであ る MIROC と正 20 面体格子

非静力学モデル NICAM) に結合し たエア ロ ゾルモジュー

ルSPRINTARS をベース と し、 モデル内あ るいはモジュー

ル間相互比較 (Model Intra-comparison) も 行っ た。 ま た

Model Intra-comparison では、 排出イ ンベン ト リ ・ 湿性沈

着速度 ・ 硫酸系モジ ュールの違いによ る大気中エア ロ ゾ

ル濃度差に も注目し た。 その結果、 中国の大気汚染発生

源から日本に到来する までの越境汚染地域 (Outflow 域 )

のエア ロ ゾル濃度の減衰具合に関し て、 Inter-comparison

の結果だけではな く 、 排出イ ンベン ト リ ・ 除去過程の違

いを加味し た Intra-comparison の結果において も、 モデル

は観測で得られている濃度勾配を再現でき なかった。 こ

の こ と は、 地表付近におけ る エア ロ ゾル質量濃度だけで

はな く 、 エア ロ ゾル鉛直積算量に該当するエア ロ ゾル光

学的厚みの比較結果から も同様の結論が導けた .。 この差

異は、 大陸か ら我が国へのエア ロ ゾル輸送モデ リ ングの

精度向上に と って重要な問題であ る。 ま た、 湿性沈着速

度の違いよ り も排出イ ンベン ト リ の違いによ る大気中エ

ア ロ ゾル濃度の差は大き く 、Outflow 域でも同様の感度が

あった。また、 異な る力学フ レームを用いる こ と で、 エア

ロ ゾルの輸送過程や降水場の再現性が異な る ために、 大

陸か らの越境汚染エア ロ ゾルの再現性にばらつきが見ら

れた。 こ の差は、 排出イ ンベン ト リ の違いに よ る結果 と

同程度の影響があった。
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11） 　 最新直噴ガ ソ リ ン車の排気ガス中粒子状物質の特

性解明

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ013

〔担当者〕 ○近藤美則 （地域環境研究セン ター）， 伏見暁

洋， 藤谷雄二

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

温暖化対策 と し て喫緊の課題であ る乗用車の低燃費化に

対応し て、 近年市場投入が始ま っ た直噴ガ ソ リ ン車は、

良好な燃費性能を示す一方、 従来ガ ソ リ ン車では問題視

されなかった粒子状物質の排出が確認されている。 本研

究では、 直噴ガ ソ リ ン車の大気環境に及ぼす影響の把握

を目標 と し て、 その排出粒子中の粒径分布、 粒子の組成

･形態、 生成状況を明らかにする こ と を目的 とする。

〔内容および成果〕

自然給気式およびターボ過給式の直噴ガ ソ リ ン車各 1 台

に対し て、 走行モー ド、 暖機条件、 道路勾配等の条件を

変えたシ ャ シーダ イナモ試験を実施し、 粒子状物質の排

出状況を調査し た。粒径濃度のピークは 70-80nm であ り 、

負荷の変化は排出粒子の粒径分布にはほ と ん ど影響せ

ず、 排出濃度の増減の形で現れた。 また、 粒径別に粒子

を捕集し、 炭素分析、 形態観察等を実施し、 元素状炭素

が約 9 割、 デ ィ ーゼル排気粒子 と ほぼ同じ密度であ る等

を明ら かにし た。 なお、 今回の試験ではターボ過給式は

自然給気式よ り 多 く の粒子を排出し ていた。

12） 　 ろ床型排水処理システムにおける微生物相 と安定

同位体比の解析による排水浄化 / 汚泥減容化機構の

評価

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ014

〔担当者〕 ○小野寺崇（地域環境研究セン ター），珠坪一晃

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

本研究では、 生物学的排水処理システムの処理性能の向

上 と 余剰汚泥の削減に向けた基礎的知見を得る ため、 微

生物生態系の上位に属する高次生物 ( 原生動物および後

生動物 ) の同定と食物網の解析を行なった。

〔内容および成果〕

本研究では、 排水処理シス テムに生息する高次生物に対

し て、18S rRNA 遺伝子情報に基づ く 解析手法の開発を行

な う と と も に、 新規手法 と し て炭素 ・ 窒素安定同位体比

解析を適用する こ と で、 高次生物の食物網に関する知見

を得る こ と に成功し た。

13） 　 メ タ ン発酵廃水処理技術の実用化に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ015

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

近年、 有機性廃水の処理においては、 処理効率の向上 と

共に処理エネルギーの低減が求め られている。 メ タ ン発

酵は、 省 ・ 創エネルギー型の廃水処理技術であ るが、 そ

の適用範囲は限定されてお り 、 低有機物濃度の廃水や無

加温条件での処理には適用 さ れていない。 本研究では、

所内特別研究等で開発を行って来た無加温 メ タ ン発酵処

理技術等の実用化を見据え、 実廃水への適用性評価を民

間企業と の連携によ り 行 う 。

〔内容および成果〕

無加温 メ タ ン発酵の実用的な展開を見据え、 グ ラ ニ ュー

ル汚泥床型の メ タ ン発酵廃水処理装置によ る実廃水の連

続処理試験を実施し た。 廃水は、 飲料製造工場よ り 定期

的に採取し、 処理試験に供し た。 廃水の平均的な有機物

濃度は 940 mgCOD/L であった。 処理試験は 20 ℃条件下

で行い、 約 120 日の運転期間で、 有機物容積負荷 14.4

kgCOD/m3/day、COD除去率93%を達成する こ と が出来た。

以上の結果よ り 、 本 メ タ ン発酵処理法は、 実廃水に も十

分適用可能であ る事が明らかになった。

14） 　 ラ イ ダー観測デー タ を環境研究に応用するための

関連情報の整備に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1215AQ002

〔担当者〕 ○清水厚 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

環境研究所が展開し ている ラ イ ダーネ ッ ト ワーク におけ

る消散係数などのパラ メ ータ を用いて放射影響あ るいは

健康影響などについて調査する際に必要 と な る他の測定

手法 と の対応関係について明ら かにする と 共に、 利用者

に と って よ り 利便性の高いデータセ ッ ト の策定を行 う 。

〔内容および成果〕

各気象台におけ る 黄砂 ・ 煙霧等の目視観測結果 と ラ イ
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ダーに よ る地上付近の消散係数 と の対応関係を調べた。

こ の結果、 地点や年によ っては黄砂消散係数 と 黄砂目視

観測 と の対応が必ずし も良 く ない こ と、 煙霧に関し ては

一致度が高い こ と などが明ら かになった。 こ の他、 黄砂

消散係数が Fe 濃度と よ く 対応し ている こ と、黄砂消散係

数が高い時には SPM/PM2.5 比が 3 以上 と なる こ と などが

明らかになった。

15） 　 大気汚染物質のソース レセプ タ ー解析 と削減感受

性評価

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 0913BA005

〔担当者〕 ○永島達也（地域環境研究セン ター），大原利眞

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

日本を含む東アジアにおける大気汚染 ( オゾン と エア ロ

ゾル ) に対し て、 世界中の汚染物質排出源がどれ く らい

の寄与を持っているかを明ら かにする ため、 全球規模及

びアジア領域規模の化学輸送モデルを相互に用いて、 大

気汚染物質のソース ・ レセプター (SR) 関係を定量的に評

価し不確実性を議論する。 また、 温室効果ガスの削減シ

ナ リ オに準拠し た将来の大気汚染物質排出量の削減シナ

リ オ等に関し てその有効性を評価する。

〔内容および成果〕

(1) 東アジアにおけ る大気汚染物質の各領域間の ソース

レセプター(SR) 関係を全球規模化学モデル と領域規模化

学モデルを用いて評価する計算を行った。 双方 と も同一

の気象場 と 人為起源大気汚染物質の放出量を与え、 共通

のソース領域 ( 日本、 朝鮮半島、 中国北部 ・ 中部 ・ 南部 )

からの放出量だけ 20% 削減する実験を行い、 SR 関係を

求めた。 オゾンに関し ては、 特定の季節 と ソース領域の

組み合わせの時にモデル間で応答が大き く 異な る こ と が

分かった ( た と えば春季の中国中部では応答の符号が異

なる )。一方、生成反応に関する非線形性が強 く ないため

PM2.5 に関し ては、 どのソース領域・季節でも、応答の符

号に関するモデル間の相違はないこ と が確かめられた。

(2) 東アジアの幾つかのソース領域において、大気汚染物

質が排出される要因 ( セ ク ター) 毎に SR 関係を評価する

ための実験を行った。 領域規模化学モデルを用いて、 日

本、 朝鮮半島、 中国北部 ・ 南部におけ る、 家庭 ・ 産業 ・

輸送 ・ 火力発電と い う 4 セ ク ターからの影響を見積も っ

た と こ ろ、 日本中心部に対し て最も感度があ り オゾン高

濃度日の減少に効果の大き なセ ク ターは、 日本自身の輸

送セ ク ターであ り 、 50% の削減で約 1.3 日の減少効果を

持つと評価された。日本の他のセ ク ターは 50% 削減で 0.3

日程度の減少効果を持つが、 これ と 同等な効果を朝鮮半

島の輸送、 中国北部 ・ 南部での発電 ・ 輸送、 と いったセ

ク ターの削減から も得られる可能性が示唆された。

[ 備考 ]

S-7-1 テーマ代表者 ： 海洋研究開発機構 　 金谷研究員

16） 　 温暖化対策と のコ ベネ フ ィ ッ ト 評価も含めた総合

的な大気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 0914BA001

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

花岡達也

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

統合評価モデルであ る AIM を使用し、サブテーマ １ で推

計 さ れる最新の イ ンベン ト リ 情報を踏ま え る と と も に、

サブテーマ ２ と 連携し て、 地球環境研究総合推進費 A-

0808で分析されている IPCC第5次評価報告書に向けて検

討されている温暖化対策シオ リ オや地球環境研究総合推

進費 S-6 のアジアの低炭素社会シナ リ オをベースに、 社

会経済活動及び総合的な大気汚染物質削減シナ リ オを策

定し、サブテーマ １ の詳細な排出量予測に資する 2050 年

頃までのデータ を作成し、 提供する。 総合的な大気汚染

物質削減シナ リ オでは、 大気汚染対策の実施によ る温暖

化対策へのコベネフ ィ ッ ト ( 大気汚染対策によ る温室効

果ガス削減効果 ) について も定量的に評価する。

〔内容および成果〕

本推進費 S-7-2 において検討されている大気汚染対策に

よ る効果が定量的に評価でき る よ う に、 これまでに開発

し てき たモデルの改良を行 う と と もに、 推進費 S-6 で検

討されて き たな り ゆき シナ リ オ、 低炭素シナ リ オに対応

する大気汚染物質排出の ド ラ イ ビ ングフ ォースについて

定量化を行った。

17） 　 地球温暖化対策と し てのブ ラ ッ ク カーボン削減の

有効性の評価

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1113BA003

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 伊禮聡，

三好猛雄

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）
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〔目　的〕

本研究全体の目的は、 地球温暖化対策と し ての BC エア

ロ ゾル削減の有効性を評価する こ と であ る。 すなわち、

各種の排出源から排出される  BC や他の人為起源物質の

排出量を削減し た場合、 アジアやグ ローバルス ケールに

おいて、 放射強制力、 気温、 降水量がどのよ う に変化す

るのか、 直接 ・ 間接効果を含めて総合的に評価する こ と

であ る。 その基礎データ と し て東アジア地域でエア ロ ゾ

ルの個数濃度と化学組成を高い時間分解能で観測する。

〔内容および成果〕

平成 24 年度には、 航空機観測と同期し て、 国立環境研究

所長崎福江島観測ステーシ ョ ン ( 以下福江ステーシ ョ ン )

において、 エア ロ ゾルの粒径分布を評価する ため、 電気

移動度によ る分級 (5-500nm) と 凝結粒子計測部の組み合

わせた、 ワ イ ド レ ン ジパーテ ィ ク ル スペ ク ト ロ メ ー タ

(WPS) での地上観測を行った。直径100～200nm にピーク

があ り 、多い時で、10000 個 /cm3 (dN/dlogDp) を超え る粒

子が観測された。 また 10 から 20nm 付近でも しばしば粒

子の増加がみられてお り 、 これは粒子生成を観測し た も

の と考え られる。東アジア域における WPS の個数濃度分

布データが九州北部地域で初めて取得された。

18） 　 モ ン ゴルの永久凍土地帯における脆弱性評価及び

適応策の提言に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1214BA001

〔担当者〕 ○王勤学 （地域環境研究セン ター）， 岡寺智大，

孫志剛， 肖慶安

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

モンゴルでは温暖化の影響によ る 永久凍土の融解が顕在

化し 、 それによ っ て草原の乾燥化や砂漠化が進み、 草地

生産量や牧畜生産量にも 影響を及ぼすと 考えら れる 。 既

存の研究では、 永久凍土の融解によ る 水循環の変動およ

び牧草・ 牧畜生産量と の関係が解明さ れていない。 本研

究では、 科学的なデータ に基づいて永久凍土の融解及び

それに伴う 陸域生態系の脆弱性を 明ら かにする と 共に、

地域別の環境容量と 牧畜経済の持続性を維持でき る 頑強

な適応策の提言を行う 。 得ら れた情報や研究成果につい

ては、国連環境計画 (UNEP) のアジア太平洋地域適応ネッ

ト ワ ーク (APAN)等を通じ て他の地域と の共有を図る と 同

時に、 両国の政府関係者や政策決定者に向けて発信する 。

〔内容および成果〕

(1)早期観測ネ ッ ト ワークによ る永久凍土融解の検出及び

脆弱性評価について、 まず、 2000 ～ 2012 年の MODIS 高

次処理データ を利用し、 1km メ ッ シュの永久凍土分布図

を作成し た。 作成し た分布図を検証する ため、 モンゴル

北部の7地点で永久凍土の長期モニ タ リ ングを実施し た。

また、 永久凍土の分布 と 植生類型の分布 と の関係を解析

し た結果、 凍土指数が高い連続的な永久凍土地帯の分布

と 森林、 ツ ン ド ラ 及び湿草原の分布 と 一致し てい る が、

凍土指数が低い非永久凍土地帯では主に荒漠草原や砂漠

が広がっている こ と が分かった。

(2) 気候変動に対する環境容量・適応策評価システムの開

発 と 適応策の提言について、 まず、 SHAW(Simultaneous

Heat and Water)モデルによ る解析を行った結果、過去40年

間で凍土の活動層が増加し てお り 、 温暖化の影響が顕在

化し ている こ と が分かった。 また、 国際連合食糧農業機

関 (FAO) の SimSAGS モデル ( 放牧シ ミ ュ レーシ ョ ンモデ

ル ) によ る凍土融解・環境容量の検証およびソ ム ( 郡 ) レ

ベルの環境容量 と 適正家畜頭数を決定し た。 その結果、

Tov 県 Bayan 郡では、市場経済移行当初の 1991 年には、ヤ

ギ と ヒ ツジの ソ ム毎の頭数は環境容量の範囲内に収ま る

家畜数で放牧が行われていたが、 市場経済移行後に家畜

の頭数が急速に増加し、 環境容量をオーバーし た密度で

放牧を行っていた こ と が明らかにし た。

[ 備考 ]

本研究は慶応大学と共同で行っている。

19） 　 陸水中における カルシウムの化学形態が森林生態

系の物質循環におよぼす影響

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD009

〔担当者〕 ○越川昌美 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

酸性降下物等によ り 森林土壌からのカルシウ ム (Ca) 流出

が増加する と、 Ca 欠乏が動植物の生育に悪影響を及ぼす

こ と が懸念されている。 本研究では、 水に溶解しやす く

土壌に保持されに く い有機錯体 Ca によ り Ca 流出が加速

される可能性に着目し、「森林土壌から渓流に流出する溶

存態 Ca は、 Ca イオン と し て存在するのか、 可溶性有機

錯体 と し て存在するのか」 を明ら かにする こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕
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渓流水試料の有機錯体 Ca 濃度を求める方法 と し て，イオ

ン ク ロマ ト グ ラ フで測定し た Ca 濃度 (CaR ： Ca イオン濃

度と有機錯体 Ca 濃度の和 ) から電極法で検出される Ca

イオン濃度 (CaI) を差し引 く 方法を検討し た。 はじめに，

CaIの定量誤差が有機錯体Ca濃度を上回る と，有機錯体Ca

の有無が判別でき ない こ と が懸念されたため， ク エン酸

-Ca錯体やEDTA-Ca錯体に関する室内実験結果を行った。

その過程で， 従来注目されて こ なかった， 電極 リ ガン ド

が有機錯体 Ca から Ca イオンを引き剥がし て CaI を過大

評価する現象が明らかになった。

室内実験結果を総合する と，有機錯体 Ca の定量が可能 と

なる条件は次の とお り であった。 1) 電極法によ る CaI の

定量誤差 (1mM で 7%， 0.1mM で 11%， 0.01mM で 20%)

よ り も高い割合で有機錯体 Ca が存在する こ と。例えばク

エン酸 0.02mM の場合， CaR は 0.06mM 以下であ る こ と。

2)電極 リ ガン ド が有機錯体Caから Ca イオンを引き剥がし

て CaI を過大評価する現象が問題と な ら ないほど CaI が

高いこ と。例えばク エン酸 0.1mM の場合，CaR は 0.2mM

以上であ る こ と。 試料が これら の条件を満たすか否かは

試料中 リ ガン ド の質と量に依存するが， 環境試料が 1) と

2) を同時に満たすこ と は希であ り ， 渓流水試料中の有機

錯体 Ca の定量は困難であ る こ と が判明し た。

20） 　 東アジアにおけるエア ロ ゾル数濃度の空間分布 と

その変動要因の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD017

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

エア ロ ゾルは大気中に浮遊する直径数 nm から 10 μm 程

度の微粒子であ る。 エア ロ ゾルは雲を生成する核 (CCN)

と し て作用し、 その数濃度の大小は雲生成に大き な影響

を与え る  ( 間接効果 )。間接効果は CO2 の加熱効果に匹敵

する冷却効果を持つ と 推定されているが、 その信頼性は

非常に乏しい。 東アジアは世界最大の人為エア ロ ゾル排

出源であ り ながら、 その数濃度分布の動態はほ と んど分

かっていない。 本研究は、 最新の大気観測装置を駆使し

て東アジアで航空機および地上観測を行い、 エア ロ ゾル

数濃度の空間分布 と その変動要因を明ら かにする こ と を

主目的とする。

〔内容および成果〕

平成24年度も沖縄辺戸ステーシ ョ ンにおいてワ イ ド レ ン

ジスペク ト ロ メ ータ (WPS) と エア ロ ゾル質量分析計によ

る 観測を行っ た。 配管に よ る 影響をチ ェ ッ ク す る ため

WPS によ る直接屋外測定を行ったが個数濃度分布に差異

は見られなかった。 個数濃度上昇時の微小粒子に含まれ

る主な成分は硫酸塩と有機物 であった。 硫酸塩が多い と

と も に粒子中の有機物は酸化されて親水性があ り 、 雲凝

結核 と し て作用す る 可能性があ る こ と を を示唆 し てい

る。

21） 　 湖沼における浮遊細菌を介し た溶存有機物の動態

解明に向けた新たな展開

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1112CD002

〔担当者〕 ○渡邊圭司 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

湖沼の炭素循環において、浮遊細菌は溶存有機物の分解お

よ び新たな有機物の生産と いう 点で重要な役割を果たし

ている 。し かし ながら 、溶存有機物の何パーセント が浮遊

細菌によ り 取り 込ま れ、ま た新たな溶存有機物と し て排出

さ れる のか、さ ら にはそれら の溶存有機物がどのよ う な化

学的特性を 持つのかについては未解明である 。 本研究で

は、浮遊細菌を介し た溶存有機物の流れおよ び収支を純粋

分離株を用いた室内実験系によ り 解明し 、併せて実際の現

場における 浮遊細菌の現存量を明ら かにする こ と で、湖内

炭素循環における 浮遊細菌の寄与を見積る 。

〔内容および成果〕

主要浮遊細菌の中で、 最も高頻度に培養法で検出された

Polynucleobacter 属細菌のサブ ク ラ ス ターC(PnecC) および

D(PnecD) に着目し、日本の様々な栄養型の湖沼 (12 湖沼 )

におけ る それらの検出頻度 と 環境パラ メ ーター と の関係

を解析し た。PnecCは、腐植物質の簡易指標であ る SUVA254

が高 く 、 かつ糖およびア ミ ノ 酸の含量が低い溶存有機物

を多 く 含む環境から多 く 検出され、 PnecD については全

く 逆の結果 と なった こ と か ら、 PnecC は陸域起源の他生

性有機物が多い環境を好み、 一方 PnecD は一次生産が活

発な自生性有機物が多い環境を好む傾向を示すこ と が明

ら か と なった。 以上の結果か ら、 浮遊細菌の種ご と の棲

み分けが、 溶存有機物の質 と 密接に関係し ている こ と が

示唆された。 得られた浮遊細菌の純粋分離株を最小培地

で培養し、 培養液を回収し ３ 次元励起蛍光スペク ト ル解

析に供し た と こ ろ、 一部の浮遊細菌が腐植様蛍光を有す

る有機物を培地中に新たに生産し ている こ と が明らか と

な っ た。 ま た、 Polynucleobacter 属細菌 (PnecC お よ び
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PnecD) につい て、 日本の 13 湖沼お よ び 1 河川 よ り

fluorescence in situ hydridization 法に よ る 現存量推定 を

行った と こ ろ、 平均で全浮遊細菌の 15% を占める こ と が

明ら か と なった。 本研究によ り 、 浮遊細菌を介し た湖内

炭素循環の一端を、 分離株および化学物質のレベルで明

らかにする こ と ができ た。

22） 　 物理場に応答する浅い湖沼における リ ンの動態の

解明と そのモデル化に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1112CD009

〔担当者〕 ○篠原隆一郎 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

本研究は、 霞ヶ浦におけ る リ ンの動態の解明を最終的な

到達点 と する。 そ こ で、 以下の研究目的を設定し、 それ

を実行する。

１ ： 霞ヶ浦の底泥 ・ 懸濁物に含まれる リ ン画分を把握し、

その変動を明らかにする .

２ ： 霞ヶ浦周辺 ・ 内部の懸濁物の ソース と な り 得る水生

植物や、プラ ン ク ト ンなどに関し て リ ンの画分を計測し、

それらの組成を明らかにする。

３ ： 霞ヶ浦におけ る懸濁物中に含まれる リ ン画分別の分

解速度を定式化し、 既に開発済みのモデル内に導入を行

う こ と で溶存性無機態 リ ンのソースの把握を行 う 。

〔内容および成果〕

霞ヶ浦におけ る リ ンの動態には底泥が極めて重要であ る

と 考え られる ため、 本年度， 研究員は昨年度達成し た リ

ンの抽出 核磁気共鳴装置 (31P NMR) を用いた手法を応用

し、 研究を発展させた。 31P NMR を用いた分析は、 オル

ト リ ン酸と生物由来の リ ン ( モ ノ エステル結合態 リ ン、ジ

エステル結合態 リ ン、 ピ ロ リ ン酸 ) などの リ ンの形態を

分析する こ と ができ、 本研究は、 霞ヶ浦底泥柱状コ アサ

ンプルに存在する各々の リ ン化合物の量を定量化し た も

のであ る。 また、本研究は 31P NMR で分析された底泥中

における リ ンの濃度 と、 間隙水中に含まれる リ ンの濃度

と の関係を把握す る こ と を主要な目的 と す る も のであ

る。 本研究は霞ヶ浦全域調査で採取された 13ヶ月間の底

泥柱状コ アサンプルを対象 と し た。 これら のサンプルを

分析し た結果、 75% 以上がオル ト リ ン酸 と し て分析され

た。 生物由来の リ ンは 25% 以下 と な り 底泥中の リ ンの組

成 と し ては少なかった。 間隙水中の リ ン濃度 と の相関を

見る と、 間隙水中の有機態 リ ン と、 全ての リ ンの形態が

負相関を示し てお り 、 底泥中の リ ンは、 間隙水中の リ ン

の ソース と し て存在し ている こ と が明ら かになった。 特

に、モ ノ エステル結合態 リ ン中に含まれている リ ン脂質、

RNA などが最も有意な負相関を示し てお り 、 これらの化

合物に含まれている リ ンは底泥か らの リ ン溶出に と って

重要な位置づけであ る と推察された。

23） 　 アジアのエアロゾル ・ 雲 ・ 降水システムの観測 ・ モ

デルによる統合的研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1114CD001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 三好猛

雄， 伊禮聡

〔期　間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

エア ロ ゾル ・ 雲 ・ 降水過程は、 将来の気候変動予測にお

け る最大の不確定要因の一つであ る。 本研究では、 エア

ロ ゾルの数濃度 ・ 粒径分布を中心軸 と し て、 雲粒の数 ・

粒径、 そ し て雲粒の衝突併合によ り 生成する降水を、 素

過程に基づき統合的に理解する こ と を目指す。 鍵 と な る

プロ セス を正確に表現し た数値モデルを開発しつつ、 各

要素を段階的に検証し、 エア ロ ゾルの雲 ・ 降水への影響

を高精度で推定する。 また仮説の域を出ていないエア ロ

ゾルの大気加熱効果 ( 準直接効果 ) も、観測 と数値モデル

によ り 正確な評価をする。 こ のために これまで開発し て

き た最先端の計測技術を用いてエア ロ ゾル・雲の航空機・

地上観測を行い、 鍵 と な るプロセスの理解を格段に進展

させる。

〔内容および成果〕

平成 24 年度には、 国立環境研究所辺戸岬大気 ・ エア ロ ゾ

ル観測ステーシ ョ ンおよび長崎県福江島観測ステーシ ョ

ンににおいて、 エア ロ ゾル質量分析計によ る測定を行っ

た。 これによ る と 微小粒子に含まれる主な成分は硫酸塩

と 有機物であ り 、 有機物は著し く 酸化されていた。 長崎

県福江島の観測では、 質量濃度が 2 月 21 日から上昇し、

2月23日には全体で 　 を 40μgm-3超え る高濃度を記録し

た。 また、 3 月 4,5 日にも 50μgm-3 近い高濃度を記録し

てお り 個数濃度上昇は、 硫酸塩、 有機物など を含む微小

粒子の濃度が上昇し たため と考え られる。

24） 　 微生物によ る ヒ 素の環境動態変化に及ぼす抗生物

質の影響の解明
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〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1114CD002

〔担当者〕 ○山村茂樹 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

抗生物質を含めた医薬品が広範な水環境か ら検出されて

お り 、 環境中におけ る薬剤耐性細菌の発生や耐性遺伝子

の伝播 ・ 拡大が憂慮されている。 一方、 その影響は環境

微生物の群集構造に も及び、 物質の挙動を大き く 変化さ

せる可能性があ る。 特に、 ヒ 素のよ う な毒性を持つ微量

元素の場合は、 微生物を介し た環境動態の変化が ヒ ト の

健康影響に直結する恐れがあ る。 本研究では、 環境中に

おけ る ヒ 素の可溶化／不溶化に関与する ヒ 素の酸化 ・ 還

元に着目し、 これら を担 う 微生物反応に及ぼす各種抗生

物質の影響を評価する。 それ と と も に、 微生物相の変遷

をモニ ターし、 抗生物質が各微生物反応に影響を与え る

メ カニズムを解明し た う えで、 その リ ス ク を詳細に評価

する。

〔内容および成果〕

茨城県内の河川 ・ 湖沼から採取し た数種類の底泥サンプ

ルを植種源 と し て用い、 無機 ヒ 素の酸化 ・ 還元に及ぼす

各種抗生物質の影響を培養試験によ り 調べた。その結果、

抗生物質耐性を持つ好気性の ヒ 酸塩還元細菌は、 環境中

に広 く 分布し ている可能性が示された。 一方、 亜 ヒ 酸塩

酸化細菌の抗生物質に対する感受性は、 生息域によ って

異なる こ と が示唆された。 また、 16S rRNA 遺伝子及び亜

ヒ 酸塩酸化遺伝子の ク ローン解析の結果か ら、 一般的な

環境中の亜 ヒ 酸塩酸化細菌は、 ほ と んどがプロ テオバク

テ リ ア門に属する こ と が明ら か と な り 、 あ る種の抗生物

質によ ってその活動が阻害される と 酸化 ・ 還元のバラ ン

スが崩れる可能性が示唆された。

25） 　 ス タ ッ ク型微生物燃料電池による省・創エネルギー

排水処理技術の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1213CD002

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

現在、都市下水や産業排水などの有機性排水の大部分は、

好気性微生物によ る処理が施さ れている。 し か し、 現状

の排水処理では多大な曝気電力の消費 と 余剰汚泥の大量

発生等の解決すべき問題があ る。 本研究課題では、 消費

エネルギーや余剰汚泥の発生量が少な く 、 排水に含まれ

る有機物か ら電気エネルギーの直接回収が可能な微生物

燃料電池 (MFC) の排水処理への適用において発電性能 と

有機物除去性能を改善する ための新規システムの開発を

行 う 。

〔内容および成果〕

本年度は、 一槽型微生物燃料電池を直列に ２ 台接続し、

ス タ ッ ク 化を行ったシ ス テムで排水処理試験を行った。

排水には廃糖蜜を使用し、 電気伝導度確保等を目的 と し

て リ ン 酸緩衝液等 を 含む培地に所定有機物濃度 (0.5

gCOD/L)) になる よ う に希釈し て調整 ・ 供給し た。 排水処

理は、 前段の微生物燃料電池の処理水が後段微生物燃料

電池に流入する プ ラ グ フ ロー型で行っ た。 結果 と し て、

処理時間各 13 時間 ( 全体 26 時間 ) の条件下で、全体での

平均 COD 除去率 79.8%、 クーロ ン効率 11.6%、 出力密度

0.53 ～ 0.55 W/m3( 各 MFC 共 ) を発揮し た。

また、 上記の装置で処理時間一定 ( 全体で 24 時間 ) の条

件下で、 供給排水の有機物濃度変化によ って容積負荷を

変更し、 その影響を評価し た。 低容積負荷では有機物濃

度不足に よ っ て生 じ る 装置の出力密度の低下が顕著で

あった。 一方で高容積負荷時では、 メ タ ン生成によ る電

子の損失の影響が大き く な る事が明ら かにな り 、 微生物

燃料電池におけ る最適な容積負荷条件設定に関する知見

が得られた。

26） 　 速度マネージ メ ン ト に着目し たエ コ ド ラ イ ブ普及

施策の定量的評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD018

〔担当者〕 ○近藤美則 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

交通安全の観点から速度マネージ メ ン ト が推進されてい

る。 一方、 低炭素社会の実現に向けて、 運輸部門におけ

る自家用乗用車からのCO2排出削減が急務 と なってお り 、

即効性のあ る対策 と し てエコ ド ラ イブの普及が推進され

ている。 そ こ で、 一般に推奨されている 「ゆっ く り と し

た発進加速」 と は異な り 、 「規制速度を守る」 と い う エコ

ド ラ イブ方法を推奨する施策によ って、交通流全体のCO2

排出量が削減される こ と を、 3 つの地方都市をケース ス

タデ ィ と し て、 交通流シ ミ ュ レーシ ョ ンを用いて検証す

る。 また、 普及施策 と し て、 ド ラ イバーの自主的な取 り

組みに依存 し ない速度違反の取締 り 強化、 速度 リ ミ ッ

ター装置の導入等を検討し、 さ らに、 中期的な視点から、
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電動車両が普及し た場合のエコ ド ラ イブの役割を定量的

に評価する こ と を本研究の目的とする。

〔内容および成果〕

エコ ド ラ イブの効果を推定する ために、 シ ャ シーダ イナ

モ設備を使った車両試験を実施し、 また過去の試験デー

タ を使って、 数台のエンジン車に対し て燃料消費マ ッ プ

を作成し た。

27） 　 GCOM-C1 に基いた地表面蒸発散量の推定アルゴ リ

ズムの開発

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コード〕 0912KZ001

〔担当者〕 ○王勤学 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

GCOM-C1 に搭載する SGLI の可視バン ド、近赤外線バン

ド 及び熱赤外線バン ド のデータ を用いて、 地表面の蒸発

散量 (ET) を推定する アルゴ リ ズムを開発する こ と であ

る。

〔内容および成果〕

地表面の熱収支理論を基いて、 地上観測データ を依存し

ない蒸発散モデル Sim-ReSET を開発し た。 このモデルを

ベースにアルゴ リ ズムを開発し、 MODIS の可視バン ド、

近赤外線バン ド 及び熱赤外線バン ド のデータによ る高次

処理プロ ダ ク ツを用いて、 2000 － 2012 年のアジア地域

をカバーする地表面蒸発散量 (ET) のデジ タルマ ッ プセ ッ

ト を作成し た。

28） 　 東アジア地域における影響評価のための観測デー

タ収集

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コード〕 1112LA001

〔担当者〕 ○王勤学 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

慶応大学 と 共同で実施する環境省の委託事業 「脆弱な途

上国におけ る影響評価 ・ 適応効果の現地実証業務」 の一

環 と し て、 東アジア地域において、 温暖化影響の監視、

評価及び観測情報収集を行 う 早期観測ネ ッ ト ワーク ( ウ

ルムチ近郊に設置されている衛星受信システム、 ( 独 ) 国

立環境研究所に設置されている衛星データ解析シス テム

及び適応実証サイ ト におけ る地上統合観測システムか ら

なる早期観測ネ ッ ト ワーク ) の維持管理を行い、 東アジ

ア地域をカバーでき る MODIS 衛星高次処理データ と ７

つの代表的な実証サイ ト ( 畑地、 水田、 草原、 森林、 砂

漠、 森林凍土、 草原凍土 ) での地上観測データ を取得し、

温暖化などの影響評価データベースの構築を行 う 。 さ ら

に、 これら の衛星 ・ 地上観測データ を用いて広域的な陸

域環境影響の早期診断システムの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

温暖化影響の監視 と 観測情報の収集を行 う ため、 ウルム

チ近郊に設置されている衛星受信システム、 ( 独 ) 国立環

境研究所に設置されている衛星データ解析システム及び

中国 ・ モンゴルで設置し ている地上統合観測システムか

ら な る早期観測ネ ッ ト ワーク の維持管理を行った。 これ

らの情報を基に、 2000 － 2012 年の 12 年間の東アジア地

域をカバーする地表面温度 (LST)、 植生指数 (NDVI)、 純

一次生産量 (NPP) などの MODIS 衛星高次処理データ を

作成し、 また、 典型的な生態系 ( 畑地、 水田、 草原、 森

林、 砂漠、 森林凍土、 草原凍土 ) での地上観測データ を

取得し、 東アジアをカバーする温暖化影響評価用データ

ベース を構築し た。 これら の衛星 ・ 地上観測データ を用

いて、 中国やモンゴルなどの陸域生態系の季節変化 と 経

年変化の挙動を診断し た。

29） 　 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデ

ル活動の展開と普及 『久米島応援プロジ ェ ク ト 』

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コード〕 1012MA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

浪崎直子， 林誠二

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

南西諸島は、 世界的に見て も貴重な自然環境が今も残る

場所であ り 、世界自然遺産の候補地に選定されているが、

外来種対策や保護区設定が十分でない こ と などか ら遺産

登録には至っていない。 また、 サンゴ礁域の大規模埋め

立てや林道敷設等の計画 ・ 実施も、 保全対開発 と い う 対

立図式を深化 さ せてい る。 一方、 南西諸島の各地では、

自然観察、 環境教育、 環境保全を目的 と し た地域団体が

数多 く 存在し ているが、 人材 ・ 資金 ・ 情報の不足等の問

題でその活動は必ずし も 持続的 と はいえず、 地域住民、

地域団体、 研究者、 NGO、 行政等の連携、 協働の重要性、

可能性が高ま っている。自然資源の保全と利用を効果的・

持続的に進め る 地域モデルを沖縄県久米島において構

築、 普及させ、 南西諸島の生物多様性を保全する。
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〔内容および成果〕

最新の土地利用状況と し て、土地改良区排水路の上流が新

たに開墾さ れている こ と が明ら かと なった。 ま た、 歴史的

には、 戦前戦後～ 1960 年代ま では稲作と イ モ栽培が盛ん

であり 、 サト ウ キビへの転換は 1960 年代ごろから 始ま っ

たこ と 、1970 年以降に大規模な土地改良事業によ ってサト

ウ キビのほぼ単作状態と なったこ と が明ら かと なった。

赤土流出対策 と し て、 営農支援データベース を基に、 地

形等の影響でサ ト ウ キビの作型に関わらず恒常的に赤土

流出を招いている可能性が高い農地を抽出し ( 全農地の

2%程度)、それらへ畦畔部分への植栽(グ リ ーンベル ト )を

実施する こ と によ る流出防止効果を計算し た。その結果、

赤土年間流出量の 10% 程度の削減を も た らす結果が得ら

れた。

30） 　 ゴム廃水の温室効果ガス排出能 ・ 分解機構評価

〔区分名〕 地球規模課題対応国際科学技術協力事業 (JST-

JICA)

〔研究課題コード〕 1115ZZ002

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

生物資源の持続可能な利用およ び気候変動の緩和策に資

する 研究と し て、天然ゴムに関する 基盤技術やゴムナノ テ

ク ノ ロ ジーを確立する こ と によ って、合成ゴムを天然ゴム

に置き 換え、化石資源の消費量削減と 二酸化炭素排出量削

減を目指す ( 長岡技術科学大学担当 )。 ま た、 天然ゴム製

造工程廃液を 対象と し た廃水処理技術と ゴム廃木から の

次世代バイ オ燃料生産技術を同時に開発する こ と によ り 、

ク リ ーン開発メ カニズムに貢献する 環境調和型天然ゴム

利用シス テムを 構築する 。 国立環境研究所では、 ゴム製

造・ 加工廃水の既存処理シス テムの調査によ る 温室効果ガ

ス の排出量の評価、 ゴム廃水の分解特性の調査によ り 、 適

切な廃水処理シス テムを 開発する ための基礎知見収集を

行い、 現地と の共同研究によ る 実証処理試験を行う 。

〔内容および成果〕

本年度は、 ベ ト ナムにおいて天然ゴム製造廃水の処理を

行っている開放型嫌気性処理槽 ( 複数の処理槽をバッ フ

ル板によ り 複数連結 ) から排出される温室効果ガスの測

定を行った。 調査の結果、 廃水の嫌気性処理槽か ら排出

されるバイオガスには、 55.7 ～ 60.8 % の メ タ ン と 329 ～

423 ppm の亜酸化窒素が温室効果ガス と し て含まれてい

た。嫌気性処理槽からの メ タ ン生成量は、2.56 ～ 9.13 NL/

(m2.hr) の範囲にあ り 、 流下方向で中央部の処理槽で最大

と なった。 嫌気性処理槽で廃水の有機物 (COD) の 95 %

が除去され、 除去された COD の 60 % に相当する メ タ ン

ガスの生成が確認された。 また嫌気処理槽汚泥の菌相解

析を実施し、 主要な メ タ ン生成細菌を同定し た。

31） 　 東アジアにおける大気質変化を解明するための沖

縄辺戸 ・ 長崎福江におけるモニ タ リ ング

〔研究課題コード〕 1015AF001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 杉本伸

夫， 佐藤圭， 清水厚， 鈴木規之

〔期　間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

32） 　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構と その底生生

物影響評価に関する研究

〔研究課題コード〕 1011AG001

〔担当者〕 ○牧秀明 （地域環境研究セン ター）， 中村泰男，

東博紀， 金谷弦， 越川海

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

33） 　 窒素飽和状態にある森林域からの窒素流出負荷量

の定量評価および将来予測

〔研究課題コード〕 1012AG003

〔担当者〕 ○林誠二 （地域環境研究セン ター）， 渡邊未来，

越川昌美， 高津文人

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

34） 　 ブナ林生態系における生物・環境モニ タ リ ングシス

テムの構築

〔研究課題コード〕 1012AH005

〔担当者〕 ○清水英幸（地域環境研究セン ター），伊藤祥子

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

35） 　 長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾ ン

および酸性霧による森林影響

〔研究課題コード〕 1012AH006

〔担当者〕 ○清水英幸（地域環境研究セン ター），伊藤祥子

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

36） 　 津波によ り堆積物と混合 ・ 沈降し た流出油の分布 ・

消長と底質環境影響評価に関する研究

〔研究課題コード〕 1212AN003

〔担当者〕 ○牧秀明 （地域環境研究セン ター）， 金谷弦

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）
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37） 　 MRI 画像解析と同位体解析による栄養塩や温室効

果ガスの底泥からのフ ラ ッ クス予測

〔研究課題コード〕 1214AO002

〔担当者〕 ○高津文人 （地域環境研究セン ター）， 今井章

雄， 小松一弘， 渡邉英宏， 広木幹也， 岩崎一弘，

上野隆平

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

38） 　 二次有機エア ロ ゾル生成に関わる反応プ ロセスの

研究

〔研究課題コード〕 1115AQ002

〔担当者〕 ○佐藤圭 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

39） 　 海洋大循環モデルの高精度化へ向けた乱流混合パ

ラ メ タ リゼーシ ョ ンの数値的研究

〔研究課題コード〕 1212AQ012

〔担当者〕 ○古市尚基 （地域環境研究セン ター）， 東博紀

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

40） 　 東アジアにおける排出イ ンベン ト リ の高精度化 と

大気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔研究課題コード〕 0913BA001

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 藤田壮，

増井利彦， 花岡達也， 戸川卓哉

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

41） 　 地上・衛星ラ イダーによるアジア域のエアロゾル解

析に関する研究

〔研究課題コード〕 0913BA004

〔担当者〕 ○清水厚 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

42） 　 北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン ・

エアロゾル現場観測 ( 揮発性有機化合物と窒素酸化

物の測定 )

〔研究課題コード〕 0913BA007

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター）， 猪俣敏

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

43） 　 先端的単一微粒子内部構造解析装置によ る越境汚

染微粒子の起源 ・ 履歴解明の高精度化

〔研究課題コード〕 1012BA002

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 伊禮聡，

佐藤圭， 三好猛雄

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

44） 　 全国の環境研究機関の有機的連携によるPM2.5汚染

の実態解明と発生源寄与評価

〔研究課題コード〕 1113BA007

〔担当者〕 ○菅田誠治（地域環境研究セン ター），大原利眞

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

45） 　 わが国都市部のPM2.5に対する大気質モデルの妥当

性と予測誤差の評価 － (3) 相互比較による大気質モ

デリ ングの妥当性検証と予測精度評価－

〔研究課題コード〕 1012BD003

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 森野悠

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

46） 　 健康影響が懸念されるPM2.5粒子状物質のわが国風

上域での動態把握

〔研究課題コード〕 0812CD005

〔担当者〕 ○佐藤圭 （地域環境研究セン ター）， 高見昭憲

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

47） 　 揮発性ビン ・詳細反応モデル開発による二次有機エ

アロゾル計算の精緻化と生成機構解明

〔研究課題コード〕 1112CD003

〔担当者〕 ○森野悠 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

48） 　 社会経済活動のグローバル化を考慮し たエア ロ ゾ

ル排出源と影響の評価

〔研究課題コード〕 1112CD006

〔担当者〕 ○大原利眞（地域環境研究セン ター），西澤匡人

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

49） 　 DOM の光分解特性が生物難分解化に及ぼす影響評価

〔研究課題コード〕 1112CD007

〔担当者〕 ○小松一弘 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

50） 　 農作物残渣の野焼きが大気粒子に与える影響評価

〔研究課題コード〕 1213CD001

〔担当者〕 ○伏見暁洋 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

51） 　 rRNA/rDNA 比を用いた富栄養湖霞ヶ浦におけるア

オコの動態評価に関する研究
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〔研究課題コード〕 1214CD001

〔担当者〕 ○冨岡典子 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

52） 　 高線量地域からの放射性セシウムの河川・湖沼への

流出評価と湖底の放射能マ ッ プ作成

〔研究課題コード〕 1214CD010

〔担当者〕 ○田中敦 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

53） 　 溶存無機炭素の同位体組成によ る新たな流域診断

指標の構築

〔研究課題コード〕 1214CD017

〔担当者〕 ○高津文人 （地域環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

54） 　 大気環境物質のためのシームレ ス同化システム構

築と その応用

〔研究課題コード〕 1014CE001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 上田佳

代， Ng Chris Fook Sheng

〔期　間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

55） 　 大気環境物質のためのシームレ ス同化システム構

築と その応用 (2) 大気汚染物質 ・ ダス ト の同化と逆

問題システムの構築

〔研究課題コード〕 1014CE002

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 森野悠，

五藤大輔

〔期　間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

56） 　 多媒体モデ リ ング と戦略的モニ タ リ ングによ る放

射能汚染の広域環境影響評価

〔研究課題コード〕 1113NA002

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 田中敦，

鈴木規之， 森野悠， 柴田康行， 高村典子， 野原

精一， 今井章雄， 林誠二， 東博紀， 今泉圭隆，

大迫政浩， 中山祥嗣

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

57） 　 熱帯ダム貯水池の沿岸区域における底泥の生成・堆

積過程と栄養塩循環機能の解明

〔研究課題コード〕 1213NA001

〔担当者〕 ○村田智吉 （地域環境研究セン ター）， 福島路

生， 広木幹也， 冨岡典子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

【関連課題】

58） 　 藻場・干潟等浅海域と陸水域における生態系機能評

価と生息環境修復に関する研究

〔研究課題コード〕 1214AH003

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター） ，

中村雅子， 有田康一， 石井裕一

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

59） 　 汎用 IT 製品中金属類のラ イ フサイ クルに着目し た

環境排出 ・ 動態 ・ 影響に関する横断連携研究

〔研究課題コード〕 1113AO001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

梶原夏子， 鈴木剛， 小口正弘， 中島大介， 稲葉

一穂， 岩崎一弘， 村田智吉， 山村茂樹

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

60） 　 内湾生態系における放射性核種の挙動と 影響評価

に関する研究

〔研究課題コード〕 1214AO003

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 児玉

圭太， 田中敦， 苅部甚一， 牧秀明， 金谷弦

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

61） 　 連続観測 ミ ー散乱ラ イ ダーでのデー タ 品質評価手

法の検討

〔研究課題コード〕 1012AQ002

〔担当者〕 ○松井一郎 （環境計測研究セン ター）， 杉本伸

夫， 清水厚， 西澤智明

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

62） 　 サン ゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量

評価と将来予測

〔研究課題コード〕 1115BA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

河地正伸， 杉原薫

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

63） 　 群馬県に降下し た放射性セシウムの動態解析 と将

来予測

〔研究課題コード〕 1213BA001

〔担当者〕 ○野原精一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）
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64） 　 国際河川 メ コ ン川のダム開発 と環境保全－ダム貯

水池の生態系サービスの評価

〔研究課題コード〕 1214BA005

〔担当者〕 ○福島路生 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

広木幹也， 村田智吉， 冨岡典子， 吉田勝彦

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

65） 　 湿原流域の変容の監視手法の確立 と生態系修復の

ための調和的管理手法の開発

〔研究課題コード〕 0812BB001

〔担当者〕 ○野原精一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

広木幹也， 林誠二， 亀山哲

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

66） 　 アジア ・ オセアニア域における長寿命 ・ 短寿命気候

影響物質の包括的長期観測

〔研究課題コード〕 1216BB001

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター）， 向井人

史，野尻幸宏，寺尾有希夫，遠嶋康徳，杉田考史

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

67） 　 底質酸化による閉鎖性浅海域の生物生息環境の改善

〔研究課題コード〕 1012BC002

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター） ，

中村雅子， 有田康一， 竹岡理絵， 石井裕一

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

68） 　 地域活性化をめざ し たバイオマス利用技術戦略の

立案手法の構築

〔研究課題コード〕 1012BE003

〔担当者〕 ○稲葉陸太 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

松橋啓介

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

69） 　 ス ト レス とサンゴ礁の歴史的変化

〔研究課題コード〕 0812CD007

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

小熊宏之， 林誠二， 石原光則

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

70） 　 サンゴ礁共存 ・ 共生未来戦略

〔研究課題コード〕 0812CD008

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

浪崎直子

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

71） 　 遺伝子発現プ ロ フ ァ イルに基づ く 植物のス ト レ ス

診断と水稲葉枯症の原因究明

〔研究課題コード〕 1012CD015

〔担当者〕 ○佐治光 （企画部）， 清水英幸， 伊藤祥子， 佐

治章子

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

72） 　 完新世における東アジア水循環変動と グローバル

モンスーン

〔研究課題コード〕 1115CD004

〔担当者〕 ○内田昌男 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

73） 　 環境放射性物質を用いた湿地生態系機能評価に関

する研究

〔研究課題コード〕 1214CD004

〔担当者〕 ○野原精一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

74） 　 越境大気汚染に含まれる粒子成分が循環器疾患発

症に及ぼす影響

〔研究課題コード〕 1214CD016

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究セン ター）， 高見昭

憲， 森野悠， 上田佳代， 道川武紘

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

75） 　 迅速網羅分析手法の開発と GISを活用し た汚染評価

システムへの導入

〔研究課題コード〕 1215CD004

〔担当者〕 ○頭士泰之 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

76） 　 コベネフ ィ ッ ト 型都市開発プロジ ェ ク ト

〔研究課題コード〕 1112MA001

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター） ，

金田百永， 藤井実， 戸川卓哉， 大西悟

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

77） 　 東京都を対象と し た総合的温暖化影響評価の検討

〔研究課題コード〕 0911ZZ001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究セン ター），

高橋潔， 林誠二， 増井利彦， 原澤英夫

〔期　間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）
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5.(5) 生物 ・ 生態系環境研究分野における研究課題

1） 　 震災 ・ 津波による三陸沿岸域の生物多様性 ・ 機能的

多様性への影響の定量化

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コード〕 1112AF001

〔担当者〕 ○山田勝雅 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

現在、 東日本大震災復興のための沿岸域の港湾整備が急

速に進められている。 社会的 ・ 経済的復興が最優先課題

であ る ため産業活動 (漁業等 ) に対する配慮が行き届 く 一

方で、その産業活動を支え る沿岸生態系 ( 特に潮下帯 ) が

震災後の現在どのよ う な状態にあ るのか、 震災によ って

生物多様性 (種組成 )や機能はどの程度変化し たのか等の

基礎的知見は欠落し ている。 震災によ る生態系の変動を

考慮し ない人為的な港湾環境の改変によ って 2 次災害 (

例えば、 鍵種の損失 ) の危険性も否めない。 生物多様性

を軸に、 沿岸域生態系の保全 ・ 持続的利用を考慮し た港

湾整備のあ り 方を提案する ための科学的根拠を得る こ と

が急務であ る。

本研究は三陸地方の南北に連な る各湾において、 震災 ・

津波によ る三陸沿岸域の生物多様性 ・ 機能的多様性への

影響の定量化を目的 と する。 本研究では特に、 沿岸域の

生物多様性の回復の起点 ( ソース ) と なる基質 ( 藻場・海

草場 ) の震災前後の空間分布の変化に注目し、 (1) 震災前

後の基質 ( 藻場 ・ 海草場 ) の空間配置の変動、 (2) 震災前

後の基質に蝟集する動物群集の多様性 (種構成 ) の空間変

動から、 震災前後の生物群集 ( 動物群集 ) の生物多様性、

機能的多様性、 生物間相互作用網の空間変動パターンを

解明する と共に各場間の連結度 (Connectivity) の変化を見

積も る こ と で、震災・津波 ( 大攪乱 ) によ る これら指標の

損失の程度を定量的に把握する。 さ ら に これらの結果を

基礎的パラ メ ーターと し て用い、今後 ( 震災後 ) の生態系

回復 ( 遷移 ) 過程を予測する こ と を目標と し ている。

〔内容および成果〕

震災前後の基質 ( 藻場・海草場 ) の空間配置の変動を解明

する ために、 震災直後の三陸沿岸域の衛星写真を用いて

藻場 ・ 海草場の教師付分類を行った。 船越湾の海草場は

津波によ ってほ と んど消失し ている一方で、 津波の影響

が比較的弱かった と 考え られる広田湾、 山田湾では、 海

草場の回復が認められた。 特に、 山田湾オ ラ ンダ島周辺

は、 震災前 と ほぼ変わら ない海草場の回復が見られ、 そ

の詳細な空間分布も明ら かになった。 しかし、 航空写真

の撮影は天候等に左右される ため、 全地域の撮影、 海草

分布の定量評価には至っていない。 今後、 継続し て、 航

空写真の撮影、海草場分布の定量評価を行 う 予定であ る。

震災後の海草場に蝟集する小型無脊椎動物の空間分布を

把握し、 震災前 と の群集構造の比較、 震災後の群集形成

プロ セスの違いを解析し た。 海草場がほ と んど消滅し た

場所の小型無脊椎動物の多様性 (種数 ) は震災前 と比べ著

し く 減少し、 その群集構造も著し く 変化し種組成は単調

化し ていた。 一方で、 震災後も あ る程度の海草場が維持

されている場所では、多様性 ( 種数 ) は震災前と同様、 も

し く は増加し ている場合も見られ、 群集構造も震災前の

2004-2005 年 と類似し ていた。 こ のこ と は、消滅を逃れた

わずかな海草場に動物種の多 く が蝟集し ている可能性を

示唆し てお り 、 震災後に残存し たわずかな海草場パッ チ

間に、 震災前よ り も、 よ り 堅固な メ タ群集が形成されて

いる こ と が伺え る。 今後、 昨年の成果を生かし、 残存し

た海草場パ ッ チ間に形成されている、 小型無脊椎動物群

集の各機能群の空間自己相関の寄与率の震災前後の変化

の程度を把握する こ と で、 各場間の連結度 (Connectivity)

の変化を明ら かにする。 なお、 今後の調査には、 引き続

き東北沿岸域を拠点 と する多 く の大学 ・ 行政機関にご協

力いただ く こ と と なった。

2） 　 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト

ワーク構築

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1214AH002

〔担当者〕 ○高村典子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

松崎慎一郎， 中川惠

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

湖沼はこれまで水質管理を主体に実施し て き たが、 生態

系保全や生物多様性の保全 と い う 観点か らの評価手法の

開発が必要になっている。 水質は公共用水域 と し てモニ

タ リ ングが実施されているが、生物情報は離散的であ り 、

全国的には公的なモニ タ リ ン グ な どは実施 さ れていな

い。 そ こ で、 全国の湖沼を対象に、 共通の生物 ( 例えば、

プラ ン ク ト ン ・ 水生植物 ・ 魚介類 ) と それらの生育 ・ 生

息に深 く 関係する水質や流域情報など を収集し、 統合化

する こ と で、 全国の湖沼生態系評価のための情報整備を

行い、 さ ら に評価手法など を共有する人的ネ ッ ト ワーク

を構築する。
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〔内容および成果〕

 全国湖沼の生物多様性 ・ 生態系のデータ を収集 ・ 整理し

た。 昨年度に引き続き、 指標性の高い水生植物および淡

水魚類について過去か ら現在までの分布情報を収集し、

多様性の変化について と り ま と めた。 水生植物、 淡水魚

類 と も に、 全国の湖沼で種数の減少が認め られた。 ただ

し、 湖沼間で減少率のバラ ツキが大きかった。 また、 参

画し ている機関が対象 と し ている湖沼について、 水質 ・

生物モニタ リ ングの内容 ( 測定項目 ・ 実施期間 ・ データ

の利用方法など ) および外来種の侵入状況に関する メ タ

データ を作成し た。 平成 24 年 10 月には、 全体会議を行

い、 湖沼の生物多様性の現状、 自然再生の取 り 組みや課

題について情報交換 と 議論を行い、 情報ネ ッ ト ワーク の

構築を行った。

3） 　 藻場 ・ 干潟等浅海域と陸水域における生態系機能評

価と生息環境修復に関する研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1214AH003

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター） ，

中村雅子， 有田康一， 石井裕一

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

現在我が国では閉鎖性海域中長期ビジ ョ ン ( 平成 22 年 3

月発表 ) を通じ て望ま しい水環境のあ り 方が提言され，同

時に地域におけ る里海創生支援を通じ て， 流域を含む里

海総合管理が推進されている。 また， 生物多様性基本法

において地域での生物多様性保全戦略の策定が規定され

ている。

本研究は， 干潟 ・ 藻場等浅海域か ら河川等陸水域に至る

流域圏 と し ての里海において， 地方環境部局および地環

研に求められている安全快適で良好な水辺環境の形成 と

い う 目的の も と， 生物多様性地域戦略に資する生態系機

能解明 と 生息環境修復技術に関する調査や評価を実施す

る も のであ る。 具体的には， 田園 ・ 農村か ら都市に至る

各地方の所有する豊富な事例や多様な現場において， 生

態系機能評価に有効な共通手法の精査および実施 と 相対

的評価によ る診断， それら に基づき多様な改善手法か ら

の賢明な選択を通じ て地域に応じ た必要な処方箋を示す

手順作 り を目指す。

〔内容および成果〕

本 II 型共同研究に参加する機関が所有する豊富な事例 と

多様な現場を活用し、 生態系機能評価に関する手法 と 改

善事例の収拾整理に取 り 組んだ。 生態系の評価技術につ

いては、 水質 ・ 底質 ・ 生物の三項目について評価項目を

選定し、 本年度は干潟の生態系機能 と し て、 分解 と 生産

に関する機能および生物生息環境の評価ツールに関する

検討を行った。

具体的には東京湾および大阪湾各所において底質微細藻

の生物量を公定法に従った従来法 と ク ロ ロ フ ィ ル蛍光を

活用し た迅速計測法で実施し た。両者の特徴を生かし て、

広域かつ迅速な生物量評価の検証を行った。 分解機能に

ついては、 添加有機物の強度評価 と 重量減少率の関係に

ついて検討を行った。 生物生息環境については、 スナ ッ

プシ ョ ッ ト 的環境項目 と積算的項目 と の関係の検証を開

始し た。

4） 　 沿岸域湿地におけるマングローブ植林の統合データ

ベース構築と植生群落の空間解析

〔区分名〕 分野横断

〔研究課題コード〕 1115AO001

〔担当者〕 ○亀山哲 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター） ，

野原精一

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

経済発展の目覚ま し い東南ア ジ アにおいては、 生態系

サービ スの面で価値の高い沿岸性湿地の生態系が急激に

減少し ている。 特にその大き な理由は地域経済活性化の

ための推進されている水産養殖地域の急拡大であ る。 し

かし近年、 生物多様性保全の側面から マング ローブ林を

はじめ と する湿地生態系の保全や再生がグ ローバルな環

境政策と し て大き な注目を集めている。

本研究では、 過去数十年間に大き く 人為改変されたマン

グ ローブ林を含む沿岸性湿地に注目し、 その変容の解明

と 自然再生計画の支援目的 と する。 そ し て過去に行われ

た植林に関する統合型のデータベース構築 と 植生群落の

時空間的な解析を行 う 。

〔内容および成果〕

現在アジアで広 く 行われている水産養殖池の実態は、 持

続的 と は言い難い も のが多 く 、 高い生産効率ゆえに大き

な負荷を環境に与え、 必然的に養殖池の寿命を縮める結

果 と なっている。 その結果、 コ ス ト と 便益の収支が合わ

な く なった養殖池は放棄され、 それら が年々増加し てい

る。 こ の放棄された養殖池をマング ローブ湿地に再生す

るにあた り 、 よ り 効率的な一連のシステムを開発する事
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を目的 と し て、 養殖池のデータベース化 ・ リ モー ト セン

シ ン グ技術を用いた潜在的なマン グ ロ ーブ生息域の解

析 ・ 植林後のマング ローブの生残量の把握を行った。

 対象地は北ベ ト ナムのク アンニン省沿岸域であ る。 水産

養殖池のデータベースは、 GoogleEarth の画像を用い、 各

沿岸域を拡大し た後エビ養殖池の外周堤防を目視判読し

てデジ タ イ ジング し て作成し た。データは第一段階で klm

フ ァ イル形式のポ リ ゴン と し て作成され、次に ArcGIS で

処理可能な shp フ ァ イルに変換し た。 個々のエビ池のポ

リ ゴンには GIS の中でユニーク な ID 番号が付加された。

最終的に こ こ の養殖池に周囲長 ・ 面積が属性値 と し て与

え られた。

 今年度は成果を下記国際シンポジ ウ ムで口頭発表し た。

Kameyama et al., 2013, Nature Restoration of Mangrove

Ecosystem in Northern Vietnam using Remote Sensing and

GIS(From Shrimp pond to Mangrove Forest), Regional

Symposium on Mangrove Ecosystem Management in

Southeast Asia, Surabaya Indonesia.

5） 　 植物の環境ス ト レス影響評価と ス ト レス応答機構の

解明

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 0812AQ002

〔担当者〕 ○佐治光 （企画部）， 久保明弘， 青野光子， 佐

治章子

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

人為的要因によ る環境変化や環境中に存在する様々なス

ト レ ス因子が植物に ど の よ う な影響を及ぼすかについ

て、 効果的解析法を開発しつつ評価する と と も に、 植物

のス ト レ ス応答機構の一端を主に遺伝子レベルで解明す

る。

〔内容および成果〕

モデル植物であ る シ ロ イ ヌナズナを用いて、 植物のス ト

レ ス応答 ・ 耐性機構を遺伝子レベルで解明す る 研究を

行った。 産業技術総合研究所等 と の共同研究の結果、 気

孔開閉を制御し てオゾン耐性に関与する転写因子 OTC1

及び OTC2 を明らかにし た。OTC1, 2 遺伝子の発現を抑制

し た植物は、 気孔開度が小 さ く 、 オゾ ン耐性を示 し た。

一方、 OTC1, 2 過剰発現株は、 気孔開度が大き く 、 オゾン

感受性を示し た。

6） 　 外来水生植物の侵入と定着に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 0812AQ003

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター） ，

玉置雅紀， 有田康一， 中村雅子

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

外来水生植物であ る淡水生の水草や海産生の海藻を主な

材料 と し て、 それら の種の我が国における侵入状況、 定

着状況を、 文献および現地モニ タ リ ングによ って明ら か

にする。 定着に関する特性については室内実験を交えて

検証する。

〔内容および成果〕

東京湾奥部に位置する谷津干潟において 1995年以降アオ

サ類の出現が確認され、 それ以降分布面積は拡大し、 最

盛期には干潟の 3/4 を被覆する グ リ ーン タ イ ド、 と し て

報告し て き た。 グ リ ーン タ イ ド の多 く は侵入種 ミ ナ ミ ア

オサ (Ulva ohnoi) で構成されていたが、干潟内の特定の生

息地には在来種アナアオサ (Ulva pertusa) の出現も確認さ

れ、 国内におけ る通常のフ ェ ノ ロ ジーを示し ていた。 通

年調査を実施し た結果、 在来種アナアオサは爆発的増加

を見せず、 干潟全域に分布を拡大する こ と がなかっ た。

観測によ る結果、 同所的に生息する生物相の違いや他の

生物によ る捕食圧の違い も見られなかったため、 潮間帯

におけ る環境ス ト レ ス あ るいは生育資源の違いがその要

因と し て考察された。

その他、 日光湯の湖におけ る コ カナダモの分布変遷につ

いて情報交換を行い、管理目標の設定について議論し た。

7） 　 生物多様性に対する社会的認知の測定と合意形成に

ついての手法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1112AQ001

〔担当者〕 ○高村典子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

今井葉子， 角谷拓

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

本研究は、生物多様性に対する一般市民の認知の現状を、

その構造や特性か ら明ら かにする こ と を目的 と する。 具

体的には、 社会心理学で用い ら れる実験手法を応用し、

全国規模のウ ェブ調査を設計 ・ 実施し、 生物多様性に対

する人々の認知の傾向 と、 それに影響する自然環境 ・ 社

会要因を探る。
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さ らに、 実際に生物多様性を保全する活動がみられる地

域か ら得られた意識調査の結果に も と づき、 保全に対す

る人々の意識の違い と その要因について考察する。

〔内容および成果〕

全国アンケー ト から回収されたデータの う ち人口構成比

比率に合わせて再集計し た 5225 件 ( 男性名 2625 名、 女

性 2600 名 ) について解析し た。 調査項目の設計には、 既

存の社会心理学の意思決定モデルを用い、 4 つの生態系

サービ ス ( 基盤 ・ 調整 ・ 供給 ・ 文化的サービ ス ) から恩恵

を受けている と感じ ている こ と と環境保全の 「行動意図」

が関係する と い う 仮説モデルを作成し両者の関係を分析

し た。 結果、 4 つの生態系サービ スの う ち、 「文化的サー

ビ ス」 のみ 「行動意図」 と の有意な関係性が認められた。

社会認知に関わる要素では、 周囲か ら の目線であ る 「社

会規範」 や行動にかか る時間や労力な どの 「コ ス ト 感」

がそれぞれ 「行動意図」 に影響し てお り 、 これら の影響

度合いは 「文化的サービ ス」 からのものよ り 大きかった。

居住地に対す る 「愛着」 は 「社会規範」 や 「コ ス ト 感」

と の有意な関係が認められた。 さ らに、 回答者の居住地

の都市化の度合いから、 回答者を 3 つにグループ分け し

て結果を比較し た。 3 つのパス図か らは、 要因間の関係

性に違いは見られなかった ものの、関係性の強度を示す、

要因間の相関係数の大き さ にはグループ間で差が認めら

れた。 以上よ り 、 個人の保全行動を促すためには、 身近

な人が行動し ている こ と を認知する などの社会認知を広

める こ と に加えて、 生態系サービ スの う ち、 「文化的サー

ビ ス」 か ら の恩恵に対する認知を高める こ と が重要 と な

る可能性を示し た。

8） 　 外来種オオ ミ ノ ガヤ ド リバエの侵入によるオオ ミ ノ

ガの絶滅可能性

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1112AQ005

〔担当者〕 ○石井弓美子 （生物 ・ 生態系環境研究セ ン

ター），今藤夏子，高村健二，高村典子，田中嘉成

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

オオ ミ ノ ガは関東以南の日本全国に分布す る 普通種で

あったが、 オオ ミ ノ ガの捕食寄生者であ るオオ ミ ノ ガヤ

ド リ バエが日本に侵入し た 90年代後半から九州などで個

体数が激減し絶滅状態になった と されている。 しかし現

在オオ ミ ノ ガヤ ド リ バエ侵入後のオオ ミ ノ ガ個体数の推

移 と ヤ ド リ バエの分布については明ら かでない。 本研究

では、 ヤ ド リ バエ寄生状況の調査を行いオオ ミ ノ ガ個体

群の推移 と 絶滅の可能性について調べる。 また、 本来の

分布域は東南アジアであ るオオ ミ ノ ガヤ ド リ バエが、 ど

のよ う な経路で日本に侵入し たかを明らかにする。

〔内容および成果〕

本研究では、2011-2013 年にかけてオオ ミ ノ ガ と ヤ ド リ バ

エの分布調査を行い、 日本国内におけ るオオ ミ ノ ガ と ヤ

ド リ バエの分布を明ら かにし た。 さ ら に、 オオ ミ ノ ガ と

ヤ ド リ バエの在・不在情報から生息適地モデルを作成し、

日本およびアジアのオオ ミ ノ ガ と ヤ ド リ バエの潜在的な

分布域を推定し た。

調査の結果、 日本においてオオ ミ ノ ガヤ ド リ バエは、 オ

オ ミ ノ ガの分布北限近 く まで広 く オオ ミ ノ ガ個体群に侵

入し ていた。 生息適地モデルによ る推定では、 オオ ミ ノ

ガヤ ド リ バエのオオ ミ ノ ガ分布域の う ち、 オオ ミ ノ ガヤ

ド リ バエ侵入確率の低い地域が存在する可能性が示唆さ

れた。 両種の分布北限は冬の最低気温などによ って規定

されているが、 オオ ミ ノ ガヤ ド リ バエの耐寒性がオオ ミ

ノ ガ よ り も低いために、 オオ ミ ノ ガの分布北限近 く では

オオ ミ ノ ガヤ ド リ バエの寄生率が低 く な る と 考え ら れ

る。

9） 　 外来侵入植物による遺伝的汚染－ギシギシ属在来種

の危機的実態の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1114AQ001

〔担当者〕 ○石濱史子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

外来侵入種 と 在来種の間に十分な生殖的隔離がない場

合、 両者間で交雑が繰 り 返し起こ る こ と によ って、 在来

種の遺伝子プールが汚染される可能性があ る。 タデ科ギ

シギシ属では、 ヨ ーロ ッパ原産のエゾ ノ ギシギシやナガ

バギシギシが在来のギシギシ属植物 と の間で繰 り 返し交

雑を起こ し ている と 推察される。 本研究では、 外来侵入

種によ る在来種の遺伝子プールの汚染がどれ く ら い進行

し ているかを明ら かにし、 遺伝汚染を防ぐ方策を考案す

る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

雑種個体の生育環境を明ら かにする ため、 生育環境の決

定に重要な役割を果たす種子発芽特性に関し て、 ノ ダ イ

オウ ・ ナガバギシギシ ・ エゾ ノ ギシギシ ・ 雑種の間で比
―  186  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  187 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
較試験を行った。 その結果、 ナガバギシギシ と ノ ダ イオ

ウは30℃の高温条件ではどのよ う な光条件でも発芽が抑

制されるのに対し、 エゾ ノ ギシギシは明条件では発芽が

見られた。 ノ ダ イオウ と エゾ ノ ギシギシの雑種 と 推定さ

れる種子は、 高温 ・ 明条件でわずかに発芽がみられ、 ノ

ダ イオウ と エゾ ノ ギシギシの中間的な特性を示し た。 ま

た、 発芽率が 60% 程度 と低かった。

[ 備考 ]

本課題は 2011 年度までは経常研究と し て行った。2012 年

度よ り 科学研究費によ り 実施する。

10） 　 海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循

環を介し て在来種に与える影響

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ010

〔担当者〕 ○吉田勝彦 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

小笠原諸島はこれまで一度も大き な陸地 と つながった こ

と がないため、 多 く の固有種を含む独特の生態系が発達

し ている。 しかし外来種の影響で多 く の固有種が絶滅の

危機に瀕し ている ため、 現在外来種の駆除事業が行われ

ている。 外来種の中には、 すでに在来種 と 密接な関わ り

を持って大繁殖し て し ま った も の もお り 、 それら を駆除

する と 生態系の物質循環が大き く 変化し、 それを介し て

在来種に悪影響がでる こ と が危惧される。 そ こ でその影

響を評価する ため、 島の生態系の物質循環を再現する シ

ミ ュ レーシ ョ ンモデルを開発し、 外来種を駆除する コ ン

ピ ュータ シ ミ ュ レーシ ョ ンを行い、 外来種を駆除し た後

に、 生態系は元の状態に回復し てい く のか、 かえって駆

除前 よ り も 個体数を減 ら す よ う な在来種は出て こ ない

か、 を予測する。 また、 影響を受けやすい在来種の性質

を明らかにし、 島の生態系の保全施策策定に貢献する。

〔内容および成果〕

昨年度までに作成し たモデルを用いて小笠原諸島の複数

の島 ( 媒島、 東島、 西島 ) の生態系を再現し、 それぞれの

島か ら外来ヤギ、 ネズ ミ を駆除する シ ミ ュ レーシ ョ ンを

行った。

媒島は外来ヤギ、 ネズ ミ の食害などによ り 、 植生が破壊

さ れ裸地が広が っ てい る と い う 特徴を持つ。 媒島のシ

ミ ュ レーシ ョ ンの結果、 外来生物駆除後の生態系は非常

に不安定であ り 、 全島森林化するか草原化するかどち ら

か両極端の結果にな る こ と が多 く なった。 全島森林化し

た と きは草原に依存する生態系を構成する種が多 く 絶滅

し、 全島草原化し た と きはその逆の結果になった。 こ の

結果は、 島の生態系の変化によ って、 特別に保全を対象

とする種が変わる可能性を示唆し ている。

東島は、 1970 年代に既にヤギの駆除が完了し ている と い

う 特徴を持つ。 此島についてネズ ミ 駆除のシ ミ ュ レー

シ ョ ンを行った結果、 駆除後は森林への遷移が進み、 草

本植物の種数がほぼ半減し た。 それに伴って、 草原を生

息場所 と し ている草食性の無脊椎動物、 草原栄養性の海

鳥の種数が 3 割減少し た。

西島は、 島面積の 8 割を占める までに侵入木本植物のモ

ク マオウが大繁殖し ている と い う 特徴を持つ。 西島のシ

ミ ュ レーシ ョ ンの結果、 外来ヤギ、 ネズ ミ 駆除の前後で

大規模な在来生物の絶滅は起こ ら なかった。 しかし これ

は駆除開始前の在来生物の種数が極端に少なかったため

であ る と考え られる。

[ 備考 ]

科学研究費補助金 「海洋島におけ る外来生物の駆除が生

態系の物質循環に与える イ ンパク ト 」 ( 課題代表者 　 可知

直毅 ( 首都大学東京 ))

11） 　 大気中オゾ ン と 野生草本植物と の相互作用の評価

に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1116AQ002

〔担当者〕 ○戸部和夫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

オゾンによ る大気汚染は、 陸生植物に対し、 生理機能阻

害や組織傷害など を引き起こ し、 陸生植物生態系の動態

に影響をおよぼし ている と 考え られる。 一方、 陸生植物

は、 主 と し て葉面の気孔を通じ てオゾン を吸収し、 大気

中オゾン濃度の低減に寄与し ている と 推定される。 野生

草本植物では、 栽培植物等に比べ、 オゾン と の相互作用

についての報告は少ない。 そ こ で、 日本の野生草本植物

を研究対象 と し て、 大気中オゾン と これら植物 と の相互

作用を評価する こ と を目標と し て研究を行な う 。

〔内容および成果〕

一定の温湿度条件下で、 ３ 種の草本植物種に対 し 0.2

ppm(v) のオゾンを暴露し、 明条件および暗条件のそれぞ
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れの条件下での蒸散速度の経時変化を測定し た。 その結

果、 これら ３ 植物種では、 明条件下では、 オゾン暴露開

始から 1 ～ 3 時間程度で蒸散速度が 10% ～ 30% 程度低下

す る こ と、 暗条件下での蒸散速度は明条件下での値の

10%～20%程度であ る こ と などが分かった。温湿度が一定

の条件下では、 植物葉のオゾン吸収量の増減は、 蒸散速

度の増減に対応し ている と みなせる こ と か ら、 以上の実

験結果か ら、 植物葉のオゾン暴露によ り 受け る負荷の評

価に際し ては、 明条件でのオゾン暴露に伴 う オゾン吸収

速度の変化や、 暗条件で も あ る程度のオゾンが吸収され

る こ と を考慮する必要があ る こ と が分かった。

12） 　 長期データ を活用し た陸水生態系の定量的評価

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ002

〔担当者〕 ○松崎慎一郎（生物・生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

陸水生態系は様々な人間活動の複合的な影響を受け、 不

健全化が著しい。 陸水におけ る生物多様性 ・ 生態系の更

な る損失 ・ 劣化を速やかに回復させる ために、 生物多様

性や生態系の状態や ト レ ン ド を評価し、 それらに影響を

あたえ る駆動要因を特定する必要があ る。 本研究課題で

は、 過去の統計資料 ・ 生物情報や長期モニ タ リ ングデー

タ を発掘、 収集、 統合し、 適切な指標や統計解析手法を

用いて、 陸水生態系における生物多様性、 生態系機能や

生態系の状態や長期的な変化を定量的に評価する。

〔内容および成果〕

機能的多様性は、種の機能形質を定量化し た指標であ り 、

生態系プロセスや生態系機能 と 関連する重要な指標 と 考

え られている。 日本全国 27 のエコ リ ージ ョ ンを対象に、

過去か ら現在にわた る純淡水魚類群集の機能的多様性が

算出し た結果、 過去に く らべ、 現在では、 ブ ラ ッ クバス

などの国外外来魚やアユなどの放流に水産有用種の種苗

に混入し た国内外来魚の侵入によ って機能的多様性が有

意に増加し ていた。 国内移入魚も、 国外移入魚 と 同じ割

合で機能的多様性の増加に貢献し ていた こ と か ら、 国内

移入について も 規制や対策を必要であ る と 考え ら れた。

また、 今回解析し たエコ リ ージ ョ ン ス ケールでは、 在来

魚の絶滅はほ と んどおこ っていなかったが、 絶滅が機能

的多様性に及ぼす影響についてシ ミ ュ レーシ ョ ンを行っ

た。複数のシナ リ オにも とづいて計算をおこ なった結果、

絶滅危惧種であ るか普通種であ るかに関係な く 、 わずか

な種の絶滅によ って も機能的多様性が減少する こ と が明

ら かにな った。 そのため、 機能的多様性の観点か ら は、

絶滅危惧種だけではな く 普通種の保全について も議論し

てい く 必要があ る こ と が示唆された。

13） 　 農業生態系に お け る 生物多様性指標 (Satoyama

Index)のグローバルパターンを規定する社会・経済要

因の抽出

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ003

〔担当者〕 ○角谷拓 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

生物の生育 ・ 生息場所 と し てみた と きに里地里山を特徴

づけ る重要な特性であ る農地 と その周辺の土地利用のモ

ザイ ク性に注目し た指標(Satoyama Index)のグ ローバルス

ケールでの空間パターンがどのよ う な自然環境および社

会的要因によ って規定されているかを明ら かにする こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

全球 ス ケ ールで の農地周辺の土地利用の多様性指標

(Satoyama Index) の値を各国ご と に算出し た。 また、 その

値に影響をおよぼす自然環境条件および社会 ・ 経済要因

を国別に収集し た。 収集し た要因のなかから特に重要 と

考え られた も のを ３ ０ 程度抽出し、 Satoyama Index と の

関係を解析する ための統計モデルを構築し た。 統計モデ

ルの構築は、機会学習アルゴ リ ズムの一つであ る Boosted

Regression Tree と よばれる手法を応用し た。 解析の結果、

降水量や気温、 傾斜度な どの気候 ・ 地形条件に加えて、

当該国の人口や GDP、 また社会の安定性指標、 あ るいは

保護区の広さ など社会 ・ 経済的要因が強 く 影響する こ と

が明ら かになった。 これら の結果は、 特に人為影響の強

い農業生態系におけ る広域的な保全戦略を策定する上で

は、 これら の社会的要因の適切な考慮が欠かせない こ と

を示唆し ている。

14） 　 生物多様性保全の普及啓発活動が地域住民の生物

多様性保全の認知と態度および行動に及ぼす影響

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ004

〔担当者〕 ○浪崎直子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

山野博哉

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

「生物多様性国家戦略 2010」 では、 生物多様性の社会へ
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の浸透 と 地域レベルの取 り 組みの促進が明記された。 生

物多様性の社会への浸透に必要な普及啓発活動は、 これ

まで各地で行われて き たが、 その効果はこれまでほ と ん

ど定量的に把握されていない。 沖縄県久米島町では、 研

究者 と 地域が連携し地域ぐ るみで生物多様性を保全する

「久米島応援プロ ジェ ク ト 」 ( 以下久米島 Ｐ ) が、 三井物

産環境基金の助成を受け 2009 年 10 月に 3 年間の計画で

開始し た。

本研究の目的は、 生物多様性保全の 3 年間の活動久米島

Ｐ が、 久米島住民の生物多様性保全の認知 と態度および

行動に及ぼし た影響をアンケー ト 調査によ って定量的に

明ら かにする こ と であ る。 特に久米島 Ｐ の認知やプロ

ジェ ク ト への参加の有無、年齢や職業などの属性によ り 、

久米島住民の生物多様性保全の認知 と 態度および行動が

異な るかど う かを検証する と と も に、 地域の生物多様性

保全の推進に必要な研究シーズを探る。

〔内容および成果〕

2012 年 7 月、アンケー ト 調査票を久米島町の全世帯 3925

軒に配布し、 8 月に回収し た。 1322 件の回答が得られ (

回収率 33.7%)、白紙や不備あ る回答を除き 1025 件の有効

回答を得た件 ( 有効回答率 26.1%)。本プロ ジェ ク ト を 「よ

く 知っている」 または 「聞いた こ と はあ る」 と い う 回答

と、 「聞いた こ と がない」 と い う 回答は、 ほぼ同数であっ

た。 二者間で生物多様性 と 赤土流出防止対策の認知や態

度および行動には違いがあ り 、 普及啓発の効果が推測さ

れた。

15） 　 シロ イ ヌナズナの自然変異 ( ナチ ュ ラルバリ エー

シ ョ ン ) を用いた環境適応遺伝子による適応的分化

に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ005

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

あ る植物種の地域個体群は、 それが生育する環境の変化

を受けて適応する こ と で、 徐々に遺伝的な構造が他の地

域のもの と異なって く る ( 適応的分化 )。 植物では、 根か

ら吸収された水は、 葉の裏側にあ る気孔か ら蒸散する た

め、 その開閉制御は植物の乾燥耐性に大き く 影響する。

また、 葉面か ら蒸散する水は気化熱を奪 う こ と によ り 葉

温を下げる働きがあ る。 こ のよ う に、 陸上植物では、 気

孔の働き を通し て 「温度」 と 「乾燥」 に適応し ているが、

こ の過程に関与する遺伝子の変化 と 環境適応を関連づけ

た研究はほ と んど行われていない。 本研究では、 世界各

地に分布するモデル植物シ ロ イ ヌナズナの複数の異な る

生態型を用いて、 気孔開閉に関与する遺伝子の構造 と 機

能が、 それら の高温 ・ 乾燥耐性 と どのよ う に対応し てい

るかを比較する こ と で、 植物の高温 ・ 乾燥に対する適応

機構の解明を行 う 。

〔内容および成果〕

今年度は乾燥耐性の異な る シ ロ イ ヌナズナ生態型 Col-0(

乾燥耐性 ) と Ws-2( 乾燥感受性 ) の気孔閉鎖に関わる遺伝

子 SLAC! の転写制御 ( プロモーター) 領域を GUS レポー

ター遺伝子 と 融合させた コ ン ス ト ラ ク ト を作製し、 これ

をシ ロ イ ヌナズナの親系統に導入し、 GUS 遺伝子の発現

領域の解析を行った。 その結果、 Col-0 の SLAC1 遺伝子

は気孔でのみ発現が見られ、 Ws-2 の SLAC1 遺伝子は気

孔で も発現し ているが弱 く 、 維管束あ るいは葉の内部組

織 ( メ ソ フ ィ ル ) での発現が強 く 見られた。 このこ と か

ら、 SLAC1 の機能が Ws-2 では Col-0 に比べて劣ってお

り 、それ故に乾燥感受性になっている こ と が示唆された。

16） 　 マングローブ生態系の高い生産機構の鍵 - 植物と窒

素固定菌

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ007

〔担当者〕 ○井上智美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

マング ローブ生態系は生産性の高い生態系 と し て注目さ

れているに も関わらず、 世界規模で劣化 と 衰退が進行し

ている。 本研究では、 マング ローブ生態系の生産構造の

基盤 と なっているマング ローブ植物の窒素獲得機構機構

に焦点をあてている。

昨年度までの研究によ り 、 マング ローブ植物の根圏では

活発な窒素固定が行われている事が明ら か と なった。 本

研究の目的は、 マング ローブ植物に特徴的に発達し てい

る呼吸根 (通気組織 ) を介し た空気輸送経路が窒素固定菌

への窒素供給経路 と し てどの程度有効に機能し ているの

かを検証する事であ る。

〔内容および成果〕

沖縄県西表島に分布するマング ローブ植物の う ち 3 種 (

ヒ ルギダマシ、 ヤエヤマ ヒ ルギ、 オ ヒ ルギ ) について、呼

吸根を通じ たガスの拡散コ ンダ ク タ ン ス を測定し て土壌
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の コ ン ダ ク タ ン ス と 比較 し た。 計測は呼吸根を介 し た

チャ ンバー間のガス濃度変化をガスセンサーで記録する

こ と で行った。

流路長 と 断面積で標準化し た拡散抵抗で比較をする と、

呼吸根を通じ たガス拡散コ ンダ ク タ ン スは、 冠出し た土

壌よ り も 16 ～ 27 倍の高い値を示し た。 仮に流路を 3 セ

ンチ と し た場合、 呼吸根経由の拡散速度は土壌経由の 74

～ 85 倍、 20 センチでは 43 ～ 63 倍 と なる。 各樹種の根

平均断面積を加味し た呼吸根内のガス拡散速度は 　 オ ヒ

ルギで最も高 く 、 ヤエヤマ ヒ ルギ、 ヒ ルギダマシの順に

低かった。

17） 　 都市緑地におけるチ ョ ウの多様性 と環境要因の解

析

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ009

〔担当者〕 ○今藤夏子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

都市生態系におけ る生物多様性の維持要因を解明する こ

と は、 生物多様性保全に も配慮し た都市開発や緑地管理

に と って有用な情報を与え得る。 都市におけ る面的、 か

つあ る程度高い解像度を も った生物の分布 と 環境要因の

関連を解析する こ と で、 都市生態系を豊かにする工夫の

具体的方策 と その根拠が得られる と 考え られる。 本研究

の目的は、 チ ョ ウ類を指標 と し て、 都市緑地における生

物相の豊かさ を支え る要因を抽出する こ と であ る。

〔内容および成果〕

狭山丘陵か ら東京湾にかけての全 45 の緑地で調査を行

い、 チ ョ ウの種と個体数 ( のべ 34 種 1749 個体 )、 その行

動を記録し た。 また、 緑地の環境要因 ( 緑地面積、 幼虫

の食草の有無、 成虫の蜜源 と 関係する花壇の有無など )

を調査し た。 これまでに、 花壇の有無がチ ョ ウの種数や

個々のチ ョ ウの出現に影響を与えているかについて解析

し たが、 有意な差は見られなかった。 ただし、 花壇がな

く て も蜜源 と な る野生植物が多い緑地では種数が多いな

ど、 他の要因の影響に よ り 差がはっ き り と 検出で き な

かった可能性があ る。 今後は、 調査時の気象条件、 緑地

の面積、 花壇の有無、 花壇以外の蜜源植物の多寡など を

含め、 種数を説明する統計モデルを構築する などの解析

を行 う 予定であ る。

18） 　 NIES 近交系ウズラの遺伝的キャ ラ ク タ リゼーシ ョ

ン

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ010

〔担当者〕 ○川嶋貴治 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

実験動物の開発において、 その種を問わず、 近交系の作

出は重要視されている。 様々な実験的処理に対し て再現

性を も った反応が期待でき る こ と が主な理由であ り 、 哺

乳類のモデル生物であ るマウ スやラ ッ ト などは近交系が

多数樹立されている。 ニホン ウ ズ ラは、 古 く か ら実験動

物 と し て、 その有用性が認め られている も のの、 近親交

配の連続によ って近交退化現象が強 く 発現する ため、 近

交系の作出は困難 と されて き た。 本研究では、 国立環境

研究所 (NIES) で維持し ている ウ ズ ラ集団の遺伝的キ ャ ラ

ク タ リ ゼーシ ョ ンを試みる。

〔内容および成果〕

ウ ズ ラ 用に開発 さ れたマ イ ク ロ サテ ラ イ ト 遺伝子マー

カーを用いて、 NIES で 30 年以上閉鎖集団 と し て維持さ

れてい る ニホ ン ウ ズ ラ の遺伝的な特徴を解析し た結果、

一部の遺伝子座においては完全にホモ接合であ り 、 他の

ウ ズ ラ集団 と 比べて も極めて低いヘテ ロ接合度を示すこ

と が明らか と なった。 本結果は、 NIES で維持し てき たニ

ホン ウ ズ ラが遺伝的に高度に均一化し てお り 、 鳥類の近

交化標準系統 と し て重要なバイオ リ ソースにな る可能性

を示し ている。

19） 　 伊豆諸島八丈島のニホン ト カゲ外来個体群と在来

種オカダ ト カゲの繁殖生態の差異から見た交雑動態

の予測

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ011

〔担当者〕 ○岡本卓 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

伊豆諸島八丈島では、 外来イ タチの影響で絶滅が危惧さ

れるオカダ ト カゲ個体群 と、 新たな外来種ニホン ト カゲ

と の間で、 外来種→在来種 と い う 方向に偏った浸透性交

雑が生じ ている こ と が明ら かになっている。 オカダ ト カ

ゲは、 ニホン ト カゲに比べて少産 ・ 遅熟で増加率が小さ

い傾向にあ り 、 これが非対称な遺伝子浸透の要因の一つ

になっている可能性があ る。 しかし、 八丈島の外来 ・ 在

来個体群については繁殖生態データが無 く 、 将来動態の
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予測における不確定要素と なっている。

オカダ ト カゲ在来個体群 と ニホン ト カゲ外来個体群につ

いて、 個体群密度 と 繁殖生態の種間差を推定し、 前年に

推定 さ れた集団遺伝解析に よ る 動態予測 と 組み合わせ

て、 遺伝子浸透の将来動態を よ り 高精度で予測する。 そ

の際、 八丈島個体群に似た繁殖生態を持つ と される八丈

小島 ( 外来種な し、オカダ ト カゲは高密度 ) と三宅島 ( イ

タチのみ侵入、 オカダ ト カゲは絶滅危惧 ) の個体群につ

いて も調査し、 繁殖生態 と 遺伝的多様性への外来種の影

響を検証する。

〔内容および成果〕

八丈島のニホン ト カゲ ・ オカダ ト カゲ と も、 雄は孵化後

約 2 年で性成熟する こ と が明らか と な り 、 本調査では性

成熟の齢には種間差は認められなかった。 一方で、 オカ

ダ ト カゲに比べてニホン ト カゲは高密度で生息し (3 ～ 7

倍 ) 若い個体の比率が高 く (8 ～ 9 倍 )、 自然増加率が高

い と 推測された。 よ って、 島全体 と し ては、 今後ニホン

ト カゲ型遺伝子の頻度が増大する と予想される。 これは、

ニホン→オカダ と い う 方向に偏る非対称な遺伝子流動 と

い う 昨年度の調査結果 と も整合する。 これまでの既知情

報か ら、 オカダ ト カゲ個体群は遺伝的撹乱によ り 数十年

程度で絶滅する と予想される。

20） 　 水源 タ イ プに着目 し たため池の富栄養化の駆動因

解明と低減策の検討

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1213AQ001

〔担当者〕 ○木塚俊和 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

富栄養化の要因解明や流域レベルの栄養塩管理のために

水域の栄養塩レベルを推定する各種のモデルが研究され

て き た。 しかし、 既存のモデルはモニ タ リ ングデータの

豊富な河川や湖沼での事例が多 く 、 情報の少ない小規模

水域への適用が困難であった。 本研究では人工的な小規

模水域の典型と し て農業用ため池を対象に、 全窒素 (TN)

と 全 リ ン (TP) 濃度を容易に推定でき るモデルを提案す

る。 特にため池の多様な水源タ イプに着目し、 1) 水源タ

イプによ って富栄養化の駆動因やその程度が異な るのか

を明らかにする こ と、 2) 水源タ イプに応じ た効果的な富

栄養化低減策を検討する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

今年度はため池の栄養塩レベルを予測する上で有効なモ

デルの検討を行った。 兵庫県南部において、 池の水源タ

イプ ( 集水域のみ、 ダム水補給、 河川水補給、 井戸水補

給 ) と集水域の土地利用 ( 森林、 水田、 畑地、 市街地、 ゴ

ルフ場 ) の組み合わせを基に 50 か所の池を選定し た。 た

め池の水質調査を 2012 年 4 ～ 10 月の毎月 1 回実施する

と と もに、 モデルに必要な情報 ( 土地利用、 水路網など )

を整備し た。 栄養塩推定モデル と し て、 集水域におけ る

栄養塩排出過程を模し たプロ セスモデル と、 富栄養化に

関わる環境変量を網羅的に探索する統計モデルの 2 タ イ

プのモデルを採用し た。 適切なモデル構造さ え整えばプ

ロセスモデルで も統計モデル と 同等かそれ以上の予測精

度が得られ、 ため池のよ う な小規模水域の栄養塩予測や

富栄養化要因の検討において有用であ る こ と が確認され

た。

21） 　 歴史的な人間活動の履歴が生物多様性の広域パ

ターンに与えた影響の定量的評価

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1215AQ001

〔担当者〕 ○深澤圭太 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

先史以降の人間活動の履歴は現在の生物多様性や生態系

のパターンに も大き な影響を残し ている場合があ り 、 そ

れを明ら かにする こ と は生物多様性の保全 ・ 復元におい

て、 復元目標の設定や復元可能性の評価に有用な視点を

も た らすだろ う 。 国家ス ケールでの生物多様性保全のシ

ナ リ オを考え る ためには、 異な る場および年代を相対化

し て比較し、 日本全体におけ る生物多様性に対する人間

活動の歴史的な影響のア ウ ト ラ イ ンを明ら かにする こ と

が必要と考え られる。

本研究では、 現在の生物のマ ク ロ な分布パターンに残る

過去の人間活動の影響に着目し、 人間活動がどれ く らい

の時間ス ケールで生物の分布パターンに影響を与えて き

たかを明ら かにする。 さ ま ざ ま な動植物を対象 と し て、

歴史的な人間活動 と それら の関係にどのよ う なバ リ エー

シ ョ ンがあ るのかを明ら かにする こ と で、 それぞれの年

代におけ る人間活動が日本の生物相に対し てどのよ う な

フ ィ ルタ と し て作用し たかを明らかにする。

最終的な到達点 と し て、 日本全体の生物多様性のパター

ン を理解す る ための新たな価値観を提供す る だけでな

く 、 保全管理の具体的なプ ラ ンニングに生かすための道
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筋をつけ る こ と も目指す。 その一つには、 年代ご と の人

間活動の影響に基づ く 復元目標に応じ た指標種選定が挙

げられる。

〔内容および成果〕

遺跡分布から推測される過去の土地利用が哺乳類の全国

分布に与えた影響を推定し た。 その結果、 たた ら製鉄が

多 く の小型哺乳類に現在まで続 く 影響を与えた こ と を示

唆する結果が得られた。 また、 古墳時代の土地利用は複

数の分類群に対し て負の効果が検出された。

22） 　 津波によ る海浜植生への生態影響 と 回復性評価  -

東日本大津波を事例と し て

〔区分名〕 震災対応

〔研究課題コード〕 1213AR001

〔担当者〕 ○早坂大亮 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

2011 年 3 月 11 日に発生し た東日本大震災に伴 う 津波によ

り 、 太平洋沿岸域一帯が壊滅的な被害を受けた。 しかし、

津波は発生頻度の低い現象であ る ため、 津波によ る沿岸

生態系への生態影響に関する評価事例 ・ 知見は乏し く 、

その こ と が、 自然環境の再生 ・ 復興に向けたマス タープ

ラ ン等を策定するにあた り 、 自然環境や生態系機能を考

慮に入れる こ と を難し く し ている。 そ こ で、 本研究では、

植生を指標 と し て、 東日本大震災津波によ る海浜生態系

への生態影響及び回復 ・ 遷移 メ カニズムの解明に向けた

生態学的基盤データ を蓄積する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

本課題の主要な結果は以下の通 り であ る。

１ ) 津波に対する海浜植生の感受性差について

津波前後で海浜植生の比較を行った結果、ハマニンニ ク、

コ ウボウ ムギやハマニガナなど、 特に、 砂丘前面に生育

する植物の個体群は有意に減少し た。 ただし、 津波後の

植生変化の大き さは海岸間で明確に異な り 、 自然性の高

い海岸では植生の変化は軽微であ る一方、 海岸整備を含

む人為的影響の強い海岸では、 非海浜性の植物に置換さ

れる等、種組成の変化が大き く 、 また、津波後 １ 年半経っ

て も、 種組成の回復傾向はみられなかった。 人工構造物

が無 く 自然が良 く 残された砂浜海岸では海浜植物が海岸

全体に密に生育し ている ため、 砂の持ち去 り や堆砂に対

する耐性が高い こ と、 ま た植生が破壊 さ れた場合に も、

周辺に残存個体群が存在する ため、 その後の回復が比較

的早い こ と が示唆される。 一方、 海岸堤防のあ る海岸で

は、 海浜植生の分布が堤防の海側に限定され、 植生も ま

ばら で裸地も多かったため、 砂の持ち去 り への物理的耐

性が低 く 、 津波によ って多 く の植生が流失し、 広大な裸

地 ( ギ ャ ッ プ ) が生じ た。そ こに引き波の際に内陸から運

ばれて き た種子が侵入 ・ 生育し たため、 一時的な非海浜

植物の優占現象が引き起こ された と考え られる。

２ ) 埋土種子集団に基づ く 津波後の海浜植生の回復ポテ

ンシ ャルの推定

津波後の土壌および漂着物中におけ る植物種子の組成に

ついて、 撒きだし実験を通じ て検討し た。 津波の影響を

強 く 受けた岩手県南部～中部の海岸においては、 発芽個

体はほぼ全てが非海浜植物であった。 一方、 最も被害の

低かった青森県の大須賀海岸では、 発芽個体は全て海浜

植物であった。 地下部 と 地上部の植生変化のパターンに

きれいな連動が見られた。 本実験で確認された植物は全

部で 24 種であ り 、 大部分が (19 種 ) メ ヒ シバ、 シ ロザ等

の 1 年生の非海浜植物であった。 なお、 植物の種子が最

も多 く 見られた環境は漂着物下であった。 津波前の砂浜

での埋土種子集団の実態は不明であ るが、 津波時の浸食

に よ り 海浜植物の埋土種子集団は失われた可能性が高

く 、 海浜植物の回復において、 埋土種子集団の貢献度は

現時点では大須賀海岸を除き低い と考え られる。

23） 　 湖沼やため池における生物多様性損失の定量的評

価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1115BA003

〔担当者〕 ○高村典子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

松崎慎一郎， 小熊宏之， 角谷拓， 木塚俊和， 石

田真也

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

湖沼 ・ ため池 ・ 湿地などの淡水止水生態系を対象に、 生

物多様性損失 ・ 生態系劣化の評価 ・ 監視手法を開発 ・ 改

良する。 具体的なモデル地域において、 生物多様性損失

と 生態系劣化の評価を行ない、 生物多様性損失 と 駆動因

を明ら かにする こ と で、 それら の駆動因の軽減によ る回

復を予測する。 生物多様性の保全上重要なホ ッ ト スポ ッ

ト を提示する。

〔内容および成果〕
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東広島市西条盆地のため池群におけ る水生植物の長期観

測データ ( 全 415 池 ) を も と に、 1974 年から 2011 年にか

けて記録された 62 種の水生植物 ( 維管束植物及び車軸藻

類 ) について、種ご と に時系列消長推移行列を作成し、そ

れを も と に各種の池ご と の絶滅確率を 500 年先までシ

ミ ュ レーシ ョ ン推定し た。 さ らに、 推定し た各種の池ご

と の絶滅確率を も と に、 国立環境研究所の生物多様性研

究プロ グ ラ ムで開発された 「地域内の全ての種の絶滅確

率の総和を最も効果的に最小化する よ う に保全地を選択

す る ツ ール (SPERS: Site Prioritizer based on Extinction

RiskS)」 を用いて、 当該地の各ため池の保全優先順位を

決定し、 結果を地図化し た。

[ 備考 ]

共同研究者 ： 作野裕司 ( 広島大 ・ 助教 )、 赤坂宗光 ( 東京

農工大学 ・ 講師 )、 下田路子 ( 富士常葉大学 ・ 教授 )、 角

野康郎 ( 神戸大学 ・ 教授 )、 志賀隆 ( 新潟大学 )、 竹中明

夫 ( 国立環境研究所 )

24） 　 湿原流域の変容の監視手法の確立 と生態系修復の

ための調和的管理手法の開発

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コード〕 0812BB001

〔担当者〕 ○野原精一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

広木幹也， 林誠二， 亀山哲

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

湿原が一度荒廃する と 修復する ためには非常に多 く の労

力を要する こ と か ら、 本研究では、 湿原の保全施策を構

築する ための湿原 と その周辺流域におけ る総合的管理手

法の開発を目的とする。具体的には ( １ ) 湿原生態系の変

容を的確に捉え、 変容を も た ら し た原因を明ら かにする

ため、 湿原 と その周辺流域の自然環境の変容や野生生物

等の生息 ・ 生育環境の変容を監視する手法を開発する、

( ２ ) 湿原を含む流域全体の広域な土地利用の変化が湿原

に及ぼす影響を明らかにする、 ( ３ ) 湿原周辺の農地から

発生する負荷を施肥管理制御、 小水路、 緩衝域など を活

用し低減する手法を開発する、 ( ４ ) 荒廃し た湿原植生を

積極的に修復、 復元する手法を開発する、 こ と を目標 と

する。

〔内容および成果〕

・ ト ンボ群集モニ タ リ ング法を定式化し、 釧路湿原内の

湖沼 ・ 池塘 ３ ７ 箇所で過去 １ ０ 年間実行し た こ と で、 ト

ンボ群集と水質 ・ 植生と の相関が明らかにな り 、 8-10 年

の間の ト ンボ群集の質的 ・ 量的変化を明ら かにする こ と

ができ た。

・ 各調査地点 と も にハンモ ッ ク種 と ホ ロー種 と の間で成

長量 ( 成長速度 ) が大き く 異な り 、ホ ロー種の成長速度が

速かった。 また、 C 地点のチャ ミ ズゴケの成長速度が極

端に遅かった。 成長速度に年変動があ り 、 特にホ ロー種

で大き く みられた。

・ 湿原植生では 4 年間追跡し た低層湿原 33 区の う ち 7 区

で優占種の変化がみられた。 ハン ノ キ林植生では湿原内

部の区で優占種の交替が認められた。 変容の解析には植

生解析に一般的な二元指標種分析 (TWINSPAN) よ り も単

純な ク ラ ス ター分析のほ う が適し ていた。

・ 釧路湿原の陸水の栄養塩類を分析し た と こ ろ、 硝酸態

窒素の濃度は井水、 河川水、 池 と う の順で高 く なってお

り 、流域からの窒素汚染が進んでいる実態が確認された。

航空写真 (2004 年 ) から DEM データ を作成し、現況 と の

矛盾を修正し て湿原表層の流路図を作成し た。

・釧路湿原流域の土地利用を 1977 年と 2004 年で比較し た

と こ ろ、森林の総面積はさ ほど変化が見ら れないも のの、

落葉広葉樹が 1219ha から 1081ha と 約 11% 減少し 、 針葉

樹植林は、77ha から 205ha と 166% の増加がみら れた。近

年問題のエゾ シカの増加は、 エゾシカが冬季に針葉樹の

植林地をねぐ ら と し て利用する こ と が知ら れている こ と

から 、 こ の広葉樹林から 針葉樹林への変化がエゾシカに

と って好適な越冬地を形成し ている と 示唆さ れた。

・ 釧路湿原温根内地区方形区のチャ ミ ズゴケ区各土壌深

度における地温の年変化 (2009 年～ 2011 年 ) を観測し た。

表層では日変化が見られたが、 0.8m 付近から下層では日

較差が見られなかった。 チャ ミ ズゴケ区の土壌深度 と 最

低地温の関係、 土壌深度 と 最低地温、 平均地温、 最高地

温の関係は直線関係にあ り 、計算式から 2010 年凍結深は

0.59mであった と推定されたが、2011年には表層のみで凍

結は少なかった。

25） 　 船舶観測によ る広域サン ゴモニ タ リ ングに関する

研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コード〕 1214BB001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

小熊宏之
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〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

気候変動に関する政府間パネルによ り 、 海水温上昇や海

洋酸性化が今後も進行する と 予測されている。 こ のどち

ら に も脆弱な海洋生態系がサンゴであ り 、 白化や死滅の

拡大が予想されている。 すでに、 サンゴ礁海域の約 ２ 割

で造礁サンゴの大規模な死滅が起こ った と の報告や、 造

礁サン ゴの生息限界が北上 し てい る と の報告 も 存在す

る。

正確な影響把握 ・ 評価のためには、 陸域負荷の少ない海

域においてモニ タ リ ングが必要であ る。 また、 日本は南

北に長 く 、 低緯度で白化 ・ 死滅、 高域度で分布北上が発

生し てお り 、 広域のモニタ リ ングが必要であ る。 しかし、

現状のサンゴモニ タ リ ング手法であ る、 潜水調査や衛星

リ モー ト センシングは、 礁池や礁原等の浅 く 狭い海域で

のモニタ リ ング と なっている。

こ のため、 広域を効率的に観測する こ と ができ るモニ タ

リ ング手法 と し て、 イ メ ージング蛍光ラ イ ダー ( 生死判

別 ) と ３ Ｄ ステレオカ メ ラ ( 形状把握 ) を組み合わせた、

船舶によ る観測手法を整備し、 広域モニ タ リ ングを実現

する。

以上は、 総合科学技術会議が平成 16 年に策定し た『 地球

観測の推進戦略』 の「 気候変動に対し て脆弱な地域での温

暖化影響モニタ リ ング」「 新規観測の合理的な導入」 に該

当する 。 ま た、 こ の整備する モニタ リ ング手法は、 国際的

な広域モニタ リ ングにも 貢献する こ と が期待さ れる 。

〔内容および成果〕

2012 年 12 月 18 日から 20 日に竹富島周辺海域で、 2012

年 11 月 27 日から 29 日まで高知県竜串海域公園でシステ

ムの試験運用を行い、 ステレオマ ッ チング と 水深推定が

可能 と なっている こ と を示し た。 また、 サンゴの分布に

関し ては、 現場に設定し た方形枠の観測を行い、 大型の

群体に関し てダ イ ビングで観察し たサンゴが本シス テム

で観測された画像に写っている こ と を確認し た。 竹富島

周辺海域においては、 観測時に波が荒 く 、 ステレオマ ッ

チングがまだ完成し ていない。 今後、 観測条件も含めた

システムの観測限界を明ら かにする と と も に、 取得され

たデータについては小型の群体の検出可能性に関する評

価を進め、 モニ タ リ ン グシ ス テム を完成 さ せる。 ま た、

予定し ている他のモニタ リ ング地点 (和歌山県串本等 ) に

関し て も観測可能性に関する評価を進め、 日本周辺の数

海域で定常的なモニタ リ ングを行 う 予定であ る。

26） 　 底質酸化による閉鎖性浅海域の生物生息環境の改善

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コード〕 1012BC002

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター） ，

中村雅子， 有田康一， 竹岡理絵， 石井裕一

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

水質総量規制によ り 陸域から の汚濁負荷を削減し 続けて

いる にも かかわら ず、停滞傾向を示す閉鎖性浅海域の環境

改善には、干潟や藻場の生態系サービス である 水質浄化機

能の改善が不可欠と 考える 。し かし 当該生態系サービス を

生み出す生態系機能の担い手である 付着藻、海草や海藻の

藻場、底生動物群集には底質環境の悪化や貧酸素水塊の発

生によ り 、突然の消滅など群集の不安定化が報告さ れてい

る 。こ う いった現象を回避する ため、こ れま でに国立環境

研究所と 地方公共団体環境研究所と の共同研究において

扱ってき た様々な底質改善手法、その中でも 底質酸化手法

を活用し て生物の生息環境改善を目指す。

〔内容および成果〕

平成 24 年度は、 室内実験と野外試験を通じ て、 複数の底

質酸化手法について比較検討を行った。

野外実証試験と し て、造成以降 10 年が経過し た都市域に

位置する人工干潟試験地であ る兵庫県の尼崎人工干潟を

選定し た。 冠水時は大阪湾の富栄養海水で満た され、 他

の田園地域に位置する瀬戸内海の干潟に比較し て底質は

還元的になってお り 、 夏季には貧酸素水塊が流入し、 多

く の底生生物の斃死が確認 さ れた。 今年度 も 引き続き、

本干潟をモデル試験区 と し、 春期か ら夏期にかけて、 底

質酸化効果の見込まれる複数の底質改善手法 ( 土木的酸

化手法， 物理的酸化手法， 化学的酸化手法 ) を試験的に

実施し た。 計測項目は、 複数の処理区 と 対照区におけ る

物理、 化学、 生物の各生態系機能評価に関する項目に加

えて、 現地優占生物への影響等のモニ タ リ ング と 生育試

験を実施し た。

複数の野外実証試験を通じ、 当該水域のよ う な都市型 -

高負荷 - 強貧酸素環境の干潟においては、 市民への生態

系サービ ス と し て、 本試験で確認された、 微生物によ る

有機物分解機能、 在来ベン ト スの生残、 アサ リ の持続的

供給、 海草藻場の持続的維持、 と いったそれぞれの目標

に応じ た底質酸化手法を選定する こ と で、 当該干潟にお
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ける生物のレ フ ュージア (生態学的避難場 ) を形成でき る

こ と が示唆された。

27） 　 ニホンジ カが南アルプス国立公園の自然植生に及

ぼす影響と その対策に関する研究 分担 (1) 地域絶滅

が危惧される植物種の保全技術の確立

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コード〕 1012BC003

〔担当者〕 ○戸部和夫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

南アルプスは広い範囲が国立公園に指定されてお り 、 ま

た、 長期的な環境変動に対し て植物が退避する場所 ( レ

フ ュージア ) の一つ と考え られてお り 、 生物多用性を確

保する ための重要な場所であ る。 近年、 ニホンジカが高

山帯まで進出し、 高山植物に食害が認められる よ う にな

り 、 緊急な対策が必要 と なっている。 本研究は、 ニホン

ジカによ る影響を緩和し、 希少な野生植物を保全する た

めに必要な情報 と 技術を提供し、 対策の推進を支援する

こ と を目的と し ているプロ ジェ ク ト の一部を分担する。

〔内容および成果〕

前年度に引き続き、 キ タ ダケ ソ ウ生育地保護区内でのシ

カの出現状況を画像デー タ に基づいて解析す る と と も

に、 こ の保護区に設置された食害防止柵の環境条件への

影響を調べた。 また、 気温条件 と シカの出現頻度 と の関

連性を こ れま での ３ 年間の調査結果に基づいて検討 し

た。 調査結果を総合的に検討し た結果、 シカの出現は早

春か ら晩秋までの少な く と も ４ か月程度の期間内に見ら

れる こ と が分かった。 食害防止柵の設置に と も な う 温度

や土壌水分状態の変化を調べたが、 これら環境要因に対

する顕著な影響は認められなかった。 また、 シカの採食

前後の画像の解析および現地調査か ら、 シカの嗜好性が

植生の変化を引き起こす要因と なる こ と が示唆された。

28） 　 農薬による生物多様性への影響調査

〔区分名〕 環境 - その他

〔研究課題コード〕 1014BX001

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

早坂大亮

〔期　間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

現在、 農薬の使用が農地内外の生物多様性にどのよ う に

影響を及ぼすかについて適切に評価し、 その影響を軽減

する手法の開発が求められている。 こ の実現には、 まず

農薬によ る生物多様性への影響を科学的 ・ 定量的に評価

する手法の開発が求められる。

そのため、 本事業においては、 農薬によ る農地内外の生

物多様性への影響について、 メ ソ コ ズム試験を通じ て科

学的かつ定量的に評価する ための手法を開発する こ と等

を目的に、 メ ソ コ ズム試験の具体的な実施方法やその評

価方法を検討する ための基礎的調査を行 う 。

〔内容および成果〕

農薬によ る生物多様性の変動に関する メ カニズムの調査

は、 水田 メ ソ コ ス ム試験に よ り 検討された。 2010( 平成

22) 年度調査では、水生生物群集に対する影響は、 フ ィ プ

ロ ニル処理区 と比べイ ミ ダ ク ロプ リ ド 処理区で相対的に

高かったが、 2011( 平成 23) 年及び 2012( 平成 24) 年度調

査では、 特に、 世代期間の長い水生昆虫類に対し、 フ ィ

プロ ニル処理区での影響が大き く なった。 両農薬 と も数

μg/kg(ppb) オーダーで長期の土壌残留が確認され、 主要

反応曲線 (PRC) 解析から、 農薬によ る群集構造への影響

は、 投薬年数が長 く な るほど大き く な る こ と が明ら か と

なった。 その影響は特にフ ィ プロ ニルを有効成分 と する

農薬で顕著であった。 農薬によ る生物多様性の変動に関

する メ カニズムを検討するにあたっては、 農薬の物理化

学的性状、 種の生活史、 生物間相互作用を介し た間接影

響等を考慮し、 農薬の残留性 ・ 蓄積性に も着目し て、 農

薬によ る生物群集への生態影響 と 回復 メ カニズムを個別

に、 かつ詳細に解明し てい く こ と が重要であ り 、 さ らに、

群集動態 ・ メ カニズムの解明にあたっては、 1 年目以降

のデータが特に重要と なって く る と考え られた。

メ ソ コ ス ムによ る群集構造影響等試験法の開発のための

基礎的調査では、 ビニルハウ ス内の閉鎖系環境下で、 止

水式 メ ソ コ ス ム試験を実施し た。 試験濃度設定にあたっ

ては SSD( 種の感受性分布 ) を活用し た。本試験も平成 23

年度試験 と 同様、 イ ミ ダ ク ロプ リ ド 処理区の方が、 フ ェ

ノ ブカルブ (BPMC) 処理区よ り 水生生物群集への影響が

大きい傾向が見られた。 特に、 イ ミ ダ ク ロプ リ ド は、 種

の感受性分布 (SSD) によ り 導かれる生物に対する無影響

濃度 (HC5) において も、 比較的大き な群集構造の変化が

見られた。

29） 　 未承認遺伝子組換えパパイヤに係る遺伝子検査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY001

〔担当者〕 ○青野光子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）
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〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

未承認遺伝子組換えパパイヤ (台農 ５ 号 ) が沖縄県におい

て広範囲に栽培 さ れていた こ と が判明 し た こ と を受け

て、 カルタヘナ法に基づき、 輸入者に報告徴収を行 う 等

に よ り 、 ほ場等におけ る栽培については こ れを特定し、

生産振興の観点か ら伐採を し て き た と こ ろであ るが、 複

数年にわた り ほ場や民家庭先等の野外において栽培され

ていた こ と を踏まえ、 自然環境に逸出し ている可能性が

否定でき ない と こ ろであ る。

台農 ５ 号については、 カルタヘナ法未承認であ り 、 生物

多様性影響評価が行われていないため、 自然環境下への

逸出の有無を確認する と と も に、 逸出個体があれば土地

所有者等に協力を求めた上で伐採する こ と によ り 、 我が

国において台農 ５ 号によ る生物多様性影響を防止する こ

と目指し ている。

本業務は、 昨年度に引き続き、 野外にて確認されたパパ

イ ヤについて、 当該遺伝子組み換えパパイ ヤ若し く はそ

の雑種個体であ るかど う かを特定する ための遺伝子検査

を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

野外で採取し た葉の試料から ゲ ノ ム DNA を調整し、PCR

によ る遺伝子検査を行った結果、 導入遺伝子が検出され

た試料が遺伝子組換えパパイヤ と判定された。

30） 　 除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY002

〔担当者〕 ○青野光子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

佐治光

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

生物多様性条約カルタヘナ議定書に基づ く 国内法におい

ては、「遺伝子組換え生物の使用等によ り 生ずる生物多様

性影響に関する科学的知見の充実を図る」 こ と が位置づ

け られてお り 、 使用されている遺伝子組換え生物の環境

中での生育状況の実態及び生物多様性影響が生ずるおそ

れについて、 データの収集を継続的に行ってい く こ と が

必要と されている。 本業務では、 現在国内で使用 ( 主に

加工用に輸入 ) されている除草剤耐性遺伝子組換えナタ

ネ及びその近縁野生種等を対象 と し て、 生物多様性影響

につなが る 現象が生 じ ていないか ど う かを監視す る た

め、 野外で採取された試料の分析を行い、 自然環境中に

おける導入遺伝子の拡散状況を調査する。

〔内容および成果〕

ナタ ネを輸入し ている港湾の う ち鹿島、 四日市、 博多の

各港湾周辺地域において、 主要道沿いの河川敷周辺 と 橋

梁直下付近の河川敷に注目し て調査を行った。 セ イ ヨ ウ

ナタネ と近縁種の試料 ( 母植物や種子 ) を調査し た と こ

ろ、 鹿島以外の地域のセ イ ヨ ウナタ ネか ら除草剤タ ンパ

ク質が検出されたが、 確認された除草剤耐性ナタ ネの生

育地点は、 昨年度まで と 同様に主要道路が河川 と 交差す

る橋梁の近辺に集中し ていた。 今後も これら の地域にお

いて、 除草剤耐性ナタ ネ及び交雑個体が定着し、 主要道

路沿線を離れて分布が拡大し てい く 可能性の有無等に着

目し て、 モニタ リ ングを継続し てい く 予定であ る。

31） 　 サンゴ礁共存 ・ 共生未来戦略

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0812CD008

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

浪崎直子

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

サ ン ゴ礁に関 し て、 1) 学際的な研究の連携 を進め、 2)

フ ィ ール ド 支援体制を整備し、 3) 学術的な成果を社会に

適用し、 4) そのための人材を育成する。

計画研究間の連携や共同研究、成果の相互利用を促進し、

共同で研究を進める ためのフ ィ ール ド 拠点の支援体制を

整備する。 学術成果を実際の現場に適用する ために、 総

括班をハブ と し て、 日本サン ゴ礁学会の活動を通じ て、

実際のサンゴ礁の再生を進める と と も に、 政府、 地方行

政機関、 Ｎ Ｐ Ｏ、 民間、 国際機関など様々なセ ク ター と

協力し て、 サンゴ礁 と 人 と の共生 ・ 共存の技術的 ・ 社会

的枠組みを作る。

〔内容および成果〕

1) 学際的な研究の連携に関し ては、 計画研究の代表者ら

によ る総括班会合を開催し、分野間の連携を促進し た。2)

フ ィ ール ド 支援体制の整備に関し ては、 琉球大学瀬底実

験所を拠点 と し た研究を展開し た。 3) 学術的な成果の社

会への適用に関し ては、 石垣島で成果報告会を行い、 成

果を社会に還元し た。 4) 人材育成に関し ては、 琉球大学

瀬底実験所にてサマース クールを開催し た。
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32） 　 地球温暖化に対するサンゴ礁の応答

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0812CD009

〔担当者〕 ○杉原薫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

サンゴ礁は、 温暖化によ る白化、 CO2 濃度上昇に伴 う 酸

性化によ る石灰化抑制、 海面上昇によ る水没 と、 地球温

暖化シナ リ オの全要因によ って重大な影響を受け る。 各

要因に対するサンゴ礁の応答は単純ではな く 、 しか も相

互に関係し合っている。 さ ら に、 こ う し たス ト レ スにサ

ンゴ礁が適応する可能性も示唆されている。 本研究目的

は、 すでに現れた温暖化、 酸性化、 海面上昇の影響を、

サンゴ群集やサンゴ礁生態系ス ケールで検出し、 温暖化

に対するサンゴ礁応答を評価する こ と であ る。 そのため

に、 現在および過去の環境要因の変化に対する群集変化

を野外において明ら かにする と と も に、 飼育実験によ っ

て応答過程を明ら かにし て、 地球温暖化の様々なシナ リ

オに対するサンゴ礁の非線形応答を評価 ・ 予測する。

〔内容および成果〕

今年度も引き続き、 石垣島白保のサンゴ礁礁原上で、 枝

状サンゴ群集 と 塊状 ・ 被覆状サンゴ群集のモニ タ リ ング

を行った。 1998 年の大規模白化以降、 両群集は順調に回

復し ていたが、 枝状サンゴ群集は、 2004 年の大型台風の

襲来によ って壊滅し てか らは現在も回復の兆しは全 く な

い。 塊状 ・ 被覆状サンゴ群集については、 こ の台風の影

響も さ る こ と ながら、 2007 年に再び起きた白化によ るダ

メ ージによ って、 その種数も被度も 1999 年 ( 大規模白化

の次の年 ) の 1/2 ～ 1/3 の値で 5 年にわたって底這い状態

が続いている。 以上の結果か ら、 一度大き なダ メ ージを

受けた礁原上のサンゴ群集が も と の状態まで回復する こ

と は難しい と考え られる。

33） 　 食物網構造をベイズ推定する安定同位体混合モデ

ルの開発と検証

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD011

〔担当者〕 ○角谷拓 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

生態系の機能やサービ ス を管理し保全する う えで、 食物

網構造の定量的な理解は欠かせない。 本研究の目的は、

安定同位体比データ を利用し て食物網構造を一括推定す

るベイ ズ推定モデルの開発であ る。 こ のベイ ズ推定モデ

ルは、 食物網 リ ン ク の定性的な有無を表す二値食物網

データ と、 定量的な食物網構成種の安定同位体比データ

を統合し、 食物網を構成する全消費者への異な る餌資源

の貢献比率を推定する も のであ る。 また、 開発し たモデ

ルを野外食物網に適用し、 モデルの精緻化を図る。 こ の

推定モデルは大量の食物網データの蓄積を可能にし、 未

知の食物網構造 と 生態系機能の関係を解明する道を拓 く

こ と で、 生態系機能の管理 ・ 保全に役立つ と期待でき る。

〔内容および成果〕

胃内容分析や糞分析、 文献調査等から得られる食物網構

成種の間の食 う －食われる関係の有無を 0( 無い場合 ) と

1( 有る場合 ) で記述し た二値食物網データ と、食物網構成

種の安定同位体比データ を取得する こ と によ って、 その

食物網におけ る全ての消費者について異な る餌資源の貢

献比率を同時に推定するベイ ズ推定モデルIsoWebの開発

を行った。 またそのモデルを既存の食物網データセ ッ ト

に適用し、 推定精度を評価し た。 これら の研究成果を国

際学術誌に発表し た。

34） 　 海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循

環に与える イ ンパク ト

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD012

〔担当者〕 ○吉田勝彦 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

多 く の固有種を有する海洋島の生態系を保存する上で、

外来種が大き な問題 と なってお り 、 実際に小笠原諸島な

どでは外来種の駆除事業が行われている。 外来種の中に

は、 在来種 と 相互作用を し ていた り 、 増殖し て大き なバ

イオマス を持つよ う になった も のも知られているが、 こ

れら を駆除し た場合、 物質循環を介し て在来種の存続に

影響がでる可能性があ る。 そ こ で本研究では、 小笠原諸

島において、 外来種の駆除が物質循環を介し て在来の生

態系にどのよ う な影響を与えるのかを明らかにする。

〔内容および成果〕

昨年度までに作成し たモデルを基盤 と し、 小笠原諸島の

複数の島の生態系を再現する こ と を試みた。 生態系を構

成する生物は全ての島で共通し てはいないので、 島ご と

に生態系を構成する生物を入れ替えてシ ミ ュ レーシ ョ ン

を行った結果、 小笠原諸島の複数の島 ( 媒島、 西島、 東

島 ) について、 その植生比 ( 森林、 草原、 裸地の比 ) を再

現する こ と に成功し た。 東島について外来ネズ ミ を駆除
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する シ ミ ュ レーシ ョ ンを行った結果、 駆除後は森林面積

が拡大する こ と が明ら か と なった。 ただし、 外来木本の

ギンネム、 モ ク マオウの生育面積も倍増し た。 西島につ

いて外来ヤギ と ネズ ミ を同時に駆除する シ ミ ュ レーシ ョ

ン を行っ た と こ ろ、 駆除前後で大 き な変化は見 ら れな

かったが、 これは島の面積の 8 割を占める までに増加し

て し ま っ たモ ク マオ ウ が、 既に在来生態系に大 き なダ

メ ージを与えてお り 、 回復の余地が少ないため と 考え ら

れる。 媒島について外来ヤギ と ネズ ミ を同時に駆除する

シ ミ ュ レーシ ョ ンを行った結果、 全島森林化するか全島

草原化するか、 どち ら か両極端の結果にな り やすい こ と

が明ら か と なった。 この結果は、 外来生物を駆除すれば

それで終わ り ではな く 、駆除後もモニ タ リ ングを継続し、

順応的な生態系管理を行 う 必要があ る こ と を示 し てい

る。

35） 　 遺伝子発現プ ロ フ ァ イルに基づ く 植物のス ト レ ス

診断と水稲葉枯症の原因究明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD015

〔担当者〕 ○佐治光 （企画部）， 清水英幸， 伊藤祥子， 佐

治章子

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

長崎県高標高地域の水田で発症する水稲葉枯症の原因究

明のための研究を、 可視障害の発現、 生理活性の変動お

よび植物の遺伝子発現プロ フ ァ イル解析に基づいて実施

し、 ス ト レ ス診断法の開発を目指す。 これまでの研究で

原因 と し ての可能性が示唆 さ れてい る、 酸性霧、 強光、

オゾン等のス ト レ ス因子の単独および複合処理によ る環

境制御実験を実施し、 その影響解析を行 う が、 特にイ ネ

の遺伝子発現変化を マ イ ク ロ ア レ イ 法に よ り 計測 し、

我々の有する も のを含めた既存データベース と 相互比較

する。 その結果に基づいて、 これらの条件下におけ る遺

伝子発現プロ フ ァ イルを類型化し、 特徴的な代謝変化や

シグナル応答に関わる反応を抽出し、 葉枯症の原因究明

を試みる。

〔内容および成果〕

長崎県高標高地域で、 葉枯症を発症し ない心野地区の水

田よ り イ ネの健全葉を、 また発症する里美地区及び草の

尾地区の水田よ り イネの健全葉 と障害葉を採取し、 RNA

を抽出 し て、 マ イ ク ロ ア レ イ に よ る 遺伝子発現解析を

行った。 その結果、 葉枯症を発症し ない地区か ら採取し

た イ ネ と 比べ、 葉枯症を発症する地区か ら採取し た イ ネ

では特徴的な遺伝子発現の違いが観察され、 その違いの

程度は健全葉よ り も 障害葉で よ り 大き い傾向があ った。

た と えばホルモンや活性酸素等のシグナル合成系の遺伝

子発現が抑制されてお り 、 酸性霧処理によ る場合 と 反対

方向に制御されてお り 、 これまでに報告されている ス ト

レ ス条件下 と は異な る 生理状態にあ る こ と が示唆 さ れ

た。

[ 備考 ]

共同研究機関 ： 農業生物資源研究所 ( 菊池尚志 )

36） 　 侵略的外来種アルゼンチンア リ におけるスーパー

コ ロニーの進化と維持機構の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1013CD001

〔担当者〕 ○井上真紀 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

本研究は、 侵略的外来種アルゼンチンア リ のスーパーコ

ロ ニーの生態特性およびスーパーコ ロ ニー間での遺伝子

流動の有無を明ら かにする こ と によ り 、 アルゼンチンア

リ の巨大スーパーコ ロ ニー と 小規模スーパーコ ロ ニーの

進化 と 維持機構の解明を目的 と する。 それによ り 、 アル

ゼンチンア リ の侵略性の解明および本種の防除対策への

提言のみな らず、 スーパーコ ロ ニー形成 メ カニズムの仮

説を検討する こ と によ り 、 これまで謎 と されて き た社会

性昆虫におけ る スーパーコ ロ ニー進化の解明に寄与する

ものであ る。

〔内容および成果〕

アルゼンチンア リ の巨大スーパーコ ロ ニー形成の メ カニ

ズム と し て、 これまでスーパーコ ロ ニー間の遺伝子流動

に よ る コ ロ ニー融合が仮説 と し て立て ら れ、 分子遺伝

マーカーに よ って側所的に分布する スーパーコ ロ ニー 2

系統間の遺伝子流動実態を調査し て き たが、 2 年間を通

し て遺伝子が交流 し てい る 証拠は得 ら れず、 敵対的な

スーパーコ ロ ニー間の関係に変化は生じ なかった。 そ こ

で、 次にスーパーコ ロ ニー各系統の行動学的特性に着目

し て、巨大スーパーコ ロニー形成 メ カニズムを再考し た。

アルゼンチンア リ の巨大スーパーコ ロ ニー と 小規模スー

パーコ ロ ニーのそれぞれの巣を採集し、室内飼育を行い、

行動特性の比較を行って、 本種の侵略成功の要因を明ら

かにする こ と を目的 と し た。 兵庫県神戸市で採集し た 4

つのスーパーコ ロ ニーを対象に、 室内実験を行った と こ
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ろ、 集団攻撃行動、 逃避行動、 採餌行動を調べた結果、

スーパーコ ロ ニー間でそれぞれの行動特性に違いがみら

れる こ と が明ら かになった。 特に、 世界的に分布を広げ

ている Main と呼ばれる系統は、集団攻撃が強い上に単独

では逃避行動が素早 く 、 さ ら に採餌行動においては、 集

団で長時間にわた り 採餌を繰 り 返すなどの行動的特性を

示 し た。 以上の結果か ら、 アルゼ ン チ ン ア リ に 「コ ロ

ニー ・ パーソナ リ テ ィ 特性」 が存在する可能性が示唆さ

れた。 こ のパーソナ リ テ ィ によ って、 侵入先の撹乱的環

境において、 main タ イプが優先的に分布を拡大し て、 巨

大スーパーコ ロ ニーを形成し ている と い う 新しい仮説を

立てるに至った。

37） 　 造礁性イ シサン ゴ類の分子系統および化石 と現世

の形態多様性に基づ く 分類体系の再構築

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1014CD001

〔担当者〕 ○杉原薫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

本研究では、 日本のサンゴ礁域から非サンゴ礁域 ( 高緯

度域 ) にかけて分布する現世の造礁性イ シサンゴ類 ( 以

下、 サンゴ ) およびそれらの化石の両方を用いる こ と で、

過去から の形態変化や分布の変遷、 さ らに固有種の存在

を明ら かにし た上で、 従来これら の分類体系で最も有効

と 考え られていた骨格の形態的特徴を再検討し、 近年行

われている分子系統解析結果 と 調和的な骨格形質の発見

と、 現在混乱し ているサンゴの分類体系の再構築を目指

す。

〔内容および成果〕

本年度は、 国内で採集されたオオ ト ゲサンゴ科のコハナ

ガ タサンゴ と アザ ミ ハナガ タサンゴ、 ウ ミ バラ科の ヒ ラ

キ ッ カサンゴ と オキナワ キ ッ カサンゴの骨格標本を も と

に、 娘個体の出芽様式 と、 その違いに起因する と 思われ

る骨格形態を調査し た。 その結果、 過去の文献でアザ ミ

ハナガ タサンゴ と されていた も のには ２ 種類含まれてい

た こ と が明ら かになった。 また、 その片方はコハナガ タ

サンゴ と、 も う 片方はオキナワ キ ッ カサンゴ と 同様の出

芽様式をそれぞれ持つこ と がわかった。 さ ら に ヒ ラ キ ッ

カサンゴは、 その骨格形態か ら キ ク メ イ シ科サンゴに類

似し ている こ と が明らかになった。

38） 　 真核ピ コ プ ラ ン ク ト ンの多様性の解明 : 分類学とゲ

ノ ム生物学からのアプローチ

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD015

〔担当者〕 ○山口晴代 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

真核ピ コプラ ン ク ト ン と は細胞径が 2 μm 以下のプラ ン

ク ト ンであ り 、 外洋海域におけ る一次生産 と バイオマス

の双方で非常に重要な役割を果た し ている こ と が知られ

ている。 しか し ながら、 その潜在的な生物多様性の高さ

が指摘されている も ののその微少な細胞サイ ズゆえ、 実

体が明ら かになっている種はご く 僅かであ る。 そ こ で本

研究では、 真核ピ コプ ラ ン ク ト ンの培養株を作成し、 そ

の実体を明ら かにし、 分類学的に整理する事を研究目的

とする。

〔内容および成果〕

親潮、 親潮 ・ 黒潮混合域および仙台湾において、 表層水

を採水し た。 採水し た海水に含まれる真核ピ コ植物プ ラ

ン ク ト ンの多様性を調べるにあた り 、 フ ローサイ ト メ ト

リ の解析 ・ セルソーターでの細胞分取条件について検討

を行った。い く つかの条件で分取し た細胞から 18S rRNA

遺伝子を増幅し、 次世代シーケンサーによ り 配列の取得

を行った。 配列解析の結果、 ク ロ ロ フ ィ ル蛍光を持ち、

細胞サイ ズの小さ な領域を分取する条件が も っ と も ピ コ

植物プ ラ ン ク ト ン を効率 よ く 回収で き る こ と がわかっ

た。 配列の内訳 と し ては珪藻を中心に、 パルマ藻、 プ ラ

シ ノ 藻、 ク リ プ ト 藻など光合成性の種に加え、 い く つか

の捕食性真核生物由来の配列が得られた。 光合成性ピ コ

プ ラ ン ク ト ン由来 と 思われるに関し てはほ と んどが既知

種であ る と 思われるが、 従属栄養性由来 と 思われる配列

に関し ては未知 ・ 未培養の も のが含まれてお り 、 培養実

験等を通し た詳細な実態解明が望まれる。

39） 　 コスモポ リ タ ンを使った種の壁の操作実験

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD017

〔担当者〕 ○今藤夏子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

本研究は本来種分化し ないはずのコ スモポ リ タ ンの中に

潜む外来性の種分化機構 (細胞内共生細菌ボルバキア ) を

利用し、 種の壁を実験的に操作する こ と を目的 と する。

生物多様性の創出機構であ る種分化研究は、 種の壁がど

の よ う に し てで き る か を明 ら かにす る 重要な研究であ

る。 古 く から種分化を促進する要因 と し て地理的隔離が
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挙げられて き たが、 世界各地に広 く する分布する コ スモ

ポ リ タ ン種の害虫は、 異所的な環境にあって も種分化し

に く い。 近年では、 遺伝的、 生態的な要因が種分化を急

速に促進する こ と が指摘されている。 急速な進化が起こ

り 得る こ と を示す最も直接的な研究は、 室内実験系で種

の壁を操作する こ と であ る。 本研究では、 本来種分化し

ないコ スモポ リ タ ン種において、 室内実験によ り 種の壁

の操作を試みる こ と で、 遺伝的、 生態的な要因で起こ る

急速な種分化現象を再構築する。 これによ り 、 生態的な

種の壁が遺伝子に焼き付け られてい く こ と を明ら かにす

る こ と で、 種分化の直接的な メ カニズムの解明へ と つな

げる。

〔内容および成果〕

アカ イ ロマ メ ゾ ウ ムシに感染し ている遺伝的に異な る 2

系統のボルバキアについて、 PCR によ って簡易判別する

ためのプ ラ イ マーを開発し た。 また、 2 系統のボルバキ

アの分子系統学的位置づけを明ら かにする ため、 ボルバ

キアの MLST 解析に用いる 5 遺伝子座の配列を得た。 交

配実験によ り 、 アカ イ ロマ メ ゾ ウ ムシの 2 系統のボルバ

キアは、 それぞれ宿主に対し て細胞質不和合を引き起こ

すこ と を明らかにし た。

40） 　 マングローブ植物の窒素獲得における土壌窒素固

定菌の役割

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD019

〔担当者〕 ○井上智美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

マング ローブ植物が生育する沿岸域では、 潮汐によ る窒

素流出が日々繰 り 返されてお り 、 植物が生育に必要な窒

素を獲得する ためには安定的な窒素供給過程 と 効率的な

窒素利用システムが必要であ る。 いつで も、 ど こ で も入

手可能な大気中の窒素を基質 と す る 窒素固定プ ロ セ ス

は、 マング ローブ植物に と って重要な窒素供給プロセス

と なっている可能性があ る。 本課題では、 マング ローブ

植物の窒素獲得において、 土壌窒素固定菌がどの程度寄

与し ているのかを定量評価する こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

沖縄県西表島に分布するマング ローブ植物の う ち 3 種 (A.

marina, R.stylosa, B.gymnorrhiza) について、 根圏土壌およ

び根細胞の窒素固定ポテンシ ャルを、 アセチレ ン還元法

に よ り 測定 し た。 根圏土壌の乾燥重量換算値では、 B.

gymnorrhiza の根圏で最も高 く 、A. marina の根圏で最も低

かった。 また、 根細胞か ら も窒素固定ポテンシ ャルが検

出された。 乾燥重量換算値、 表面積換算値、 体積換算値

のいずれにおい て も、 B. gymnorrhiza で最 も 高 く 、 R.

stylosa、A. marina の順に低かった。R. stylosa では地上に露

出し ている部位 ( 地上根 ) よ り も地中に潜っている部位 (

地中根 ) で窒素固定ポテ ン シ ャ ルが高いのに対 し、 B.

gymnirrhiza では地上根の方が地中根よ り も高かった。

41） 　 河川水温変動シ ミ ュ レーシ ョ ン を用いた全国の淡

水魚類に関する自然再生支援システム

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1115CD001

〔担当者〕 ○亀山哲 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

気候変動や人為的な開発に対し、 特に脆弱 と される流域

生態系の効果的な保全・再生事業計画の策定を目的 と し、

絶滅危惧種を含む全国の淡水魚を対象 と し た生息地解析

を行い、 その現状分析 と 過去か ら現在までの地空間変化

抽出、 およびシナ リ オ分析によ る将来予測を行 う 。

特に本研究では、 流域の歴史的変遷が河川水温の変動に

与え る影響に注目し、 流域の熱収支モデルを開発し て広

域かつ長期的な生態影響を解析する。 さ ら にその水温変

動を生息地パラ メ ータ と し た生息地環境評価モデルを活

用し、 水温変化が淡水魚類の生息地ポテンシ ャルおよび

季節的行動パターンに与える影響の解明を行 う 。

最終的に、 一連の研究フ ローを一元化し、 効率的な自然

再生支援システム ( 対象種 ・ 事業区間の選定， 生息場の

制限要因 と 環境改善項目の特定， 事業前後の評価手法の

提示等 ) と し て実用化を図る。

〔内容および成果〕

釧路川本流に沿って設置し た合計 44 地点の水温・水質モ

ニ タ リ ング地点を対象に、 水温観測データ を回収しデー

タベース を更新し た。 水温データは、 測定間隔 20 分 ・ 水

温分解能 0.1° であ る。 さ らに河川水のサンプ リ ングから

は栄養塩の分析を行い、 水質データ セ ッ ト を拡充し た。

また流域全体で整備し ている分布型降雨流出モデルに対

し ては、水位流量データ と L-Ｑ 式を入手し、2012 年分の

パラ メ ータ同定と再現計算を行った。

 また今年度はこれまでに整備し た流域基盤情報 ・ 保全地
―  200  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  201 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
域 GIS データ等の公開システムの構築を進め、 利用者に

対 し て特に生態系サービ ス に関わ る 情報を提供可能な

H.P.を立ち上げた。この中で整備されたデータは主に流域

内で継続的に整備された水環境データ、 既存の紙ベース

の資料、 イ ン ターネ ッ ト 上の pdf 資料等であ る。 これら

を一元的にデジ タル化し て管理し た。

42） 　 高 CO2 環境における光合成誘導反応の生化学的 ・

気孔的制限と その生態学的意義

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1213CD003

〔担当者〕 ○唐艶鴻 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

自然環境下では光強度は時間的に大き く 変化する。 数秒

の内に光強度は数百倍も変わる。 こ のよ う な光強度の変

化に対し て光合成速度も迅速に応答する こ と はわかって

いる。 しかし、 その応答過程、 メ カニズム及び生態学的

意義については不明な と こ ろが多い。 光強度の上昇に応

答する光合成速度の上昇過程は光合成誘導反応 と い う 。

誘導過程では、 強光下での最大光合成速度に達し ていな

いため光合成速度が制限されている。 これまでの研究に

よ って、高 CO2 環境下では光合成誘導反応が加速するが、

加速する要因が充分に解明されていない。 そ こ で、 本研

究では現在進行中新学術領域の公募研究 「高 CO2 環境下

で光合成誘導反応の解明 と 物質生産への影響評価」 の発

展と し て、 以下の二つの目的があ る。 まず、 高 CO2 環境

下で光合成誘導反応の加速について気孔によ る加速 と 生

化学的反応によ る加速を分別し て評価する。 次にそれぞ

れの加速が高 CO2 環境に順応し た植物の光合成物質生産

に対する貢献を定量的に評価する。

〔内容および成果〕

上記の目的を達成する ため、 高 CO2 環境下で栽培し たポ

プ ラ植物 ２ 種、 と シ ロ イ ヌナズナ ２ 株についての実験を

行った。 ポプラについては、 高 CO2 環境下における光合

成誘導反応速度の向上は、 約 80% が気孔順応の貢献によ

る も のが分かった。 一方、 気孔が開放し たま まのシ ロ イ

ズナズナ変異体 と 通常の気孔応答でき る同種の野生株を

利用し、 光合成誘導におけ る気孔制限 と 生化学制限の分

離 も 試みた。 シ ロ イ ヌ ナズナ ２ 種の最大光合成速度の

50% に達する まで要する時間は、2 つの株 と も高 CO2 濃度

下では短 く な るが、 変異株の時間短縮はさ ら に大きかっ

た。 また、 光合成誘導反応の加速制限は、 野生株では主

に気孔の制限、 変異株ではほ と んど生化学的制限であ る

こ と も確認し た。 さ らに、 光合成誘導反応の高 CO2 順応

が野生株でのみ認められた こ と から、 高 CO2 馴応に対す

る気孔の重要性が示唆された。

43） 　 日本列島産 ト カゲ属の複数交雑帯の比較解析に基

づ く 生殖隔離進化プロセスの研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD007

〔担当者〕 ○岡本卓 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

生物の種多様性は種分化によ って創出され、 その メ カニ

ズムの理解には、 生殖隔離の進化プロセスの解明が不可

欠であ る。 不完全な生殖隔離によ って維持されている交

雑帯は、 漸進的に進行する一般的な種分化の途中段階を

観察可能な重要な題材であ る。 日本列島 と その周辺島嶼

には、 3 種 4 系統の ト カゲ属 Plestiodon ( ト カゲ科、 爬虫

綱 ) が側所的に分布し、それらの間に 4ヶ所の交雑帯が形

成されている。 これら の複数の交雑帯の比較解析に基づ

いて、 生殖隔離の強度 と それに影響を与え る と 想定され

る要因の関連を調べる こ と によ り 、 生殖隔離の進化プロ

セスの一端を明らかにする。

〔内容および成果〕

北陸地域および伊豆諸島八丈島での野外調査を行い、 新

たに複数地点で ト カゲ標本を得た。これらの DNA 解析の

結果、 北陸では富山県東部まで東北日本系統の ヒ ガシニ

ホン ト カゲが分布する こ と を明ら かにし、 八丈島では中

西部地域の交雑帯の位置を絞 り 込んだ。

バン クーバーで行われた第 7 回世界爬虫両生類学会議に

出席し、 日本列島の ト カゲ属についての これまでの知見

を ま と めた総合的な発表を行 う と と も に、 関連研究を

行っている米国 ・ オース ト ラ リ アの研究者 と コ ン タ ク ト

を取った。

多数のマ イ ク ロサテ ラ イ ト マーカー開発のため、 ヒ ガシ

ニホ ン ト カゲ一個体について高速シー ク エンサー ( ロ

シ ュ GS Junior) によ る ホールゲ ノ ムシ ョ ッ ト ガンシーケ

ン ス を行い、 約 6,000 の候補配列を得た。 現在その中か

ら マーカー と し て使用可能な も のを、 プ ラ イマー作成 と

PCR 試験によ り 探索し ている。

44） 　 海面上昇に対する ツバル国海岸の生態工学的維持

に関する研究
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〔区分名〕 JST

〔研究課題コード〕 0812KB001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

ツバル国は標高 １ ～ ３ ｍ と低平で、今世紀の海面上昇に

よ る水没の危機にあ る。一方で、急増する人為圧力によ っ

てサンゴ礁生態系の劣化が進み、 国土の堆積物を作るサ

ンゴや有孔虫の生産量が著し く 減少し ている可能性が高

い。 本研究の目的は、 ツバル国フナフチ環礁において、

サンゴ と 有孔虫が作る砂の生産－運搬－堆積過程 と、 生

態系劣化に伴 う 減少を評価し て、 生態系の保全 ・ 復元を

通じ て将来の気候変動に対し て復元力の大き な島を再生

する こ と であ る。

〔内容および成果〕

フナフチ環礁フ ォ ンガフ ァ レ島において、 2003 年に取得

された IKONOS 衛星画像を用いて、教師無し分類を行い、

ハビ タ ッ ト マ ッ プを作成し た。 その結果を地形 ・ 生態班

に提供し、 有孔虫によ る砂生産量が見積も られた。 文献

のレ ビ ューを行い、 1984 年と 2003 年の海岸線変化に関す

る結果を得た。 こ の結果 と 現地の建物や電源状況、 対策

場所等を参考に、 フナフチ環礁フ ォ ンガフ ァ レ島におい

てカ メ ラ設置場所の検討を行い、 海岸線変化監視が可能

な場所の選定を行った。 衛星データの近赤外画像を用い

て海岸線を抽出で き る こ と と その精度を明ら かに し た。

また、 定点カ メ ラ のテス ト を行い、 カ メ ラ の近赤外画像

を用いた海岸線変化監視手法を検討し た。 日本国内にお

いて、 近赤外画像が撮影可能な定点カ メ ラ を用いて実地

観測を行い、 海岸線変化抽出の精度検証を行った。 上記

の検討結果に基づ き、 設置す る カ メ ラ シ ス テ ム と し て

BRINNO 社製 GardenWatchCam を候補 と し て選定し、現地

に数ヶ月間設置を行い、 ト ラ ブル無 く 運用されている こ

と と、 汀線変化が観測されている こ と を確認し た。

45） 　 青海 ・ チベ ッ ト ・ モンゴル高原における草原生態系

の炭素動態と気候変動に関する統合的評価と予測

〔区分名〕 JST

〔研究課題コード〕 0913KB002

〔担当者〕 ○唐艶鴻 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

上記の よ う な背景で、 本研究は以下の主な目的があ る。

まず、 青海 ・ チベッ ト 高原 と モンゴル高原の草原生態系

において、 炭素蓄積量の空間パターン と 代表的な生態系

CO2 交換速度の時間変動を明らかにする。 つぎに、上記空

間パターン と 時間変動に及ぼす気候変動 と 人為的影響 (

主に放牧影響 )、及びそれぞれの生態的 メ カニズムを解明

する。 その結果を利用し、 複数の生理生態ベースのモデ

ルを使って、 異な る気候変動条件下で当該草原生態系の

炭素収支の変化、 及びその変化に及ぼす気候変動の影響

の予測を行 う 。 さ ら に、 これら の結果か ら、 当該地域の

温暖化防止や炭素管理のための政策提案を行 う 。 一方、

本研究の実施によ って、 日中両国の若手研究者に研究交

流の場を提供し、今後の交流を深める ための基礎を作る。

〔内容および成果〕

2012 年度では、下記のよ う な研究交流及び研究成果を得た。

(1) 国立環境研究所、共同参加機関の筑波大学、岐阜大学、

神戸大学によ って、 チベッ ト 高山草原において土壌中の

炭素動態を左右する重要なフ ァ ク ター と 考え られる土壌

有機物の量および質を標高差に沿って明ら かにし た。 そ

の結果、 標高の低い と こ ろでは、 分解ポテンシ ャルの高

い有機物が多量に保有されている傾向が認められ、 環境

変動の影響を よ り 受けやすい こ と が示唆 さ れた。 今後、

その傾向の一般性について さ らに解析する。

(2) これまでの青海、チベッ ト 草原における長期観測を継

続し、 炭素収支に関する長期変動の解析を行った。 また、

モンゴル草原に関し て炭素収支の変動に関連する水収支

の観測 も 筑波大学の共同研究者に よ っ て進め ら れてい

た。

(3) 研究交流の一環 と し て JST の合同シンポジウ ムに合わ

せ中国側研究者の訪日を実現し、 これまでの研究成果の

紹介と研究交流を行った。

46） 　 環境利用の空間的不均一性に対する ヒ グマ生息密

度推定手法の感度分析 ・ および調査計画支援ツール

の構築

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コード〕 1113MA001

〔担当者〕 ○深澤圭太 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

ヒ グマは北海道において在来生態系の頂点にあ る アンブ

レ ラ種であ る。 しかし ながら、 ヒ グマは過去か ら現在に

至る まで、 人身への被害や農作物への被害などの人間社

会 と の軋轢が絶えない生物であった。 ヒ グマは内的な増

加率が低 く 、 被害防止 と 個体群の存続を両立するには個

体密度の把握に基づ く 管理計画の策定が必要 と な る。 近

年ではク マの個体群のモニタ リ ング手法と し てDNAマー
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カーに よ る 標識再捕獲法が一般的に用い ら れ る よ う に

なって き ているが、 生息密度を推定する ための統計モデ

ルは現在も発展途上にあ る。 近年、 標識再捕獲におけ る

空間情報を活用し て、 客観的な有効調査面積推定に基づ

く 生息密度を計算する 「空間明示型標識再捕獲モデル」

と 呼ばれる手法が普及しつつあ るが、 ハビ タ ッ ト 条件の

不均一性に対するモデルの頑健性など、 モデルの振る舞

いについては不明な点が多い。 また、 こ のモデルの推定

精度は同一個体が複数の ト ラ ッ プでどの程度検出される

かに依存するが、 十分な推定精度を得る ために最適な調

査デザイ ンを直感的に推測する こ と は困難であ る。

本研究においては、 ヒ グマのハビ タ ッ ト 不均一性を考慮

し た空間明示型標識再捕獲モデルを構築し、 環境条件の

不均一性が生息密度推定に与え る影響を評価する。また、

ヒ グマの生息密度や検出率、 行動圏サイ ズに関する先験

的な情報か ら、 任意の調査デザイ ンの元での密度推定実

現可能性を評価する こ と が可能 と な る よ う な 「調査計画

支援ツール」 を構築する。

なお、 本研究の成果は北海道における ヒ グマのモニ タ リ

ングにかかるガ イ ド ラ イ ン策定に用いられる と 共に、 渡

島半島地域におけ る ヒ グマ保護管理計画改訂の基礎情報

と なる。

〔内容および成果〕

本年度は北海道渡島振興局上 ノ 国国有林において、 5 月

か ら 9 月にかけて ヒ グマ密度推定を目的 と し たヘア ト

ラ ッ プ調査を行い、 マ イ ク ロサテ ラ イ ト マーカーによ る

個体識別を行った。 その結果を用いて、 次年度に標識再

捕獲モデルによ る密度推定を行 う 予定であ る。

[ 備考 ]

受託事業名：「環境利用情報を活用し た遺伝子マーカーに

よ る個体識別を用いた ヒ グマ生息密度推定法の開発」

47） 　 未知の藻類 : パルマ藻が解き明かす海洋を支える珪

藻の進化

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コード〕 1113NA001

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

珪藻は海洋の炭素循環に重要な一次生産者であ るが、 そ

の起源 ・ 繁栄機構は不明な点が多い。 珪藻同様にシ リ カ

の殻を も ち、 珪藻 と 共通祖先か ら進化し たパルマ藻 と 珪

藻について、 生活史、 生態、 生理、 ゲ ノ ミ ク ス、 生物地

球化学的解析等の総合的な比較解析を行 う こ と で、 珪藻

の出現から現在の繁栄にいた る進化過程について解明す

る。 国立環境研究所担当者は、 パルマ藻の生活史の解明

を担当する。

〔内容および成果〕

定常期に達し たパルマ藻培養株を新鮮な培地に移し替え

て複数の温度条件下で培養する こ と で、 細胞サイ ズの異

なる 2 つの細胞集団をフ ローサイ ト メ ト リ (FCM) で検出

でき た。 同試料の顕微鏡観察では、 3μｍ 前後の球形不

動細胞と紡錘形の遊走細胞、 そし て 6μｍ 前後の球形不

動細胞が観察された。 生活史解明に必要な細胞ステージ

誘導に関わる栄養と環境条件、 FCM 解析における集団の

特徴についての情報を収集する こ と ができた。

48） 　 日本産キク メ イ シ科サン ゴの同定基準の確立 と そ

の地理的分布の解明

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コード〕 1212NA001

〔担当者〕 ○杉原薫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

キ ク メ イ シ科サンゴは、 日本の造礁性イ シサンゴ類では

主要な分類群の一つであ るに も関わらず、 属レベルでの

同定 ・ 分類基準が不明瞭な も のが多 く 、 その中には実態

すら よ く 分か ら ない種群も存在する。 近年、 高水温に伴

う 大規模白化やオニ ヒ ト デの大発生などによ り 、 多様な

サンゴ礁景観を創出し ていた ミ ド リ イ シ科サンゴが激減

し、 相対的に これらへの耐性が大きいキ ク メ イ シ科のサ

ン ゴが、 サン ゴ礁内で よ く 目につ く よ う になっ て き た。

こ う し た現状か ら、 今後のサンゴ礁での生物相調査やそ

の関連研究においては、 キ ク メ イ シ科サンゴのよ り 正確

な同定が求められる可能性が高い。 しかし、 近年のサン

ゴ図鑑に掲載されている各種の特徴や生息環境の情報だ

けでは、 専門家ですら各種を正確に同定する こ と が難し

い。 よ って本研究では、 同定基準が不明瞭で未だその実

態が解明されていないキ ク メ イ シ科サンゴについて、 そ

の正確な同定基準を明ら かにし、 日本に生息する属 ・ 種

と それらの地理的分布を解明する。

〔内容および成果〕

日本に生息する と さ れる キ ク メ イ シ科サン ゴについて、

各種の実体 と 国内での地理的分布を正確に把握する ため
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に、 多数のサンゴ骨格標本を収蔵する国内の ３ つの研究

機関 ( 黒島研究所、 琉球大学風樹館および東北大学自然

史標本館 ) で、 標本観察 と そのデータベース作成を行っ

た。 ま た、 一部の分類群については、 現地調査を行い、

地理的分布の確認 と 骨格標本採集を行った。 その結果、

過去の文献で “ 日本では普通に見られる ” と されていた

ヤス リ ミ ド リ イ シ、 ウモレ キ ク メ イ シやオオカ メ ノ コ キ

ク メ イ シなどは、 実際は日本に生息し ていない可能性が

高いこ と が明らかになった。 また、“ 琉球列島から本州南

岸まで広 く 分布する ” と されていた ヒ メ ト ゲキ ク メ イ シ

は八重山海域まで、 コ ト ゲキ ク メ イ シ と ト ゲキ ク メ イ シ

は沖縄海域までしか生息し ていない こ と が明ら かになっ

た。 同様の結果は、 キ ク メ イ シ科の中の別属で も見られ

た。 以上の こ と か ら、 今後、 日本のサンゴの種多様性を

正確に把握する ためには、 キ ク メ イ シ科以外の他の分類

群について も同様の調査を行 う 必要があ る。

49） 　 遺伝子組換えセ イ ヨ ウアブ ラ ナのこぼれ落ちおよ

び拡散に関するモニ タ リ ング

〔研究課題コード〕 0913AF001

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

西沢徹

〔期　間〕 平成 21 ～平成 26 年度 （2009 ～ 2014 年度）

50） 　 東京湾東部における未確認有害植物プ ラ ン ク ト ン

のモニ タ リ ング

〔研究課題コード〕 1012AH007

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

51） 　 植物のス ト レ ス診断 と環境モニ タ リ ングに関する

研究

〔研究課題コード〕 1214AH001

〔担当者〕 ○青野光子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

52） 　 絶滅危惧野生動物の生息域外保全に関する研究拠

点構築

〔研究課題コード〕 1215AQ003

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

大沼学

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

53） 　 野生齧歯類を指標 と し た放射線生物影響の長期モ

ニ タ リ ング

〔研究課題コード〕 1212AR001

〔担当者〕 ○大沼学 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

54） 　 外来動物の根絶を目指し た総合的防除手法の開発

〔研究課題コード〕 1113BA005

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

横溝裕行， 井上真紀， 森口紗千子， 深澤圭太，

岡本卓

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

55） 　 サン ゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量

評価と将来予測

〔研究課題コード〕 1115BA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

河地正伸， 杉原薫

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

56） 　 植物の広域デー タ 解析によ るホ ッ ト スポ ッ ト 特定

と その将来の定量的予測

〔研究課題コード〕 1115BA002

〔担当者〕 ○竹中明夫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

石濱史子， 角谷拓

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

57） 　 群馬県に降下し た放射性セシウムの動態解析 と将

来予測

〔研究課題コード〕 1213BA001

〔担当者〕 ○野原精一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

58） 　 国際河川 メ コ ン川のダム開発と 環境保全－ダム貯

水池の生態系サービスの評価

〔研究課題コード〕 1214BA005

〔担当者〕 ○福島路生 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

広木幹也， 村田智吉， 冨岡典子， 吉田勝彦

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

59） 　 高病原性鳥イ ン フルエンザウイルス保有状況調査

〔研究課題コード〕 1212BY003

〔担当者〕 ○大沼学 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

60） 　 ス ト レス とサンゴ礁の歴史的変化

〔研究課題コード〕 0812CD007
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〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

小熊宏之， 林誠二， 石原光則

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

61） 　 オゾ ン応答遺伝子を用いた植物のオゾ ンス ト レ ス

診断手法の開発

〔研究課題コード〕 1113CD002

〔担当者〕 ○青野光子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

62） 　 日本在来ナマズ属の地域集団 と保全対象水域の特

定および遺伝的モニ タ リ ングの実践

〔研究課題コード〕 1113CD009

〔担当者〕 ○松崎慎一郎（生物・生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

63） 　 環境放射性物質を用いた湿地生態系機能評価に関

する研究

〔研究課題コード〕 1214CD004

〔担当者〕 ○野原精一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

64） 　 DNA バーコーデ ィ ングを適用し たユス リ カ科昆虫

の水質指標性と多様性の研究

〔研究課題コード〕 1215CD005

〔担当者〕 ○高村健二 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

上野隆平， 今藤夏子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

65） 　 藻類リ ソースの収集 ・ 保存 ・ 提供

〔研究課題コード〕 1216CE001

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

志村遥平， 佐藤真由美

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

66） 　 Digital DNA chip による生物多様性評価と環境予測

法の開発

〔研究課題コード〕 1115KB001

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

山口晴代

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

67） 　 沿岸海洋生態系に対する気候変動の複合影響評価

研究

〔研究課題コード〕 1216KZ001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

68） 　 絶滅危惧淡水魚イ ト ウ ( サケ科 ) の新たなモニ タ リ

ング手法の開発

〔研究課題コード〕 1213NA002

〔担当者〕 ○福島路生 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

【関連課題】

69） 　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構と その底生生

物影響評価に関する研究

〔研究課題コード〕 1011AG001

〔担当者〕 ○牧秀明 （地域環境研究セン ター）， 中村泰男，

東博紀， 金谷弦， 越川海

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

70） 　 窒素飽和状態にある森林域からの窒素流出負荷量

の定量評価および将来予測

〔研究課題コード〕 1012AG003

〔担当者〕 ○林誠二 （地域環境研究セン ター）， 渡邊未来，

越川昌美， 高津文人

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

71） 　 摩周湖の透明度変化に関する物理 ・ 化学 ・ 生物学的

要因解析

〔研究課題コード〕 1012AH001

〔担当者〕 ○田中敦 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

72） 　 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究

〔研究課題コード〕 1012AH003

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

73） 　 熱帯林における生態学的研究等のためのパソの観

測研究拠点化の推進

〔研究課題コード〕 1112AI001

〔担当者〕 ○笹野泰弘 （地球環境研究セン ター）， 梁乃申，

向井人史， 五箇公一， 唐艶鴻， 斉藤拓也

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

74） 　 津波によ り堆積物と混合 ・ 沈降し た流出油の分布 ・

消長と底質環境影響評価に関する研究
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〔研究課題コード〕 1212AN003

〔担当者〕 ○牧秀明 （地域環境研究セン ター）， 金谷弦

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

75） 　 MRI 画像解析と同位体解析による栄養塩や温室効

果ガスの底泥からのフ ラ ッ クス予測

〔研究課題コード〕 1214AO002

〔担当者〕 ○高津文人 （地域環境研究セン ター）， 今井章

雄， 小松一弘， 渡邉英宏， 広木幹也， 岩崎一弘，

上野隆平

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

76） 　 メ タ個体群の空間構造に不確実性を も つ外来種の

最適管理戦略

〔研究課題コード〕 1012CD001

〔担当者〕 ○横溝裕行 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

77） 　 金属特異性を考慮 し た包括的な生態 リ ス ク評価手

法の開発

〔研究課題コード〕 1215CD003

〔担当者〕 ○林岳彦 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

78） 　 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデ

ル活動の展開と普及 『久米島応援プロジ ェ ク ト 』

〔研究課題コード〕 1012MA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

浪崎直子， 林誠二

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

79） 　 多媒体モデ リ ング と戦略的モニ タ リ ングによ る放

射能汚染の広域環境影響評価

〔研究課題コード〕 1113NA002

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 田中敦，

鈴木規之， 森野悠， 柴田康行， 高村典子， 野原

精一， 今井章雄， 林誠二， 東博紀， 今泉圭隆，

大迫政浩， 中山祥嗣

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

80） 　 熱帯ダム貯水池の沿岸区域における底泥の生成・堆

積過程と栄養塩循環機能の解明

〔研究課題コード〕 1213NA001

〔担当者〕 ○村田智吉 （地域環境研究セン ター）， 福島路

生， 広木幹也， 冨岡典子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

81） 　 航空機搭載ラ イ ダによ る浅海域の測深調査の計画

立案及びデータ質評価に関する研究

〔研究課題コード〕 1112ZZ002

〔担当者〕 ○松永恒雄 （環境計測研究セン ター）， 小熊宏

之， 山野博哉， 石原吉明， 石黒聡士

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

5.(6) 環境健康研究分野における研究課題

1） 　 エピジ ェ ネテ ィ ク作用の修飾因子に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 0911AQ001

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究セン ター）， 前川文

彦， 鈴木武博， 内匠正太， 小林弥生， 岡村和幸

〔期　間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

環境化学物質が生体調節因子 と 複合作用を介 し てエ ピ

ジ ェネテ ィ ク ス影響を も た らす可能性が これまでの研究

か ら見いだ されている。 本研究ではその複合作用の メ カ

ニズムを探る最初のステ ッ プ と し て、 生体調節因子がど

のよ う にエピジェネテ ィ ク作用を修飾するのか検討を行

う 。

〔内容および成果〕

遺伝子発現を抑制す る エ ピ ジ ェ ネテ ィ ッ ク 機構 と し て

DNA メ チル化が知られてお り 、 マウ スや ヒ ト では現在ま

でに 3 種の DNA メ チル基転移酵素 Dnmt が同定されてい

る。 DNA メ チル化は環境因子の影響を受けるが、 臓器に

DNA メ チル化の自律的変動が存在する とすれば、環境因

子によ る メ チル化変化も その動きに伴い相殺された り 増

幅された り する こ と があ り う る。 本研究では、 肝臓にお

いて自律的な日内変動を示す DNA メ チル基転移酵素

Dnmt3b mRNA 発現におけ る時計遺伝子の役割を検討し

た。 最も重要な時計遺伝子の一つ Bmal1 の肝臓特異的な

遺伝子欠損マウ スにおける Dnmt3b mRNA 発現を検討し

た と こ ろ、 野生型マウ ス と 比較し て発現量の全体的な増

加 と 発現パターンの変化を見いだし た。 またその変化に

伴いグ ローバルな DNA メ チル化にも変化が生じ た。これ

ら の結果は、 肝臓内部に存在す る 生物時計が Dnmt3b

mRNA 発現の日周期を形成する こ と で、DNA メ チル化の

日周期に影響を及ぼし ている可能性を示唆し ている。

2） 　 環境汚染物質の生体影響評価に関する分析毒性学的

研究
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〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1012AQ001

〔担当者〕 ○小林弥生 （環境健康研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

環境汚染物質の生体影響評価には環境汚染物質の総濃度

だけでな く 、 その化学形を含めた評価が重要 と な る。 こ

のよ う な観点から、環境汚染物質の毒性評価のみな らず、

同時に生体内におけ る環境汚染物質の化学形を安定かつ

高感度に分析し て毒性評価を行 う 、 分析毒性学的手法を

用いて、 影響 メ カニズムを解明する こ と を目的 と し てい

る。

〔内容および成果〕

ヒ 素の腸管か らの吸収および胆汁への排泄に関する個体

差が、腸管に残存する餌 ( あ るいは腸内容物 ) によ って影

響されるか否かを確かめる ため、 精製食摂取群 と、 ２ ４

時間絶食群を用いて、 ヒ 素化合物を腸管に投与し た際の、

胆汁 ・ 尿排泄、 および血液 ・ 臓器の分布を調べた。 胆汁

排泄に関し ては、 摂取群 と 絶食群で差が確認 さ れたが、

その他の ヒ 素の分布に関し ては、餌の摂取によ る差よ り 、

個体差が大きいこ と が分かった。

3） 　 環境化学物質による肥満および肥満に伴 う 病態への

影響に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ006

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

近年、 環境化学物質が、 肥満、 および肥満に伴 う 病態 (

動脈硬化、 高脂血症、 糖尿病など ) の増悪に関与する こ

と が指摘されている。 本研究は、 肥満症への POPs 曝露

の影響について評価を行い、 その作用機構について検討

する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

これまでに、 POPs の一つであ り 、 臭素系難燃剤 と し て汎

用されているヘキサブロモシ ク ロ ドデカン (HBCD) の経

口曝露が、 高脂肪食摂取によ る肥満症 ( 体重増加、 肝重

量増加、高血糖など ) を亢進する こ と を明らかにし た。今

年度は、 肝臓、 および脂肪組織におけ る病理組織学的、

および分子生物学的検討を行 う こ と によ り 、 HBCD 曝露

の作用機構の解明を試みた。

その結果、 高脂肪食摂取下におけ る HBCD 曝露によ り 、

著明な肝細胞の脂肪化、 脂肪組織へのマ ク ロ フ ァージの

浸潤の亢進が観察された。 加えて、 グルコース輸送担体

であ る肝臓の GLUT2、 および脂肪組織の GLUT4 の遺伝

子発現が、 対照群に比し、 HBCD の高用量曝露群で低下

を示し た こ と から、 HBCD 曝露によ り 細胞への糖の取 り

込みが障害された結果、 血糖値が上昇し た可能性が考え

られた。

4） 　 黄砂エアロゾル及び付着微生物 ・ 化学物質による呼

吸器系 ・ 生殖器系 ・ 免疫系への影響と その メ カニズ

ム解明

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コード〕 1113BD001

〔担当者〕 ○小池英子（環境健康研究セン ター），西川雅高

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

黄砂は東アジア一帯の国境を ま たぐ 環境問題と なっ てお

り 、 我が国では黄砂現象時にアレ ルギー疾患である 花粉

症や小児喘息等に影響が認めら れる こ と が報告さ れ、 そ

の対応が迫ら れている 。本研究では、他機関と 連携し 、黄

砂エアロ ゾ ル及び分離微生物や化学物質を用いて、 細胞

毒性、 呼吸器系、 免疫・ アレ ルギー系への影響を評価し 、

種々の生体影響について生物学的・ 化学的・ 物理的側面

から の多角的な解析と メ カニズムの解明を目的と する 。

〔内容および成果〕

今年度は、 黄砂がマウ スの脾細胞および樹状細胞に及ぼ

す影響について検討し た。 その結果、 黄砂はこれら の免

疫担当細胞を活性化し、 免疫反応を促進する作用を有す

る こ と が確認された。 また、 その影響強度は、 黄砂イベ

ン ト によ り 異な る こ と や、 加熱処理によ り 有意な軽減を

示すこ と か ら、 その影響は黄砂に付着し た様々な化学要

因や微生物要因が関与し ている可能性も示された。

5） 　 エアロゾルによる生体影響の評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0812CD006

〔担当者〕 ○小池英子（環境健康研究セン ター），柳澤利枝

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

微小粒子 ・ エア ロ ゾルの健康影響は、 アレルギー疾患や

呼吸器疾患を有する集団に発現しやすい。 そ こ で本研究

では、 その内在 メ カニズムにおいて重要な役割を果た し

ている免疫担当細胞 と 気道上皮細胞に、 微小粒子 ・ エア
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ロ ゾルの構成成分が及ぼす影響について検討し、 健康影

響を規定する要因の絞 り 込み と 影響 メ カニズムの解明を

目的とする。

〔内容および成果〕

今年度は、 主に多環芳香族炭化水素 (PAH) 誘導体が、 気

道上皮細胞に及ぼす影響 メ カニズムについて検討し た。

その結果、あ る種の PAH 誘導体は、気道上皮細胞に対し、

直接的あ るいは活性酸素種の生成によ る酸化ス ト レ ス を

介し て、 細胞内のタ ンパク リ ン酸化経路 ( 上皮成長因子

受容体チロ シンキナーゼ等 ) を活性化する こ と などによ

り 、 転写因子を調節し、 炎症や傷害に関わる タ ンパク の

発現を誘導する可能性が示唆された。

6） 　 細胞間 ・ 細胞内ネ ッ ト ワークに注目し た環境汚染物

質によるアレルギー増悪機構の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1013CD002

〔担当者〕 ○小池英子（環境健康研究セン ター），柳澤利枝

〔期　間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

本研究では、 アレ ルギー増悪影響において重要な役割を

担っている 免疫担当細胞およ び細胞内分子を 系統的に解

析し 、 細胞間・ 細胞内ネッ ト ワ ーク に着目し た環境汚染物

質によ る アレルギー増悪メ カニズムの解明を目的と する 。

〔内容および成果〕

今年度は、これまでに検討し たベンゾ [a] ピ レ ン等を対象

と し、 化学物質の作用 メ カニズムついて検討し た結果、

脾細胞の活性化分子の増加が、NFAT 等のシグナル伝達系

の阻害剤や甲状腺ホルモン レセプターの拮抗剤で軽減さ

れる傾向がみられた。 しかし その効果は軽微であった こ

と か ら、 影響に関わ る複数の経路の存在が示唆 さ れた。

また、 これら の化学物質の曝露は、 骨髄由来樹状細胞の

サブセ ッ ト 構成に影響を与え る こ と も示唆された。

7） 　 ヒ 素化合物の吸収および排泄に関する腸内細菌の役割

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1112CD004

〔担当者〕 ○小林弥生 （環境健康研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

中国、 イ ン ド、 バング ラデ ィ ッ シ ュ などにおいて、 高濃

度の ヒ 素が地下水に混入し、 それを生活用水 と し て利用

し ている住民に深刻な被害を与えているが、 その毒性発

現機構は未だに明ら かに さ れていない。 腸内細菌叢は、

宿主の老化、 アレルギー、 免疫、 感染や発癌に密接に関

連し ている と 言われている こ と か ら、 哺乳類におけ る ヒ

素化合物の代謝を考え る際に、 腸内細菌によ る代謝も考

慮に入れる必要があ る。 本研究では、 腸内細菌によ る ヒ

素の代謝を化学形態別分析によ って明ら かにし、 ヒ 素化

合物の吸収および排泄に関する腸内細菌の役割について

明らかにする こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

今年度は主に海産物に多 く 含まれ る 有機 ヒ 素化合物を

ラ ッ ト に摂取させ、 体内分布 と 代謝物の化学形態を測定

し た。 魚介類に多 く 含まれる アルセ ノ ベタ イ ンは、 体内

代謝を受け る こ と な く そのま ま排泄される こ と が知られ

ているが、 アルセ ノ ベタ イ ンを経口投与し た ラ ッ ト の尿

中 ヒ 素の化学形態別分析を行った結果、 ヒ 素化合物の酸

素が硫黄に置き換わった含硫 ヒ 素化合物が検出 さ れた。

こ の こ と か ら、 アルセ ノ ベタ イ ンの一部は、 腸内細菌に

よ って代謝される可能性が示唆された。

8） 　 酸化ス ト レスによるDNA脱メ チル化酵素の発現誘導

メ カニズムの解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1213CD004

〔担当者〕 ○内匠正太 （環境健康研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

近年、DNA の メ チル化異常を含めたエピジェネテ ッ ィ ク

な因子によ る遺伝子発現の変化が、 様々な疾患 と 関連す

る こ と が報告されている。 しかし、 DNA メ チル化異常誘

発の メ カ ニズ ムについては未だ不明な点が多 く 、 特に

DNA の脱 メ チル化機構については十分に理解 さ れてい

ない。 そ こ で、 本研究では、 近年脱 メ チル化への関与が

報告されている Tet (Ten-eleven translocation) フ ァ ミ リ ーが

酸化ス ト レ スに対し どの様な発現変動を示し、 その発現

変動が実際に DNA の メ チル化変化に影響するか否か明

らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

酸化ス ト レ ス剤であ るパラ コー ト をマウ ス肝臓由来細胞

Hepa1c1c7細胞に曝露し、DNA脱 メ チル化に関与する酵素

の遺伝子発現解析を行った。 その結果、 DNA 脱 メ チル化

に関与する Tet2, Aid 及び Apobec1 の有意な発現増加が認

められ、 ゲ ノ ム ワ イ ド な DNA メ チル化の指標 と される

LINE1 の有意な発現増加が認められた。このこ と から、パ
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ラ コー ト 曝露によ り 生じ た酸化ス ト レ スがDNA脱 メ チル

化関連酵素であ る Tet2, Aid, Apobec1 の発現誘導を介し て

DNA 脱 メ チル化を誘導し、LINE1 の発現増加を介し たゲ

ノ ム不安定性や遺伝子変異を誘発す る こ と が示唆 さ れ

た。今後、発現増加が認められた酵素が実際に DNA 脱 メ

チル化に関与するか否か検討する予定であ る。

9） 　 脳における レ ト ロ ト ラ ンスポゾン発現の性差と生殖

機能

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD006

〔担当者〕 ○前川文彦 （環境健康研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

染色体上で “ コ ピー ・ アン ド ・ ペース ト ” を繰 り 返す “

動 く 遺伝子 ” レ ト ロ ト ラ ン ス ポ ゾ ン long interspersed

elemenent-1(LINE-1, L1) は神経系に強 く 発現し てお り 、体

細胞において も ゲ ノ ム再編を誘導する。予備的検討から、

性的二型性を呈する雄型性行動中枢 ・ 視索前野において

L1 遺伝子発現に雌雄差があ る こ と が見いだせつつあ る。

本研究では、 【サブテーマ 1】 どのよ う な機構で L1 の雌

雄差が現れるのか、 そし て、 【サブテーマ 2】 その雌雄差

が解剖学 ・ 行動学 ・ 内分泌学的な雌雄差にど こ まで直結

するのか、 明らかにする こ と で、 L1 によ る体細胞でのゲ

ノ ム再編が脳の性差形成を修飾す る と い う 仮説を証明

し、 生理機能の性差形成に影響を及ぼす新たな機構の発

見を目指す。

〔内容および成果〕

化学物質の生体影響に関わ る レ ト ロ ト ラ ン ス ポ ゾ ン

LINE-1 は特に脳内で強 く 発現し ている。LINE-1 発現上昇

はゲ ノ ム構造の不安定性や変異誘導に直結する為、LINE-

1 が発現しやすい と 化学物質に対する脆弱性が高ま る可

能性があ る。本研究では LINE-1 発現の性差をマウ スで検

討し た結果、脳内に存在する性的二型核 POA において発

現の性差が観察された。この結果から LINE-1 発現の性差

によ り 、 化学物質に対する感受性の性差が誘導される可

能性が考え られる。

10） 　 津波堆積物を含む震災廃棄物の処理過程における

健康影響評価 ～バイ オア ッ セ イ を中心 と し た包括

的ハザー ド調査～

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コード〕 1114NA001

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究セン ター）， 白石不

二雄， 中島大介， 中山祥嗣， 鈴木剛， 小池英子，

伏見暁洋， 田邊潔， 柴田康行

〔期　間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

今回の震災によ る津波被害では、 拡散し た化学物質の特

定が困難であ る上に、 復興過程 と と も に考慮すべき物質

の種類や汚染域などが変化する と 考え られる。 そ こ で本

研究では、 バイオア ッ セ イ を用いたハザー ド 評価を中心

にし た時系列的モニ タ リ ングを展開し、 復興過程におけ

る健康 ・ 環境影響を把握する と と も に、 化学物質曝露の

低減化対策の効果を検証する こ と を通じ、 被災地におけ

る人々の健康で安全な復興を支援する。 気仙沼市、 南三

陸町及び石巻市を調査対象 と し、 避難所等の室内浮遊粉

じん、 ダス ト 及び大気試料を中長期的に採取する。 これ

ら試料について肺炎 ・ 生体異物 ・ 内分泌か く 乱 ・ 発がん

等の指標 と な るバイオア ッ セ イ を実施する。 現地での肺

炎等の症例調査や網羅的化学分析も実施し、 これら を基

に化学物質の曝露経路を解析する と と も に、 総合的健康

影響評価を行 う 。

〔内容および成果〕

東日本大震災被災地 ( 石巻市 ) での大気調査を H23 年度

に引き続き実施し た。 市内で始ま った、 震災廃棄物の中

間処理によ り 、 処理場付近で急激に粉じん濃度が上昇し

てい る 実態を把握 し、 その影響が市内に ど の よ う に広

がっているかの調査を続けている ( 毎月 2 回試料採取 )。

現在の と こ ろ、 急性の健康影響を及ぼす可能性のあ る結

果は得られていないが、 長期の健康影響についてはさ ら

に調査を継続し て検討する必要があ る。

11） 　 子ど もの健康と環境に関する全国調査

〔研究課題コード〕 1032AM001

〔担当者〕 ○川本俊弘 （環境健康研究セン ター）， 新田裕

史， 田村憲治， 佐藤ゆき， 小野雅司， 米元純三，

伊藤裕康， 佐々木裕子， 中山祥嗣， 道川武紘，

須田英子， 柴田康行， 上田佳代， 鈴木弥生， 竹

内文乃

〔期　間〕 平成 22 ～平成 44 年度 （2010 ～ 2032 年度）

12） 　 環境化学物質によ る発達期の神経系な ら びに免疫

系への影響における メ カニズム解明に関する研究

〔研究課題コード〕 1013BD001

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究セン ター）， 小池英

子， Tin-Tin-Win-Shwe

〔期　間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）
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13） 　 発達ステージにおける中間周波電磁界曝露によ る

生体影響評価

〔研究課題コード〕 1012CD022

〔担当者〕 ○ Tin-Tin-Win-Shwe （環境健康研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

14） 　 ヒ ト 肝癌細胞株における ヒ素のエ ピジ ェ ネテ ィ ク

ス作用を介し た発癌メ カニズムの解析

〔研究課題コード〕 1112CD005

〔担当者〕 ○鈴木武博 （環境健康研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

15） 　 環境化学物質が酸化ス ト レ スを介 し てエ ピジ ェ ネ

テ ィ ッ ク変化を誘導する機序の解明

〔研究課題コード〕 1113CD011

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究セン ター）， 青木康

展， 佐野友春， 内匠正太

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

16） 　 越境大気汚染に含まれる粒子成分が循環器疾患発

症に及ぼす影響

〔研究課題コード〕 1214CD016

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究セン ター）， 高見昭

憲， 森野悠， 上田佳代， 道川武紘

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

【関連課題】

17） 　 都市大気における粒子状物質削減のための動態解

明と化学組成分析に基づ く 毒性 ・ 健康影響の評価

〔研究課題コード〕 1214AO001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 平野靖

史郎， 佐藤圭， 近藤美則， 森野悠， 伏見暁洋，

藤谷雄二， 上田佳代

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

18） 　 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの

作成

〔研究課題コード〕 0912AQ001

〔担当者〕 ○黒河佳香 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

19） 　 環境化学物質の生体影響評価のための神経行動試

験法の体系化に関する研究

〔研究課題コード〕 1116AQ004

〔担当者〕 ○梅津豊司（環境計測研究セン ター），柴田康行

〔期　間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

20） 　 太陽紫外線によるビ タ ミ ン D 生成に必要な照射時

間の導出と指標作成に関する研究

〔研究課題コード〕 1216AQ001

〔担当者〕 ○中島英彰 （地球環境研究セン ター）， 宮内正

厚， 町田敏暢

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

21） 　 デ ィ ーゼル排ガス由来二次生成有機エア ロ ゾルの

生体影響調査

〔研究課題コード〕 1212BY015

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 古

山昭子， 藤谷雄二， 石堂正美， 曽根秀子， Tin-

Tin-Win-Shwe

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

22） 　 樹状ナ ノ粒子 ( デン ド リ マー ) の生体影響評価に関

する研究

〔研究課題コード〕 1214CD009

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 黒河

佳香， Tin-Tin-Win-Shwe

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

23） 　 酸化ス ト レ ス を誘導する遺伝毒性物質の低用量に

おける量反応関係の解析

〔研究課題コード〕 1213KZ002

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

24） 　 健康的なア ロマ環境創生をめざ し た植物成分の中

枢作用に関する研究

〔研究課題コード〕 0813NA001

〔担当者〕 ○梅津豊司 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

25） 　 胎児影響モデルの胚様体細胞ア ッ セ イ を活用 し た

影響閾値限界の推定に関する研究

〔研究課題コード〕 1213ZZ002

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

5.(7) 社会環境システム研究分野における研究課題
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1） 　 国際レベルにおける フ ロン類の排出抑制策の促進に

関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1111AQ001

〔担当者〕 ○花岡達也 （社会環境システム研究セン ター），

亀山康子， 久保田泉

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

気候変動やオゾン層破壊に対する国際条約は個別に存在

し、 条約間での連携が十分ではない。 例えば、 京都議定

書は CO2, CH4, N2O, HFCs, PFCs, SF6 のみに限定し た排出

削減目標であ り 、 他の温室効果ガス排出に関し ては規制

の対象外であ る。 一方、 モン ト リ オール議定書は、 CFCs

や HCFCs 等をオゾン層破壊物質 と し て定めたが、 これら

は温室効果ガスで も あ り 、 生産量 ・ 消費量の段階的廃止

が定められている も のの、 排出への規制は定められてい

ない。 特に、 途上国の HCFCs はまだ規制段階でないため

消費量は増加傾向にあ り 、 排出量規制がないため排出が

容認されている。 近年、 特に途上国におけ る対処を促す

声が高ま っているが、 国際的な議論は十分に進んでいな

いため、 こ の問題に注目し、 国際制度を分析し、 その対

処の効果を検討する。

〔内容および成果〕

京都議定書 6 ガス以外の温室効果ガスであ る CFCs およ

び HCFCs に注目し、 主要な先進国 ・ 途上国におけ る生

産 ・ 消費量のイ ンベン ト リ の整備、 将来の排出量の推計、

主要な先進国におけ る対策技術データの収集を行い、 現

状の国際制度の課題 と それに対する排出抑制策の効果を

検討し た。

2） 　 温暖化影響 ・ 適応な らびに持続可能な開発に関する

最新研究情報の収集と整理

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1112AQ002

〔担当者〕 ○高橋潔 （社会環境システム研究セン ター） ，

増井利彦， 肱岡靖明

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

温暖化影響・ 適応なら びに持続可能な開発に関する 、特に

2006 年以降に公表さ れた研究論文・ 報告等を幅広く 調査・

データ ベース 化し 、当該分野の研究の進展状況を把握する

と と も に、 研究担当者ら の IPCC 第 5 次評価報告書 (IPCC-

AR5) での執筆分野に関し て、 政策支援の視点から 、 それ

ら の研究論文・ 報告が示す科学的知見の評価を実施する 。

〔内容および成果〕

IPCC-AR5 において評価対象 と な る研究文献の網羅的収

集 と 整理を実施し た。 収集 ・ 整理し た文献数は、 書誌情

報・要旨のみのものを含める と約一万六千件であ る (2013

年 3 月 11 日現在 )。 なお、 特にアジア ・ 太平洋域におけ

る最新研究知見の網羅性を高める ため、 韓国 ・ 中国等か

ら専門家を招聘し て情報収集を行った。 また、 当該デー

タベース を利用し、 温暖化影響 ・ 適応研究のレ ビ ュー論

文を作成し た。

3） 　 気候変動と洪水リ ス クの経済分析～洪水被害額の推

計と洪水リ スクモデルの構築

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1112AQ006

〔担当者〕 ○岡川梓 （社会環境システム研究セン ター） ，

日引聡， 宮脇幸治， 須賀伸介

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

現在の治水対策は、 １ 級河川で 50 年に一度、 ２ 級河川以

下では 30 ～ 40 年に一度の豪雨に対する安全性を目標に

進め られて き た。 しかし、 将来、 気候変動によ って、 洪

水の強度 ・ 頻度が上昇する こ と が指摘されてお り 、 現在

の治水対策ではこれまで と 同じ安全レベルが確保されな

く な る と 言われている。 し たがって、 将来、 気候変動に

よ る影響が深刻化し た場合に備えて、 適応策 と し ての視

点を組み入れて、 現行の治水対策を見直すこ と が求めら

れている と言える。

こ う し た背景から、 本研究は東京都を対象と し て、 ( １ )

気候変動によ る洪水被害の変化の可能性を定量的に把握

し、 ( ２ ) 堤防や下水整備 と いったハード面の対策だけで

な く 、 土地利用の見直し と いった制度によ る対策の費用

と便益を明らかにする こ と で、 ( ３ ) 温暖化適応策 と し て

の視点を組み入れた治水対策を提案する。

〔内容および成果〕

( １ ) ヘド ニ ッ ク地価関数を推計し、土地市場が評価し て

いる浸水危険性の価値を推計し、 被害の可能性を定量評

価し た。

( ２ ) 土地利用によ って浸水被害額の可能性がどのよ う に

異なるかを上記推計によ って明らかにし た。

( ３ )推計結果に基づき、温暖化が進んだ場合の予想浸水区
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域図を用いて、 将来の被害額マ ッ プを作成し た。

4） 　 市民および企業などの自主的な環境活動の理論およ

び効果に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ001

〔担当者〕 ○森保文 （社会環境システム研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

良好な環境を維持 ・ 改善し てい く 上で、 市民参加および

企業の協力が重要であ る こ と は今や論を待たない。 これ

ら自主的な環境事業への参加についての理論や効果を明

ら かにする こ と で、 今後の支援策の方向決定に有用な情

報を提供する。

〔内容および成果〕

家庭におけ る温室効果ガス排出量の削減を進める方法の

一つに、 宣言型の CO2 削減キ ャ ンペーンがあ る。 個人 ・

家庭で身近にでき る省エネ行動の実行を宣言し、 温室効

果ガス削減を喚起する ものであ る。 事例と し て 「CO2 ダ

イエ ッ ト 宣言」 の参加者に対し て、 WEB アンケー ト によ

り 家庭の電力消費量について調査を行った。 電気使用量

については、 すでに節電行動を し ている人が宣言を し て

いる こ と、 また宣言し た後で さ ら に節電が進むこ と は認

め られない こ と が明ら か と なった。 ガスについては、 宣

言によ る差は認められず、 節約は困難であった と 考え ら

れた。

5） 　 持続可能社会を評価するためのモデル開発に資する

情報整備

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ008

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

高橋潔， 花岡達也， 金森有子， 藤森真一郎， 申

龍熙， 戴瀚程， 岩渕裕子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

社会環境シス テム研究セン ターが中心 と なって行 う 持続

可能社会転換方策研究プロ グ ラ ムでは、 持続可能社会の

実現に向けたモデル開発 と対策の評価が主た る課題 と な

る。 こ う し たモデル開発に資する情報を提供する こ と を

目的 と し て、 持続可能社会や温暖化問題を対象に、 既存

の将来予測や将来シナ リ オの収集、 対策の評価手法の検

討、 モデル開発に必要 と な るデータ整備を経常研究 と し

て実施する。

〔内容および成果〕

持続可能社会を評価する ためモデルに資するデータの収

集を行 う と と も に、 モデル化に向けた文献調査、 シナ リ

オの収集等を行った。

6） 　 アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評価

指標に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1012BA003

〔担当者〕 ○久保田泉 （社会環境システム研究セン ター），

亀山康子， 森田香菜子

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

アジア太平洋地域は気候変動に対し て最も脆弱な地域の

一つであ り 、 今世紀中に急速な人口増加 と 経済開発が進

む結果、 気候変動に対する脆弱性は一層増大かつ複雑化

する と 懸念される。 また、 政策立案 ・ 実行面で も、 適応

策の効果を評価する実践的方法の確立が強 く 望まれてい

る。 以上の国際的背景をふまえて、 本研究では、 (1) 国際

的な適応政策の現状の把握、 (2) 気候変動に対する脆弱

性 ・ 影響 ・ 適応効果評価指標の開発、 (3) その検証のため

にアジアの 2 つのデルタ ( メ コ ン、 ガンジス ) における

ケース ス タデ ィ の実施、 (4) 研究 ・ 教育 ・ 政策検討の国際

的ネ ッ ト ワーク に向けた発信を目指す。

〔内容および成果〕

(1)適応関連資金 メ カニズムの制度設計への示唆を得る こ

と を目的 と し て、 京都議定書下の適応基金の制度設計及

びその運用状況のレ ビ ューを行った。

(2) 緑の気候基金が法人格を取得するか否かによ って、特

に途上国の関心の高いア ク セス ・ モダ リ テ ィ の実施に対

する イ ンプ リ ケーシ ョ ンを含めて、 いかな る基金運用上

の差異が生じ う るのかについて検討し た。

(3)発展途上国の気候変動への適応策を推進する効果的で

パフ ォーマン スの高い資金供与制度を探究する こ と を目

的 と し て、 国際政治学 と 開発金融学の理論を基に、 既存

の資金供与制度の効果やパフ ォーマン ス を評価する新し

い分析枠組及び分析軸を構築し、 気候変動に対する脆弱

性の度合いが異な る サモア と ツバルの事例研究を用い

た。
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7） 　 統合評価モデルによる温暖化影響評価 ・ 適応政策に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1014BA001

〔担当者〕 ○原澤英夫 （社会環境システム研究セン ター），

肱岡靖明， 高橋潔， 増井利彦， 花崎直太， 金森

有子， 松橋啓介

〔期　間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

日本全国を対象 と し て、 複数の異な る気候安定化レベル

や適応政策に応じ た影響量及び適応策の効果を評価する

ための統合評価モデルを開発 ・ 改良する。 また、 S-8-1(2)-

(9) な らびS-8-2 と連帯し て、都道府県や市町村レベルで利

用可能な温暖化影響の簡易推計ツールを開発する。 さ ら

に、 各テーマが比較 ・ 総合化が可能な形で温暖化影響及

び適応策効果の評価を実施出来る よ う に、 気候 ・ 社会経

済シナ リ オに関する手法整理 ・ 開発を支援する。

〔内容および成果〕

(1) 　 テーマ 1(2)-(9) から 提供さ れる 影響関数を実装し 、 複

数の気候安定化シナリ オ下における 全国レ ベルの影響と 、

その影響を適応策によ っ てど の程度軽減でき る かについ

て検討する ための統合評価モデルの改良を行った。 ま た、

テーマ 1(2)-(9)・ ２ と 連携し て温暖化影響の簡易推計ツー

ルが自治体レベルで利用でき る よ う に改良を行った。

(2) 　 IPCC 第五次評価報告書に向け各国気候モデルチー

ムから提供される気候予測情報の収集を継続し、S-8 で共

通に利用する ための気候シナ リ オ ・ 社会経済シナ リ オ第

二版の開発準備を行った。

8） 　 低炭素社会を実現する街区群の設計と社会実装プロ

セス

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1113BA006

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター） ，

藤井実， 平野勇二郎， 戸川卓哉， 大西悟， Dong

Liang， 金田百永

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

日本において CO2 排出量長期大幅削減を着実に達成する

ためには、 各種要素技術の革新はも と よ り 、 それら の配

置を規定し、 生活 ・ 生産活動に影響を与え る都市 ・ 地域

の空間構造を低炭素型に再構築す る こ と が不可欠であ

る。従来はマ ク ロ な都市圏規模を対象 と し た研究が多 く 、

要素技術を実際の場 (空間構造 ) にどのよ う に配置し シス

テム と し て組み上げてい く こ と が、 全体 と し て低炭素社

会の実現に結びつ く か と い う 問への解答を提供する こ と

ができ なかった。 そ こ で、 個別要素技術を実物ス ケール

で扱 う こ と ができ る 「街区群」 ( 街区は 「街路に囲まれた

一区画」 を指す ) を評価スケール と し て設定し、 目指す

べき空間構造の条件 と 具体デザイ ンを評価する システム

を、 ラ イ フサイ クル思考に基づいて構築し、 実際の都市

空間の評価に適用し てい く 。 さ ら に、 示された低炭素街

区群の実現に向けた諸課題の整理、 社会経済制度見直し

の方向性を見出し、 実際に提言 と し てま と める ための調

査研究を実施する。

〔内容および成果〕

低炭素社会の実現を目差し た効率的なエネルギー・ 資源循

環を実現する ため、 街区群を単位と し た GIS データ ベー

ス を構築し 資源・ エネルギーの空間分布特性を明ら かにす

る と と も に、 関連施策に関する 評価シス テムを構築し た。

産業立地、 都市サービ ス施設の操業データ、 人口分布、

ロ ジス テ ィ ッ ク網データ、 地域産業連関表、 自治体統計

データ等から構成される GIS データベース を構築し、 物

質 ・ エネルギーの流れを可視化し、 再生可能 ・ 未利用エ

ネルギーの供給可能量を算定し た。 また， 民生部門にお

け る熱 ・ 電力エネルギーの需要量を推計し、 空間情報を

考慮し て需給のバラ ン ス を評価し た。 街区群ご と のをエ

ネルギー需給グ ラ フ を算定する こ と によ って、 それぞれ

の需給特性に応じ た整備方針を検討する根拠 と な る情報

を得る こ と ができ た。

また、 長期的な視点に立てば、 土地利用を変更する こ と

に よ り 人口密度を高めエネルギー需要を集約す る こ と

で、 地域熱供給事業等のエネルギー関連施策の効果を高

める こ と ができ る。 し たがって、 都市計画 ・ 土地利用計

画の観点も含めた複合的な視野か らのエネルギー関連の

施策パ ッ ケージや各施策の導入適地選定の検討が必要で

あ る。 こ のため、 人口コーホー ト モデル と 連動し将来需

要変動を考慮し た、低炭素施策評価システムを構築し た。

土地利用パターンを変更し需給の空間分布を近接させる

こ と によ る低炭素効果を定量的に評価し た。

さ らに、 街区群ス ケールでの各種の空調負荷軽減策の冷

房用エネルギーの削減効果と その CO2 排出削減効果を評

価する ため、 都市熱環境シ ミ ュ レーシ ョ ン を構築し た。

事務所ビル街区群におけ る屋上緑化を対象 と し、 蒸発散
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のために必要な水量を考慮し て ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 緩和効

果と CO2 削減効果を評価し た。 特に、 冷房エネルギーに

よ る CO2 削減 と散水によ る CO2 排出の両方を踏まえて評

価し た と こ ろ、 表面温度低下によ る直接的な効果では前

者の方が明ら かに大き く 、 屋上緑化を導入し た建物では

CO2 削減効果が得られる こ と が示された。さ らに、屋根の

断熱性や屋上緑化部位の蒸発効率を変更し た計算条件を

想定し、 同様の検討を行なった。 こ の結果、 各計算条件

で水量と ヒ ー ト ア イ ラ ン ド緩和効果および CO2 削減効果

と の関係が示された。

9） 　 望ま し い地域循環圏形成を支援する評価システムの

構築と シナ リ オ分析

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1013BE001

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター） ，

藤井実， 大西悟

〔期　間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

第 2 次循環型社会形成推進基本計画で提示された 「地域

循環圏」 の概念の具現化のためには、 望ま しい循環圏を

導出する理論の構築 と、 実態に基づ く 現状分析の両輪が

必要であ る。 しかし、 循環利用 ・ 目的の物質移動データ

の整備が十分でない こ と、 循環圏の 「望ま し さ」 を評価

する概念 と 手法の体系化が十分に進んでいない こ と 等か

ら、 循環圏形成 と い う 政策目標に向けた情報整備 と し て

は不完全な状況にあ る。 そ こ で、 マ ク ロデータ を用いた

要因分析 と、 地域 と 資源を特定し た ミ ク ロ分析を実施す

る こ と で、 循環圏が形作られている決定要因の解明を行

う 。 次に、 コ ス ト 、 環境負荷、 環境 リ ス ク、 さ ら には生

態系サービ スの視点か らの評価手法を提示し、 具体的な

地域を対象に理論 と 評価手法を適用する こ と で、 その有

効性を検証する。 さ らに、 望ま しい姿に接近させる ため

の政策シナ リ オの検討を行 う 。

〔内容および成果〕

今後の廃棄物処理計画を策定す る 上で有用な情報 と な

る、 高効率 ・ 低コ ス ト で、 持続的 ( 頑強 ) な リ サイ クル ・

処理システムについて、 その条件を整理する と 共に、 望

ま しい と 考え られる システム例を具体的地域に当てはめ

てシ ミ ュ レーシ ョ ンを実施し、 その効率性や頑健性を確

認する と と も に、 実現可能性を検討する ための ヒ ア リ ン

グ調査を実施し た。

上記の リ サイ クルは、 既存の高効率施設の活用、 異な る

機能を持つ施設整備のバラ ン ス、 ( 準 ) 閉ループ リ サイ ク

ルの構築、 廃棄物の質を活かす高エ ク セルギーエネル

ギー利用によ り 構成される。

既存施設と し て、 大規模 ・ 高効率で廃棄物を活用でき る、

発電所 ・ 素材産業への ヒ ア リ ング調査によ り 、 廃棄物の

大幅な活用拡大が技術的に可能であ る こ と を確認し た。

リ サイ クル ・ 処理を実施する上でコ ス ト 面で大き な割合

を占める収集プロセス を、 GIS を利用し て高精度に推計

し た上で、 廃プ ラ スチ ッ クや雑紙を現状よ り も大幅に分

別 ・ リ サイ クルを行 う ケースについて、 焼却施設、 リ サ

イ クル前処理拠点、 素材産業等を活用する リ サイ クル工

程を含めて、 評価を実施し、 高い CO2 削減効果、 経済的

な コ ス ト 低減の可能性、 ごみ量変動に対する頑健性を確

認し た。

10） 　 アジア都市における日本の技術・政策を活用する資

源循環システムの設計手法

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1113BE006

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター） ，

藤井実， 徐開欽， 珠坪一晃， 水落元之， 岡寺智

大， Dong Liang， 戸川卓哉， 金田百永， 大西悟，

一ノ 瀬俊明， 小林拓朗

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

国内自治体、 企業及び環境省 と の連携によ って、 日本の

先進的な循環技術 ・ 制度イ ンベン ト リ を構築し、 都市の

特性に応じ た技術パッ ケージを構築する手法を確立する

と と も に、 社会実証を通じ て、 その高度化 と 検証を進め

る。 国内の資源循環 ・ リ サイ クル技術フ ローの分節化 と

再構築によ る 「 リ エンジニア リ ング」 プロ セス と、 技術

の運用効率を高める社会制度パッ ケージの定量的設計プ

ロ セス を構築する。 その う えで、 アジアの具体的なモデ

ル都市を定めて、 中国科学院及び都市行政機関等 と の連

携で地域の産業 ・ 廃棄物の発生分布 と 環境基盤施設の整

備、政策情報を含む循環経済都市データベース と、技術・

制度シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルを構築し、 都市や地域での

社会実証に よ り シ ス テ ムの高度化 と 実用性向上をめざ

す。地域の循環特性に応じ た実現ガイ ド ラ イ ンを構築し、

アジア都市への汎用化を進める こ と で、 国内事業者への

還元を図 り 、 早期の技術普及 ・ 事業展開の支援を目指す。

〔内容および成果〕
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アジア都市におけ る循環型社会の構築に資する複合型 リ

サイ クル ・ 廃棄物処理システムを提案し、 日本国内の循

環技術の リ エンジニア リ ング (再構築 ) のための情報収集

を行 う と と も に、 その効果を試行的に評価し た。 その結

果、 複合型システムは、 高い CO2 排出削減効果が得られ

る こ と が確認された。 また、 動脈 ・ 静脈の更な る連携強

化に関する検討を行い、 アジア諸国における課題を整理

し た。 さ ら に、 他の再生可能エネルギー導入 と の比較を

行い、 素材産業等の既存施設を活用する資源循環システ

ム ( スマー ト 資源循環 ) の有効性を示し た。

また、 アジア地域で問題 と なっている排水処理に対応す

る ため、 急速に普及が拡大し ている分散型 ・ 小規模バイ

オガス施設の調査を行い、 (1) 投入原料の沈殿蓄積 と (2)

原料の分散が不十分な こ と によ る過負荷 ・ 酸性化の問題

点を解決するべ く 、 簡素な無動力によ る撹拌機構を有す

る装置を開発し た。 更に、 バン コ ク ( 東南アジアの典型

的な都市と し て選定 ) を対象 と し て都市排水処理の現状

について調査を行った。 調査の結果を踏まえ、 都市排水

の分散 ・ 省エネルギー処理に対応可能な適地型試験処理

装置 ( 好気性ろ床 ) を用いた都市下水の実証処理試験を

行った。 各開発技術については、 改善の余地を残すも の

の、 効率的な処理が可能であ る こ と を確認し た。

11） 　 広域アジアの市民社会構築と その国際政治的課題

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1113CD001

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

21 世紀アジアの諸国家と地域の変動を と ら え、 その結果

と し て市民社会構築に至るかど う かの検証を行 う 。 特に

本研究では環境問題を担当する。

〔内容および成果〕

かつてアジア諸国では、 環境問題の改善を求める動きは

反政府運動 と し て捉え られがちだったが、 現在ではむし

ろ政府が中心 と なって環境問題に取 り 組みつつ新たな産

業に結び付ける動きが見られている。 欧米 と は違 う 形で

の 「市民社会」 が今後創成される可能性があ り 今後の検

討課題とする。

12） 　 子育て しやすい働き方の探求 と実現のための施策

の立案および評価に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD003

〔担当者〕 ○有賀敏典 （社会環境システム研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

本研究は、 交通シ ス テ ム、 活動機会、 世帯の活動 ス ケ

ジ ュ ールの制約条件に着目 し た ア ク テ ィ ビ テ ィ ・ アプ

ローチに基づき、 乳幼児を子育て中の世帯が多様な ラ イ

フ ス タ イルを選択でき る ために、 いかに柔軟な働き方が

可能かど う かを検討する こ と を目的とする。具体的には、

少子高齢社会および情報通信技術の普及し た現代の都市

において 「子育て しやすい働き方」 と はどのよ う な姿で

あ り 、 ど う すればそれが実現可能かを明ら かにする ため

に、Web-GIS ベースの活動交通シ ミ ュ レーターを適用し、

都市 ・ 交通、 労働、 福祉分野など多様な要素を組み合わ

せた施策を実施し た際の、 子育て世帯の活動パターンへ

の影響を評価する ものであ る。

〔内容および成果〕

子育てし やすい働き 方実現のための施策に関する 先進事

例調査およ び施策評価を行う ためのシミ ュ レ ータ ー構築

の検討を行った。具体的には、子育て世帯に対し て様々な

施策を行っている ド イ ツにて、家族省、保育園併設の多機

能施設、 モビリ ティ に関する 情報提供を行っている NPO

にヒ アリ ング調査を行い、 先進的な施策について整理し 、

日本と の比較や導入可能性について所外共同研究者と と

も に議論を行った。さ ら に、保育園への送迎が必要な世帯

を対象と し た 1 日の時空間制約を整理し 、世帯制約を考慮

でき る 活動交通シミ ュ レ ータ ーの開発を行った。

13） 　 地方自治体による低炭素都市・地域エネルギー計画

のヒー ト アイ ラ ン ド対策評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD011

〔担当者〕 ○平野勇二郎 （社会環境シ ス テ ム研究セ ン

ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

本研究は、 地方自治体によ る環境配慮型の都市計画や地

域エネルギー計画を対象 と し、 その ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 対

策評価を行な う も のであ る。 近年、 地方自治体によ る低

炭素化や省エネルギー、 再生可能エネルギー利用などの

計画の事例が増えているが、 こ う し た計画を実現する た

めには、 生活者の身近な居住環境 と の両立が不可欠であ

る。 と く に提案事例の中には、 都市 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド に

よ る熱環境の悪化が懸念される事例も多い。 そ こ で本研
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究では、 環境モデル都市 ・ 環境未来都市などの具体的な

提案事例を取 り 上げ、 都市 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド の予測評価

および適切な対策の提案を行 う 。

〔内容および成果〕

研究対象事例を選定する ため、 地方自治体によ る省エネ

ルギー ・ 再生可能エネルギー導入施策の提案や計画の事

例について調査を行なった。 と く に震災復興まちづ く り

の事例や環境未来都市、 地域の再生可能エネルギー等を

活用し た自立分散型地域づ く り モデル事業の事例につい

て情報収集し、 例えば福島県新地町や川崎市などの複数

の自治体を今後の解析対象地域の候補と し て選定し た。

これ と 同時に、 都市キ ャ ノ ピーモデル ・ ビルエネルギー

モデルを連成し た熱環境シ ミ ュ レーシ ョ ンを行ない、 例

えば窓面の日射遮蔽、 PV パネル導入、 空調設定温度変更

などの種々の対策シナ リ オについて効果を定量化し た。

14） 　 アジア地域の低炭素社会シナ リ オの開発

〔区分名〕 JST

〔研究課題コード〕 1116KB001

〔担当者〕 ○藤野純一 （社会環境システム研究セン ター），

甲斐沼美紀子， 芦名秀一， 須田真依子， 加用現

空， 亀井未穂， Silva Herran Diego

〔期　間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

本研究で今後 20 年間に極めて大き な イ ンフ ラ ・生産資本

の整備が予定されているマレーシア国ジ ョ ホール州イ ス

カンダル開発地域を対象に、 低炭素都市への施策ロー ド

マ ッ プ策定手法の開発を行い、 その実施プロセス を通じ

て手法の実用性と有効性の向上を図る。また、ダ イナ ミ ッ

ク ・ アジアを象徴する こ の地域において、 低炭素社会策

定に関する本手法の確立を図 り 、 アジア他地域に喧伝 ・

浸透させる こ と で、アジア低炭素社会の実現に貢献する。

科学技術的な成果目標は、 アジア地域におけ る実用的な

低炭素社会シナ リ オ構築手法を開発する こ と であ る。 こ

れまでに参画研究機関の間で開発され主に日本国におい

て適用されて き た手法をアジア地域の典型的な開発地域

であ る イ ス地域への適用する ために改良を加えて、 その

有効性 ・ 実効性を確認し、 マレーシアやアジアの他地域

への適用が可能なシナ リ オ構築手法を開発する。

また、 イ ス カンダル開発地域計画の現行の目標年であ る

2025 年における低炭素社会像を定量的に示し、 その実現

に向けた政策ロー ド マ ッ プを提示する。 これらの手法全

体について実際の政策担当者か ら フ ィ ー ド バ ッ ク を得る

こ と で実用性を高めた もの とする。

〔内容および成果〕

イ ス カンダル地域のステーク ホルダーを対象に、 低炭素

社会に向けた 12の方策に関する フ ォーカスグループデ ィ

ス カ ッ シ ョ ンの実施をサポー ト し、 現地におけ る本プロ

ジ ェ ク ト への意識啓発、 理解向上、 関与度拡大に貢献し

た。 また 2012 年 7 月に LCS-RNet およびそのアジア版の

LoCARNet(Low 　 Carbon Asia Research Network) と合同で

国際会合を開催し、 マレーシア内外の持続可能な都市へ

の取 り 組みの理解を深めた。 さ らに 2012 年 10 月にはバ

ン コ ク で行われたLoCARNetの第一回年次会合において、

マレーシア工科大学の Ho 教授と NIES の藤野主任研究員

が共同座長を行いアジアにおけ る持続可能な都市の役割

について議論を行った。 2012 年 11 月末には ドーハで行

われた UNFCCCCOP18/CMP8 においてプレ ス リ リ ースお

よびサイ ド イベン ト を行い、 イ ス カンダルマレーシアに

おける低炭素社会に向けた 12の方策を イ ス カンダル開発

庁の Ismail 長官が世界で初めて公表し た。 2013 年 3 月に

ハ ノ イで行われた第 4 回環境的に持続可能な都市ハイ レ

ベルセ ミ ナーの ２ C セ ッ シ ョ ン 「低炭素社会」 における

座長を藤野主任研究員が務め、 イ ス カ ン ダル開発庁の

Boyd 氏が 12 の方策を中心 と し た成果事例を報告し た。こ

れらの活動を通じ て、 特に都市の関係者およびそれにま

つわる研究者、 中央政府の関係者、 国際機関の関係者の

ネ ッ ト ワーク を拡大し た。

イ ス カンダル地域におけ る低炭素社会実現に向けた環境

教育の役割について、 日本の事例を中心に学校教育 と 社

会教育に関する調査を行い、 マレーシアにおけ る環境教

育の現状、 イ スカンダル開発地域における学校教育 と 3R

と 低炭素に関する取 り 組み、 日本の低炭素教育の先進事

例を イ ス カンダル開発地域に応用する ための視点を整理

し、LCS BP 低炭素教育プロ グ ラ ムの具体的な施策策定の

ための今後の課題を抽出し た。

15） 　 新しい環境建材の LCA 評価手法の研究

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コード〕 1212NA002

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター） ，

大西悟

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕
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道路システムや交通システムなど土木シス テムを環境負

荷低減の要素技術 と し て位置付ける場合は、 代替的な技

術シ ス テ ム間での環境負荷への影響を最小化す る オプ

シ ョ ン を選択す る こ と が社会に と っ て最適な解を与え

る。 低炭素社会を志向する中で、 道路システムが都市に

かかわる資源循環や水質改善など多様な 「環境質」 を取

り 扱 う 技術施策群 と の間で、 計画にかかわる意思決定の

目標を設定する ための方法論の研究を行った。

〔内容および成果〕

物理的な環境イ ンパク ト を評価する技法 と し て、 複数の

物理的機能やサービ ス を経済的な貨幣単位で共通に評価

する こ と によ り 、 最適な選択肢を得る経済的な評価技法

を検討し た。 物質の入出力を分析する 「物質代謝の入出

力分析」 や、 技術の川下か ら川上まで評価する 「ラ イ フ

サイ クルアセス メ ン ト ：LCA(Life Cycle Analysis)」 につい

て体系化し た。 統合的な都市環境システムの計画体系に

おいての評価システムを検討する。 さ らに、 代替的な計

画オプシ ョ ンの構築の枠組みを示し、 都市構造物の循環

マネジ メ ン ト での計画と評価の研究例を紹介する。

16） 　 東京都を対象と し た総合的温暖化影響評価の検討

〔研究課題コード〕 0911ZZ001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究セン ター），

高橋潔， 林誠二， 増井利彦， 原澤英夫

〔期　間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

東京都の特徴 ( 土地利用形態、気候、社会経済状況 ) を的

確に把握し、 予定されている都市計画や防災計画、 様々

な将来ビジ ョ ンを基に、 将来の影響評価を実施し、 長期

的な視点で適応策の検討 ・ 実施を科学的に支援する。

〔内容および成果〕

平成 21 年 10 月から平成 24 年 3 月までに実施し た東京都

を対象 と し た総合的温暖化影響評価結果の見直し と 成果

の取 り 纏め ( 論文化 ) 等を実施し た。

17） 　 環境保全のための環境政策 ・ 制度設計の有効性 ・ あ

り方に関する基礎的研究

〔研究課題コード〕 1115ZZ001

〔担当者〕 ○須賀伸介 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 岡川梓

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

環境問題を解決する ために、 炭素税や排出量取引制度な

ど、 さ ま ざ まな政策手段が提案されている。 どのよ う な

政策にも、 望ま しい効果と副作用が存在する。 このため、

これら の政策効果を明ら かにする と と も に、 望ま しい政

策 ・ 制度のあ り 方を明ら かにする こ と は、 持続可能な社

会を作 り 上げてい く 上で重要な研究課題であ る。

環境政策の実施は、 企業や消費者に さ ま ざ まな イ ンセン

テ ィ ブを与え る。 し たがって、 企業や消費者の行動を低

環境負荷的な方向へ誘導する ために、 企業や消費者のイ

ンセンテ ィ ブの構造を分析する ( 企業や消費者の意思決

定の構造をモデル化 ) 必要があ り 、 それに基づいて、 環

境政策の有効性 ( 環境負荷を低減させる効果を もつかど

う か、 その政策が社会的利益を増進するかど う か ) を評

価する必要があ る。

こ のよ う な観点から、 本研究では、

(1) さ まざまな環境政策を対象に、 その有効性を理論モデ

ルを用いて明らかにし た う えで、 企業や消費者の意思決

定をモデル化 ( 定量モデルの構築 ) し、環境政策の有効性

の評価および制度設計に関する基礎的研究を実施する。

(2) さ らに、 望ま しい環境政策 ・ 制度設計のあ り 方を検討

する。

〔内容および成果〕

(1) 基礎的な研究 ：

鹿児島県の藺牟田池を対象 と し、 自然環境保護法令 ・ 施

策の調査及び現地調査を通じ て、 国レベルの自然環境保

全政策の有効性向上のための課題抽出に向けた予備的調

査を行った。 また、 沖縄県久米島を対象 と し て、 地域農

業 と 赤土等流出問題 と の関係を明ら かにする ため、 現地

関係者 ヒ ア リ ング等の予備的調査を行った。

(2) 環境政策 ・ 制度設計のあ り 方の検討 ：

多数の風車か ら構成される大規模洋上ウ ィ ン ド フ ァーム

の効率的な配置について、 風車の設置間隔 と 生成される

電力 と の関係を数値シ ミ ュ レーシ ョ ンによ って明らかに

し、 効率的な電力生成を実現する ための最適な風車間隔

を評価し た。 こ の際、 風車によ る風速の乱れを緩和過程

の理論に基づいて評価し、 乱れを伴 う 風速を表現する近

似関数を導入し た。
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18） 　 有限性を考慮し た資源・環境に関する評価手法開発

〔区分名〕 名古屋大学管理

〔研究課題コード〕 1212ZZ001

〔担当者〕 ○藤井実 （社会環境システム研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

社会の持続可能性を図る指標 と し て開発中の、 機能獲得

のために使用する、 空間、 物質、 労働、 汚染物質収容力

の占有率時間を測る指標を基礎に、 その適用事例を増や

すこ と で、 指標の有効性を検証する と と も に、 その改善

を行 う こ と を目的 と する。 また、 森林の健全性の評価に

向けて生息地適性指数モデルを活用し た手法構築に関す

る研究を行 う 。

〔内容および成果〕

占有率時間 と は、 様々な機能やサービ ス を得る ために占

有 ( 消費と は異なる概念 ) する空間、 物質、 労働、 汚染物

質収容力を、 対応する各容量で割 り 算し て求められる指

標であ り 、 いずれも単位が 「年」 で表わ される ため、 異

な る項目間の影響の比較可能性を高め る こ と がで き る。

本年度は占有率時間算出時の定義を改良し た上で、 住宅

におけ る木材によ る鉄骨代替のシナ リ オについて、 住宅

使用後の木材、 鉄骨の リ サイ クル方法が異な る複数のシ

ナ リ オに関する評価を行った。 従来の市場価値におけ る

判断と比較し て、占有率時間によ る尺度においては、CO2

削減の効果は大き く な るが、 木材生産のための土地占有

の影響が大きいこ と も明らか と なった。CO2 削減量は、 リ

サイ クルシナ リ オによ って も大き く 変化する ため、 持続

可能性の観点か らは、 リ サイ クルプロセス も含めた総合

的な評価が重要であ る こ と が示された。

19） 　 多次元移流拡散問題のための高精度シ ミ ュ レ ー

シ ョ ン手法の研究

〔研究課題コード〕 1213ZZ001

〔担当者〕 ○須賀伸介 （社会環境システム研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

複雑な環境現象の解明に と っ て移流拡散現象の数値シ

ミ ュ レーシ ョ ンは有効な手段 と な る。 しかし ながら、 ２

次元、 ３ 次元問題の数値シ ミ ュ レーシ ョ ンでは計算資源

の大規模化 と 計算時間の増大によ り 効率的なシ ミ ュ レー

シ ョ ン手法の開発がのぞまれる。 そのためには、 高精度

で数値的安定性を保持し た陽的シ ミ ュ レーシ ョ ン手法を

開発する必要があ る。 本研究では近年注目されている格

子ボルツマン法をベースに、 種々のパラ メ ータ設定に対

応し て安定で精度の高い多次元陽的差分ス キームの開発

を目指す。

〔内容および成果〕

2 次元、3 次元の非等方正拡散方程式の陽的数値スキーム

を格子ボルツマンを用いて開発し た。 2 次元問題の数値

スキームでは、 13 の速度成分を有する格子速度モデルを

用い、 従来の手法では定数 と し て与え られていた重み係

数を自由パラ メ ータ と し て扱った。 重み係数を調節する

こ と によ って、空間4次精度の数値解を与え る数値スキー

ムを開発し た。 さ ら に、 ス キームが無条件安定であ る こ

と を数値的に明ら かにし た。 3 次元問題に関し て も、 25

の速度成分を有する格子速度モデルを用いて、 2 次元の

場合 と 同じ く 、 4 次精度、 無条件安定の数値ス キームを

開発し た。

20） 　 技術・社会に対する価値観の変化と リ スク受容性に

関する調査研究

〔研究課題コード〕 1213BA002

〔担当者〕 ○青柳み ど り （社会環境シ ス テ ム研究セ ン

ター）， 金森有子， 田崎智宏， 吉田綾

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

21） 　 モバイルテ ク ノ ロジーを応用し た新し い都市環境

モニ タ リ ングシステムの研究

〔研究課題コード〕 1012CD008

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境シ ス テ ム研究セ ン

ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

22） 　 コベネフ ィ ッ ト 型都市開発プロジ ェ ク ト

〔研究課題コード〕 1112MA001

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター） ，

金田百永， 藤井実， 戸川卓哉， 大西悟

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

23） 　 リサイ クル性、 維持管理 ・ 解体を考慮し た判断基準

の研究

〔研究課題コード〕 1212NA003

〔担当者〕 ○藤井実 （社会環境システム研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

【関連課題】
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24） 　 窒素飽和状態にある森林域からの窒素流出負荷量

の定量評価および将来予測

〔研究課題コード〕 1012AG003

〔担当者〕 ○林誠二 （地域環境研究セン ター）， 渡邊未来，

越川昌美， 高津文人

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

25） 　 東アジアにおける排出イ ンベン ト リ の高精度化 と

大気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔研究課題コード〕 0913BA001

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 藤田壮，

増井利彦， 花岡達也， 戸川卓哉

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

26） 　 アジア を対象 と し た低炭素社会実現のためのシナ

リ オ開発

〔研究課題コード〕 0913BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

藤野純一， 花岡達也， 金森有子， 芦名秀一， 高

橋潔， 肱岡靖明， 甲斐沼美紀子， 戴瀚程， 藤森

真一郎， Silva Herran Diego， 須田真依子， 亀井

未穂， 朝山由美子

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

27） 　 アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際・国内制

度設計オプシ ョ ン と その形成過程の研究

〔研究課題コード〕 0913BA006

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 森田香菜子

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

28） 　 温暖化対策 とのコ ベネ フ ィ ッ ト 評価も含めた総合

的な大気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔研究課題コード〕 0914BA001

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

花岡達也

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

29） 　 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮

し たわが国の温暖化政策の効果と影響

〔研究課題コード〕 1113BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

肱岡靖明， 花崎直太， 金森有子， 高橋潔， 藤野

純一， 花岡達也， 芦名秀一， 甲斐沼美紀子， 藤

森真一郎， 戴瀚程， Silva Herran Diego， 岡川梓，

朝山由美子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

30） 　 気候変動問題に関する合意可能かつ実効性を も つ

国際的枠組みに関する研究

〔研究課題コード〕 1214BA003

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 森田香菜子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

31） 　 適応ポテンシャル・ コス ト 見積も り および社会経済

シナ リ オに関する メ タ分析と統合評価モデルによる

評価

〔研究課題コード〕 1216BA003

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 岡川梓， 藤森真一郎， 森田香菜子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

32） 　 地球規模の気候変動 リ ス ク管理戦略の総合解析に

関する研究

〔研究課題コード〕 1216BA004

〔担当者〕 ○高橋潔 （社会環境システム研究セン ター） ，

肱岡靖明， 塩竈秀夫， 亀山康子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

33） 　 地域活性化をめざ し たバイ オマス利用技術戦略の

立案手法の構築

〔研究課題コード〕 1012BE003

〔担当者〕 ○稲葉陸太 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

松橋啓介

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

34） 　 国際的な資源依存構造に着目し たレ ア メ タルに関

する 3R 効果評価手法の開発

〔研究課題コード〕 1213BE003

〔担当者〕 ○南齋規介 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

中島謙一， 藤井実， 小口正弘

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

35） 　 持続的経済発展の可能性

〔研究課題コード〕 0811CD004

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター）

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

36） 　 サンゴ礁共存 ・ 共生未来戦略
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〔研究課題コード〕 0812CD008

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

浪崎直子

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

37） 　 全球水資源モ デル を 利用 し た実時間シ ミ ュ レ ー

シ ョ ンによる世界の旱魃 ・ 洪水リ スク検出

〔研究課題コード〕 1112CD001

〔担当者〕 ○花崎直太 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

38） 　 迅速網羅分析手法の開発と GISを活用し た汚染評価

システムへの導入

〔研究課題コード〕 1215CD004

〔担当者〕 ○頭士泰之 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

39） 　 世界の持続可能な水利用の長期ビジ ョ ン作成

〔研究課題コード〕 0914KB001

〔担当者〕 ○花崎直太 （地球環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 21 ～平成 26 年度 （2009 ～ 2014 年度）

40） 　 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデ

ル活動の展開と普及 『久米島応援プロジ ェ ク ト 』

〔研究課題コード〕 1012MA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

浪崎直子， 林誠二

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

41） 　 BOCM-MRV の能力向上のためのアジア低炭素成長

戦略 ・ 低炭素ロー ド マ ッ プ策定支援委託業務

〔研究課題コード〕 1212MA003

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

甲斐沼美紀子，藤野純一，花岡達也，芦名秀一，

朝山由美子

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

5.(8) 環境計測研究分野における研究課題

1） 　 摩周湖の透明度変化に関する物理 ・ 化学 ・ 生物学的

要因解析

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1012AH001

〔担当者〕 ○田中敦 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

摩周湖は、 かつて世界最高の透明度 (41.7 m) を記録し た

湖であ り 、 近年でも日本で最も清澄な湖であ る。 しかし、

こ の20年あま り の観測においてその透明度は漸減傾向を

示し てお り 、 最近では 20 m を切る こ と も多 く なったが、

こ の要因については明確ではない。 摩周湖は、 地理的 ・

湖沼的環境か ら高頻度観測が不可能であ る。 そ こ で、 実

地観測と係留観測と の組み合わせによ り 、高密度の物理・

化学 ・ 生物学的パラ メ ータ を積み重ねる こ と で、 摩周湖

の透明度低下の要因について、 新たな知見を得る こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

摩周湖調査を GEMS/Water 摩周湖モニ タ リ ング と同時に

実施し た。 係留観測データ、 時系列自動採水によ る水質

の季節変化、現場採取・ 観測によ る物理・ 化学・生物デー

タ を蓄積し た。

[ 備考 ]

共同研究機関 ： 北海道立総合研究機構環境 ・ 地質研究本

部北海道環境科学研究セン ター

本課題は、GEMS/Water 摩周湖モニ タ リ ング と同時に実施

する。

2） 　 微細藻類が生産する有毒物質 ミ ク ロシスチンのモニ

タ リ ングに関する研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1213AH001

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

湖沼の富栄養化によ り 発生する アオコの中には有毒物質

を生産する も のがあ り 、 肝臓毒であ る ミ ク ロ シスチンや

麻痺性貝毒 と 同じ作用の神経毒の検出頻度が高い。 ミ ク

ロ シスチンは、 家畜等の斃死の他にブ ラ ジルで １ ０ ０ 人

以上の死亡事故が起き る など し たため、ＷＨ Ｏ から １ μg

／ L と い う 暫定的基準値が勧告されている。 また、 ミ ク

ロ シ スチンは植物の生育を阻害する と い う 報告 も あ り 、

農業用水と し て も有毒アオコの発生は問題と な る。

我が国で も ミ ク ロ シスチンは水質要調査項目に指定され

ているが、 体系的なモニ タ リ ングは行われておらず、 ミ

ク ロ シスチンを含む有毒アオコの発生状況は把握されて

いない。 我が国では飲料水および農業用水をダム等の湖

沼に頼っている部分が大き く 、 これら の富栄養化によ る

有毒アオコの発生は重大な問題であ り 、 有毒アオコ をモ
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ニ タ リ ングする こ と は、 その被害を予防する ために重要

であ る。

本研究では、 前年度までに行った環境省公害一括計上地

域密着型研究 「藍藻類が生産する ミ ク ロ シスチンのモニ

タ リ ン グ手法 と その評価に関す る 研究」 の成果であ る

15N で標識し た ミ ク ロ シスチンを用いた ミ ク ロ シスチン

の個別高精度分析手法を用いて ミ ク ロ シスチン分析の精

度管理を行い、 分析手法の標準化および有毒アオコの被

害抑制に役立てる こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

当研究室で開発し た安定同位体標識 ミ ク ロ シスチンを内

部標準物質 ( サロゲー ト ) と し て用いる アオコの有毒物質

ミ ク ロ シスチンの高精度分析手法を地方環境研究所の共

同研究者に伝授し た。 また、 当研究室で開発し た手法は

LC-MS を用いた測定法であったが、 共同研究者は高速液

体ク ロ マ ト グ ラ フータ ンデム型質量分析計 (LC-MS/MS)

を使用し てお り 、 よ り 高精度で高感度な分析が可能 と な

る こ と が期待され、 それぞれの機種の最適測定条件につ

いて検討を行った。 さ ら に、 この高精度分析手法を用い

て有毒アオコの発生状況の調査を行った。

3） 　 連続観測 ミ ー散乱ラ イダーでのデータ品質評価手法

の検討

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1012AQ002

〔担当者〕 ○松井一郎 （環境計測研究セン ター）， 杉本伸

夫， 清水厚， 西澤智明

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

遠隔計測研究室で展開し ている連続観測小型ラ イ ダーは

2 波長 (532，1064nm) 散乱強度と 532nm での偏光解消度の

測定が行え る。 現在、 こ の ラ イ ダーは約 20 台稼働し て

ネ ッ ト ワーク観測を行っている。 稼働以来数年が経過し

て き てお り 経年変化に伴 う 各種構成部品の劣化状況を把

握でき るデータ品質評価手法を確立し、 現地での装置の

保守を円滑に行 う 必要が生じ て き てい る。 本研究では、

定常的なデータの監視手法および保守時に行 う データ品

質評価方法の検討を行 う 。

〔内容および成果〕

ほぼ年 1 回実施する定期保守時にラ イ ダー送受信光軸の

調整はデータ品質を左右する重要な作業であ る。 これま

で、調整にはオシ ロ ス コープまたは PC 上でオシ ロ ス コー

プ機能の市販ソ フ ト ウ ェ アを使用し て き た。 この方法で

は、 遠方での微弱信号を目視で判断する ため若干の熟練

を必要 と し ていた。 こ の問題を改善する ために、 調整時

に リ アルタ イ ムでゼロ レベル補正、 対数演算処理を実行

表示する ソ フ ト ウ ェ アの開発を行い、 保守時に使用を開

始し た。 こ の結果、 ラ イ ダー送受信光軸の調整が従来よ

り 的確に行え る よ う にな り データ品質の向上に寄与でき

る こ と が確かめられた。

4） 　 衛星利用能動光計測手法の基礎的研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1012AQ003

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

国際宇宙ステーシ ョ ンや小型衛星など を利用し た能動的

光遠隔計測手法によ る大気、 植生などの計測について基

礎的検討を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

前年度に引き続き、 衛星搭載光コ ムヘテ ロ ダ イ ン受信装

置を用いた地上衛星間レーザー長光路システムの概念に

関する検討を行った。

5） 　 生体鉱物形成作用による金属酸化物の生成過程

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1113AQ002

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

自然界には金属イオンを酸化や還元し て、 金属酸化物を

作る微生物が生息し ている。 本研究では、 こ の生体鉱物

形成作用 ( バイオ ミ ネラ リ ゼーシ ョ ン ) によ り 生成し たマ

ンガンや鉄酸化物 ( 生体鉱物 ) を Ｘ 線分析など様々な方

法で分析 し、 その構造や化学的特性を調べる。 さ ら に、

生体鉱物形成作用および生物起源の金属酸化物が水環境

中の金属イオンの吸着や表面反応などによ り 、 自然環境

へどのよ う な影響を与えているか明らかにする。

〔内容および成果〕

微生物 (菌類 ) によ って形成された と考え られる陸生のマ

ンガン酸化物 ( マンガン ノ ジュール ) について、その生成

過程と マンガン ノ ジュール内の元素分布を Ｘ 線分析法に

よ り 調べた。 その結果、 マンガン ノ ジ ュールは微細な鉱

物粒子を中心に、 層状マンガン酸化物 と し て同心円状に
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成長し ている こ と が明ら か と なった。 また、 マンガン ノ

ジ ュールは亜鉛を含有し てお り 、 その亜鉛は均一に分布

し ておらず、 特定のマンガン酸化物層に集積し ていた。

[ 備考 ]

共同研究機関 ： 静岡県立大学環境科学研究所

6） 　 高磁場 MRI 法の高度化と ヒ ト 健康影響指標への応用

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ027

〔担当者〕 ○渡邉英宏 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

ヒ ト の健康影響評価手法 と し て、 無侵襲で生体の解剖学

的構造や、 代謝、 機能発現を計測する こ と が可能な高磁

場 MRI 法の測定 ・ 解析手法の提案、 開発 と高度化する こ

と を目的 と する。 開発し た方法を用いて、 ヒ ト の健康影

響指標の探索およびモニ タ リ ングや、 実験動物の環境負

荷に対する応答の解析への応用をはかる。

〔内容および成果〕

ヒ ト 脳の形態情報の蓄積を 330 件まで進めた。 ヒ ト 全脳

の生体鉄濃度分布計測の高度化に関し て、 高速イ メ ージ

ン グモジ ュールで計測精度が劣化する こ と がわかった。

後処理を用いた対策法を開発し た。 こ の結果、 従来の ヒ

ト 脳基底核単一ス ラ イ ス法での結果 と 同等の結果が得ら

れ、 適用可能であ る こ と がわかった。

[ 備考 ]

科研費研究課題 「MRI 横緩和速度を用いる生体鉄 と ヒ ト

神経変性疾患に関する研究」 、 科研費研究課題 「高磁場

MRI における ヒ ト 全脳 3D 画像の不均一補正法の開発」 と

併せて研究を推進

7） 　 大量、 多次元の環境計測デー タからの情報抽出技術

に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ039

〔担当者〕 ○松永恒雄 （環境計測研究セン ター）， 小熊宏

之，加藤創史，開和生，横田康弘，山本聡，大石優

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

超高空間分解能画像か ら野生動物やその痕跡を直接検出

する手法や、 高分解能画像を用いた都市域の形状や熱環

境を把握する技術の開発を行 う ほか、 超並列計算機を用

いた大規模データの処理 ・ 解析 ・ 評価に関する研究を行

う 。

〔内容および成果〕

今までに開発し た野生動物等の自動検出手法を極域の超

高空間分解能衛星画像に応用し、ペンギン等の生息範囲、

生息数等を自動推定す る 研究については、 実際に画像

データ を入手し、 その予備的な評価を行った。 また野焼

き、 火災実験等のタ イ ミ ングに合わせて衛星観測を実施

し、 中間赤外域、 熱赤外域を用いた火災検出について実

験的検討を行った。 最新のアーキテ ク チャ を用いた並列

計算機システムを試験的に構築し、 既存シス テム用に開

発し た ソ フ ト ウ ェ アの移植等を進めた。 さ ら に山岳地域

に設置し た定点撮影カ メ ラ から転送される時系列画像を

用いて、 消雪、 展葉や紅葉の時期を自動的に特定する手

法を開発し た。

8） 　 環境標準物質の開発と応用に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ040

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境計測研究セン ター）， 佐野友

春， 宇加地幸， 永野公代， 大西薫

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

国内外の環境化学計測におけ る一次データの精度管理や

ト レーサビ リ テ ィ の確保に資する ために有用な環境標準

物質について作製 と 提供を目的 と する。 本研究を包括す

る知的研究基盤事業では長期にわた り 、 天然物を原料 と

する環境標準物質を作製し、 国内外の研究機関や計測機

関などに提供し て来た。 作製する環境標準物質は全て世

界基準に合致するだけでな く 、 他機関で作製し ていない

希な物質を対象と し て作製 / 開発する。 これらの物質の

認証値付与および安定性試験を行 う なかで適用される各

種分析法を対象 と し、 分析手法的評価、 手法の高精度化

あ るいは簡便化等、 環境標準物質に関連する応用研究も

行 う 。

〔内容および成果〕

新規環境標準物質 と し て ２ 物質を開発し、 国際認証標準

物質と し て COMAR 登録を行った。

NIES CRM No.10 シ リ ーズ 「玄米」 は、Cd 汚染米 と し て国

内外に多 く のユーザーに利用 さ れて き た標準物質であ

る。 2010 年 6 月に 「土壌の汚染に係る環境基準について

の一部を改正する告示」 及び 「農用地土壌汚染対策地域
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の指定要件に係る カ ド ミ ウ ムの量の検定の方法を定める

省令の一部を改正する省令」 が公布 ・ 施行され、 玄米中

の Cd 含有量も「農用地においては米 1kg につき 0.4mg 以

下であ る こ と」 と改正された。 含有量が 0.4(mg/kg) 前後

の標準物質を開発し てほ し い と のユーザー要望の も と、

No.10-d(Cd 認証値 ： 0.401±0.034(mg/kg)) を新たに開発し

た。 また、 日本に飛来する黄砂の化学モニ タ リ ングの精

度管理や室内実験に有用な標準物質 と し て、 NIES CRM

No.30 「ゴビ黄砂」 を世界に先駆けて開発し た。 ゴビ砂漠

で発生する黄砂は日本に飛来する黄砂の 5 割以上を占め

てお り 、 本物質が大気環境研究や監視行政に大いに役立

つこ と もの と期待される。

9） 　 環境化学物質の生体影響評価のための神経行動試験

法の体系化に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1116AQ004

〔担当者〕 ○梅津豊司（環境計測研究セン ター），柴田康行

〔期　間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

人の精神機能に影響を及ぼ し う る 化学物質が環境中に

種々存在する と 考え られるが、 その影響評価手法は十分

には確立し ていない。 本研究では、 環境化学物質の脳 ・

神経影響の評価手法 と し ての神経行動試験法について、

神経科学的手法や分析化学的手法等によ る作用発現 メ カ

ニズム研究の成果を踏まえつつ、 体系化を目指す。

〔内容および成果〕

ジフ ェニルアルシン酸が脳内内因性物質に及ぼす影響に

ついて検討し た。 自由行動し ているマウ スか ら マイ ク ロ

ダ イ ア リ シス法によ り 連続的に脳透析液を採取し、 含ま

れる物質の分析を行った。 分析法 と し て HPLC/ECD 及び

LCMSMS を採用し、後者については基礎検討を行った後

影響検討に適用し た。 多種類の生体ア ミ ン類及びア ミ ノ

酸類の測定が可能 と な り 、 ジフ ェニルアルシン酸の影響

が計測された。

10） 　 地上ネ ッ ト ワーク ラ イ ダーデー タ を用いたエア ロ

ゾルの時空間分布解析研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1214AQ001

〔担当者〕 ○西澤智明 （環境計測研究セン ター）， 杉本伸

夫， 松井一郎， 清水厚

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

東アジアに約 ２ ０ 地点展開し て る NIES の 2 波長偏光ラ

イ ダーネ ッ ト ワーク の観測データ を用いて、 エア ロ ゾル

種毎 ( 大気汚染粒子、海塩粒子、鉱物ダス ト ) の時空間分

布変動を明ら かにする。 大気中には様々なエア ロ ゾル種

が混在する。 エア ロ ゾルの気候 ・ 環境影響を評価するに

は、 個々種エア ロ ゾル毎の光学特性や時空間分布変動を

把握する必要があ る。 特にアジア域は人為起源の大気汚

染粒子、 海域で発生する海塩粒子、 黄砂に代表される鉱

物ダス ト 粒子が輸送過程を経て混在する こ と か ら、 本解

析は重要 と な る。 先行研究 と し て、 2 波長偏光ラ イ ダー

データーか ら ３ 種エア ロ ゾル種を推定する解析アルゴ リ

ズムを確立し た。本研究では、このアルゴ リ ズムを約 １ ０

年間にわた り 継続観測されて き たネ ッ ト ワーク ラ イ ダー

データに適用する こ と で、 長期間でのエア ロ ゾル種毎の

時間 ・ 空間分布を把握する。

〔内容および成果〕

開発し たエア ロ ゾル種分類アルゴ リ ズムの自動処理シス

テムの構築を進めた。 地点および時間方向に対し、 自動

処理が可能なシステムを構築し た。 本アルゴ リ ズムで用

いるエア ロ ゾル光学モデルの強化が必要な こ と が判明し

た。 地上受動型センサーで抽出されたエア ロ ゾル特性 (

粒形分布や屈折率 ) の統計解析によ り エア ロ ゾルモデル

の再構築を他の研究 (EarthCARE アルゴ リ ズム開発 ) と の

協合によ り 進めた。

11） 　 日本海深層の無酸素化に関する メ カ ニズム解明 と

将来予測

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1012BA005

〔担当者〕 ○荒巻能史（環境計測研究セン ター），田中伸一

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

日本海深層では、 温暖化の影響を受けて海水中の溶存酸

素濃度が過去数十年間にわたって漸減、 同時に水温がわ

ずかに上昇傾向にあ る こ と が分かって きた。本研究では、

海水の流動過程を追跡する こ と が可能な海水中の化学成

分 ( 化学 ト レーサー) と し て利用可能な複数の化学成分の

同時測定法 と その解析法を開発する と と も に、 これを日

本海底層水の起源や循環過程解明に適用し、 地球温暖化

と底層水の関係を明らかにする。

〔内容および成果〕

海水中の溶存ク ロ ロ フルオロ カーボン類 (CFCs) を海水流

動や目的 と する水塊の年代 ト レーサー と し て利用し、 日
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本海におけ る熱塩循環の変化を量的に見積も る こ と を試

みた。 CFCs は各化合物に固有の溶解度で海水に溶け込

み、 海水中では分解し ないため、 海水中に溶け込んだ と

きの各 CFCs の濃度比は大気のそれを反映し ている こ と

にな る。 CFC-12/CFC-11 比によ る深底層水の見かけの年

代はほ と んどの海域で 1960 年代を示し ていた。 この結果

は1960年代以降に表層水の深海への沈み込みがほ と んど

なかった こ と を示唆し ている。 一方、 CFC-12/CFC-113 比

によ る年代はほ と んどの海域で 1980 年代を示し ていた。

CFC-113 は 1970 年頃から大気へ放出されているので年代

が新し く 算出される こ と は自明だが、 注目すべきは深層

で CFC-113 が検知される点であ り 、これは 1970 年代以降

で も深層への表層水の沈み込みが、 おそ ら く わずかなが

ら、 あった こ と を示唆し ている。 そ こ で、 1930 ～ 2012 年

の間に、 表層水が深層水 と 底層水にそれぞれ取 り 込まれ

た割合 ( 表層水の深底層水への寄与率、 %) を、 CFCs の

結果と大気中 CFCs 濃度の時間変動を用いてボ ッ ク スモ

デルによ って見積も った。 その結果、 直近 40 年の熱塩循

環の規模がそれ以前の五分の一か ら半分程度にまで大幅

に弱ま っている こ と が明らか と なった。

[ 備考 ]

研究代表者 ： 荒巻能史

参画機関 ： 海洋研究開発機構、 九州大学、 北海道大学

12） 　 PM2.5規制に影響する汚染混合型黄砂の組成的特徴

と飛来量 / 降下量に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1214BA002

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境計測研究セン ター）， 杉本伸

夫， 松井一郎， 清水厚， 西澤智明

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

微小黄砂 (PM2.5 黄砂と 呼ぶ ) は、 大気汚染物質と よ く 混

合する こ と が定性的に判ってき た。 そのよ う な汚染混合

型黄砂は黄砂そのも のに比べ健康影響が大き いと 指摘さ

れている 。 黄砂発生源に近いアジア大陸の大都市 ( 北京、

ウ ラ ンバート ル)では汚染混合型黄砂が新たな都市大気環

境問題と なり 、 日本でも PM2.5 規制値を超える 汚染混合

型黄砂の飛来が目立ってき た。PM2.5 領域に存在する 汚染

混合型黄砂の日本への飛来 ・ 沈着に関する 科学的知見は

非常に少なく 、 対応する 数値モデルの開発も 遅れている 。

本プロ ジェ ク ト は、 各分野において先行する 研究手法を

ベース に新たな独創的手法を加え、今ま で未解明の PM2.5

黄砂と 沈着量の実態解明と 国際貢献的研究の両方を 実行

する も のである 。 プロ ジェ ク ト 概要を以下に示す。

１ ) 北京およびウ ラ ンバー ト ルにおいて大気汚染物質 と

微小黄砂の混合状態時に、 ラ イ ダー ( レーザーレーダー )

などによ る短時間観測と PM2.5 試料の捕集・分析を行い、

粒子径別偏光特性を明らかにする。 PM2.5 黄砂 と大気汚

染物質の混合動態の解明を各国協力機関 ( 日中友好環境

保全セン ター、 モンゴル気象水文研究所 ) と連携し て推

進する。

２ ) ラ イ ダーネ ッ ト ワ ー ク デー タ と 黄砂予報モデル

(MASINGAR) をベースにし、 大気汚染物質によ って変質

を受けた汚染混合型黄砂の数値モデルの高度化 と 沈着量

推定手法を開発する。 沈着量観測ネ ッ ト ワーク によ る検

証データ を活用し て日本周辺域を対象に汚染混合型黄砂

の飛来量及び沈着量分布を明ら かにする。 これら観測や

数値モデルによ る成果は、 環境省 ・ 気象庁が共同運用す

る黄砂ホームページの質的向上に貢献する。

３ ) 現状の乾性 / 湿性降下物のネ ッ ト ワーク観測網を整備

増強し、 黄砂の沈着量観測を イベン ト 、 週単位および月

間単位で行 う 。 同時に海洋大気境界層内におけ る黄砂粒

子 と 大気汚染物質または海塩粒子 と の反応 ・ 変質 ・ 除去

過程を、日本周辺域 ( 陸地、船上や島嶼 ) で採取し た沈着

不溶性物質の粒子径や組成解析な どか ら明ら かにする。

これらの観測研究成果は黄砂予測・沈着モデルを検証し、

黄砂の環境影響研究や環境省が推進する黄砂実態解明調

査にも役立つ科学的知見と なる。

〔内容および成果〕

PM2.5 には様々な粒子が含まれるが黄砂も その主要な成

分のひ と つであ る。 しかし ながら、 大陸か ら輸送される

PM2.5 に占める黄砂の割合や黄砂と大気汚染エア ロ ゾル

と の混合状態は明確に されていない。 これまでに、 ラ イ

ダーネ ッ ト ワーク観測によ り 、 黄砂 と 大気汚染性エア ロ

ゾルを分離 し て光学的な濃度を測定す る 手法が確立 さ

れ、 光学的な黄砂の濃度と PM2.5 に含まれる黄砂の重量

濃度の間に良い相関があ る こ と が明ら かに された。 すな

わち、 ラ イ ダーで得られる黄砂消散係数に定数の変換係

数を適用する こ と によ って PM2.5 の黄砂の重量濃度の推

定が可能であ る こ と が示された。 さ ら に、 ラ イ ダーで得

られる後方散乱の波長比 と 偏光解消度か ら黄砂 と 大気汚

染性エア ロ ゾルの内部混合状態を推定する可能性も示さ

れている。 これら の手法を精緻化し、 モデル検証 ・ 同化

に利用可能な空間分布データ を与え る と と も に、 サンプ
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リ ングによ る PM2.5 の組成分析、 沈着の観測等 と合わせ

て、 PM2.5 黄砂飛来量、 降下量を解明する こ と が重要で

あ る。 ラ イ ダー観測結果か ら、 黄砂および大気汚染エア

ロ ゾルの消散係数が得られる。 汚染混合型黄砂の過去の

事例について、 地上付近 (120m-1km) の消散係数を求め、

併せて、 黄砂と大気汚染エア ロ ゾルの混合状態 ( 外部混

合、 内部混合 ) を後方散乱の波長比 (1064nm/532nm) と粒

子偏光解消度 (532nm) の散布図を元に混合状態を推定す

る こ と が可能と なった。 今後、 偏光 OPC で構築する汚染

混合型黄砂の光学モデルを ラ イ ダー解析に応用する こ と

によ って、 内部混合し た黄砂を よ り 定量的な解析を行 う

こ と を考えている。

13） 　 ラ イ ダーおよび地上モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク に

よるエアロゾル動態解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 0812CD003

〔担当者〕 ○杉本伸夫（環境計測研究セン ター），西澤智明

〔期　間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

ラ イ ダーネ ッ ト ワーク、 地上観測データ と 地域化学輸送

モデルを用いてエア ロ  ゾル分布 と動態を把握し、 地域毎

のエア ロ ゾル種、 エア ロ ゾル濃度の気候学的な特徴、 イ

ベン ト 毎のエア ロ ゾル濃度変化などを明らかにし て、 植

物影響、 健康影響研究と連携する こ と を目 的 とする。 特

に気象条件に依存する高い時間分解能のエア ロ ゾル濃度

分布の変化に注目し、 植物影響、 健康影響の指標 と な る

パラ メ ータ と時間ス ケールを検討する。

〔内容および成果〕

ラ マン散乱測定用チャ ンネルを追加し た ラ イ ダーによ る

継続観測を東アジアの 6 地点 ( つ く ば、 松江、 福江、 辺

戸岬、 ソ ウル、 タ イ国ピマイ ) で行い、 気下層のエア ロ

ゾルの光学特性を解析し た。 硫酸塩、 ブラ ッ ク カーボン、

黄砂、 海塩の ４ 種類のエア ロ ゾルの分布を推定する アル

ゴ リ ズム を適用し エア ロ ゾルの動態を考察し た。 一方、

東アジアの約20地点から構成される ラ イ ダーネ ッ ト ワー

ク (AD-Net) で継続的に観測し ている黄砂消散係数および

球形エア ロ ゾルの消散係数を用いて、 黄砂および大気汚

染エア ロ ゾルの健康影響の疫学研究に提供す る ための

データセ ッ ト を構築し た。 また、 2005 年から 2012 年の

継続的データ を用いて、 主要なエア ロ ゾルイベン ト を解

析する と と も に、 季節変化、 年々変化を考察し た。 黄砂

の健康影響研究においては黄砂 と 大気汚染の混合状態が

重要であ る こ と を示唆する結果が得られてお り 、 今後の

研究では黄砂と大気汚染の混合状態 ( 外部混合、 内部混

合 ) を解析する こ と が重要 と なる と考え られる。 そ こ で

本研究では、 エア ロ ゾルの混合状態をモニ タ リ ング可能

な偏光パーテ ィ クルカ ウ ン ター( 偏光 OPC) を導入し観測

研究を行った。 また、 電子顕微鏡によ る形態および組成

解析 と も連携し て、 エア ロ ゾルの混合状態 と 光学特性の

関係を考察し、 内部混合し たエア ロ ゾルの光学モデルの

構築について検討し た。

14） 　 人間が歴史的に利用し て きた水銀の産地特定に関

する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1012CD006

〔担当者〕 ○武内章記 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

ヨ ーロ ッ パ、 中国、 そ し て国内の様々な辰砂鉱山か ら採

掘された辰砂の水銀同位体比を測定する。 それ と 同時に

ローマ帝国の遺跡や西日本各地の弥生 ・ 古墳時代の王墳

かそれに近い墳墓か ら採集された遺跡朱の水銀同位体比

を測定し て、 遺跡朱の起源を特定する。

〔内容および成果〕

多重検出器型誘導結合プ ラ ズマ質量分析装置を用いた水

銀同位体比分析シ ス テム を用いて、 ヨ ーロ ッ パ、 中国、

そ し て三重県丹生鉱山で採取された硫化水銀鉱物の水銀

同位体比を計測し た。 その結果、 ヨ ーロ ッ パ産がおよ そ

0.1‰、中国産が約 -1.0‰、そし て丹生産が約 -1.5‰ であっ

た。 こ う し た硫化水銀鉱物が採取された鉱山はすべて河

川の上流に位置し、 今後下流域におけ る水銀循環の研究

を実施する上で、 有用な情報 と な り う る。 また遺跡に使

用された朱の水銀同位体比も計測し た。 その結果、 福岡

県の御所山遺跡で出土し た朱は約 -1.0‰ の水銀同位体比

を示し ていたために中国産であ った可能性を示唆する。

その他、 津堂城山古墳、 西塚古墳、 塚廻古墳、 庭鳥塚古

墳で出土し た遺跡朱の水銀同位体比を計測し たが、 いず

れも国産の硫化水銀鉱物を使用し ていた可能性が高い こ

と を示唆する値であった。

15） 　 自然レベル放射性炭素を用いた海洋古細菌によ る

水温決定に関する同位体地球化学的検討

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD014

〔担当者〕 ○近藤美由紀 （環境計測研究セン ター）， 内田

昌男
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〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

堆積物に保存 さ れ て い る 海洋性古細菌の細胞膜脂質

(GDGTs) を用いた水温 (TEX86) 復元プロ キシーの実用化

をめざすため、 堆積物コ アを採取する現場海域におけ る

GDGTs を作る海洋性古細菌のバイオマス量の水深分布や

海洋性古細菌の起源を明ら かにする。 北西太平洋域にお

いて様々な深度での採水、 および表層堆積物から、 現場

海域におけ る海洋性古細菌の微生物生態学的情報 と 各深

度における GDGTs の組成、存在量について調査を行 う 予

定であ る。 これによ り 、 堆積物に保存されている GDGTs

から求められる TEX86 がどの水深を反映し ているのか特

定する。 これらの GDGTs の自然レベル 14C 含有量 (Δ14C)

と海水中 DIC、 DOC、 POC の Δ14C の比較から、 現場海

域各深度における GDGTs の炭素源を明らかにし、堆積物

に記録される TEX86 の有効性を確認する。

〔内容および成果〕

海洋古細菌を用いた水温推定手法の検討のため、 古細菌

の GDGTs であ るエーテル脂質の 14C 測定を行った。 分析

条件の検討 も 含め駿河湾の水深 400 ｍ の深層水か ら

GDGTs を抽出し、 GDGTs の放射性炭素測定を行った。 そ

の結果、 GTGTs の Δ14C は、 約 -400‰、 年代に換算する

と約 4000 年、 それに対し、DIC 及び DOC の Δ14C は、 そ

れぞれ -40‰、 -700‰ と な り 、 GDGTs の値は、 現場海水

の DIC 値 と大き く 異なっている こ と が明らか と なった。

GDGTs が表層海水の平均水温を表す とすれば、 少な く と

も GDTs の起源は表層水の炭素を起源 と し ていな く ては

な ら ないこ と から、 本結果からは、 GDGTs の起源 とする

古細菌の生息深度について、 多様な水塊で生息し ている

こ と を考慮する必要があ る こ と が推定される結果 と なっ

た。

16） 　 MRI 横緩和速度を用いる生体鉄と ヒ ト 神経変性疾

患に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD019

〔担当者〕 ○渡邉英宏 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

鉄が神経変性疾患の発症に関与する こ と が、 遺伝性鉄代

謝異常症で明らかにされてき た。 また、 よ り 一般的 な神

経変性症であ る アルツハイ マー、 パーキン ソ ン病で も鉄

がその発症に関わる こ と が強 く 疑われている。 脳内鉄分

布を in vivo で定量する こ と が可能になればこれらの疾患

の診断や解明にきわめて有用 と 考え られる。 我々が高磁

場研究用MRIを用いて進めている鉄定量法を低磁 場臨床

機に も拡張し、 遺伝性神経変性を始め と する脳変性症の

脳鉄分布の画像化を目的 と する。 合わせてモデル試料で

の測定から ヒ ト 脳の緩和機構の解明に迫る。

〔内容および成果〕

脳組織の見かけの横緩和速度 R2† と、 脳内非ヘム鉄濃度

[Fe]、および高分子量成分の存在比率 fM の間に見いだし

た相関式、 R2† = α[Fe] + βfM + γ(α, β, γ は定数 ) を

用いて ヒ ト 脳の非ヘム鉄濃度分布の画像化を実現し た。

健常者の脳では、 基底核部位や後頭葉灰白質で高濃度、

内包 ・ 視放線部位で低濃度 と い う 死後脳の鉄実測値 と よ

く 一致する分布が得られた。 無セルロプ ラ ス ミ ン血症患

者でも測定を行い、 脳全域で健常者の 4 倍程度の高濃度

であ る こ と がわかった。 一方、 3T、 7T での健常者測定結

果と これまでの 1.5T での結果から、1.5 ～ 7T の磁場範囲

で上述式が成立する こ と を見出し、 脳組織の横緩和機構

について有用な手がか り を得た。 加えて この結果は、 1.5

～ 3T 臨床装置でも、高磁場機 と同様に鉄分布画像を得ら

れる可能性を示し ている。

[ 備考 ]

課題代表者 ： 三森文行 ( 国立環境研究所客員研究員 )

17） 　 微生物細胞膜脂質 14C 分析に基づ く 海洋 DOC 炭素

循環と微生物ループ との関連性解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1012CD021

〔担当者〕 ○内田昌男 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

近年、 分子生物学的手法の進歩か ら、 非熱水性の古細菌

が海洋全層に分布し てお り 、 それら の古細菌が光合成非

依存の化学合成独立栄養を高い活性で行っている こ と が

遺伝子的 ( 定性的 ) に示唆される よ う になった。

 本研究では、 これら海洋古細菌の代謝特性について地球

化学的手法を用いて定量的に明ら かにする こ と を目的 と

する。 本研究で得られる知見は、 微生物によ る海洋炭素

循環の定量的解明に資する手法開発であ る こ と か ら、 海

洋DOCプールを中心 と し た炭素循環 と海洋微生物ループ

と の関連性解明をめざす。

〔内容および成果〕
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これまで未知の領域であ り 未だに単離すら でき ていない

海洋古細菌 ( マ リ ン ク レ ンアーキオータ ) の代謝に関する

情報 ( 従属栄養 ・ 化学合計独立栄養の割合 )、 炭素循環に

おけるその役割 ( 規模 ) について知見を得る ため、海洋深

層水取水施設でのサンプ リ ングの実施し、 古細菌 ( 大き

さ 平均 0.5-0.2μm) 細胞膜由来 テ ト ラ エー テ ル脂質

(GTGTs) の放射性炭素の測定を行った。 14C の結果 と併せ

て、 現場培養、 文献値など を総合し た海洋古細菌マ リ ン

ク レ ンアーキオータによ る海洋におけ る炭素固定量の試

算を行った。駿河湾で求められた 48-54% の ク レ ンアーキ

オータが炭素固定を し ている と し ている と し た場合の計

算結果は、 1.29Gt C/yr から 6.29Gt C/yr と試算される。 ま

た こ の規模は、 海洋一次生産量 50 Gt C/yr と比較する と

約 2.5% から 13％にな る。 これは、海洋全層におけ る DIC

量 38000GtC と比べてみる と、約数万年規模で交換する規

模と計算される。 このこ と は、 現在、 海洋 DOC の放射性

炭素年代が 6000 年以上 と古いこ と を考慮する と海洋 DIC

物理的プロセスによ る交換無しに微生物ループを通じ た

交換だけで生じ て板場合、 少なか らず極端な計算結果を

与えていないこ と を示唆する ものであった。

18） 　 能動・受動型測器と数値モデルを複合利用し たエア

ロゾルの大気境界層への影響解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD005

〔担当者〕 ○西澤智明 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

本研究では、 エア ロ ゾルの短期 ・ 長期変動が大気境界層

へ与え る影響について、 観測 と モデルを複合利用する こ

と で、 その実態を解明する。 具体的には、 ( １ ) ラ イ ダー

と ス カ イ ラ ジオ メ ータ を複合利用し たエア ロ ゾル光学特

性の新しい推定法を開発し、 通年観測か ら エア ロ ゾルの

季節変動と黄砂等の特定イベン ト を調べる。( ２ )( １ ) に

よ り 得られたエア ロ ゾルの短期変動を一次元大気境界層

モデルに与え る こ と で、 エア ロ ゾルが大気境界層へ与え

る影響を明らかにする。 ( ３ ) 先行プロ ジェ ク ト によ って

得られているエア ロ ゾル光学特性の過去 ３ ４ 年分の変動

か ら、 エア ロ ゾルの長期的な大気境界層への影響を明ら

かにする。

〔内容および成果〕

Mie ラ イ ダー と ス カ イ ラ ジオ メ ーター、 そ し て高スペク

ト ル分解能ラ イ ダー と ス カ イ ラ ジオ メ ーターを組み合わ

せた ２ タ イプのエア ロ ゾル抽出アルゴ リ ズムの開発を進

めた。 本アルゴ リ ズムでは、 エア ロ ゾルの濃度、 粒形分

布、 屈折率の高度分布を推定する。 高スペク ト ル分解能

ラ イ ダーによ る観測の立ち上げのために調整を進めた。

19） 　 高磁場 MRI における ヒ ト 全脳 3D 画像の不均一補正

法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD008

〔担当者〕 ○渡邉英宏 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

高感度、高コ ン ト ラ ス ト と い う 特徴を持つ高磁場 MRI で

は、 3D 高分解能画像化が可能であ る。 しかし、 画像不均

一性と い う 特有の問題があ り 、 被検体由来の高周波 (RF)

磁場の不均一性によ って生ずる こ と が知られている。 こ

の解決には送信 (B1+)、 受信 (B1-) の両方の RF 磁場分布

が必要であ るが、 測定方法が開発されている B1+ 分布に

対し て、 これまで B1- 分布を求める有効な方法が無かっ

た。 これを解決する ため、 私たちは ヒ ト 脳の 2D ス ラ イ

ス画像に対し て B1- 分布を求め、 不均一補正を行 う 方法

を提案、 開発し、 4.7T での ヒ ト 脳画像の不均一補正がで

き る こ と を実証し た。

本研究では、 こ の方法を発展させた ヒ ト 全脳 3D 画像不

均一補正実現を目標 と する。 具体的には、 ヒ ト 脳内 3D

B1+ 分布測定法、3D 比率マ ッ プ法を用いた 3D B1- 分布計

算法、 3D 画像の不均一補正アルゴ リ ズムを開発する。

〔内容および成果〕

3D B1+ 分布測定パルスシーケン スの検討を行った。 この

結果、 3D 化によ る測定時間延長の克服の点で、 繰 り 返し

時間 TR を短縮可能な 「位相を用いた B1+ 測定法」 が適

当であ り 、3D 化 と し てマルチス ラ イ ス法について検討を

行った。 得られたデータか ら位相分布を計算する際に位

相アン ラ ッ プ処理が必要と なる。 これまでの 2D 法では

マニ ュ アル操作によ って これを実施し て き たが、 大量の

3D データ対応に関し て、 あ る程度の自動化が必要 と な

る。 これについて も検討を行った。

20） 　 東南アジア熱帯雨林における群落スケールのハロ

ゲン化メ チル放出量と変動要因の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD012

〔担当者〕 ○斉藤拓也（環境計測研究セン ター），横内陽子

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）
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〔目　的〕

塩化 メ チル と 臭化 メ チルは、 活性なハロゲンを成層圏へ

持ち込むキ ャ リ ヤー と し て、 成層圏オゾン破壊全体の １

／ ４ に関与し ている。 熱帯雨林は、 塩化 メ チルの主要な

発生源であ る こ と に加え、 臭化 メ チルについて も重要な

発生源 と なっている可能性があ るが、 熱帯雨林におけ る

ハロ ゲン化 メ チルの発生源 ・ 吸収源の多様性ゆえに、 こ

れらの発生源 と し ての熱帯雨林の役割を正確に評価する

には至っていない。 そ こ で本研究では、 微気象学的なフ

ラ ッ ク ス計測手法であ る簡易渦集積法を初めてハロゲン

化 メ チルに応用し、 熱帯雨林の樹冠上におけ る タ ワーフ

ラ ッ ク ス観測を実施する。 これによ り 、 群落ス ケールの

ハロゲン化 メ チルフ ラ ッ ク ス を推定する と 共に、 その変

動を支配す る 環境要因を明 ら かにす る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

森林群落ス ケールにおけ るハロゲン化 メ チルのフ ラ ッ ク

ス観測を可能 と する ため、 メ タ ンのフ ラ ッ ク ス観測用に

開発 ・ 実用化されている簡易渦集積 (REA) 装置をベース

に種々の改良を施し、ハロゲン化 メ チル用 REA 装置を構

築し た。 メ タ ン用シ ス テムか ら の大き な変更点 と し て、

高速でポンプの ON/OFF を繰 り 返す方式から、 ポンプを

常時稼働させて、 採取し た空気を後段で上向き ・ 下向き

の空気用の大型バッ グに振 り 分け る方式を採用し た。 こ

れは、 ハ ロ ゲン化 メ チルの損失 ・ 汚染のないポンプで、

REA 法で要求される高速応答性を持つものがないためで

あ る。 また、 電磁弁についてはコ ン タ ミ ネーシ ョ ンが見

られたため、 よ り 不活性なテフ ロ ン製の接ガス部を持つ

ものを採用し た。

21） 　 湖沼メ タ ンの炭素 14 年代測定による永久凍土融解

速度推定技術の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD014

〔担当者〕 ○近藤美由紀 （環境計測研究セン ター）， 内田

昌男

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

ア ラ ス カ、 シベ リ アの北極圏には永久凍土地帯の存在が

認められている。 こ の永久凍土層の融解に伴い、 大量の

メ タ ンの発生が促され、 温暖化の正のフ ィ ー ド バ ッ ク機

構が演じ られる と されているが、 その発生量増加率は明

ら かに されていない。 本研究では凍土地帯上の湖沼に着

目し湖水中の溶存 メ タ ンおよび近傍の永久凍土の放射性

炭素同位体を利用する加速器質量分析計に よ る  年代測

定 (AMS14C) から、 永久凍土起源の溶存 メ タ ン比率を明

ら かにし、 永久凍土の融解が湖沼水中溶存 メ タ ン濃度増

加 (大気への拡散 メ タ ンフ ラ ッ ク ス ) に寄与する程度を定

量的に決定する手法を確立する。

〔内容および成果〕

北極凍土環境に存在する湖沼は、 温暖化 と 関連し た凍土

融解などによ り 形成されて も のが多 く 存在し ている。 こ

れら の湖沼水は、 高い メ タ ン濃度を有し てお り 、 湖沼内

で酸化される割合や大気へ放出される量など、 定量的な

メ タ ンサイ クルについてはその発生源や湖沼堆積物中の

動態も含め多 く が未解明 と なっている。 本研究では、 北

極域湖沼溶存 メ タ ンの起源を明ら かにする ため、 メ タ ン

の放射性炭素同位体比の測定する ための分析化学的条件

検討を行 う こ と を目的 と し てる。 今年度は、 溶存 メ タ ン

の抽出に関する条件検討を行った。これまで数 ml 程度の

水試料から メ タ ンをパージ ト ラ ッ プ法で自動的に抽出す

る システムが存在し ていたが、 本研究では、 1L 以上の大

容量試料を扱 う こ と が必要であ る こ と から、湖沼水 1L 程

度の大容量試料か ら メ タ ン を抽出す る シ ス テ ム を作成

し、 条件検討を行った。

22） 　 迅速網羅分析手法の開発と GISを活用し た汚染評価

システムへの導入

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1215CD004

〔担当者〕 ○頭士泰之 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

本研究では多次元分離装置 (GC×GC) と HR-TOFMS のス

キ ャ ン測定、 そし て GC×GC と タ ンデム質量分析計 (MS/

MS) のニュー ト ラルロ ス スキ ャ ン (NLS) 測定を組み合わ

せた環境中化学物質の網羅分析手法の開発 と 迅速データ

処理シス テムの開発を行 う 。 こ の分析手法適用によ り 得

た多数の化学物質濃度データについて、 GIS によ る新規

解析手法に導入し、 様々な物質に対応可能な汚染評価シ

ス テムの発展を試みる。 これによ り 急速に増加する新規

汚染に も対応可能 と な る迅速な汚染の空間的評価システ

ムの構築を行 う 。

〔内容および成果〕

平成 24 年度は、 (1) 網羅分析手法 と迅速データ処理シス

テ ムの開発に関 し て、 2 次元ガ ス ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ー

(GCxGC) と HRTOFMS も し く はMS/MS を用いた網羅分析
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手法の開発を行った。 ス キ ャ ン も し く はニ ュー ト ラルロ

ス ス キ ャ ン測定を行い、 そのデータ を測定対象物質の リ

テンシ ョ ン タ イ ム と フ ラ グ メ ン ト イオン情報に基づいて

迅速に自動処理 し て同定 ・ 定量す る ツ ール Two-

dimensional peak sentinel (T-SEN) を開発し た。 主な環境汚

染物質の標準物質を測定し、 リ テンシ ョ ン タ イ ム と フ ラ

グ メ ン ト イオン情報をデータベースに登録し た。 環境汚

染物質の認証値が あ る 環境標準試料 を GCxGC-

HRTOFMSで測定し て本ツールを適用し、未精製抽出液に

対し て も、 従来の高度前処理 ・ 測定法 と 遜色ないレベル

で自動定量が可能であ る こ と を示し た。 

(2) 東京湾流域全域の河川試料の分析に関し て、未だ確立

されていない水試料を対象 と し た網羅分析のための前処

理方法を検討し た。 比較的簡便かつ迅速に広範な極性の

対象物質を捕集 ・ 濃縮する方法を開発し た。 東京湾流域

河川試料に適用し、GCxGC-HRTOFMS によ る測定を行っ

た。 

(3) 空間的汚染評価システムの構築 ・ 発展に関し て、 ス イ

ス連邦工科大学ローザン ヌ校の Samuel Arey 博士をはじ

め と する ス イ スの研究者 と共同で開発を進める体制を整

えた。

23） 　 対流圏エアロゾルの監視 ・ 予測 ・ 警報システムの構

築に関する研究

〔区分名〕 JST

〔研究課題コード〕 1216KB002

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （環境計測研究セン ター）， 清水厚，

松井一郎

〔期　間〕 平成 24 ～平成 28 年度 （2012 ～ 2016 年度）

〔目　的〕

アルゼンチン共和国レーザー技術研究所(CEILAP) と共同

で、 観測の空白域であ る南米アルゼンチン、 チ リ に、 対

流圏エア ロ ゾルイベン ト ( パタ ゴニアダス ト 、 火山噴煙、

森林火災、広域大気汚染など ) を監視するためのラ イ ダー

観測ネ ッ ト ワーク と、 観測データ を用いた予測、 警報シ

ステムを構築する ための研究を行 う 。 観測ネ ッ ト ワーク

のシステムの整備はJICA技術協力プロ ジェ ク ト によ り ア

ルゼンチン側で実施し、 本研究では、 観測ネ ッ ト ワーク

の構築のためのラ イ ダー技術およびネ ッ ト ワーク観測技

術 と、 エア ロ ゾルイベン ト の予測 ・ 警報のためのデータ

解析手法、 データ利用手法の研究を行 う 。

〔内容および成果〕

アルゼンチン CEILAP における ラ イ ダー研究について調

査し、既存のラ マン散乱ラ イ ダーの改良 と JICA 技術協力

に よ り 新 た に 製 作 す る 高 ス ペ ク ト ル 分 解 ラ イ ダ ー

(HSRL) の構成につて検討を行った。 その結果、 新たに開

発する HSRL は、 これまでに CEILAP が火山噴煙観測用

に開発し た ラ マン散乱ラ イ ダーの設計をベースに、 レー

ザーを狭帯域化する と と も に、 受信光学系に ヨ ウ素セル

を追加し て波長 532 nm におけ る高スペク ト ル分解ラ イ

ダー測定を行 う 構成 と する こ と と し た。 これによ って波

長 532 nm では昼夜共に消散係数の直接測定が可能 と な

る。 また、 HSRL の製作の方法、 必要な機器の仕様 と 調

達方法について具体的に検討し た。一方、既存のラ イ ダー

および新たに製作する HSRL を用いて構築する対流圏エ

ア ロ ゾル観測ラ イ ダーネ ッ ト ワーク の観測地点の最適な

配置について検討し た。

24） 　 EarthCARE 衛星搭載ラ イダー(ATLID) と多波長分光

放射計 (MSI) を用いたエアロゾル ・ 雲推定アルゴ リ

ズムの開発

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コード〕 1214KZ001

〔担当者〕 ○西澤智明 （環境計測研究セン ター）， 日暮明

子， 杉本伸夫

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

JAXA/ESA 共同の雲・エア ロ ゾル・放射衛星観測 ミ ッ シ ョ

ン EarthCARE でのラ イ ダー(ATLID) と多波長分光放射計

(MSI) データ を用いるエア ロ ゾル・雲解析アルゴ リ ズムの

開発を行 う 。 本 ミ ッ シ ョ ンは、 2015 年打ち上げ予定の

EarthCARE衛星にはATLID, MSI と供に、雲レーダー(CPR)

と広帯域放射計 (BBR) が搭載される。本研究では、ATLID

のみのデータ を用いたエア ロ ゾル ・ 雲光学特性抽出アル

ゴ リ ズムの開発 (ATLID 単体アルゴ リ ズム ) と ATLID と

MSI を複合利用し て よ り 詳細なエア ロ ゾル光学特性を抽

出する アルゴ リ ズム (ATLID+MSI アルゴ リ ズム ) の開発

を行 う 。

〔内容および成果〕

ATLID 単体アルゴリ ズム開発と し て以下を進めた。 ( １ )

推定精度向上のために、ウ ェ ーブレッ ト 解析を用いた信号

ノ イ ズ除去ス キームの確立を進めた。地上ラ イ ダーデータ

に適用し 実用化を進めた。 ( ２ ) エロ ゾル種分類推定アル

ゴリ ズムや ATLID+MSI アルゴリ ズムでも 使用する エアロ

ゾ ル種毎の光学モデルの構築のために、 地上受動型セン

サーデータ の収集およ び統計解析手法の検討を進めた。
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ATLID+MSI アルゴ リ ズム開発と し て以下を進めた。( １ )

アルゴ リ ズムの中で用いる放射伝達計算手法の整備およ

び放射伝達で用い る エア ロ ゾルモデルの整備を行った。

( ２ ) 多チャ ンネルデータの効率的な逆問題解法 と し て最

適化手法導入の検討を進めた。 シ ミ ュ レーシ ョ ン計算を

実施し、 その有用性を確認し た。

25） 　 水銀同位体を用いた海底熱水鉱床の探査技術の開

発

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コード〕 1213MA001

〔担当者〕 ○武内章記 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

四方を海に囲まれた我が国は、 世界第 6 位の広さ を誇る

排他的経済水域を有する海洋国家であ り 、 これら の海域

には、 海底熱水鉱床やコバル ト リ ッ チ ク ラ ス ト 等の多様

な海洋鉱物資源が存在し ています。 これら の海洋鉱物資

源について商業化を図る ためには、 その資源量を正確に

把握し、 経済性評価を行 う こ と が必要不可欠です。 しか

し、 海洋鉱物資源の資源量を広域かつ効率的に探査する

ために必要な技術は必ずし も十分に確立されている と は

言えず、 さ ら な る技術開発が求め られている。 そ こ で本

研究では熱水噴出孔か ら排出される水銀に着目し、 深海

底調査船に開発中の水銀センサーを搭載し て水銀濃度異

常海水域を特定し、 こ の海域の海底堆積物や硫化物の微

量成分分析や鉱物組成分析、 水銀同位体分析の結果か ら

海底熱水鉱床の有無や海底熱水鉱床の規模や品位を予測

する技術の開発を目指す。

〔内容および成果〕

明神礁 と 明神海丘で採取されたチムニーの水銀同位体比

を計測し、 概ね負の値を示す と い う 知見を得た。 そのた

め海洋環境に存在する水銀同位体比は負の値を示す と 考

え られる。 また有価金属の含有量 と の相関では銀やアン

チモン含有量が高い硫化物は比較的低い水銀同位体比を

示し、 金や亜鉛含有量が高い硫化物は比較的高い水銀同

意対比を示すと い う 知見を得た。

26） 　 健康的なア ロマ環境創生をめざ し た植物成分の中

枢作用に関する研究

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コード〕 0813NA001

〔担当者〕 ○梅津豊司 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

ス ト レ ス過多等現代の生活環境は悪化しつづけてい る。

そ こ で、 香 り を活用し て、 健康的な環境を創造する ため

の研究を行 う 。 具体的には、 香 り 成分の有効作用を探索

し、 明ら かにする こ と で、 健康的な環境を創造するのに

適し た香 り は何かを明らかにする。

〔内容および成果〕

アセチルコ リ ン神経系に作用し て中枢作用を発揮する植

物香 り 成分の探索を行った。 具体的にはム ス カ リ ン性ア

セチルコ リ ン拮抗薬ス コポ ラ ミ ンのマウ ス移所運動活性

増加作用を修飾する植物香 り 成分を探索し た。 27 種類の

植物香 り 成分の う ち、 11 種類はス コポ ラ ミ ンの作用を増

強し、 4 種類はス コ ポ ラ ミ ンの作用を減弱し た。 これら

の植物香 り 成分の中にアセチルコ リ ン神経系に作用し て

中枢作用を発揮する ものがあ る可能性が考え られた。

27） 　 福島沖で放出さ れた放射性物質を ト レーサー と し

た親潮潜流の動態解明

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コード〕 1112NA003

〔担当者〕 ○荒巻能史 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

東日本大震災に伴 う 福島第一原発事故では， 高濃度放射

能汚染水が太平洋へ と 流出し た。 同原発沖合には、 東北

沿岸を南下する親潮が黒潮の下に潜 り 込み、 東京湾や相

模湾へ と 注ぐ親潮潜流 と 呼ばれる海流が存在する。 本研

究では、 原子炉や使用済み核燃料を由来 と する放射性物

質を海水流動の ト レーサー と し て活用する こ と で、 親潮

潜流の流動過程な らびに同水塊によ って東北沿岸か ら日

本南岸域へ輸送される物質量について詳細な解析を行 う

こ と を主目的 と する。 こ の解析によ って、 相模湾やさ ら

に南方の海域に輸送される ( された )放射能汚染水の拡が

り を も見積も る こ と が可能にな る。

〔内容および成果〕

2012 年 5 月な らびに 2013 年 1 月に房総沖の海洋調査を

実施し、 CTD によ って親潮潜流の特徴であ る低温低塩分

水塊を観測する と と も に、 同観測点および親潮潜流が確

認されない観測点 ( 対照海域 ) において鉛直多層採水を

行った。 海水試料については各化学成分分析に必要な前

処理を行った後、 セシ ウ ム同位体測定については金沢大

学低レベル放射能実験施設の尾小屋地下実験施設におい
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て極微量分析を実施し た。 2012 年 5 月の房総半島の南方

で実施し た調査では、 水深 300 ～ 400m 程度に明瞭な塩

分極小層が存在し た。 しかし なが ら、 そのセシ ウ ム同位

体濃度の鉛直分布には、 前年に見られた よ う な塩分極小

層での濃度極大は見られなかった。 これは、 福島第一原

発か ら の新たな汚染水の流入がない こ と、 事故当初に漏

出し た汚染水が周辺海水によ って十分に希釈されている

こ と、 に起因する もの と考え られる。

[ 備考 ]

住友財団 2011 年度環境研究助成

28） 　 航空機搭載ラ イ ダによ る浅海域の測深調査の計画

立案及びデータ質評価に関する研究

〔区分名〕 産業技術総合研究所受託研究

〔研究課題コード〕 1112ZZ002

〔担当者〕 ○松永恒雄 （環境計測研究セン ター）， 小熊宏

之， 山野博哉， 石原吉明， 石黒聡士

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目　的〕

本調査によ る海底地形データは主に津波シ ミ ュ レーシ ョ

ンに用い られるが、 我が国では航空機ラ イ ダによ る測深

調査は海上保安庁によ る数例以外はまだ実績がな く 、 そ

の実施にあたってはラ イ ダ及びラ イ ダを搭載する航空機

の特性や性能限界 と 観測要求の双方について事前に十分

に検討し、 有効なデータが取得可能な観測計画を慎重に

立案する こ と が求められる。

特に今回使用可能な航空機搭載 ラ イ ダの候補 と その性

能、 運用上の制約等を十分に調査 ・ 検討 し、 その上で、

津波シ ミ ュ レーシ ョ ンに必要な海底地形デー タ の メ ッ

シ ュサイ ズや範囲等に基づき測線、 飛行高度、 メ ッ シ ュ

サイ ズ等の航空機搭載ラ イ ダによ る観測計画を立案する

必要があ る。 また我が国では航空機搭載ラ イ ダによ る測

深調査の実績が極めて少ないため、 その精度、 問題点に

関する情報も十分に蓄積されていない。 こ のため、 最近

の調査によ り 詳細な海底地形が得られている海域におい

て、 航空機搭載ラ イ ダデータのデータ質の評価に利用で

き るデータ も取得する。

さ らに観測が実施されている期間においては観測の進捗

状況を監視する と と も に、 取得されたデータの簡易分析

を現地等で行い、 取得されたデータの問題の有無を確認

し、 問題があ る場合にはその改善方法を検討し、 以降の

観測計画に速やかに反映でき る よ う にする。

さ らに統計的な手法や海上保安庁が所有する航空機搭載

ラ イ ダによ る測深調査データ、 その他の機関が最近実施

し た測深調査データ等 と の比較を通し、 今回取得される

データの質を評価する と と も に、 関連分野の研究者 と の

議論を通し てデータ質を改善する手法について も検討を

行 う 。

〔内容および成果〕

航空機搭載ラ イ ダーによ る観測が必要な海域及びその周

辺地域の分析を行い、 ラ イ ダー及びラ イ ダーを搭載する

航空機等に対する要求要件を明確にし た上で測深調査の

計画立案及び関連機関 と の調整等を行った。 実際の調査

にあたっては、 日々の観測実績及び得られたデータの確

認を行った。 また得られた ラ イ ダーデータ を海図作成に

利用する ために必要な補足的な測量を実施し た。 さ らに

ラ イ ダーデータ と 同時に取得されたカ メ ラ画像に対し て

ラ イ ダーデータ を用いた水深補正を行い、 底質を高精度

に分類する手法について検討を行った。

29） 　 衛星搭載熱赤外センサの輝度校正及び地表面熱環

境観測に関する研究

〔研究課題コード〕 1115ZZ003

〔担当者〕 ○松永恒雄（環境計測研究セン ター），加藤創史

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

地球観測衛星に搭載された熱赤外センサを有効に利用す

る ためには、 高精度の輝度校正やデータ処理を行 う 必要

があ る。 本研究では衛星センサ と 同期し た地上観測等に

よ り 衛星セ ンサの輝度校正の高精度化を進め る と と も

に、 地表面放射率、 地表面放射率の推定手法の改良を行

う 。

〔内容および成果〕

米国のテス ト サイ ト ( ネバダ州及びカ リ フ ォルニア州の

塩湖 ) にて衛星観測と同期し た地上観測実験を 9 月及び

12 月に実施し、 衛星センサの輝度校正精度の検証に必要

なデータ を取得し た。 また米国において関連業務を行っ

ている研究機関の設備を用いて、 地上観測実験用機材の

精度確認実験を行った。また過去 10 年程度の間に米国の

観測サイ ト ( 塩湖 ) について取得されたデータの整理・分

析を継続し、 衛星データか ら導出される分光放射率デー

タの精度、 再現性等について検討を進めた。
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30） 　 被災地沿岸の二枚貝中微量金属濃度の希薄化プ ロ

セスの解明

〔研究課題コード〕 1212AN002

〔担当者〕 ○武内章記 （環境計測研究セン ター）， 田中敦

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

31） 　 環境 と生体中の元素の存在状態 と動態解明に関す

る研究

〔研究課題コード〕 1113AQ001

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （環境計測研究セン ター）， 田中敦，

内田昌男， 武内章記， 近藤美由紀

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

32） 　 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分析

に関する研究

〔研究課題コード〕 1115AQ005

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

33） 　 環境試料のタ イムカプセル化に関する研究

〔研究課題コード〕 1115AQ018

〔担当者〕 ○田中敦 （環境計測研究セン ター）， 武内章記，

苅部甚一， 瀬山春彦， 柴田康行

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

34） 　 高感度還元気化 MC － ICPMS 法の開発に基づ く 魚

類中の大気由来水銀の特定

〔研究課題コード〕 1113CD008

〔担当者〕 ○武内章記 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

35） 　 衛星ハイパースペ ク ト ル リ モー ト センシ ングの活

用に関する基礎的研究

〔研究課題コード〕 1115ZZ004

〔担当者〕 ○松永恒雄 （環境計測研究セン ター）， 山本聡，

加藤創史

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

【関連課題】

36） 　 熱帯林における生態学的研究等のためのパソの観

測研究拠点化の推進

〔研究課題コード〕 1112AI001

〔担当者〕 ○笹野泰弘 （地球環境研究セン ター）， 梁乃申，

向井人史， 五箇公一， 唐艶鴻， 斉藤拓也

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

37） 　 津波によ り堆積物と混合 ・ 沈降し た流出油の分布 ・

消長と底質環境影響評価に関する研究

〔研究課題コード〕 1212AN003

〔担当者〕 ○牧秀明 （地域環境研究セン ター）， 金谷弦

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

38） 　 都市大気における粒子状物質削減のための動態解

明と化学組成分析に基づ く 毒性 ・ 健康影響の評価

〔研究課題コード〕 1214AO001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 平野靖

史郎， 佐藤圭， 近藤美則， 森野悠， 伏見暁洋，

藤谷雄二， 上田佳代

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

39） 　 MRI 画像解析と同位体解析による栄養塩や温室効

果ガスの底泥からのフ ラ ッ クス予測

〔研究課題コード〕 1214AO002

〔担当者〕 ○高津文人 （地域環境研究セン ター）， 今井章

雄， 小松一弘， 渡邉英宏， 広木幹也， 岩崎一弘，

上野隆平

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

40） 　 大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究

〔研究課題コード〕 0913AQ004

〔担当者〕 ○伏見暁洋 （環境計測研究セン ター）， 田邊潔，

内田昌男， 近藤美由紀， 藤谷雄二

〔期　間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

41） 　 PFOS のウズラ摂餌投与試験における卵への移行に

関する研究

〔研究課題コード〕 1112AQ007

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 中

島大介， 白石寛明

〔期　間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

42） 　 北極高緯度土壌圏における近未来温暖化影響予測

の高精度化に向けた観測及びモデル開発研究

〔研究課題コード〕 1012BA007

〔担当者〕 ○内田昌男 （環境計測研究セン ター）， 近藤美

由紀， 向井人史

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）
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43） 　 サン ゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量

評価と将来予測

〔研究課題コード〕 1115BA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

河地正伸， 杉原薫

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

44） 　 南鳥島における微量温室効果ガス等のモニ タ リ ン

グ

〔研究課題コード〕 1113BB001

〔担当者〕 ○遠嶋康徳（地球環境研究セン ター），横内陽子

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

45） 　 船舶観測によ る広域サン ゴモニ タ リ ングに関する

研究

〔研究課題コード〕 1214BB001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

小熊宏之

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

46） 　 自動車から排出 される粒子状物質の粒子数等排出

特性実態に関する調査研究

〔研究課題コード〕 1212BY009

〔担当者〕 ○藤谷雄二 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 伏見

暁洋， 田邊潔， 平野靖史郎

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

47） 　 平成 24 年度温室効果ガス観測技術衛星 (GOSAT) 観

測 ・ データ処理技術開発業務

〔研究課題コード〕 1212BY014

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 松永恒

雄， 森野勇， 吉田幸生， Shamil Maksyutov， 中

山忠暢， 白井知子， 三枝信子， 高橋善幸， 伊藤

昭彦， 平田竜一， 野村渉平， 寺尾有希夫， 荒巻

能史， 内田昌男， 近藤美由紀， 町田敏暢， 勝又

啓一， 遠嶋康徳， 林真智， 梁乃申， 山形与志樹，

柴田康行

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

48） 　 デ ィ ーゼル排ガス由来二次生成有機エア ロ ゾルの

生体影響調査

〔研究課題コード〕 1212BY015

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 古

山昭子， 藤谷雄二， 石堂正美， 曽根秀子， Tin-

Tin-Win-Shwe

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

49） 　 北極海底の大規模氷床削剥痕の形成年代決定 と グ

ローバルな気候変動との関連性の解明

〔研究課題コード〕 1012CD020

〔担当者〕 ○内田昌男 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

50） 　 完新世における東アジア水循環変動と グローバル

モンスーン

〔研究課題コード〕 1115CD004

〔担当者〕 ○内田昌男 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

51） 　 農作物残渣の野焼きが大気粒子に与える影響評価

〔研究課題コード〕 1213CD001

〔担当者〕 ○伏見暁洋 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

52） 　 高線量地域からの放射性セシウムの河川・湖沼への

流出評価と湖底の放射能マ ッ プ作成

〔研究課題コード〕 1214CD010

〔担当者〕 ○田中敦 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

53） 　 グ リ ー ン ・ ネ ッ ト ワ ー ク ・ オ ブ ・ エ ク セ レ ン ス

(GRENE) 事業北極気候変動分野 「急変する北極気候

システム及びその全球的な影響の総合的解明」 環北

極陸域システムの変動と気候への影響

〔研究課題コード〕 1115CE001

〔担当者〕 ○内田昌男 （環境計測研究セン ター）， 近藤美

由紀

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

54） 　 多媒体モデ リ ング と 戦略的モニ タ リ ングによ る放

射能汚染の広域環境影響評価

〔研究課題コード〕 1113NA002

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 田中敦，

鈴木規之， 森野悠， 柴田康行， 高村典子， 野原

精一， 今井章雄， 林誠二， 東博紀， 今泉圭隆，

大迫政浩， 中山祥嗣

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）
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55） 　 津波堆積物を含む震災廃棄物の処理過程における

健康影響評価 ～バイ オア ッ セ イ を中心 と し た包括

的ハザー ド調査～

〔研究課題コード〕 1114NA001

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究セン ター）， 白石不

二雄， 中島大介， 中山祥嗣， 鈴木剛， 小池英子，

伏見暁洋， 田邊潔， 柴田康行

〔期　間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）
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Ⅵ．放射性物質・災害環境研究
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6.(1) 除染 ・ 処理処分技術の開発 ・ 高度化 ・ 評価

6(1)-1 災害・放射性物質汚染廃棄物等の処理処分技

術 ・ システムの構築

〔区分名〕 基盤整備

〔研究課題コード〕 1215AP110

〔担当者〕 ○大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

川本克也， 滝上英孝， 倉持秀敏， 山田正人， 肴

倉宏史， 山本貴士， 遠藤和人， 石垣智基， 蛯江

美孝， 鈴木剛， 小口正弘， 高田光康， 大塚康治，

山田一夫， 石森洋行， 水原詞治， 佐藤昌宏， 多

島良， 佐野和美， 秋山貴

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

東日本大震災や原発災害がも たら し た災害廃棄物や放射

性物質汚染廃棄物等の適正な処理処分技術・ シス テムの構

築は、被災地の復旧復興、環境再生を図る 上で最も 重要か

つ危急を要する 課題である 。そこ で、技術的な課題を解決

する ために必要な科学的知見や技術 ・ シス テムの構築に

資する ための調査研究を総合的に推進する 。 具体的には、

災害廃棄物の解体撤去から 仮置き 、 分別、 破砕選別、 処

理 ・ リ サイ ク ルま での技術的課題について、 現場での実

証的調査研究等を行い、知見を集積し 、技術指針等と し て

取り 纏めて発信する 。 放射性物質汚染廃棄物等について

は、 放射性物質の挙動を基礎的及び実証的な調査研究に

よ っ て解明し 、 適正な技術・ シス テムの設計、 評価を 行

う 。それら によ り 得ら れた知見は、各種の技術指針等に反

映さ せる 。 その他、 政策・ マネジメ ン ト 手法やリ ス ク コ

ミ ュ ニケーショ ン手法等についても 調査研究を行う 。

〔内容および成果〕

放射性物質の基礎挙動 ・ 挙動 メ カニズムの解明について

は、 焼却プロセス を再現可能なマルチゾーン平衡計算を

開発し、 放射性セシ ウ ムの挙動 メ カニズムが説明可能に

なった。 放射性 Cs の草木類腐植化過程での溶出挙動、 各

種土壌材料の吸着性能、 吸着挙動を明ら かにし た。 成果

は自治体の汚染廃棄物の処理方法設計に活用された。

処理処分 ・ 再生利用技術の開発 ・ 高度化 ・ 評価について

は、 熱処理減容化技術について方式が異なる 2 施設で調

査し、 放射性 Cs 等の濃縮 ・ 分配上の諸特性データ と の関

係性さ ら にバグフ ィ ルターでの除去性等について定量的

に明ら かにし た。 また、 ラ ボ試験等によ り 土壌等を含む

廃棄物高温溶融、ガス化改質プロセスでの Cs 等主な無機

元素の挙動を明ら かにし た。 洗浄 ・ 水処理技術について

は、埋立地浸出水中の放射性 Cs に関する実証試験を実施

し、 RO 膜の適用によ る放射性 Cs の分離 ・ 濃縮、 ゼオラ

イ ト やプルシアンブルーなどの吸着材によ る放射性Cs除

去技術を確立し た。 また、 飛灰洗浄技術の実証試験を企

業等 と の連携によ り 実施し、 最適な洗浄条件、 洗浄排水

中の放射性セシ ウ ムの吸着濃縮回収条件、 作業者や周辺

環境への安全管理等に関する要件を明ら かにし た。 不燃

物等減容化 ・ 再生利用技術については、 効率的除染実施

のためのコ ン ク リ ー ト への Cs 浸透状況測定、汚染コ ン ク

リ ー ト などの活用に関する技術的課題抽出、 除染浄化物

の復興工事への安全な活用、 汚染材料を安全に利用し利

用者の理解を得る ための リ ス ク評価の準備を行った。 コ

ン ク リ ー ト 技術については、 焼却飛灰に含まれる放射性

Cs の安定的固化 と溶出防止のためのコ ン ク リ ー ト バ リ ア

に関する基礎検討を行い、Cs と Sr の各種セ メ ン ト 硬化体

への浸透状況の予備試験を行った。 また、 汚染し た焼却

飛灰な ど の指定廃棄物の最終処分施設に用い る コ ン ク

リ ー ト に関し て、 求められる技術的要求事項を明確にす

るべ く 議論を開始し た。最終処分 ( 仮置保管含む ) 技術に

ついては、 仮置場管理の適正化に向けた腐敗性廃棄物の

減容化 と 固形化技術について、 除染草木類の圧縮成形に

よ る発熱実証試験、 除染稲わら のペレ ッ ト 化 と セ メ ン ト

固型化の室内試験を実施し、 圧縮成形での発熱上昇低下

やセ メ ン ト 固型化によ る溶出率低下を確認し た。

関連施設の長期的管理 ・ 解体等技術の確立について、 焼

却施設での耐火物中セシウ ム量等の実態データ を整備す

る ため、 汚染程度の異な る多数試料の分析を行 う と と も

に、 実設備内に設置の気孔率等の異な る耐火物試料の追

跡試験を も と に、 実際的な浸透特性を把握し た。 一方、

小規模加熱装置を用いた模擬実験系で、 耐火物試料への

セシ ウ ムの供給 と 分布の測定の準備を進めた。 これら を

踏まえ、 セシ ウ ム蓄積量を推算する シ ミ ュ レーシ ョ ンモ

デルの構築を検討中であ る。 また、 最終処分場におけ る

放射能汚染廃棄物の環境放出を制御する ため、 焼却灰や

その固化体の溶出 ・ 吸着試験を実施し て、 具体的な封じ

込め技術を数値埋立モデルを援用し て提案し、 実処分場

での指導や特措法ガ イ ド ラ イ ンの科学的根拠 と し て利用

し た。 ま た、 海面処分場におけ る特定一廃、 特定産廃、

広域処理災害廃棄物焼却灰の埋立におけ る安全性評価手

法を開発し、 自治体に適用し た。

測定分析 ・ モニ タ リ ング技術の確立については、 各種の

廃棄物、 再生材料等を選択し、 放射能濃度、 線量測定に

向けた基礎的検討を行っている。 不均一性が見込まれる

試料 1 ロ ッ ト に対し て代表性のあ る イ ン ク リ メ ン ト の取
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り 方について事例を積んだ。 また、 複合部材か ら な る廃

製品中の放射能濃度、 線量の包括的な把握に向けた基礎

的検討を廃船舶等を対象に現地にて実施し、 成果を関連

自治体に報告し た。 廃棄物試料のセシ ウ ム放射能濃度の

精度確保を目指し た ク ロ スチェ ッ ク を実施し、 ばらつき

要因の解析を行った。 また、 放射性ス ト ロ ンチウ ムの簡

易測定法の検討に入った。 上記で得られた成果は、 「廃棄

物等の放射能調査 ・ 測定法暫定マニュ アル」 ( 平成 23 年

11 月、廃棄物等の放射能調査・測定法研究会編 ) の改訂や

追加策定に、 さ ら には廃棄物関係ガ イ ド ラ イ ンに反映さ

れる予定であ る。

フ ロース ト ッ ク 把握 ・ 管理シ ス テム最適化については、

一般廃棄物焼却灰の放射性物質汚染状況の推移 と 季節変

動を明ら かに し た。 空間線量率や放射性物質土壌濃度、

土地利用状況、 施設の処理方式等を用いて汚染レベルの

傾向を分析し た。 下水汚泥について も同様の分析に着手

し た。 産業廃棄物統計等を解析し て放射性物質が再生利

用に向か う フ ローを特定し た。 破砕選別や堆肥化な ど、

焼却以外の中間処理技術におけ る放射性物質の挙動把握

に着手し た。

リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ン ・ マネジ メ ン ト については、

放射性物質汚染廃棄物の処理において、 施設立地等にか

かる住民説明会の状況分析によ り 、 コ ミ ュ ニケーシ ョ ン

にかかる問題構造を一般化し た。 また、 マス コ ミ 報道の

傾向分析等によ り 情報 リ テ ラ シー向上に向けた課題を整

理し た。、災害廃棄物処理における各主体の対応等につい

て、 システム思考の分析によ り 課題を整理し災害の非常

時におけるマネジ メ ン ト のあ り 方について提示し た成果

は、 震災廃棄物対策指針の改訂作業に活用予定であ る。

〔関連課題一覧〕

1115AQ038 　 高度循環型社会に向けた廃棄物の品質管理

技術システムの開発 238p.

1212AS001 　 災害廃棄物及び放射性物質汚染廃棄物等の

処理処分等技術システムの確立に関する研究 238p.

1113BE004 　 ア スベス ト 含有建材の選別手法確立 と 再生

砕石の安全性評価に関する研究 239p.

1213BE001 　 防災 ・ 減災を志向し た分散型浄化槽シ ス テ

ムの構築に関する研究 239p.

1213BE002 　 放射能汚染廃棄物処理施設の長期管理手法

に関する研究 240p.

1212BY005 　 放射性物質に汚染された廃棄物等の安全か

つ効率的な処理処分等に関する調査研究 241p.

【関連課題】

1） 　 高度循環型社会に向けた廃棄物の品質管理技術シス

テムの開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ038

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

遠藤和人， 石垣智基， 金喜鍾， 石森洋行， 肴倉

宏史

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

循環型社会の構築が進むにつれ， 処理処分される廃棄物

と 循環利用される資源の峻別 と 流動が複雑にな り 、 従来

の 20 品目のみではよ り 高度，適正かつ効率的な廃棄物の

循環利用や最終処分場等の維持管理が困難 と な り つつあ

る。 循環利用および処分のために廃棄物の品質を管理す

る技術シス テムの導入が急務であ る。 本研究では， 高度

循環型社会に向けた廃棄物管理戦略を提示する ため、 廃

棄物の資源価値， 環境負荷な らびに処理費用に着目し て

分類を見直し， その品質を制御 ・ 管理する， 物流管理技

術および埋立類型から成る技術システムを構築する。

〔内容および成果〕

放射性物質に汚染された廃棄物 (特に焼却飛灰 ) を最終処

分場 (海面処分場を含む ) に埋立てる際に必要な技術要件

について、 数値解析によ って技術適合性評価を実施する

こ と で保守的な検討を行い、 安全要件について と り ま と

めた。 また、 数値埋立工学研究の一環 と し て、 放射性セ

シウ ム ( 沈殿な し、 pH によ る影響な し ) の処分場内挙動

について、 溶出や吸着試験 と 影響評価を繋げる ためのモ

デル構築を行った。 破砕 ・ 選別によ る中間処理残さ を用

いたカ ラ ム実験を通し て、 各陽イオンや陰イオン等の溶

出挙動について と り ま と め、 カ ラ ムサイ ズによ って試験

結果が異な る こ と が確認され、 現場を模擬する ための適

切なカ ラ ムサイ ズについて検討を進めている。 F 県内の

無機系産業廃棄物フ ローに関するデータベース を作 り 、

排出源、 処理施設、 最終処分やその移動量について地理

情報システムを構築し た。

2） 　 災害廃棄物及び放射性物質汚染廃棄物等の処理処分

等技術システムの確立に関する研究

〔区分名〕 放射性物質災害

〔研究課題コード〕 1212AS001

〔担当者〕 ○大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

川本克也， 山田正人， 倉持秀敏， 滝上英孝， 遠

藤和人， 石垣智基， 蛯江美孝， 肴倉宏史， 山本
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貴士， 高田光康， 小口正弘， 鈴木剛， 山田一夫，

石森洋行， 水原詞治， 佐藤昌宏， 多島良， 佐野

和美， 秋山貴， 大塚康治

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

平成 23 年 3 月に発生し た東日本大震災は被災地各地に大

量の災害廃棄物を も た ら し、 さ ら に、 原子力発電所の事

故によ り 放出された放射性物質に汚染された廃棄物や土

壌等が広域かつ大量に発生し、 その除染や適正処理処分

が危急の課題と なっている。

これらの課題を取 り 巻 く 状況の変化に適応し ながら各課

題に迅速かつ適切に対応する ため、 環境省及び地方自治

体か ら の協力依頼 ・ 要請等に対応し ながら、 災害廃棄物

及び放射能汚染廃棄物並びに循環資源等に関する各種研

究を実施し、これらの安全かつ効率的な処理処分等技術・

システムの確立を図る。

〔内容および成果〕

関連施設の長期的管理 ・ 解体等技術の確立について、 焼

却施設での耐火物中セシ ウ ム量等の実態データ を蓄積す

る ため、 汚染程度の異な る多数試料の分析を行 う と と も

に、 実設備内に設置の気孔率等の異な る耐火物試料の追

跡試験を も と に、 実際的な浸透特性を把握し た。 一方、

小規模加熱装置を用いた模擬実験系で、 耐火物試料への

セシ ウ ムの供給 と 分布の測定の準備を進めた。 これら を

踏まえ、 セシ ウ ム蓄積量を推算する シ ミ ュ レーシ ョ ンモ

デルの構築を検討中であ る。

また、 最終処分場におけ る放射能汚染廃棄物の長期的な

環境放出挙動の予測モデルを確立し、 維持管理手法や廃

止基準の在 り 方などの検討に資する基礎的な知見の集積

を図った。

リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ン ・ マネジ メ ン ト については、

放射性物質汚染廃棄物の処理において、 施設立地等にか

かる住民説明会の状況分析によ り 、 コ ミ ュ ニケーシ ョ ン

にかかる問題構造を一般化し た。 また、 マス コ ミ 報道の

傾向分析等によ り 情報 リ テ ラ シー向上に向けた課題を整

理し た。、災害廃棄物処理における各主体の対応等につい

て、 システム思考の分析によ り 課題を整理し災害の非常

時におけるマネジ メ ン ト のあ り 方について提示し た成果

は、 震災廃棄物対策指針の改訂作業に活用予定であ る。

3） 　 アスベス ト 含有建材の選別手法確立と再生砕石の安

全性評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1113BE004

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

遠藤和人， 山本貴士

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

廃コ ン ク リ ー ト は再生砕石等と し て 97% が再利用され，

砕石利用量の 29% を占めているが、 アスベス ト を含有す

る ス レー ト 板等のア スベス ト の再生砕石への混入が社会

問題化し てお り 、 その防止 と 安全性の確保が緊急の課題

と なっている。 本研究では、 目視によ る ア スベス ト 含有

建材の選別除去手法 と 作業現場等の飛散防止対策及び一

連の工程におけ る健康 リ ス ク を検討する こ と によ り 、 建

築物の解体か ら再生利用に至る までの安全性を確保する

ための判定－選別－飛散防止システムを構築し、 リ サイ

クルの推進と環境安全性の両立を図る。 そのため、 (1) 実

態調査を行い、 アスベス ト 建材の混入経路 と 要因を把握

する。(2)目視によ る アスベス ト 建材の判定法を確立する。

(3) 作業現場等における安全対策のため， アスベス ト 繊維

の飛散 ・ 流出挙動を把握し， 飛散防止対策を提示する。

(4) 一連の工程におけ る ア スベス ト 繊維の飛散量を予測

し， 人の健康に対する リ ス ク を求める。

〔内容および成果〕

再生砕石が敷設された現場でア スベス ト 飛散量を実測す

る装置を試作し、 アスベス ト 含有建材が視認でき る 4 地

点を対象にアスベス ト 飛散量の現場測定を実施し た。4 地

点の う ち、 エネルギー分散型 X 線装置で ク リ ソ タ イルが

疑われる鉱物繊維が 1 地点で検出され、その濃度は 2.4 本

/L( 敷地境界基準は 10 本 /L) であった。以上の調査よ り 、本

現場では、 ア スベス ト 含有建材が存在し てい る も のの、

大気へ と ア スベス ト が飛散する可能性は低い こ と が確認

された。

4） 　 防災 ・ 減災を志向し た分散型浄化槽システムの構築

に関する研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1213BE001

〔担当者〕 ○蛯江美孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

本研究では、 東日本大震災において顕在化し た分散型シ

ステムの必要性を鑑み、 衛生設備の被害を 50% 削減し、
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半年～ 1 年程度を要し ていた浄化槽の被害 ・ 復旧状況の

把握を 1 週間程度に迅速化し う るハード ・ ソ フ ト 両面で

の災害対応型浄化槽システムの提示を目標 と し て、 災害

時の公衆衛生の確保を目指し た災害対応浄化槽の技術基

準の確立や関連施設のデジ タルマ ッ ピングによ る GIS を

活用し た支援システムの確立を図 り 、 その防災 ・ 減災効

果の総合評価を実施する。

〔内容および成果〕

東日本大震災におけ る浄化槽の被害状況について、 浄化

槽の型式等の整理を行い、 構造によ って内部破損や浮上

等、 被害状況が異な る こ と を明ら かにし た。 また、 浄化

槽の浮上に関する研究を ミ ニ ュチア浄化槽モデルで実施

し た結果、水締め と突き固めを適度な頻度で行った場合、

行わない場合に比べ 50% 程度強い振幅に対し て も浮上し

難い こ と が明ら か と なった。 なお、 槽に リ ブを設け る こ

と で も対浮上性が向上する こ と がわかった。 浄化槽の耐

震性評価については、 地震に対する係数の設定 と 被害事

例の両面か ら検討を進めた。 避難所仕様の自立型浄化槽

については、 処理水の再利用に関する評価項目 と し ての

衛生管理基準を検討する と と も に、 既存浄化槽におけ る

大腸菌 ・ 大腸菌群の挙動調査を行い、 砂ろ過や膜処理等

の性能が重要であ る こ と を明ら かに し た。 さ ら に、 熱 ・

水 ・ 電気の総合的な効率を考慮し た自立循環型汚水処理

システムモデルを構築し、 次年度の開発 ・ 評価に繋げた。

GIS によ る情報把握 と復旧支援システムの構築について

は、 GIS 浄化槽台帳への被災情報の入力方法の検討を進

め る と と も に、 岩手県を対象 と し た平常時の汚泥輸送

ネ ッ ト ワーク図を作成し、 被災時において、 汚泥輸送量

に距離を乗 じ た値を最小化す る シ ミ ュ レーシ ョ ン を行

い、アルゴ リ ズムが適用可能であ る こ と を明らかにし た。

これは、 被災時に必要 と な る輸送能力の把握に も有効で

あ り 、 防災計画に も 有効であ る と 考え ら れた。 さ ら に、

被災時の復旧速度やコ ス ト 、 被災後の人口移動等を含め

た汚水処理施設整備の評価指標を整理し、 その妥当性の

検討を進めた。

5） 　 放射能汚染廃棄物処理施設の長期管理手法に関する

研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コード〕 1213BE002

〔担当者〕 ○大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

川本克也， 山田正人， 遠藤和人， 滝上英孝， 倉

持秀敏

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

東京電力 ( 株 ) 福島第一原子力発電所の事故によ り 、東日

本一帯が放射性物質によ り 汚染された。 国では ８ 月末に

放射性物質汚染対処特別措置法 ( 以下、 特措法 ) を制定 ・

施行し、 基本方針及び環境省令の作成作業を急ぎ、 2012

年 １ 月 １ 日か ら本格施行される。 福島県内や県外のホ ッ

ト ゾーンにおいて生じ た廃棄物の焼却処理過程か ら は、

特措法における 「指定廃棄物」 に該当する 8,000Bq/kg 以

上の高濃度焼却灰が多 く の施設で発生し てお り 、 焼却過

程におけ る排ガス処理性能や埋立処分の方法などが緊急

的に検討されている。 検討結果は、 環境省令や技術指針

などに早急に反映される と 考え られるが、 施設の解体撤

去を含む長期的管理のあ り 方や具体的な手法について

は、放射性 Cs の長期的挙動に関する経験を有し ていない

こ と か ら、 関連する知見はほ と んどな く 、 十分に確立さ

れていない。

そ こ で本研究では、 放射性物質によ り 汚染された廃棄物

の中間処理や最終処分施設におけ る放射性Csの挙動を把

握、 解明し、 長期的な維持管理や最終的な廃止 ・ 解体撤

去などの適正な方法を確立し、 環境影響を低減する と と

も に作業者の放射線障害防止に資す る こ と を目的にす

る。

〔内容および成果〕

１ ．焼却処理等の中間処理施設における放射性 Cs 挙動解

明と長期的管理手法

東日本の福島県内外の焼却施設において、放射性 Cs の実

態調査を行い、放射性 Cs の蓄積挙動や空間線量率の分布

について把握し た。 また、 放射性物質を含まない施設も

含めて、 焼却炉内の炉材の点検補修時に生じ た炉材 ( 耐

火レンガ、 キ ャ ス タブル耐火材等 ) の廃材を採取し、 放

射性 Cs 及び安定 Cs の濃度分布を把握し、 炉材内部まで

の移行の状況を把握し た。 炉内のガス組成などの入力情

報を基に、 熱力学的なマルチゾーン平衡計算手法によ り

シ ミ ュ レーシ ョ ン解析を行い、プロセス内の放射性 Cs の

挙動を再現し た。 卓上での小型試験装置で炉材への蓄積

挙動に関するモデル試験を行い、 基礎的な知見を得た。

２ ．埋立処分施設における放射性 Cs 挙動解明 と長期的管

理手法

安定 Cs を指標と し た埋立層内挙動の把握のために、埋立

後の年代の異な る焼却灰主体の埋立処分場においてボー

リ ング調査を実施し、 コ アサンプルを採取し た。 採取試

料について、安定 Cs を含む種々の金属類等の含有濃度等
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を把握し、 長期的な安定性を評価する ための基礎的知見

を得た。 また、 電気探査法によ り 、 埋立層内の水の分布

等を把握し、 埋立層内の構造 と 水の移動 ・ 滞留の関係を

把握し、 Cs の挙動予測のための基礎情報を得た。

溶出率の高い焼却飛灰の洗浄除去技術の適用によ り 生じ

た洗浄灰の長期的な浸出低減効果をカ ラ ム試験によ り 評

価し た。埋立層内の放射性 Cs の長期挙動予測モデルを開

発し、 長期的な維持管理及び廃止基準の在 り 方に関し て

基礎的な知見を得た。

6） 　 放射性物質に汚染された廃棄物等の安全かつ効率的

な処理処分等に関する調査研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コード〕 1212BY005

〔担当者〕 ○大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

川本克也， 山田正人， 倉持秀敏， 滝上英孝， 遠

藤和人， 石垣智基， 蛯江美孝， 肴倉宏史， 山本

貴士， 高田光康， 小口正弘， 鈴木剛， 山田一夫，

石森洋行， 水原詞治， 佐藤昌宏， 大塚康治， 小

保方聡， 田野崎隆雄， 竹内幸生

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

東日本大震災か らの復旧 ・ 復興にあた り 、 放射性物質に

汚染された災害廃棄物への対応や環境中に拡散し た放射

性物質への対応を着実かつ早急に行 う こ と が、 喫緊の課

題と なっている。

特に、 放射性物質に汚染された廃棄物及び土壌等に関し

ては、 平成 23 年 3 月 11 日に発生し た東北地方太平洋沖

地震に伴 う 原子力発電所の事故によ り 放出された放射性

物質によ る環境の汚染への対処に関する特別措置法の枠

組みの下、国 ( 環境省 ) が主体 と なった処理、除染を進め

てい く こ と と し ているが、 今般のよ う に事故由来放射性

物質によ って一般環境が広 く 汚染され、 放射性物質に汚

染された廃棄物や土壌等が多種多量かつ広範囲にわた り

発生する事態への対処は我が国で経験がな く 、 また、 そ

の対処に必要 と な る科学的知見が極めて不足し ている状

況にあ る。

本業務は、 放射性物質によ り 汚染された廃棄物及び土壌

等の処理処分 ・ 除染を迅速かつ着実な推進に資する こ と

を目的 と し、 放射性物質汚染廃棄物 ・ 土壌等の処理処分

等技術 ・ シス テムの確立等に関する各種調査研究を実施

する ものであ る。

〔内容および成果〕

放射性物質の基礎挙動 ・ 挙動 メ カニズムの解明について

は、 焼却プロ セス を再現可能なマルチゾーン平衡計算を

開発し、 放射性セシ ウ ムの挙動 メ カニズムが説明可能に

なった。 放射性 Cs の草木類腐植化過程での溶出挙動、 各

種土壌材料の吸着性能、 吸着挙動を明ら かにし た。 成果

は自治体の汚染廃棄物の処理方法設計に活用された。

処理処分 ・ 再生利用技術の開発 ・ 高度化 ・ 評価について

は、 熱処理減容化技術について方式が異な る 2 施設で調

査し、 放射性 Cs 等の濃縮 ・ 分配上の諸特性データ と の関

係性さ ら にバグフ ィ ルターでの除去性等について定量的

に明ら かにし た。 また、 ラ ボ試験等によ り 土壌等を含む

廃棄物高温溶融、ガス化改質プロセスでの Cs 等主な無機

元素の挙動を明ら かにし た。 洗浄 ・ 水処理技術について

は、埋立地浸出水中の放射性 Cs に関する実証試験を実施

し、 RO 膜の適用によ る放射性 Cs の分離 ・ 濃縮、 ゼオラ

イ ト やプルシアンブルーなどの吸着材によ る放射性Cs除

去技術を確立し た。 また、 飛灰洗浄技術の実証試験を企

業等 と の連携によ り 実施し、 最適な洗浄条件、 洗浄排水

中の放射性セシ ウ ムの吸着濃縮回収条件、 作業者や周辺

環境への安全管理等に関する要件を明ら かにし た。 不燃

物等減容化 ・ 再生利用技術については、 効率的除染実施

のためのコ ン ク リ ー ト への Cs 浸透状況測定、汚染コ ン ク

リ ー ト などの活用に関する技術的課題抽出、 除染浄化物

の復興工事への安全な活用、 汚染材料を安全に利用し利

用者の理解を得る ための リ ス ク評価の準備を行った。 コ

ン ク リ ー ト 技術については、 焼却飛灰に含まれる放射性

Cs の安定的固化 と溶出防止のためのコ ン ク リ ー ト バ リ ア

に関する基礎検討を行い、Cs と Sr の各種セ メ ン ト 硬化体

への浸透状況の予備試験を行った。 また、 汚染し た焼却

飛灰な ど の指定廃棄物の最終処分施設に用い る コ ン ク

リ ー ト に関し て、 求められる技術的要求事項を明確にす

るべ く 、議論を開始し た。最終処分 ( 仮置保管含む ) 技術

については、 仮置場管理の適正化に向けた腐敗性廃棄物

の減容化 と 固形化技術について、 除染草木類の圧縮成形

によ る発熱実証試験、 除染稲わ らのペレ ッ ト 化 と セ メ ン

ト 固型化の室内試験を実施し、 圧縮成形での発熱上昇低

下やセ メ ン ト 固型化によ る溶出率低下を確認し た。

また、 最終処分場におけ る放射能汚染廃棄物の環境放出

を制御する ため、 焼却灰やその固化体の溶出 ・ 吸着試験

を実施し て、 具体的な封じ込め技術を数値埋立モデルを

援用し て提案し、 実処分場での指導や特措法ガ イ ド ラ イ
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ンの科学的根拠 と し て利用し た。 また、 海面処分場にお

け る特定一廃、 特定産廃、 広域処理災害廃棄物焼却灰の

埋立におけ る安全性評価手法を開発し、 自治体に適用し

た。

測定分析 ・ モニ タ リ ング技術の確立については、 各種の

廃棄物、 再生材料等を選択し、 放射能濃度、 線量測定に

向けた基礎的検討を行っている。 不均一性が見込まれる

試料 1 ロ ッ ト に対し て代表性のあ る イ ン ク リ メ ン ト の取

り 方について事例を積んだ。 また、 複合部材か ら な る廃

製品中の放射能濃度、 線量の包括的な把握に向けた基礎

的検討を廃船舶等を対象に現地にて実施し、 成果を関連

自治体に報告し た。 廃棄物試料のセシ ウ ム放射能濃度の

精度確保を目指し た ク ロ スチェ ッ ク を実施し、 ばらつき

要因の解析を行った。 また、 放射性ス ト ロ ンチウ ムの簡

易測定法の検討に入った。

フ ロース ト ッ ク 把握 ・ 管理シ ス テム最適化については、

一般廃棄物焼却灰の放射性物質汚染状況の推移 と 季節変

動を明ら かに し た。 空間線量率や放射性物質土壌濃度、

土地利用状況、 施設の処理方式等を用いて汚染レベルの

傾向を分析し た。 下水汚泥について も同様の分析に着手

し た。 産業廃棄物統計等を解析し て放射性物質が再生利

用に向か う フ ローを特定し た。 破砕選別や堆肥化な ど、

焼却以外の中間処理技術におけ る放射性物質の挙動把握

に着手し た。

6.(2) 多媒体での放射性物質実態把握 ・ 動態解明

6-(2)-1 多媒体での放射性物質実態把握 ・ 動態解明

〔区分名〕 基盤整備

〔研究課題コード〕 1215AP120

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 鈴木規

之， 林誠二， 中山祥嗣， 高村典子， 野原精一，

玉置雅紀， 柴田康行， 田中敦， 大迫政浩， 堀口

敏宏， 東博紀， 森野悠， 荒巻能史， 新田裕史，

大沼学， 土井妙子， 中嶋信美， 青野光子， 水落

元之

〔期　間〕 平成 24 ～平成 27 年度 （2012 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

東北地方太平洋沖地震に伴 う 原子力発電所の事故によ り

放出 さ れた放射性物質に よ る 環境汚染へ対処す る ため

に、 環境中の放射性物質の実態を把握し、 その動態を解

明する こ と によ り 今後の動向を予測する こ と、 及びその

影響を把握する こ と を目的 と する。 具体的には、 放射性

物質の環境動態計測 と そのデータ を活用し た多媒体環境

モデ リ ン グ を進め る こ と に よ っ て、 湖沼、 河川、 森林、

土壌等の環境中におけ る放射性物質の挙動を解明する こ

と、 人への被ば く 総量の評価 ・ 予測、 生物 ・ 生態系への

影響調査などを実施する。

〔内容および成果〕

１ ) 広域環境モニタ リ ング調査及び解析

環境中におけ る放射性物質の分布、 移行や蓄積等の動態

に関する実態を把握する と と もに、 「 ２ ) 多媒体環境モデ

リ ング」 を構築する ための測定データ を取得する ために、

重汚染地域 と し て福島県宇多川流域を、 軽汚染地域 と し

て茨城県霞ケ浦流域を それぞれ重点調査対象地域 と し

て、 森林、 河川、 湖沼、 海域等を対象 と し た、 放射性物

質のモニタ リ ング調査 ・ 解析を実施し た。

２ ) 多媒体環境モデ リ ング

放射性物質の環境動態を把握するために、 「 １ ) 広域環境

モニ タ リ ング」 のデータ を活用し て、 多媒体環境シ ミ ュ

レーシ ョ ンモデルを用いたモデ リ ングを実施し た。 それ

によ り 、 陸域か ら沿岸海域までの多媒体環境におけ る長

期間の汚染推移の予測を可能 と する ための科学的知見、

また陸域での流出動態を踏まえた対策オプシ ョ ンの効果

予測や再飛散の可能性、 沿岸海域での生物への移行可能

性の予測など、 今後の懸念事項の解析を可能 と する ため

の科学的知見の集積を進めた。

３ ) ヒ ト 曝露解析

原発事故によ って放出された放射性物質の ヒ ト への曝露

に関するモニ タ リ ング及びモデ リ ングによ る解析を実施

し た。 既存曝露データの系統的な収集及び曝露源モニ タ

リ ング、 「 ４ ) 生物 ・ 生態系モニタ リ ング」 と の連携によ

り 、 原発事故によ って放出された放射性物質によ る ヒ ト

曝露量及び リ ス ク について短期的 ・ 長期的曝露を解析し

た。

４ ) 環境放射線の生物 ・ 生態系影響に関する調査

環境中に放出された放射性物質によ る生物に対する放射

線影響を把握する ために、 植物 ・ ほ乳類 ・ 菌類を対象 と

し た遺伝的影響調査を実施し た。

〔関連課題一覧〕

1214AH001 　 植物のス ト レ ス診断 と 環境モニ タ リ ングに

関する研究 57p.

1214AO003 　 内湾生態系におけ る放射性核種の挙動 と 影

響評価に関する研究 243p.
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1115AQ018 　 環境試料のタ イ ムカプセル化に関する研究

113p.

1212AQ012 　 海洋大循環モデルの高精度化へ向けた乱流

混合パラ メ タ リ ゼーシ ョ ンの数値的研究 64p.

1212AR001 　 野生齧歯類を指標 と し た放射線生物影響の

長期モニタ リ ング 244p.

1213BA001 　 群馬県に降下し た放射性セシ ウ ムの動態解

析と将来予測 245p.

1214CD004 　 環境放射性物質を用いた湿地生態系機能評

価に関する研究 245p.

1214CD010 　 高線量地域か ら の放射性セシ ウ ムの河川 ・

湖沼への流出評価と湖底の放射能マ ッ プ作成 245p.

1113NA002 　 多媒体モデ リ ング と 戦略的モニ タ リ ングに

よ る放射能汚染の広域環境影響評価 246p.

【関連課題】

1） 　 植物のスト レス診断と 環境モニタ リ ングに関する研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コード〕 1214AH001

〔担当者〕 ○青野光子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

野外におけ る植物のス ト レ ス診断、 及び植物を用いた環

境モニ タ リ ングを行 う ための分子的 メ カニズムに基づ く

手法の開発 ・ 確立 と、 その高度化を図る こ と を目的 と す

る。 近年、 対流圏オゾン濃度上昇の影響によ る森林の減

少や農作物の減収等が強 く 懸念されている こ と か ら、 こ

れまでに遺伝子発現解析等によ る植物のオゾン ス ト レ ス

診断手法を開発し、 実際のオゾンによ る植物被害調査へ

の利用を拡大し て き た。 また、 今般の福島第一原発か ら

の放射性物質の漏出を受け、 低線量環境放射線の植物へ

の影響のモニ タ リ ングを行 う 必要があ る。 目標は、 植物

のオゾン ス ト レ スや放射線影響を指標植物の遺伝子発現

解析等によ って診断する手法を確立 ・ 高度化する と と も

に、 市民の理解を深める ために研究結果の普及を図る こ

と であ る。

〔内容および成果〕

各地の地環研よ り 送付されたアサガオ葉試料におけ る酸

化ス ト レ ス応答遺伝子の発現や構造を解析し た。 その結

果、 野外において、 DNA 修復関連遺伝子等の発現誘導が

起き ている こ と が示唆された。

2） 　 内湾生態系における放射性核種の挙動と影響評価に

関する研究

〔区分名〕 分野横断

〔研究課題コード〕 1214AO003

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 児玉

圭太， 田中敦， 苅部甚一， 牧秀明， 金谷弦

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

東京湾を対象にし て、 福島第一原子力発電所事故によ っ

て放出された放射性核種の う ち、 特に陸域由来の も のの

移動 ・ 拡散等の挙動、 海産生物への蓄積 と影響について、

フ ィ ール ド調査を通じ て明らかにする。

東京湾流域の河川及び内湾部の底質におけ る放射性核種

( 主にセシウ ム と し、代表的地点についてはス ト ロ ンチウ

ム も ) の分布を調べ、 経時変化を明らかにし、 挙動を解

析する。 東京湾内湾部で水 ・ 底質、 生物 ( プラ ン ク ト ン、

ベン ト ス及び魚介類 ) に関する包括的モニ タ リ ング調査

を行い、 生物中の放射性核種濃度を調べ、 食物網経由の

放射性核種の移行 ・ 濃縮を明ら かにする。 魚介類では臓

器 ・ 組織別分析 も 行い、 体内分布 と 高濃縮部位を示す。

放射性核種が東京湾の生物個体群及び群集レベルで及ぼ

す影響も解析する。

〔内容および成果〕

2012 年 7 月に東京湾内湾部の 80 地点 (3 km メ ッ シュ ) と

流入河川 68 地点で、 それぞれ、 ス ミ スマ ッ キン タ イヤ型

採泥器 と エ ク マンバージ型採泥器を用いて、 一斉に底質

試料を採取し た。 ス ミ スマ ッ キン タ イ ヤ型採泥器で採取

し た底質試料は、 船上でサブコ ア試料を得て、 2 cm 厚で

切 り 出し て乾燥させた。 エ ク マンバージ型採泥器で採取

し た底質試料は、 表層泥試料 と し て乾燥させた。 いずれ

の試料も粒度解析、 全有機炭素 (TOC) 及び全窒素 (T-N)

分析に供する と と も に、 ゲルマニウ ム半導体検出器によ

り 3,600 秒～ 14,400 秒測定し た。 これによ り 、 2012 年 7

月時点での東京湾内湾及び流入河川におけ る放射性セシ

ウ ム (Cs-134 及び Cs-137) の分布状況を明らかにし た。 ま

た、 2012 年 5 月に東京湾で採集された魚介類試料に対す

るゲルマニウ ム半導体検出器によ る測定 (40,000 秒測定 )

も進めているが、 2013 年 3 月末現在、 分析を終えた 183

検体全てについて、 放射性セシ ウ ムは検出限界値以下で

あった。 現時点で、 東京湾の魚介類に対する放射性セシ

ウ ムの蓄積はほ と んど認められない。

3） 　 環境試料のタ イムカプセル化に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1115AQ018
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〔担当者〕 ○田中敦 （環境計測研究セン ター）， 武内章記，

苅部甚一， 瀬山春彦， 柴田康行

〔期　間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目　的〕

将来の新たな汚染 ・ 環境問題の顕在化に備え、 また現在

十分な感度、 精度で測定でき ない汚染の進展を将来の進

んだ手法で明ら かにする ために、 環境試料の収集、 保存

を継続する と と も に、 よ り 長期的、 広域的視野に立った

環境試料の探索及び長期保存のあ り 方を検討する。 加え

て、 計測手法の開発 と 保存試料への適用によ り 保存試料

の有効利用を図る。

〔内容および成果〕

計画的調査 と し て、 中国地方、 東京湾内及び八丈島での

二枚貝採取 と 凍結粉砕、 長期保存を行った。 東日本大震

災によ って津波被害を受けた地域、 原発事故によ る影響

が想定される地域 と し て、 青森県下北半島北端から千葉

県房総半島南端までの東日本沿岸域の調査を行った。 二

枚貝などの生物試料や海水中の放射性核種の濃度分布 と

経時変化を追跡し た。

また、 津波堆積物によ る二枚貝中の多環芳香族炭化水素

の汚染状況について も継続調査し た。

4） 　 海洋大循環モデルの高精度化へ向けた乱流混合パラ

メ タ リゼーシ ョ ンの数値的研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コード〕 1212AQ012

〔担当者〕 ○古市尚基 （地域環境研究セン ター）， 東博紀

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

海洋における乱流混合過程は、 大気 - 海洋間での熱や運

動量、 酸素、 二酸化炭素等の交換や海洋内部の鉛直方向

の物質輸送に大き な役割を果た し ている。しかし ながら、

既存の海洋混合層モデルではその効果を適切にパラ メ ー

タ化でき ておらず、 それを組み込んだ海洋大循環モデル

によ って再現された海面水温等の変動が観測結果 と 著し

く 異なって し ま う こ と が報告されている。 本課題は、 海

洋混合層モデルを抜本的に検証 ・ 改良する こ と で、 「 ミ ク

ロ な乱流ス ケールの観点から海洋環境 ・ 生態系モデ リ ン

グの高精度化に貢献する」 こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

東シナ海な どにおけ る 調査航海か ら 得 ら れた乱流強度

データ と の比較によ って、 Large Eddy Simulation (LES) の

数値手法の有効性を確認し た。 LES の数値手法を用いて

様々な大気外力条件に対する海洋混合層の応答を 「 ミ ク

ロ な」 観点で明ら かにする と と も に、 得られた結果に基

づき、 海洋混合層モデルに使われている既存の乱流パラ

メ タ リ ゼーシ ョ ンを検証 ・ 改良し た。 また、 調査航海か

ら得られた乱流強度データ を用いて、 本課題の LES モデ

ルでは直接扱えない、 沿岸海洋におけ る中層以深の乱流

強度の空間分布、 および、 その乱流ス ケー リ ング手法に

ついて も考察し た。

5） 　 野生齧歯類を指標と し た放射線生物影響の長期モニ

タ リ ング

〔区分名〕 震災対応

〔研究課題コード〕 1212AR001

〔担当者〕 ○大沼学 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 年度 （2012 年度）

〔目　的〕

現在の放射線量によ る野生動物のDNA損傷程度 と繁殖へ

の影響を把握し、 今後、 福島第一原子力発電所周辺地域

で野生動物の個体数減少が生じ る可能性があ るのか評価

する。

〔内容および成果〕

環境中に放出された放射性物質によ る野生生物に対する

放射線影響を把握する ために、 アカネズ ミ を対象 と し た

繁殖影響調査を実施し た。 アカネズ ミ は北海道から九州

にまで広 く 分布し てお り 、 放射線量の高低によ る影響の

比較が行いやすいため調査対象と し た。平成 24 年 7 月か

ら 11 月にかけて福島県内 ( 地上 1m 空間線量率が 10 ～

20μSv/hrの地域)、富山県立山市及び青森県十和田市にお

いてアカネズ ミ の捕獲を行った。 捕獲用ワナによ り 福島

県内では 70 個体、 富山県立山市では 74 個体、 青森県十

和田市では 74 個体、合計で 218 個体のアカネズ ミ を捕獲

し た。これらのアカネズ ミ の う ち 23 個体 ( 富山県 4 個体、

青森県 4 個体、 福島県 15 個体 ) の成獣オス ( 体重 30g 以

上 ) について、精巣の切片を作製し、精細管におけ る DNA

の酸化がどの程度進んでいるのかについて免疫染色法に

よ り 解析を行った。 その結果、 福島県内で捕獲し たオス

の精細管では DNA の酸化の指標であ る 8-OHG( グアニン

が酸化されてでき る変異塩基 ) の出現割合が、 対照地域

で捕獲し た個体に比べて高い頻度で見られた。 今後は 8-

OHG の定量的な解析を行 う と と もに、DNA の酸化が塩基

置換を引き起こ し ているのか、 また、 これが精子の形態

等に影響し ているのかについて調査を行 う 。
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6） 　 群馬県に降下し た放射性セシウムの動態解析と将来

予測

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コード〕 1213BA001

〔担当者〕 ○野原精一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 25 年度 （2012 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

群馬県におけ る放射性セシ ウ ム汚染は、 県北部から西部

の山間部を中心に、 赤城山麓にまで広がってお り 、 特に

赤城大沼においてはワ カサギ、 ウ グ イ、 イ ワナなどの魚

類に暫定基準値 (500 Bq/kg) 程度の高い放射性セシウ ム汚

染が観測されている。 本研究では、 下記のよ う な研究組

織によ り 、 群馬県内の放射性セシ ウ ム汚染の実態を把握

する と と も に、 特に、 こ の赤城大沼について、 その生態

系に広がる放射性セシ ウ ム汚染を、 他の水系の状況 と 比

較しつつ、 物質収支の観点か ら総合的に解析する こ と に

よ り 、 汚染機構を解明および汚染の将来予測を目指すも

のであ る。 こ の研究は、 行政の除染対策立案などの指針

と なる こ と が期待される。

( １ ) 群馬県内の放射性セシウ ムによ る土壌汚染 と湖沼お

よび渡良瀬川水系汚染の実態解明

( ２ ) 湖沼および河川生態系における放射性セシウ ムの動

態解析

( ３ ) 赤城大沼湖沼生態系の物質循環に関する研究

( ４ ) 放射性セシウ ム汚染の将来予測

〔内容および成果〕

・ 赤城大沼の水文調査を行い、 湖水の流向流速分布、 鉛

直流速分布、 温度分布など を明ら かにし た。 また、 湖盆

図を作成し た。

・ 湖沼水質 ・ プ ラ ン ク ト ン組成調査 ・ 粒度分布調査を行

い、 深度別、 季節別の懸濁物質量 (SS)、 プラ ン ク ト ン量、

沈殿量を明らかにし た。 水質環境から、 夏期に成層し て、

温度躍層下で溶存酸素が極大にな り 藻類の一次生産が大

きい事が判った。さ らに、底層では無酸素にな り 水深 10ｍ

以深ではワ カサギなどの生息ができ な く 、 電気伝導度が

上昇し ていて底泥から の溶出が起こ っている と 推定され

た。

・ 放射性セシ ウ ム堆積分布調査によ り 、 沿岸域の底泥に

含まれ る 放射性セシ ウ ムは湖心の底泥に比べて少ない

が、 場所によ る偏 り が見られた。 赤城大沼の集水域 と 仮

想の表層流路図上には、 空間放射線量が高いホ ッ ト ス

ポ ッ ト が 3ヶ所認め られ、 今後、 湖内の分布 と ホ ッ ト ス

ポ ッ ト と の関連を明らかにする必要があ る。

・ ワ カサギの摂餌実験を行い、 生き た タ マ ミ ジン コ を食

べる様子を、ハイ ス ピード カ メ ラ を用いて明らかにし た。

7） 　 環境放射性物質を用いた湿地生態系機能評価に関す

る研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD004

〔担当者〕 ○野原精一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

日本の代表的な湿地生態系 ( 高汚染、 低汚染、 非汚染湿

地 ) での放射性物質の汚染実態 と環境動態を把握する。特

に高汚染地であ る福島県北部太平洋地域の河川湿地にお

け る詳細な汚染地域マ ッ プの作成 と 被ば く 量の定量化を

行 う と と も に、 湿地植物への移行率、 自然によ る浄化機

能、 除染処理効果に関する生態系機能を定量把握し、 被

ば く 量低減効果を提示する。

〔内容および成果〕

(1)調査を行った高層湿原では季節的に堤防道路からの土

砂、 無機塩類の流入 と、 赤沼側か ら の栄養塩の供給を受

けてお り 、 (2) その結果 GLU 活性が高ま り 、 (3) 泥炭の分

解無機化機能が促進されている こ と が示唆された。また、

(4) グルコシダーゼ活性はろ紙の分解率と相関が高 く 、分

解速度の指標と な り 得る こ と、 (5) これら土砂、 栄養塩の

流入によ ってグルコ シダーゼ活性は高ま る ものの、PA 活

性は抑制されて PA/GLU 比は低下する ため、 PA/GLU 比

が高層湿原の富栄養化の指標にな り 得る可能性が示され

た。

・近年、St. A1 付近の赤沼においてアオコの発生が確認さ

れている。 アオコの発生は過剰な栄養塩負荷が原因 と な

る。 赤沼は流入河川が存在せず、 水位は地下水 と 蒸発に

よ って保たれている。堤防側から NH4
+ が供給される とす

れば、 その NH4
+ が地下水によ って赤沼に流入し， アオコ

発生に寄与し ている可能性があ る。 なお、 アオコの発生

を左右する も う 一つの因子であ る PO4
3-は低濃度であ るが

どの時期， どの地点で も全層で検出されてお り 、 赤沼の

PO4
3- は不足し ている状態ではない と推察される。

8） 　 高線量地域からの放射性セシウムの河川 ・ 湖沼への

流出評価と湖底の放射能マ ッ プ作成
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〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コード〕 1214CD010

〔担当者〕 ○田中敦 （環境計測研究セン ター）

〔期　間〕 平成 24 ～平成 26 年度 （2012 ～ 2014 年度）

〔目　的〕

原発事故によ り 局所的に高線量 と なった地域から水系を

通じ て湖沼等への放射性物質の流入が起き ているが、 水

道、 農業、 漁業など多目的に利用されている湖沼が下流

域にあ る場合、 湖沼を除染放射性物質の リ ザーバー と 単

純に位置づけ る こ と には問題があ る。 本研究では、 原発

事故直後の 4 月から開始し た霞ヶ浦底質放射能測定を拡

張し、 水面下にあって遠隔的な計測法では観測でき ない

の湖底での放射性セシ ウ ムのマ ッ ピ ン グ を行 う 。 ま た、

放射性セシウ ムが高濃度に蓄積し た地域を対象に、 粒子

態 ・ 溶存態に よ る流入、 湖内沈降 ・ 湖内移動を観測 し、

他の課題で実施し ている生物への移行 ・ 蓄積 と 合わせて

放射性セシウ ムの動態解析を行 う 。

〔内容および成果〕

霞ヶ浦全域を メ ッ シ ュ状に底質試料を採取し、 放射性セ

シ ウ ムの測定か ら湖底のマ ッ ピ ングを行った。 また、 主

な流入河川水中の粒子態 ・ 溶存態の放射性セシ ウ ムの観

測を行い、平水時の放射性セシウ ムの負荷量を評価し た。

毎月湖内で採取し た コ ア試料の分析 と 合わせて、 放射性

セシウ ムの蓄積などの解析を行った。

9） 　 多媒体モデ リ ングと戦略的モニ タ リ ングによる放射

能汚染の広域環境影響評価

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コード〕 1113NA002

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 田中敦，

鈴木規之， 森野悠， 柴田康行， 高村典子， 野原

精一， 今井章雄， 林誠二， 東博紀， 今泉圭隆，

大迫政浩， 中山祥嗣

〔期　間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目　的〕

大気中に放出された放射性物質によ る、 関東 と その周辺

地域におけ る広域環境汚染の実態 と発生 メ カニズムを解

明する ために、 大気－陸水－土壌－植生－上下水道－海

洋な ど を対象 と し た環境多媒体結合モデルを構築する。

また、 既に筑波周辺で開始し ている自然環境モニ タ リ ン

グを戦略的に整備し、 放射能汚染の長期推移を把握する

と と もに、地方環境研究所や環境 NPO と の協働によ り 広

域汚染の実態 と 影響を把握し、 その結果を市民にわか り

やす く 発信する。 これら のモニ タ リ ング と モデ リ ングの

連携によ り 、 関東周辺において広域環境汚染の影響評価

( 環境アセス メ ン ト ) を行い、社会に対し て情報発信する。

〔内容および成果〕

福島第一原発か ら放出された放射性物質の環境動態を解

明する ために、 大気－海洋－陸域を結合し た多媒体モデ

リ ングシス テムによ る解析を進めた。 また、 放射性物質

の推移を把握する ために、 大気 ・ 湖水 ・ 森林 ・ 水生生物

のモニ タ リ ングを継続する と と も に、 データ解析を進め

た。 更に、 研究参画者 と 一般市民によ る ジ ョ イ ン ト セ ミ

ナーを開催し、 情報交換 ・ 意見交換を進めた。

[ 備考 ]

放射能分析において、 土井妙子 ・ 高度技能専門員 と 連携

し て進めた。

共同研究先：国立保健医療科学院、東京大学大学院、NPO

「宍塚の自然と歴史の会」
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7.1 環境情報の収集、 整理及び提供に関する業務

環境に関する総合的な情報の提供の役割を果たすた

め、様々な種類の環境情報を統合的に利用することがで

きるプラットフォームとして、「環境展望台」（http://

tenbou.nies.go.jp/）を平成22年7月より公開している。

環境展望台は、利用者が、様々な環境情報の中から必

要な情報にたどり着きやすいように、情報源情報（メタ

データ）」と「検索システム」を整備している。

なお、本年度は、従前から実施しているアクセス解析

に加え、新たにアンケートページを開設し、利用者ニー

ズの把握に努めた。また、話題性のある環境に関する情

報について、トップページに「トピックス」として、関

連する情報を横断的に閲覧できるページを公開し、利用

者の利便性向上を図るとともに、新着情報メール配信

サービスを引き続き実施した。

「環境展望台」のコンテンツの概要は以下のとおりであ

る。

ア．ニュース・イベント ･･･ 国内・海外ニュース、イベント情報

イ．研究・技術･･･ 環境研究・環境技術に関する情報

ウ．政策・法令･･･ 環境政策・環境法令に関する情報

エ．環境学習 ･･･ 環境学習に役立つ情報

オ．環境GIS ･･･ 環境の状況、環境指標・統計等に関する情報

カ．検索・ナビ･･･ 様々な環境情報の検索サービス

7.1.1 環境の状況等に関する情報

（１）環境 GIS

環境 GIS は、環境省策定の「環境省国土空間データ基

盤整備等実施計画」に基づいて整備したデータを利用す

ることにより構築したサイトであり、平成 14 年９月より

公開を開始し、平成 22 年度にシステムの再構築を行うと

同時に「環境展望台」との統合を図った。コンテンツに

は、環境の状況、環境指標・統計、環境規制・指定、研

究成果等があり、地理情報システムを使用し、さまざま

な調査データ等を地図やグラフで表示し、視覚的にわか

りやすく提供している。また、環境 GIS は、地理空間情

報活用推進基本計画（平成 20 年４月 15 日閣議決定）に

おいて、環境保全の情報に係る情報を提供するサイトと

しても位置づけられている。

本年度は、以下の業務を実施した。

ア．調査結果データ（大気汚染状況の常時監視結果、

有害大気汚染物質調査結果、自動車騒音の常時監視

結果、ダイオキシン調査結果、酸性雨調査結果、騒

音・振動・悪臭規正法施行状況調査結果等）を追加

し、データの拡充を図った。

イ．「環境の状況」について検索機能の見直し、測定項

目の追加（大気汚染の常時監視結果に「微小粒子状

物質（PM2.5）」、有害大気汚染物質調査結果に「塩化

メチル」と「トルエン」をそれぞれ追加）、および公

共用水域の水質測定結果に環境基準達成状況等の表

示項目を追加した。

ウ．「生活環境情報サイト」について、騒音・振動・悪

臭に係るデータのダウンロード機能を追加し、ユー

ザへの利便性を向上するとともにデータの有効利用

を図った。

エ．「大気汚染予測システム」について、計算処理手順

や画像作成処理手順を変更し、表示速度の改善、操

作性の向上を図った。また、当該ウェブサイトへの

アクセス急増に伴い、サービスの安定提供を図るた

めサーバ増強を行い、公開処理と画像作成処理を

別々のサーバで行うこととした。さらに、社会的ニー

ズに応えるため、「微小粒子状物質（PM2.5）」を予測

対象項目に加えた。

オ．「環境の状況」に関する基本数値データファイルで

ある「管理データベース」について、微小粒子状物

質（PM2.5）等の測定項目追加に伴う改修や、環境基

準達成状況の設定追加、見直しを行った。

（２）環境情報の整備と提供

環境情報部では、従来から、環境モニタリング調査に

係るデータを整備し提供する業務を行っている。

（ｉ）環境情報の整備

本年度は、前年度に引き続き下記の調査データを収集、

整理し、データベース化を行った。

ア．大気汚染状況の常時監視結果

イ．有害大気汚染物質調査結果

ウ．酸性雨調査結果

エ．自動車騒音の常時監視結果

オ．ダイオキシン調査結果

カ．騒音・振動・悪臭規制法施行状況調査結果

キ．東アジア酸性雨モニタリング結果

（ii）環境情報の提供

ア．ホームページによる提供

環境 GIS では、各種調査データを地図やグラフ等で表

示するほかダウンロードによるデータの提供を行ってい

る。

また、国立環境研究所ホームページ内の「環境数値デー

タベース」サイトにおいては、大気汚染状況の常時監視
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結果と公共用水域の水質測定結果のデータ閲覧や集計値

データ等のダウンロードを行っている。

イ．貸出による提供

大気汚染状況の常時監視結果の１時間値データについ

ては、環境情報部が独自に収集、整備を行った 2008 年度

までのデータについて、環境省をはじめとする行政機関・

研究者等への貸出提供を行っている。本年度は、計 3,799

ファイルの貸出を行った。

7.1.2 環境研究・ 環境技術に関する情報

環境研究･環境技術に関する収集･整備を図るとともに

「環境展望台」において、研究･技術、ニュース･イベント等

のコンテンツを通じて情報を提供してきた。

本年度は、国内・海外の最新ニュースの情報収集・更新

を日常的に実施するなど、コンテンツの充実を図った。な

お、各ニュースと関連性のある環境技術解説へのリンクを

表示するなど、関連する情報同士をつなげて統合的に利用

してもらえる機能を実装させている。

7.2 研究部門及び管理部門を支援する業務

7.2.1 コンピュータ ・ ネッ ト ワークシステム管理業務

環境情報部では、スーパーコンピュータを含む各種のコ

ンピュータシステム及び国立環境研究所ネットワークに

関する管理、運用等業務を行っている。業務を行うにあ

たっては、「国立環境研究所電子計算機処理管理規程」及

び「国立環境研究所ネットワーク運営管理規程」を定め、

適正な管理、運用等に努めている。

（１）コンピュータシステム管理業務

平成 19 年３月のシステム更改により導入された現行シ

ステムは、大規模なスーパーコンピュータを中核に、複数

の各種サブシステムを加えた分散型のシステムであり、夜

間及び休日を含めて 24 時間連続運転を行っている。スー

パーコンピュータについては、３ヵ月に１度の定期点検を

実施している。

各システムのうち、ベクトル処理用計算機及びスカラ処

理用計算機の利用に係る調整は地球環境研究センターが

行い、それ以外のシステムの利用に係る調整、全システム

の管理及び運用を環境情報部が行っている。

本年度の利用登録者数は、所外の共同研究者を含めて、

ベクトル処理用計算機 97名、スカラ処理用計算機 77名と

なっている。

また、利用者支援の一環として、オープンソースの CMS

を利用した利用者向け情報発信サーバによる運用情報・統

計情報、利用情報・支援情報等に係る発信体制の整備・充

実のほか、利用者講習会やプログラム移行に伴う支援を中

心とした対応を実施した。

さらに、次期システムの導入検討を地球環境研究セン

ターと協力し行い、官報公告による次期システムの調達を

実施し、平成25年６月の運用開始に向けた準備を進めてい

る。

（２）ネットワークシステム管理業務

国立環境研究所ネットワーク（NIESNET） の代表的な利用

例は、各研究室等に配置されたパーソナルコンピュータ等

によるスーパーコンピュータを始めとする各種コン

ピュータの利用、国外を含む所内外との電子メール、ファ

イル転送及びWebの利用等である。

ネットワークシステムの管理業務の中で特に重要とな

るネットワークセキュリティ対策については、ファイア

ウォールの設置・運用、非武装セグメント（DMZ）に設置さ

れた各種の WWWサーバ、データベースサーバ等の監視を始

めとする各種の不正アクセスの監視のほか、イントラネッ

トを通じて研究ユニットのサーバ管理者向けにセキュリ

ティ情報を提供し、より積極的な注意喚起を行っている。

さらに、所内における不正接続を防止するため、ネット

ワークに接続されている機器をリアルタイムで監視し、不

正利用発見時に接続を停止できるシステムを運用してい

る。

コンピュータウイルス対策としては、コンピュータウイ

ルス対策サーバを設置し、メール添付ファイル等をフィル

タリングすることによるウイルス対策を講じるとともに、

Web 閲覧についても、コンテンツフィルタリング機能を導

入してウイルス感染の危険性があるサイトの閲覧を遮断

している。

また、フィルタリングによる対策に加え、メール添付

ファイル以外のネットワークを利用した情報交換、CD や

DVD 等の電子メディア、インターネットからのダウンロー

ド等によるコンピュータウイルスの感染を防止するため、

ウイルス対策ソフトウェアの一括購入によるイントラ

ネットからのダウンロード方式において、別のパーソナル

コンピュータについてもウイルス対策を講じることので

きる環境を提供している。

さらに、Web 改ざんを行うコンピュータウイルスに対す

る対策としては、関係者へのセキュリティ情報の周知を行

うとともに、Web コンテンツの改変について定期的に監視

を行っている。

迷惑メールの対策として、迷惑メール対策サーバによる

フィルタリングの実施やパーソナルコンピュータ上での

対策の周知等を継続的に実施しているが、今後は、さらに
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迷惑メールの検出精度を高める検討や、複数手法による対

策の強化が必要である。

また、昨今、社会的な問題となっている Winnyを始めと

する P2Pファイル共有ソフトウェアについて、情報セキュ

リティ研修等で利用者への周知・指導を行うとともに、特

に Winny については監視ツールを用いた常時監視を実施し

ている。

さらに、次期システムの導入検討を行い、官報公告によ

る次期システムの調達を実施し、平成25年３月から新シス

テムとして運用を開始した。

7.2.2 研究情報の整備 ・ 提供

（１）文献データベースの利用

環境情報部では、環境研究を側面から支援するために国

内外の文献データベースの効果的な活用体制の整備を

図っている。

JDream Ⅱ（(独 )科学技術振興機構(JST)）、G-Search（(

株 )ジー・サーチ）、CiNii（国立情報学研究所論文情報ナ

ビゲータ）機関定額制による利用契約を引き続き行ったほ

か、環境関連法令情報データベース「エコブレインセレク

ション（第一法規）」等の利用契約を行った。また、論文

データベースとして、Web of Science（Thomson Reuters）

（平成14年（2002年）７月導入）の利用契約を行い、自然

科学分野及び社会科学分野の２分野について、学術文献

(1981-現在 )及び国際会議、学会等の会議録(1990-現在 )

等の検索利用を行った。

（２）文献入手サービスの利用

ア．外部機関への文献複写依頼

イントラネット「国立環境研究所文献複写申込フォー

ム」により、所内で入手できない学術文献について、

当該文献を所蔵する外部機関に対する複写物の提供

依頼を行っている。本年度も引き続き ILL:Inter

Library Loan 図書館相互貸借制度にもとづき、国立情

報学研究所が運営する「目録所在情報サービス」及び

「国立情報学研究所ILL文献複写等料金相殺サービス」

に参加し、国立大学附属図書館に依頼したほか、「ILL-

グローバル」に参加し、国内に所蔵がない文献を北米

大学図書館に依頼した。その他に、JST、国立国会図

書館、及び The British Libraryなどの複写サービス

を利用した。また、迅速な文献入手のため、本年度か

ら新たに海外ドキュメントデリバリーサービス

（Reprints Desk、Mobile Library）の利用を開始した。

本年度の外部機関への複写申込件数は 1,111 件、ILL

による外部機関からの複写依頼件数は59件であった。

イ．論文購読（Pay-per-View）の利用

本年度から、エルゼビア社学術誌の論文購読（トラン

ザクション）利用契約を行った。論文購読件数は 151

件であった。

（３）研究成果発表情報の整理

引き続き、研究所の活動状況の把握のため、イントラ

ネット「研究者データベース」に申請された研究成果発表

情報を、誌上（所外の印刷物）発表論文と口頭発表（講演

等）に区分して、研究課題コード、発表者、題目、掲載誌

（発表学会名称等 )、巻号、ページ（開催年）、及び刊行年

の項目を整理した。

また、研究所ホームページ「成果発表一覧（誌上）、（口

頭）」のデータ更新を実施し、研究成果がWeb公開されてい

るときは、「成果発表一覧」から掲載誌の原著論文へのリ

ンクを行えるよう、研究活動状況の速報性強化を図った。

（４）図書関係

図書室の運営は、環境情報部情報管理室が担当し、研究

活動に不可欠な学術雑誌を始めとする図書資料の収集・管

理、閲覧等利用サービスを行っている。学術雑誌の収集に

ついては、平成23年度に、所内委員会において決定した雑

誌購入方針に基づき、電子ジャーナル化を進めている。雑

誌の性格に応じ、「優先購読外国雑誌」と「一般購読外国

雑誌」に区分した上で、優先購読外国雑誌は、電子ジャー

ナルの利用が可能な雑誌の中から選定し、４年間継続講読

している。また、以下の分野別電子ジャーナルパッケージ

コレクションを優先購読している。

・エルゼビア社 SciVerse Science Direct（平成 17 年

（2005 年）１月導入）の環境科学分野サブジェクトコレク

ション

・シュプリンガー社 SpringerLink（平成23年１月導入）

の分野別電子ジャーナルパッケージ（２種）

その他の外国雑誌についても2012年契約分から全タイト

ルの電子ジャーナル利用が可能となった。さらに、シュプ

リンガー、Nature、Science 等の電子アーカイブの買取購

入を進め、過去の雑誌バックナンバーに遡り、論文フルテ

キストの利用ができるようにした。

引き続き、利用者向けイントラネット、「図書利用案内

ページ」の充実を図るとともに、「オンライン所蔵目録デー

タベース」の整備を行った。また、引き続き電子ジャーナ

ルリンクナビゲーターを用いて、「国立環境研究所ジャー

ナルポータル」を構築し、オープンアクセス誌を含め所内

利用が可能な電子ジャーナルの利用促進を図るとともに、
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本年度はイントラネット「国立環境研究所文献複写申込

フォーム」との連携により、非購読誌の論文フルテキスト

の迅速な入手を支援した。さらに、利用者支援への取り組

みとして、利用者講習会及び図書館見学ツアーを月１回程

度開催したほか、引用分析講習会等の研究者支援を行っ

た。

本年度末現在の図書室の蔵書数は、単行本60,434冊、選

定雑誌327誌（国内・外国雑誌、電子ジャーナルを含む）、

環境分野の米国政府技術報告書122,268件（マイクロフィッ

シュ）であった。

本年度末現在の図書室の施設は、雑誌閲覧室 (254m2) 内

に電動書架（延べ 3,290 棚）と雑誌展示書架（210 誌分）

を、単行本閲覧室（194m2）内に固定書架（延べ708棚）と

ニュース展示書架（280誌分）を、報告書閲覧室（74m2）内

に電動書架（延べ918棚）をそれぞれ整備している。また、

マイクロ資料閲覧室（101m2）内の一部には、研究成果パネ

ル展示スペースを整備している。

本年度の図書室利用は、外来者 18 人、所内利用者を含

めた延べ利用者数は20,988人であった。なお、図書資料の

電子化の進展に伴う図書室スペースの有効活用について

所内で今後の方針を検討した。

（５）環境省委託調査報告書等の収集

環境省が委託等により実施した調査研究等の成果は、研

究者や一般の国民にとっても貴重なものである。本年度

は、環境省が前年度中に実施した調査研究等の成果物を中

心に、1,129 種の報告書を収集、整備した。この結果、累

積総数は、11,616種に達している。

また、国、地方公共団体、大学等から337種の寄贈及び

寄贈交換の報告書等があり、累積総数では、18,260種を数

える。

7.2.3 情報技術を活用した業務の効率化

（１）所内IT化支援業務

企画部及び総務部等の管理部門等を中心とし、情報技術

を活用した業務の効率化のための支援を行った。本年度に

実施した主なものは以下のとおりであり、データベースに

ついてはイントラネットでの稼動を基本とするが、一部は

研究所ホームページのコンテンツとしても公開されてい

る。これらの支援は、今後も継続して行っていくこととし

ている。

ア．業務用PC一括管理システムの運用管理

イ．職員等基本データベースのシステム更新・運用

ウ．研究課題データベース更新・運用

エ．研究者データベースの更新・運用

オ．高信頼性データ共有システム運用

カ．委員委嘱等申請（総務課・企画部）データベースシステム運用・システム更新

キ．環境マネジメント評価シートシステムの運用

ク．各種システムの運用支援（人事･給与システム／会計システム）

（２）業務の効率化

平成 12 年に成立した「高度情報通信ネットワーク社会

形成基本法」に基づく「高度情報通信ネットワーク社会推

進本部」（略称「IT戦略本部」。内閣総理大臣が本部長）に

おいて、国の行政事務等を対象として業務・システムの最

適化を実現するため、平成 15 年度に各府省に CIO（Chief

Information Officer）を設置するとともに、「各府省情報

化統括責任者（CIO）連絡会議」を組織し、所要の検討を

行っている。

CIO 連絡会議では平成 17 年６月、「独立行政法人等の業

務・システム最適化実現方策」を策定し、平成17年度中に

独立行政法人に CIO及び CIO に対するアドバイス等を行う

情報専門家として CIO補佐官を設置することとされ、本研

究所においても CIO（企画・総務担当理事が充て職）、CIO

補佐官（本研究所における呼称は「CIO補佐」）を置くこと

とし、平成18年３月からCIO関連業務を環境情報センター

が行うこととされ、現在に至る。

平成 21 年 2 月に策定された「第二次情報セキュリティ

基本計画」において、政府機関はセキュリティ対策に係る

民間専門家を活用した最高情報セキュリティアドバイ

ザー（CISO補佐官）の設置を進めるべきとされ、本研究所

においても平成22年度からCIO補佐に加え、民間の専門家

であるCISO補佐を置き、関連業務を推進している。

本年度は、平成 19 年度に策定した「国立環境研究所コ

ンピュータシステム最適化計画」に基づき、前述のとおり、

コンピュータシステム及びネットワークシステムの調達

を実施した。

また、情報セキュリティ対策については、「独立行政法

人国立環境研究所情報セキュリティポリシー」及び「実施

手順等」の内容を所内に周知・解説するための研修を実施

し、イントラネットを通じた自己点検を実施した。
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7.3 その他の業務

7.3.1 研究所の広報及び成果の普及に関する業務

（１）国立環境研究所ホームページの運営

本研究所の案内情報、研究情報等のインターネット上で

の発信手段として、平成８年３月から「国立環境研究所

ホームページ」の運営を開始している。

運営開始当初は、本研究所の業務紹介やデータベースの

提供等本研究所の基本的な紹介情報を主としたもので

あった。その後、順次、個別研究テーマごとのページや、

データベース等の研究成果等を提供・紹介するページを追

加掲載するとともに、ホームページ情報検索システムの導

入や刊行物等の掲載を行ってきたところである。

本年度は、 昨年度に引き続き、公開シンポジウム等の講

演を録画・編集し、「ビデオライブラリー」から動画コン

テンツとして配信するとともに、「トピックス」の記事を

連載するなど、掲載データの継続的な拡充を進め、より多

くの情報をわかりやすく効果的に提供することに努めた。

その他に、 研究所の広報活動の一環としてのホームページ

の役割を踏まえ、ホームページにおけるユーザビリティ向

上と管理運用の効率化を実現することを目的として、ホー

ムページの再構築について検討を進めた。

以上に加えて、本年度は「絶滅危惧種サンプルデータ

ベース」外７つ（うち機能拡張１つ）の新規コンテンツを

公開し、プロジェクトの概要や、個別の研究内容・データ

等の情報を提供するとともに、今後、研究の成果等につい

て順次提供していくこととしている。

さらに、東日本大震災からの復旧・復興に向けた環境に

関連する情報を「東日本大震災 関連ページ」として、引

き続きトップページ上から発信するとともに、国立環境研

究所で実施しているさまざまな研究課題を災害環境研究

として俯瞰的に整理した「災害環境研究の俯瞰」、それら

の研究活動から得られた成果を中間的に要約した「災害環

境研究の成果」のページを掲載した。

本年度１年間における国立環境研究所ホームページ（基

幹システム）へのアクセス件数（ページビュー件数）は、

43,577,872件であった。

国立環境研究所ホームページの構成は、図1及び図2の

とおりである。

（２）編集・刊行

本研究所の活動状況及び研究成果等については、刊行物

として関係各方面に配布するとともに、研究所ホームペー

ジにおいて広く提供している。本年度も引き続き指定刊行

物の PDF化を進め、研究所ホームページから閲覧や印刷を

可能にした。

本年度においては、平成23年度年報、NIES Annual Report

2012、平成 24 年度研究計画、研究プロジェクト報告（６

件）、研究報告（１件）、国立環境研究所ニュース（６件）

を刊行したほか、本研究所の研究成果を国民にわかりやす

くリライトした研究情報誌「環境儀」第 44～ 47号を刊行

した（９.1 研究所出版物参照）。

「年報」や「研究計画」の作成にあたっては、XML自動組

み版システムにより、校正作業の省力化やコスト軽減が図

られている。また、ホームページに掲載された「年報」の

全文 PDFファイルでは、当該年報に掲載した人名索引など

から、当該年報のそれぞれの研究課題のページにリンクで

きるようになっており、さらに活用しやすいものとなって

いる。

「環境儀」については、より充実したものとするための

基礎資料を得るため、アンケート調査を実施している。実

施方法として、主な発送先にアンケート用紙を配布すると

ともに、研究所ホームページからも入力可能としている。

今後、得られた回答を基に編集作業に反映させていくこと

としている。

なお、国立環境研究所ニュース及び環境儀は、国立国会

図書館、国内外の環境関係試験研究機関、各省庁及び地方

公共団体環境担当部局等に寄贈交換誌として配布した。
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図 1 　 国立環境研究所ホームページ （和文） によ る情報提供

日本語ホームページ　http://www.nies.go.jp/
―  254  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  255 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
7.3.2 環境省からの請負等業務

本研究所は、平成 13 年４月に独立行政法人化したこと

により、国や民間の機関等からの業務の委託、請負実施が

可能となった。環境情報部においては、本年度、環境省か

ら２件の請負業務を実施し、概要は以下のとおりである。

○平成 24 年度生活環境情報総合管理システムの整備業

務（請負、水・大気環境局大気環境課大気生活環境室）

近年における感覚公害問題の実情を踏まえ、全国の騒

音・振動・悪臭などの生活環境情報を総合的かつ体系的に

管理するために開発した、「生活環境情報総合管理システ

ム」の保守・運用、データ整備・登録、および平成24年４

月１日より、「地域の自主性及び自立性を高めるための改

革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（第

２次一括法）による権限移譲が行われることに伴うシステ

ムの再構築、改良を行った。また、地球温暖化やヒートア

イランド現象に伴う高温下での発生が数多く報告されて

いる熱中症の予防を喚起するため、「環境省熱中症予防情

報サイト」にて、「熱中症予防情報（WBGT情報）」を一般の

方々に広く提供することを継続するとともに、WBGT観測値、

予測値等のデータ提供、環境 GISの基盤システムを活用し

た、WBGT情報を地図化して見せるプロトタイプ版の開発を

行った。なお、熱中症予防情報の公開に係る業務は、環境

健康研究センターが実施した。

英語ホームページ　http://www.nies.go.jp/index.html

図 2 　 国立環境研究所ホームページ （英文） によ る情報提供
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○平成 24 年度大気常時監視時間値データフォーマット

変換・編集業務（請負、水・大気環境局大気環境課）

地方公共団体等により提供された、「大気常時監視１時

間値測定結果」（以下、「時間値データ」という。）を共通

の書式に変換し、都道府県毎の測定項目別時間値データ

ファイルを作成した。測定局数 1,816 局、ファイル数 689

ファイル、延べ項目数は、14,930項目に及んだ。なお、測

定項目には、環境省報告項目である、二酸化硫黄、一酸化

窒素、二酸化窒素、窒素酸化物、一酸化炭素、光化学オキ

シダント、メタン、非炭化水素、全炭化水素、浮遊粒子状

物質、微小粒子状物質のほかに、風向、風速、気温、湿度、

雨量、日射量などの気象項目があった。
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Ⅷ．研究施設・設備
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8.1 運営体制

本研究所の大型施設等については、大型施設調整委員会

において管理・運営に係る基本的事項が審議され、研究部

門の主体運営部署を中心に関連部署との連携や専門業者

の活用が図られつつ、運営されている。

8.2 主な研究施設

8.2.1 大気化学実験棟 （光化学反応チャ ンバー）

本施設は、工場や自動車などから排出される一次汚染物

質や植物から放出される有機物が大気中での化学反応に

よって、二次汚染物質に変質するメカニズムを実験的に研

究する施設である。本施設は、都市域における光化学ス

モッグや対流圏バックグラウンドの大気汚染に関連した

光化学オゾンやエアロゾルの生成・消滅に係わる大気光化

学反応の解明、並びに大気中での光化学反応が大気質の変

化や放射収支に及ぼす影響を評価するための基礎データ

の提供を主目的としている。そのための大型実験装置とし

て光化学反応チャンバーが設置されている。

本年度は、地域環境研究センターと環境計測研究セン

ターによって、特別研究、民間からの受託研究、科学研究

費補助金による研究及び経常研究等が行われた。

8.2.2 大気モニ ター棟

本施設は、大気質の自動測定装置等の精度や安定性の

チェック、あるいは相互比較、さらに妨害因子の検討など

を行うための施設である。本施設には、国設大気測定所な

どで実際に使用されている機器を中心として７種類の自

動測定器（NOx、SO2、O3、CO2、非メタン、SPM、ガス状 Hg、

酸性雨に関する各測定機器）が設置され、機器性能を維持

するための精度管理が常時行われている。東日本大震災で

被害があったが、酸性雨計を除き５月から常時観測が復帰

した。気象要素（風向、風速、雨量、気圧、日射量、紫外

線放射量、地表温度）や大気質の測定結果は、ホームペー

ジによる公開やデータ提供サービスされ多くの所内外の

研究者や学生に利用された。

8.2.3 水環境実験施設

本施設は、水界における汚染物質の挙動及び影響を生態

学、生物学、水処理工学等の見知から解明すること及び、

汚染環境の浄化・再生手法の開発を目的とした施設であ

る。水処理実験装置等が設置されている他、有害汚染物質

が水生生物へ与える影響及びその評価手法を研究する目

的で毒性試験装置が設置されている。

本施設を利用して、本年度は循環型社会研究プログラ

ム、及び化学物質評価・管理イノベーション研究プログラ

ムが実施され、特に微生物工学、生態工学等を活用した水・

土壌環境修復・改善に係る技術開発と液状廃棄物の適正処

理システムの構築を目的とした現象解明、発生源・面源対

策研究等を実施しており、液状廃棄物対策、有害藻類対策、

重金属汚染対策等を推進した。また、本施設の人工環境室、

培養室を用いては、環境研究の基盤整備の一環として実験

水生生物の飼育・繁殖・培養を行っており、今年度は約50

種の実験水生生物等を所内外での研究に提供した。そのほ

か、環境省請負費、文科省科研費、民間からの受託等の外

部競争的資金による研究も実施された。

8.2.4 環境試料タ イムカプセル棟

本施設は、将来の環境問題の顕在化に備え、現在の地球

環境の状況を適切に保存し、技術が進歩した未来における

分析や個体群増殖・再生を可能にするため、大気・生物・

底質・母乳等の環境・ヒト生体試料を長期的に保存する施

設であると共に、環境汚染や環境変化により絶滅の危機に

瀕している野生動物種がますます増加している状況から、

絶滅のおそれのある野生動物の保護増殖や生物学的研究の

基盤として、絶滅の危機に瀕する野生動物の細胞・遺伝子

を保存する施設でもある。試料を超低温で保存する -60 ℃

の超低温室のほか、-80℃のフリーザーや-160℃の気相保

存が可能な液体窒素タンクが設置され、厳密な検疫システ

ム及び保存環境監視システム下で業務が遂行されている。

本年度も引き続き、東日本大震災によって津波被害を受

けた地域、原発事故による影響が想定される地域の一斉調

査を行った。凍結粉砕された二枚貝類等の環境試料がのべ

38地点、絶滅危惧鳥類７種117個体、絶滅危惧哺乳類３種

12個体より培養細胞及び遺伝子保存用サンプルを採取し凍

結保存を行った。最終的に今年度凍結保存した培養細胞及

び凍結組織は合計で 2,638 本となった。内訳は絶滅危惧鳥

類 2,474 本（培養細胞：625 本、組織：1,849 本）、絶滅危

惧哺乳類164本（培養細胞：９本、組織：155本）である。

8.2.5 土壌環境実験棟

本施設は、土壌・底質環境の保全、並びに汚染土壌の浄

化に関する研究を行うことを目的とした施設であり、気

温、地温、土壌水分などの制御下で土壌－植物系における

汚染物質（主に重金属類）の挙動を調べるための土壌環境

シミュレーター（大型及び小型ライシメーター）が設置さ

れている。この装置には不攪乱土壌が充填されており、現

地の土壌構造が室内に再現されている。本施設には他に、

土壌中における化学物質の動態解析のための実験室、土壌

試料の前処理施設なども設置されている。

　本年度は、本施設を利用して、所内交付金（経常研究、
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先導研究プログラム、分野横断型提案研究など）や外部競

争的資金（文科省科研費など）による研究が行われた。

8.2.6 動物実験棟

本施設は、環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を、

Biomedical Scienceの立場から、動物を用いて実験的に研

究することを目的とした研究施設である。

環境健康研究センターのプロジェクトである「環境汚染

物質曝露による小児・次世代への健康影響の機構解明と評

価システムの構築に関する研究」や 環境リスク研究セン

ターのプロジェクトである「ナノマテリアルの毒性評価手

法の開発と安全性に関する研究」のほか、政策対応型調査・

研究、分野横断型提案研究など、各種の研究のために使用

された。これらの研究内容として、二次生成有機エアロゾ

ルなどの大気汚染物質、有害重金属及びその他の環境汚染

物質の生体影響の解明に関する基礎的研究、リスク評価研

究等が含まれている。

「生体用NMR装置」

本装置は実験動物を生かした状態でNMR計測を行い、そ

の代謝機能や体内構造を解析する装置である。これまで、

経常研究、文科省科学研究補助金による研究、科学技術振

興調整費による研究などに使用され、ラット脳の代謝解

析、精巣の微細構造の描出等の研究が行われている。本年

度は、文科省科学研究補助金による研究が行われた。

8.2.7 ナ ノ粒子健康影響実験棟

ナノ粒子健康影響実験棟の１～３階はディーゼル排気

中のナノ粒子発生装置と小動物への吸入曝露装置が設置

されており、４～５階は GLP 対応の動物実験施設である。

平成20年度からは「自動車排気ガス由来の環境ナノ粒子の

健康影響研究」において慢性吸入曝露実験が進められてき

た。また平成23年度からは「ディーゼル排ガス由来二次生

成有機エアロゾルの生体影響調査」が開始され、亜急性の

吸入曝露実験が継続している。また、ナノマテリアルの健

康影響評価に関する研究も行われている。

8.2.8 生物環境調節実験施設

本施設は、実験植物を供給するとともに、植物を主な対

象として、大気汚染ガスやその他の様々な環境要因が生物

に及ぼす影響の解明や生物影響診断モニタリング、生物に

よる環境浄化・修復（バイオレメディエーション）に関す

る研究、遺伝子組換え生物の生態系影響評価に関する研究

等に利用するため、環境制御温室、種々の型式・性能のグ

ロースキャビネット、遺伝子組換え実験室・培養室等が設

置されている。本年度は本施設を利用して、公害一括研究、

重点・先導プログラム研究、センタープロジェクト、地方

環境研究所等との共同研究、科研費による研究等が実施さ

れた。

8.2.9 環境生物保存棟

本施設は、研究材料及び試験生物として重要な環境微生

物等の系統保存を行い、国内外の研究者に提供する施設で

ある。現在、710 種 2,339 株が分譲用に公開されており、

国内からは302機関、311名、807株、国外からは72機関、

72名、162 株の利用があった。アオコ・赤潮対策、環境浄

化、AGP 試験等の環境研究、藻類バイオマスや生理活性物

質の探索等の応用利用、光合成や生理・代謝機能の解析、

分類、系統進化といった基礎研究、教育利用など、様々な

目的で利用された。新規寄託株として69株を受け入れ、そ

れらの培養条件の検討と管理用データベースへの株情報

登録を行った。また微生物系統保存施設ホームページ

（http://www.mcc.nies.go.jp）に掲載されている株情報の

更新、遺伝子データ、画像、文献等の付加情報の収集と公

開、培養法や保存法等の有用情報の更新など、より使い勝

手のよいホームページの整備に取り組んだ。

8.2.10 生態系実験施設

本施設は、地球環境問題や生態系保全などに関連して、

制御された環境条件下で、動植物の個体、個体群と群落に

及ぼす種々の環境要因の影響を解明するための実験研究

施設である。現在、昆虫や植物を培養するための光強度、

温度、湿度制御施設を保有している。本年度は、上記の施

設を利用して、引き続き科学技術研究費補助金と重点特別

研究プロジェクト研究などが実施された。特に、高二酸化

炭素濃度環境下で植物栽培と光合成特性の解明に関して

一連の実験結果を得た。

8.2.11 RI ・ 遺伝子工学実験棟

本施設は、放射性同位元素を利用する施設（RI 棟）、遺

伝子組換え実験を行うためのP2レベル封じ込め施設（遺伝

子棟）と通常の実験室から構成されている。RI棟では放射

性同位元素を利用した環境中の汚染物質の挙動や、生態系

への影響、物質循環の解明、生物を用いた汚染物質の除去

技術の開発等を行っている。また、環境中の放射性物質の

測定も実施している。文部科学省より使用許可を受けてい

る核種は 23核種である。本年度は16課題、放射線業務従

事者数は職員、客員、共同研究員、研究生、放射線管理委

託職員合わせて25人であった。
―  260  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  261 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
遺伝子棟では、組換えDNA技術を環境保全に利用するた

めの手法の開発や、遺伝子を組換えた生物の環境中での挙

動や生態系への影響を解明するための基礎的知見を収集

することを目的とした施設である。

本年度に承認された本研究所における組換えDNA実験は

25 課題、登録された組換え DNA 実験従事者は 70 人であっ

た。遺伝子組換えによる環境ストレス耐性の植物の作成、

組換え微生物の水中及び土壌中での挙動の解明、動物・植

物遺伝子の遺伝子発現の解析などの実験が本施設内で実

施された。また、P2管理区域外の分析機器室には多重蛍光

画像解析装置、ペプチドシークエンサーやDNAシークエン

サー等の分析機器が設置されており、共用機器として活発

に使用された。

8.2.12 環境リ スク研究棟

本施設は、環境リスクに関する調査・研究の中枢を担う

総合研究施設であり、生態影響評価、健康影響評価、曝露

評価の研究と、関連する情報を収集・解析した成果の外部

発信が行なわれている。１階の水生生物の生態影響評価研

究エリアでは、流水式曝露装置を用いたメダカへの化学物

質曝露による毒性評価、海水系曝露施設を用いた有機スズ

曝露によるイボニシ（巻き貝）の生殖器異常のメカニズム

解明とマゴガレイ稚魚に対する貧酸素耐性に関する研究、

底質環境シミュレーターを用いた魚類への化学物質の曝

露挙動などの研究が行われている。２階は主に化学物質の

計測のためのエリアで、水環境や大気環境の化学物質を計

測するための機器（GC/MS/MS、LC/MS/MSなど）や、免疫蛍

光染色を施した細胞を観察するための共焦点レーザー顕

微鏡が設置され、また、in vitroバイオアッセイ手法によ

る環境質の評価研究が行われている。４階の環境リスクに

関する情報の収集・解析・評価を行うエリアと、ヒトの健

康に関する感受性要因を解明するための動物実験エリア

では、化学物質を曝露した実験動物の行動解析などが行わ

れている。

「核磁気共鳴断層撮像分光装置（MRI）」

本装置は磁場強度 4.7T、ボア径 92.5cm の超伝導磁石を

主要構成機器とし、ヒト全身を無侵襲で計測できる研究機

器である。形態解析、代謝解析、機能解析を通じて化学的、

物理的、社会的環境がヒトに及ぼす影響の解明を目的とし

て用いられている。これまで、重点研究プログラム、経常

研究、文科省科学研究補助金による研究に使用され、ヒト

脳の形態データの集積、鉄代謝や神経伝達物質に関する研

究が行われてきた。本年度は、経常研究、所内公募型研究、

文科省科学研究補助金による研究が行われた。

8.2.13 地球温暖化研究棟

本施設は、温暖化現象の解明・評価のための観測技術の

開発や観測試料の分析・準備、温暖化の影響評価・予測の

様々なシミュレーション・モデル開発、温暖化の社会経済

的影響の評価・予測など、さらには、研究交流にいたる地

球温暖化に係わる一連の研究を効率よく推進するための

総合研究施設である。以下に示す研究設備が設置されてい

る。

（１）生態系パラメータ実験設備

地球温暖化による植物影響の解析や二酸化炭素吸収源

としての植物機能のリモートセンシングによる解析手法

の開発などを目的として、植物を育成できる大型の人工光

型グロースキャビネット群が設置されている。これらの設

備の特徴は、自然光に劣らない強光条件や温湿度の制御範

囲が広く、かつ二酸化炭素とオゾンを濃度制御できるとこ

ろにある。

（２）大気微量成分スペクトル観測室

世界最高水準の波長分解能を誇るフェーリエ変換分光

計（FTS）と太陽光をFTSに導入するための太陽光追尾装置

を有する大気観測室である。FTS は、大気中の温暖化関連

物質のスペクトルを高波長分解能で観測し、温室効果ガス

などの気柱全量や鉛直分布を観測することができる。衛星

搭載観測装置による温暖化物質などの観測に対する地上

からの検証観測機器として活用されている。

8.2.14 低公害車実験施設

自動車の環境負荷を実際の走行を再現しながら測定す

ることを目的とした世界最高水準の施設である。本施設に

は、自動車の走行状況や排ガス濃度をリアルタイムに計測

する車載装置、自動車の走行を屋内で再現するシャシーダ

イナモ装置、温度湿度を高精度に制御可能な特殊空調設備

を備えた環境実験室、高精度な排ガス分析計及び粒子計測

装置、排ガスが大気と混ざる瞬間を再現した高希釈倍率ト

ンネル及び大気放出後の変化を観察する排出ガス拡散

チャンバ等を装備している。

本年度は、直噴ガソリン車からの粒子状物質排出実態調

査、アイドリングストップの排ガス影響試験、排ガス中未

規制物質の排出実態調査、新開発モータ採用電気自動車の

性能評価試験のために使用された。

8.2.15 循環 ・ 廃棄物研究棟

本施設は、大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会から、

天然資源の消費が少なく環境への負荷が小さい循環型社
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会への転換を進めるための研究拠点として整備され、平成

14年３月に竣工した。

廃棄物の適正処理に関する研究を実施するための大型

の実験施設である熱処理プラント、埋立処分シミュレータ

や、有害物質によるリスクの管理・制御に資するため、資

源循環や廃棄物処理の過程で関係する様々な物質を物理・

化学・生物学的に分析するために必要な機器等が設置され

ている。

本年度は、重点研究プログラム「循環型社会研究プログ

ラム」を中心に、競争的資金による研究などが行われた。

8.2.16 基盤計測機器

本研究所では、大型で高価な分析機器等を基盤計測機器

として管理・運営し、広く研究者が利用できるようになっ

ている。どの機器も性能を維持するために専門技術者によ

る維持管理業務が行われている。その中でも、［ ①透過型

電子顕微鏡（TEM）②走査型電子顕微鏡（SEM）③超伝導磁

石核磁気共鳴装置（NMR）④ガスクロマトグラフ質量分析計

（GC/MS）⑤パージ＆トラップガスクロマトグラフ質量分析

計（P&T-GC/MS）⑥プラズマ発光分光分析装置ICP-AES（J.A

及び T.I.S）の２機種 ⑦ ICP質量分析装置（ICP-MS）⑧元

素分析計（CHN）］は特に分析希望が多い装置である。分析

希望試料も難度の高い前処理や分析技術を必要とするも

のが多いため、この９装置については、専門技術者による

依頼分析業務を行っている。

依頼分析を行った研究テーマは、約 30 課題、約 10,000

検体の分析希望があった。このようにして、所内約４割の

研究者が基盤計測機器を毎年利用しており、環境にかかわ

る分野の応用研究や基礎研究に役立つデータを提供して

いる。

8.2.17 情報関連施設

（１）コンピュータシステム

平成 19 年３月に導入した、スーパーコンピュータを含

むコンピュータシステムは、比較的大規模のスーパーコン

ピュータを中核に、複数の各種サブシステムを加えた分散

型のシステムとなっている。

本システムの主な構成としては、システムの中核をな

すベクトル処理用計算機（NEC 製 SX-8R/128M16、128CPU、

総合演算ピーク性能：4.096Tlops、主記憶容量：1.5TB）、

ベクトル処理の必要のないプログラムの実行のためのス

カラ処理用計算機（CPU：Intel Xeon 4core × 22node、

総合演算ピーク性能：約 1TFlops、主記憶容量：192GB）、

膨大な計算結果を格納するための大容量ファイルシステ

ムとして超高速なフロントライン（SGI 製 Infinite

Storage4500(FC disk) 約 34TB）、大容量のニアライン

（SGI 製 InfiniteStorage4500(SATA disk)、約 320TB）及

び大容量テープライブラリ（STK 製 StreamLine SL8500、

約 360TB）を備えるほか、ベクトル及びスカラ処理用計

算機の利用における前処理・後処理を行うためのフロン

トエンドサーバ、プログラムの開発時に活用する大容量

メモリを搭載したデバッギングサーバ等を備えている。

（２）国立環境研究所ネットワーク

国立環境研究所ネットワーク（NIESNET）は、当初、平

成３年度にスーパーコンピュータシステムが新規に導入

されたことに伴い、構内情報通信網（ローカルエリアネッ

トワーク：LAN）として、FDDI を基幹ネットワークとして

構築されたものである。

その後、各年度ごとに、所外との接続回線（IMnet：平

成 14年度より SINET）を増強（512Kbps、1.5Mbps、6Mbps、

135Mbps（ATM 専用サービス））、平成 13 年度末には、国内

の主要な超高速研究ネットワークに相互接続された「つく

ば WAN」を筑波研究学園都市内の 10の研究機関と連携して

整備したことにより、155Mbps の高速回線による所外接続

環境を整備し、更に平成 19年４月からは１ Gbps×５系統

の利用環境へと拡充した。また、ネットワークの機能とし

ては、WWW サーバ、ファイアウォール、イントラネット、

コンピュータウィルス対策サーバ、非武装地帯（DMZ）、個

別ウイルス対策ソフト、常時監視型セキュリティシステ

ム、Webメールサーバ、会議室無線 LAN等の導入・開発及

び汎用 jp ドメイン取得等を実施するなど、常にシステム

の高度化、多様化に対応してきたところである。

本システムは平成 25 年３月に基幹ネットワークシステ

ムのシステム更改を行い、つくば WAN との接続のための

ファイアウォール（Palo Alto Networks 製 PA-5020 × 2

台）、所内 LAN の中核となるセンタースイッチ（内部機構

冗長構成 NEC製 IP8800/s6608 × 1台）、各建物に設置され

るエッジスイッチ（NEC 製 QX-S4028、QX-S5250）などの

ネットワークスイッチ機器（サブエッジスイッチ、分岐用

スイッチ等を含め全 61台）により各研究棟間を１Gbps（分

岐スイッチまでは 10Gbps）で接続するほか、研究所のホー

ムページが稼働する WWW サーバ、ウイルス検出、スパム

メール対策等の機能を含む電子メールサービスを提供す

るメールサーバ、各種データベースが稼働するデータベー

スサーバなどのサーバ機器（NEC 製 Express5800/R120d-

1E、全 16台）を備えている。

8.2.18 生態系研究フ ィ ールド
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本施設は、植物・動物及び土壌生物の様々な生物学的特

性と生態的機能を野外条件下において測定・検証すること

及び上記の実験用生物を維持・供給することを目的とした

生物系野外実験施設である。施設は、本構内にあるフィー

ルドⅠとその西約４ km のフィールドⅡ（つくば市八幡台

３）の２区域により構成されている。

本年度は 27 件の研究課題が登録された。特に生態系を

構成する生物の多様性把握と影響評価に関わる利用が多

い。あらたに、立地域の環境変化を反映した実験区画を利

用して、別団地の露場実験区において、植物による放射性

セシウム（137Cs）吸収特性の評価実験が昨年度より継続し

て行われた。

8.2.19 水環境保全再生研究ステーシ ョ ン

（１）霞ヶ浦臨湖実験施設

本施設は、霞ヶ浦を中心とした陸水の調査・研究を行う

共同研究施設である。施設は研究所の東方約 23km 離れた

霞ヶ浦（西浦）の湖畔、湖心から南西約４km離れた小野川

河口付近に位置している。霞ヶ浦の湖水を定期的に採取

し、湖沼の汚濁メカ二ズムの解明、汚濁した湖沼の再生、

湖沼生態系の保全や物質循環の解明を目的とした研究が

行われている。また、我が国の陸水研究において広く注目

を集めている施設であり、所外機関からも多くの研究者や

研究生が見学等の目的で来訪している。

本年度は、流域圏生態系研究プログラム（PJ-1、PJ-2）、

経常研究、分野横断型研究、科研費研究、放射線多媒体研

究やGEMS/Water霞ヶ浦トレンドモニタリング事業など、多

くの研究課題やモニタリングにおいて本施設が利用され

た。

（２）バイオ・エコエンジニアリング研究施設

本施設は、近隣の集落排水処理施設から実生活排水を用

いた液状廃棄物対策技術の開発・解析・評価が可能な実験

施設である。

開発対象としては、バイオエンジニアリングとしての分

散型の高度処理浄化槽、ディスポーザ破砕生ごみに対応し

た排水処理、リン除去・回収資源化及び水素・メタン発酵

等システムがあり、自然生態系に工学の技術を導入したエ

コエンジニアリングとしては無動力型土壌トレンチ、水耕

栽培浄化、人工湿地システム等の研究が行われている。こ

れらの処理システムについては、水質とともに温室効果ガ

スとしてのメタン、亜酸化窒素にも着目し、特性解析、性

能評価が可能となっている。

本年度は、重点研究プログラム「循環型社会研究プログ

ラム」を中心に、外部競争的資金、所外機関との共同研究

等の課題が本施設を利用して実施されている。また、国際

的研究拠点として国内外の研究機関等との連携も進め、多

くの技術研修、現場研修・見学等にも活用されている。

8.2.20 地球環境モニ タ リ ングステーシ ョ ン

地球温暖化に関連する物質の濃度変化を監視するため、

人為的な発生源の直接影響を受けることが少ない沖縄県

竹富町波照間島と北海道根室市落石岬に無人の自動観測

ステーションを設置している。ここでは大気中の温室効果

ガス等を高精度自動測定し、それらの変化を短期的、長期

的両側面から調査観測している。

これら観測所と国立環境研究所とはネットワークで結

ばれ、データの取得や監視の頻度をあげ、観測や管理をよ

り安定に行えるようになっている。各ステーションの観測

項目は表のとおりである。

（１）地球環境モニタリングステーション－波照間

本施設は、沖縄県八重山郡竹富町にあり、西表島の南方

約20kmの有人島としては日本最南端である波照間島の東端

に位置している。

本施設では、日本の低緯度域、特に大陸近傍における大

気中の温室効果ガスなどの長期的な変化を観測するため

に、36.0m の観測塔上で大気を採取して、表にあげたよう

に温室効果ガスの他、関連物質の観測も行っている。反応

性の高いガスや粒子状物質はガラス製の 10mのガス取り込

み塔を使って観測を行っている。観測は平成５年秋より開

始しており、20年程度のデータが蓄積している。

表 　 地上モニ タ リ ングステーシ ョ ンの観測項目

観測項目 波照間 落石岬

二酸化炭素 ○ ○

メタン ○ ○

一酸化二窒素 ○ ○

六弗化硫黄 ○ ○

オゾン ○ ○

フロン等 ○ ○

黒色炭素 ○ ○

一酸化炭素 ○ ○

水素 ○ ○

窒素酸化物 ○ ○

硫黄酸化物 ○ ○

気象要素 ○ ○
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（２）地球環境モニタリングステーション－落石岬

本施設は、波照間ステーションに続く第二のステーショ

ンとして根室半島の付け根にある落石岬の先端部（海抜

50m）に建設された。

本施設は、55m の観測塔上で大気を採取して、波照間ス

テーションと同様に温室効果ガス・指標性ガス・気象要素

を1995年秋より観測している。蓄電池付防災型太陽光発電

システム（10kW）により、温暖化に対する負荷の低減を図

ると共に停電時の非常用電源として活用している。

8.2.21 陸別成層圏総合観測室

本施設は、地球環境モニタリングの一環として、北海道

陸別町の町立「りくべつ宇宙地球科学館（銀河の森天文

台）」の一室を名古屋大学太陽地球環境研究所と共同で借

り受け、高分解能フーリエ変換分光計を用いた地球温暖化

関連の大気微量成分のスペクトルの観測を行うとともに、

全天日射計、帯域別紫外線計及びブリューワ分光光度計等

による有害紫外線の観測を行っている。

8.2.22 森林炭素収支モニ タ リ ングサイ ト

本施設は、地球環境モニタリングの一環として「森林生

態系の炭素収支モニタリング」を行うためのフィールド施

設である。観測サイトは北海道に２ヵ所と山梨県１ヵ所の

計３ヵ所あり、育林段階の異なる林分で、森林の二酸化炭

素の吸収/放出（フラックス）をはじめとする森林生態系

の炭素循環機能について総合的な観測研究を行っている。

（１）苫小牧フラックスリサーチサイト

本施設は、林野庁北海道森林管理局との共同事業とし

て、樽前山麓の緩傾斜地（苫小牧市丸山）に所在するカ

ラマツ林に、森林－大気間の二酸化炭素・水蒸気・熱フ

ラックスや、林内及び土壌の観測システム、森林機能の

リモートセンシング観測システム等を整備し、平成 12 年

８月より観測を開始した。しかし、平成 16 年９月に台風

18 号により、カラマツ林・観測システムが壊滅的な被害

を被り、観測を中断した。それ以降、台風の自然撹乱を

受けた森林跡地での炭素収支機能の変化を調査するため

に、簡便な観測システムによる観測を行っている。

（２）天塩 CC-LaG サイト

本施設は、北海道大学、北海道電力（株）と国立環境

研究所との共同研究として、北海道大学北方生物圏

フィールド科学センター森林圏ステーション天塩研究林

（天塩郡幌延町字問寒別）に所在するカラマツ林（約14ha）

で、観測林が一つの集水域を構成していることに特徴が

ある。本サイトの目的としては、二酸化炭素フラックス

を含めた森林生態系の物質循環機能が、育林過程でどの

ように変遷するかを長期間観測することである。そのた

め、平成 15 年２月に既存の針広混交林を皆伐し、平成 15

年 10 月にカラマツ苗を植林した（2500 本 /ha）。観測内

容は苫小牧サイトと同様であるが、カラマツ苗からの成

長を通して観測を行っている。

（３）富士北麓フラックス観測サイト

本施設は、台風で全壊した苫小牧フラックスリサーチ

サイトの機能を担うべく、富士山北麓の緩傾斜地（山梨

県富士吉田市）に所在するカラマツ林（150ha、約 50 年

生）に、森林－大気間の二酸化炭素フラックスや林内微

気象観測システム群、及びカラマツや土壌の諸機能の観

測システム、森林機能のリモートセンシング観測システ

ム等を整備し、平成 18 年１月より観測を開始した。本サ

イトでは、森林生態系の炭素収支機能の観測・評価手法

を確立することを目指すとともに、アジア地域のフラッ

クス観測ネットワーク “AsiaFlux”の基幹拠点として、

観測手法の検証や技術研修に活用される。

8.2.23 GOSAT データ処理運用施設

GOSATデータ処理運用施設は、平成21年１月に打ち上げ

られた温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）の観

測データの定常処理と再処理を行い、処理結果を含むデー

タの保存・提供と関連情報の発出を行うための計算機施設

である。

8.2.24 高度化学計測施設

（研究本館I（計測棟）並びに研究本館Ⅲ）

環境中の有害物質の高感度、高選択的な検出や、環境試

料中の有害物質の分布の局所分析による調査、あるいは地

球温暖化の現象解明や汚染物質の起源解明などのための

各種元素（炭素、鉛など）の安定、放射性同位体比の精密

測定により、環境汚染の状況を把握し汚染機構を解明した

り、環境リスク評価を行うための重要かつ基本的な情報を

得ることができる。高度化学計測施設は、このような分析・

測定を行うための装置（高度な分析機器など）及びそれら

を有効に使用するための施設（クリーンルームなど）を維

持・管理し、必要に応じて高精度の測定データを提供して

いる。また、新しい分析法を研究・開発するための装置と

しても利用されている。
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（１）主要分析機器

１）同位体測定用誘導結合プラズマ質量分析装置

　　　（MC/ICP/MS）

２）二次イオン質量分析装置（SIMS）

３）高分解能質量分析装置（HRMS）

４）タンデム質量分析装置(タンデムMS)

（２）計測棟主要設備

１）クリーンルーム

２）純水製造装置

（３）加速器分析施設

本施設は、最大加速電圧５百万ボルトの静電型タンデム

加速器を擁する加速器質量分析装置（AMS）と AMS用試料調

製クリーンルームを中心に構成される。AMS は、質量分析

の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組み合わ

せて、極めて微量にしか存在しない同位体（安定同位体の

10-10以下）を精度、感度良く測定するためのシステムで、

特に炭素 14 等の、宇宙線起源の長寿命放射性同位体をト

レーサーとする環境研究に用いられる。 AMS は放射線発生

装置であり、放射線防護の観点から、放射線モニターと連

動したインターロックシステムの設置など、様々な工夫が

凝らされた施設になっている。

所内外研究者との共同研究を含めて、本施設を利用して

地球温暖化研究プログラムや特別研究等に関連した様々

な環境試料に含まれている14Ｃ測定が進められ、原著論文

や学会発表などの成果発信が継続して行われた。

8.2.25 研究本館Ⅱ （試 ・ 資料庫）

環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究

のために設立されたものであるが、環境試料タイムカプセ

ル棟の建設にともない試料調製並びに超低温下での長期

保存の機能がそちらに移り、試・資料庫はフィールド研究

者を中心とする中期的試料保存に機能を集約する形と

なった。- 20℃の低温室３室からなり大量の試料の保存が

可能で、生物や底質試料を始め様々なフィールド調査試料

の保存に活用されている。

8.2.26 研究本館Ⅲ （化学物質管理区域）

本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特

殊化学物質の分析、毒性評価を行うための実験施設であ

る。

安全な実験環境の確保、かつ区域外への有害物質の漏出

を防ぐため、管理区域内の気圧を大気圧より低くし、実験

用ドラフトや空調の排気口に焼却可能な活性炭フィル

ター等を設置してガス状、粒子状の有害物質が漏れ出るこ

とを抑える工夫がなされている。実験排水も、活性炭処理

されたあと、さらに研究所全体の化学排水処理施設で処理

される二重構造になっている。また区域内利用者は登録制

で、カードキーで出入を管理記録している。

実験室としては GC/MS 室、試料調整室、微生物実験室、

物性実験室、低温室、水生生物実験室、細胞実験室、毒性

実験室、動物飼育室、マイクロコズム等がある。

ダイオキシン類をはじめとする有害化学物質を取り

扱った研究が、様々なユニットにまたがって進められてい

る。また、利用者に対する講習会も例年どおり実施した。

8.3 共通施設

8.3.1 エネルギー供給施設

生物系研究室に対するエネルギーの安定した供給と、理

工系研究室の負荷変動の大きい間欠的な需要に応じるた

め、各研究室との密接な連絡をとり、安定したエネルギー

の供給を行った。

また、適切な運転管理と計画的な保守管理により、省エ

ネルギーに努めた。

本年度における、エネルギーセンターの施設概要は次の

とおりである。

（１）電気設備

１）特高受電需要設備　66,000V

　　変圧器容量　10,000ｋVA×２台、

　　特高受電所　１ヵ所、　２･３次変電所　27ヵ所

（２）機械設備

１）蒸気ボイラー

　　炉筒煙管式ボイラー（都市ガス）10ｔ/ｈ×１台

　　貫流ボイラー（都市ガス）2.5t/ｈ×４台

２）冷凍機

　　蒸気二重効用吸収式冷凍機 600USRT×２台

　　高効率ターボ冷凍機　　 600USRT×２台（COP 5.8）

　　高効率スクリューチラー 600USRT×１台（COP 6.4）

　　　　　　　　　　　　　（150USRT×４台）　

8.3.2 廃棄物 ・ 廃水処理施設

廃棄物・廃水処理施設は、各処理施設と共に順調に稼働

した。本年度における廃棄物・廃水処理施設の概要は次の

とおりである。
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処理能力

１）一般実験排水処理能力 300ｔ/D

２）特殊実験排水処理能力 100ｔ/D

３）一般固体焼却処理能力 160㎏ /h

４）特殊固体焼却処理能力  35㎏ /h

５）再利用水処理能力（RO水） 370 m3/D

8.3.3 工作室

研究活動に伴い、金工室、材料工作室、木工室、溶接室

の各室が利用され研究機器等の加工、製作が行われた。
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9.1 　 研究所出版物

刊行物名 シ リ ーズ№ タ 　 　 イ 　 　 ト 　 　 ル 著 　 　 者

年 　 報 A-37-2012 国立環境研究所年報 平成 23 年度 国立環境研究所編集委員会

英文年報 AE-18-2012 NIES Annual Report 2012 国立環境研究所編集委員会

研究プロ ジ ェ ク ト

報告

SR-100-2012 資源作物由来液状廃棄物の コベネ フ ィ ッ ト 型処理シ ス テ ムの開

発 （特別研究） 平成 21 ～ 23 年度

珠坪一晃、 小野寺崇

SR-101-2012 二次生成有機エア ロ ゾルの環境動態と 毒性に関する研究 （特別研

究） 平成 21 ～ 23 年度

高見昭憲、 大原利眞、

佐藤 　 圭、 森野 　 悠、

加藤吉康、 平野靖史郎、

古山昭子、 藤谷雄二、

今村隆史、 田邉 　 潔、

伏見暁洋、 瀬田孝将、

磯崎 　 輔、 新田裕史、

伊藤智彦、 松橋啓介、

小林伸治、 米澤健一

SR-102-2012 胚様体を用いた発生分化毒性学に特化し たマ ト リ ッ ク ス の開発

（特別研究） 平成 21 ～ 23 年度

曽根秀子

SR-103-2012 湖沼におけ る有機物の循環 と 微生物生態系 と の相互作用に関す

る研究 （特別研究） 平成 20 ～ 23 年度

今井章雄、 小松一弘、

冨岡典子、 高津文人、

川崎伸之、 佐藤貴之、

岩崎一弘

SR-104-2012 全球水資源モデル と の統合を目的 と し た水需要モデル及び貿易

モデルの開発と長期シナ リ オ分析への適用 （特別研究） 平成 21 ～

23 年度

日引 　 聡、 久保田泉、

岡川 　 梓、 増井利彦、

肱岡靖明、 花崎直太、

金森有子、 藤森真一郎、

山本隆広、 須賀伸介、

一 ノ瀬俊明、 高橋 　 潔

SR-105-2013 日本におけ る土壌炭素蓄積機構の定量的解明 と 温暖化影響の実

験的評価 （特別研究） 平成 21 ～ 23 年度

内田昌男、 近藤美由紀、

星野亜紀、 瀬山春彦、

向井人史、 高橋善幸、

梁 　 乃申、 寺尾有希夫

研究計画 － 国立環境研究所研究計画 平成 24 年度
国立環境研究所編集委員会

企画部研究推進室

研究報告 R-208-2012
国立環境研究所公開シンポジ ウ ム 2012 大震災 と 環境再生～災害

に立ち向か う 環境研究の最前線～

国立環境研究所セ ミ ナー委

員会

環境儀 No.44
試験管内生命で環境汚染を視る－環境毒性の in vitro バイ オア ッ

セイ
白石不二雄

No.45
干潟の生き物のはた ら き を探る－浅海域の環境変動が生物に及

ぼす影響
中村泰男、 金谷 　 弦

No.46
ナ ノ 粒子 ・ ナ ノ マテ リ アルの生体への影響－分子サイ ズにまで小

さ く なった超微小粒子と 生体と の反応
平野靖史郎

No.47 化学物質の形から毒性を予測する－計算化学によ る アプローチ 白石寛明、 古濱彩子

国立環境研究所

ニュース

Vol.31 No.1 湖沼での生態系機能 と 環境因子の リ ンケージ、 “キチン” と 診て

みよ う

今井章雄

まずはど こから守るのか？自然環境保全の優先度マ ッ プを作る 竹中明夫

絶滅危惧植物の分布推定－ “いない” と い う 情報を ど う 扱 う ？－ 石濱史子

愛知目標 （愛知ターゲ ッ ト ） 角谷 　 拓

Vol.31 No.2 新しい分光 リ モー ト センシング技術の開発 杉本 　 伸夫

地球規模の気候変動問題を リ ス ク管理の視点で考え る 江守 　 正多
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国立環境研究所

ニュース

Vol.31 No.2 大気中の粒子状物質が空間学習能力に及ぼす影響 TIN-TIN-WIN-SHWE

Vol.31 No.3 中国におけ る水環境の現状を踏ま えた分散型排水処理技術の取

組みと 提言

徐 　 開欽

発展途上国で家庭系ごみを分別する場合にどんな処理技術が適

用でき るか

河井紘輔

埋立地 メ タ ン 石垣智基

都市 ・ 地域内の人口分布パターンの変化を分析する 松橋啓介

Vol.31 No.4 環境汚染の生態 リ ス ク を定量的に評価する 田中嘉成

生態影響評価におけ る WET 鑪迫典久

環境汚染物質の人への曝露評価を行 う 方法について 新田裕史

ヒ ト の化学物質曝露を評価する 高木麻衣

Vol.31 No.5 大気汚染と 気候変化の新たな関係 ： 地球温暖化のも う ひ とつの原

因

谷本浩志

エア ロ ゾルの化学組成と その気候変動への影響 高見昭憲

短寿命気候汚染物質 ： （Short-Lived Climate Pollutants: SLCPs） 永島達也

持続可能社会を目指し た叙述シナ リ オの作成 ： 技術 ・ 産業 ・ 経済

の側面

村山麻衣

Vol.31 No.6 藻類の多様性研究 と 種判別法の開発－ピ コ植物プ ラ ン ク ト ン を

例に－

河地正伸

Ｄ Ｎ Ａ 情報に よ る種分類－配列を調べないで配列の違いを知る

－

玉置雅紀

Ｄ Ｎ Ａ バーコーデ ィ ング 高村健二

分野横断型研究の土台作 り －シナ リ オ研究最前線－ 藤森真一郎

刊行物名 シ リ ーズ№ タ 　 　 イ 　 　 ト 　 　 ル 著 　 　 者
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9.2 　 国立環境研究所研究発表会

公開シンポジウ ム 2012 　 『大震災と環境再生 －災害に立ち向か う 環境研究の最前線－』

発表年月日 　 ： 平成 ２ ４ 年 ６ 月 １ ５ 日 （金） 　 メ ルパルク ホール （東京会場）

平成 ２ ４ 年 ６ 月 ２ ２ 日 （金） 　 シルク ホール （京都会場）

発 　 　 　 表 　 　 　 者 題 　 　 　 　 　 　 　 目

大迫 　 政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

倉持 　 秀敏 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

鈴木 　 規之 （環境 リ ス ク研究セン ター）

中山 　 祥嗣 （環境健康研究セン ター）

藤井 　 　 実 （社会環境システム研究セン ター）

「廃棄物と放射能問題のこれまで と これか ら

　 　 　 　 　 　 　 　 ～研究所での取 り 組みを中心に～」

「災害廃棄物および放射性物質汚染廃棄物の

　 　 　 　 　 　 　 　 焼却処理に関する課題への対応」

「放射性物質の環境中の挙動を追 う

　 　 　 　 　 　 　 　 ～多媒体 （マルチ メ デ ィ ア） モデルの開発と 応用～」

「宮城県内津波被災地における長期的環境モニタ リ ング」

「環境にやさ し く 情勢変化にも強い都市に向けて

　 　 　 　 　 　 　 　 ～資源の有効利用の視点から～」
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9.3 　 研究成果の発表状況

（1） 年度別研究成果の発表件数
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単位 ： 件）

（2） 誌上発表 ・ 口頭発表一覧

　 国立環境研究所ホームページの下記の URL から ご覧 く ださい。

・誌上発表 （http://www.nies.go.jp/db/shijo/index.html）

・口頭発表 （http://www.nies.go.jp/db/koto/index.html）

区分 誌上発表件数 口頭発表件数

  年度 和 　 文 欧 　 文 計 国 　 内 国 　 外 計

平成 ５ 284 165 449 479 138 617

６ 304 167 471 508 157 665

７ 237 173 410 569 153 722

８ 287 199 486 519 163 682

９ 248 191 439 489 187 676

10 295 243 538 597 189 786

11 218 220 438 542 227 769

12 253 246 499 619 292 911

13 227 310 537 756 185 941

14 289 271 560 773 184 957

15 345 287 632 955 198 1,153

16 278 318 596 882 239 1,121

17 301 273 574 885 260 1,145

18 257 330 587 852 262 1,114

19 279 286 565 811 305 1,116

20 276 343 619 917 321 1,238

21 303 396 699 1,097 352 1,449

22 283 417 700 1,040 382 1,422

23 306 349 655 942 330 1,272

24 227 372 599 965 339 1,304
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1. 独立行政法人国立環境研究所第 ３ 期中期計画の概要 ( 平成 23 ～ 27 年度 )
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2. 平成 24 年度独立行政法人国立環境研究所年度計画の概要
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3. 組織の状況
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4. 人員の状況

（ １ ） 役員及び常勤職員 （平成 25 年 3 月 31 日）
職 　  　 　 名 氏 　 名

理事長 大　垣　眞一郎

理事（研究担当） 住　　　明　正

理事（企画・総務担当） 鏑　木　儀　郎

監事（非常勤） 小　林　伸　行

監事（非常勤） 有　信　睦　弘

審議役 村　上　正　吾

企画部長 欠

次長 佐　治　　　光

次長 滝　村　　　朗

企画室長 広　兼　克　憲

研究企画主幹 松　﨑　裕　司

企画係長 吉　澤　泰　輔

研究推進室長（兼） 佐　治　　　光

研究企画主幹（兼） 石　垣　智　基

　〃　　   　（兼） 一ノ瀬　　俊明

研究企画主幹 久　米　　　博

外部資金調整専門職 工　藤　常　男

広報室長 渡　邊　　　充

係長 吾　妻　　　洋

係員 丸　尾　武　史

国際室長（兼） 清　水　英　幸

研究企画主幹（兼） 近　藤　美　則

係長 欠

係員（兼） 丸　尾　武　史

主席研究企画主幹（兼） 田　邊　　　潔

　　〃　　　　 　（兼） 是　澤　裕　二

　　〃　　　　 　（兼） 五　箇　公　一

総務部長 欠

総務課長 吉　田　　　勉

課長補佐 杉　山　　　徹

　〃 岩　田　成　実

総務係長 欠

秘書係長（兼） 岩　田　成　実

厚生係長 名　取　美保子

厚生係員 吹　越　英理奈

人事係長 長　濱　　　強

人事係員 小　澤　克　美

　〃 幸　田　優　里

安全衛生専門職 川　村　和　江

女性支援専門職（兼） 宮　下　七　重

主査 佐　藤　二　郎

（兼） 佐　治　　　光

（兼） 松　﨑　裕　司

（兼） 赤　塚　輝　子

会計課長 中　込　　　昭

課長補佐 松　井　文　子

環

監

地

―  
経理係長 安　西　大　成

経理係員 牧　原　和　哉

　〃 西　川　　　唯

出納係長 門　川　貴　明

契約第一係長 高　津　奈　保

契約第一係員 草　間　綾　子

〃 川　尻　麻　美

契約第二係長 田　中　秀　志

契約第二係員 高　柳　幹　矢

財産管理係長 吉　川　　　覚

会計システム専門職 欠

財産管理専門職 欠

施設課長 高　見　晃　二

課長補佐 大　森　淳　一

管理係長 木　村　幸　子

共通施設係長 小石原　　　慎

営繕係長 高　柳　智　清

施設整備専門職 鎌　田　　　将

主査（兼） 佐　藤　二　郎

境情報部長 岸　部　和　美

情報企画室長 久　保　恒　男

室長補佐 欠

企画調整係長 髙　橋　　　誠

出版普及係長 山　口　和　子

情報企画専門職（兼） 榧　場　新　一

情報整備室長 種　瀬　治　良

整備係長 宮　本　哲　治

研究協力係長 欠

情報整備専門職 榧　場　新　一

地理情報専門職 欠

情報管理室長（兼） 種　瀬　治　良

研究情報係長 欠

電算機係長（兼） 山　﨑　　　学

ネットワーク係長 山　﨑　　　学

図書・文献情報専門職 宮　下　七　重

情報システム専門職 欠

査室長 高　木　治　夫

監査主幹 星　野　哲　也

球環境研究センター長 笹　野　泰　弘

副センター長 向　井　人　史

上級主席研究員 野　尻　幸　雄

炭素循環研究室長 向　井　人　史

主任研究員 梁　　　乃　申

　〃 寺　尾　有希夫

地球大気化学研究室長 谷　本　浩　志

主任研究員 猪　俣　　　敏

職 　  　 　 名 氏 　 名
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主任研究員 杉　田　孝　史

衛星観測研究室 横　田　達　也

主任研究員 森　野　　　勇

研究員 吉　田　幸　生

物質循環モデリング・解析研究室長 Shamil Maksyutov

主任研究員 伊　藤　昭　彦

〃 中　山　忠　暢

気候モデリング・解析研究室長 野　沢　　　徹

主任研究員 秋　吉　英　治

〃 小　倉　知　夫

気候変動リスク評価研究室長 江　守　正　多

主任研究員 花　崎　直　太

研究員 塩　竈　秀　夫

〃 横　畠　徳　太

大気・海洋モニタリング推進室長 町　田　敏　暢

研究員 笹　川　基　樹

　　　　〃 中　岡　慎一郎

陸域モニタリング推進室長 三　枝　信　子

主任研究員 高　橋　善　幸

地球環境データベース推進室長 中　島　英　彰

主任研究員 白　井　知　子

主席研究員 遠　嶋　康　徳

〃 山　形　与志樹

主幹 福　澤　謙　二

〃 小　司　晶　子

観測第一係長 坂　川　信　昭

観測第二係長 林　　　大　祐

研究支援係長 欠

交流推進係長 欠

（兼） 高　見　昭　憲

〃 山　野　博　哉

〃 一ノ瀬　俊　明

〃 荒　巻　能　史

〃 小　熊　宏　之

〃 斉　藤　拓　也

〃 松　永　恒　雄

資源循環・廃棄物研究センター 大　迫　政　浩

副研究センター長 川　本　克　也

研究調整主幹 高　田　光　康

〃 大　塚　康　治

〃　　　　（兼） 松　崎　裕　司

循環型社会システム研究室長（兼） 大　迫　政　浩

主任研究員 稲　葉　陸　太

〃 田　崎　智　宏

国際資源循環研究室長 寺　園　　　淳

主任研究員 南　齋　規　介

〃 吉　田　　　綾

〃 中　島　謙　一

ライフサイクル物質管理研究室長 滝　上　英　孝

職 　  　 　 名 氏 　 名
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研究員 梶　原　夏　子

〃 鈴　木　　　剛

〃 小　口　正　弘

循環資源基盤技術研究室長 倉　持　秀　敏

主任研究員 肴　倉　宏　史

〃 山　本　貴　士

廃棄物適正処理処分研究室長 山　田　正　人

主任研究員 石　垣　智　基

〃 遠　藤　和　人

環境修復再生技術研究室 徐　　　開　欽

研究員 小　林　拓　朗

研究開発連携推進室（兼） 大　迫　政　浩

主任研究員 蛯　江　美　孝

境リスク研究センター長 白　石　寛　明

副センター長 青　木　康　展

研究調整主幹（兼） 菅　谷　芳　雄

　環境リスク研究推進室長（兼） 青　木　康　展

主任研究員 菅　谷　芳　雄

〃 鑪　迫　典　久

〃 松　本　　　理

研究員 林　　　岳　彦

〃 古　濱　彩　子

曝露計測研究室長 白　石　寛　明

主任研究員 中　島　大　介

研究員 河　原　純　子

生態リスクモデリング研究室長 田　中　嘉　成

主任研究員 多　田　　　満

研究員 横　溝　裕　行

生態系影響評価研究室長 堀　口　敏　宏

研究員 児　玉　圭　太

健康リスク研究室長 平　野　靖史郎

主任研究員 石　堂　正　美

〃 黒　河　佳　香

〃 曽　根　秀　子

〃 古　山　昭　子

研究員 藤　谷　雄　二

リスク管理戦略研究室長 鈴　木　規　之

主任研究員 今　泉　圭　隆

〃 櫻　井　健　郎

域環境研究センター長 大　原　利　眞

副研究センター長 今　井　章　雄

研究調整主幹（兼） 水　落　元　之

大気環境モデリング研究室長（兼） 大　原　利　眞

主任研究員 永　島　達　也

研究員 森　野　　　悠

〃 五　藤　大　輔

広域大気環境研究室長 高　見　昭　憲

主任研究員 佐　藤　　　圭

〃 清　水　　　厚

職 　  　 　 名 氏 　 名
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都市大気環境研究室長（兼） 大　原　利　眞

主任研究員 近　藤　美　則

〃 菅　田　誠　治

水環境管理研究室長 稲　葉　一　穂

主任研究員 山　村　茂　樹

湖沼・河川環境研究室長 今　井　章　雄

主任研究員 小　松　一　弘

〃 冨　岡　典　子

〃 高　津　文　人

研究員 篠　原　隆一郎

海洋環境研究室長 中　村　泰　男

主任研究員 越　川　　　海

〃 東　　　博　紀

〃 牧　　　秀　明

研究員 金　谷　　　弦

土壌環境研究室長 林　　　誠　二

主任研究員 越　川　昌　美

〃 村　田　智　吉

〃 渡　邊　未　来

地域環境技術システム研究室長（兼） 珠　坪　一　晃

主任研究員 水　落　元　之

研究員 岡　寺　智　大

主席研究員 王　　　勤　学

主席研究員 清　水　英　幸

生物・生態系環境研究センター長 高　村　典　子

上級主席研究員 竹　中　明　夫

生物多様性評価・予測研究室（兼） 竹　中　明　夫

主任研究員 石　濱　史　子

〃 井　上　智　美

〃 山　野　博　哉

研究員 角　谷　　　拓

〃 深　澤　圭　太

生物多様性保全計画研究室 高　村　健　二

主任研究員 上　野　隆　平

〃 佐　竹　　　潔

〃 吉　田　勝　彦

〃 今　藤　夏　子

研究員 松　崎　慎一郎

生態系機能評価研究室 野　原　精　一

主任研究員 亀　山　　　哲

〃 広　木　幹　也

〃 福　島　路　生

生態遺伝情報解析研究室 中　嶋　信　美

主任研究員 川　嶋　貴　治

〃 玉　置　雅　紀

〃 矢　部　　　徹

研究員 大　沼　　　学

環境ストレス機構解明研究室（兼） 佐　治　　　光

主任研究員 青　野　光　子

職 　  　 　 名 氏 　 名
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主任研究員 久　保　明　弘

〃 唐　　　艶　鴻

〃 戸　部　和　夫

生物資源保存研究推進室 河　地　正　伸

主任研究員 五　箇　公　一

境健康研究センター長 新　田　裕　史

次長 是　澤　裕　二

上級主席研究員（兼） 柴　田　康　行

生体影響研究室長（兼） 新　田　裕　史

主任研究員 伊　藤　智　彦

〃 柳　澤　利　枝

〃 小　池　英　子

研究員 Tin Tin Win Shwe

分子毒性機構研究室長 野　原　惠　子

主任研究員 小　林　弥　生

〃 前　川　文　彦

〃 鈴　木　武　博

総合影響評価研究室長 中　山　祥　嗣

研究員 佐　藤　ゆ　き

環境疫学研究室長（兼） 新　田　裕　史

研究員 上　田　佳　代

〃 道　川　武　紘

〃 竹　内　文　乃

小児健康影響調査企画推進室長 成　島　克　子

室長補佐 欠

企画調整係長 赤　塚　輝　子

係員 渡　邊　浩　行

業務管理係長（兼） 赤　塚　輝　子

係員 澤　田　史　哉

小児健康影響調査解析・管理室長（兼） 中　山　祥　嗣

データ管理係長（兼） 猪　爪　京　子

データ管理専門職 猪　爪　京　子

研究員 佐　藤　ゆ　き

〃 上　田　佳　代

〃 道　川　武　紘

〃 竹　内　文　乃

会環境システム研究センター長 原　澤　英　夫

環境経済・政策研究室長（兼） 原　澤　英　夫

主任研究員 久保田　　　泉

　〃 須　賀　伸　介

研究員 岡　川　　　梓

環境計画研究室長 青　柳　みどり

主任研究員 一ノ瀬　俊　明

総合評価モデリング研究室長 増　井　利　彦

主任研究員 高　橋　　　潔

　〃 花　岡　達　也

　〃 金　森　有　子

　　研究員 藤　森　真一郎

持続可能社会システム研究室長 亀　山　康　子

職 　  　 　 名 氏 　 名
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主任研究員 肱　岡　靖　明

　〃 藤　野　純　一

研究員 芦　名　秀　一

環境都市システム研究室長 藤　田　　　壮

主任研究員 松　橋　啓　介

〃 藤　井　　　実

研究員 平　野　勇二郎

主席研究員 森　　　保　文

環境計測研究センター長 今　村　隆　史

上級主席研究員 柴　田　康　行

〃 田　邊　　　潔

環境計測化学研究室長 西　川　雅　高

主任研究員 佐　野　友　春

有機計測研究室長（兼） 田　邊　　　潔

主任研究員 高　澤　嘉　一

〃 橋　本　俊　次

研究員 伏　見　暁　洋

職 　  　 　 名 氏 　 名
―  

任期付研究員等

（ア）任期付職員就業規則（平成１８年４月施行）に規定さ

※平成 １ ７ 年度までの採用者数は、 「一般職の任期付

９ 年 ６ 月施行） によ る任期付任用制度に基づ く 採用者

期付研究員であ る。

（イ） 契約職員就業規則 （平成 １ ８ 年 ４ 月施行） に規定され

任期を定めて採用し た者の数

（単位

（ウ） 外国人の採用

年　　　　度
平成
１０ １１ １２

招へい型任期付研究員

研究テーマ型任期付研究員 3 1

年　　　　度
平成
２１ ２２ ２３

招へい型任期付研究員

研究テーマ型任期付研究員 8 12 17

年　　　　度
平成
１８ １９

特任研究員 5 4

年　度
平成
６ ７ ８ ９ １０ １１

任用者数 1 1

年　度
平成
２１ ２２ ２３ ２３ ２４

任用者数 1
研究員 近　藤　美由紀

同位体・無機計測研究室長 瀬　山　春　彦

主任研究員 内　田　昌　男

〃 田　中　　　敦

研究員 武　内　章　記

動態化学研究室長（兼） 今　村　隆　史

主任研究員 荒　巻　能　史

〃 斉　藤　拓　也

生体応答計測研究室長（兼） 柴　田　康　行

主任研究員 梅　津　豊　司

〃 渡　邊　英　宏

遠隔計測研究室長 杉　本　伸　夫

主任研究員 西　澤　智　明

〃 日　暮　明　子

〃 松　井　一　郎

環境情報解析研究室長 松　永　恒　雄

主任研究員 小　熊　宏　之

職 　  　 　 名 氏 　 名
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れる任期付研究員を任期を定めて採用した者の数

（単位 ： 人）

研究員の採用、 給与及び勤務時間の特例に関する法律」 （平成

数であ り 、 若手育成型任期付研究員は現在の研究テーマ型任

る特任研究員 （平成 22 年度まで 「Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ 特別研究員」） を

： 人）

（単位 ： 人）

１３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

5 3

11 8 6 4 7 7 3 1

２４

4

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

6 4 4 7

１２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

2 3 1 1
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（ ２ ） 研究系契約職員

【フ ェ ロー 　 ８ 名】 （平成 25 年 ３ 月 31 日）

【特別研究員 　 ８ ６ 名】

No 所　属 氏　名 No 所　属 氏　名

1 地球環境研究センター 山　田　一　夫 5 環境健康研究センター 米　元　純　三

2 環境リスク研究センター 白　石　不二雄 6 持　立　克　身

3 社会環境システム研究センター 甲斐沼　美紀子 7 田　村　憲　治

4 環境健康研究センター 小　野　雅　司 8 環境計測研究センター 横　内　陽　子

No 所　属 氏　名 No 所　属 氏　名

1 地球環境研究センター Alsibai Mohammed Hayyan 44 地域環境研究センター 古　市　尚　基

2 Rajesh Janardanan achari 45 佐　藤　貴　之

3 石　澤　み　さ 46 三　好　猛　雄

4 譚　　　正　洪 47 小　野　寺　崇

5 眞　﨑　良　光 48 西　澤　匡　人

6 安　中　さやか 49 孫　　　志　剛

7 安　立　美奈子 50 生物・生態系環境研究センター 志　村　遥　平

8 井　上　　　誠 51 福　森　香代子

9 横　井　孝　暁 52 井　上　真　紀

10 加　藤　悦　史 53 岡　野　　　司

11 菊　地　信　弘 54 山　田　勝　雅

12 近　藤　文　義 55 森　口　紗千子

13 金　　　憲　淑 56 杉　原　　　薫

14 工　藤　慎　治 57 石　井　弓美子

15 庄　山　紀久子 58 石　田　真　也

16 仁　科　一　哉 59 早　坂　大　亮

17 瀬　谷　　　創 60 冨　松　　　元

18 石　崎　安　洋 61 木　塚　俊　和

19 赤　木　純　子 62 有　田　康　一

20 大　森　裕　子 63 環境健康研究センター Ng Chris Fook Sheng

21 尾　田　武　文 64 須　田　英　子

22 平　田　竜　一 65 鈴　木　弥　生

23 野　村　渉　平 66 社会環境システム研究センター Huijyuan Dong

24 眞　板　英　一 67 Silva Herran Diego

25 資源循環･廃棄物研究センター 河　井　紘　輔 68 戸　川　卓　哉

26 金　　　喜　鍾 69 森　田　香菜子

27 佐　藤　昌　宏 70 村　山　麻　衣

28 佐　野　　　彰 71 戴　　　瀚　程

29 佐　野　和　美 72 大　西　　　悟

30 朱　　　文　率 73 朝　山　由美子

31 秋　山　　　貴 74 有　賀　敏　典

32 神　保　有　亮 75 環境計測研究センター Eric Albert Dupuy

33 水　原　詞　治 76 遠　藤　貴　宏

34 石　森　洋　行 77 横　田　康　弘

35 多　島　　　良 78 加　藤　創　史

36 魯　　　保　旺 79 苅　部　甚　一

37 環境リスク研究センター 松　島　野　枝 80 亀　井　秋　秀

38 河　合　　　徹 81 高　木　麻　衣

39 宮　山　貴　光 82 山　本　　　聡

40 漆　谷　博　志 83 瀬　田　孝　将

41 渡　部　春　奈 84 石　黒　聡　士

42 地域環境研究センター 伊　禮　　　聡 85 大　石　　　優

43 錦　織　達　啓 86 田　中　伸　一
―  282  ―
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【准特別研究員 　 １ ２ 名】 （平成 25 年 ３ 月 31 日）

【リサーチアシス タ ン ト 　 ３ ７ 名】

（ ３ ） 連携研究グループ長の状況

（ ４ ） 客員研究員等の状況

No 所　属 氏　名 No 所　属 氏　名

1 地球環境研究センター Pingchun 7 環境リスク研究センター 田　村　生　弥

2 高　木　宏　志 8 高　信　ひとみ

3 佐　伯　田　鶴 9 地域環境研究センター 坪　井　　　隼

4 千　田　昌　子 10 社会環境システム研究センター 亀　井　未　穂

5 中　前　久　美 11 須　田　真依子

6 資源循環･廃棄物研究センター 松　神　秀　徳 12 環境計測研究センター 木之下　彩　子

No 所　属 氏　名 No 所　属 氏　名

1 地球環境研究センター Tana Qian 19 地域環境研究センター Yi Carine Joungyeon

2 吉　田　あ　い 20 吉　倉　智　美

3 駒　崎　幸　之 21 吉　良　真由子

4 松　井　加奈絵 22 水　谷　千亜紀

5 斉　藤　裕　佑 23 生物・生態系環境研究センター Bidadi Haniyeh

6 染　谷　　　有 24 Saghar Zarenezhad

7 中　河　嘉　明 25 中　村　雅　子

8 武　田　真　憲 26 環境健康研究センター 岡　村　和　幸

9 門　脇　正　尚 27 社会環境システム研究センター Dong Liang

10 鈴　木　昭　平 28 Lin Ye

11 鈴　木　美　季 39 田　中　朱　美

12 資源循環･廃棄物研究センター 小　島　英　子 30 田　邊　千　英

13 環境リスク研究センター Yang Zeng 31 近　藤　晴　香

14 阿　部　良　子 32 緒　方　悠　人

15 印　　　文　 33 日　置　彩　子

16 中　村　　　中 34 白　木　裕　斗

17 渡　辺　喬　之 35 木　下　尚　彦

18 朴　　　正　彩 36 李　　　重　頡

37 境計測研究センター 岩　見　崇　弘

　国立大学法人 ３名

① 客員研究員 ２２１名 ② 共同研究員 ６２名

国立大学法人等 ８５名 国立大学法人等 ２６名

公立大学等 １３名 私立大学 ２名

私立大学 ２２名 独立行政法人等 ８名

国立機関 ３名 民間企業 １２名

地方環境研究所 ３６名 その他 ２名

独立行政法人等 ２０名 国外機関 １２名

民間企業 ６名

その他 ２８名

国外機関 ８名 ③ 研究生 ６５名

国立大学法人等 ４５名

私立大学 １４名

その他 ２名

国外機関 ４名

客員研究員等合計 ３４８名
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5. 収入及び支出の状況

（単位 ： 円）

* １ ． （） 「カ ッ コ」 書きは， 前事業年度からの繰越額内数であ る。

２ ． 「対前年度」 は繰越額を除 く 前年度比であ る。

３ ． 施設整備費補助金には平成 24 年度 １ 次補正予算を含む。

区 　 　 　 　 　 　 　 　 分 収 　 入 　 額 対前年度 支 　 出 　 額 差 　 　 　 額

運営費交付金
13,319,229,377
(1,419,251,377)

88.0％ 10,014,786,935 3,304,442,442

施設整備費補助金
2,305,452,500
(559,309,500)

311.0％ 603,311,355 1,702,141,145

政府受託 3,594,715,933 139.0％ 3,594,715,933 0

（競争的資金） 1,034,337,699 83.6％ 1,034,337,699 0

環境研究総合推進費 780,304,343 92.1％ 780,304,343 0

環境技術開発等推進事業費 227,075,531 59.0％ 227,075,531 0

科学技術振興調整費 ( 補助金） 4,570,000 87.9％ 4,570,000 0

食品健康影響評価技術研究事業 16,000,000 ー 16,000,000 0

新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業 6,387,825 ー 6,387,825 0

（業務委託） 2,560,378,234 189.7％ 2,560,378,234 0

環境省 ( 一般会計 ) 1,528,545,879 179.2％ 1,528,545,879 0

環境省 ( 東日本大震災復興特別会計 ) 695,189,264 ー 695,189,264 0

地球環境保全等試験研究費 212,755,000 58.7％ 212,755,000 0

科学技術振興費 ( 補助金 ) 12,628,000 90.4％ 12,628,000 0

科学研究費補助金等 ( 間接経費のみ ) 111,260,091 92.5％ 111,260,091 0

民間受託
380,341,769
(6,015,000)

72.1％ 380,341,769 0

環境標準試料等分譲事業 14,987,322 112.7％ 14,987,322 0

民間寄附金
74,903,972

(40,952,977)
70.0％ 34,649,794 40,254,178

知的所有権収益 131,250 74.6％ 131,250 0

事業外
27,019,984

(3,000)
142.6％ 23,321,414 3,280,646

その他の臨時利益 0 0.0％ 0 0

合 　 　 　 　 　 計 19,716,782,107 131.0％ 14,666,245,772 5,050,536,335
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6. 施設の整備状況一覧

（平成 25 年 ３ 月 31 日現在）

建 　 設 　 時 　 施 　 設 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積

研究本館Ⅰ （研究 １ 棟， 研究 ２ 棟） RC － 3 5,667 11,644 Ⅰ期昭和49年3月竣工

Ⅱ期昭和52年5月竣工

研究本館Ⅱ （共同利用棟， 共同研究棟） RC － 3 2,416 5,685 Ⅰ期昭和54年11月竣工

Ⅱ期昭和57年2月竣工

研究本館Ⅲ RC － 4 1,082 4,021 平成 7 年 8 月竣工

管理棟 RC － 2 734 1,107 Ⅰ期昭和49年5月竣工

Ⅱ期昭和54年1月竣工

大気化学実験棟 （スモ ッ グチャ ンバー） RC － 1 752 908 昭和 51 年 10 月竣工

大気拡散実験棟 （風洞） RC － 2， 地下－ 1 1,080 2,410 昭和 53 年 3 月竣工

大気汚染質実験棟 （エア ロ ドーム） SRC － 8 176 1,322 昭和 54 年 4 月竣工

大気モニター棟 RC － 1 81 81 昭和 53 年 3 月竣工

大気共同実験棟 （フ リ ースペース） RC － 3 506 886 昭和 58 年 12 月竣工

ラ ジオア イ ソ ト ープ実験棟 RC － 3 941 1,586 昭和 53 年 3 月竣工

平成 23 年 3 月増築

水生生物実験棟 （ア ク ア ト ロ ン） RC － 3， RC － 2 1,285 2,081 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

水質水理実験棟 S － 1 1,205 1,168 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

動物実験棟Ⅰ （ズー ト ロ ンⅠ） SRC － 7 909 4,064 Ⅰ期昭和51年3月竣工

Ⅱ期昭和51年10月竣工

動物実験棟Ⅱ （ズー ト ロ ンⅡ） RC － 3 935 1,862 昭和 55 年 5 月竣工

土壌環境実験棟 （ペド ト ロ ン） RC － 3 684 1,769 昭和 53 年 2 月竣工

植物実験棟Ⅰ （フ ァ イ ト ト ロ ンⅠ） RC － 3 1,628 3,343 昭和 50 年 12 月竣工

植物実験棟Ⅱ ・ 騒音保健研究棟 RC － 4， 地下－ 1 1,242 3,722 昭和 56 年 7 月竣工

実験ほ場 （本構内） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和57年3月竣工

　 　 管理棟 373 427

　 　 温室 3 棟 576 576

　 　 ほ場 5,600

実験ほ場 （別団地） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 管理棟 RC － 2 179 214 Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 ほ場 11 面 7,000

生物生態園 15,000 昭和 54 年 10 月竣工

工作棟 RC － 2 227 257 昭和 49 年 10 月竣工

危険物倉庫 B － 1 82 82 昭和 55 年 11 月竣工

エネルギーセン ター RC － 2 2,423 3,010 昭和 49 年 10 月竣工

（昭和 51 年一部増築）

廃棄物処理施設Ⅰ 特殊実験廃水処理能力 昭和 49 年 10 月竣工

　 　 　 　 　 100m3/ 日

廃棄物処理施設Ⅱ 一般実験廃水処理能力 昭和 54 年 2 月竣工

　 　 　 　 　 300m3/ 日 平成 7 年 3 月更新

廃棄物処理Ⅰ期場内倉庫 Ｓ － １ 92 92 平成 22 年 9 月竣工

環境遺伝子工学実験棟 RC － 3 790 1,693 平成 5 年 6 月竣工

特高受電需要設備棟 RC － 1 525 525 平成 9 年 3 月竣工

環境ホルモン総合研究棟 RC － 4 1,850 5,274 平成 13 年 3 月竣工

平成15年12月一部増築

地球温暖化研究棟 RC － 3 2,385 6,399 平成 13 年 3 月竣工

平成23年5月一部増築
―  285  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  286 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
循環 ・ 廃棄物研究棟 RC － 3 1,583 4,228 平成 14 年 3 月竣工

環境生物保存棟 RC － 3 490 1,386 平成 14 年 5 月竣工

微生物系統保存棟 RC － 2 380 800 昭和 58 年 1 月竣工

環境試料タ イ ムカプセル棟 RC － 2 1,041 2,046 平成 16 年 2 月竣工

鳥飼育舎 W － 1 76 64 平成 16 年 5 月竣工

ナ ノ粒子健康影響実験棟 RC － 6 502 2272 平成 17 年 3 月竣工

野生動物検疫施設 RC － 1 108 102 平成 18 年 3 月竣工

霞ヶ浦臨湖実験施設 昭和 58 年 3 月竣工

　 　 実験管理棟 RC － 2 1,045 1,748

　 　 用廃水処理施設 RC － 1 913 913

　 　 附属施設 RC － 1 286 286

　 　 臨湖実験施設電気室 S － 1 166 149 平成 17 年 3 月竣工

バイオ ・ エコエンジニア リ ング研究施設 S － 1 1,339 1,339 平成 13 年 12 月竣工

奥日光環境観測所

　 　 管理棟 RC － 2 121 189 昭和 61 年 10 月竣工

　 　 実験棟 RC － 1 198 198 昭和 63 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－波照間 観測棟 ： RC － 1 建 / 延面積 160.7m2 平成 4 年 3 月竣工

観測塔 ： 自立型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H39.0m

平成 4 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－落石岬 観測棟 ： アル ミ パネル

　 　 　 　 構造 1 階建

建 / 延面積 83.4m2 平成 6 年 3 月竣工

観測塔 ： 支線型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H55.5m

平成 6 年 3 月竣工

黒島 NOAA 受信施設 受信アンテナ塔 ：

　 自立型鉄骨造 H13.0m

平成 7 年 1 月竣工

建 　 設 　 時 　 施 　 設 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積
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7. 研究に関する業務の状況

(1) 独立行政法人国立環境研究所外部研究評価委員会構成員 平成 24 年度末

氏 　 　 名 所属及び役職

磯 　 部 　 雅 　 彦 東京大学大学院新領域創成科学研究科 　 教授

岩 　 熊 　 敏 　 夫 独立行政法人高等専門学校機構函館工業高等専門学校 　 校長

岡 　 田 　 光 　 正 放送大学 　 教授

酒 　 井 　 伸 　 一 京都大学環境安全保健機構環境科学セン ター 　 セン ター長

( 京都大学大学院 　 工学研究科 )

坂 　 本 　 和 　 彦 埼玉県環境科学国際セン ター 　 総長

田 　 尾 　 博 　 明 産業技術総合研究所環境管理技術研究部門 　 部門長

中 　 澤 　 高 　 清 東北大学大学院理学研究科大気海洋変動観測研究セン ター 　 客員教授

長谷川 　 眞理子 総合研究大学院大学先導科学研究科 　 研究科長

林 　 田 　 佐智子 奈良女子大学研究院自然科学系 　 教授

藤 　 江 　 幸 　 一 横浜国立大学大学院環境情報研究院自然環境と情報部門 　 教授

安 　 井 　 　 　 至 独立行政法人製品評価技術基盤機構 　 理事長

矢 　 原 　 徹 　 一 九州大学理学研究院 　 教授

吉 　 田 　 尚 　 弘 東京工業大学大学院総合理工学研究科 　 教授

吉 　 村 　 健 　 清 福岡女子大学国際文理学部 　 教授

渡 　 辺 　 知 　 保 東京大学大学院医学系研究科 　 教授
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(2) 共同研究等の状況

（注） １．一つの契約であっても、複数の種類の機関と共同研究を行っている場合には、それぞれ該当する機関の欄

に計上する。（複数あり）

２．「国研等」は、国、国立研究機関、独法研究機関。

３．「国立大学」には、大学共同利用機関を含む。

４．「特殊法人等」は、特殊法人および認可法人。

５．国際共同研究は二国間政府協定に基づいて実施されているものと、研究所間協定に基づいて実施されてい

るものの合計。

区 　 分

  年 度

共 　 　 同 　 　 研 　 　 究 　 　 等 　 　 の 　 　 件 　 　 数

国 　 　 　 　 　 　 　 内

国 　 外 計
国研等

国 　 立
大 　 学

公 ・ 私
立大学

特 　 殊
法人等

公 　 益
法 　 人

民 　 間
企 　 業

その他
地 　 方

24 共 同 研 究 23 26 1 0 10 16 4 129 209

受 託 研 究 84 20 3 0 9 11 5 0 132

委 託 研 究 10 56 26 0 5 5 17 2 121

合 　 　 計 117 102 30 0 24 32 26 131 462
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(3) 平成 24 年度地方環境研究所等との共同研究実施課題一覧

地環研機関名 課 　 題 　 名

地方独立行政法人北海道立総合研究機構 環

境 ・ 地質研究本部 　 環境科学研究セン ター

ダ イオキシン類及び PCBs の発生源解析に関する研究

摩周湖の透明度変化に関する物理 ・ 化学 ・ 生物学的要因解析

長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾンおよび酸性霧によ る森林影響

青森県産業技術セン ター 内水面研究所 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

秋田県健康環境セン ター 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究

宮城県保健環境セン ター 水田農薬を対象と し た排出推定モデルの検証と モデル向上に資する調査研究

震災廃棄物 ・ 津波汚泥及びその仮集積 ・ 埋立処理によ って引き起こ される化学物質汚染

の一次ス ク リ ーニング

震災廃棄物 ・ 津波汚泥及びその処理過程におけ る大気中化学物質のモニ タ リ ング

福島県内水面水産試験場 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

茨城県霞ヶ浦環境科学セン ター 霞ヶ浦におけ る植物プラ ン ク ト ン由来有機炭素の動態解明

霞ヶ浦流域における窒素動態に関する調査研究

栃木県保健環境セン ター 栃木県の人工林集水域における森林管理と窒素飽和の関係解明

群馬県衛生環境研究所 大気中の酸化的二次生成物質の測定と 遺伝毒性評価

埼玉県環境科学国際セン ター 震災廃棄物等の適正処理のための現場計測技術の開発

植物のス ト レ ス診断 と環境モニ タ リ ングに関する研究 （Ⅱ型地環研代表）

関東における粒子状物質削減のための動態解明

千葉県環境研究セン ター 東京湾東部における未確認有害植物プラ ン ク ト ンのモニ タ リ ング

沿岸海域環境の診断 と地球温暖化の影響評価のためのモニ タ リ ング手法の提唱 （Ⅱ型地

環研代表）

神奈川県水産技術セン ター 東京湾西部における未確認有害植物プラ ン ク ト ンのモニ タ リ ング

神奈川県水産技術セン ター内水面試験場 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

長野県環境保全研究所 八方尾根における アジア大陸起源大気粉じんの成分特性の解明

内陸山間地域におけ る揮発性有機化合物の動態に関する研究

カ メ ラ画像を利用し た高山帯の残雪および植物に及ぼす温暖化影響モニ タ リ ングに関す

る研究

静岡県環境衛生科学研究所 水田農薬を対象と し た排出推定モデルの検証と モデル向上に資する調査研究

富山県環境科学セン ター 立山における アジア大陸起源物質の化学特性に関する研究

ラ イ ダー観測データ を用いた富山県における黄砂エア ロ ゾルの影響に関する研究

福井県衛生環境研究セン ター 北陸地方における安定化促進と 安全な跡地利用のための最終処分場の分析評価と 基礎技

術開発

福井県海浜自然セン ター 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

三重県水産研究所 藻場 ・ 干潟等浅海域 と陸水域における生態系機能評価と生息環境修復に関する研究

京都府保健環境研究所 化学成分組成を指標 と し た都市大気エア ロ ゾルの越境大気汚染によ る影響評価

大阪市立環境科学研究所 PM2.5 と 光化学オキシダント の実態解明と 発生源寄与評価に関する 研究（ Ⅱ型地環研代表）

( 財 ) ひ ょ う ご環境創造協会 　 兵庫県環境

研究セン ター

有機フ ッ素化合物の環境実体調査と排出源の把握について （Ⅱ型地環研代表）

藻場 ・ 干潟等浅海域 と陸水域における生態系機能評価と生息環境修復に関する研究

名古屋市環境科学調査セン ター 大気中の酸化的二次生成物質の測定と 遺伝毒性評価

湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究 （Ⅱ型地環研代表）

鳥取県衛生環境研究所 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築 （Ⅱ型地環研代表）

土壌シード バン ク を活用し た潜在植生評価に関する研究

鳥取県水産試験場 / 栽培漁業セン ター 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

島根県水産技術セン ター 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

広島県立総合技術研究所保健環境セン ター 藻場 ・ 干潟等浅海域 と陸水域における生態系機能評価と生息環境修復に関する研究 （Ⅱ

型地環研代表）

広島県立総合技術研究所水産海洋技術セン

ター 

藻場 ・ 干潟等浅海域 と陸水域における生態系機能評価と生息環境修復に関する研究

福岡県保健環境研究所 ブナ林生態系におけ る生物 ・ 環境モニ タ リ ングシステムの構築 （Ⅱ型地環研代表）

微細藻類が生産する有毒物質 ミ ク ロ シスチンのモニ タ リ ングに関する研究 （Ⅱ型地環研

代表）

福岡市保健環境研究所 大気中の酸化的二次生成物質の測定と 遺伝毒性評価

鹿児島県環境保健セン ター 水田農薬を対象と し た排出推定モデルの検証と モデル向上に資する調査研究

沖縄県衛生環境研究所 沖縄県におけ る赤土流出削減対策に関する研究

（社） アーバンネ イチャーマネジ メ ン ト

サービ ス 　

藻場 ・ 干潟等浅海域 と陸水域における生態系機能評価と生息環境修復に関する研究
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(4) 国立環境研究所における研究評価について

中期計画の見直しに併せて所内の評価規程を見直し、 第三期中期期間 （平成 23 年度～ 27 年度） の各研究の評価を下

記のよ う な方針で行っている （独立行政法人国立環境研究所研究評価実施要領よ り 抜粋）。

平成 24 年度においては、 平成 24 年 12 月に開催された外部研究評価委員会において、 環境研究の柱 と なる研究分野

の研究活動、 課題対応型の研究プロ グ ラ ム、 環境研究の基盤整備について、 年度評価を受けた。

内部評価と し ては、平成 25 年度開始分野横断型提案研究、平成 25 年度開始新発想型提案研究について事前評価を実

施し、 研究課題の採択を行った。 また、 平成 24 年度新発想型提案研究等の事後評価を行った。

評価の種類 評価の実施時期と方法 結果の取扱い

事前評価

研究の開始前に、 期待される研究成果及び波

及効果の予測、 研究計画及び研究手法の妥当

性の判断等を行 う 。

研究の方向性、 目的、 目標等の設定 と と もに、

研究資源 （研究資金、 人材等をい う 。） の配分

の決定に反映させる。

終了時の評価

研究終了若し く は中期計画終了の一定期間前

に、 研究の達成度の把握、 成功又は不成功の

原因の分析を行 う 。

次期中期目標期間に実施する研究課題の選定、

研究の進め方等の検討に反映させる。

事後評価

研究の終了若し く は中期計画終了年度に、 研

究の達成度の把握、 成功又は不成功の原因の

分析を行 う 。

今後の研究課題の選定、 研究の進め方等の検討

に反映させる。

年度評価
各年度中、 研究の達成度の把握、 成功又は不

成功の原因の分析を行 う 。

目標設定や研究計画の見直しに反映させる。
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(5) 国際交流及び研究協力等

　 1) 国際会議 （国立環境研究所主催 ・ 共催の主な国際会議）

　 2) 国際共同研究 （二国間環境保護協力協定、 科学技術協力協定等に基づき実施されている国際共同研究）

会 　 議 　 名 開催地 場所 開催期間

東アジア低炭素成長パー ト ナーシ ッ プ対話 サイ ド イベン ト

低炭素成長ナレ ッ ジ ・ プラ ッ ト フ ォーム

東京都渋谷区 国連大学 　 ウ ・ タ ン ト

国際会議場

24.4.14

第 4 回 GOSAT 研究代表者会議 ア メ リ カ

カ リ フ ォルニア

カ リ フ ォルニア工科大学 24.6.20 ～ 24.6.22

「Rio+20 サイ ド イベン ト 」 温室効果ガス観測技術衛星 GOSAT ：

グ ローバルな気候変動に関する政策策定への道筋

ブラ ジル

リ オデジ ャネ イ ロ

リ オデジ ャネ イ ロ , 

ブラ ジル

24.6.21

第 10 回アジアにおける温室効果ガス イ ンベン ト リ 整備に関する

ワーク シ ョ ッ プ

ベ ト ナム

ハ ノ イ

シェ ラ ト ンホテル

（ハ ノ イ ・ ベ ト ナム）

24.7.10 ～ 24.7.12

東南アジア熱帯林の多様性と気候変動に関する国際シンポジウ

ム

東京都港区 キ ャ ンパス ・ イ ノベー

シ ョ ンセン ター東京

24.9.25 ～ 24.9.26

同志社 ITEC- 国立環境研究所 共同セ ミ ナー 東京都千代田区 同志社大学東京オフ ィ ス 24.10.18

第 9 回産業共生研究シンポジウ ム 中国

天津

天津経済技術開発区

( 天津、 中国 )

24.10.18 ～ 24.10.20

第 3 回 ISIE アジア太平洋会議 中国

北京

清華大学 （北京、 中国） 24.10.20 ～ 24.10.21

アジア各国におけ る循環資材の利用と 環境安全品質に関する国

際ワーク シ ョ ッ プ

宮城県仙台市 ト ラ ス ト シテ ィ カンフ ァ

レ ン ス ・ 仙台

24.10.25

第 9 回日韓中三カ国環境研究機関長会合 韓国

平昌

Alpensia 平昌コ ンベン

シ ョ ンセン ター

24.11.12 ～ 24.11.15

渦相関法によ る観測のデータ解析に関する AsiaFlux 短期 ト レー

ニングセ ミ ナー

マレーシア

クチン

マレーシア サラ ワ ク州 

クチン市

24.12.19 ～ 24.12.21

第 9 回国立環境研究所 E-waste ワーク シ ョ ッ プ タ イ

バン コ ク

バン コ ク （タ イ） 25.1.31 ～ 25.2.1

｢環境未来都市｣構想推進国際フ ォーラ ムサイ ド イベン ト

第 1 回国際森林フ ォーラ ム｢森林未来都市に向けて｣

北海道上川郡 下川町公民館 25.2.17

気候変動対策に適し た都市発展－都市の評価フ レーム ワーク の

構築に向けて

タ イ

バン コ ク

ノ ボテルバン コ ク ・ サイ

アム ス ク エア

25.3.12 ～ 25.3.13

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等

ア メ リ カ合衆国 海洋の CO2 吸収量解明に向けた太平洋の CO2 観測の共同推進 （科） 米国海洋大気局 地球温暖化研究プロ ジェ ク ト

衛星によ る温室効果ガス観測に関する共同推進 （科） ジェ ッ ト 推進研究所 地球環境研究セン ター

カ 　 　 ナ 　 　 ダ 北太平洋における大気 ・ 海水間の二酸化炭素交換の研究 （科） 海洋科学研究所 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

韓 　 　 　 　 　 国 日本及び韓国に分布する造礁サンゴによ る環境変動解析 ( 環 ) 韓国海洋研究院 生物･生態系環境研究セ

ン ター

両国におけ る外来生物についての情報交換 ( 環 ) 国立環境研究院 生物･生態系環境研究セ

ン ター

IPCC ウ ェ イ ス ト モデル （埋立地ガス放出モデル） のパラ メ ー

ター及び式構造の改善 ( 環 )

ソ ウル市立大学 資源循環･廃棄物研究セ

ン ター

希少動物種の遺伝子･細胞保存 ( 環 ) ソ ウル大学 生物･生態系環境研究セ

ン ター

ス ウ ェ ー デ ン 人間活動の増大に伴 う 重金属暴露の健康 リ ス ク評価 （科） カ ロ リ ン スカ研究所 環境 リ ス ク研究セン ター

北極海における海洋表層の二酸化炭素分圧測定 （科） エーテボ リ 大学 地球温暖化研究プロ ジェ ク ト

中 　 　 　 　 　 国 中国の国情に合 う 排水処理プロセスの開発に関する研究 ( 環） 中国環境科学研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の国情に合 う 高効率低コ ス ト 新排水高度処理技術の開発に関

する研究 （環）

国家環境保護総局環境工

程研究所 ・ 清華大学  

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の国情に合 う 土壌浄化法を組み込んだ生活排水高度処理シス

テム開発に関する研究 ( 環）

中国科学院沈陽応用生態

研究所 

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国太湖流域のバイオ ・ エコエンジニア リ ング導入によ る水環境

修復技術開発に関する研究 （環）

中国環境科学研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

貴州省紅楓湖、 百花湖流域における生態工学を導入し た富栄養化

抑制技術の開発に関する研究 ( 環）

貴州省環境保護局 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

生活排水処理過程で発生する温室効果ガスの生物工学 ・ 生態工学

を活用し た抑制技術の開発に関する研究 ( 環 )

上海交通大学環境科学与

工程学院

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 
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（注） １ ． 一部のプロ ジェ ク ト については採否が協議中のものがあ り 、 数が確定し ていない。

２ ． 課題名の後の括弧書きは、 二国間協定の種別を表す。

（環） ・ ・ ・ 環境保護協力協定 　 　 （科） ・ ・ ・ 科学技術協力協定

中 　 　 　 　 　 国 温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワーク の構築プロ ジェ ク ト （科） 中国科学院地理科学与資

源研究所

アジア自然共生研究グ

ループ 　

中国の VOCs 及びアンモニアの排出に関する研究 ( 環 ) 中国環境科学研究院 大気圏環境研究領域 

アジアにおける温室効果ガス、 安定同位体および酸素窒素比の観

測と 校正 （科）

中国気象科学研大気

環境研究所究院

地域環境研究セン ター

東アジアの大気環境の実態解明に関する研究 （科） 中国環境化学研究院

大気環境研究所

地域環境研究セン ター

温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワーク の構築プロ ジェ ク ト （科） 中国科学院地理科学

与資源研究所

地域環境研究セン ター

中国の産業拠点都市における資源環境の技術イ ノ ベーシ ョ ン評価

システム （科）

中国科学院

瀋陽応用生体研究所

社会環境システム研究セ

ン ター

フ 　 ラ 　 ン 　 ス 植物の環境適応機構の分子生物学的研究 ( 科 ) ピカルデイー大学 生物圏環境研究領域

大西洋及び太平洋域における微細藻類の多様性に関する研究

（科）

フ ラ ン ス国立科学研究セ

ン ター

生物圏環境研究領域

ロ 　 シ 　 ア 凍土地帯からの メ タ ン発生量の共同観測 （環） 凍土研究所 地球環境研究セン ター

湿地からの メ タ ン放出のモデル化に関する共同研究 （環） 微生物研究所 地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける温室効果気体の航空機観測 （環） 中央大気観測所 地球環境研究セン ター

シベ リ ア生態系の影響を受けた温室効果気体の観測 ( 科 ) ロ シア科学アカデ ミ ー 　

ズエフ大気光学研究所

地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける ラ ン ド ・ エコ システムの温室効果ガス収支

（科）

ロ シア科学アカデ ミ ー ・

ウ ィ ノ グ ラ ツキー微生物

研究所

地球環境研究セン ター 

ハバロ フ ス ク地域の野生動物遺伝資源の保存 （科） ロ シア連邦天然資源省ボ

ロ ン スキ自然保護区

環境研究基盤技術ラ ボ ラ

ト リ ー

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等
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　 3) 国際研究協力協定等

注 ： ( 　 ) は締結年度。

①国際研究協力協定等 （GOSAT に係る研究公募 （GOSAT-RA） によ る共同研究協定を除 く 。）

国名等 国際研究協力協定等

ア メ リ カ合衆国 Technical Assistance Agreement between the California Institute of Technology at the Jet Propulsion Laboratory and NIES (2008)

MoU Agreement between Advanced Global Atmospheric Gas Experiment (AGAGE) and NIES (2009)

MoU between the University of Alaska, Fairbanks and NIES on Cooperation in Research (2011)

Technical Services Agreement between California Institute of Technology and The National Institute for Environmental Studies (2011)

イ ン ド MoU between Anna University, Chennai, India and NIES for Collaborative Research on Atmospheric Science (2007)

オース ト ラ リ ア Consultancy Agreement (2011)

カ 　 　 ナ 　 　 ダ Agreement between NIES and Institute of Ocean Sciences (1995)

韓 　 　 　 　 　 国 Implementing Agreement between NIES and National Institute of Environmental Research of the Republic of Korea to Establish 

Cooperative Framework regarding the Environmental Protection Technologies (1994)

Memorandum of Understanding for Joint Research Agreement on Lidar Station and Production of High Quality Data through 

Observation Activities (2011)

シ ン ガ ポー ル Memorandum of Understanding between National Institute For Environmental Studies Japan and Wildlife Reserves Singapole for 

Joint Research Related to a Banking of Genetic Resources for Endangered Species(2012)

ス ウ ェ ー デ ン Memorandum of Understanding Joint Research on Product and Resource/Waste Oriented Environmental Management and 

policy (2011)

タ イ MOU on Research on Greenhouse Gas Emissions from Solid Waste Disposal Sites and Waste Management between NIES and 

The Joint Graduate School of Energy and Environment, Kings's Mongkut University of Technology Thonburi, Thailand (2009)

MOU on Research on Appropriate Landfill Operations in Thailand between NIES and Kasesart University, Thailand (2009)

MOU on Research on Appropriate Landfill Operations at Laemchabang Landfill between NIES and Laemchabang Municipality, 

Thailand (2009)

MOU on Joint research on development of co-benefit treatment system of molasses-based waste water between NIES and 

Khon Kaen University Thailand (2009)

MoU between NIES and Ubon Rajathanee University, Thailand on Joint Research on Alternative Dam Construction Schemes 

and Their Effects on Freshwater Fish Diversity in the Mekong (2009)

MoU between Asian Institute of Technology, Thailand and NIES (2010)

MoU Joint Research on Development of 　 Co-benefits Treatment System of 　 Molasses-based Wastewater, Utilization of 

Wastewater as Fertilizer for Sugarcane between NIES and Mitr Phol Sugarcane Research Center 　 CO., LTD. Thailand (2010)

MoU Joint Research on Development of Co-benefits Treatment System of Molasses-based Wastewater, Optimization of 

Treatment Technology between Water and Soil Environment Division, NIES and Department of Environmental Engineering, 

King Mongkut's University of Technology Thonburi Thailand (2010)

MoU on Research Collaboration between NIES and Sirindhorn International Institute of Technology, Thammasat University, 

Thailand (2010)

MoU Joint Research on Development of Susutainable Sewage Treatment Sysytem Coresponding to Decentralized-Treatment, 

Optimization of Treatment System (2011)

Joint Research on Development of Sustainable Sewage Treatment System Corresponding to Decentralized Treatment, 

Evaluation of Treatment System (2011)  

中 　 　 　 　 　 国 環境保護の分野における協力に関する独立行政法人国立環境研究所と 国家環境保護総局日中友好環境保全セン ターと

の間の総括協議書 (2006)

日本国立環境研究所と中国浙江海洋学院の 「東シナ海の海洋生態環境及び生物資源の順応的管理技術開発研究」 に

関する協議書 (2007)

日中科学技術協力委員会協力プロ ジェ ク ト 「温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワークの構築プロ ジェ ク ト 」 実施協議書 

(2008)

International Collaborative Research on Environmental Resources and Related Fields between National Institute for 

Environmental Studies, Japan and Institute of Geographic Science and Natural Resources Research, chinese Academy of 

Sciences, China (2009)

日本国独立行政法人国立環境研究所バイオエコ研究室と 中国住宅 ・ 都市農村建設部農村汚水処理技術北方研究セン

ターにおけ る農村汚水処理技術関係分野の研究協力実施に関する覚書 (2009)

Memorandum of Understanding between Department of Ecology, Peking University, China and Center for Global 

Environmental Research, National Institute for Environmental Studies, Japan for Joint Research on Response and Feedback of 

Alpine Grassland Carbon City (2010)

Memorandum of Understanding on academic exchange between the National Institute for Environmental Studies, Japan and the 

Xinjiang Institute of Ecology, Chinese Academy of Sciences, China (2010)

Memorandum of Understanding between National Institute for Environmental Studies, Tsukuba, Japan the Institute of Applied 

Ecology, Chinese Academy of Sciences, Shenyang, China for the Establishment of a Cooperative Program of Academic and 

Scientific Exchange (2011)

Memorandum of Understanding between National Institute for Environmental Studies Japan and Chinese Research Academy of 

Environmental Sciences China for joint research on air quality, and assessment of impacts for the East Asian Atmosphere(2012)

Collaborative research agreement(2013)
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②国際研究協力協定 （GOSAT-RA 関係）

ド イ ツ Contract for the research support (2011)

ニュージーラ ン ド Independent contractor agreement (2011)

ネ パ ー ル Memorandum of understanding between National Institute for Environmental Studies Japan and bear research and conservation 

Nepal (BRCN) for a Banking of Biological Resources and Research on the Genetic Diversity of Endangered Species(2012)

ベ 　 ト 　 ナ 　 ム MoU on Joint Research on Development of Future Visions for Municipal Solid Waste Management Systems in Vietnam between 

NIES and Institute of Science for Environment Management, Vietnam (2009)

MoU on Joint Research on Accumulation of Municipal Solid Waste Data in Vietnam between NIES and Institute for Urban 

Environment and Industry of Vietnam, Vietnam (2009)

MoU on between NIES and the Institute of Ecology and Biological Resources Vietnam Academy of Science and Technology, 

Vietnam (2010) 

Project Agreement by and between National Institute for Environmental Studies Japan and Institute of Science for Environment 

Management Vietnam (2011)

Project Agreement by and between National Institute for Environmental Studies Japan and Institute for Urban Environment and 

Industry of Vietnam Vietnam (2011)

Memorandum of Understanding on Joint Research on Accumulation of municipal solid waste data in Vietnam between National 

Institute for Environmental Studies Japan and Institute for Urban Environment and Industry of Vietnam Vietnam， project 

agreement by and between National Institute for Environmental Studies Japan and Institute for Urban Environment and 

Industry of Vietnam Vietnam (2012)

Project Agreement by and between National Institute for Environmental Studies Japan and Institute for Urban Environment and 

industry of Vietnam Vietnam (2012)

マ レ ー シ ア Collaborative Research on Tropical Forest Ecology and Biodiversity (1991)

モ 　 ン 　 ゴ 　 ル MoU on Joint Research on Quality Assurance/Quality Control (QA/QC) of the Dust and Sandstorm (DDS) Monitoring 

Network System in Mongolia and the Data Analysis for early warning implemented by NIES and The National Agency for 

Meteorology, Hydrology and Environment Monitoring, Mongolia (2007)

ロ 　 　 シ 　 　 ア Agreement on Cooperative Research Projects between NIES and Institute of Microbiology, Russian Academy of Sciences (1994)

Agreement on Cooperative Research Projects between NIES and Institute of Atmospheric Optics, Russian Academy of Sciences  

(1997)

MoU on Joint Research concerning the Evaluation of Genetic Diversity and Cell Preservation of Rare Birds between NIES and 

Bolonski State Nature Reserve (BSNR) 　 (2009)

欧 州 宇 宙 機 関 Globemission project (2010)

国際連合環境計画 MOU between UNEP and NIES （国際連合環境計画と NIES の合意文書） (1991)

国名等 研究所間の共同研究

ア メ リ カ合衆国 Infrared Validation and Mid-Tropospheric CO2 from the FTS GOSAT Sensor (2008)

Trace gas remote sensing using near IR and longwave IR (2008)

Validation of LIDAR System for the Measurement of CO2 (2008)

Evaluation and Validation of GOSAT CAI Vegetation Index Products Using MODIS, AVHRR, and In Situ Data over the 

Conterminous United States and Hawaii (2008)

Assessment of GOSAT TIR FTS absolute calibration through validation (2009)

Validation of GOSAT Data Products (2009)

GOSAT and Oceanographic Observations of CO2 and CH4 on the Laptev and East Siberian Shelf Seas (2009)

Comparison of GOSAT CH4 and CO2 with NOAA/NESDIS operational trace gases products retrieved from AIRS, IASI and CrIS 

and use of CAI aerosol product for NOAA synergy studies of using satellite data for air quality applications (2009)

Assessment of GOSAT Radiance Responses to the Lower Atmospheric CO2 Concentration Change and Impact of Aerosols and 

Clouds on CO2 Concentration Retrievals (2009)

Comparison of GOSAT retrievals of the CO2 and CH4 column mole fractions with in-situ data and estimates produced by the 

CarbonTracker data assimilation system. (2009)

Application of GOSAT/TANSO-FTS to the Measurement of Volcanic CO2 Emissions (2009)

Global Analysis of Carbon Sources and Sinks with a Comprehensive Model Optimized with GOSAT/TANSO Observations (2009)

GOSAT Synergies for Ground-Reference of CH4-Emissions from Geologic and Biologic Mid-Latitude and Arctic Sources (2009)

Tracing and quantifying power plant CO2 emissions with GOSAT: Validation and Modeling in the Four Corners New Mexico to 

Oklahoma Region (2010)

Assessment and monitoring of CO2 and CH4 in wildfire and healthy boreal forest, Interior Alaska (2011)

Assessment of GOSAT/TANSO-FTS CO2 variations in relation to biomass burning and vegetation fires (2011)

Validation of satellite-derived methane budgets from fugitive fossil fuel industrial emissions (2011)

Validation of GOSAT CO2 Retrievals over the United States with in-situ CO2 Measurements during ASCENDS Science 

Campaigns and Improvement of Fluorescence Retrievals with GOSAT (2012)

国名等 国際研究協力協定等
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イ 　 ギ 　 リ 　 ス Application of GOSAT data in a 4D-Var data assimilation system in combination with other greenhouse gas observations to 

better estimate CO2 and CH4 fluxes (2008)

The UK Universities contribution to the analysis of GOSAT L1 and l2 data: towards a better quantitative understanding of 

surface carbon fluxes (2008)

Using Envisat MERIS MTCI to characterize the response of the terrestrial biosphere to spatio-temporal variability in 

atmospheric carbon dioxide as measured by GOSAT FTS (2009)

Using GOSAT to help improve the representation of wetlands and associated CH4 cycle in the next generation global land 

surface models (2009)

イ 　 タ 　 リ 　 ア Cross-validation of IASI/METOP-A and TANSO-FTS/GOSAT level 2 products for carbon dioxide (2009)

Definition, implementation and validation of a prototype software system aimed at the atmospheric corrections for the retrieval 

of solar-induced fluorescence (2009)

イ ン ド Interaction Between Atmospheric Greenhouse Gases & Terrestrial Biospheric Processes Over Indian Subcontinent (2009)

Estimation of tropical forest biophysical parameters using near UV and NIR reflectance from GOSAT TANSO-CAI sensor 

(2011)

イ ン ド ネ シ ア REDD Plus and Estimation of land-atmosphere carbon exchange using ground-based and GOSAT data in Industrial Plantation 

Forest: Paser-East Kalimantan and Jambi 　 (2011)

オ ラ ン ダ Retrieval of methane, carbon dioxide and water vapor from GOSAT near-infrared spectra (2008)

Intercomparison of CO2 fluxes estimated using inverse modeling of GOSAT and OCO measurements (2008)

Study of aerosol and cloud properties using the polarization of the O2A-band (2008)

Retrieval of CH4 from GOSAT-FTS measurements using a full physics approach based on accurate radiative transfer and an 

approach using the CO2 column as a light path proxy (2011)

オース ト ラ リ ア Assimilating GOSAT CO2 into a combined weather/climate model (2011)

Integrated mapping and modeling of water and carbon footprints of Australian irrigated agricultural systems (2011)

カ ナ ダ Validation of GOSAT Measurements Using Ground-Based and Satellite Data (2009)

Evaluation of Applicability of GOSAT Data for Monitoring of Green House Gases (GHG) Emissions from Tailing Ponds and 

Upgrader Operations in Oil Sands Production Area, Alberta, Canada (2009)

Chemical data assimilation and inverse modeling of atmospheric CO2 (2009)

Assimilation of GOSAT observations in the Environment Canada Carbon Assimilation System (EC-CAS) and complementary 

systems (2011)

Estimation and attribution of global CO2 surface fluxes using satellite observations of CO2 and CO from TES, GOSAT, and 

MOPITT (2011)

韓 国 Quantification of radiative forcing of CO2 and black carbon from GOSAT measurements with the aid of Asia Carbon Tracker 

and numerical models (2009)

Evaluation of long-range transport of greenhouse gases (hereinafter refer to as “GHGs” )(CO2 and CH4) and estimation of 

GHGs emission sources using GOSAT data and atmospheric chemistry model for the better understanding of carbon cycle 

(2011)

シ ン ガ ポ ー ル Satellite-Borne Quantification of Carbon Dioxide Emissions from Volcanoes and Geothermal Areas (2009)

ス ペ イ ン The role of oceanic mesoscale structures in the air-sea fluxes (2011)

台 　 　 　 　 　 湾 Comparing path radiances estimated using GOSAT CAI images and Formosat II images （2011）

チ ェ コ Modeling of the CO2 and CH4 fluxes using advanced mathematical techniques (2009)

中 国 Analysis of Spatial and Temporal Relationship Between Greenhouse Gases and Landuse/Landcover in China (2008)

The validation of GOSAT CO2 flux product over the grasslands (2011)

Spatial and temporal dynamics detection of the greenhouse gas emissions from the Three Gorges region of China 　 (2011)

Retrieval algorithm development (2012)

ド イ ツ Cloud remote sensing using GOSAT instruments (2008)

Towards CONsistent long-term SCIAMACHY and GOSAT greenhouse gas data sets (CONSCIGO) (2008)

Distributions of CO2 and CH4 over Eurasia between 30°N-90°N (2008)

Non standard cloud, aerosol, and albedo products (2008)

Quantification of the carbon cycle in Europe and Western Africa by the top-down method (2008)

Validation of TANSO CH4 columns and profiles by ground-based solar absorption FTIR (2008)

Validation of GOSAT methane, carbon dioxide, and water vapor at the Ground-Truthing Facility Garmisch/Zugspitze (2009)

Validation of Vertical Profiles and Column Densities Retrieved from Nadir Infrared Sounders (2010)

Retrievals of atmospheric CO2 from GOSAT observations based on accurate vector radiative transfer modeling of scattering 

atmospheres (2010)

Space-based analysis of the relationship between vegetation functioning and atmospheric CO2 and　 CH4 greenhouse gases (2012)

Development of a TCCON-based validation product for GOSAT water vapour retrievals (2012)

ニュージーランド Southern Hemisphere validation of GOSAT XCO2 and XCH4 from TCCON solar FTS measurements in Australia and New 

Zealand (2008)

ノ ル ウ エ ー Greenhouse Gas Emissions in South Asia using Inverse Modeling (2009)(2013/2/28 に契約終了 )

国名等 研究所間の共同研究
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　 4) 外国人研究者一覧 （研究系契約職員を除 く ）

①客員研究員 （10）

フ ィ ン ラ ン ド Validation of GOSAT/TANSO GHG observations through surface-, tower- and FTIR measurements at the Sodankyla-Pallas 

Satellite pixel (67oN, 27oE) (2009)

CO2 Balances using Remote Sensing, FTIR spectroscopy, In Situ Measurements and Earth System Modeling (2009)

Carbon balance of selected agricultural soils in southern Finland estimated using GOSAT/FTS satellite sensory data - effect of 

soil type and management practices on CO2 and CH4 vertical flux estimates (2011)

ブ ラ ジ ル Assimilation and validation in Coupled Aerosol Tracers and Transport model to the Brazilian developments on the Regional 

Atmospheric Modeling System and the version of CPTEC General Circulation Atmospheric Model Including chemistry and 

aerosol (2009)

フ ラ ン ス Geophysical parameters derived from TANSO/FTS and CAI data (2008)

Correlative TIR, SWIR and NIR measurements for GOSAT (2009)

Quality control of radiances, validation of greenhouse gas products, and study of CO2 diurnal cycle. (2009) （2013/3/7 に契約

終了）

Estimation of CO2 and CH4 surface fluxes (2009)

Transport processes over the Mediterranean Basin as diagnosed from the evolution of long-lived species: Spaceborne 

measurements and modeling studies (2011)

ベ ル ギ ー Atmospheric Composition and Chemistry-Climate interactions with GOSAT (2009)

ロ シ ア Simulation of cirrus clouds and humidity in UTLS by using coupled cirrus/trajectory model and the modification of the transport 

models used for the purposes of greenhouse gases inversion (2008)

Development of methods and software for retrieval of CO2 and CH4 spatial distributions from TANSO-FTS and TANSO-CAI 

sensors data and application of these methods for atmosphere over Western Siberia (2008)

Development of radiative transfer technique for arbitrary 3D geometry with consideration of polarization effect (2008)

Development of the column amount and concentration profiles retrieving algorithms for CO2 and CH4 from satellite data using 

a priori information (Neural Network approach) (2008)

Application of GOSAT FTS data to calibrating models of terrestrial carbon sink (2008)

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

メ キ シ コ Escalera Váquez Luis Humberto 福島 　 路生 Changes in fish community structure due to 

anthropogenic impacts in the Mekong River

（和訳 ： メ コ ン川流域での人間活動のイ ンパ

ク ト が引き起こす魚類の群衆構造変化）

24.4.1 ～ 25.3.31

中 　 　 　 国 （JIAHUA, Xing） 今村 　 隆史 大気エア ロ ゾルの生成 ・ 消滅と環境影響に

関する研究

24.4.1 ～ 25.3.31

劉 　 晨 （LIU, Chen） 王 　 勤学 長江流域における人間生活が環境負荷量に

与え る影響の評価

24.4.1 ～ 25.3.31

孫 　 穎 (SON, Ei) 藤田 　 壮 日中製造業のグ リ ーンサプラ イチェーンマ

ネジ メ ン ト （GSCM） に関する研究

24.4.1 ～ 25.3.31

李 玉友 （LI Yuyou） 徐 　 開欽 バイオマスからの水素 ・ メ タ ン発酵に関す

る技術開発

24.4.1 ～ 25.3.31

タ 　 イ YOOCHATCHAVAL, 

Wilasinee

珠坪 　 一晃 都市排水処理システムの最適化   

Optimization of sewage treatment system

24.5.1 ～ 25.3.31

CHOEISAI, Pairaya 珠坪 　 一晃 有機性廃水の処理特性の評価 Evaluation of 

treatment technology for organic wastewater

24.5.1 ～ 25.3.31

WANGYAO, Komsilp 山田 　 正人

石垣 　 智基

Appropriate waste landfill management in 

Thailand （タ イ国における適切な廃棄物埋立

地管理）

24.5.1 ～ 25.3.31

JUTAGATE, Tuantong 福島 　 路生 戦略的環境アセス メ ン ト 技術の開発と自然

再生の評価に関する研究 （流域プロ グ ラ ム

PJ2)

24.5.1 ～ 25.3.29

ネ パ ー ル SHOBHAKAR DHAKAL 山形与志樹 グ ローバルカーボンプロ ジェ ク ト 事業支援、

都市と地域の炭素管理に関する研究

24.8.10 ～ 25.3.31

国名等 研究所間の共同研究
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②共同研究員 （15）

③研究生 （9）

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

ア メ  リ  カ RAND,Peter S 福島 　 路生 猿払川における イ ト ウの分布、 現存量、 生

活史に関する研究

25.3.18 ～ 25.6.8

フ ラ ン ス DREYFUS,Magali Isabelle 藤田 　 壮 アジアのコベネフ ィ ッ ト 都市研究の実践と

解析手法の構築

22.9.10 ～ 24.10.7

ロ シ ア BELIKOV Dmitry Shamil 

Maksyutov

北極域における温室効果気体の循環と その

気候応答の解明

24.4.1 ～ 25.3.31

タ イ SUTHWAREE Jeeranut 大原 　 利眞 大気微量成分分析によ る アジア地域におけ

る大気質の変化の観測

24.4.1 ～ 25.3.31

イ ギ リ ス BROWN,Philip Andrew 谷本 　 浩志 プロ ト ン移動反応質量分析計を用いた二次

有機エア ロ ゾル生成に関する実験室的研究

25.3.1 ～ 25.8.31

JONES Charlotte Emily 大原 　 利眞 高速 GC システムを用いた植物由来 VOCs

の測定

24.4.1 ～ 25.3.31

イ 　 ン 　 ド VALSALA, Vinu K. Shamil 

Maksyutov

GOSAT プロ ジェ ク ト のための海洋 CO2 フ

ラ ッ ク スの試算

24.5.11 ～ 25.3.31

ベ ト ナ ム LE, Minh Tuan 中島 　 大介 環境中化学物質の包括的安全性評価手法の

開発とベ ト ナムへの適用

24.11.28 ～ 25.3.31

NGUYEN, Quang Trung 中島 　 大介 環境中化学物質の包括的安全性評価手法の

開発とベ ト ナムへの適用

24.11.28 ～ 25.3.31

中 　 　 　 国 　 平 　 (JIANG, Ping) 藤田 　 壮 アジアのコベネフ ィ ッ ト 都市研究の実践と

解析手法の構築

22.9.1 ～ 24.8.31

哈斯 　 巴干 (HASI, Bagann) 山形与志樹 衛星画像と統計データによ る都市成長分析 25.3.1 ～ 25.3.31

ポーラ ン ド MULKIEWICZ, Ewa 平野靖史郎 ナ ノ マテ リ アルのハイ スループ ッ ト 毒性評

価方法の開発

24.7.24 ～ 25.8.18

WOZNIAK, Michal 24.8.27 ～ 24.11.5

BOLEK, Tomasz 24.10.9 ～ 25.3.31

IDASZEK, Joanna 24.12.12 ～ 25.1.6

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

韓 　 　 　 国 朴 　 正彩 (PARK, Jeongchae) 堀口 　 敏宏 Analysis of Causal factors for declining the 

star-spotted dogfish population in Tokyo Bay

24.4.1 ～ 25.3.31

中 　 　 　 国  (YIN, Wenyue) 青木 　 康展

鑪迫 　 典久

産業排水の生物影響及びその毒性要因評価 24.4.1 ～ 25.3.31

呉 　 亜鵬 (WU, Ya-Peng) 徐 　 開欽 アジア地域に適し た有機性廃棄物の低コ ス

ト 処理技術の開発

24.4.1 ～ 25.3.31

林 　 曄 (LIN, Ye) 青柳みど り

一ノ 瀬俊明

屋外快適性 と低炭素を両立するための計算

流体力学的手法にも とづ く 環境配慮型街区

設計

24.4.1 ～ 25.3.31

陳 　 曦 (CHEN, Xi) 徐 　 開欽 有用藻類からの有価物生産資源化循環技術

開発研究

24.4.1 ～ 25.3.31

呂 　 志江 (LU, Zhijiang) 徐 　 開欽 水生植物を活用し た浄化 ・ 資源化 ・ 環境影

響評価技法の開発に関する研究

24.4.1 ～ 25.3.31

モ ロ ッ コ BADISS Mahmoud 徐 　 開欽 活性汚泥法における AOSD （人工知能方式

酸素供給デバイ ス） システム導入によ る省

エネ技法の生物化学的機能解析

24.4.1 ～ 25.3.31

ス イ ス KAECH, Heidi 野原 　 恵子 長期 ヒ 素暴露によ る遺伝子レベルのエピ

ジェネテ ィ ッ ク変化に関する研究

Epigenetic modification of target genes by 

long-term arsenic exposure

24.9.24 ～ 24.12.21

タ イ AVAKUL, Piyathap 野原 　 精一

福島 　 路生

メ コ ン川流域の複数貯水池における栄養塩

循環

Nutrient cycling of multiple dam reservoirs in 

the Mekong River basin

25.3.24 ～ 25.3.31
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　 5) 国際協力等に係わる外国への依頼出張

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間

ア メ リ カ 住 　 明正 理事 独立行政法人日本

学術振興会

日本学術振興会ワシン ト ン研究連絡セン タ

主催シンポジウ ム 「気候変動シンポジウ

ム」 出席

25.2.21 ～

25.2.24

内田 　 昌男 環境計測研究セン ター 国立極地研究所 ア ラ スカ湖沼 メ タ ン ・ 湖底堆積物観測 25.3.17 ～

25.3.30

内田 　 昌男 環境計測研究セン ター 国立極地研究所 ア ラ スカ地域においてフ ラ ッ ク ス等の観測

を実施

24.8.25 ～

24.9.14

中嶋 　 信美 生物 ・ 生態系環境研究セン ター ILSI Japan（ 国際生命

科学研究機構）

ISBGM012 への参加 24.9.16 ～

24.9.23

中山 　 祥嗣 環境健康研究セン ター 一般社団法人環境

情報科学セン ター

エコチル調査に関する企画調査実施に係る

ISES な らびに International 　 WG の出席

24.10.28 ～

24.11.4

住 　 明正 理事 東京大学大気海洋

研究所

HPCI －創生合同ワーク シ ョ ッ プ会議出席 25.3.19 ～

25.3.24

オーストラリア 江守 　 正多 地球環境研究セン ター 一般財団法人 リ

モー ト ・ センシン

グ技術セン ター

IPCC WG1 AR5 LA4 出席 25.1.11 ～

25.1.20

野尻 　 幸宏 地球環境研究セン ター 一般財団法人 リ

モー ト ・ センシン

グ技術セン ター

IPCC WG1 AR5 LA4 出席 25.1.12 ～

25.1.18

イ ギ リ ス 染矢 　 雅之 JSPS 特別研究員 バー ミ ンガム大学 INTERFLAME 　 ワーク シ ョ ッ プ参加 24.9.18 ～

24.9.23

鈴木 　 剛 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター バー ミ ンガム大学 INTERFLAME 　 ワーク シ ョ ッ プ参加 24.9.18 ～

24.9.22

鑪迫 　 典久 環境 リ ス ク研究セン ター いであ株式会社 化学物質の内分泌か く 乱作用に関する日英

共同研究第 14 回日英共同ワーク シ ョ ッ プ

へ出席

24.10.30 ～

24.11.8

滝上 　 英孝 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター バー ミ ンガム大学 INTERFLAME 　 ワーク シ ョ ッ プ参加 24.9.18 ～

24.9.23

イ タ リ ア 堀口 　 敏宏 環境 リ ス ク研究セン ター 国立大学法人御茶

ノ水女子大学

日本学術振興会 　 二国間交流事業 　 第 5 回

日伊共同セ ミ ナーへの出席

24.11.25 ～

24.12.1

児玉 　 圭太 環境 リ ス ク研究セン ター 日伊生物学会 日本学術振興会 　 二国間交流事業 　 第 6 回

日伊共同セ ミ ナーへの出席

24.11.25 ～

24.12.1

藤田 　 壮 社会環境システム研究セン ター the University of 

Naples

Port Cities as Hotspots of Creative nnd 

Sustainable Local Development に出席

24.8.30 ～

24.9.5

鈴木 　 規之 環境 リ ス ク研究セン ター 株式会社エ ッ ク ス

都市研究所

①第 16 回環境中におけ る重金属の国際会

議 （ICHMET）

②第 4 回 UNEP 世界水銀パー ト ナーシ ッ プ

助言グループ （PAG） 会合に出席

24.9.25 ～

24.9.30

韓 国 渡邉 　 英宏 環境計測研究セン ター 韓国 MRI 学会 ICMRI & KSMRM 大会に参加し、 発表する 25.3.29 ～

25.3.31

五藤 　 大輔 地域環境研究セン ター ソ ウル国立大学 ソ ウル国立大学でのセ ミ ナー発表及び

UNEP/ABCー Asia プロ ジェ ク ト の打合せ

24.4.12 ～

24.4.14

山田 　 正人 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター 一般社団法人廃棄

物資源循環学会

韓国廃棄物学会における研究発表 24.5.9 ～

24.5.11

三枝 　 信子 地球環境研究セン ター 独立行政法人日本

学術振興会

AsiaFlux と CarbonEastAsia 特別セ ッ シ ョ ン

出席

24.7.25 ～

24.7.28

高橋 　 善幸 地球環境研究セン ター 独立行政法人日本

学術振興会

AsiaFlux と CarbonEastAsia 特別セ ッ シ ョ ン

出席

24.7.25 ～

24.7.28

大原 　 利眞 地域環境研究セン ター Metoropolitan Air 

Quality Management 

Office

Syｍposium on Air Policy for Major Cities in 

Korea

24.7.18 ～

24.7.20

青木 　 康展 環境 リ ス ク研究セン ター チョ ンナム国立大学 チ ョ ンナム国立大学での講演 24.10.3 ～

24.10.5
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韓 国 上田 　 佳代 環境健康研究セン ター ソ ウル大学 日韓台室内環境学会講演 24.10.21 ～

24.10.23

高見 　 昭憲 地域環境研究セン ター LTP プロ ジェ ク ト

事務局

第 15 回 LTP 専門家会合出席 24.11.13 ～

24.11.16

大原 　 利眞 地域環境研究セン ター 韓国大気環境学会 韓国大気環境学会 と のジ ョ イ ン ト シンポジ

ウ ムでの講演

24.10.24 ～

24.10.26

ス イ ス 久保田 　 泉 社会環境システム研究セン ター 株式会社エ ッ ク ス

都市研究所

水銀条約政府間交渉委員会第 5 回会合

（INC5） 出席

25.1.10 ～

25.1.22

鈴木 　 規之 環境 リ ス ク研究セン ター IPCP （化学汚染に

関する国際パネル）

IPCP （化学汚染に関する国際パネル） 評議

員会に出席

25.1.6 ～

25.1.10

柴田 　 康行 環境計測研究セン ター 日本エヌ ・ ユー ・

エス株式会社

Meeting 　 of 　 the coordination group under 

the global monitoring plan for persistent 

organic pollutants への出席

24.10.9 ～

24.10.14

タ 　 　 イ 花崎 　 直太 地球環境研究セン ター 東京大学生産技術

研究所

IMPAC-T プロ ジェ ク ト ワーク シ ョ ッ プ参

加

25.1.26 ～

25.1.30

花崎 　 直太 地球環境研究セン ター 独立行政法人国際

協力機構 （JICA)

タ イ水資源管理戦略委員会と の合同会議出

席

24.4.25 ～

24.4.27

花崎 　 直太 地球環境研究セン ター 独立行政法人国際

協力機構 （JICA)

SATREPS IMPACー T プロ ジェ ク ト で

H ０ ８ 講習会を行 う

24.7.8 ～

24.7.13

青柳みど り 社会環境システム研究セン ター 公共財団法人地球

環境戦略研究機関 

（IGES）

LoCARBNet First Annual Meeting 出席 24.10.14 ～

24.10.18

高見 　 昭憲 地域環境研究セン ター UNU ＆ GIST 　 Joint 

Programme (IERC)

10th Annual UNU&GIST Symposiuml( 越境大

気汚染に関する講演）

24.10.16 ～

24.10.19

花崎 　 直太 地球環境研究セン ター 独立行政法人科学

技術振興機構

IMPAC-T プロ ジェ ク ト ワーク シ ョ ッ プ参

加

24.8.5 ～

24.8.11

台 湾 芦名 　 秀一 社会環境システム研究セン ター 中華経済研究院 International Conference on Low Carbon 

Energy and Economy 出席

24.5.29 ～

24.6.2

芦名 　 秀一 社会環境システム研究セン ター Kaohsiung City 

Government

US-Taiwan 　 Sustainability Symposium 出席 24.12.9 ～

24.12.12

小林 　 拓朗 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター 東北大学 第 ８ 回革新的嫌気性技術国際ワーク シ ョ ッ

プに参加 ・ 発表

24.8.26 ～

24.8.30

大垣眞一郎 理事長 National Science 

Councill,Taiwan

「2012Annual Enviromental Engineering 

Meeting」 での基調講

24.11.22 ～

24.11.25

芦名 　 秀一 社会環境システム研究セン ター 台湾総合研究院 Energy Statistics Seminar への出席 24.11.19 ～

24.11.22

中 国 清水 　 英幸 企画部国際室 北京大学 2012 International Low-Carbon Forum of 

Urban and Regional Development への参加

（都市と 地域発展の国際低炭素フ ォーラ ム

2012 への参加）

24.4.22 ～

24.4.26

鑪迫 　 典久 環境 リ ス ク研究セン ター 横浜国立大学 NSFC-JST 共同研究” 効率的排水管理のた

めの毒性評価と毒性削減手法の開発” に関

する WS へ出席

24.12.11 ～

24.12.15

水落 　 元之 地域環境研究セン ター 公共財団法人地球

環境戦略研究機関 

（IGES）

分散型排水処理モデル施設に関する評価会

に出席

24.12.10 ～

24.12.13

水落 　 元之 地域環境研究セン ター 公共財団法人地球

環境戦略研究機関 

（IGES）

分散型排水処理モデル施設に関する専門家

会合出席のため

24.12.24 ～

24.12.26

藤田 　 壮 社会環境システム研究セン ター 環境省 ①事前打合せ

②川崎 ・ 瀋陽 「環境にやさ しい年構築モデ

ル事業」 国際検討会合出席

25.1.14 ～

25.1.16

水落 　 元之 地域環境研究セン ター 公共財団法人地球

環境戦略研究機関 

（IGES）

中国山東省威海市におけ る分散型排水処理

モデル施設に関する確認作業

25.1.10 ～

25.1.13

水落 　 元之 地域環境研究セン ター 公共財団法人地球

環境戦略研究機関 

（IGES）

平成 24 年度農村地域等におけ る アンモニ

ア性窒素等総量削減協力事業」 事業報告書

作成

25.2.4 ～

25.2.6

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間
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中 国 藤田 　 壮 社会環境システム研究セン ター 環境省 環境にやさ しい都市構築モデル事業国際検

討会出席

25.3.21 ～

25.3.23

藤井 　 実 社会環境システム研究セン ター 環境省 環境にやさ しい都市構築モデル事業国際検

討会出席

25.3.21 ～

25.3.23

徐 　 開欽 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター 南京師範大学 流域管理と 分散型排水処理に関する講演と

打合せ

24.4.4 ～

24.4.8

川本 　 克也 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター the Hong Kong 

Institutinon of 

Engineers(HKIE)

THE 　 HKIE 　 CIVIL DIVISION 　

INTERNATIONAL CONFERENCE 　

24.4.25 ～

24.4.28

水落 　 元之 地域環境研究セン ター 公共財団法人地球

環境戦略研究機関 

（IGES）

精華大学関係者等 と の打合せのため 24.4.15 ～

24.4.18

一 ノ瀬俊明 社会環境システム研究セン ター 中国科学院 国際ワーク シ ョ ッ プ参加 24.4.24 ～

24.4.29

梁 　 乃申 地球環境研究セン ター 北海道大学、 中国

科学院

中国青海チベッ ト ・ 内モンゴルにおけ る土

壌呼吸観測

24.5.7 ～

24.5.19

鏑木 　 儀郎 理事 独立行政法人国際

協力機構 （JICA)

「環境と 教育 （環境と 文化）」 循環型経済推

進プロ ジェ ク ト に関する講演

24.5.23 ～

24.5.26

藤田 　 壮 社会環境システム研究セン ター 独立行政法人国際

協力機構 （JICA)

エコ タ ウ ン研究会議出席 24.6.6 ～

24.6.9

水落 　 元之 地域環境研究セン ター 財団法人地球環境

戦略研究機関

（IGES）

中国四川省徳陽市及び眉山市における現地

調査等のため

24.6.9 ～

24.6.14

水落 　 元之 地域環境研究セン ター 財団法人地球環境

戦略研究機関

（IGES）

中国江蘇省泰州市におけ る分散型排水処理

モデル施設の定期点検及び運転調整等指導

のため

24.7.4 ～

24.7.7

中山 　 祥嗣 環境健康研究セン ター 一般社団法人環境

情報科学セン ター

エコチル調査に関する企画調査実施に係る

国際連携のための非公式会議への出席

24.6.25 ～

24.6.28

水落 　 元之 地域環境研究セン ター 公益財団法人地球

環境戦略研究機関 

(IGES)

中国河北省張家口市における分散型排水モ

デル施設の確認作業

24.8.8 ～

24.8.11

藤田 　 壮 社会環境システム研究セン ター 大連理工大学 循環型拠点システムに関する研究打ち合わ

せ

24.8.17 ～

24.8.20

五藤 　 大輔 地域環境研究セン ター 東京大学 Atmospheric Brown Clouds Meeting 出席 24.9.11 ～

24.9.15

水落 　 元之 地域環境研究セン ター 財団法人地球環境

戦略研究機関

（IGES）

今年度事業モデル地区 （四川省徳陽市） に

おけ る施設設置に係る現地調査及び地元関

係者 と の打合わせ

24.9.4 ～

24.9.8

水落 　 元之 地域環境研究セン ター 地球環境技術シス

テム研究室

中国新疆ウ イ グル自治区ウルムチ市におけ

る分散型排水処理モデル施設の確認及び打

ち合わせ

24.10.15 ～

24.10.19

菅谷 　 芳雄 環境 リ ス ク研究セン ター 一般社団海外環境

協力セン ター

第 6 回日中韓におけ る化学物質管理に関す

る政策ダ イ ヤローグ ・ 日中韓専門家会合参

加

24.10.28 ～

24.11.1

鈴木 　 規之 環境 リ ス ク研究セン ター 一般社団法人海外

環境協力セン ター

第 6 回日中韓におけ る化学物質管理に関す

る政策ダ イ ヤローグおよび日中韓専門家会

合に出席

24.10.28 ～

24.11.1

水落 　 元之 地域環境研究セン ター 財団法人地球環境

戦略研究機関

（IGES）

中国重慶市におけ る分散型排水処理モデル

施設の設計に関する打ち合わせ

24.11.11 ～

24.11.15

梁 　 乃申 地球環境研究セン ター 北京大学 ① AOGSー AGU （WPGM） Joint Assembiy

参加他

24.8.21 ～

24.8.27

川本 　 克也 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター the Hong Kong 

Institutinon of 

Engineers(HKIE)

THE 　 HKIE 　 CIVIL DIVISION 　

INTERNATIONAL CONFERENCE 　 2012 へ

の参加のため

24.4.25 ～

24.4.28

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間
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ド イ ツ 蛯江 　 美孝 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター 一般財団法人地球・

人間環境フォ ーラ ム

IPCC 人工湿地ガイ ド ラ イ ンに関する第 2

回サイエン ス ミ ーテ ィ ング出席

25.1.6 ～

25.1.12

町田 　 敏暢 地球環境研究セン ター IGAS IGAS kick-off Meeting 出席 25.1.27 ～

25.1.31

芦名 　 秀一 社会環境システム研究セン ター Potsdam Institute for 

Climate Impact 

Research

LIMITS 　 Meeting 出席 24.6.5 ～

24.6.9

蛯江 　 美孝 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター 公益財団法人日本環

境整備教育センタ ー

欧州におけ るパッ ケージプラ ン ト の実態調

査及び欧州規格協会 （CEN） 主催 WS への

参加

24.10.18 ～

24.10.20

フ ラ ン ス 佐藤 　 洋 理事 一般社団法人環境

情報科学セン ター

Prenatal Programming and Toxicity への 出席 24.5.13 ～

24.5.18

中山 　 祥嗣 環境健康研究セン ター 一般社団法人環境

情報科学セン ター

国際連携のための非公式会議な らびに

PPTOX への出席

24.5.12 ～

24.5.17

鈴木 　 規之 環境 リ ス ク研究セン ター 株式会社エ ッ ク ス

都市研究所

OECD 化学品グループ /PRTR タ ス ク

フ ォース （第 15 回） に出席

24.9.9 ～

24.9.13

蛯江 　 美孝 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター 公益財団法人日本環

境整備教育センタ ー

欧州におけ るパッ ケージプラ ン ト の実態調

査及び欧州規格協会 （CEN） 主催 WS への

参加

24.10.13 ～

24.10.16

竹内 　 文乃 環境健康研究セン ター 一般社団法人環境

情報科学セン ター

14C Workshop 参加 24.11.11 ～

25.11.15

ベ ト ナ ム 野尻 　 幸宏 地球環境研究セン ター 独立行政法人国際

協力機構 （JICA)

ベト ナム国家温室効果ガスイ ンベント リ ー策

定能力向上プロ ジェク ト 中間レビュ ー調査

24.12.16 ～

24.12.20

中島 　 大介 環境 リ ス ク研究セン ター 公立大学法人北九

州市立大学

VAST-JSPS 二国間交流事業共同研究実施 25.2.23 ～

25.3.2

中島 　 大介 環境 リ ス ク研究セン ター 公立大学法人北九

州市立大学

VAST-JSPS 二国間交流事業共同研究打合

せに出席

24.9.8 ～

24.9.11

珠坪 　 一晃 地域環境研究セン ター 長岡技術科学大学 ラ グーンにおける温室効果ガス排出状況の

調査及び研究打ち合わせ

24.10.28 ～

24.11.1

マレーシア 藤野 　 純一 社会環境システム研究セン ター 日本サステナブル

協会

International Seminar on Sustainable Cities in 

Asia セ ミ ナーへの出席及びプ ト ラ ジャヤ市

担当者と の情報交換会参加

25.1.20 ～

25.1.23

藤野 　 純一 社会環境システム研究セン ター 京都大学 アジア地域の低炭素社会シナ リ オ開発研究

に関する現地会合

24.4.1 ～

24.4.4

芦名 　 秀一 社会環境システム研究セン ター 京都大学 アジア地域の低炭素社会シナ リ オ開発研究

に関する施設見学及び打合せ

24.6.18 ～

24.6.22

芦名 　 秀一 社会環境システム研究セン ター 京都大学 アジア地域の低炭素社会シナ リ オ開発研究

に関する現地会合出席

24.7.3 ～

24.7.11

藤野 　 純一 社会環境システム研究セン ター 京都大学 ①アジア地域の低炭素社会シナ リ オ開発研

究に関する現地会合出席

② WGIA10 に参加、 発表を行 う

24.7.1 ～

24.7.13

芦名 　 秀一 社会環境システム研究セン ター 京都大学 SATREPS 研究プロ ジェ ク ト の社会実装に

向けた調査

24.8.26 ～

24.8.31

芦名 　 秀一 社会環境システム研究セン ター 京都大学 SATREPS 研究プロ ジェク ト に関する 会合出席 24.9.4 ～

24.9.6

芦名 　 秀一 社会環境システム研究セン ター 京都大学 SATREPS 研究プロ ジェク ト に関する 会合出席 24.9.25 ～

24.9.28

芦名 　 秀一 社会環境システム研究セン ター 京都大学 SATREPS 研究プロ ジェク ト に関する 会合出席 24.11.4 ～

24.11.7

滝上 　 英孝 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター 京都大学 Asian Core Program 第 2 回包括シンポジウ

ム出席及び研究対象流域視察

24.11.21 ～

24.11.24

藤野 　 純一 社会環境システム研究セン ター 京都大学 アジア地域の低炭素社会シナ リ オ作 り に関

する現地会合および打合せ

24.10.30 ～

24.11.8

ロ シ ア 金谷 　 弦 地域環境研究セン ター 東北大学東北アジ

ア研究セン ター

チャ ニー湖生物 ・ 環境調査 24.8.6 ～

24.8.21

江守 　 正多 地球環境研究セン ター 一般財団法人地球・

人間環境フォ ーラ ム

IPCC 　 Task Group on Data and Scenario for

出席

24.9.16 ～

24.9.22
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メ キ シ コ 久保田 　 泉 社会環境システム研究セン ター 株式会社エ ッ ク ス

都市研究所

科学物質と 廃棄物分野の資金オプシ ョ ンに

関する協議プロセス会合出席

24.5.29 ～

24.6.2

松橋 　 啓介 社会環境システム研究セン ター 国立大学法人愛媛

大学

グアダ ラハラにおける大気汚染 と気象の観

測 ・ 環境動態の調査

24.5.20 ～

24.5.28

久保田 　 泉 社会環境システム研究セン ター 株式会社エ ッ ク ス

都市研究所

「化学物質と廃棄物分野の資金オプシ ョ ン

に関する協議プロセス会合」 への出席

24.9.4 ～

24.9.8

ノルウェー 内田 　 昌男 環境計測研究セン ター 国立極地研究所 「環北極陸域システムの変動 と気候への影

響」 に関連し た現地調査を行 う

24.6.19 ～

24.7.1

イ ン ド 高村 　 典子 生物 ・ 生態系環境研究セン ター 環境省 The6th GEOSS Asia-Pacific Symposium に出

席

25.2.24 ～

25.2.28

藤野 　 純一 社会環境システム研究セン ター アジア開発銀行 Asia Leadership Program on Sustainable 

Development and Climate Change 参加

25.2.11 ～

25.2.14

ベ ル ギ ー 蛯江 　 美孝 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター 公益財団法人日本

環境整備教育セン

ター

欧州におけ るパッ ケージプラ ン ト の実態調

査及び欧州規格協会 （CEN） 主催 WS への

参加

24.10.16 ～

24.10.18

オ ラ ン ダ 肱岡 　 靖明 社会環境システム研究セン ター 一般財団法人地球・

人間環境フォ ーラ ム

地球環境問題に関する状況調査 24.5.13 ～

24.5.18

ブ ラ ジ ル 川本 　 克也 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター フ リ ード リ ヒ ・

エーベル ト 財団

（FES）

国際会議 「持続可能な成長 ・ 経済モデル

（Growing the sustainable way? Options for a 

progressive development model)」 への参加

24.4.1 ～

24.4.6

インドネシア 藤野 　 純一 社会環境システム研究セン ター ①独立行政法人国

際協力機構 (JICA)

②環境省

①イ ン ド ネシア気候変動対策能力強化プロ

ジェ ク ト 低炭素社会シナ リ オ開発調査

②合同会合で議論に参加する

24.5.13 ～

24.5.16

ウルグアイ 久保田 　 泉 社会環境システム研究セン ター 株式会社エ ッ ク ス

都市研究所

「第 4 回政府間交渉委員会」 出席 24.6.24 ～

24.7.5

チ ェ コ 柴田 　 康行 環境計測研究セン ター 国連環境計画 THE meeting of the Expert Group on GMP 

Data Handling(Stockholm Convention on 

Persistent Organic Pollutants) への出席

24.6.12 ～

24.6.17

ポーランド 野尻 　 幸宏 地球環境研究セン ター IOCCP 第 7 回国際海洋炭協同研究プロ ジェ ク ト 推

進委員会会合出席

24.6.10 ～

24.6.15

アイルランド 蛯江 　 美孝 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター 一般財団法人地球・

人間環境フォ ーラ ム

IPCC 人工湿地ガイ ド ラ イ ンに関する第 ３

回執筆者会合

24.7.15 ～

24.7.21

一 ノ瀬俊明 社会環境システム研究セン ター 独立行政法人日本

学術振興会

第 ８ 回国際都市気候会議 （ICUC8） 参加 24.8.4 ～

24.8.13

アルゼンチン 高橋 　 潔 社会環境システム研究セン ター 一般財団法人地球・

人間環境フォ ーラ ム

IPCC-WG2-LAM3 に出席 24.10.20 ～

24.10.29

杉本 　 伸夫 環境計測研究セン ター 名古屋大学 JSTー JICA 地球規模課題対応国際科学技術

協力プロ グ ラ ムの相手国機関と の研究打ち

合わせ

24.8.12 ～

24.8.20

増井 　 利彦 社会環境システム研究セン ター 一般財団法人地球・

人間環境フォ ーラ ム

IPCC-WG2-LAM に出席 24.10.21 ～

24.10.29

肱岡 　 靖明 社会環境システム研究セン ター 一般財団法人地球・

人間環境フォ ーラ ム

IPCC 第 5 次評価報告書第 3 回 WG2 執筆者

会合出席

24.10.20 ～

24.10.28

野尻 　 幸宏 地球環境研究セン ター 一般財団法人地球・

人間環境フォ ーラ ム

IPCC 第 5 次評価報告書第 3 回 WG2 執筆者

会合出席

24.10.21 ～

24.10.29

シンガポール 肴倉 　 宏史 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター 独立行政法人科学

技術振興機構

Environment Technogy Workshop 2012 に参

加

24.8.22 ～

24.8.25

藤野 　 純一 社会環境システム研究セン ター ①独立行政法人科

学技術振興機構

②京都大学

①日本ーシンガポール共催 「環境技術」

ワーク シ ョ ッ プに参加、 発表を行 う

② SATREPS 研究プロ ジェ ク ト の社会実装

に向けた調査及び研究打合せを行 う

24.8.22 ～

24.9.8

シンガポール

マレーシア

中 国

梁 　 乃申 地球環境研究セン ター 北京大学 ① AOGSー AGU （WPGM） Joint Assembiy

参加他

24.8.13 ～

24.8.27

フィンランド 肴倉 　 宏史 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター  公益社団法人地盤

工学会

① ISO/TC190 総会へ出席 24.9.8 ～

24.9.11

ミャンマー 大原 　 利眞 地域環境研究セン ター 国連環境計画

（UNEP)

酸性雨モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク

（EANET） 会合出席

24.11.22 ～

24.11.25
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今井　章雄 地域環境研究センター 日本水環境学会設立 40 周年記念

功労賞（公益社団法人日本水環境

学会）

学会発展への貢献 24.6.21

横田　達也 地球環境研究センター 環境保全功労者表彰（環境省） GOSAT プロジェクト 24.6.29

高見　昭憲 地域環境研究センター 環境賞（公益社団法人日立環境財

団）

東アジア地域の大気汚染物質の航空機

観測

24.6.30

三枝　信子 地球環境研究センター The Norbert Gerbier-MUMM
International Award 2012（World
Meteorological Organization）

Climate control of terrestrial carbon
exchange across biomes and continents,
Environ.Res.Lett., 5 (3), 034007, 2010

24.7.2

川本　克也 資源循環・廃棄物研究センター 功績賞（一般社団法人日本機械学

会）

活動業績「環境工学の発展への貢献」 24.7.5

滝上　英孝 資源循環・廃棄物研究センター 第 19 回環境化学論文賞（一般社

団法人日本環境化学会）

中国・北京及び日本・金沢の大気が示す

AhR 活性化作用への PAH 類及びダイオ

キシン類の寄与 , 環境化学 , 21(1), 27-33,
2011

24.7.12
鈴木　剛 資源循環・廃棄物研究センター

橋本　俊次 環境計測研究センター 環境化学学術賞（一般社団法人日

本環境化学会）

活動業績「ダイオキシン等有機塩素化

合物分析の高度GC/MS分析法の普及に

おける貢献」

24.7.12

鈴木　剛 資源循環・廃棄物研究センター 京都大学環境衛生工学研究会優

秀プロジェクト賞（京都大学環境

衛生工学研究会）

発表内容の社会的貢献等 24.7.28
染矢　雅之 資源循環・廃棄物研究センター

（JSPS 特別研究員）

滝上　英孝 資源循環・廃棄物研究センター

藤谷　雄二 環境リスク研究センター ベストポスター賞（日本エアロゾ

ル学会）

細胞曝露装置内における粒子沈着率の

評価 , 第 29 回エアロゾル科学・技術研

究討論会 , 同予稿集 , 49-50, 2012

24.8.29
古山　昭子 環境リスク研究センター

平野靖史郎 環境リスク研究センター

高見　昭憲 地域環境研究センター

小林　拓朗 資源循環・廃棄物研究センター 環境技術学会論文賞（環境技術学

会）

生ごみ嫌気発酵によるメタンおよび水

素生成ポテンシャル－食品標準成分に

基づく分類と特性評価－ , J.Eenviron.
Conserv.Eng., 40(3), 31-38, 2011

24.9.3
徐　開欽 資源循環・廃棄物研究センター

早坂　大亮 生物・生態系環境研究センター ポスター賞　最優秀賞：環境評

価・計画系部門（ELR2012 東京

実行委員会）

水田用殺虫剤の連続施用による残留・蓄

積性が水生生物群集へ及ぼす生態影響 ,
農業環境技術研究所 有機化学物質研究

領域セミナー , なし , 2012

24.9.9

小林　拓朗 資源循環・廃棄物研究センター 平成 23 年年間優秀論文賞 ( メタ

ウォーター賞 )（公益社団法人日

本水環境学会）

循環式水素・メタン二段発酵プロセス

における消化液返送方法が水素発酵に

及ぼす影響 , Journal of Japan society
on water environment, 34(11), 161-
171, 2011

24.9.10
徐　開欽 資源循環・廃棄物研究センター

伏見　暁洋 環境計測研究センター 大気環境学会誌　平成 23 年論文

賞（学術部門）（公益社団法人大

気環境学会）

北関東における微小粒子状物質のレセプ

ターモデルと放射性炭素同位体比を組み

合わせた発生源寄与率推定 , Journal of
Japan Society for Atmospheric
Environment, 46(3), 156-163, 2011

24.9.13
森野　悠 地域環境研究センター

田邊　潔 環境計測研究センター

高見　昭憲 地域環境研究センター 論文賞（公益社団法人大気環境学

会）

東アジアから輸送される汚染大気中の

炭素質エアロゾルの変動と発生源推定 ,
Jpn.Soc.Atmos.Environ., 46(1), 1-9,
2011

24.9.13

花崎　直太 地球環境研究センター 地球環境論文賞（社団法人土木学

会地球環境委員会）

地球温暖化による世界の水資源影響評

価とその適応策に関する一考察 ,
Journals of the Japan Society of Civil
Engineers G (Environment), 67(5), 1-8,
2011

24.9.14
高橋　潔 社会環境システム研究センター

肱岡　靖明 社会環境システム研究センター

申　龍熙 社会環境システム研究センター

大垣眞一郎 理事長 IWA Outstanding Service Award
2012
（国際水学会 IWA, International
Water Association）

活動業績 24.9.16

岡村　和幸 環境健康研究センター 第 19 回日本免疫毒性学会学術大

会、学生・若手優秀発表賞（第 19
回日本免疫毒性学会学術大会）

ヒ素が誘導する senescence への p130
の関与 , 第 19 回日本免疫毒性学会学術

大会 , 同予稿集 , 84, 2012

24.9.16
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江守　正多 地球環境研究センター 日本気象学会堀内賞（社団法人日

本気象学会）

地球温暖化問題に関する科学者と社会

のコミュニケーションについての科学

技術論の展開とその実践に関する研究

24.10.4

伊藤　昭彦 地球環境研究センター 日本気象学会堀内賞（社団法人日

本気象学会）

陸域生態系モデルを用いた気候と生態

系の相互作用に関する研究

24.10.4

稲葉　陸太 資源循環・廃棄物研究センター 第 23 回廃棄物資源循環学会　優

秀ポスター賞（一般社団法人廃棄

物資源循環学会）

つくば市で発生した竜巻による災害廃

棄物とその処理 , 第 23 回廃棄物資源循

環学会研究発表会 , 第 23 回廃棄物資源

循環学会研究発表会講演論文集 , 197-
198, 2012

24.10.23
高田　光康 資源循環・廃棄物研究センター

多島　良 資源循環・廃棄物研究センター

滝上　英孝 資源循環・廃棄物研究センター

寺園　淳 資源循環・廃棄物研究センター

山本　貴士 資源循環・廃棄物研究センター

佐野　和美 資源循環・廃棄物研究センター

大迫　政浩 資源循環・廃棄物研究センター

南齋　規介 資源循環・廃棄物研究センター The Gold Poster Award（The
10th International Conference on
EcoBalance Executive Committee）

International Material Flow Analysis on
Phosphorus Related with Agricultural
Product Consumption(P-161)

24.11.23
稲葉　陸太 資源循環・廃棄物研究センター

中島　謙一 資源循環・廃棄物研究センター

吉田　綾 資源循環・廃棄物研究センター 優秀ポスター発表奨励賞（国際開

発学会）

アジアの途上国における E-waste イン

フォーマルリサイクラーの社会・経済

状況 , 国際開発学会第 23 回全国大会 ,
国際開発学会第23回全国大会報告論集

, 111-112, 2012

24.12.1

前川　文彦 環境健康研究センター 分かり易かったで賞（第 177 回日

仏生物学会例会）

肝臓におけるDNAメチル基転移酵素遺

伝子発現と DNA メチル化の日内変動 ,
日仏生物学会第 177 回例会 , 同予稿集 ,
2012

24.12.1

竹内　文乃 環境健康研究センター 第 23 回日本疫学会学術総会　ポ

スター賞（日本疫学会）

3段階階層モデルで解析する 大気汚染コ

ホート研究の例数設計と検出力計算 , 第
23 回日本疫学会学術総会 ,  第 23 回日本

疫学会総会講演集 , 23,  (Supplement1),
143, 2013

25.1.26

道川　武紘 環境健康研究センター 第 83 回日本衛生学会学術総会若

手優秀演題賞（日本衛生学会学術

総会）

微小粒子状物質の長期曝露評価： 定点と

個人曝露の比較 , 第８３回日本衛生学会

学術総会 , 同予稿集 , 68, (Supplement),
S180, 2013

25.3.26

中島　謙一 資源循環・廃棄物研究センター 学術記念賞 ( 西山記念賞 )（一般社

団法人日本鉄鋼協会）

鉄鋼および関連資源の持続可能な資源

利用に関する産業エコロジー研究

25.3.27

氏 　 　 名 所 　 　 属 賞 の 名 称 受 賞 内 容 受賞年月日
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(7) 主要プロジ ェ ク ト ・ プログラムのフ ォーカルポイ ン ト 等の担当状況

プロ グラ ム等の名称 UNEP GRID- つくば
※ GRID（Global Resources Information Database：地球資源情報データベース）のセンターの一つ

発 　 足 　 年 　 度 1991 年、地球環境研究センター内に設立。

概　 　 　 　 　 　 　 要 GEMS が収集・加工したデータや人工衛星によるリモートセンシングデータなど環境に関する多種・多
様なデータを統合し、世界中の研究者や政策決定者へ提供すること、環境データ処理技術の開発途上
国への移転を目的として、1985 年、GEMS の一部として設立。1991 年 5 月には、地球環境問題の深刻化
と情報整備の重要性増大に伴い、UNEP 管理理事会の決定によって GRID は GEMS から独立した UNEP の独
立機関となった。

国 環 研 の 役 割 GRID －つくばの設立に関して、UNEP と国立環境研究所との間に結ばれた覚え書きでは、以下の役割
が期待されている。
○日本および近隣諸国において、GRID の地球環境データの仲介者としての役割を果たすこと。
○国立環境研究所の環境研究やモニタリング計画によって得られた環境データを GRID データとして
提供すること。特に社会・経済データを提供すること。
○地理情報システムやリモートセンシング技術の開発と環境への応用を行うこと。また、この分野に
おける GRID データの利用者への技術的な支援を行うこと。
○地球環境研究および政策決定における地球環境データの利用を促進すること。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター地球環境データベース推進室長　中島英彰

プロ グラ ム等の名称 GEMS/Water 事業ならびに湖沼長期モニタリング

発 　 足 　 年 　 度 l977 年度より開始、当初は国立公衆衛生院が担当していたが、1994 年度から 2010 年度まで地球環境
研究センターが引き継いだ。2011 年度から、生物・生態系環境研究センターが事業運営を継続して行
なっている。

概　 　 　 　 　 　 　 要 国連環境計画（UNEP）と世界保健機関（WHO）などの国連専門機関が中心となり、地球環境監視およ
び人間の健康に影響を与える因子を継続的に評価するために、1974 年に GEMS が設立され、1976 年に
環境汚染のひとつである陸水（淡水）汚濁を対象とした陸水監視計画（GEMS/Water）が発足し、世界
的な水質監視ネットワークのもとにモニタリングを実施している。

国 環 研 の 役 割 生物・生態系環境研究センターが我が国の窓口となり、①ナショナルセンター業務、②摩周湖ベース
ラインモニタリング、③霞ヶ浦トレンドステーションモニタリング等を実施している。また、国内で
独自にウェブデータベースを作成し、データを広く公開している。

担　 　 　 　 　 　 　 当 生物・生態系環境研究センター　生物多様性保全計画室　研究員　松崎慎一郎

プロ グラ ム等の名称 アジアエアロ ゾルラ イ ダー観測ネッ ト ワ ーク （ Asian Dust and Aerosol Lidar Observation Network）

発 　 足 　 年 　 度 1999 年

概　 　 　 　 　 　 　 要 ライダー（レーザーレーダー）による対流圏エアロゾルのネットワーク観測。黄砂および人為起源エ
アロゾルの三次元的動態を把握し、リアルタイムで情報提供することを目指す。日本、韓国、中国、
モンゴル、タイの研究グループが参加。ネットワークの一部は、黄砂に関する ADB/GEF（アジア開発
銀行／地球環境ファシリティ）のマスタープランに基づくモニタリングネットワークを構成する。ま
た、一部は、大気放射に関するネットワーク SKYNET（GEOSS）に位置付けられている。WMO/GAW

（Global Atmosphere Watch）の地球規模の対流圏エアロゾル観測ライダーネットワーク GALION のア
ジアコンポーネントでもある。

国 環 研 の 役 割 ネットワーク観測およびデータ品質の管理、リアルタイムのデータ処理、研究者間のデータ交換 WWW
ページの運用。直近のデータは環境 GIS から一般向けに提供。－黄砂データについては環境省の黄砂
情報公開 WWW ページにリアルタイムでデータを提供。

（http://www-lidar.nies.go.jp/）

担　 　 　 　 　 　 　 当 境計測研究センタ ー　 遠隔計測研究室長　 杉本伸夫
（ 地域環境研究センタ ー広域大気環境研究室主任研究員　 清水 厚： WWW ページの運用）

プロ グラ ム等の名称 AsiaFlux ネッ ト ワ ーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概　 　 　 　 　 　 　 要 アジア地域における陸上生態系の二酸化炭素などのフラックス観測に係わるネットワーク。アジア地
域におけるフラックス観測研究の連携と基盤強化を目指し、観測技術やデータベースの開発等、HP や
ニュースレターによる情報発信・交流を進めている。

国 環 研 の 役 割 地球環境研究センターが事務局として機能し、データベースの構築・運用、年次会合の開催、ホーム
ページやニュースレター等による情報発信を担当。また、富士北麓フラックス観測サイトは、技術開
発や技術研修の拠点としての役割を担っている。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター陸域モニタリング推進室長　三枝信子
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プロ グラ ム等の名称 有害紫外線モニタリングネットワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概　 　 　 　 　 　 　 要 地上への紫外線到達量の全国的な把握や、紫外線暴露による健康影響の評価などをはじめ、様々な形
でその成果を広く活用することを目指し、各観測機関等の協力を得て国内の有害紫外線観測拠点を
ネットワーク化し、有害紫外線に係わる観測情報の収集及び共有体制の整備を図るもの。
ネットワークは、国立環境研究所地球環境研究センターの観測拠点 6ヵ所を中心に、14 機関の自発的
な参加を得て発足し、現在国立環境研究所 5 拠点を含む 22 点でデータ収集を行っている。また、一
部拠点については紫外線情報（UV インデックス）のホームページからの提供を行っている。

国 環 研 の 役 割 ・ネットワークの事務局としての役割
・CGER の観測拠点が、ネットワークのコアサイトとしての役割
・データの収集・発信をしていく役割

担　 　 　 　 　 　 　 当 地域環境研究センター広域大気環境研究室長（地球環境研究センター兼務）　高見昭憲

プロ グラ ム等の名称 温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）
（Greenhouse Gas Inventory Office of Japan）

発 　 足 　 年 　 度 2002 年、 地球環境研究センタ ー内に設立。

概　 　 　 　 　 　 　 要 日本国の温室効果ガス排出・吸収目録（GHG インベントリ）を策定し、所内外の機関との連携による日
本国インベントリの精緻化、環境省へのインベントリ関連の政策支援を行う。また、国外活動として、
気候変動枠組条約締約国会議（COP）や補助機関会合（SB）等における国際交渉支援、気候変動に関す
る政府間パネル（IPCC）との連携、途上国専門家のキャパシティビルディングの実施などの活動を行っ
ている。

国 環 研 の 役 割 環境省との請負契約に基づき、温室効果ガス排出量・吸収目録（GHG インベントリ）の策定、京都議
定書下での対応事項の検討、京都議定書第５条１における国内制度ガイドラインに準拠した「インベ
ントリ品質保証ワーキンググループ」の運営、気候変動枠組条約に基づくインベントリ審査への対応
支援、気候変動枠組条約締約国会議（COP）および補助機関会合（SB）におけるインベントリ関連議
題の交渉支援を行うほか、「温室効果ガス排出量算定方法検討会」の開催運営補助、気候変動枠組条
約下および京都議定書下の審査活動への参画、温室効果ガス排出・吸収量算定方法に係る研究情報の
収集、温室効果ガス排出・吸収量データベースの運用・管理、「アジアにおける温室効果ガスインベ
ントリ整備に関するワークショップ（WGIA）」の開催業務等を行っている。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）　野尻幸宏

プロ グラ ム等の名称 グローバルカーボンプロジェクトつくば国際オフィス（GCP つくば国際オフィス）

発 　 足 　 年 　 度 2004 年、地球環境センター内に設立。

概　 　 　 　 　 　 　 要 本オフィスの主たる業務は、GCP 国際研究計画の中心的な研究課題であるグローバルな炭素循環の自
然的側面と人間的側面の総合化に関する国際共同研究の推進及びアジア地域における GCP 関連研究の
コーディネーションの推進である。GCP つくばオフィスの運営の核は GCP が実施した国際公募によっ
て選考された事務局長（Executive Officer、略称 EO）が担い、組織上は CGER の管理下に位置するも
のとする。

国 環 研 の 役 割 本 GCP つくば国際オフィスは、日本における初めての ICSU 関連の国際研究の国際オフィスであるだ
けではなく、アジアにおいても初めての国際オフィスの設置である。炭素循環に関する国際共同研究
の組織化に際して、日本がアジアにおけるリーダシップを発揮するために極めて重要な役割を果たす
ことが期待される。さらには日本やアジアにおける炭素循環関連研究が、本国際オフィスを通じて世
界的により認知度が高まることも期待される。こうしたことを通じ、CGER の地球環境研究分野におけ
る COE 的な機能の充実に資する。また、特に、つくば国際オフィスが作成した国際共同研究計画「都
市と地域における炭素管理（URCM)」を推進する。

担　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター主席研究員　山形与志樹

プロ グラ ム等の名称 気候変動枠組条約締約国会合（UNFCCC-COP）オブザーバー

発 　 足 　 年 　 度 2004 年

概　 　 　 　 　 　 　 要 国立環境研究所は気候変動枠組条約締約国会議（UNFCCC-COP）の審査を経て、2004 年 12 月より
UNFCCC-COP のオブザーバーステータスを取得した。公式オブザーバーとして展示ブース等を COP 会場
内に設置できるようになったほか、NGO オブザーバーとして会合にも出席可能となった。

国 環 研 の 役 割 環境研究の専門機関として COP 及びサイドイベントへ参画するとともに、会場内ブース等における研
究成果の積極的発信、関係者との意見交換等々、研究所において得られた知見等を幅広く COP 関係者
にアピールしていく。

担　 　 　 　 　 　 　 当 企画部国際室長　清水英幸
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プロ グラ ム等の名称 日韓中三ヵ国環境研究機関長会合（TPM）

発 　 足 　 年 　 度 2004 年

概　 　 　 　 　 　 　 要 国立環境研究所（NIES）は、国立環境科学院（NIER（韓国））、中国環境科学研究院（CRAES（中国））
との 3 研究機関間で定期的なトップ会合（日韓中三カ国環境研究機関長会合（TPM））を開催し、アジ
アにおいて重要な役割を有する 3 研究機関の機関長が協力して同地域の環境研究の推進を図ることで
合意した。3 研究機関で情報交換、意見交換を行うほか、関連ワークショップの開催、分野を絞った
共同研究の可能性等々について議論を進める。また、各研究機関持ち回りで、年に 1 度、機関長会合
等を開催する。

国 環 研 の 役 割 持ち回りにより準備会合及び本会合を主催するほか、３環境研究機関の連携のために必要な調整を行
う。

担　 　 　 　 　 　 　 当 企画部国際室長　清水英幸
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(8) 知的財産権等の状況

　 １ ） 所有等の状況 （単位 ： 件）

区 　 分年度末現在 平成 13 平成 14 平成 15 平成 16 平成 17 平成 18 平成 19 平成 20 平成 21

外 　 国
特 　 許 　 権

出願中 2 2 2 4 ７ 5 4 4 3

所 　 有 4 4 4 4 4 2 2 3 2

国 　 内
特 　 許 　 権

出願中 40 40 28 32 37 40 42 37 31

所 　 有 37 36 40 41 38 39 40 37 33

実用新案権
出願中 1 1 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 4 3 3 3 0 0 0 0 0

意 　 匠 　 権
出願中 0 0 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 3 3 3 3 3 3 3 3 3

商 　 標 　 権
出願中 1 0 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 0 1 1 1 1 1 1 1 1

区 　 分年度末現在 平成 22 平成 23 平成 24

外 　 国
特 　 許 　 権

出願中 3 2 1

所 　 有 1 1 3

国 　 内
特 　 許 　 権

出願中 26 14 9

所 　 有 37 37 39

実用新案権
出願中 0 0 0

所 　 有 0 0 0

意 　 匠 　 権
出願中 0 0 0

所 　 有 3 3 0

商 　 標 　 権
出願中 1 0 0

所 　 有 1 2 2
―  313  ―



国立環境研究所年報（平成 24 年度）

H24 年度年報 .book  314 ページ  ２０１３年６月２７日　木曜日　午後７時１６分
8. 研究活動に関する成果普及， 広報啓発の状況

(1) 研究所行事及び研究発表会、 セ ミ ナー等活動状況

１ ．研究所行事

国立環境研究所公開シンポジウ ム 2012 　 『大震災と環境再生～災害に立ち向か う 環境研究の最前線～』

開催日 ： 平成 24 年 6 月 15 日 （金） 　 会場 ： 　 メ ルパルク ホール （東京都港区芝公園 2-5-20）

： 平成 24 年 6 月 22 日 （金） 　 会場 ： 　 シルク ホール （京都府京都市下京区四条通室町東入ル）

２ ．国立環境研究所セ ミ ナー

　 題 　 目 ： ブループラ ネ ッ ト 賞受賞者によ る国立環境研究所来所記念講演会
発表者 ： ウ ィ リ アム ・ Ｅ ・ リ ース教授 （カナダ ： ブ リ テ ィ ッ シ ュ ・ コ ロ ン ビ ア大学教授、 FRSC （カナダ王立協会

フ ェ ロー）、 マテ ィ ス ・ ワ ケナゲル博士 （ス イ ス ： グ ローバル ・ フ ッ ト プ リ ン ト ・ ネ ッ ト ワーク代表） 及び

ト ーマス ・ Ｅ ・ ラブジ ョ イ博士 （ア メ リ カ ： ジ ョ ージ ・ メ イ ソ ン大学環境科学 ・ 政策専攻教授）

開催日 ： 平成 24 年 11 月 2 日 （金） 　 場所 ： 国立環境研究所 　 大山記念ホール

３ ．第 28 回全国環境研究所交流シンポジウム

題 　 目 ： 「環境中の汚染物質の動態 と対策－放射性物質および残留性有機物質を中心にし て－」

開催日 ： 平成 25 年 2 月 14 日 （木） ～ 15 日 （金） 　 場所 ： 国立環境研究所 　 大山記念ホール

プロ グ ラ ム （敬称略） ：

題 　 　 　 　 　 　 目 発 　 表 　 者

＜ポス ターセ ッ シ ョ ン＞

＜開会挨拶＞ 大垣眞一郎 （理事長）

＜講 　 演 1 ＞ 「廃棄物と放射能問題のこれまで と これから
～研究所での取 り 組みを中心に～」

大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

＜講 　 演 2 ＞ 「災害廃棄物および放射性物質汚染廃棄物の焼却処理に
関する課題への対応」

倉持秀敏 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

＜講 　 演 3 ＞ 「放射性物質の環境中の挙動を追 う
～多媒体 （マルチ メ デ ィ ア） モデルの開発と応用～」

鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター）

＜講 　 演 ４ ＞ 「宮城県内津波被災地における長期的環境モニタ リ ング」 中山祥嗣 （環境健康研究セン ター）

＜講 　 演 ５ ＞ 「環境にやさ し く 情勢変化にも強い都市に向けて
～資源の有効利用の視点から～」

藤井実 （社会環境システム研究セン ター）

＜閉会挨拶＞ 佐藤洋 （理事）

＜ポス ターセ ッ シ ョ ン＞

2 月 14 日 （木） 　 　 　 （進行 ： 国立環境研究所 　 佐治 　 光）

15:00-15:05 開会挨拶 　 　 国立環境研究所理事長 　 大垣眞一郎

15:05-15:10 来賓挨拶 　 　 環境省総合環境政策局環境研究技術室長 　 長坂雄一

15:10-16:30 第 １ 部 　 放射性物質によ る環境汚染に対する取 り 組み状況

15:10-15:30 「放射性汚染廃棄物へのこれまでの対応 と今後」 　

大迫政浩 （国立環境研究所）

15:30-15:50 「放射性物質によ る環境汚染研究 （概要報告）」

大原利眞、 多媒体での放射性物質実態把握 　 動態解明グループ （国立環境研究所）

15:50-16:10 「郡山市の放射能汚染 と除染活動のその後」

菊池宗光 （郡山市環境保全セン ター）、 本田文男 （郡山市原子力災害対策直轄室）

16:10-16:30 「千葉県の放射能除染に関わる調査」

市川有二郎、 井上智博、 石井栄勇、 内藤季和、 高橋良彦、 矢沢裕 （千葉県環境研究セン ター）

16:30-16:50 休 　 憩

16:50-17:50 第 ２ 部 　 環境中の残留性有機物質と今後の取 り 組み

16:50-17:10 基調講演 「POPs をめぐ る国際動向な らびに国環研関連研究」

柴田康行 （国立環境研究所）

17:10-17:50 セ ッ シ ョ ン １ 　 分析手法、 モニ タ リ ング手法

座長 ： 柴田康行 （国立環境研究所）

17:10-17:30 「フ ッ素系界面活性剤によ る環境汚染実態解明」

佐々木和明、 岩渕勝巳、 齋藤憲光、 津田修治 （岩手県環境保健研究セン ター）

17:30-17:50 「有機フ ッ素製品 と その分解生成物の分析」

山本敦史 （大阪市立環境科学研究所）

2 月 16 日 （木） 　 　 　 （進行 ： 国立環境研究所 　 佐治 　 光）
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４ ．研究所一般公開

研究所本講において、 年 ２ 回、 市民を対象に研究施設の公開並びに講演会等の普及活動を実施し ている。

（ １ ） 科学技術週間に伴 う 国立環境研究所一般公開

開催日 ： 平成 24 年 4 月 21 日 ( 土 )

内 　 容 ： 双方向コ ミ ュニケーシ ョ ンを重視し た講演会、 自転車を使った発電等のイベン ト 開催。

参加者数 ： 570 名

（ ２ ） 国立環境研究所夏の大公開

開催日 ： 平成 24 年 7 月 21 日 ( 土 )

内 　 容 ： 「楽し く 学んでエコ ア ッ プ」 を メ イ ンテーマに研究所つ く ばキ ャ ンパス を公開。 所内研究施設の

公開、 環境問題を学べる体験プロ グ ラ ムの実施、 「コ コが知 り たい温暖化」 など環境講座等を実施。

参加者数 ： 4,260 名

09:00-10:00 セ ッ シ ョ ン ２ 　 環境濃度 と動態解明

座長 ： 佐々木和明 （岩手県環境保健研究セン ター）

09:00-09:20 「有機フ ッ素化合物の同族体毎の有機炭素－水分配傾向について」

山本勝也 （ひ ょ う ご環境創造協会 　 兵庫県環境研究セン ター） 、 竹峰秀祐 （ひ ょ う ご環境創

造協会 　 兵庫県環境研究セン ター、 大阪大学） 、 松村千里 （ひ ょ う ご環境創造協会 　 兵庫県

環境研究セン ター）、 中野武 （大阪大学）

09:20-09:40 「東京都における PFCs に関する研究について－都内水環境における実態調査から共同研究まで－」

西野貴裕 （東京都環境科学研究所）

09:40-10:00 「北海道内の冬季中の有機フ ッ素化合物の沈着量調査」

田原る り 子 （北海道立総合研究機構環境科学研究セン ター）

10:00-10:20 休 　 憩

10:20-10:40 セ ッ シ ョ ン ３ 　 発生源 と今後の課題

座長 ： 西野貴裕 （東京都環境科学研究所）

10:40-11:00 「GC × GC － HRTOFMS と GC × GC － MS/MS によ る有機ハロゲンの次世代分析」

橋本俊次 （国立環境研究所）

11:00-11:20 「地方環境研究所における フ ッ素系界面活性剤共同研究」

松村千里、 山本勝也、 竹峰秀祐、 中野武 （ひ ょ う ご環境創造協会 　 兵庫県環境研究セン ター）

11:20-11:40 第 ２ 部 　 総合討論 　 座長 ： 柴田康行 （国立環境研究所）

11:40-11:45 閉会挨拶 　 国立環境研究所理事 　 住明正
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(2) 委員会への出席

委　　嘱　　元 委　　嘱　　名 氏 　　　名

環境省

大臣官房総務課 中央環境審議会委員 佐藤洋，住明正

中央環境審議会臨時委員 白石寛明，新田裕史，亀山康子，

五箇公一，原澤英夫，高村典子，

住明正，鈴木規之，大迫政浩

中央環境審議会専門委員 増井利彦，田中嘉成，柴田康行，

青木康展，藤野純一，亀山康子，

西川雅高，田邊潔，大迫政浩，

遠藤和人，寺園淳，鈴木規之

大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 「第三次循環型社会形成推進基本計画に係る指標等に関する検討

会」の「金属資源作業チーム」に係る委員

中島謙一，田崎智宏

「動脈・静脈施設集積地域の高効率活用モデル事業に関する検討

会」に係る委員

藤井実，藤田壮

「平成24年度市町村等による廃棄物処理施設整備の適正化推進事

業検討委員会」委員長

大迫政浩

「平成 24 年度震災廃棄物対策指針の策定業務」検討委員会委員 大迫政浩，高田光康

「平成24年度放射性物質により汚染された廃棄物の処理方法に関

するガイドライン等の技術的検討業務」に係る検討会委員

大迫政浩，川本克也，山田正人，

遠藤和人

「平成24年度放射性物質を含む農林業系副産物の焼却実証実験に

係る調査業務」に関する企画書審査委員会委員

倉持秀敏

PCB 廃棄物適正処理推進に関する検討委員会委員 川本克也

PCB 廃棄物適正処理対策推進調査委員会委員 川本克也，滝上英孝

WDS ガイドライン等検討会委員 滝上英孝

家電リサイクル法の見直しに向けた課題検討会委員 田崎智宏，寺園淳

「平成 24 年度 3R 行動による環境負荷削減効果の見える化手法の

開発及び活用等業務」における有識者検討会委員

田崎智宏

「平成24年度移動式産業廃棄物処理施設に係る基準設定調査検討

業務」に係る検討会委員

川本克也

国際的な循環型社会形成に関する調査検討会委員 寺園淳

災害廃棄物安全評価検討会委員 大垣眞一郎，大迫政浩

使用済製品等のリユース促進事業研究会 田崎智宏

石綿廃棄物の無害化処理に係る技術等審査委員会委員 山本貴士

川崎市・瀋陽市「環境にやさしい都市構築モデル事業」支援・技

術評価検討会委員

藤井実

川崎市・瀋陽市「環境にやさしい都市構築モデル事業」支援・技

術評価検討会座長

藤田壮

第 12 回アジア太平洋廃棄物専門家会議実行委員会委員 寺園淳，石垣智基，山田正人

長期保管された放射性物質含有下水汚泥の焼却実証調査アドバ

イザリー委員会委員

大迫政浩

平成 24 年度「指定廃棄物処分等有識者会議」に係る委員 大迫政浩

平成 24 年度 POPs 廃棄物国際的動向等調査検討会委員 柴田康行，滝上英孝

平成 24 年度使用済み電気・電子機器輸出時判断基準及び金属ス

クラップ有害特性分析手法等検討会委員

寺園淳

平成 24 年度浄化槽の低炭素化に向けた調査検討会委員 蛯江美孝

平成 24 年度浄化槽技術仕様書検討ワーキンググループ委員 蛯江美孝

平成 24 年度静脈産業海外展開促進有識者会合委員 藤田壮，山田正人

平成 24 年度地域循環圏形成推進に向けた検討会委員 稲葉陸太，藤井実

平成 24 年度地域循環圏形成推進に向けた検討会座長 藤田壮

平成 24 年度特定産業廃棄物に起因する支障の除去等を推進する

ための基本的な方針に関する検討会検討員

山田正人

平成 24 年度廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進事業技術審査

委員会委員

川本克也，徐開欽

平成 24 年度廃棄物系バイオマス利用推進事業検討委員会委員 倉持秀敏

平成 24 年度分散型汚水処理に関する国際展開のあり方に関する

検討会委員

蛯江美孝

平成24年度有害廃棄物等の環境上適正な管理に関する研究会委員 寺園淳

総合環境政策局 「平成 24 年度　地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策

編）策定マニュアル改訂」検討会委員

藤田壮
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総合環境政策局 「平成 24 年度環境研究総合推進費（大気中粒子物質の成分組織及

びオゾンが気管支喘息発作に及ぼす影響に関する疫学研究）」

にかかるアドバイザー

新田裕史

環境省推進費 C-1001 アドバイザリーボード会合アドバイザー 田邊潔

石綿の健康影響に関する検討会委員 平野靖史郎

総合研究開発推進会議臨時分科会検討員 一ノ瀬俊明

第四次環境基本計画における指標に関する検討委員会委員 藤田壮

地球環境研究総合推進費プロジェクトにかかるアドバイザー( 山

岳を観測タワーとした大気中水銀の長距離越境輸送に係わる

計測・動態・制御に関する研究 )

大原利眞

地区・街区の低炭素効果の推計手法研究会委員 藤田壮

土地利用・交通分野の低炭素効果の推計手法研究会委員 松橋啓介

平成 24 年度環境技術実証事業運営委員会委員 徳田博保

平成 24 年度環境研究・技術開発の推進戦略フォローアップ等調

査検討会検討員

五箇公一

平成 24 年度環境研究総合推進費（震災時に放出された化学物質

の東北沖魚介類生態系における生物濃縮と毒性リスク評価）ア

ドバイザー

滝上英孝

平成 24 年度特定調達品目検討会引越輸送専門委員会委員 藤井実

平成 24 年度特定調達品目検討会検討員 藤井実

平成 24 年度内分泌かく乱作用に係る試験法の確立等に関する検

討班会議委員

鑪迫典久

平成 24 年度野生生物の生物学的知見研究検討部会委員 五箇公一

公共関与施設における危機管理対策と維持管理手法に関する検

討会委員

遠藤和人

総合環境政策局環境保健部 「平成 24 年度ナノ材料の環境影響評価に関する検討委員会」委員 菅谷芳雄，田邊潔，鑪迫典久，

川本克也

「平成 24 年度化学物質複合影響評価手法検討調査業務」に関わる

化学物質の複合影響研究班会議委員

青木康展，菅谷芳雄，鑪迫典久

「平成24年度子どもの健康と環境に関する全国調査にかかるフォ

ローアップ方法等の検討支援業務」委員

橋本俊次

SAICM 国内実施計画策定ワーキンググループ委員 白石寛明，田邊潔，菅谷芳雄，

鈴木規之，青木康展

ダイオキシン類をはじめとする化学物質の人への曝露量モニタ

リング調査検討委員会委員

佐藤洋，柴田康行

化学物質の人へのばく露量モニタリング調査検討委員会委員 鈴木規之

化学物質環境実態調査結果精査検討実務者会議委員 白石寛明

化学物質環境実態調査分析法開発検討委員 (GC/MS 水系 ) 白石寛明

化審法生態毒性試験信頼性等検討会委員 菅谷芳雄，鑪迫典久，田中嘉成

埼玉県環境科学国際センター環境省アドバイザリーボード（B-

0911) 会合委員

橋本俊次

東日本大震災の被災地における化学物質環境実態追跡調査計画

等業務検討会委員

柴田康行，白石寛明

平成 24 年度 HBCD のリスク評価等検討会委員 梶原夏子，鈴木規之，白石寛明，

滝上英孝

平成 24 年度「PPCPs による生態系への影響把握研究班」委員 鑪迫典久

平成 24 年度 POPs モニタリング検討会委員 柴田康行，鈴木規之，高澤嘉一

平成 24 年度 POPs モニタリング検討会分析法分科会委員 柴田康行，高澤嘉一

平成24年度POPs及び関連物質等に関する日韓共同研究に係る実

務者会議委員

鈴木規之，櫻井健郎，柴田康行，

高澤嘉一

平成 24 年度 PRTR 排出量等算出方法検討調査業務 専門的助言の

聴取に係る有識者

鈴木規之

平成24年度PRTR非点源排出量推計方法及びデータ活用方策検討

会委員

鈴木規之

平成 24 年度エコチル調査国際連携調査委員会委員 中山祥嗣

平成 24 年度ジフェニルアルシン酸に係る健康影響等についての

臨床検討会委員

平野靖史郎，柴田康行

平成 24 年度ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研

究 ( 毒性研究班）班長

平野靖史郎

平成 24 年度ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研

究 ( 毒性研究班 ) 班員

小林弥生
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総合環境政策局環境保健部 平成 24 年度ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研

究分析研究班長

柴田康行

平成 24 年度ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研

究分析研究班員

梅津豊司

平成 24 年度ナノ材料の環境影響評価に関する検討委員会委員 平野靖史郎

平成 24 年度モニタリング調査の結果に関する解析検討会検討員 白石寛明，柴田康行

平成 24 年度黄砂の健康影響に関する疫学研究等を行うワーキン

ググループ委員

上田佳代，清水厚

平成 24 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する検討会検討員 白石寛明

平成 24 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する日英共同研究

国内専門家会議委員

鑪迫典久

平成 24 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する日米二国間協

力業務における日米二国間協力実務者会議国内委員

鑪迫典久

平成 24 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関連する報告の信頼

性評価作業班委員

鑪迫典久

平成24年度化学物質環境リスク評価委員会(ばく露評価分科会）

委員

鈴木規之

平成 24 年度化学物質環境リスク評価委員会委員 青木康展，松本理，白石寛明，

小池英子，平野靖史郎，鑪迫典久

平成 24 年度化学物質審査検討会検討員 菅谷芳雄，鑪迫典久，中島大介，

松本理，田中嘉成，今泉圭隆

平成 24 年度化審法審査支援等検討会委員 白石寛明，田中嘉成，鈴木規之

平成 24 年度環境リスク評価委員会企画委員会委員および生態リ

スク評価分科会委員

菅谷芳雄

平成 24 年度作用・影響評価検討部会オブザーバー 鑪迫典久

平成 24 年度作用・影響評価検討部会委員 菅谷芳雄，白石寛明

平成 24 年度臭素系ダイオキシン類の排出源情報の収集・整理に

関する調査業務の検討会委員

滝上英孝

平成 24 年度初期環境調査及び詳細環境調査の結果に関する解析

検討会検討員

白石寛明，菅谷芳雄

平成 24 年度新規 POPs 等研究会委員 柴田康行，鈴木規之，滝上英孝

平成24年度水銀に関する国際的な法的枠組み検討調査委員会委員 鈴木規之

平成 24 年度水銀条約制定に向けた技術検討会委員 鈴木規之

平成 24 年度生態影響評価のための動物試験法検討作業班委員 白石寛明，鑪迫典久

平成 24 年度生態毒性 GLP 適合性評価検討会検討員 菅谷芳雄，鑪迫典久

平成 24 年度石綿の健康リスク調査等に関する意見交換会委員 平野靖史郎

平成 24 年度大気汚染に係る環境保健サーベイランス調査検討会

委員

大原利眞

平成 24 年度内分泌かく乱作用に係る生態影響評価検討班委員 白石寛明，鑪迫典久

平成 24 年度廃棄物処理施設排出量推計作業部会委員 小口正弘

平成 24 年度有害化学物質含有製品モニタリング検討会委員 滝上英孝

平成 24 年度有害金属モニタリング調査検討会委員 柴田康行，高見昭憲，鈴木規之

有機顔料中に副生する PCB に関するリスク評価検討会委員 滝上英孝，鈴木規之，青木康展，

白石寛明

有機顔料中に副生する PCB の工業技術的・経済的に低減可能なレ

ベルに関する検討会検討員

滝上英孝，白石寛明

平成 24 年度環境保健サーベイランス・局地的大気汚染健康影響

検討会委員

新田裕史，大原利眞，小野雅司

平成 24 年度水銀廃棄物の環境上適正な管理に関する検討会委員 石垣智基

地球環境局 「環境省 横断的な課題検討会並びにワーキンググループ」に係る

委員

増井利彦

「平成24年度温室効果ガス排出量算定方法検討会　森林等の吸収

源分科会」委員

山形与志樹

「平成 24 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会廃棄物分科会」

委員

山田正人

2013 年以降の対策・施策に関する検討小委員会コミュニケーショ

ン・マーケティングワーキンググループ委員

藤野純一

IPCC 国内連絡会メンバー 江守正多，増井利彦，高橋潔，

野尻幸宏，肱岡靖明

IPCC 第 2 作業部会国内幹事会メンバ－ 江守正多，高橋潔，増井利彦
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地球環境局 カーボン・ニュートラル認証（「商品・サービス」型・「会議・イ

ベント型」）の具体化のための小委員会委員

藤田壮

温室効果ガス排出量算定方法検討会 - 運輸分科会委員 近藤美則

気候変動「2020 年以降の将来枠組み」に関する検討会委員 増井利彦

国内データ検証グループ委員 高見昭憲

地域づくりワーキンググループ委員 藤田壮

適応計画策定に向けた温暖化予測手法等検討専門家委員会委員 住明正，増井利彦，笹野泰弘，

原澤英夫，江守正多，野尻幸宏，

高橋潔

途上国におけるフロンの回収・破壊に関する意見交換会委員 花岡達也

平成 24 年　地域における市場メカニズムを活用した取組モデル

事業　審査委員会委員

藤田壮

平成 24 年度オゾン等の植物影響評価ワーキンググループ委員 清水英幸

平成24年度オフセット・クレジット(J-VER)制度運営委員会委員 亀山康子

平成 24 年度オフセット・クレジット (J-VER) 認証委員会委員 藤野純一

平成 24 年度カーボン・オフセット制度登録認証委員会 藤井実

平成 24 年度リオ +20 国内準備委員会 / サポートグループ会合 亀山康子

平成 24 年度温室効果ガス観測データ標準化ワーキンググループ

委員

遠嶋康徳，町田敏暢，向井人史

平成 24 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会 NMVOC タスク

フォース

南齋規介

平成 24 年度温暖化統合報告書作成支援業務専門家委員会委員 笹野泰弘，原澤英夫，野尻幸宏，

江守正多，住明正

平成 24 年度環境省委託事業「家庭エコ診断推進基盤整備事業検

討会」うちエコ診断効果検証・評価分科会（第二分科会）委員

青柳みどり

平成 24 年度環境省委託事業「地域活動支援・連携促進事業 (CO2

排出抑制対策事業 ) 効果測定手法検討委員会」委員

久保田泉

平成 24 年度森林等の吸収源問題に関するワーキンググループ委

員

山形与志樹

平成 24 年度成層圏オゾン層保護に関する検討会環境影響分科会

検討員

今村隆史

平成 24 年度成層圏オゾン層保護に関する検討会科学分科会検討

員

今村隆史，秋吉英治

平成 24 年度地球温暖化対策技術開発評価委員会委員 川本克也

平成 24 年度排出削減ポテンシャルを最大限引き出すための方策

検討会委員

増井利彦

平成 24 年度放射観測機器の較正に関するワーキンググループ委

員

三枝信子

水・大気環境局 中国の水環境管理を強化するための日中共同研究アドバイザ

リー委員

水落元之

「平成24年度海底下CCS実施のための海洋調査事業に係る総合検

討委託業務」に関する検討会検討員

野尻幸宏

｢平成 24 年度海洋環境モニタリング調査総合解析業務」のうち海

洋環境モニタリング調査検討会検討員

野尻幸宏，牧秀明

「平成 24 年度除染技術実証事業技術評価委員会」委員 大迫政浩

「平成 24 年度除染技術選定・評価委員会」委員 大迫政浩

「平成 24 年度微小粒子状物質等疫学調査研究検討会」委員 西川雅高，田邊潔，新田裕史

アジア水環境改善ビジネス展開促進方策検討会委員 珠坪一晃

ダイオキシン類受注資格審査の合理化に係る検討会ワーキング

グループ委員

鈴木規之，橋本俊次

ナノ粒子検討会委員 藤谷雄二

海域再生対策検討作業小委員会委員 牧秀明

環境回復検討会委員 大迫政浩，林誠二

環境省環境技術実証事業 有機性排水処理技術分野技術実証検討

会検討員

徐開欽

揮発性有機化合物(VOC)由来の二次生成有機粒子分析方法調査検

討会委員

伏見暁洋

湖沼水環境調査検討会委員 高村典子，今井章雄

湖沼水環境保全施策検討会委員 今井章雄

光化学オキシダント調査検討会委員 大原利眞，向井人史
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水・大気環境局 今後の除去土壌等仮置き場に関するアドバイザー 遠藤和人

除染作業に係る作業員の放射線管理に関する検討会検討委員 大迫政浩

生活環境項目新規基準等検討会委員 今井章雄

船舶・航空機排出大気汚染物質削減に関する検討委員会 伏見暁洋

大気環境監視精度管理実態調査 (SPM 等 ) に係る検討委員 向井人史

東日本大震災に係る海洋環境モニタリング調査検討会検討員 野尻幸宏，牧秀明

農薬の大気経由による飛散リスク評価検討会委員 白石寛明

農薬ばく露量調査事業検討会委員 白石寛明

微小粒子状物質健康影響評価検討会委員 新田裕史

平成 24 年度「星空の街・あおぞらの街」全国協議会表彰選考委

員会委員

今村隆史

平成 24 年度「生活環境項目新規基準等検討会」の海域ワーキン

ググループの委員

堀口敏宏

平成 24 年度「全国星空継続観察（スターウォッチング・ネット

ワーク）」研究会委員

今村隆史

平成 24 年度 JIS 見直し等に係る水質分析法検討会検討委員 柴田康行

平成 24 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会及

び精度管理状況の確認に係るアドバイザー

鈴木規之，滝上英孝，橋本俊次，

櫻井健郎

平成 24 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会審

査分科会検討員

鈴木剛

平成 24 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会統

括主査・主査会議及び審査分科会主査

櫻井健郎，滝上英孝，橋本俊次

平成 24 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会統

括主査・主査会議統括主査

鈴木規之

平成24年度越境大気汚染・酸性雨対策検討会（大気分科会）検討員 西川雅高

平成 24 年度越境大気汚染・酸性雨対策検討会（本会・大気分科

会）検討員

永島達也

平成 24 年度越境大気汚染・酸性雨対策検討会検討員 大原利眞

平成 24 年度黄砂実態解明調査解析ワーキンググループ委員 清水厚，西川雅高

平成 24 年度黄砂問題検討会委員 西川雅高

平成 24 年度環境省請負「流域視点からの硝酸性窒素対策業務」に

係る「硝酸性窒素対策推進のための包括的な仕組みに関する検

討会」委員

林誠二

平成 24 年度環境測定分析検討会統一精度管理調査部会検討委員 稲葉一穂，山本貴士

平成 24 年度環境大気自動測定機のテレメータ取り合いの共通仕

様に係る検討業務検討会委員

西川雅高

平成 24 年度環境放射線等モニタリングデータ評価検討会委員 田中敦

平成 24 年度健康リスク総合専門委員会ワーキンググループ委員 青木康展，松本理

平成 24 年度今後の水生生物保全に関する検討会 白石寛明，田中嘉成

平成 24 年度水生生物保全に係る水質目標値検討会 白石寛明，田中嘉成

平成 24 年度酸性沈着の生態系影響評価ワーキンググループ委員 大原利眞

平成 24 年度除染関係技術検討業務有識者委員 林誠二

平成 24 年度水銀大気排出インベントリー調査検討会委員 鈴木規之，小口正弘

平成 24 年度水産動植物登録保留基準設定検討会検討委員 白石寛明，菅谷芳雄，五箇公一

平成 24 年度水質環境基準 ( 健康項目 ) 等検討委員会委員 白石寛明，鈴木規之

平成 24 年度水生生物テストガイドライン検討会委員 堀口敏宏

平成 24 年度水生生物保全に係る化学物質有害性評価作業委員会

委員

白石寛明，林岳彦

平成 24 年度生物応答を利用した水環境管理手法の制度・運用分

科会委員

白石寛明，青木康展

平成 24 年度大気モニタリングデータ総合解析ワーキンググルー

プ検討委員

大原利眞，高見昭憲

平成24年度大気環境常時監視精度管理状況調査等に係る検討委員 西川雅高，向井人史

平成 24 年度大気中微小粒子状物質成分測定マニュアル検討会検

討委員

西川雅高，田邊潔

平成 24 年度低コスト・低負荷型土壌汚染調査対策技術検討調査

検討会委員

川本克也

平成 24 年度排水 ( 環境水 ) 管理のバイオアッセイ技術検討分科

会委員

滝上英孝

平成 24 年度非意図的生成の POPs 排出抑制対策調査検討会委員 柴田康行，田邊潔

委　　嘱　　元 委　　嘱　　名 氏 　　　名
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水・大気環境局 平成 24 年度微小粒子状物資等疫学調査実施班委員 上田佳代，竹内文乃

平成 24 年度微小粒子状物質 (PM2.5) 測定法評価検討会検討委員 西川雅高，田邊潔

平成 24 年度微小粒子状物質等疫学調査実施班委員 新田裕史

平成 24 年度有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関する

ガイドライン策定検討会委員

白石寛明

平成 24 年度有害大気汚染物質基礎情報等調査業務検討会委員 鈴木規之，白石寛明

平成 24 年度有害大気汚染物質測定方法検討調査検討会検討委員 田邊潔

平成 24 年度利根川水系における取水障害に関する今後の措置に

係る水質分析法検討会

柴田康行

利根川水系における取水障害に関する今後の措置に係る検討会

委員

滝上英孝

常磐自動車道警戒区域内における除染モデル実証事業選考委員 大迫政浩

有明海・八代海等総合調査評価委員会専門委員 牧秀明

自然環境局 サンゴ礁生態系保全行動計画フォローアップ会議委員 山野博哉

平成 24 年度除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査・研究業務検

討会検討員

青野光子，中嶋信美

自然環境局皇居外苑事務所 千鳥ケ淵の環境再生に関する検討会委員 高村典子

自然環境局生物多様性センター モニタリングサイト 1000（高山帯調査）検討委員 小熊宏之

モニタリングサイト 1000（陸水域調査）有識者委員 高村典子，小熊宏之，野原精一

モニタリングサイト 1000 里地調査検討委員会委員 竹中明夫

国立水俣病総合研究センター 国立水俣病総合研究センター研究評価委員会委員 柴田康行

総合的水銀研究推進事業選考評価委員会委員 佐藤洋

中部地方環境事務所 平成 24 年度中部地方地域循環圏形成推進調査検討会検討委員 藤井実

那覇自然環境事務所 平成 24 年度奄美大島におけるジャワマングース防除事業検討会

検討委員

深澤圭太

内閣府

内閣官房地域活性化統合事務局 「環境未来都市」構想有識者検討会メンバー 藤野純一

環境モデル都市評価・調査検討会委員 藤田壮

環境未来都市推進ボード委員 藤田壮

環境未来都市推進ボード実施推進会議委員 藤野純一

環境未来都市評価・調査検討会委員 藤田壮，藤野純一

環境未来都市評価手法等検討会委員 藤田壮

内閣官房地域活性化統合「環境未来都市」構想事業「新地町環境

未来都市検討委員会」委員

藤田壮

平成 24 年度地域づくり支援事業 ( 専門家派遣事業 ) 青柳みどり，藤田壮，藤井実

内閣官房総合海洋政策本部

事務局

海洋調査の推進に関する検討委員会 野尻幸宏

内閣官房地域活性化推進室 総合特別区域評価・調査検討会委員 藤田壮

中心市街地活性化評価・調査委員 藤田壮

日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP・DIVERSITAS

合同分科会連携会員

山形与志樹

地域研究委員会・環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IHDP

分科会連携会員

山形与志樹

日本学術会議　地域研究委員会・環境学委員会・地球惑星科学委

員会合同 IHDP 分科会 ESG 小委員会委員

山形与志樹

日本学術会議委員（情報学委員会国際サイエンスデータ分科会

WDS 小委員会委員

中島英彰

環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP・DIVERSITAS

合同分科会 IGAC 小委員会委員

町田敏暢，谷本浩志，森野悠

環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP・DVERSITAS

合同分科会 SOLAS 小委員会委員

野尻幸宏

地球惑星科学委員会国際対応分科会 IASC 小委員会委員 野沢徹

日本学術会議委員 伊藤昭彦

日本学術会議連携会員 滝上英孝，高村典子，亀山康子，

青柳みどり，三枝信子

政策統括官（科学技術政策・

イノベーション担当）

グリーンイノベーション戦略協議会構成員 亀山康子

グリーンイノベーション戦略協議会懇談会構成員 亀山康子

総合科学技術会議事務局 化学物質の安全管理に関するシンポジウム実行委員会委員 鈴木規之

食品安全委員会事務局 食品安全委員会専門調査会専門委員 佐藤洋，青木康展

委　　嘱　　元 委　　嘱　　名 氏 　　　名
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総務省

公害等調整委員会事務局 公害等調整委員会専門委員 川本克也，白石寛明

情報通信国際戦略局 総務省 ＩＣＴ生活資源対策会議委員 大垣眞一郎

文部科学省

科学技術・学術政策局 科学技術・学術審議会委員 大垣眞一郎

科学技術・学術審議会専門委員 藤野純一，江守正多，山形与志樹，

原澤英夫

海洋環境放射能調査検討会委員 荒巻能史

研究開発局 「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 1 作業部会に関する

国内外の研究動向の調査等」に関する技術審査専門員

野尻幸宏

「気候変動リスク情報創生プログラム 安定化目標値設定に資す

る気候変動予測　（領域テーマ B)」運営委員会委員

住明正，小倉知夫

IPCC ワーキンググループ 1 国内幹事会委員 住明正，野沢徹，野尻幸宏，

江守正多

宇宙開発利用部会委員 大垣眞一郎

気候変動リスク情報創生プログラム「気候変動リスク情報の基盤

技術開発」研究運営委員会委員

住明正，原澤英夫，野沢徹，

高橋潔

気候変動適応研究推進プログラム委員 原澤英夫

文部科学省「気候変動リスク情報創生プログラム」「直面する地

球環境変動の予測と診断」運営委員会委員

住明正，江守正多，野沢徹

文部科学省委託研究業務「気候変動リスク情報創生プログラム

課題対応型の精密な影響評価」に関わる運営委員会委員

住明正

文部科学省技術参与 (「気候変動リスク情報創生プログラム」プ

ログラム・ディレクター )

住明正

平成 24 年度文部科学省技術参与（「気候変動リスク情報創生プロ

グラム」プログラム・オフィサー）

原澤英夫

平成 24 年度「気候変動リスク情報創生プログラム」事業採択課

題選定審査評価会審査委員

原澤英夫，江守正多

研究復興局 HPCI 戦略プログラム作業部会委員 住明正

科学技術政策研究所 科学技術政策研究所専門調査員 青木康展，高見昭憲

文部科学省科学技術研究所定点調査委員会委員 大垣眞一郎

学術政策局 航空機モニタリング検討委員会委員 大原利眞

原子力災害対策支援本部 「福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質の長期的影響把握
手法の確立に向けた検討会」委員

鈴木規之

厚生労働省

大臣官房厚生科学課 厚生科学審議会委員 大垣眞一郎

厚生科学審議会専門委員 岩崎一弘

厚生科学審議会臨時委員 佐藤洋

健康局 水道水源における消毒副生成物前駆物質汚染対応方策検討会委員 鈴木規之

医薬食品局 薬事・食品衛生審議会臨時委員 佐藤洋，五箇公一

薬事・食品衛生審議会専門委員 岩崎一弘

労働基準局 今後の化学物質管理政策に関する検討会委員 鈴木規之

労働基準局安全衛生部 除染作業等に従事する労働者の放射線障害防止に関する専門家

検討会参集者

大迫政浩

除染廃棄物等の処分に従事する労働者の放射線障害防止に関す

る専門家検討会委員

大迫政浩

労働基準局労災補償部 印刷事業場において発生した胆管がんの業務上外に関する検討会委員 白石寛明

政策統括官労働政策担当参事官室 厚生労働省環境自主行動計画フォローアップ会議委員 佐藤洋

農林水産省

消費・安全局 水産物中のダイオキシン類調査事業検討委員会委員 白石寛明

平成 24 年度有害化学物質リスク管理推進事業選定審査委員 白石寛明

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保
に関する法律第 13 条第 1 項の規定に基づく拡散防止措置の確
認に先立ち意見を聴く学識経験者の名簿への記載

岩崎一弘

農林水産技術会議事務局 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保
に関する法律施行規則第 10 条の規定に基づく農林水産大臣及
び環境大臣が意見を聴く学識経験者の名簿への記載

岩崎一弘，中嶋信美

平成 24 年度生物多様性影響評価検討会微生物分科会委員 岩崎一弘

平成 24 年度生物多様性影響評価検討会農作物分科会委員 中嶋信美

林野庁　関東森林管理局 平成24年度小笠原諸島固有森林生態系の修復に係るモニタリング・

外来植物駆除・駆除予定木調査事業（父島・母島）検討委員会委員

佐竹潔

委　　嘱　　元 委　　嘱　　名 氏 　　　名
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経済産業省

産業技術環境局 リスク評価ワーキンググループ委員 平野靖史郎

ISO/TC147 国際標準規格回答原案作成委員会委員 菅谷芳雄

ISO/TC207/SC5(LCA) 対応国内委員会委員 森保文

セクター横断対策検討ワーキンググループ委員 松橋啓介

リスク評価ワーキンググループ委員 平野靖史郎

資源有効利用促進法の施行状況に係る評価検討会委員 田崎智宏

地球温暖化対策国際戦略技術委員会委員 江守正多

統合モデルワーキンググループ委員 山形与志樹

日本工業標準調査会臨時委員 鏑木儀郎

平成 24 年度環境負荷低減のための工場排水試験法の開発調査委

員会委員

菅谷芳雄

平成 24 年度気候変動リスクマネージメント検討ワーキンググ

ループ委員

江守正多，高橋潔

ISO/TC207/SC7(温室効果ガスマネジメント)対応国内委員会委員 森保文

製造産業局 「有機顔料中に副生するポリ塩化ビフェニルに関する安全性調

査」報告書案レビューアー

鈴木規之

ナノ物質の管理に関する検討会委員 平野靖史郎

構造活性相関手法による有害性評価手法開発プロジェクト事後

評価検討会委員

白石寛明

高性能ハイパースペクトルセンサ等研究開発技術委員会委員 松永恒雄

平成24年度GHS分類ガイダンスの改訂（案）作成に係る検討会委員 菅谷芳雄

平成24年度経済産業省委託事業｢環境対応技術開発等(バイオイ

ンダストリー安全対策事業)｣における｢開放系での遺伝子組換

え微生物の評価手法の開発調査検討委員会｣委員

珠坪一晃

平成 24 年度中小企業支援調査（海外プラスチックリサイクル実

態調査）に関する委員会委員

寺園淳

資源エネルギー庁 グリーンエネルギー CO2 削減相当量認証委員会委員 亀山康子

国土交通省

大臣官房技術調査課 社会資本整備審議会臨時委員会委員 藤田壮

交通政策審議会臨時委員 藤田壮

国土政策局 国土審議会専門委員 藤田壮

港湾局 港湾における温室効果ガス削減対策に関する検討会検討員 松橋啓介

港湾分野の環境アセスメント技術検討委員会 野原精一

国土技術政策総合研究所 河川水辺の国勢調査スクリーニング委員会委員 高村典子

北海道開発局ダイオキシン類精度管理検討会委員 櫻井健郎

関東地方整備局 関東地方整備局ダイオキシン類精度管理委員会委員 橋本俊次

霞ヶ浦水環境研究ワーキング委員 高村典子

北海道開発局 環境システム委員会環境評価研究小委員会指標統合委員会委員 藤井実

環境システム委員会環境評価研究小委員会指標統合委員会座長 藤田壮

平成 24 年度公共工事の環境負荷低減施策推進委員会委員 藤田壮

平成 24 年度道路事業の二酸化炭素排出量予測手法検討会 藤田壮

気象庁地球環境・海洋部 平成 24 年度地球観測連携拠点 ( 温暖化分野）地球観測推進委員

会 ( 温暖化分野 ) 委員

野尻幸宏

気候問題懇談会委員 高橋潔

気候問題懇談会検討部会委員 今村隆史

平成 24 年度品質評価科学活動委員会委員 町田敏暢

地方公共団体

北海道 北海道希少野生動植物保護対策検討委員会魚類専門部会専門委員 福島路生

　函館市 函館市廃棄物処理施設生活環境影響調査専門委員会委員 大原利眞

岩手県 汚染土壌対策技術検討委員会委員 川本克也

　岩手中部広域行政組合　 岩手中部広域クリーンセンター整備及び運営事業者選定委員会委員 川本克也

宮城県 海岸動物分科会委員 金谷弦

秋田県 八郎湖水質保全対策検討専門委員 今井章雄

　横手市 クリーンプラザよこて整備及び運営事業者選定審査委員会委員 川本克也

福島県 福島県再生可能エネルギー導入推進連絡会専門部会委員 藤野純一

環境創造戦略拠点基本構想検討委員会委員 大迫政浩

福島県環境審議会委員 大迫政浩

委　　嘱　　元 委　　嘱　　名 氏 　　　名
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福島県 福島県環境創造センター（仮称）設置準備検討委員会委員 大迫政浩

福島県尾瀬保護指導委員会委員 野原精一

　福島県南会津建設事務所 会津縦貫南道路環境検討会委員 上野隆平

　相馬市教育委員会 相馬市史編さん調査協力員 ( 自然部会，海岸動物担当 ) 金谷弦

　相馬郡飯館村 いいたてまでいな復興計画推進委員会委員 藤野純一

茨城県 茨城県リサイクル製品認定審査会委員 肴倉宏史

茨城県環境影響評価審査会委員 冨岡典子，黒河佳香

茨城県環境基本計画策定小委員会委員 冨岡典子，大迫政浩

茨城県環境審議会 霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画 ( 第 6 期 ) 策

定に係る霞ヶ浦専門部会 ( 水質・湖内対策作業部会 ) 特別委員

冨岡典子

茨城県環境審議会委員 大迫政浩

茨城県環境審議会霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画（第6期）策定に

係る霞ヶ浦専門部会（生活・事業所排水対策作業部会）特別委員

徐開欽

茨城県環境審議会水質環境基準類型指定専門部会特別委員 徐開欽，冨岡典子

第 3 次茨城県廃棄物処理計画進捗評価委員会委員 大迫政浩

茨城県リサイクル建設資材評価認定委員会委員 肴倉宏史

神栖市有機ヒ素汚染対策に係る検討会委員 柴田康行

健康づくり,介護予防及び医療費適正化のための大規模コホート

研究事業協力

上田佳代

検診受診者生命予後追跡調査（茨城県健康研究）事業への協力

（客員研究員）

上田佳代

茨城県科学技術振興会議委員 佐藤洋，住明正

茨城県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員 黒河佳香，稲葉陸太

　茨城県霞ヶ浦環境科学

センター

茨城県霞ヶ浦環境科学センター機関評価委員会委員 大原利眞

客員研究員 大原利眞

　つくば市 つくば市環境審議会委員 田邊潔

つくば市一般廃棄物減量等推進審議会委員 稲葉陸太

つくば市公共交通活性化協議会委員 松橋啓介

自転車のまちつくば推進委員会委員 松橋啓介

つくば市環境都市推進委員会委員 松橋啓介

　龍ヶ崎市 龍ヶ崎市環境審議会委員 須賀伸介

龍ヶ崎市廃棄物減量等推進審議会委員 田崎智宏

　牛久市 牛久市環境審議会委員 藤野純一

　土浦市 土浦市環境審議会委員 松橋啓介

　常総地方広域市町村圏事務組合 常総環境センター最終処分場検討会委員 石垣智基

栃木県 栃木県環境審議会大気部会専門委員 大原利眞

群馬県　前橋市 前橋市新清掃工場建設工事総合評価審査委員 川本克也

埼玉県 埼玉県環境影響評価技術審議会委員 田邊潔，青野光子

地球温暖化対策の検討に関する専門委員会委員 青柳みどり

新河岸川産業廃棄物処理推進委員会技術検討委員会委員 山田正人，遠藤和人

　埼玉県環境科学国際センター 埼玉県環境科学国際センター客員研究員 高橋潔

埼玉県環境科学国際センター研究審査会委員 原澤英夫

　越谷市 越谷市環境審議会委員 村田智吉

千葉県 千葉県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員 川本克也

印旛沼水質改善技術検討会に係る委員 高村典子

印旛沼水質改善技術検討会ワーキングに係る委員 高村典子

　千葉県立国府台高校 サイエンス・パートナー・プロジェクト (SPP) 講師 野原精一

　流山市 流山市環境審議会委員 金森有子

流山市廃棄物対策審議会委員 稲葉陸太

　千葉市 千葉市一般廃棄物処理施設長期責任委託審査委員会委員 遠藤和人

　柏市 柏市環境審議会委員 青柳みどり

東京都 「三宅島移入種調査・対策検討会」検討委員 深澤圭太

大気環境モニタリングに関する検討会委員 大原利眞

東京都特定外来生物（キョン）防除対策検討委員 深澤圭太

東京都水道事業経営問題研究会委員 大垣眞一郎

東京都環境保健対策専門委員会大気汚染保健対策分科会委員 新田裕史

北進線改修事業に係る専門家会議委員 佐竹潔

委　　嘱　　元 委　　嘱　　名 氏 　　　名
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　豊島区 第 2 期豊島区環境審議会委員 藤野純一

豊島区リサイクル・清掃審議会委員 山田正人

　板橋区 板橋区資源環境審議会委員 石垣智基

　足立区 足立区環境基金審査会委員 野尻幸宏

　練馬区 第 3 期練馬区環境審議会委員 ( 学識経験者委員 ) 藤野純一

第 4 期練馬区環境審議会委員 ( 学識経験者委員 ) 藤野純一

神奈川県 神奈川県環境審議会委員 亀山康子

　川崎市 川崎市都市計画審議会臨時委員（低炭素都市づくり検討小委員会委員） 松橋啓介

川崎市環境影響評価審議会委員 川本克也

川崎市環境審議会委員 大迫政浩

川崎市廃棄物処理施設専門家会議委員 大迫政浩，川本克也

低 CO2 川崎ブランド認定委員会委員 藤田壮

平成 24 年度化学物質対策検討委員会委員 川本克也

汚染土壌処理施設等専門家会議委員 川本克也

橘処理センター整備事業に係るごみ焼却方式選定特別部会のア

ドバイザー

川本克也

　横浜市 横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会委員 川本克也

横浜市廃棄物処理施設生活環境影響調査専門委員会委員 川本克也

ヨコハマ・エコ・スクール（YES) アンバサダー 江守正多

平成24年度「エキサイトよこはま22」推進・検討に関する会議委員 藤田壮

　鎌倉市 鎌倉市まちづくり審議会委員 亀山康子

鎌倉市環境審議会委員 亀山康子

　横須賀市 横須賀港浅海域保全・再生研究会委員 堀口敏宏

山梨県　環境科学研究所 山梨県環境科学研究所課題評価委員会委員 佐藤洋，住明正

富山県 富山県環境審議会専門部会専門員 鈴木規之，牧秀明

富山県環境審議会調査員 原澤英夫

富山県科学技術会議委員 青柳みどり

　富山県環境科学センター 富山県環境科学センター研究課題外部評価委員会委員 西川雅高

長野県 長野県環境審議会第5次長野県水環境保全総合計画策定専門委員 青柳みどり

岐阜県　岐阜市 岐阜市北部地区産業廃棄物不法投棄事案技術評価検討委員会委員 遠藤和人

岐阜市北部地区産業廃棄物不法投棄事案特定支障除去等事業技

術アドバイザー

遠藤和人

兵庫県　姫路市 平成 24 年度エコパークあぼしモニタリング評価委員会委員 高田光康

岡山県　瀬戸内市 錦海塩田跡地活用プロポーザル実施選定委員会委員 藤田壮

広島県　広島市 広島市環境審議会臨時委員 藤野純一

愛媛県　宇和島市 新ごみ処理施設整備検討委員会委員 川本克也

熊本県　熊本市 熊本市低炭素都市づくり戦略計画推進協議会オブザーバー 藤田壮

独立行政法人

（独）医薬品医療機器総合機構 独立行政法人医薬品医療機器総合機構専門委員 岩崎一弘

（独）宇宙航空研究開発機構 EarthCARE/CPR 委員会委員 笹野泰弘，野沢徹，杉本伸夫

ＪＡＸＡ次期スーパーコンピュータに関する調査検討会 松永恒雄

海洋・宇宙連携委員会 環境・水産分科会委員 山野博哉

平成 24 年度はやぶさ 2 プロジェクト共同研究員 松永恒雄

平成 24 年度地球圏総合診断委員会大気分科会委員 西澤智明，日暮明子

（独）科学技術振興機構 （独）科学技術振興機構 社会技術研究開発主監 大垣眞一郎

「国際緊急共同研究・調査支援プログラム J-RAPID)」に関する推進委員 岩崎一弘

研究領域「持続可能な水利用を実現する革新的な技術とシステム」研究総括 大垣眞一郎

戦略的創造研究推進事業(CREST)の研究領域評価委員会専門委員 亀山康子

低炭素社会戦略センター低炭素社会戦略推進委員会委員 藤野純一

領域アドバイザー（「二酸化炭素排出抑制に資する革新的技術の創出」） 藤野純一

（独）科学技術振興機構 領域アドバイザー（社会技術研究開発センター） 山形与志樹，藤野純一

（独）海洋研究開発機構 招聘上席研究員

招聘主任研究員

ShamilMaksyutov

伊藤昭彦

（独）環境再生保全機構 「大気環境改善のための費用対効果分析を活用した排出コント

ロール戦略に関する調査研究」のアドバイザリー委員

大原利眞

（独）環境再生保全機構 局地汚染地域における重点対策地区設定手法に関する調査研究

検討会委員

近藤美則

大気浄化植樹の効果に係る調査研究検討会委員 清水英幸

委　　嘱　　元 委　　嘱　　名 氏 　　　名
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（独）原子力安全基盤機構 周辺住民への被ばく経路別放射線影響評価検討会委員 新田裕史

（独）国際協力機構 中国「循環型経済推進プロジェクト・サブプロジェクト 3：静脈

産業類生態工業整備の推進」にかかる国内支援委員会委員長

藤田壮

（独）産業技術総合研究所 GEO　Grid　連携会議　議員 笹野泰弘

客員研究員 久米博，三枝信子，松永恒雄

国際計量研究連絡委員会　物質量標準分科会専門委員 佐野友春

国際計量研究連絡委員会委員 西川雅高，佐野友春

物質量標準分科会委員 西川雅高

ナノテクノロジー標準化国内審議委員会委員 平野靖史郎

（独）新エネルギー・産業技

術総合開発機構

「馬鈴薯澱粉製造時に発生する廃水･廃棄物をモデル原料とする

水熱可溶化技術を組み合わせたコンパクトメタン発酵システ

ムの研究開発」に係る技術評価受諾者

珠坪一晃

スマートコミュニティ国際実証事業検討委員会(マレーシアにお

けるグリーンタウンシップ構想実現のための基礎調査審査会 )

　NEDO 技術委員

藤田壮

タイにおけるVOCモニタリング及び環境情報マネージメントに関

わる研究協力　外部有識者委員会委員

谷本浩志

研究評価委員会「化学物質リスク評価管理技術体系の構築（第2期）

/高機能簡易型有害性評価手法の開発」分科会　NEDO技術委員

白石寛明

研究評価委員会「化学物質リスク評価管理技術体系の構築 ( 第 2

期)/ナノ粒子特性評価手法の研究開発」分科会　NEDO技術委員

平野靖史郎

（独）森林総合研究所 （独）森林総合研究所平成 24 年度研究評議会委員 大垣眞一郎

「REDD プラスに係る政策論・方法論等に関する政策分科会」委員 亀山康子

独立行政法人森林総合研究所客員研究員 五箇公一

（独）水資源機構 水質に関するアドバイザリーグループ委員 今井章雄

（独）製品評価技術基盤機構 ASNITE 試験（環境等）に係わる技術委員会環境放射能分科会委員 山本貴士

計量法に基づく校正事業者登録制度 (JCSS) 等に係る技術委員会

標準物質 ( 一般 ) 分科会委員

西川雅高

計量法に基づく校正事業者登録制度 (JCSS) 等に係る技術委員会

標準物質 ( 一般 ) 分科会委員及び標準物質情報委員会委員

西川雅高

標準物質情報委員会委員 西川雅高

（独）都市再生機構茨城地域支社 葛城地区北西大街区 (G-X) 整備計画検討委員会委員 松橋啓介

（独）都市再生機構首都圏

ニュータウン本部

柏北部東地区2号近隣公園予定地の環境に関する有識者会議委員 山田正人

（独）日本学術振興会 （独）日本学術振興会「異分野融合による方法的革新を目指した

人文・社会科学研究推進事業」事業委員会委員

大垣眞一郎

「異分野融合による方法的革新を目指した人文・社会科学研究推

進事業」事業委員会委員

大垣眞一郎

先端科学 (FoS) シンポジウム事業委員会プランニング・グルー

プ・メンバー

谷本浩志

独立行政法人日本学術振興会学術システム研究センター研究員 (

専門研究員：総合・複合新領域 )

一ノ瀬俊明

（独）日本原子力研究開発機構 職員採用試験研究業績評価委員 稲葉一穂

特定課題推進員研究業績評価委員会委員 稲葉一穂

博士研究員研究業績評価委員会委員 稲葉一穂

福島環境研究開発・評価委員会委員 大迫政浩

埋立施設設置に関する技術専門委員会委員 山田正人

（独）放射線医学総合研究所 客員研究員 堀口敏宏

共同実験施設運営委員会静電加速器施設利用部会委員 青木康展

内部被ばく線量評価調査専門委員会検討委員会委員 大原利眞

（独）理化学研究所 遺伝子組換え実験安全委員会委員 中嶋信美

客員研究員（天体（超新星、太陽）活動に関する化学気候モデル

の開発）

秋吉英治

国立大学

北海道大学大学院 非常勤講師（地球温暖化対策特別講義） 山形与志樹

招へい教員 ( 客員准教授 ) 高橋潔

東北大学大学院 非常勤講師（太陽地球環境学） 中島英彰

非常勤講師（地球環境変動学） 町田敏暢

教授 柴田康行

准教授 伊藤昭彦
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群馬大学大学院 群馬大学大学院工学研究科 滝上英孝

筑波大学 「巨大地震による複合災害の統合的リスクマネジメント」研究プ

ロジェクトへの参加

近藤美則

連携大学院方式に係る教員（教授） 松永恒雄，近藤美則

連携大学院方式に係る教員 ( 准教授 ) 松橋啓介

学位論文審査委員会委員 上田佳代

筑波大学計算科学研究センター共同研究委員会委員 江守正多

連携大学院方式に係る教員 ( 教授 ) 中嶋信美

連携大学院方式に係る教員（准教授） 河地正伸，玉置雅紀

平成 24 年度国立大学筑波大学理事 ( 非常勤 ) 大垣眞一郎

国立大学法人筑波大学理工学群社会工学類非常勤講師 近藤美則

非常勤講師（21世紀の環境・エネルギー問題と科学・技術の役割-1） 山形与志樹

筑波大学大学院 非常勤講師（専門科目ヘルスサービスリサーチ応用論） 上田佳代

科学技術戦略推進補助金｢戦略的環境リーダー育成拠点形成｣外

部評価委員会評価委員

佐藤洋

非常勤講師（家電廃棄物管理論） 寺園淳

非常勤講師（環境リスク論） 田中嘉成

非常勤講師（専門科目「水総合学」） 小松一弘

連携大学院方式に係る教員 ( 教授 ) 野原恵子，大原利眞

連携大学院方式に係る教員 ( 准教授 ) 永島達也，小池英子，菅田誠治

埼玉大学 非常勤講師 ( 環境アセスメント） 岩崎一弘，稲葉一穂

千葉大学 非常勤講師 ( 衛生薬学 I) 平野靖史郎

千葉大学大学院 非常勤講師 ( 環境分析化学 ) 野原精一

非常勤講師 ( 環境毒性学 ) 青木康展，小林弥生，平野靖史郎

千葉大学環境リモートセン

シング研究センター

千葉大学環境リモートセンシング研究センター拠点運営委員会委員 笹野泰弘

東京大学 非常勤講師（環境保健学） 新田裕史

非常勤講師（システム科学特別講義 III） 三枝信子

非常勤講師（環境リスク論 ) 堀口敏宏，櫻井健郎，鈴木規之

東京大学大学院 客員准教授 松橋啓介，田崎智宏

客員教授 亀山康子，滝上英孝，鑪迫典久

兼任教員 ( 教授 ) 高村典子

博士学位請求論文の審査委員会委員 青柳みどり，小松一弘

博士学位論文の審査委員会学外審査委員 日暮明子

非常勤講師（地球持続戦略論） 江守正多

非常勤講師 ( 生圏システム学専攻・里山学総論 ) 青柳みどり

東京大学サステイナビリティ学連携研究機構 東京大学サステイナビリティ学連携研究機構非常勤講師（客員教授） 住明正

東京医科歯科大学 非常勤講師 ( 衛生学 ) 平野靖史郎

東京農工大学 非常勤講師（共生持続社会学特別講義 II） 五箇公一

非常勤講師（生物制御科学特論 II） 五箇公一

東京工業大学大学院 連携准教授 増井利彦

非常勤講師（環境モニタリングと情報化 2） 横田達也

非常勤講師 ( 環境数値シミュレーション 2) 小倉知夫

非常勤講師（地球環境と経済発展のモデリング） 金森有子

連携教授 野尻幸宏

お茶の水女子大学 非常勤講師 ( 生物学特殊講義ＩＶ) 堀口敏宏

横浜国立大学大学院 非常勤講師 ( 環境毒性学 ) 石堂正美

非常勤講師（客員教授） 川本克也

新潟大学研究推進機構超域

学術院朱鷺・自然再生学

研究センター

平成 24 年度朱鷺・自然再生学研究センター協働研究員 横溝裕行

長岡技術科学大学 博士学位論文審査委員 珠坪一晃

長岡技術科学大学大学院 客員准教授 珠坪一晃

北陸先端科学技術大学院大学 客員教授 須賀伸介

客員准教授 藤野純一

岐阜大学 非常勤講師 ( リモートセンシング水環境計測学特論 ) 亀山哲

　岐阜大学流域圏科学研究

センター

客員教授 三枝信子
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静岡大学電子工学研究所 客員教授（共同研究の実施,実用化の観点での研究所員への助言） 久米博

名古屋大学大学院 招へい教員 藤田壮，一ノ瀬俊明，野沢徹，

高見昭憲，伊藤昭彦

ナショナルバイオリソースプロジェクト「ニワトリ・ウズラ」運

営委員会委員

川嶋貴治

　名古屋大学太陽地球環境研究所 名古屋大学太陽地球環境研究所運営協議会運営協議員 笹野泰弘

名古屋大学太陽地球環境研究所共同利用・共同研究委員会専門委

員会委員

杉田考史

名古屋大学太陽地球環境研究所附属ジオスペース研究センター

運営委員会委員

今村隆史

　名古屋大学地球水循環研究センター 名古屋大学地球水循環研究センター運営委員会委員 住明正

名古屋大学地球水循環研究センター教員選考委員会委員 住明正

京都大学大学院エネルギー

科学研究科

非常勤講師（Atmospheric　Environmental　Science) 南齋圭介

京都大学生存圏研究所 京都大学生存圏研究所「生存圏データベース全国国際共同利用専

門委員会」委員

中島英彰

京都大学防災研究所 非常勤講師（水文循環過程と水環境・生態系影響評価に関する研究） 東博紀

大阪大学 大阪大学医学系研究科非常勤講師 佐藤洋

大阪大学大学院 非常勤講師 ( 科学技術論 B) 野尻幸宏

神戸大学大学院 教授 今村隆史，向井人史

金沢大学理工研究域サステ

ナブルエネルギー研究セ

ンター

金沢大学理工研究域サステナブルエネルギー研究センター

(RSET) アドバイザー

大垣眞一郎

島根大学汽水域研究センター 島根大学汽水域研究センター協力研究員 矢部徹

広島大学大気エアロゾルの環境影響

プロジェクト研究センター

広島大学大気エアロゾルの環境影響プロジェクト研究センター

客員研究員

西川雅高

岡山大学 非常勤講師 ( 公衆衛生学 ) 中山祥嗣

愛媛大学 客員教授 ( 非常勤講師 ) 鈴木規之，柴田康行，佐治光

愛媛大学沿岸環境科学研究

センター

客員研究員 滝上英孝，堀口敏宏，柴田康行

高知大学 非常勤講師（中毒学） 中山祥嗣

九州大学応用力学研究所 客員教授（非常勤講師） 大迫政浩

長崎大学 非常勤講師（環境科学特別講義 A） 鑪迫典久，鏑木儀郎

琉球大学 非常勤講師（生物環境科学特別講義） 五箇公一

公立大学

首都大学東京大学院 非常勤講師 ( 生態学特論 ) 竹中明夫

熊本県立大学 平成 24 年度環境研究総合推進費に係るアドバイザリーボード会

合のアドバイザー

鈴木規之

私立大学

関東学院大学大学院 非常勤講師（環境衛生工学特論、都市衛生工学特殊講義、大気と環境） 川本克也

慶応義塾大学 非常勤講師（民族学考古学特殊 X） 山野博哉

自治医科大学医学部 非常勤講師 ( 環境医学、実習、研究指導 ) 野原恵子，平野靖史郎

非常勤講師 ( 植物性機能生理学 ) 前川文彦

上智大学 非常勤講師 ( 地球環境学 I) 岡川梓

上智大学大学院 非常勤講師 ( 環境研究のフロンティア ) 江守正多，増井利彦，野尻幸宏，

藤田壮，青木康展，大迫政浩，

五箇公一，野原恵子，稲葉一穂，

今村隆史，大原利眞，竹中明夫

平成 24年度非常勤講師 (JAPANESE EXPERIENCES IN ENVIRONMENTAL

MANAGEMENT)

徐開欽

早稲田大学 非常勤講師 ( 生命科学 A) 前川文彦

帝京大学大学院 非常勤講師（環境保健） 上田佳代

東京理科大学 非常勤講師（化学環境概論） 稲葉一穂

東邦大学 非常勤講師（生物学特論 II・IV) 石堂正美

非常勤講師（生物分子科学特論 II） 岩崎一弘

評価委員 住明正

東洋大学大学院 東洋大学大学院工学研究科環境デザイン専攻特任教授 藤田壮

東洋大学国際共生社会研究センター 東洋大学国際共生社会研究センター評価委員 大垣眞一郎

法政大学 非常勤講師（廃棄物・リサイクル論） 鏑木儀郎
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明治大学 非常勤講師 ( 情報処理・演習 1, 2) 渡邉英宏

明治大学大学院 非常勤講師 ( 生命科学特論 VIII) 中嶋信美

立正大学 非常勤講師（土壌環境学、土壌環境学実験） 広木幹也

立正大学大学院 非常勤講師 ( 環境汚染問題特論、環境システム特殊講義 ) 水落元之

麻布大学 非常勤講師（環境リスク評価論） 中島大介

福岡大学大学院 非常勤講師 ( 地盤環境工学特論 ) 肴倉宏史

大学共同利用機関法人

自然科学研究機構　国立天文台 自然科学研究機構国立天文台理科年表編集委員会委員 肱岡靖明，原澤英夫

情報・システム研究機構　国立遺伝学研究所 生物遺伝資源委員会委員 河地正伸

研究開発施設共用等促進費補助金ナショナルバイオリソースプ

ロジェクト (NBRP) 運営委員会委員長会議委員

河地正伸

国立極地研究所プロジェクト研究への研究協力(共同研究者) プ

ロジェクト研究 (KP-11 北極域における生態系変動の研究、KP-

8 環境変動に対する極域生物の生態的応答プロセスの研究 )

内田昌男

情報・システム研究機構　国立極地研究所 情報・システム研究機構国立極地研究所運営会議南極観測審議委

員会設営専門部会環境分科会委員

稲葉一穂

情報・システム研究機構　統計数理研究所 客員教授 ( 統合都市シミュレータのデータ同化手法の開発 ) 山形与志樹

客員准教授 ( 溶存酸素量に関する生態毒性評価法の開発 ) 堀口敏宏

人間文化研究機構　総合地球環境学研究所 共同研究員 Shamil Maksyutov

委　　嘱　　元 委　　嘱　　名 氏 　　　名
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年月日 事　　　　　項

24. 4.20 茗渓学園中学校

4.20 茗渓学園中学校

4.24 東京都水道局

4.26 中国上海同済大学環境高等研究院

5.10 五箇小学校

5.10 東京バイオテ ク ノ ロ ジー専門学校

5.15 環境大臣

5.16 筑波大学大学院

5.17 鹿行地域明日の地域づ く り 委員会

5.23 三井業際研究所

5.23 JICACP 研修 「土壌汚染 ・ 有害廃棄物管理」

5.24 信州大学

5.24 青山学院大学

5.28 国際ア ド バイザー

5.30 筑波大学大学院

5.31 JICA 研修コース 「ベ ト ナム～プロ ジェ ク ト 」

6. 6 JICA 環境地図作成コース

6. 6 TOKYO 研究所紀行 （株式会社フ レア他）

6. 6 中国住宅と城郷建設部農村汚水処理技術北方研究セン ター

6.13 環境再生保全機構

6.19 環境省次長

6.27 筑波大学

6.27 中央環境紛争調整委員会

6.29 明治大学大学院

7.23 国際ア ド バイザー

7.24 定型コース

7.25 サマーサイエン スキ ャ ンプ参加者

7.27 国際ア ド バイザー

7.31 中国 　 汕頭大学

8.20 サマーサイエン スキ ャ ンプ参加者

8.21 群馬県立女子大学

8.28 定型コース

8.30 吾妻中学校

9.11 神戸大学

9.12 タ イ科学技術研究所

9.12 国際ア ド バイザー

9.20 NPO 法人環境ベテ ラ ンズフ ァーム

9.24 イ ン ド ネシア開発計画庁 （BAPPENAS）

9.25 定型コース

9.28 英国大使館科学技術部

10. 2 下水道事業支援セン ター

10. 4 広島県立福山誠之館高等学校

10.10 栃木県益子町長他

25

年

―  
10.12 イ ン ド ネシア政府国家開発計画庁

10.18 国立秋田工業高等専門学校

10.18 原子力武蔵会

10.23 横浜市繁殖セン ター

10.25 新日本宗教団体連合会

10.26 環境政務官

10.30 環境省研修生

11. 5 環境副大臣

11. 6 環境再生保全機構

11. 7 水道顧問技術会

11.12 タ イ王国マ ヒ ド ン大学

11.13 川崎市中原区町内会

11.15 山形県立米沢興譲館高等学校

11.15 ブラ ジル国立宇宙研究所

11.20 韓国環境産業技術院、社団法人土壌環境セン ター

11.26 中国瀋陽市研修生

11.28 水戸市環境保全会議

12.18 並木中等教育学校

12.18 並木中等教育学校

12.20 NPO 法人科学技術者フ ォーラ ム

12.25 定型コース

. 1. 8 秋田県立大館鳳鳴高等学校

1.17 霞ヶ浦環境科学セン ターパー ト ナー

1.25 中国北京大学環境 ・ エネルギー学院副院長

1.29 中国無錫市研修団

1.31 イ ン ド ネシア訪日研修団

2. 5 NPO 法人環境ネ ッ ト ワーク

2. 7 JICA 集団研修コース

2.14 JICA 集団研修コース

2.23 中国西安建築科学大学富栄養化対策訪問団

2.25 フ ィ リ ピン人研修生

3. 1 JICA 中国 ・ 西安市研修員

3. 8 中国江蘇嘉浄環保科技公司

3.11 会計検査院

3.12 中国山西省環境観測セン ター研修員

3.13 盛岡第三高等学校

3.15 科学技術振興機構

3.18 環境大臣

3.18 （公財） 水道技術研究セン ター

3.25 タ イ王国バン コ ク首都圏庁 （BMA） 職員

3.25 筑波研究学園都市記者会

3.26 地学オ リ ンピ ッ ク参加者

3.26 タ イ王国バン コ ク首都圏庁 （BMA） 職員

月日 事　　　　　項
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（視察・見学者）

区 　 分

年 　 度

国 　 　 　 　 　 内

国 　 　 外 合 　 　 計

環  境  省
研究機関
職  員  等

一 　 　 般
議  員  ・
官  公  庁

小 　 　 計

平成 12
件
5

件
2

件
55

件
9

件
71

件
53

件
124

13 11 5 56 10 82 47 129

14 12 7 58 5 82 43 125

15 12 1 72 9 94 47 141

16 7 1 66 7 81 24 105

17 5 0 55 6 66 38 104

18 5 7 62 8 82 50 132

19 10 2 84 3 99 39 138

20 6 6 70 10 92 42 134

21 5 3 77 10 95 46 141

22 9 4 60 9 82 43 125

23 4 2 42 2 50 29 79

24 6 1 39 8 54 32 86
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(4) 研究所関係新聞記事

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名

24.4.2 社説＝ 10 年を経過した PRTR 精度の課題 化学工業日報

4.5 探求人＝国立環境研究所研究員　金谷弦さん　大津波後の干潟見守る 朝日新聞

4.6 探訪！研究者たちの現場　海を探る (3) 緑色の海藻大発生の謎　国立環境研究所／生態遺伝情報解
析研究室

朝日新聞

4.8 温暖化対策議論大詰め　原発依存・・・求められるエネルギー政策転換 福島民報

4.11 日本サニテーションコンソーシアム運営委員会　秋にワークショップ開催　技術審査会設置を検討 日刊建設産業新聞

4.11 国立がん研究センターなど　海藻を毎日食べる閉経後女性　甲状腺がんのリスク　週 2 日以下の
2.4 倍

朝日新聞 夕刊

4.11 国立がん研究センター 5 万人調査　甲状腺がん　海藻食べすぎでリスク　閉経後の女性 3.8 倍 毎日新聞 夕刊

4.11 がん研究センター　閉経後の女性、毎日海藻食べると　甲状腺がんリスク増 日本経済新聞 夕刊

4.11 海藻は閉経後控えて　甲状腺がん　リスク 2.4 倍 東京新聞 夕刊

4.12 海藻毎日食べる閉経後女性　甲状腺がんリスク増 産経新聞

4.12 国立がん研究センターと国立環境研究所発表　閉経後の女性　甲状腺がん　海藻で増加 日本農業新聞

4.12 温室ガス削減　「39 ～ 10％」試算 読売新聞 夕刊

4.12 温室効果ガス 25％削減　原発ゼロでも実現可能　環境省試算　経産省と違い鮮明 東京新聞 夕刊

4.13 温室効果ガス　環境省、2030 年試算を公表　原発ゼロでも「25％減」 毎日新聞

4.13 環境省試算　温室ガス　原発ゼロでも 25％削減可能 産経新聞

4.13 環境省試算　温室ガス　再生エネ強化なら　原発ゼロでも 25％減 産経新聞 大阪

4.13 国立環境研究所、2030年の温暖化ガス排出量試算　火力稼働で業績変化　削減率に約 15ポイント差 電気新聞

4.13 国立環境研究所　温室効果ガス　30 年排出削減 10 ～ 39％　24 パターンで推計 化学工業日報

4.13 バーゼル条約　有害廃棄物適切管理ガイドライン　日本主導で策定へ　COP11 で方向性 化学工業日報

4.16 つくばの 40 機関が公開　科学技術週間で各種催し 常陽新聞

4.20 中央環境審議会小委　国立環境研究所データ基に　再エネ試算　2 省で相違 電気新聞

4.21 編集委員報告＝つくば市の国立環境研究所　絶滅が心配される野生生物　94 種 1799 個体 北海道新聞 夕刊

4.22 閉経後の海藻摂取　甲状腺がんリスク 読売新聞

4.23 国立環境研究所　「大震災と環境再生」公開シンポジウム 化学工業日報

4.25 「20 年後の環境都市」テーマに環境研　中学生対象に絵画作品を募集 常陽新聞

4.25 国立環境研究所　災害復旧向け環境研究報告 日刊工業新聞

4.27 環境省　温暖化ガス　4 ケース分析　2030 年排出量絞り込み 電気新聞

4.27 普天間アセス　防衛庁 9 委員を発表　きょう評価書研究会 琉球新報

4.29 太陽　重なる異変の兆し　磁場 4 重極化　黒点周期の乱れ　地球の大気に影響予測も 読売新聞

4.30 辺野古アセス評価書補正　有識者は非公開 琉球新報

5.1 防衛省で初会合　アセス有識者会　辺野古を調査へ 沖縄タイムス

5.2 環境放射能除染学会　19 日から福島で初の研究発表会 建設通信新聞

5.4 日中韓環境相会合　原発規制など政策対話促進 東京新聞

5.4 リオ＋ 20　持続的開発　日本が指南　ごみ 3R　洪水防止 読売新聞

5.4 福島　除染効果的手段は　国内外の研究事例　19 日から発表会 福島民報

5.5 対馬沖　最北のサンゴ礁 読売新聞

5.9 高知市中心部　大気汚染が原因か　煙霧で真っ白 高知新聞

5.9 郷土再生　放射能と向き合う 1　セシウム広く薄く　原発事故後、雨で沈着　高濃度地区はわずか 読売新聞

5.10 総合資源エネルギー調査会、5 類型試算　GDP　原発 0％、影響最大 日刊工業新聞

5.10 経産省　電気料金　依存度別に試算　原発ゼロで最大 2 倍 毎日新聞

5.10 国立環境研究所　温暖化ガス　2030 年 32％減　原子力比 15％で試算 電気新聞

5.11 経産省が試算結果　減原発ではゼロ成長に　総合資源エネルギー調査会に提示 日刊建設工業新聞

5.11 福島市で「放射能除染のための国際シンポジウム」 化学工業日報

5.12 環境省　湯洲の安全評価　月内にも　震災がれき処分　影響分析 産経新聞 大阪

5.12 紫外線の害　40 代より 50 代　50 代より 60 代が深刻　スグ始める「日焼け対策」 日刊ゲンダイ

5.14 学際的見地から環境・水を考える　探訪　国立環境研究所 水道産業新聞

5.15 筑波大や気象研究所など　ヒートアイランド抑制策で新試算 日本経済新聞

5.15 5 月でも熱中症注意を「暑さに体慣れず」　死亡事例や節電意識　両県早めの啓発 山陰中央新報

5.18 国立環境研究所など手法開発　化学物質　胎児への影響度　ES 細胞で評価 日刊工業新聞

5.18 第 39 回「環境賞」に 4 件　持続可能な社会を構築　環境大臣賞・優秀賞　優良賞 日刊工業新聞

5.19 社説＝射程　解体アスベストへの不安 熊本日日新聞

5.21 ここが聞きたい中国の大気汚染日本にも　国立環境研究所地域環境研究センター長　大原利眞さん 読売新聞

5.22 太古の地下水　「化石水」利用で海面上昇？ 読売新聞

5.23 環境省審議会試算「温暖ガス 25％減」困難　20 年　国内最大 19％ 朝日新聞 夕刊

5.23 20 年試算　温室ガス　原発依存ゼロ 11％減　35％なら最大 19％減 毎日新聞 夕刊

5.24 温暖化対策の目標　選択肢絞り込みに遅れ　「20 年に 25％減」達成難しく 日経産業新聞

5.24 温暖化ガス削減　国際公約、達成厳しく　20 年目標　国立環境研究所試算も届かず 電気新聞

5.24 中央環境審議会が試算　20 年の国内 GHG 排出量削減率　90 年比で 2 ～ 19％ 化学工業日報
―  332  ―
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5.24 国立環境研究所　20 年の試算　温室ガス公約　自力削減 11 ～ 15％　排出枠購入で達成も 東京新聞

5.24 国立環境研究所　20 年試算　原発 40 年廃炉で　温室ガス削減は最大 15％ 茨城新聞

5.24 利根川水系の化学物質検出　混入原因の特定難航　震災後の備蓄生きる 朝日新聞 夕刊

5.25 テクノトレンド＝除染学会で幅広い成果発表　処理など知恵結集　迅速な復旧へ一層の連携を 日経産業新聞

5.25 探訪！研究者たちの現場　海を探る (5) 干潟を変えた津波　国立環境研究所海洋環境研究室 朝日新聞

5.27 温暖化問題で 6 氏講演　つくばで気象学会「科学者の役割」テーマ 毎日新聞

5.30 国立環境研究所　環境再生テーマにシンポ 日経産業新聞

6.1 国立環境研究所公開シンポ　東京と京都で開催 日刊建設工業新聞

6.4 国立環境研究所の経済分析に疑問　電気料金 2 倍→ GDP ほぼ落ちず 電気新聞

6.5 環境省　震災がれき焼却灰　夢洲で処分「妥当」 産経新聞 夕刊

6.8 温室効果ガス　25％削減　撤回不回避　最大 15％　環境省選択肢案　原発依存前提の無理　露呈 毎日新聞 夕刊

6.8 温室ガス　20 年　90 年比最大 15％　25％削減達成不可能 毎日新聞 大阪

6.8 温室効果ガス　25％削減公約撤回　最大 15％環境省選択肢案 毎日新聞

6.9 近畿の底ぢから　自動車排ガス測定装置の堀場製作所　世界で 8 割のシェア　高性能の裏に京職人
の技

朝日新聞 大阪

6.9 ニュースイチから＝トキなぜ増やすの？日本産は絶滅、中国産頼み　動植物 2 万種に危機 日本経済新聞

6.9 温室効果ガス　脱原発でも削減可能　選択肢案「25％」は撤回不可避 毎日新聞

6.10 放射性物質　除染研究進む　セシウム吸着、青色顔料注目 日本経済新聞

6.12 政府　同意人事案 6 機関 14 人提示 毎日新聞

6.12 国会同意人事案　7 機関 16 人提示 朝日新聞

6.12 日銀審議委員に木内登英・佐藤健裕氏提示　緩和積極派に白羽の矢　デフレ脱却に配慮 日本経済新聞

6.13 社説＝エネルギー基本計画　脱原発へ向け誤りなき選択を 愛媛新聞

6.14 住友スリーエム　21 日に本社で　放射性物質分析セミナーを開催 日刊工業新聞

6.14 神話の果てに　東北から問う原子力 (11) ＝第 3 部「見えない敵」(1) 拡散　低気圧　放射性物質
運ぶ

河北新報

6.14 温暖化の仕組み学ぶ　昆布盛小児童が施設見学 北海道新聞

6.15 エコスクール、昆布盛小で　地球規模の環境問題学ぶ 根室新聞

6.18 日立環境財団　環境サイエンスカフェ 日刊工業新聞

6.18 神話の果てに　東北から問う原子力 (14) ＝第 3 部「見えない敵」(4) 山の危機 河北新報

6.19 最終処分場技術システム研究協会　環境講演会・研究成果発表会　災害廃棄物処理テーマに 日刊建設産業新聞

6.21 日本サニテーションコンソーシアム　構成団体に日本下水道事業団加入　オフサイト処理など対応 日刊建設工業新聞

6.22 国会同意人事　7 機関 16 人を承認 日本経済新聞

6.23 殺虫剤・虫よけ剤　どう活用　虫・環境に応じて使い分け　ゴキブリは併用で　通行人にも配慮を 日本経済新聞

6.25 住友スリーエム　第 3 回固相抽出セミナーを開催 化学工業日報

6.26 時代を駆ける　星寛治 (6) ＝広がる産直　原点は「自給」 毎日新聞

6.28 掃除機の塵からセシウム　常総生協・国立環境研、県南部など調査「乳児いる家庭、拭き掃除まめ
に」

朝日新聞

7.2 ニュースがわかる AtoZ ＝熱中症とその注意点　最悪は？　時期は？　高齢者は？ 東京新聞

7.2 21 日に「夏の大公開」環境研で多くのイベント 常陽新聞

7.2 子どもの被ばくを考える　常総生協　龍ケ崎で講演会 東京新聞

7.3 掃除機ごみから高濃度セシウム　常総生協調査 茨城新聞

7.6 熊谷進食品安全委員会新委員長　「リスク」を改めて普及 日本食糧新聞

7.6 揺れる選択肢　エネルギーミックスの模索 ( 下 ) ＝食い違った経済影響分析　電力価格上昇に大き
な幅

電気新聞

7.7 共同研究に環境省　赤城大沼のセシウム採択 上毛新聞

7.10 森林除染　範囲、手法　検討開始　環境省、秋にも方向性 福島民報

7.10 国境越える環境問題　国際的な枠組みづくり急げ　光化学スモッグ　東アジアの大気汚染が関係 公明新聞

7.11 環境省　森林除染方法を検討 建設通信新聞

7.16 国立環境研究所　夏の大公開「楽しく学んでエコ力 ( りょく ) アップ」 東京新聞

7.16 国立環境研究所を公開 読売新聞

7.19 エネ・環境 3 案　議論本格化　産業界、コスト負担懸念　原発比率に関心集中　経済の影響試算に
ブレ

日経産業新聞

7.20 あす施設を一般公開　つくば　産総研と国立環境研　成果の展示、講演も 毎日新聞

7.22 日曜経済講座　電源構成の選択肢　経済性含む冷静な議論不可欠 産経新聞

7.22 岩手県環境保健研究センター　有機フッ素化合物　規制外物質を検出　関西の河川水から 岩手日報

7.24 盛岡市でシンポジウム　有機フッ素「継続監視を」　規制外物質に危機感 岩手日報

7.29 福島県環境創造センター構想案　除染調査・研究　モニタリング　機能別 2 施設に分散　15 年度
利用開始へ

福島民友

7.30 基礎からわかる　原発比率 3 案　Q0％なら　Q15％なら　Q20 ～ 25％なら　Q 海外は　Q 今後は 読売新聞

7.30 CO2 濃度計機にロゴ 毎日新聞

7.31 救急搬送　熱中症高齢者が半数近く　渇き自覚しづらく 読売新聞

8.3 大地再生 4　セシウム漏らさず焼却　水に溶かし煙回収 読売新聞

8.4 大豆の収穫量　最大 8 割減る　世界の主産地、60 年後　温暖化の影響　農業環境研試算 日本経済新聞

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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8.5 焦点＝意見聴取会終了　脱原発の声　政府に重く　政策反映　行方見えず　批判で運営も二転三転 信濃毎日新聞

8.5 エネ・環境意見聴取会　全日程終了　7 割が原発「0％」 福島民報

8.5 高松市でエネ意見聴取会　半数が原発比率「0％」産業空洞化懸念も　政府、意見聴取が終了 四国新聞

8.6 社説＝熱中症搬送が増加　特に高齢者は注意したい 北国新聞

8.17 神戸市で WET 研究懇話会市民講演会 化学工業日報

8.18 地球異変＝電子廃品　危うい宝探し　金属再生　規制づくり進む　枠組み設計に苦心 朝日新聞 夕刊

8.18 つくば市の先端技術学ぶ　中高生が成果発表 茨城新聞

8.20 環境省　化審の最新動向解説 日刊工業新聞

8.27 森林除染定まらず「効果薄い」政府方針に地元反発 読売新聞 夕刊

8.29 つくば市と環境研　相互協力で協定 茨城新聞

8.29 相互協力の促進で協定　つくば市と環境研 常陽新聞

8.29 つくば市と環境研　協力促進協定結ぶ　研究成果、市の施策に 朝日新聞

9.5 つくば農業生産農事　健康食品「藻」生産へ　大型設備、自社内に建設　来年度にも製品化　経営
を多角化

茨城新聞

9.6 文化部発＝日本は滅びるの？週刊誌の過激な見出し 産経新聞

9.8 セアカゴケグモご用心　毒性持つ外来種　全国で見つかる　かまれて入院も 日本経済新聞 夕刊

9.10 温暖化リスクにどう向き合うか　科学的な知見踏まえたオープンな議論の場を 聖教新聞

9.12 環境省　化学物質管理制度　アジア各国の整備支援　出口規制と入口規制　パッケージで提供 化学工業日報

9.13 プロメテウスの罠　がれきの行方 (8) ＝国の基準に戸惑った 朝日新聞

9.14 毒グモ広がる　生息域 21 府県　側溝のふたやベンチ裏　駆除場当たり的 毎日新聞 九州

9.15 電気代「2 倍」本当？家計負担強調しすぎ　量産　効率化が急務 東京新聞

9.15 核心＝「30 年代原発ゼロ」　再生・省エネ「成長可能」　長期戦略は具体性欠く　送電網の強化が
鍵

東京新聞

9.18 建設廃棄物協同組合　講演と懇親の集い　廃棄物の放射能管理について学ぶ 日刊建設工業新聞

9.18 お天気博士　光化学スモッグ 読売新聞 大阪 夕刊

9.23 国立環境研究所「20 年後の都市」絵画コンテスト　柳津の二瓶君入選　古里への愛情評価 福島民報

9.24 核心直談　汚染土壌貯蔵　合わせ技で　原発管理技術の応用や減容化 日本経済新聞

9.25 復興庁や環境省　福島の研究拠点強化　除染など県と連携 日本経済新聞

9.27 東日本復興　特報版 (79) ＝福島・除染の課題探る　除染作業を市民協働型事業に　事後評価の指
針作成検討

建設通信新聞

9.27 国立環境研究所　iPS　日本トキ復活計画「ミドリ」「キン」の皮膚細胞使い 読売新聞

9.29 9 月福島県議会　代表質問を続行　県環境創造センター　運営戦略会議設置へ　候補地　三春町と
南相馬市示す

福島民報

9.29 9 月福島県会代表質問　三春町と南相馬市有力候補地　放射線、除染の県研究拠点 福島民友

9.30 都会のオアシス　皇居 (5) ＝アカボシゴマダラ　外来種、急速に広まる 日本経済新聞

10.3 横手市　クリーンプラザ整備・運営　11 月 14 日まで受け付け 日刊建設工業新聞

10.4 国立環境研究所　沖縄島しょ環境の観測成果 日刊工業新聞

10.6 人類をとりまく究極の災害　楽観論もある「温暖化」　穀物生産　増加する地域も 東京新聞

10.10 ECO 焦点　インタビュー＝国立環境研究所　主任研究員　鑪迫典久氏　水生生物使う排水評価 日経産業新聞

10.12 JAXA　観測技術衛星「いぶき」後継機　17 年度に打ち上げ 日刊工業新聞

10.12 探訪！研究者たちの現場　海を探る (7) 有害プランクトンを監視　国立環境研究所　河地正伸さん 朝日新聞

10.12 JAXA　「いぶき」後継機開発へ 日本経済新聞 夕刊

10.16 地球温暖化　人類をとりまく究極の災害　農業影響　楽観論も 中日新聞 夕刊

10.19 石巻の被災建物の解体現場　国立環境研究所　適正な処理・管理手法構築へ 建通新聞

10.19 国立環境研究所　低炭素発展へ討論 日刊工業新聞

10.22 環境研究機関連絡会　災害と環境テーマ　14 日シンポジウム 建設通信新聞

10.24 微小粒子状物質　東京から南風で運ばれ　北関東で高濃度に 毎日新聞

10.24 埼玉・群馬の粒子状物質　東京から排ガス　化学反応で変化 日本経済新聞 夕刊

10.26 粒子状物質　埼玉県北で夏場高濃度に　排出源より風で飛来 埼玉新聞

10.27 「福島県環境創造センター」建設地　三春町と南相馬市に固まる　全面運用 16 年 4 月　研究者百数
十人規模

福島民友

10.28 根室でエコメッセ“マイ箸”作りも　自転車発電に挑戦 釧路新聞

10.30 福島県　環境回復へ専門施設　三春町「調査・研究」、南相馬「監視」 河北新報

10.30 「県環境創造センター」計画　福島県　2 付属施設整備検討　野生動植物や湖沼のモニタリングを
担当

福島民報

10.31 この国と原発＝第 7 部　メディアの葛藤 (7)　温暖化対策との関連づけ　リスク語らぬまま 毎日新聞

11.6 発信 2012　摩周湖はいま (上 ) ＝透明度　生態系が変化し低下 北海道新聞

11.7 発信 2012　摩周湖はいま (下 ) ＝立ち枯れ　中国の大気汚染原因？ 北海道新聞

11.9 環境研究機関連絡会　災害と環境テーマ　14 日に東京都内でシンポ 日刊建設工業新聞

11.11 地球環境研究センター　波照間ステーション開設 20 周年　海洋酸性化でサンゴ危機も 八重山毎日新聞

11.11 温室効果ガス倍増も　波照間の観測成果紹介　あすステーション一般公開 八重山日報

11.13 第 3 回「生態影響試験実習セミナー」開催 化学工業日報

11.14 東洋インキ SC ホールディングス　東慎一執行役員に聞く　環境経営　スピードと柔軟性重視 化学工業日報
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11.16 国立環境研究所が全国マップ　鳥インフル侵入　危険度予測 読売新聞

11.16 国立環境研究所　鳥インフルの侵入リスク　予測マップを作製 日経産業新聞

11.16 国立環境研究所が地図作成　鳥インフルエンザ　ウイルス　侵入リスクひと目　渡り鳥飛来に警戒 日本農業新聞

11.16 環境省　内分泌かく乱物質で公開セミナー 化学工業日報

11.16 国立環境研究所　鳥インフル侵入　危険性一覧地図　九州沿岸部高リスク 西日本新聞

11.16 国立環境研究所、高リスク地域　鳥インフルエンザウイルス侵入　予測地図を作製 日本経済新聞 夕刊

11.16 国立環境研　鳥インフル侵入地図発表　関東平野　リスク高く 河北新報

11.16 国立環境研　鳥インフル　海外からの侵入予測　危険性高い地域地図化 山陰中央新報

11.16 鳥インフルの侵入地図作成 福島民報

11.17 国立環境研　鳥インフルウイルス侵入危険度　全国予測図を作製 常陽新聞

11.17 国立環境研究所が分析　渡り鳥インフル　関東平野など高リスク 毎日新聞

11.18 鳥インフル侵入　危険性を地図に　大都市周辺注意 朝日新聞

11.19 社説＝実効あるアジア低炭素化支援を期待 化学工業日報

11.24 アロマテラピーを活用する　気分沈静や高揚　精油選ぶ　3 経路で体に作用　まず好みの香りを 日本経済新聞

11.25 国立環境研　AI 侵入リスクマップ　飛来する野鳥などから予測 鶏鳴新聞

11.26 国立環境研究所　アジアの低炭素化促進催事 日刊工業新聞

11.26 特集ワイド＝放射性物質拡散予測地図　訂正続き信頼失墜　「最悪」想定　もっと公開を 毎日新聞 夕刊

11.26 地球環境監視 20 年　波照間ステーション一般公開 琉球新報

11.27 富山県ら 9 日　地球温暖化防止へ県民大会とシンポ 建設通信新聞

11.27 これからの環境都市考える　来月 3、4 日「つくば 3E フォーラム会議」 毎日新聞

11.30 環境文明 21　温暖化対策の将来 日刊工業新聞

11.30 来年の COP19　ポーランド開催　排出削減後ろ向き　議事運営に懸念の声 毎日新聞

12.2 未来予想が当たらない　科学技術の進歩頭打ち？ 日本経済新聞

12.4 温室効果ガス観測専用衛星　日米欧中、開発にしのぎ　日本　後継機 17 年度打ち上げ 日刊工業新聞

12.4 環境省、エコチル調査強化　福島の放射線影響も対象に　参加規模 1.2 万人拡大　予備費活用で前
倒し

化学工業日報

12.4 COP18　日本式環境都市をマレーシアに計画 建設通信新聞

12.4 白いサンゴが温暖化警報　水温上がり藻消滅　酸性化で成長弱く 朝日小学生新聞

12.6 JAXA など全地球の CO2 排出量　観測データ高精度化　技術衛星「いぶき」使い広範に計測 日刊工業新聞

12.6 環境省　地球の CO2 収支推定　人工衛星のデータ基に 化学工業日報

12.6 厚労省検討会が初会合　除染廃棄物　処分業務の安全確保へ指針 日刊建設工業新聞

12.6 国立環境研究所など　ネット公開　地域・月別の CO2 収支　「いぶき」活用し推定 日経産業新聞

12.6 マレーシアで国立環境研究所が計画　日本式の環境都市 日経産業新聞

12.7 環境省、国立環境研究所、宇宙航空研究開発機構が推計　地球全体の CO2 吸収・排出量　人工衛星
で誤差低減

電気新聞

12.7 国立環境研　鳥インフルエンザウイルス　侵入リスク地図で色分け　野鳥の媒介に着目 全国農業新聞

12.12 福島県会一般質問　三春町、南相馬市の環境創造センター　準備委、1 月立ち上げ 福島民友

12.13 経産省　仙台市で技術セミナー　「鉄鋼スラグ」を震災復興資材に 鉄鋼新聞

12.13 省エネ家電の買い換え　製造・廃棄による負担も考慮を 聖教新聞

12.15 プロメテウスの罠　遠野ショック (5) ＝どうして飛んできた 朝日新聞

12.15 人類をとりまく究極の災害　絶滅　1,000 倍の速さに　環境破壊原因　ヒトもやがて消える？ 東京新聞

12.17 震災がれきコンソーシアム　第 2 回全体会議　有効活用で意見交換　焼却灰再生資材の安全品質基
準を設定

日刊建設産業新聞

12.21 リサイクルポート推進協議会　12 年度セミナーを開催　災害テーマに講演 日刊建設産業新聞

12.22 渡り鳥　宮崎県内飛来本格化　鳥インフルエンザ防止へ　農家ピリピリ　見えない敵　募る不安 宮崎日日新聞

12.25 国立環境研究所　タイに廃棄物管理の共同研究拠点 化学工業日報

12.26 国立環境研究所　タイに拠点　東南アジアの廃棄物　適切な管理研究 日経産業新聞

12.28 県内初　岡山市の旭川沿いにアルゼンチンアリ 山陽新聞 夕刊

12.29 京都議定書の第 1 約束期間　年末で終了　新興・途上国の排出量が急増　採択時と状況変化 毎日新聞

12.29 特定外来生物　アルゼンチンアリ確認　県内初、岡山市の旭川沿い 山陽新聞

12.31 福島県、セシウム調査前倒し　新年度　移動、拡散要因解明へ　効果的な除染確立目指す 福島民報

25.1.3 原子力　負の遺産＝第 5 部　放射能　見えない汚染 (2) 読めぬ影響　除染に壁 北海道新聞

1.6 12 日にシンポ　被災地のアスベスト考えよう　石巻市・神戸市 2 会場　インターネットで生中継 河北新報

1.9 VS. 気候異変　温暖化　すぐそばに　氷の神事出現減る一方　暑くなる世界　多発する干ばつ・水
害

朝日新聞 夕刊

1.9 国立環境研究所が分析　汚染物質、夏風で北関東へ　東京より高濃度に 朝日新聞 夕刊

1.9 CO2 排出これまで通り続くと…　日本近海サンゴ　分布大幅縮小も　「今世紀中に」北海道大など
予測

信濃毎日新聞 夕刊

1.9 サンゴ生息　大幅減予測　北大など　CO2 で海水酸性化 北海道新聞 夕刊

1.10 国際チームが予測　日本近海サンゴ　2070 年代に絶滅も 日本経済新聞

1.10 日本近海　サンゴ、60 年後全滅？　温暖化と酸性化 朝日新聞

1.10 国立環境研究所予測　海水の酸性化で　近海サンゴ 2070 年代に危機 読売新聞

1.10 地球温暖化での日本近海酸性化　サンゴ礁大幅減予測　国立環境研究所など　「CO2 削減が必要」 茨城新聞
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1.10 サンゴ大幅縮小も　生息分布　海水酸性化で予測 琉球新報

1.11 日本近海のサンゴ　2070 年代に危機的状況？　環境研が予測公表 常陽新聞

1.11 CO2 削減なければ海水酸性化　日本近海　サンゴ減も　北大など予測 毎日新聞

1.12 逆水門半世紀　霞ヶ浦を考える　渇水で「1 メートル低下」予測　96 年以降、実際は 0.3 メートル 常陽新聞

1.13 阪神・淡路大震災後　石綿死　200 万人中 30 人　国立環境研、リスク試算 神戸新聞

1.13 日本海異変　石川県沖に南方系カニ　温暖化刻々　海水温 100 年で 1.2 度上昇 北陸中日新聞

1.15 逆水門半世紀　霞ヶ浦を考える　取水量 3.2 倍と警戒　「出」「入り」両面とも変化 常陽新聞

1.15 福島県環境創造センター　動植物や湖沼の線量測定　専門拠点 2 カ所整備　監視強化へ付属施設 福島民友

1.15 福島県環境創造センター　今秋に運営戦略会議 福島民友

1.15 準備委が初会合　湖沼モニタリング施設設置場所　猪苗代湖周辺など検討 福島民報

1.16 環境省　化学物質の環境リスク初期評価　第 11 次分取りまとめ 化学工業日報

1.16 社説＝環境創造センター　信頼される情報発信目指せ 福島民友

1.16 VS. 気候異変　天空に CO2 観測網　日本の旅客機・衛星活躍　循環の仕組み　地球規模で迫る 朝日新聞 夕刊

1.18 国土技術政策総合研究所、土木学会環境システム委員会　社会資本 LCA 技術シンポ　今後の取組な
ど紹介

日刊建設産業新聞

1.19 中国大気汚染　過去最悪　日本にも影響？　西日本で数値に変化　警戒必要な「春先」 東京新聞

1.21 地球再発見　ミュージアムパーク茨城県自然博物館　外来魚、生息域広く　190　チャネルキャッ
トフィッシュ

茨城新聞

1.22 国立環境研究所、廃棄物管理分野で　バンコクに共同研究拠点 日刊建設工業新聞

1.22 成田上空に中国から CO2　航空機の観測で判明 千葉日報

1.22 中国で発生 CO2　成田上空で観察 京都新聞

1.23 環境省　11 年度　排水性舗装の普及で　交通騒音は改善傾向 日刊自動車新聞

1.23 論点　地球温暖化の議論　「リスク選択」の視点で 読売新聞

1.24 国立環境研究所など発見　ニワトリの雄雌で入れ替え　性の特徴脳も関係 日本経済新聞 夕刊

1.24 広島大など　ニワトリで実験　雄雌の役割　脳が決定？ 中国新聞

1.25 化学物質の安全管理に関するシンポジウム実行委員会　政策へのリスク評価の利用を議論 化学工業日報

1.26 社説＝射程　中国　大気汚染の影響 熊本日日新聞

1.28 成田上空に中国から CO2 毎日新聞

1.30 港のスクラップ　“火種”　家電など混入、炎上　業者「売り物」　環境省指導、効果薄く 西日本新聞

1.30 三重・祓川　希少種タナゴ保護へ　悩ましいコイ追い払え！　繁殖力危惧、試験的に駆除 中日新聞

1.31 中国大気汚染　近畿へ　一部で基準越え　「レベル格段に低い」 毎日新聞 大阪 夕刊

2.1 甲州市の公園　木の実で窒息？　野鳥 10 羽集団死 山梨日日新聞

2.1 大気汚染物質「PM2.5」やや高く　中国から飛来？　環境省「健康影響少ない」　大分市で「煙霧」
観測

大分合同新聞

2.1 珠洲市の棚田に絶滅危惧種　1 類　ニシノカワモズク　市研究員・赤石大輔さん発見　国内 3 例目 北国新聞

2.5 対応の遅れに批判噴出　日本各地で流入警戒 茨城新聞

2.5 「PM2.5」ってどんな物質？花粉症マスク通す粒子　高濃度ならぜんそく・肺がんリスク 毎日新聞

2.5 西日本　漂う　汚染物質　中国から PM2.5　堺市や枚方市　基準超す　「影響心配」受診者相次ぐ 読売新聞 大阪

2.5 表層深層＝中国大気汚染　対応遅れ批判噴出　流入警戒強める日本 神奈川新聞

2.5 焦点＝排ガス・石炭消費急増中国の大気汚染　日本、海渡る汚染警戒　中国当局への批判噴出 信濃毎日新聞

2.5 表層深層＝中国の大気汚染　発展の代価批判噴出　60 年ぶり濃霧影響？　日本各地、警戒強める 京都新聞

2.5 中国大気汚染収束見えず　経済発展の代価　批判噴出　日本各地に流入も　専門家　過剰反応戒め 神戸新聞

2.5 中国の大気汚染　経済優先対策後手に　政府批判ネットで噴出　九州の進出企業　マスク送付、空
気清浄器導入

西日本新聞

2.5 福岡市　大気汚染予報で明示　「マスク着用」「外で運動しない」　今夏、幼稚園など対象 西日本新聞 夕刊

2.5 表層深層＝中国の深刻な大気汚染　発展の代価　当局批判噴出　規制緩く遅い対応　日本各地も流
入警戒

熊本日日新聞

2.5 中国大気汚染　対応遅れ批判噴出　物質流入九州各県警戒 長崎新聞

2.6 アリスタライフサイエンス　在来種の受粉昆虫　効率的利用技術開発へ　外来種との比較通じ 化学工業日報

2.6 発生源・影響、解明これから　呼吸器疾患のリスクも 日本経済新聞

2.7 社説＝「ハイエイタス」　怠ってはならない温暖化対策 日刊工業新聞

2.7 福島県容器リユース推進協議会　酒瓶リユース実態など調査へ 福島民報

2.8 厚生科学審議会　会長に永井良三氏を選任 薬事日報

2.9 PM2.5 飛来　尖閣で緊迫・・・環境省「平常時でさえ困難」中国への働きかけ苦慮 産経新聞

2.10 ニュースが分かる　山日 NIE プロジェクト　ニュータンの質問箱　中国大気汚染　原因は？ 山梨日日新聞

2.12 環境省が PM2.5 対策　常時監視体制を強化　観測網拡充へ　測定局 1,300 カ所目指す 化学工業日報

2.12 石原伸晃環境相　中央環境審議会委員任命 5 人減の 25 人に 電気新聞

2.13 民間航空機プロジェクト　国立環境研究所など、成田で観測　上空 CO2 濃度　気象変化が影響 電気新聞

2.14 探求人＝国立環境研究所高度技能専門員　浪崎直子さん　サンゴ礁保全へ住民と 朝日新聞

2.14 環境省推計　環境税「CO2、200 万トン減」　国民の行動数値化 電気新聞

2.14 PM2.5 の濃度　予測方法議論　環境省、初の専門家会合 日本経済新聞

2.14 環境省専門家会合　PM2.5「健康に影響懸念」暫定指針作成へ 信濃毎日新聞

2.14 環境省が初対策会合　PM2.5 で外出自粛検討　月内に暫定指針づくり 新潟日報
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2.14 PM2.5　環境省専門家会合　外出自粛も視野に指針　健康への影響懸念 京都新聞

2.14 PM2.5　対策会合　外出自粛喚起も　月内に暫定指針 東京新聞 夕刊

2.15 環境省　PM2.5 で専門家会合　月内めど注意喚起指針 化学工業日報

2.15 中央環境審議会新会長に武内和彦東大教授 化学工業日報

2.19 PM2.5 注意喚起へ指針　環境省、月内に　測定局の増加も 読売新聞

2.19 北陸地方建設副産物対策連絡協議会　20 日にリサイクル講習会 建設通信新聞

2.20 PM2.5 高濃度で外出自粛　環境省が指針案示す 常陽新聞

2.20 西安市の環境職員受け入れ 毎日新聞 大阪

2.20 大気汚染物質「PM2.5」削減策　国内も不十分 朝日新聞 夕刊

2.21 日本でも観測　「PM2.5」の健康被害　肺がん誘発の恐れも 毎日新聞 夕刊

2.22 PM2.5、48 測定局で基準値超え　「越境の影響」 産経新聞

2.22 「PM2.5　中国から越境」　先月末　全国 3 割で基準値超　環境研発表 毎日新聞

2.22 PM2.5 試算　日本飛散を再現 読売新聞

2.22 PM2.5　全国の測定局　3 割で基準値超す日も　1日平均値　最高、熊本で 2倍 日本経済新聞

2.22 PM2.5　全国 31％で基準超え　1 月末　環境研「越境汚染の影響」 茨城新聞

2.22 最大 3 割で PM2.5 基準超え　国立環境研が集計　中国から越境　可能性大 朝日新聞

2.22 PM2.5　先月末　48 測定局　越境確認　国内 31％で基準超え 東京新聞

2.22 PM2.5　国内調査　西日本で基準超目立つ 日本農業新聞

2.22 PM2.5　大阪など基準値超え　先月末国内測定　「一部で越境汚染」 産経新聞 大阪

2.22 北陸地方建設副産物対策連絡協議会　新潟市でリサイクル講習会 日刊建設工業新聞

2.22 PM2.5　1 月末　12 府県で基準値超え　越境汚染の影響か 山梨日日新聞

2.22 PM2.5　全国観測点 31％基準超　国立環境研究所先月末測定　「環境汚染影響」　5 月ごろまで注意
必要

京都新聞

2.22 PM2.5　国内 48 地点基準超え　西高東低　兵庫でも　「越境汚染の影響」 神戸新聞

2.22 PM2.5 大気汚染　国立環境研究所分析 1 月末　全国 31％で基準値超　「一部は越境影響」 愛媛新聞

2.22 「PM2.5」国内濃度　基準超え 31％ 沖縄タイムス

2.22 国立環境研究所が発表　1 月末 PM2.5　12 府県で基準超え　沖縄は基準内「越境汚染の影響」 琉球新報

2.22 1 月末　PM2.5 で環境研　国内 31％で基準値超え 北国新聞

2.22 PM2.5　国内 3 割で基準値超え　1 月末　越境汚染の影響　富山県内でも基準値越え 北日本新聞

2.22 1 月末　「PM2.5」国内 31％で基準値超え　環境研「越境汚染の影響」 山口新聞

2.22 国立環境研究所発表　PM2.5 濃度　熊本が最悪　1 月 31 日、全国 31％基準値超 熊本日日新聞

2.22 先月末の PM2.5　国立環境研究所　全国 31％で基準値超え　長崎・福江島でも越境汚染 長崎新聞

2.22 PM2.5　1 月末 48 測定局　愛知など基準値超え　中国の汚染影響 中日新聞

2.22 1 月末 PM2.5　全国 31％基準値超え　広島・山口など　「越境汚染の影響」 中国新聞

2.23 ニュースの追跡・話題の発掘＝ PM2.5　日本にも発生源　中国だけが原因じゃない　都市以前から
基準超す

東京新聞

2.23 社説＝越境大気汚染　日中韓で問題の共有を 京都新聞

2.23 四日市市で県　気候変動に適応　来月にセミナー 伊勢新聞

2.23 今さら聞けない　代替フロンガス　オゾン層壊さず、温暖化が大問題 朝日新聞

2.23 国立環境研究所　国内 31％基準値超え　1 月末の PM2.5　「越境汚染の影響」 大阪日日新聞

2.23 社説＝中国大気汚染　観測・情報提供の充実を 東奥日報

2.24 黄砂シーズン　身近な備え　ぜんそくの敵、脳梗塞も心配　マスク準備、外の運動 NG 日本経済新聞

2.25 PM2.5　越境汚染　27 日に注意喚起の暫定指針　マスク着用、換気抑制 産経新聞

2.25 「水俣条約」で迫られる国内保管　水銀廃棄正しく安全に 熊本日日新聞

2.26 北陸地方建設副産物対策連絡協議会　リサイクル講習会に 150 人 鉄鋼新聞

2.26 特報＝ PM2.5　中国だけが原因じゃない　国内発生源　対策進まず　名古屋や東京　以前から基準
値超え

中日新聞

2.27 論説＝中国の大気汚染深刻化　成長一辺倒の姿勢見直しを 山梨日日新聞

2.27 アルゼンチンアリ侵略中　上陸 20 年、12 都府県に拡大 朝日新聞 夕刊

2.28 PM2.5　環境省暫定指針　70 マイクログラム超で注意喚起「外出や換気控えて」 朝日新聞

2.28 クローズアップ 2013 ＝環境省　PM2.5 暫定指針　黄砂迫り基準急造　研究・観測　日本遅れ 毎日新聞

2.28 PM2.5、環境省が暫定指針　基準の 2 倍で外出自粛　中国に近い九州、警戒強める 日本経済新聞

2.28 PM2.5　暫定指針　環境基準の 2 倍　70 マイクログラム超　外出自粛 朝日新聞 大阪

3.1 震災アスベスト　Q&A　発がん性の鉱物繊維 東京新聞

3.2 核心＝春の野山マダニ注意　耕作放棄地増えて増殖？肌の露出ダメ　虫よけスプレー 東京新聞

3.5 環境省　水銀に関する水俣条約解説 日刊工業新聞

3.5 熊本、国の指針超す恐れ　PM2.5、初の注意喚起情報 朝日新聞 夕刊

3.5 PM2.5　初の注意喚起　熊本県　国指針値超す恐れ 朝日新聞 大阪 夕刊

3.6 国立環境研究所、原発事故でのセシウム沈着量　大気シミュレーションで再現 日刊建設工業新聞

3.9 迫真　牙をむく気象 6　PM2.5 を見張る 日本経済新聞

3.9 土日曜日に書く＝中国は自滅の道を進むのか 産経新聞

3.9 黄砂　列島すっぽり　PM2.5 も警戒　農作業時はマスクを 日本農業新聞
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3.9 かすむ黄砂 長崎新聞

3.11 PM2.5　黄砂で飛来増か　粒子極小　花粉用マスクで防げず 読売新聞

3.12 環境省が有識者会議　16 日初会合　指定廃棄物処分場　候補地選定やり直し　安全確保の考え方・
基準聞く

日刊建設工業新聞

3.13 精留塔＝ 2013 年 3月 13 日 化学工業日報

3.13 国立環境研究所と福島・新地町が協定　復興、環境分野の活動で相互協力 日刊建設工業新聞

3.14 新地町と国立環境研究所　未来都市構想へ協定締結 福島民報

3.14 再生エネ活用で連携　新地町と国立環境研が協定 福島民友

3.16 今さら聞けない PLUS ＝海の酸性化　サンゴや貝の生育に影響も 朝日新聞

3.16 知っ得北海道＝ 20 日に淡水魚保護フォーラム 北海道新聞

3.18 平成写真館＝匠の肖像　水田に送る水の温度や量をコントロールする機械を調整する鈴木義男さん 東京新聞

3.19 青森市・ダイオキシン　基本計画策定へ有識者ら初会合 河北新報

3.21 テクノウオッチャー＝環境省　汚染廃棄物の処分場再選定 日経産業新聞

3.21 淡水魚保護フォーラム　魚種減少「ダム影響」　120 人　河川生態系学ぶ 北海道新聞 夕刊

3.21 ダム必要？研究者が議論　札幌でフォーラム 朝日新聞

3.24 紫外線対策　UVA も注意　肌深くまで入り込み、しわ作る　日焼け止め、重ね塗りを 日本経済新聞

3.24 新・地域考　オピニオン　PM2.5 は大丈夫？　不安高まる“越境汚染” 山陽新聞

3.26 カブトムシ　北海道で放せば罰金！？　「国内外来種」規制条例を制定　ゲンジボタルやニジマス
も…

東京新聞

3.27 イボニシどこ　福島に空白域　第一原発含む沿岸 30 キロ 朝日新聞

3.27 福島第一周辺沿岸 30 キロ　消えた「イボニシ」　巻き貝　放射性物質が影響？ 東京新聞

3.27 全国に棲息の巻き貝　福島原発周辺でイボニシ消えた スポーツニッポン

3.27 福島第 1 原発周辺 30 キロ　巻き貝イボニシ消えた？　国立環境研究所、原因調査へ 新潟日報

3.27 消えた？イボニシ　第 1 原発周辺 30 キロ　どこでも生息するのに… 福島民友

3.27 福島第一原発周辺の 30 キロ　巻き貝の一種確認できず　国立環境研究所原因調査へ 福島民報

3.27 福島原発周辺 30 キロ　巻き貝一種、姿消す　国立環境研究所、原因調査へ 河北新報

3.30 豊饒の島　佐渡　トキ再び　空染める姿願って (4) ＝在来種　なぜ絶滅　背景見つめ　保護活動の
意義重み増す

新潟日報

3.30 見附市　県内初鳥インフルか　オオハクチョウ陽性反応 新潟日報

3.31 小型家電リサイクルあす開始　眠れる都市鉱山　中国流出を防げ 産経新聞

3.31 福島第 1 原発　1 号機注水　9 割漏出か　11 年 3 月　現場、水圧で認識 河北新報

3.31 新潟で鳥インフル　オオハクチョウ陽性　養鶏場異常なし 日本農業新聞

3.31 エネルギー自給へ一歩　下川「一の橋バイオビレッジ」　森林資源で経済循環　町民、民間の投資
が課題

毎日新聞
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9. 環境情報に関する業務の状況

（ １ ） 環境情報の収集、 整理及び提供に関する業務

①環境展望台 （旧環境 GIS を含む） のア ク セス ( ページビ ュー ) 件数 2,022,473 件

③環境データ フ ァ イル提供実績 貸 　 出 3,779 件

（ ２ ） 研究所の広報及び成果の普及に関する業務

①国立環境研究所ホームページ ( 基幹システム ) のア ク セス ( ページビ ュー ) 件数 43,577,872 件

②国立環境研究所ホームページへの照会件数

質 　 問 　 等 90 件

リ ン ク依頼 18 件

出版物掲載依頼 20 件
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予算区分別研究課題一覧

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 分担者 頁

研究 PJ 1115AA011 温室効果ガス等の濃度変動特性の解明とその将来予

測に関する研究

向井人史 町田敏暢・金憲淑・白井知子・
遠嶋康徳・寺尾有希夫・佐伯田鶴・
唐艶鴻・斉藤拓也・中岡慎一郎・
伊藤昭彦・中山忠暢・横田達也・
森野勇・小熊宏之・荒巻能史・
吉田幸生・ShamilMaksyutov・
笹川基樹・杉田考史・三枝信子・
野尻幸宏・谷本浩志・高橋善幸・
梁乃申・高橋厚裕・井上誠・
菊地信弘・中前久美・安中さやか・
平田竜一・横井孝暁・野村渉平・
近藤文義・大森裕子・朝山由美子

15

1115AA012 地球温暖化に関わる地球規模リスクに関する研究 江守正多 阿部学・石崎安洋・山形与志樹・
伊藤昭彦・花崎直太・横畠徳太・
安立美奈子・中道久美子・
庄山紀久子・飯尾淳弘・森田香菜子・
藤森真一郎・亀山康子・久保田泉・
申龍熙・千田昌子・肱岡靖明・
高橋潔・増井利彦・塩竈秀夫・
小倉知夫・野沢徹・加藤悦史・
仁科一哉・瀬谷創・眞崎良光

21

1115AA013 低炭素社会に向けたビジョン・シナリオ構築と対策

評価に関する統合研究

増井利彦 金森有子・藤森真一郎・肱岡靖明・
原澤英夫・高橋潔・花岡達也・
亀山康子・森田香菜子・須田真依子・
岡川梓・芦名秀一・久保田泉・
戴瀚程・南齋規介・藤野純一・
甲斐沼美紀子・SilvaHerranDiego・
亀井未穂・朝山由美子

26

1115AA021 国際資源循環に対応した製品中資源性・有害性物質

の適正管理

寺園淳 田崎智宏・鈴木剛・南齋規介・
梶原夏子・肴倉宏史・小口正弘・
滝上英孝・吉田綾・中島謙一

30

1115AA022 アジア地域に適した都市廃棄物の適正管理技術シス

テムの構築

山田正人 徐開欽・石垣智基・蛯江美孝・
小林拓朗・神保有亮・大迫政浩・
河井紘輔・遠藤和人

39

1115AA023 地域特性を活かした資源循環システムの構築 田崎智宏 平野勇二郎・佐野彰・小島英子・
南齋規介・小口正弘・藤井実・
山田正人・石垣智基・河井紘輔・
稲葉陸太・中島謙一・朱文率・
大迫政浩

41

1115AA031 化学物質等の生態リスク評価・管理手法に関する研

究

田中嘉成 児玉圭太・横溝裕行・多田満・
鑪迫典久・堀口敏宏・渡部春奈・
漆谷博志・林岳彦

45

1115AA032 ナノマテリアルの毒性評価手法の開発と安全性に関

する研究

平野靖史郎 曽根秀子・古山昭子・藤谷雄二・
黒河佳香・石堂正美・鑪迫典久

51

1115AA033 化学物質リスク管理の戦略的アプローチに関する研

究

鈴木規之 櫻井健郎・河合徹・今泉圭隆・
青木康展・林岳彦・滝上英孝・
松橋啓介・村山麻衣・松本理・
竹内文乃

53

1115AA041 観測とモデルの統合によるマルチスケール大気汚染

の解明と評価

谷本浩志 向井人史・森野悠・近藤美則・
永島達也・清水厚・菅田誠治・
清水英幸・猪俣敏・大原利眞・
高見昭憲・佐藤圭・町田敏暢・
青野光子・上田佳代・伊禮聡・
西澤匡人・三好猛雄・五藤大輔・
工藤慎治・杉本伸夫

55

1115AA042 広域人為インパクトによる東シナ海・日本近海の生

態系変調の解明

越川海 岡寺智大・水落元之・王勤学・
牧秀明・東博紀

63

1115AA051 生物多様性の景観的および遺伝的側面とその観測手

法に関する研究

高村健二 山野博哉・小熊宏之・上野隆平・
今藤夏子・松崎慎一郎・河地正
伸・玉置雅紀

66

1115AA052 生物多様性の広域評価およびシナリオ分析による将

来予測に関する研究

竹中明夫 横溝裕行・石濱史子・角谷拓・
深澤圭太

69

1115AA053 人為的環境撹乱要因の生物多様性影響評価と管理手

法に関する研究

五箇公一 岡本卓・大沼学・横溝裕行・
深澤圭太・井上真紀・森口紗千子・
杉原薫・山野博哉・中嶋信美・
唐艶鴻

71

1115AA061 流域圏における生態系機能と環境因子の連動関係の

定量評価に関する研究

林誠二 小松一弘・高津文人・岩崎一弘・
冨岡典子・渡邊未来・越川昌美・
今井章雄・矢部徹・広木幹也・
玉置雅紀・金谷弦・渡邊圭司・
川崎伸之・佐藤貴之・有田康一・
中村雅子

77

1115AA062 戦略的環境アセスメント技術の開発と自然再生の評

価に関する研究

福島路生 冨岡典子・村田智吉・野原精一・
広木幹也・亀山哲・吉田勝彦

82
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研究 PJ 1115AA071 都市の環境技術・施策システムの評価と社会実証プ

ロセスの構築

藤田壮 金田百永・一ノ瀬俊明・藤井実・
平野勇二郎・水落元之・岡寺智大・
戸川卓哉・大西悟・DongLiang・
珠坪一晃

85

1115AA072 環境的に持続可能な都市・地域発展シナリオの構築 松橋啓介 山形与志樹・芦名秀一・近藤美則・
肱岡靖明・藤野純一・有賀敏典

88

1115AA081 環境汚染物質曝露による健康影響評価に係る疫学調

査手法の高度化に関わる研究

新田裕史 道川武紘・鈴木規之・小林弥生・
上田佳代・佐藤ゆき・田村憲治・
橋本俊次・今泉圭隆・中山祥嗣・
田邊潔・鈴木弥生

89

1115AA082 環境汚染物質曝露による小児・次世代への健康影響

の機構解明と評価システムの構築に関する研究 
新田裕史 伊藤智彦・TIN-TIN-WIN-SHWE・

前川文彦・鈴木武博・野原恵子・
小池英子・内匠正太・佐野友春・
青木康展・柳澤利枝・岡村和幸

89

1115AA091 将来シナリオと持続可能社会の構築に関する研究 原澤英夫 亀山康子・松橋啓介・藤野純一・
芦名秀一・久保田泉・増井利彦・
肱岡靖明・高橋潔・花岡達也・
金森有子・岡川梓・甲斐沼美紀子・
藤森真一郎・田崎智宏・南齋規介・
江守正多・花崎直太・田邊潔

93

1115AA092 持続可能なライフスタイルと消費への転換に関する

研究

青柳みどり 田崎智宏・金森有子・吉田綾 94

1115AA101 多次元分離技術による環境および生体中有機化学物

質の網羅分析法の開発

橋本俊次 柴田康行・伏見暁洋・高澤嘉一・
中島大介・田邊潔・滝上英孝・
中山祥嗣

96

1115AA102 新しい環境トレーサーを用いた環境動態解析法の開

発と計測

瀬山春彦 内田昌男・近藤美由紀・田中敦・
柴田康行・斉藤拓也・横内陽子・
荒巻能史・武内章記

98

1115AA103 先端的分光遠隔計測技術の開発に関する研究 杉本伸夫 松井一郎・日暮明子・西澤智明・
松永恒雄・小熊宏之・山野博哉・
横田康弘・山本聡

99

奨励 0913AF001 遺伝子組換えセイヨウアブラナのこぼれ落ちおよび

拡散に関するモニタリング

中嶋信美 西沢徹 73

1015AF001 東アジアにおける大気質変化を解明するための沖縄

辺戸・長崎福江におけるモニタリング

高見昭憲 杉本伸夫・清水厚・佐藤圭・
鈴木規之

56

1015AF002 熱帯林における土壌呼吸を中心とした炭素循環モニ

タリング

梁乃申 向井人史・安立美奈子・
TanZhenghong・寺本宗正

121

1112AF001 震災・津波による三陸沿岸域の生物多様性・機能的

多様性への影響の定量化

山田勝雅 183

特別研究 1011AG001 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構とその底生生物

影響評価に関する研究

牧秀明 中村泰男・越川海・金谷弦・
東博紀

78

1012AG003 窒素飽和状態にある森林域からの窒素流出負荷量の

定量評価および将来予測

林誠二 渡邊未来・越川昌美・高津文人 79

地環研 1012AH001 摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生物学的

要因解析

田中敦 117

1012AH002 大気中の酸化的二次生成物質の測定と遺伝毒性評価 中島大介 白石不二雄 151

1012AH003 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究 田中嘉成 167

1012AH004 PM2.5 と光化学オキシダントの実態解明と発生源寄

与評価に関する研究

大原利眞 菅田誠治 168

1012AH005 ブナ林生態系における生物・環境モニタリングシス

テムの構築

清水英幸 伊藤祥子 56

1012AH006 長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾンお

よび酸性霧による森林影響

清水英幸 伊藤祥子 57

1012AH007 東京湾東部における未確認有害植物プランクトンの

モニタリング

河地正伸 66

1112AH001 水田農薬を対象とした排出推定モデルの検証とモデ

ル向上に資する調査研究

今泉圭隆 白石不二雄・中島大介 151

1113AH001 震災廃棄物・津波汚泥及びその仮集積・埋立処理に

よって引き起こされる化学物質汚染の一次スクリー

ニング

中島大介 白石不二雄・白石寛明 151

1213AH001 微細藻類が生産する有毒物質ミクロシスチンのモニ

タリングに関する研究

佐野友春 220

1213AH002 震災廃棄物・津波汚泥及びその処理過程における大

気中化学物質のモニタリング

中島大介 白石不二雄・白石寛明 152

1214AH001 植物のストレス診断と環境モニタリングに関する研究 青野光子 57

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 分担者 頁
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地環研 1214AH002 湖沼の生物多様性・生態系評価のための情報ネット

ワーク構築

高村典子 中川惠・松崎慎一郎 183

1214AH003 藻場・干潟等浅海域と陸水域における生態系機能評

価と生息環境修復に関する研究

矢部徹 中村雅子・有田康一・石井裕一 184

研究調整費 1112AI001 熱帯林における生態学的研究等のためのパソの観測

研究拠点化の推進

笹野泰弘 向井人史・梁乃申・五箇公一・
唐艶鴻・斉藤拓也

121

GOSAT 1115AL001 GOSAT データ定常処理運用システムの運用・維持改

訂

横田達也 松永恒雄・ShamilMaksyutov・
吉田幸生・河添史絵・高木宏志・
内野修・SergeyOshchepkov・
AndreyBril・森野勇・渡辺宏・
開和生・横田康弘・二宮啓一郎・
相川茂信・網代正孝

105

エコチル調査 1032AM001 子どもの健康と環境に関する全国調査 川本俊弘 柴田康行・道川武紘・須田英子・
中山祥嗣・小野雅司・米元純三・
伊藤裕康・佐々木裕子・田村憲治・
佐藤ゆき・新田裕史・上田佳代・
鈴木弥生・竹内文乃

111

新発想 1212AN001 量子化学計算によるガス状化学物質と O3・OH との

反応速度予測

古濱彩子 152

1212AN002 被災地沿岸の二枚貝中微量金属濃度の希薄化プロセ

スの解明

武内章記 田中敦 113

1212AN003 津波により堆積物と混合・沈降した流出油の分布・

消長と底質環境影響評価に関する研究

牧秀明 金谷弦 79

1212AN004 化学物質及び放射性物質曝露に対する長鎖ノンコー

ディング RNA の新機能の解明

曽根秀子 153

分野横断 1113AO001 汎用 IT 製品中金属類のライフサイクルに着目した環

境排出・動態・影響に関する横断連携研究

滝上英孝 岩崎一弘・中島大介・稲葉一穂・
梶原夏子・鈴木剛・小口正弘・
山村茂樹・村田智吉

32

1115AO001 沿岸域湿地におけるマングローブ植林の統合データ

ベース構築と植生群落の空間解析

亀山哲 野原精一 184

1214AO001 都市大気における粒子状物質削減のための動態解明

と化学組成分析に基づく毒性・健康影響の評価

高見昭憲 上田佳代・藤谷雄二・伏見暁洋・
森野悠・近藤美則・佐藤圭・
平野靖史郎

168

1214AO002 MRI 画像解析と同位体解析による栄養塩や温室効果

ガスの底泥からのフラックス予測

高津文人 上野隆平・岩崎一弘・広木幹也・
渡邉英宏・小松一弘・今井章雄

80

1214AO003 内湾生態系における放射性核種の挙動と影響評価に

関する研究

堀口敏宏 児玉圭太・田中敦・苅部甚一・
牧秀明・金谷弦

243

基盤整備 1115AP010 地球環境の戦略的モニタリングの実施、地球環境

データベースの整備、地球環境研究支援

向井人史 中岡慎一郎・山野博哉・小熊宏之・
笹川基樹・三枝信子・高橋善幸・
中島英彰・白井知子・梁乃申・
寺尾有希夫・遠嶋康徳・谷本浩志・
野尻幸宏・斉藤拓也・荒巻能史・
杉田考史・横田達也・吉田幸生・
森野勇・町田敏暢・笹野泰弘・
福澤謙二・小司晶子

103

1115AP020 資源循環・廃棄物に係る情報研究基盤の戦略的整備 田崎智宏 河井紘輔・遠藤和人・蛯江美孝・
肴倉宏史・大迫政浩・石垣智基・
稲葉陸太・南齋規介・中島謙一・
小口正弘・倉持秀敏・徐開欽・
寺園淳・吉田綾・山田正人

108

1115AP030 生態影響試験に関する標準機関 ( レファレンス・ラ

ボラトリー )、環境リスクに関する化学物質データ

ベース

白石寛明 鑪迫典久・今泉圭隆・青木康展・
田中嘉成・鈴木規之・菅谷芳雄・
中島大介・林岳彦

109

1115AP040 「子どもの健康と環境に関する全国調査」の総括的な

管理・運営

新田裕史 佐々木裕子・中山祥嗣・米元純三・
伊藤裕康・道川武紘・須田英子・
小野雅司・田村憲治・佐藤ゆき・
柴田康行・竹内文乃・鈴木弥生

110

1115AP050 環境標準物質及び分析用標準物質の作製、並びに環

境測定等に関する標準機関 ( レファレンス・ラボラ

トリー )

西川雅高 大西薫・永野公代・佐野友春・
宇加地幸・肥後桂子

111

1115AP060 環境試料の長期保存 ( スペシメンバンキング ) 柴田康行 113

1115AP070 環境微生物及び絶滅危惧藻類の収集・系統保存・提供 河地正伸 114

1115AP080 絶滅の危機に瀕する野生生物種の細胞・遺伝子保存 大沼学 114

1115AP090 生物多様性・生態系情報の基盤整備 高村典子 杉原薫・山野博哉・河地正伸・
岡本卓・戸津久美子・岩崎一弘・
西川雅高・上野隆平・冨岡典子・
五箇公一・大沼学・今井章雄・
小松一弘・高津文人・田中敦・
武内章記・中川惠・松崎慎一郎

115
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基盤整備 1115AP100 地域環境変動の長期モニタリングの実施、共同観測

拠点の基盤整備

高見昭憲 佐藤圭・清水厚・杉本伸夫・鈴木
規之

117

1215AP110 災害・放射性物質汚染廃棄物等の処理処分技術・シ

ステムの構築

大迫政浩 川本克也・滝上英孝・倉持秀敏・
山田正人・肴倉宏史・山本貴士・
遠藤和人・石垣智基・蛯江美孝・
鈴木剛・小口正弘・高田光康・
大塚康治・山田一夫・石森洋行・
水原詞治・佐藤昌宏・多島良・
佐野和美・秋山貴

237

1215AP120 多媒体での放射性物質実態把握・動態解明 大原利眞 中山祥嗣・東博紀・堀口敏宏・
大迫政浩・鈴木規之・野原精一・
玉置雅紀・林誠二・柴田康行・
高村典子・田中敦・森野悠・
荒巻能史・新田裕史・大沼学・
土井妙子・中嶋信美・青野光子・
水落元之

242

センター

調査研究

0612AQ001 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの

検出に関する数値実験的研究

野沢徹 121

0712AQ001 グローバルカーボンプロジェクト事業支援 山形与志樹 ShobhakarDHAKAL 107

0812AQ001 界面活性剤ミセルが存在する溶液内での物質の分配

と反応性に関する研究

稲葉一穂 169

0812AQ002 植物の環境ストレス影響評価とストレス応答機構の

解明

佐治光 久保明弘・青野光子・佐治章子 185

0812AQ003 外来水生植物の侵入と定着に関する研究 矢部徹 中村雅子・有田康一・玉置雅紀 185

0911AQ001 エピジェネティク作用の修飾因子に関する研究 野原恵子 内匠正太・前川文彦・鈴木武博・
小林弥生・岡村和幸

206

0912AQ001 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの作

成

黒河佳香 153

0913AQ001 オゾン層変動と成層圏 - 対流圏大気変動との間の相

互作用に関する研究

秋吉英治 122

0913AQ002 分光法を用いた大気計測に関する基盤的研究 森野勇 122

0913AQ003 質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発 猪俣敏 122

0913AQ004 大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究 伏見暁洋 藤谷雄二・近藤美由紀・内田昌男・
田邊潔

169

0913AQ005 オイラー型モデル出力との整合性の観点で見たトラ

ジェクトリ解析手法の研究

菅田誠治 169

1011CD008 廃棄物最終処分場における埋蔵金属資源価値の評価

および有用金属の回収に関する研究

石垣智基 中川美加子 42

1012AQ001 環境汚染物質の生体影響評価に関する分析毒性学的

研究

小林弥生 206

1012AQ002 連続観測ミー散乱ライダーでのデータ品質評価手法

の検討

松井一郎 杉本伸夫・清水厚・西澤智明 221

1012AQ003 衛星利用能動光計測手法の基礎的研究 杉本伸夫 221

1012AQ004 半乾燥地に生育する植物種の水ストレス耐性と水利

用に関する研究

清水英幸 伊藤祥子 170

1012CD006 人間が歴史的に利用してきた水銀の産地特定に関す

る研究

武内章記 225

1111AQ001 国際レベルにおけるフロン類の排出抑制策の促進に

関する研究

花岡達也 亀山康子・久保田泉 211

1112AQ001 生物多様性に対する社会的認知の測定と合意形成に

ついての手法の開発

高村典子 角谷拓・今井葉子 185

1112AQ002 温暖化影響・適応ならびに持続可能な開発に関する

最新研究情報の収集と整理

高橋潔 増井利彦・肱岡靖明 211

1112AQ005 外来種オオミノガヤドリバエの侵入によるオオミノ

ガの絶滅可能性

石井弓美子 田中嘉成・高村典子・高村健二・
今藤夏子

186

1112AQ006 気候変動と洪水リスクの経済分析～洪水被害額の推

計と洪水リスクモデルの構築

岡川梓 日引聡・宮脇幸治・須賀伸介 211

1112AQ007 PFOS のウズラ摂餌投与試験における卵への移行に関

する研究

白石不二雄 中島大介・白石寛明 153

1112AQ008 クロマトグラフ - 質量分析法における物質同定のた

めの測定・解析手法に関する研究

白石寛明 鑪迫典久・中島大介 154

1112AQ009 関東地域における市街地土壌の有害金属汚染に関す

る研究

越川昌美 渡邊未来・村田智吉 170
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センター

調査研究

1112ZZ001 健康影響の統合データベース HEALS の整備・更新 曽根秀子 平野靖史郎・白石寛明 164

1113AQ001 環境と生体中の元素の存在状態と動態解明に関する

研究

瀬山春彦 近藤美由紀・武内章記・内田昌男・
田中敦

99

1113AQ002 生体鉱物形成作用による金属酸化物の生成過程 瀬山春彦 221

1113AQ003 オゾン層変動研究プロジェクト 秋吉英治 野沢徹・中島英彰・杉田考史 123

1115AQ001 市民および企業などの自主的な環境活動の理論およ

び効果に関する研究

森保文 212

1115AQ002 二次有機エアロゾル生成に関わる反応プロセスの研

究

佐藤圭 58

1115AQ003 陸域モニタリング 三枝信子 井手玲子・梁乃申・小熊宏之・
高橋厚裕・高橋善幸・林真智・
山尾幸夫・平田竜一・
PINGCHUNHABURA・田中佐和子・
大島愛・TanZhenghong・寺本宗正

104

1115AQ004 地球環境データベースの整備 中島英彰 白井知子・向井人史・町田敏暢・
三枝信子・野尻幸宏・曾継業・
眞板英一

104

1115AQ005 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分析

に関する研究

佐野友春 112

1115AQ008 持続可能社会を評価するためのモデル開発に資する

情報整備

増井利彦 高橋潔・花岡達也・金森有子・
藤森真一郎・申龍熙・戴瀚程・
岩渕裕子

212

1115AQ009 資源利用のライフサイクル管理に関するシステム評

価と制度研究

田崎智宏 大迫政浩・稲葉陸太・遠藤和人・
小口正弘・河井紘輔・倉持秀敏・
徐開欽・滝上英孝・寺園淳・
中島謙一・南齋規介・山田正人・
吉田綾・多島良

138

1115AQ010 海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循環

を介して在来種に与える影響

吉田勝彦 187

1115AQ011 温室効果ガスインベントリ策定事業支援 野尻幸宏 平井圭三・大佐古晃・玉井暁大・
畠中エルザ・赤木純子・尾田武
文・早渕百合子・酒井広平・
ホワイト雅子・小坂尚史

105

1115AQ012 再生品利用に係る環境安全品質試験の開発・標準化

と適用

肴倉宏史 倉持秀敏・滝上英孝・遠藤和人・
鈴木剛・梶原夏子・石森洋行

139

1115AQ013 化学物質データベース等の整備・提供 今泉圭隆 鈴木規之・菅谷芳雄・中島大介・
林岳彦・青木康展・白石寛明

109

1115AQ015 生態影響試験に関する標準機関 ( レファレンスラボ

ラトリー ) 機能の整備

鑪迫典久 林岳彦・青木康展・田中嘉成・
菅谷芳雄・中島大介・白石寛明・
渡部春奈

110

1115AQ016 負の遺産対策・難循環物質に係る処理技術及び計測

手法の開発・評価

山本貴士 寺園淳・遠藤和人・山田正人・
小口正弘・鈴木剛・梶原夏子・
滝上英孝・倉持秀敏・肴倉宏史

139

1115AQ018 環境試料のタイムカプセル化に関する研究 田中敦 柴田康行・瀬山春彦・苅部甚一・
武内章記

113

1115AQ019 化学物質のリスク評価手法の体系化に関する基盤研

究

青木康展 菅谷芳雄・鑪迫典久・松本理・
林岳彦・古濱彩子

154

1115AQ020 廃棄物焼却処理の評価およびエネルギー回収技術開

発

川本克也 魯保旺 140

1115AQ021 化学物質の環境排出の新たな推定手法の開発 鈴木規之 櫻井健郎・今泉圭隆 154

1115AQ023 化学物質リスク管理戦略研究のための基礎的研究 鈴木規之 河合徹・今泉圭隆・櫻井健郎 155

1115AQ024 環境リスク因子の環境経由による生物への曝露及び

影響実態の把握・検証手法の開発

堀口敏宏 児玉圭太・白石不二雄・中島大介 155

1115AQ025 化学物質リスク評価・管理に資する生態毒性評価方

法の開発

青木康展 古濱彩子・林岳彦・鑪迫典久・
白石寛明

155

1115AQ026 化学物質の作用機序に基づく生物試験手法の開発 青木康展 中島大介・松本理・鑪迫典久・
白石不二雄

156

1115AQ027 高磁場 MRI 法の高度化とヒト健康影響指標への応用 渡邉英宏 222

1115AQ028 物質循環モデルの高精度化及び生態系への影響評価 中山忠暢 123

1115AQ029 メタエコシステム評価による環境共生型社会構築に

向けた統合的手法の開発

中山忠暢 123

1115AQ030 気候変動と水・物質循環のフィードバック機構の解

明

中山忠暢 124

1115AQ031 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究 岩崎一弘 山村茂樹 171
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センター

調査研究

1115AQ033 資源循環・適正処理を支援する基盤技術研究 倉持秀敏 滝上英孝・山本貴士・肴倉宏史・
梶原夏子・鈴木剛

140

1115AQ035 大気・海洋モニタリング 町田敏暢 杉田考史・高橋善幸・
ShamilMaksyutov・白井知子・
向井人史・寺尾有希夫・野尻幸宏・
谷本浩志・遠嶋康徳・笹川基樹・
斉藤拓也・荒巻能史・高見昭憲・
山野博哉・河地正伸・福澤謙二

103

1115AQ037 化学物質の環境経由の曝露・影響実態把握手法の高

度化に関する研究

中島大介 白石寛明・河原純子・白石不二雄 156

1115AQ038 高度循環型社会に向けた廃棄物の品質管理技術シス

テムの開発

山田正人 遠藤和人・石垣智基・金喜鍾・
石森洋行・肴倉宏史

238

1115AQ039 大量、多次元の環境計測データからの情報抽出技術

に関する研究

松永恒雄 小熊宏之・加藤創史・開和生・
横田康弘・山本聡・大石優

222

1115AQ040 環境標準物質の開発と応用に関する研究 西川雅高 永野公代・宇加地幸・佐野友春・
大西薫

222

1115AQ041 地域再生のための環境修復・循環技術と生活系液状

廃棄物の適正処理技術システムの構築

徐開欽 小林拓朗・佐野彰・神保有亮・
蛯江美孝

141

1115AQ042 アジア地域の持続可能な都市システムと廃棄物管理

に関する研究拠点形成

山田正人 久保田利恵子・寺園淳・河井紘輔・
肴倉宏史・石垣智基・大迫政浩・
蛯江美孝

39

1116AQ001 曝露形態別毒性学的知見に基づく有害化学物質の健

康リスク評価手法の開発

平野靖史郎 石堂正美・古山昭子・黒河佳香・
藤谷雄二・曽根秀子

157

1116AQ002 大気中オゾンと野生草本植物との相互作用の評価に

関する研究

戸部和夫 187

1116AQ004 環境化学物質の生体影響評価のための神経行動試験

法の体系化に関する研究

梅津豊司 柴田康行 223

1116AQ005 定量的生態リスク評価の高精度化に資する数理生態

学的研究

田中嘉成 横溝裕行・真野浩行・多田満 47

1212AQ001 塩素系化学種を中心とした成層圏化学過程の研究 杉田考史 124

1212AQ002 長期データを活用した陸水生態系の定量的評価 松崎慎一郎 188

1212AQ003 農業生態系における生物多様性指標 (Satoyama Index)
のグローバルパターンを規定する社会・経済要因の

抽出

角谷拓 188

1212AQ004 生物多様性保全の普及啓発活動が地域住民の生物多

様性保全の認知と態度および行動に及ぼす影響

浪崎直子 山野博哉 188

1212AQ005 シロイヌナズナの自然変異 ( ナチュラルバリエー

ション ) を用いた環境適応遺伝子による適応的分化

に関する研究

玉置雅紀 189

1212AQ006 環境化学物質による肥満および肥満に伴う病態への

影響に関する研究

柳澤利枝 207

1212AQ007 マングローブ生態系の高い生産機構の鍵 - 植物と窒

素固定菌

井上智美 189

1212AQ008 アジア域における多角的観測網を用いた大気環境モ

デル間相互比較研究

五藤大輔 171

1212AQ009 都市緑地におけるチョウの多様性と環境要因の解析 今藤夏子 190

1212AQ010 NIES 近交系ウズラの遺伝的キャラクタリゼーション 川嶋貴治 190

1212AQ011 伊豆諸島八丈島のニホントカゲ外来個体群と在来種

オカダトカゲの繁殖生態の差異から見た交雑動態の

予測

岡本卓 190

1212AQ012 海洋大循環モデルの高精度化へ向けた乱流混合パラ

メタリゼーションの数値的研究

古市尚基 東博紀 64

1212AQ013 最新直噴ガソリン車の排気ガス中粒子状物質の特性

解明

近藤美則 伏見暁洋・藤谷雄二 172

1212AQ014 ろ床型排水処理システムにおける微生物相と安定同

位体比の解析による排水浄化 / 汚泥減容化機構の評

価

小野寺崇 珠坪一晃 172

1212AQ015 メタン発酵廃水処理技術の実用化に関する研究 珠坪一晃 172

1213AQ001 水源タイプに着目したため池の富栄養化の駆動因解

明と低減策の検討

木塚俊和 191

1214AQ001 地上ネットワークライダーデータを用いたエアロゾ

ルの時空間分布解析研究

西澤智明 松井一郎・杉本伸夫・清水厚 223
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センター

調査研究

1215AQ001 歴史的な人間活動の履歴が生物多様性の広域パター

ンに与えた影響の定量的評価

深澤圭太 191

1215AQ002 ライダー観測データを環境研究に応用するための関

連情報の整備に関する研究

清水厚 172

1215AQ003 絶滅危惧野生動物の生息域外保全に関する研究拠点

構築

中嶋信美 大沼学 115

1216AQ001 太陽紫外線によるビタミン D 生成に必要な照射時間

の導出と指標作成に関する研究

中島英彰 宮内正厚・町田敏暢 117

1216AQ002 環境試料を用いた物質循環の変動や汚染の指標に関

する研究

向井人史 橋本茂・野村渉平 124

震災対応 1212AR001 野生齧歯類を指標とした放射線生物影響の長期モニ

タリング

大沼学 244

1213AR001 津波による海浜植生への生態影響と回復性評価  - 東
日本大津波を事例として

早坂大亮 192

放射性物質

災害

1212AS001 災害廃棄物及び放射性物質汚染廃棄物等の処理処分

等技術システムの確立に関する研究

大迫政浩 多島良・佐藤昌宏・蛯江美孝・
肴倉宏史・山本貴士・高田光康・
小口正弘・鈴木剛・山田一夫・
石森洋行・水原詞治・石垣智基・
川本克也・遠藤和人・滝上英孝・
山田正人・倉持秀敏・佐野和美・
秋山貴・大塚康治

238

環境 - 総合

推進

0712BA340 都市と地域の炭素管理に関する研究 山形与志樹 松井加奈絵・ShobhakarDHAKAL・
哈斯巴干・瀬谷創

22

0913BA001 東アジアにおける排出インベントリの高精度化と大

気汚染物質削減シナリオの策定

大原利眞 藤田壮・増井利彦・花岡達也・
戸川卓哉

58

0913BA002 アジアを対象とした低炭素社会実現のためのシナリ

オ開発

増井利彦 肱岡靖明・甲斐沼美紀子・
戴瀚程・藤野純一・花岡達也・
金森有子・芦名秀一・高橋潔・
藤森真一郎・SilvaHerranDiego・
須田真依子・亀井未穂・朝山由美子

27

0913BA003 経済発展に伴う資源消費増大に起因する温室効果ガ

ス排出の抑制に関する研究

南齋規介 中島謙一 141

0913BA004 地上・衛星ライダーによるアジア域のエアロゾル解

析に関する研究

清水厚 59

0913BA005 大気汚染物質のソースレセプター解析と削減感受性

評価

永島達也 大原利眞 173

0913BA006 アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際・国内制

度設計オプションとその形成過程の研究

亀山康子 久保田泉・森田香菜子 27

0913BA007 北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン・

エアロゾル現場観測 ( 揮発性有機化合物と窒素酸化

物の測定 )

谷本浩志 猪俣敏 59

0914BA001 温暖化対策とのコベネフィット評価も含めた総合的

な大気汚染物質削減シナリオの策定

増井利彦 花岡達也 173

1012BA001 埋立地ガス放出緩和技術のコベネフットの比較検証

に関する研究

山田正人 石森洋行・金喜鍾・遠藤和人・
石垣智基・佐藤昌宏

40

1012BA002 先端的単一微粒子内部構造解析装置による越境汚染

微粒子の起源・履歴解明の高精度化

高見昭憲 三好猛雄・佐藤圭・伊禮聡 60

1012BA003 アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評価

指標に関する研究

久保田泉 亀山康子・森田香菜子 212

1012BA005 日本海深層の無酸素化に関するメカニズム解明と将

来予測

荒巻能史 田中伸一 223

1012BA007 北極高緯度土壌圏における近未来温暖化影響予測の

高精度化に向けた観測及びモデル開発研究

内田昌男 近藤美由紀・向井人史 124

1014BA001 統合評価モデルによる温暖化影響評価・適応政策に

関する研究

原澤英夫 松橋啓介・金森有子・花崎直太・
増井利彦・高橋潔・肱岡靖明

213

1112BA001 海洋からの硫化ジメチルおよび関連有機化合物のフ

ラックス実計測とガス交換係数の評価

谷本浩志 大森裕子・猪俣敏 126

1113BA001 気候変動対策と生物多様性保全の連携を目指した生

態系サービス評価手法の開発

伊藤昭彦 山形与志樹・三枝信子・安立美奈子・
庄山紀久子・亀山哲

126

1113BA002 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮し

たわが国の温暖化政策の効果と影響

増井利彦 戴瀚程・藤森真一郎・花崎直太・
金森有子・高橋潔・藤野純一・
花岡達也・芦名秀一・甲斐沼美紀子・
肱岡靖明・SilvaHerranDiego・
岡川梓・朝山由美子

28
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環境 - 総合

推進

1113BA003 地球温暖化対策としてのブラックカーボン削減の有

効性の評価

高見昭憲 伊禮聡・三好猛雄 173

1113BA004 「いぶき」観測データ解析により得られた温室効果ガ

ス濃度の高精度化に関する研究

森野勇 吉田幸生・横田達也・菊地信弘・
井上誠・中前久美・内野修

126

1113BA005 外来動物の根絶を目指した総合的防除手法の開発 五箇公一 森口紗千子・横溝裕行・井上真紀・
深澤圭太・岡本卓

73

1113BA006 低炭素社会を実現する街区群の設計と社会実装プロ

セス

藤田壮 平野勇二郎・戸川卓哉・藤井実・
大西悟・DongLiang・金田百永

213

1113BA007 全国の環境研究機関の有機的連携による PM2.5 汚染

の実態解明と発生源寄与評価

菅田誠治 大原利眞 60

1115BA001 サンゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量評

価と将来予測

山野博哉 河地正伸・杉原薫 67

1115BA002 植物の広域データ解析によるホットスポット特定と

その将来の定量的予測

竹中明夫 角谷拓・石濱史子 70

1115BA003 湖沼やため池における生物多様性損失の定量的評価

に関する研究

高村典子 角谷拓・小熊宏之・松崎慎一郎・
石田真也・木塚俊和

192

1212BA001 地球環境観測データとモデル統合化による炭素循環

変動把握のための研究ロードマップ策定

笹野泰弘 町田敏暢・三枝信子・松永恒雄・
市井和仁

127

1213BA001 群馬県に降下した放射性セシウムの動態解析と将来

予測

野原精一 245

1213BA002 技術・社会に対する価値観の変化とリスク受容性に

関する調査研究

青柳みどり 金森有子・吉田綾・田崎智宏 95

1214BA001 モンゴルの永久凍土地帯における脆弱性評価及び適

応策の提言に関する研究

王勤学 孫志剛・肖慶安・岡寺智大 174

1214BA002 PM2.5 規制に影響する汚染混合型黄砂の組成的特徴

と飛来量 / 降下量に関する研究

西川雅高 西澤智明・清水厚・松井一郎・
杉本伸夫

224

1214BA003 気候変動問題に関する合意可能かつ実効性をもつ国

際的枠組みに関する研究

亀山康子 久保田泉・森田香菜子 28

1214BA004 GOSAT データ等を用いた全球メタン発生領域の特性

抽出と定量化

寺尾有希夫 笹川基樹・杉田考史・
ShamilMaksyutov・町田敏暢・
横田達也・向井人史・野原精一

16

1214BA005 国際河川メコン川のダム開発と環境保全－ダム貯水

池の生態系サービスの評価

福島路生 冨岡典子・村田智吉・広木幹也・
吉田勝彦

83

1216BA002 気候変動リスク管理に向けた土地・水・生態系の最

適利用戦略

山形与志樹 伊藤昭彦・仁科一哉・横畠徳太・
加藤悦史・哈斯巴干・瀬谷創・
花崎直太

22

1216BA003 適応ポテンシャル・コスト見積もりおよび社会経済

シナリオに関するメタ分析と統合評価モデルによる

評価

増井利彦 藤森真一郎・久保田泉・岡川梓・
森田香菜子

28

1216BA004 地球規模の気候変動リスク管理戦略の総合解析に関

する研究

高橋潔 肱岡靖明・塩竈秀夫・亀山康子 23

1216BA005 地球規模の気候変動リスク管理戦略の構築に関する

総合的研究プロジェクト全体の管理

江守正多 23

環境 - 地球

一括

0812BB001 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のた

めの調和的管理手法の開発

野原精一 林誠二・広木幹也・亀山哲 193

0913BB001 二酸化炭素の全球収支解明のための大気中酸素およ

び炭素同位体の長期観測研究

遠嶋康徳 荒巻能史・向井人史・寺尾有希夫・
野尻幸宏

17

1015BB001 日本における森林土壌有機炭素放出に及ぼす温暖化

影響のポテンシャル評価に関する研究

梁乃申 伊藤昭彦・向井人史・寺尾有希夫・
荒巻能史・三枝信子・寺本宗正・
TanZhenghong

17

1113BB001 南鳥島における微量温室効果ガス等のモニタリング 遠嶋康徳 横内陽子 18

1115BB001 民間航空機によるグローバル観測ネットワークを活

用した温室効果ガスの長期変動観測

町田敏暢 白井知子 18

1214BB001 船舶観測による広域サンゴモニタリングに関する研究 山野博哉 小熊宏之 193

1216BB001 アジア・オセアニア域における長寿命・短寿命気候

影響物質の包括的長期観測

谷本浩志 寺尾有希夫・向井人史・野尻幸宏・
遠嶋康徳・杉田考史

19

1216BB002 センサーネットワーク化と自動解析化による陸域生

態系の炭素循環変動把握の精緻化に関する研究

三枝信子 高橋善幸・井手玲子・大島愛 108

1216BB003 シベリアのタワー観測ネットワークによる温室効果

ガス (CO2, CH4) の長期変動解析

笹川基樹 伊藤昭彦・町田敏暢 19

環境 - 公害

一括

1012BC001 廃プラスチックのリサイクル過程における有害化学

物質の排出挙動と制御に関する研究

滝上英孝 渡部真文 32
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環境 - 公害

一括

1012BC002 底質酸化による閉鎖性浅海域の生物生息環境の改善 矢部徹 中村雅子・有田康一・竹岡理絵・
石井裕一

194

1012BC003 ニホンジカが南アルプス国立公園の自然植生に及ぼ

す影響とその対策に関する研究 分担 (1) 地域絶滅が

危惧される植物種の保全技術の確立

戸部和夫 195

環境 - 環境

技術

1012BD001 貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法と底層

DO 目標の達成度評価手法の開発に関する研究

堀口敏宏 木幡邦男・白石寛明・児玉圭太 48

1012BD002 ディーゼル起源ナノ粒子内部混合状態の新しい計測

法 ( 健康リスク研究への貢献 )
藤谷雄二 157

1012BD003 わが国都市部の PM2.5 に対する大気質モデルの妥当

性と予測誤差の評価 － (3) 相互比較による大気質モ

デリングの妥当性検証と予測精度評価－

大原利眞 森野悠 60

1013BD001 環境化学物質による発達期の神経系ならびに免疫系

への影響におけるメカニズム解明に関する研究

柳澤利枝 TIN-TIN-WIN-SHWE・小池英子 90

1113BD001 黄砂エアロゾル及び付着微生物・化学物質による呼

吸器系・生殖器系・免疫系への影響とそのメカニズ

ム解明

小池英子 西川雅高 207

環境 - 推進費

（補助金）

0406BE818 地域エネルギー供給のための廃棄物系バイオマスの

ガス化 / 多段触媒変換プロセスの開発

川本克也 141

1012BE001 有機フッ素化合物の最終処分場における環境流出挙

動の解明と対策技術に関する研究

滝上英孝 渡部真文 33

1012BE002 高度省エネ低炭素社会型浄化槽の新技術・管理シス

テム開発

徐開欽 佐野彰 142

1012BE003 地域活性化をめざしたバイオマス利用技術戦略の立

案手法の構築

稲葉陸太 松橋啓介 42

1013BE001 望ましい地域循環圏形成を支援する評価システムの

構築とシナリオ分析

藤田壮 大西悟・藤井実 214

1112BE001 未利用リン資源の有効活用に向けたリン資源循環モ

デル開発

中島謙一 33

1113BE001 水銀など有害金属の循環利用における適正管理に関

する研究

小口正弘 33

1113BE002 難循環ガラス素材廃製品の適正処理に関する研究 滝上英孝 34

1113BE003 東アジア標準化に向けた廃棄物・副産物の環境安全

品質管理手法の確立

肴倉宏史 大迫政浩・遠藤和人・石森洋行 143

1113BE004 アスベスト含有建材の選別手法確立と再生砕石の安

全性評価に関する研究

山田正人 遠藤和人・山本貴士 239

1113BE005 アジアの都市廃棄物管理の発展に応じた埋立地浸出

水対策の適正な技術移転に関する検討

石垣智基 神保有亮・金喜鍾・蛯江美孝・
遠藤和人・山田正人

40

1113BE006 アジア都市における日本の技術・政策を活用する資

源循環システムの設計手法

藤田壮 藤井実・徐開欽・珠坪一晃・
水落元之・岡寺智大・DongLiang・
戸川卓哉・金田百永・一ノ瀬俊明・
小林拓朗・大西悟

214

1113BE007 最終処分場機能の健全性の検査手法と回復技術に関

する研究

遠藤和人 山田正人・石垣智基 143

1113BE008 静脈産業のアジア地域への移転戦略の構築に関する

研究

山田正人 石垣智基・大迫政浩・河井紘輔 41

1113BE009 有害危険な製品・部材の安全で効果的な回収・リサ

イクルシステムの構築

寺園淳 吉田綾・中島謙一・肴倉宏史・
小口正弘

34

1113BE010 中間処理残さ主体埋立地に対応した安定化促進技術

の開発

山田正人 遠藤和人・石垣智基 144

1213BE001 防災・減災を志向した分散型浄化槽システムの構築

に関する研究

蛯江美孝 239

1213BE002 放射能汚染廃棄物処理施設の長期管理手法に関する

研究

大迫政浩 川本克也・山田正人・遠藤和人・
滝上英孝・倉持秀敏

240

1213BE003 国際的な資源依存構造に着目したレアメタルに関す

る 3R 効果評価手法の開発

南齋規介 小口正弘・中島謙一・藤井実 35

1214BE001 災害廃棄物の処理における石綿の適正管理に関する

研究

山本貴士 遠藤和人・寺園淳 144

1214BE002 使用済み自動車 (ELV) の資源ポテンシャルと環境負

荷に関するシステム分析

滝上英孝 梶原夏子 35

環境 - その他 1014BX001 農薬による生物多様性への影響調査 五箇公一 早坂大亮 195
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環境 - 委託

請負

1012AC001 光化学オキシダント自動測定機精度管理業務 向井人史 橋本茂・谷本浩志 108

1114BY001 医薬品等糖質コルチコイド様物質による環境汚染レ

ベルの把握と生態影響評価

鈴木剛 144

1115BY001 地球温暖化観測連携拠点事業支援 三枝信子 藤谷徳之助・伊藤玲子・會田久仁子 106

1115BY002 温室効果ガス観測技術衛星 (GOSAT) 観測データ検証

業務

森野勇 中前久美・井上誠・内野修・
横田達也

127

1212BY001 未承認遺伝子組換えパパイヤに係る遺伝子検査 青野光子 195

1212BY002 除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究 青野光子 佐治光 196

1212BY003 高病原性鳥インフルエンザウイルス保有状況調査 大沼学 74

1212BY004 平成 24 年度水産動植物登録保留基準設定に関する文

献等調査 
菅谷芳雄 長尾明子・松崎加奈恵 48

1212BY005 放射性物質に汚染された廃棄物等の安全かつ効率的

な処理処分等に関する調査研究

大迫政浩 山本貴士・高田光康・小口正弘・
鈴木剛・肴倉宏史・蛯江美孝・
川本克也・山田正人・倉持秀敏・
滝上英孝・遠藤和人・石垣智基・
山田一夫・石森洋行・水原詞治・
佐藤昌宏・大塚康治・小保方聡・
田野崎隆雄・竹内幸生

241

1212BY006 平成 24 年度農薬による水生生物影響実態把握調査 鑪迫典久 渡部春奈・高信ひとみ 157

1212BY007 平成 24 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する試

験法開発に係る業務

鑪迫典久 渡部春奈・高信ひとみ 158

1212BY008 生物応答を利用した水環境管理手法検討調査 鑪迫典久 49

1212BY009 自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出特

性実態に関する調査研究

藤谷雄二 伏見暁洋・平野靖史郎・田邊潔 158

1212BY010 平成 24 年度水生生物への影響が懸念される有害物質

情報収集等調査業務

菅谷芳雄 松崎加奈恵・田中嘉成・鑪迫典久・
林岳彦・長尾明子・蓮沼和夫

49

1212BY011 平成 24 年度化学物質環境リスク初期評価等実施業務 菅谷芳雄 長尾明子・青木康展・松本理・
藤原好・蓮沼和夫

50

1212BY012 平成 24 年度生態毒性 GLP 査察支援業務 菅谷芳雄 蓮沼和夫 50

1212BY013 平成 24 年度農薬安全性評価資料作成支援業務 菅谷芳雄 長尾明子・松崎加奈恵 51

1212BY014 平成 24 年度温室効果ガス観測技術衛星 (GOSAT) 観
測・データ処理技術開発業務

内田昌男・近藤美由紀・町田敏暢・
勝又啓一・遠嶋康徳・林真智・
梁乃申・平田竜一・野村渉平・
寺尾有希夫・吉田幸生・向井人史・
松永恒雄・森野勇・伊藤昭彦・
柴田康行・中山忠暢・白井知子・
三枝信子・山形与志樹・荒巻能史・
高橋善幸・ShamilMaksyutov

20

1212BY015 ディーゼル排ガス由来二次生成有機エアロゾルの生

体影響調査

平野靖史郎 TIN-TIN-WIN-SHWE・曽根秀子・
石堂正美・藤谷雄二・古山昭子

158

文科 - 振興

調整

1012CB001 アジア GEO Grid イニシアチブ 三枝信子 高橋善幸・高橋厚裕・田中佐和子 107

0811CD004 持続的経済発展の可能性 亀山康子 29

0812CD001 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

滝上英孝 鈴木剛 36

0812CD003 ライダーおよび地上モニタリングネットワークによ

るエアロゾル動態解明

杉本伸夫 西澤智明 225

0812CD004 エアロゾル前駆体の実時間計測による二次有機エア

ロゾル生成過程の解明

猪俣敏 128

0812CD005 健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質のわが国風

上域での動態把握

佐藤圭 高見昭憲 61

0812CD006 エアロゾルによる生体影響の評価 小池英子 柳澤利枝 207

0812CD007 ストレスとサンゴ礁の歴史的変化 山野博哉 小熊宏之・林誠二・石原光則 67

0812CD008 サンゴ礁共存・共生未来戦略 山野博哉 浪崎直子 196

0812CD009 地球温暖化に対するサンゴ礁の応答 杉原薫 197

0813CD002 社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾル

排出源と影響の評価

南齋規介 145

文科 - 科研費 0913CD001 植物の CO2 応答に関するメタ分析と生態系モデルの

高度化

伊藤昭彦 飯尾淳弘・安立美奈子・千田昌子 129

1012CD001 メタ個体群の空間構造に不確実性をもつ外来種の最

適管理戦略

横溝裕行 159
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文科 - 科研費 1012CD002 地域の鉄鋼業・非鉄金属製錬業を基軸としたレアメ

タル回収システム

中島謙一 小口正弘 43

1012CD003 熱力学解析と MFA の融合による都市鉱山からの金

属資源の回収可能性評価手法の開発

中島謙一 小口正弘 36

1012CD004 金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス排

出の廃棄物産業連関分析

中島謙一 36

1012CD008 モバイルテクノロジーを応用した新しい都市環境モ

ニタリングシステムの研究

一ノ瀬俊明 86

1012CD009 陸水中におけるカルシウムの化学形態が森林生態系

の物質循環におよぼす影響

越川昌美 174

1012CD011 食物網構造をベイズ推定する安定同位体混合モデル

の開発と検証

角谷拓 197

1012CD012 海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循環

に与えるインパクト

吉田勝彦 197

1012CD014 自然レベル放射性炭素を用いた海洋古細菌による水

温決定に関する同位体地球化学的検討

近藤美由紀 内田昌男 225

1012CD015 遺伝子発現プロファイルに基づく植物のストレス診

断と水稲葉枯症の原因究明

佐治光 佐治章子・伊藤祥子・清水英幸 198

1012CD017 東アジアにおけるエアロゾル数濃度の空間分布とそ

の変動要因の解明

高見昭憲 175

1012CD019 MRI 横緩和速度を用いる生体鉄とヒト神経変性疾患

に関する研究

渡邉英宏 226

1012CD020 北極海底の大規模氷床削剥痕の形成年代決定とグ

ローバルな気候変動との関連性の解明

内田昌男 129

1012CD021 微生物細胞膜脂質 14C 分析に基づく海洋 DOC 炭素

循環と微生物ループとの関連性解明

内田昌男 226

1012CD022 発達ステージにおける中間周波電磁界曝露による生

体影響評価

Tin-Tin-
Win-Shwe

91

1013CD001 侵略的外来種アルゼンチンアリにおけるスーパーコ

ロニーの進化と維持機構の解明

井上真紀 198

1013CD002 細胞間・細胞内ネットワークに注目した環境汚染物

質によるアレルギー増悪機構の解明

小池英子 柳澤利枝 208

1014CD001 造礁性イシサンゴ類の分子系統および化石と現世の

形態多様性に基づく分類体系の再構築

杉原薫 199

1014CD002 揮発性有機化合物の低濃度発生源におけるモニタリ

ング方法と除去特性および評価

川本克也 145

1112CD001 全球水資源モデルを利用した実時間シミュレーショ

ンによる世界の旱魃・洪水リスク検出

花崎直太 129

1112CD002 湖沼における浮遊細菌を介した溶存有機物の動態解

明に向けた新たな展開

渡邊圭司 175

1112CD003 揮発性ビン・詳細反応モデル開発による二次有機エ

アロゾル計算の精緻化と生成機構解明

森野悠 61

1112CD004 ヒ素化合物の吸収および排泄に関する腸内細菌の役

割

小林弥生 208

1112CD005 ヒト肝癌細胞株におけるヒ素のエピジェネティクス

作用を介した発癌メカニズムの解析

鈴木武博 91

1112CD006 社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾル

排出源と影響の評価

大原利眞 西澤匡人 61

1112CD007 DOM の光分解特性が生物難分解化に及ぼす影響評価 小松一弘 81

1112CD009 物理場に応答する浅い湖沼におけるリンの動態の解

明とそのモデル化に関する研究

篠原隆一郎 176

1113CD001 広域アジアの市民社会構築とその国際政治的課題 亀山康子 215

1113CD002 オゾン応答遺伝子を用いた植物のオゾンストレス診

断手法の開発

青野光子 62

1113CD003 窒素動態を取り入れた陸域生態系 CO2 収支の高精度

評価手法の開発

三枝信子 高橋厚裕・井手玲子 130

1113CD004 気候感度の物理パラメータ不確実性のメカニズム解

明と制約

塩竈秀夫 小倉知夫・横畠徳太 23

1113CD005 底棲魚介類の初期減耗要因の解明 : 再生産期の異な

る種の比較によるアプローチ

児玉圭太 159
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文科 - 科研費 1113CD006 ヒ素結合タンパク質のキャラクタリーゼーションと

生体影響評価への応用

平野靖史郎 小林弥生 160

1113CD007 アジア・オセアニア域のモンスーンに伴う温室効果

ガス濃度分布の変動

井上誠 130

1113CD008 高感度還元気化 MC － ICPMS 法の開発に基づく魚類

中の大気由来水銀の特定

武内章記 99

1113CD009 日本在来ナマズ属の地域集団と保全対象水域の特定

および遺伝的モニタリングの実践

松崎慎一郎 68

1113CD010 対流圏オゾンライダーを用いた日本域における対流

圏オゾンに関する研究

森野勇 内野修 131

1113CD011 環境化学物質が酸化ストレスを介してエピジェネ

ティック変化を誘導する機序の解明

野原恵子 青木康展・佐野友春・内匠正太 91

1113CD012 海水中硫化ジメチルおよび関連有機化合物の高時間

分解能計測手法の確立

谷本浩志 大森裕子・猪俣敏 131

1113CD013 スペクトラルグラフ理論を利用した二酸化炭素排出

構造の国際比較分析

南齋規介 146

1113CD015 真核ピコプランクトンの多様性の解明 : 分類学とゲ

ノム生物学からのアプローチ

山口晴代 199

1113CD016 アジア沿岸域における未知のダイオキシン類縁化合

物の検索とそのリスク評価

染矢雅之 146

1113CD017 コスモポリタンを使った種の壁の操作実験 今藤夏子 199

1113CD018 環境計画への市民参加が計画目標の達成度に与える

影響の定量的把握

秋山貴 146

1113CD019 マングローブ植物の窒素獲得における土壌窒素固定

菌の役割

井上智美 200

1114AQ001 外来侵入植物による遺伝的汚染－ギシギシ属在来種

の危機的実態の解明

石濱史子 186

1114CD001 アジアのエアロゾル・雲・降水システムの観測・モ

デルによる統合的研究

高見昭憲 三好猛雄・伊禮聡 176

1114CD002 微生物によるヒ素の環境動態変化に及ぼす抗生物質

の影響の解明

山村茂樹 176

1114CD003 一般家庭およびオフィス等の室内環境中化学物質リ

スクの包括的評価と毒性同定評価

鈴木剛 37

1115CD001 河川水温変動シミュレーションを用いた全国の淡水

魚類に関する自然再生支援システム

亀山哲 200

1115CD002 環境変化に対する生物群集の応答と機能形質動態に

関する数理生態学的研究

田中嘉成 160

1115CD004 完新世における東アジア水循環変動とグローバルモ

ンスーン

内田昌男 132

1213CD001 農作物残渣の野焼きが大気粒子に与える影響評価 伏見暁洋 97

1213CD002 スタック型微生物燃料電池による省・創エネルギー

排水処理技術の開発

珠坪一晃 177

1213CD003 高 CO2 環境における光合成誘導反応の生化学的・気

孔的制限とその生態学的意義

唐艶鴻 201

1213CD004 酸化ストレスによる DNA 脱メチル化酵素の発現誘

導メカニズムの解明

内匠正太 208

1213CD005 製品機能ベースの物質ストック・排出量と複合機能

製品の普及による省資源化効果の評価

小口正弘 37

1214CD001 rRNA/rDNA 比を用いた富栄養湖霞ヶ浦におけるアオ

コの動態評価に関する研究

冨岡典子 81

1214CD002 リスクに対する頑健性と柔軟性を備えた環境調和型

サプライチェーン設計手法の開発

中島謙一 37

1214CD003 子育てしやすい働き方の探求と実現のための施策の

立案および評価に関する研究

有賀敏典 215

1214CD004 環境放射性物質を用いた湿地生態系機能評価に関す

る研究

野原精一 245

1214CD005 能動・受動型測器と数値モデルを複合利用したエア

ロゾルの大気境界層への影響解明

西澤智明 227

1214CD006 脳におけるレトロトランスポゾン発現の性差と生殖

機能

前川文彦 209
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文科 - 科研費 1214CD007 日本列島産トカゲ属の複数交雑帯の比較解析に基づ

く生殖隔離進化プロセスの研究

岡本卓 201

1214CD008 高磁場 MRI におけるヒト全脳 3D 画像の不均一補正

法の開発

渡邉英宏 227

1214CD009 樹状ナノ粒子 ( デンドリマー ) の生体影響評価に関

する研究

曽根秀子 黒河佳香・TIN-TIN-WIN-SHWE 161

1214CD010 高線量地域からの放射性セシウムの河川・湖沼への

流出評価と湖底の放射能マップ作成

田中敦 245

1214CD011 地方自治体による低炭素都市・地域エネルギー計画

のヒートアイランド対策評価

平野勇二郎 215

1214CD012 東南アジア熱帯雨林における群落スケールのハロゲ

ン化メチル放出量と変動要因の解明

斉藤拓也 横内陽子 227

1214CD013 軟体動物前鰓類におけるレチノイン酸受容体 (RAR)
の性状及び生理機能解析

堀口敏宏 漆谷博志 161

1214CD014 湖沼メタンの炭素 14 年代測定による永久凍土融解速

度推定技術の開発

近藤美由紀 内田昌男 228

1214CD015 低品位廃熱を用いた低硫黄バイオ重油の製造技術開

発と安定・安全利用技術の構築

倉持秀敏 大迫政浩・鈴木剛 147

1214CD016 越境大気汚染に含まれる粒子成分が循環器疾患発症

に及ぼす影響

新田裕史 上田佳代・森野悠・高見昭憲・
道川武紘

62

1214CD017 溶存無機炭素の同位体組成による新たな流域診断指

標の構築

高津文人 82

1214CD018 速度マネージメントに着目したエコドライブ普及施

策の定量的評価

近藤美則 177

1214CD019 ナノ材料による神経系発達障害の評価系の開発に関

する研究

石堂正美 52

1215CD001 アジア途上国の水衛生環境改善シナリオ作成 蛯江美孝 河井紘輔・神保有亮 147

1215CD003 金属特異性を考慮した包括的な生態リスク評価手法

の開発

林岳彦 162

1215CD004 迅速網羅分析手法の開発と GIS を活用した汚染評価

システムへの導入

頭士泰之 228

1215CD005 DNA バーコーディングを適用したユスリカ科昆虫の

水質指標性と多様性の研究

高村健二 上野隆平・今藤夏子 68

文科 - 振興費 1014CE001 大気環境物質のためのシームレス同化システム構築

とその応用

高見昭憲 NgChrisFookSheng・上田佳代 63

1014CE002 大気環境物質のためのシームレス同化システム構築

とその応用 (2) 大気汚染物質・ダストの同化と逆問

題システムの構築

大原利眞 五藤大輔・森野悠 63

1115CE001 グリーン・ネットワーク・オブ・エクセレンス

(GRENE) 事業北極気候変動分野 「急変する北極気候

システム及びその全球的な影響の総合的解明」環北

極陸域システムの変動と気候への影響

内田昌男 近藤美由紀 132

1216CE001 藻類リソースの収集・保存・提供 河地正伸 志村遥平・佐藤真由美 114

1216CE002 気候変動リスク情報創生プログラムに関する研究 横畠徳太 小倉知夫 24

1216CE003 気候感度に関する不確実性の低減化 小倉知夫 野沢徹・塩竈秀夫・横畠徳太・
阿部学・永島達也

24

厚労 - 厚労

科研費

1214DA001 ヒト多能性幹細胞試験バッテリーによる化学物質の

発達期影響予測法に関する研究

曽根秀子 162

JST 0812KB001 海面上昇に対するツバル国海岸の生態工学的維持に

関する研究

山野博哉 201

0913KB001 気候変動を考慮した農業地域の面的水管理・カス

ケード型資源循環システムの構築

山田正人 横井加奈美・石垣智基 43

0913KB002 青海・チベット・モンゴル高原における草原生態系

の炭素動態と気候変動に関する統合的評価と予測

唐艶鴻 202

0914KB001 世界の持続可能な水利用の長期ビジョン作成 花崎直太 133

1115KB001 Digital DNA chip による生物多様性評価と環境予測

法の開発

河地正伸 山口晴代 69

1116KB001 アジア地域の低炭素社会シナリオの開発 藤野純一 SilvaHerranDiego・亀井未穂・
甲斐沼美紀子・芦名秀一・
須田真依子・加用現空

216

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 分担者 頁
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JST 1215KB001 リソースロジスティクスの可視化に立脚したイノ

ベーション戦略策定支援

中島謙一 南齋規介・稲葉陸太 38

1216KB001 大気環境リスクに対する統合的なデータ解析手法に

関する研究

杉田考史 秋吉英治 133

1216KB002 対流圏エアロゾルの監視・予測・警報システムの構

築に関する研究

杉本伸夫 清水厚・松井一郎 229

その他公募 0912KZ001 GCOM-C1 に基いた地表面蒸発散量の推定アルゴリズ

ムの開発

王勤学 178

1112KZ001 哺乳類の空間的最適駆除配分に関する研究 横溝裕行 163

1115KZ001 生物多様性・生態情報の環境情報への統合化、およ

び統合情報を利用した生物多様性影響評価法開発

三枝信子 中島英彰・眞板英一・山尾幸夫・
田中佐和子

133

1213KZ001 絶滅危惧種の保全に向けた持続可能な資源利用 :
ニッケルの国際サプライチェーン分析

中島謙一 38

1213KZ002 酸化ストレスを誘導する遺伝毒性物質の低用量にお

ける量反応関係の解析

青木康展 164

1214KZ001 EarthCARE 衛星搭載ライダー (ATLID) と多波長分光

放射計 (MSI) を用いたエアロゾル・雲推定アルゴリ

ズムの開発

西澤智明 杉本伸夫・日暮明子 229

1216KZ001 沿岸海洋生態系に対する気候変動の複合影響評価研

究

山野博哉 75

共同研究 1112LA001 東アジア地域における影響評価のための観測データ

収集

王勤学 178

1116LA001 北極気候再現性検証および北極気候変動・変化のメ

カニズム解析に基づく全球気候モデルの高度化・精

緻化

野沢徹 秋吉英治・小倉知夫 25

委託請負 1012MA001 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデル

活動の展開と普及『久米島応援プロジェクト』

山野博哉 浪崎直子・林誠二 178

1015MA001 高解像度気候変動シナリオに基づく大都市圏の風水

害脆弱性評価

山形与志樹 中道久美子・瀬谷創・哈斯巴干・
楊ギョク

26

1112MA001 コベネフィット型都市開発プロジェクト 藤田壮 戸川卓哉・金田百永・大西悟・
藤井実

87

1113MA001 環境利用の空間的不均一性に対するヒグマ生息密度

推定手法の感度分析・および調査計画支援ツールの

構築

深澤圭太 202

1115MA003 北極域における温室効果気体の循環とその気候応答

の解明

Shamil 
Maksyutov

21

1212MA001 有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関する

ガイドライン策定検討委託業務

青木康展 松本理 164

1212MA002 平成 24 年度温室効果ガスインベントリ作成のための

分散型生活排水処理に係る排出係数開発調査業務

蛯江美孝 神保有亮・小林拓朗 147

1212MA003 BOCM-MRV の能力向上のためのアジア低炭素成長戦

略・低炭素ロードマップ策定支援委託業務

増井利彦 朝山由美子・芦名秀一・花岡達
也・藤野純一・甲斐沼美紀子

29

1212MA004 海面処分場における安定化評価手法調査ならびに安

定化解析業務

遠藤和人 石垣智基 148

1213MA001 水銀同位体を用いた海底熱水鉱床の探査技術の開発 武内章記 230

寄付 0813NA001 健康的なアロマ環境創生をめざした植物成分の中枢

作用に関する研究

梅津豊司 230

1112NA003 福島沖で放出された放射性物質をトレーサーとした

親潮潜流の動態解明

荒巻能史 230

1113NA001 未知の藻類 : パルマ藻が解き明かす海洋を支える珪

藻の進化

河地正伸 203

1113NA002 多媒体モデリングと戦略的モニタリングによる放射

能汚染の広域環境影響評価

大原利眞 森野悠・鈴木規之・田中敦・
柴田康行・高村典子・野原精一・
今井章雄・林誠二・東博紀・
今泉圭隆・大迫政浩・中山祥嗣

246

1114NA001 津波堆積物を含む震災廃棄物の処理過程における健

康影響評価 ～バイオアッセイを中心とした包括的ハ

ザード調査～

新田裕史 白石不二雄・中島大介・中山祥嗣・
鈴木剛・小池英子・伏見暁洋・
田邊潔・柴田康行

209

1212NA001 日本産キクメイシ科サンゴの同定基準の確立とその

地理的分布の解明

杉原薫 203

1212NA002 新しい環境建材の LCA 評価手法の研究 藤田壮 大西悟 216

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 分担者 頁
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寄付 1212NA003 リサイクル性、維持管理・解体を考慮した判断基準

の研究

藤井実 87

1213NA001 熱帯ダム貯水池の沿岸区域における底泥の生成・堆

積過程と栄養塩循環機能の解明

村田智吉 福島路生・広木幹也・冨岡典子 83

1213NA002 絶滅危惧淡水魚イトウ ( サケ科 ) の新たなモニタリ

ング手法の開発

福島路生 84

1213NA003 化学イオン化質量分析法による二次有機エアロゾル

生成初期段階の粒子成分の実時間計測

猪俣敏 谷本浩志 134

その他 0911ZZ001 東京都を対象とした総合的温暖化影響評価の検討 肱岡靖明 高橋潔・林誠二・増井利彦・
原澤英夫

217

1112ZZ002 航空機搭載ライダによる浅海域の測深調査の計画立

案及びデータ質評価に関する研究

松永恒雄 小熊宏之・山野博哉・石原吉明・
石黒聡士

231

1115ZZ001 環境保全のための環境政策・制度設計の有効性・あ

り方に関する基礎的研究

須賀伸介 久保田泉・岡川梓 217

1115ZZ002 ゴム廃水の温室効果ガス排出能・分解機構評価 珠坪一晃 179

1115ZZ003 衛星搭載熱赤外センサの輝度校正及び地表面熱環境

観測に関する研究

松永恒雄 加藤創史 231

1115ZZ004 衛星ハイパースペクトルリモートセンシングの活用

に関する基礎的研究

松永恒雄 山本聡・加藤創史 100

1212ZZ001 有限性を考慮した資源・環境に関する評価手法開発 藤井実 218

1213ZZ001 多次元移流拡散問題のための高精度シミュレーショ

ン手法の研究

須賀伸介 218

1213ZZ002 胎児影響モデルの胚様体細胞アッセイを活用した影

響閾値限界の推定に関する研究

曽根秀子 165

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 分担者 頁
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組織別研究課題一覧

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁

企画部 植物の環境ストレス影響評価とストレス応答機構の解明 佐治光 0812AQ002 185

遺伝子発現プロファイルに基づく植物のストレス診断と水稲葉
枯症の原因究明

佐治光 1012CD015 198

地球環境研究
センター

平成 24 年度温室効果ガス観測技術衛星 (GOSAT) 観測・データ
処理技術開発業務

向井人史 1212BY014 20

北極域における温室効果気体の循環とその気候応答の解明 Shamil 
Maksyutov

1115MA003 21

オゾン層変動と成層圏 - 対流圏大気変動との間の相互作用に関
する研究

秋吉英治 0913AQ001 122

オゾン層変動研究プロジェクト 秋吉英治 1113AQ003 123

気候変動対策と生物多様性保全の連携を目指した生態系サービ
ス評価手法の開発

伊藤昭彦 1113BA001 126

植物の CO2 応答に関するメタ分析と生態系モデルの高度化 伊藤昭彦 0913CD001 129

アジア・オセアニア域のモンスーンに伴う温室効果ガス濃度分
布の変動

井上誠 1113CD007 130

質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発 猪俣敏 0913AQ003 122

エアロゾル前駆体の実時間計測による二次有機エアロゾル生成
過程の解明

猪俣敏 0812CD004 128

化学イオン化質量分析法による二次有機エアロゾル生成初期段
階の粒子成分の実時間計測

猪俣敏 1213NA003 134

地球温暖化に関わる地球規模リスクに関する研究 江守正多 1115AA012 21

地球規模の気候変動リスク管理戦略の構築に関する総合的研究
プロジェクト全体の管理

江守正多 1216BA005 23

気候感度に関する不確実性の低減化 小倉知夫 1216CE003 24

陸域モニタリング 三枝信子 1115AQ003 104

センサーネットワーク化と自動解析化による陸域生態系の炭素
循環変動把握の精緻化に関する研究

三枝信子 1216BB002 108

地球温暖化観測連携拠点事業支援 三枝信子 1115BY001 106

アジア GEO Grid イニシアチブ 三枝信子 1012CB001 107

窒素動態を取り入れた陸域生態系 CO2 収支の高精度評価手法の
開発

三枝信子 1113CD003 130

生物多様性・生態情報の環境情報への統合化、および統合情報
を利用した生物多様性影響評価法開発

三枝信子 1115KZ001 133

シベリアのタワー観測ネットワークによる温室効果ガス (CO2, 
CH4) の長期変動解析

笹川基樹 1216BB003 19

熱帯林における生態学的研究等のためのパソの観測研究拠点化
の推進

笹野泰弘 1112AI001 121

地球環境観測データとモデル統合化による炭素循環変動把握の
ための研究ロードマップ策定

笹野泰弘 1212BA001 127

地球温暖化研究プログラム 笹野泰弘 1115SP010 15

気候感度の物理パラメータ不確実性のメカニズム解明と制約 塩竈秀夫 1113CD004 23

塩素系化学種を中心とした成層圏化学過程の研究 杉田考史 1212AQ001 124

大気環境リスクに対する統合的なデータ解析手法に関する研究 杉田考史 1216KB001 133

観測とモデルの統合によるマルチスケール大気汚染の解明と評
価

谷本浩志 1115AA041 55

北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン・エアロゾル
現場観測 ( 揮発性有機化合物と窒素酸化物の測定 )

谷本浩志 0913BA007 59

海洋からの硫化ジメチルおよび関連有機化合物のフラックス実
計測とガス交換係数の評価

谷本浩志 1112BA001 126

アジア・オセアニア域における長寿命・短寿命気候影響物質の
包括的長期観測

谷本浩志 1216BB001 19

海水中硫化ジメチルおよび関連有機化合物の高時間分解能計測
手法の確立

谷本浩志 1113CD012 131
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地球環境研究
センター

GOSAT データ等を用いた全球メタン発生領域の特性抽出と定量
化

寺尾有希夫 1214BA004 16

二酸化炭素の全球収支解明のための大気中酸素および炭素同位
体の長期観測研究

遠嶋康徳 0913BB001 17

南鳥島における微量温室効果ガス等のモニタリング 遠嶋康徳 1113BB001 18

地球環境データベースの整備 中島英彰 1115AQ004 104

太陽紫外線によるビタミン D 生成に必要な照射時間の導出と指
標作成に関する研究

中島英彰 1216AQ001 117

物質循環モデルの高精度化及び生態系への影響評価 中山忠暢 1115AQ028 123

メタエコシステム評価による環境共生型社会構築に向けた統合
的手法の開発

中山忠暢 1115AQ029 123

気候変動と水・物質循環のフィードバック機構の解明 中山忠暢 1115AQ030 124

外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの検出に関す
る数値実験的研究

野沢徹 0612AQ001 121

北極気候再現性検証および北極気候変動・変化のメカニズム解
析に基づく全球気候モデルの高度化・精緻化

野沢徹 1116LA001 25

温室効果ガスインベントリ策定事業支援 野尻幸宏 1115AQ011 105

全球水資源モデルを利用した実時間シミュレーションによる世
界の旱魃・洪水リスク検出

花崎直太 1112CD001 129

世界の持続可能な水利用の長期ビジョン作成 花崎直太 0914KB001 133

大気・海洋モニタリング 町田敏暢 1115AQ035 103

民間航空機によるグローバル観測ネットワークを活用した温室
効果ガスの長期変動観測

町田敏暢 1115BB001 18

温室効果ガス等の濃度変動特性の解明とその将来予測に関する
研究

向井人史 1115AA011 15

地球環境の戦略的モニタリングの実施、地球環境データベース
の整備、地球環境研究支援

向井人史 1115AP010 103

環境試料を用いた物質循環の変動や汚染の指標に関する研究 向井人史 1216AQ002 124

光化学オキシダント自動測定機精度管理業務 向井人史 1012AC001 108

分光法を用いた大気計測に関する基盤的研究 森野勇 0913AQ002 122

「いぶき」観測データ解析により得られた温室効果ガス濃度の高
精度化に関する研究

森野勇 1113BA004 126

温室効果ガス観測技術衛星 (GOSAT) 観測データ検証業務 森野勇 1115BY002 127

対流圏オゾンライダーを用いた日本域における対流圏オゾンに
関する研究

森野勇 1113CD010 131

グローバルカーボンプロジェクト事業支援 山形与志樹 0712AQ001 107

都市と地域の炭素管理に関する研究 山形与志樹 0712BA340 22

気候変動リスク管理に向けた土地・水・生態系の最適利用戦略 山形与志樹 1216BA002 22

高解像度気候変動シナリオに基づく大都市圏の風水害脆弱性評
価

山形与志樹 1015MA001 26

GOSAT データ定常処理運用システムの運用・維持改訂 横田達也 1115AL001 105

気候変動リスク情報創生プログラムに関する研究 横畠徳太 1216CE002 24

熱帯林における土壌呼吸を中心とした炭素循環モニタリング 梁乃申 1015AF002 121

日本における森林土壌有機炭素放出に及ぼす温暖化影響のポテ
ンシャル評価に関する研究

梁乃申 1015BB001 17

資源循環・廃棄物
研究センター

環境計画への市民参加が計画目標の達成度に与える影響の定量
的把握

秋山貴 1113CD018 146

廃棄物最終処分場における埋蔵金属資源価値の評価および有用
金属の回収に関する研究

石垣智基 1011CD008 42

アジアの都市廃棄物管理の発展に応じた埋立地浸出水対策の適
正な技術移転に関する検討

石垣智基 1113BE005 40

地域活性化をめざしたバイオマス利用技術戦略の立案手法の構
築

稲葉陸太 1012BE003 42
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資源循環・廃棄物
研究センター

防災・減災を志向した分散型浄化槽システムの構築に関する研
究

蛯江美孝 1213BE001 239

アジア途上国の水衛生環境改善シナリオ作成 蛯江美孝 1215CD001 147

平成 24 年度温室効果ガスインベントリ作成のための分散型生活
排水処理に係る排出係数開発調査業務

蛯江美孝 1212MA002 147

最終処分場機能の健全性の検査手法と回復技術に関する研究 遠藤和人 1113BE007 143

海面処分場における安定化評価手法調査ならびに安定化解析業
務

遠藤和人 1212MA004 148

災害・放射性物質汚染廃棄物等の処理処分技術・システムの構
築

大迫政浩 1215AP110 237

災害廃棄物及び放射性物質汚染廃棄物等の処理処分等技術シス
テムの確立に関する研究

大迫政浩 1212AS001 238

放射能汚染廃棄物処理施設の長期管理手法に関する研究 大迫政浩 1213BE002 240

放射性物質に汚染された廃棄物等の安全かつ効率的な処理処分
等に関する調査研究

大迫政浩 1212BY005 241

循環型社会研究プログラム 大迫政浩 1115SP020 29

水銀など有害金属の循環利用における適正管理に関する研究 小口正弘 1113BE001 33

製品機能ベースの物質ストック・排出量と複合機能製品の普及
による省資源化効果の評価

小口正弘 1213CD005 37

廃棄物焼却処理の評価およびエネルギー回収技術開発 川本克也 1115AQ020 140

地域エネルギー供給のための廃棄物系バイオマスのガス化 / 多
段触媒変換プロセスの開発

川本克也 0406BE818 141

揮発性有機化合物の低濃度発生源におけるモニタリング方法と
除去特性および評価

川本克也 1014CD002 145

資源循環・適正処理を支援する基盤技術研究 倉持秀敏 1115AQ033 140

低品位廃熱を用いた低硫黄バイオ重油の製造技術開発と安定・
安全利用技術の構築

倉持秀敏 1214CD015 147

再生品利用に係る環境安全品質試験の開発・標準化と適用 肴倉宏史 1115AQ012 139

東アジア標準化に向けた廃棄物・副産物の環境安全品質管理手
法の確立

肴倉宏史 1113BE003 143

地域再生のための環境修復・循環技術と生活系液状廃棄物の適
正処理技術システムの構築

徐開欽 1115AQ041 141

高度省エネ低炭素社会型浄化槽の新技術・管理システム開発 徐開欽 1012BE002 142

医薬品等糖質コルチコイド様物質による環境汚染レベルの把握
と生態影響評価

鈴木剛 1114BY001 144

一般家庭およびオフィス等の室内環境中化学物質リスクの包括
的評価と毒性同定評価

鈴木剛 1114CD003 37

アジア沿岸域における未知のダイオキシン類縁化合物の検索と
そのリスク評価

染矢雅之 1113CD016 146

汎用 IT 製品中金属類のライフサイクルに着目した環境排出・動
態・影響に関する横断連携研究

滝上英孝 1113AO001 32

廃プラスチックのリサイクル過程における有害化学物質の排出
挙動と制御に関する研究

滝上英孝 1012BC001 32

有機フッ素化合物の最終処分場における環境流出挙動の解明と
対策技術に関する研究

滝上英孝 1012BE001 33

難循環ガラス素材廃製品の適正処理に関する研究 滝上英孝 1113BE002 34

使用済み自動車 (ELV) の資源ポテンシャルと環境負荷に関する
システム分析

滝上英孝 1214BE002 35

アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態解明と生態
影響評価

滝上英孝 0812CD001 36

地域特性を活かした資源循環システムの構築 田崎智宏 1115AA023 41

資源循環・廃棄物に係る情報研究基盤の戦略的整備 田崎智宏 1115AP020 108

資源利用のライフサイクル管理に関するシステム評価と制度研
究

田崎智宏 1115AQ009 138
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資源循環・廃棄物
研究センター

国際資源循環に対応した製品中資源性・有害性物質の適正管理 寺園淳 1115AA021 30

有害危険な製品・部材の安全で効果的な回収・リサイクルシス
テムの構築

寺園淳 1113BE009 34

未利用リン資源の有効活用に向けたリン資源循環モデル開発 中島謙一 1112BE001 33

地域の鉄鋼業・非鉄金属製錬業を基軸としたレアメタル回収シ
ステム

中島謙一 1012CD002 43

熱力学解析と MFA の融合による都市鉱山からの金属資源の回
収可能性評価手法の開発

中島謙一 1012CD003 36

金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス排出の廃棄物
産業連関分析

中島謙一 1012CD004 36

リスクに対する頑健性と柔軟性を備えた環境調和型サプライ
チェーン設計手法の開発

中島謙一 1214CD002 37

リソースロジスティクスの可視化に立脚したイノベーション戦
略策定支援

中島謙一 1215KB001 38

絶滅危惧種の保全に向けた持続可能な資源利用 : ニッケルの国
際サプライチェーン分析

中島謙一 1213KZ001 38

経済発展に伴う資源消費増大に起因する温室効果ガス排出の抑
制に関する研究

南齋規介 0913BA003 141

国際的な資源依存構造に着目したレアメタルに関する 3R 効果
評価手法の開発

南齋規介 1213BE003 35

社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾル排出源と影
響の評価

南齋規介 0813CD002 145

スペクトラルグラフ理論を利用した二酸化炭素排出構造の国際
比較分析

南齋規介 1113CD013 146

アジア地域に適した都市廃棄物の適正管理技術システムの構築 山田正人 1115AA022 39

高度循環型社会に向けた廃棄物の品質管理技術システムの開発 山田正人 1115AQ038 238

アジア地域の持続可能な都市システムと廃棄物管理に関する研
究拠点形成

山田正人 1115AQ042 39

埋立地ガス放出緩和技術のコベネフットの比較検証に関する研
究

山田正人 1012BA001 40

アスベスト含有建材の選別手法確立と再生砕石の安全性評価に
関する研究

山田正人 1113BE004 239

静脈産業のアジア地域への移転戦略の構築に関する研究 山田正人 1113BE008 41

中間処理残さ主体埋立地に対応した安定化促進技術の開発 山田正人 1113BE010 144

気候変動を考慮した農業地域の面的水管理・カスケード型資源
循環システムの構築

山田正人 0913KB001 43

負の遺産対策・難循環物質に係る処理技術及び計測手法の開
発・評価

山本貴士 1115AQ016 139

災害廃棄物の処理における石綿の適正管理に関する研究 山本貴士 1214BE001 144

環境リスク研究
センター

化学物質のリスク評価手法の体系化に関する基盤研究 青木康展 1115AQ019 154

化学物質リスク評価・管理に資する生態毒性評価方法の開発 青木康展 1115AQ025 155

化学物質の作用機序に基づく生物試験手法の開発 青木康展 1115AQ026 156

酸化ストレスを誘導する遺伝毒性物質の低用量における量反応
関係の解析

青木康展 1213KZ002 164

有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関するガイドライ
ン策定検討委託業務

青木康展 1212MA001 164

ナノ材料による神経系発達障害の評価系の開発に関する研究 石堂正美 1214CD019 52

水田農薬を対象とした排出推定モデルの検証とモデル向上に資
する調査研究

今泉圭隆 1112AH001 151

化学物質データベース等の整備・提供 今泉圭隆 1115AQ013 109

揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの作成 黒河佳香 0912AQ001 153

底棲魚介類の初期減耗要因の解明 : 再生産期の異なる種の比較
によるアプローチ

児玉圭太 1113CD005 159
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環境リスク研究
センター

生態影響試験に関する標準機関 ( レファレンス・ラボラトリー
)、環境リスクに関する化学物質データベース

白石寛明 1115AP030 109

クロマトグラフ - 質量分析法における物質同定のための測定・
解析手法に関する研究

白石寛明 1112AQ008 154

化学物質評価・管理イノべーション研究プログラム 白石寛明 1115SP030 43

PFOS のウズラ摂餌投与試験における卵への移行に関する研究 白石不二雄 1112AQ007 153

平成 24 年度水産動植物登録保留基準設定に関する文献等調査 菅谷芳雄 1212BY004 48

平成 24 年度水生生物への影響が懸念される有害物質情報収集等
調査業務

菅谷芳雄 1212BY010 49

平成 24 年度化学物質環境リスク初期評価等実施業務 菅谷芳雄 1212BY011 50

平成 24 年度生態毒性 GLP 査察支援業務 菅谷芳雄 1212BY012 50

平成 24 年度農薬安全性評価資料作成支援業務 菅谷芳雄 1212BY013 51

化学物質リスク管理の戦略的アプローチに関する研究 鈴木規之 1115AA033 53

化学物質の環境排出の新たな推定手法の開発 鈴木規之 1115AQ021 154

化学物質リスク管理戦略研究のための基礎的研究 鈴木規之 1115AQ023 155

化学物質及び放射性物質曝露に対する長鎖ノンコーディング
RNA の新機能の解明

曽根秀子 1212AN004 153

健康影響の統合データベース HEALS の整備・更新 曽根秀子 1112ZZ001 164

樹状ナノ粒子 ( デンドリマー ) の生体影響評価に関する研究 曽根秀子 1214CD009 161

ヒト多能性幹細胞試験バッテリーによる化学物質の発達期影響
予測法に関する研究

曽根秀子 1214DA001 162

胎児影響モデルの胚様体細胞アッセイを活用した影響閾値限界
の推定に関する研究

曽根秀子 1213ZZ002 165

生態影響試験に関する標準機関 ( レファレンスラボラトリー )
機能の整備

鑪迫典久 1115AQ015 110

平成 24 年度農薬による水生生物影響実態把握調査 鑪迫典久 1212BY006 157

平成 24 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する試験法開発に
係る業務

鑪迫典久 1212BY007 158

生物応答を利用した水環境管理手法検討調査 鑪迫典久 1212BY008 49

化学物質等の生態リスク評価・管理手法に関する研究 田中嘉成 1115AA031 45

湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究 田中嘉成 1012AH003 167

定量的生態リスク評価の高精度化に資する数理生態学的研究 田中嘉成 1116AQ005 47

環境変化に対する生物群集の応答と機能形質動態に関する数理
生態学的研究

田中嘉成 1115CD002 160

大気中の酸化的二次生成物質の測定と遺伝毒性評価 中島大介 1012AH002 151

震災廃棄物・津波汚泥及びその仮集積・埋立処理によって引き
起こされる化学物質汚染の一次スクリーニング

中島大介 1113AH001 151

震災廃棄物・津波汚泥及びその処理過程における大気中化学物
質のモニタリング

中島大介 1213AH002 152

化学物質の環境経由の曝露・影響実態把握手法の高度化に関す
る研究

中島大介 1115AQ037 156

金属特異性を考慮した包括的な生態リスク評価手法の開発 林岳彦 1215CD003 162

ナノマテリアルの毒性評価手法の開発と安全性に関する研究 平野靖史郎 1115AA032 51

曝露形態別毒性学的知見に基づく有害化学物質の健康リスク評
価手法の開発

平野靖史郎 1116AQ001 157

ディーゼル排ガス由来二次生成有機エアロゾルの生体影響調査 平野靖史郎 1212BY015 158

ヒ素結合タンパク質のキャラクタリーゼーションと生体影響評
価への応用

平野靖史郎 1113CD006 160

ディーゼル起源ナノ粒子内部混合状態の新しい計測法 ( 健康リ
スク研究への貢献 )

藤谷雄二 1012BD002 157

自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関
する調査研究

藤谷雄二 1212BY009 158

量子化学計算によるガス状化学物質と O3・OH との反応速度予
測

古濱彩子 1212AN001 152
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環境リスク研究
センター

内湾生態系における放射性核種の挙動と影響評価に関する研究 堀口敏宏 1214AO003 243

環境リスク因子の環境経由による生物への曝露及び影響実態の
把握・検証手法の開発

堀口敏宏 1115AQ024 155

貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法と底層 DO 目標の
達成度評価手法の開発に関する研究

堀口敏宏 1012BD001 48

軟体動物前鰓類におけるレチノイン酸受容体 (RAR) の性状及び
生理機能解析

堀口敏宏 1214CD013 161

メタ個体群の空間構造に不確実性をもつ外来種の最適管理戦略 横溝裕行 1012CD001 159

哺乳類の空間的最適駆除配分に関する研究 横溝裕行 1112KZ001 163

地域環境研究
センター

界面活性剤ミセルが存在する溶液内での物質の分配と反応性に
関する研究

稲葉一穂 0812AQ001 169

流域圏生態系研究プログラム 今井章雄 1115SP060 76

微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究 岩崎一弘 1115AQ031 171

モンゴルの永久凍土地帯における脆弱性評価及び適応策の提言
に関する研究

王勤学 1214BA001 174

GCOM-C1 に基いた地表面蒸発散量の推定アルゴリズムの開発 王勤学 0912KZ001 178

東アジア地域における影響評価のための観測データ収集 王勤学 1112LA001 178

PM2.5 と光化学オキシダントの実態解明と発生源寄与評価に関
する研究

大原利眞 1012AH004 168

多媒体での放射性物質実態把握・動態解明 大原利眞 1215AP120 242

東アジアにおける排出インベントリの高精度化と大気汚染物質
削減シナリオの策定

大原利眞 0913BA001 58

わが国都市部の PM2.5 に対する大気質モデルの妥当性と予測誤
差の評価 － (3) 相互比較による大気質モデリングの妥当性検証
と予測精度評価－

大原利眞 1012BD003 60

社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾル排出源と影
響の評価

大原利眞 1112CD006 61

大気環境物質のためのシームレス同化システム構築とその応用 
(2) 大気汚染物質・ダストの同化と逆問題システムの構築

大原利眞 1014CE002 63

多媒体モデリングと戦略的モニタリングによる放射能汚染の広
域環境影響評価

大原利眞 1113NA002 246

東アジア広域環境研究プログラム 大原利眞 1115SP040 54

ろ床型排水処理システムにおける微生物相と安定同位体比の解
析による排水浄化 / 汚泥減容化機構の評価

小野寺崇 1212AQ014 172

MRI 画像解析と同位体解析による栄養塩や温室効果ガスの底泥
からのフラックス予測

高津文人 1214AO002 80

溶存無機炭素の同位体組成による新たな流域診断指標の構築 高津文人 1214CD017 82

広域人為インパクトによる東シナ海・日本近海の生態系変調の
解明

越川海 1115AA042 63

関東地域における市街地土壌の有害金属汚染に関する研究 越川昌美 1112AQ009 170

陸水中におけるカルシウムの化学形態が森林生態系の物質循環
におよぼす影響

越川昌美 1012CD009 174

DOM の光分解特性が生物難分解化に及ぼす影響評価 小松一弘 1112CD007 81

最新直噴ガソリン車の排気ガス中粒子状物質の特性解明 近藤美則 1212AQ013 172

速度マネージメントに着目したエコドライブ普及施策の定量的
評価

近藤美則 1214CD018 177

アジア域における多角的観測網を用いた大気環境モデル間相互
比較研究

五藤大輔 1212AQ008 171

二次有機エアロゾル生成に関わる反応プロセスの研究 佐藤圭 1115AQ002 58

健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質のわが国風上域での動
態把握

佐藤圭 0812CD005 61

物理場に応答する浅い湖沼におけるリンの動態の解明とそのモ
デル化に関する研究

篠原隆一郎 1112CD009 176
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地域環境研究
センター

ライダー観測データを環境研究に応用するための関連情報の整
備に関する研究

清水厚 1215AQ002 172

地上・衛星ライダーによるアジア域のエアロゾル解析に関する
研究

清水厚 0913BA004 59

ブナ林生態系における生物・環境モニタリングシステムの構築 清水英幸 1012AH005 56

長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾンおよび酸性霧
による森林影響

清水英幸 1012AH006 57

半乾燥地に生育する植物種の水ストレス耐性と水利用に関する
研究

清水英幸 1012AQ004 170

メタン発酵廃水処理技術の実用化に関する研究 珠坪一晃 1212AQ015 172

スタック型微生物燃料電池による省・創エネルギー排水処理技
術の開発

珠坪一晃 1213CD002 177

ゴム廃水の温室効果ガス排出能・分解機構評価 珠坪一晃 1115ZZ002 179

オイラー型モデル出力との整合性の観点で見たトラジェクトリ
解析手法の研究

菅田誠治 0913AQ005 169

全国の環境研究機関の有機的連携による PM2.5 汚染の実態解明
と発生源寄与評価

菅田誠治 1113BA007 60

東アジアにおける大気質変化を解明するための沖縄辺戸・長崎
福江におけるモニタリング

高見昭憲 1015AF001 56

都市大気における粒子状物質削減のための動態解明と化学組成
分析に基づく毒性・健康影響の評価

高見昭憲 1214AO001 168

地域環境変動の長期モニタリングの実施、共同観測拠点の基盤
整備

高見昭憲 1115AP100 117

先端的単一微粒子内部構造解析装置による越境汚染微粒子の起
源・履歴解明の高精度化

高見昭憲 1012BA002 60

地球温暖化対策としてのブラックカーボン削減の有効性の評価 高見昭憲 1113BA003 173

東アジアにおけるエアロゾル数濃度の空間分布とその変動要因
の解明

高見昭憲 1012CD017 175

アジアのエアロゾル・雲・降水システムの観測・モデルによる
統合的研究

高見昭憲 1114CD001 176

大気環境物質のためのシームレス同化システム構築とその応用 高見昭憲 1014CE001 63

rRNA/rDNA 比を用いた富栄養湖霞ヶ浦におけるアオコの動態評
価に関する研究

冨岡典子 1214CD001 81

大気汚染物質のソースレセプター解析と削減感受性評価 永島達也 0913BA005 173

流域圏における生態系機能と環境因子の連動関係の定量評価に
関する研究

林誠二 1115AA061 77

窒素飽和状態にある森林域からの窒素流出負荷量の定量評価お
よび将来予測

林誠二 1012AG003 79

海洋大循環モデルの高精度化へ向けた乱流混合パラメタリゼー
ションの数値的研究

古市尚基 1212AQ012 64

都市沿岸海域の底質環境劣化の機構とその底生生物影響評価に
関する研究

牧秀明 1011AG001 78

津波により堆積物と混合・沈降した流出油の分布・消長と底質
環境影響評価に関する研究

牧秀明 1212AN003 79

熱帯ダム貯水池の沿岸区域における底泥の生成・堆積過程と栄
養塩循環機能の解明

村田智吉 1213NA001 83

揮発性ビン・詳細反応モデル開発による二次有機エアロゾル計
算の精緻化と生成機構解明

森野悠 1112CD003 61

微生物によるヒ素の環境動態変化に及ぼす抗生物質の影響の解明 山村茂樹 1114CD002 176

湖沼における浮遊細菌を介した溶存有機物の動態解明に向けた
新たな展開

渡邊圭司 1112CD002 175

社会環境システム
研究センター

持続可能なライフスタイルと消費への転換に関する研究 青柳みどり 1115AA092 94

技術・社会に対する価値観の変化とリスク受容性に関する調査
研究

青柳みどり 1213BA002 95
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社会環境システム
研究センター

子育てしやすい働き方の探求と実現のための施策の立案および
評価に関する研究

有賀敏典 1214CD003 215

モバイルテクノロジーを応用した新しい都市環境モニタリング
システムの研究

一ノ瀬俊明 1012CD008 86

気候変動と洪水リスクの経済分析～洪水被害額の推計と洪水リ
スクモデルの構築

岡川梓 1112AQ006 211

アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際・国内制度設計オプ
ションとその形成過程の研究

亀山康子 0913BA006 27

気候変動問題に関する合意可能かつ実効性をもつ国際的枠組み
に関する研究

亀山康子 1214BA003 28

持続的経済発展の可能性 亀山康子 0811CD004 29

広域アジアの市民社会構築とその国際政治的課題 亀山康子 1113CD001 215

アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評価指標に関す
る研究

久保田泉 1012BA003 212

環境保全のための環境政策・制度設計の有効性・あり方に関す
る基礎的研究

須賀伸介 1115ZZ001 217

多次元移流拡散問題のための高精度シミュレーション手法の研
究

須賀伸介 1213ZZ001 218

温暖化影響・適応ならびに持続可能な開発に関する最新研究情
報の収集と整理

高橋潔 1112AQ002 211

地球規模の気候変動リスク管理戦略の総合解析に関する研究 高橋潔 1216BA004 23

国際レベルにおけるフロン類の排出抑制策の促進に関する研究 花岡達也 1111AQ001 211

将来シナリオと持続可能社会の構築に関する研究 原澤英夫 1115AA091 93

統合評価モデルによる温暖化影響評価・適応政策に関する研究 原澤英夫 1014BA001 213

持続可能社会転換方策研究プログラム 原澤英夫 1115SP090 92

東京都を対象とした総合的温暖化影響評価の検討 肱岡靖明 0911ZZ001 217

地方自治体による低炭素都市・地域エネルギー計画のヒートア
イランド対策評価

平野勇二郎 1214CD011 215

リサイクル性、維持管理・解体を考慮した判断基準の研究 藤井実 1212NA003 87

有限性を考慮した資源・環境に関する評価手法開発 藤井実 1212ZZ001 218

都市の環境技術・施策システムの評価と社会実証プロセスの構
築

藤田壮 1115AA071 85

低炭素社会を実現する街区群の設計と社会実装プロセス 藤田壮 1113BA006 213

望ましい地域循環圏形成を支援する評価システムの構築とシナ
リオ分析

藤田壮 1013BE001 214

アジア都市における日本の技術・政策を活用する資源循環シス
テムの設計手法

藤田壮 1113BE006 214

コベネフィット型都市開発プロジェクト 藤田壮 1112MA001 87

新しい環境建材の LCA 評価手法の研究 藤田壮 1212NA002 216

環境都市システム研究プログラム 藤田壮 1115SP070 84

アジア地域の低炭素社会シナリオの開発 藤野純一 1116KB001 216

低炭素社会に向けたビジョン・シナリオ構築と対策評価に関す
る統合研究

増井利彦 1115AA013 26

持続可能社会を評価するためのモデル開発に資する情報整備 増井利彦 1115AQ008 212

アジアを対象とした低炭素社会実現のためのシナリオ開発 増井利彦 0913BA002 27

温暖化対策とのコベネフィット評価も含めた総合的な大気汚染
物質削減シナリオの策定

増井利彦 0914BA001 173

統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮したわが国の
温暖化政策の効果と影響

増井利彦 1113BA002 28

適応ポテンシャル・コスト見積もりおよび社会経済シナリオに
関するメタ分析と統合評価モデルによる評価

増井利彦 1216BA003 28

BOCM-MRV の能力向上のためのアジア低炭素成長戦略・低炭素
ロードマップ策定支援委託業務

増井利彦 1212MA003 29
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社会環境システム
研究センター

環境的に持続可能な都市・地域発展シナリオの構築 松橋啓介 1115AA072 88

市民および企業などの自主的な環境活動の理論および効果に関
する研究

森保文 1115AQ001 212

環境健康研究
センター

発達ステージにおける中間周波電磁界曝露による生体影響評価 Tin-Tin-Win-
Shwe

1012CD022 91

子どもの健康と環境に関する全国調査 川本俊弘 1032AM001 111

黄砂エアロゾル及び付着微生物・化学物質による呼吸器系・生
殖器系・免疫系への影響とそのメカニズム解明

小池英子 1113BD001 207

エアロゾルによる生体影響の評価 小池英子 0812CD006 207

細胞間・細胞内ネットワークに注目した環境汚染物質によるア
レルギー増悪機構の解明

小池英子 1013CD002 208

環境汚染物質の生体影響評価に関する分析毒性学的研究 小林弥生 1012AQ001 206

ヒ素化合物の吸収および排泄に関する腸内細菌の役割 小林弥生 1112CD004 208

ヒト肝癌細胞株におけるヒ素のエピジェネティクス作用を介し
た発癌メカニズムの解析

鈴木武博 1112CD005 91

酸化ストレスによる DNA 脱メチル化酵素の発現誘導メカニズ
ムの解明

内匠正太 1213CD004 208

環境汚染物質曝露による健康影響評価に係る疫学調査手法の高
度化に関わる研究

新田裕史 1115AA081 89

環境汚染物質曝露による小児・次世代への健康影響の機構解明
と評価システムの構築に関する研究 

新田裕史 1115AA082 89

「子どもの健康と環境に関する全国調査」の総括的な管理・運営 新田裕史 1115AP040 110

越境大気汚染に含まれる粒子成分が循環器疾患発症に及ぼす影
響

新田裕史 1214CD016 62

津波堆積物を含む震災廃棄物の処理過程における健康影響評価 
～バイオアッセイを中心とした包括的ハザード調査～

新田裕史 1114NA001 209

小児・次世代環境保健研究プログラム 新田裕史 1115SP080 88

エピジェネティク作用の修飾因子に関する研究 野原恵子 0911AQ001 206

環境化学物質が酸化ストレスを介してエピジェネティック変化
を誘導する機序の解明

野原恵子 1113CD011 91

脳におけるレトロトランスポゾン発現の性差と生殖機能 前川文彦 1214CD006 209

環境化学物質による肥満および肥満に伴う病態への影響に関す
る研究

柳澤利枝 1212AQ006 207

環境化学物質による発達期の神経系ならびに免疫系への影響に
おけるメカニズム解明に関する研究

柳澤利枝 1013BD001 90

生物・生態系環境
研究センター

植物のストレス診断と環境モニタリングに関する研究 青野光子 1214AH001 57

未承認遺伝子組換えパパイヤに係る遺伝子検査 青野光子 1212BY001 195

除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究 青野光子 1212BY002 196

オゾン応答遺伝子を用いた植物のオゾンストレス診断手法の開
発

青野光子 1113CD002 62

外来種オオミノガヤドリバエの侵入によるオオミノガの絶滅可
能性

石井弓美子 1112AQ005 186

外来侵入植物による遺伝的汚染－ギシギシ属在来種の危機的実
態の解明

石濱史子 1114AQ001 186

マングローブ生態系の高い生産機構の鍵 - 植物と窒素固定菌 井上智美 1212AQ007 189

マングローブ植物の窒素獲得における土壌窒素固定菌の役割 井上智美 1113CD019 200

侵略的外来種アルゼンチンアリにおけるスーパーコロニーの進
化と維持機構の解明

井上真紀 1013CD001 198

絶滅の危機に瀕する野生生物種の細胞・遺伝子保存 大沼学 1115AP080 114

野生齧歯類を指標とした放射線生物影響の長期モニタリング 大沼学 1212AR001 244

高病原性鳥インフルエンザウイルス保有状況調査 大沼学 1212BY003 74
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生物・生態系環境
研究センター

伊豆諸島八丈島のニホントカゲ外来個体群と在来種オカダトカ
ゲの繁殖生態の差異から見た交雑動態の予測

岡本卓 1212AQ011 190

日本列島産トカゲ属の複数交雑帯の比較解析に基づく生殖隔離
進化プロセスの研究

岡本卓 1214CD007 201

農業生態系における生物多様性指標 (Satoyama Index) のグロー
バルパターンを規定する社会・経済要因の抽出

角谷拓 1212AQ003 188

食物網構造をベイズ推定する安定同位体混合モデルの開発と検
証

角谷拓 1012CD011 197

沿岸域湿地におけるマングローブ植林の統合データベース構築
と植生群落の空間解析

亀山哲 1115AO001 184

河川水温変動シミュレーションを用いた全国の淡水魚類に関す
る自然再生支援システム

亀山哲 1115CD001 200

NIES 近交系ウズラの遺伝的キャラクタリゼーション 川嶋貴治 1212AQ010 190

東京湾東部における未確認有害植物プランクトンのモニタリン
グ

河地正伸 1012AH007 66

環境微生物及び絶滅危惧藻類の収集・系統保存・提供 河地正伸 1115AP070 114

藻類リソースの収集・保存・提供 河地正伸 1216CE001 114

Digital DNA chip による生物多様性評価と環境予測法の開発 河地正伸 1115KB001 69

未知の藻類 : パルマ藻が解き明かす海洋を支える珪藻の進化 河地正伸 1113NA001 203

水源タイプに着目したため池の富栄養化の駆動因解明と低減策
の検討

木塚俊和 1213AQ001 191

都市緑地におけるチョウの多様性と環境要因の解析 今藤夏子 1212AQ009 190

コスモポリタンを使った種の壁の操作実験 今藤夏子 1113CD017 199

人為的環境撹乱要因の生物多様性影響評価と管理手法に関する
研究

五箇公一 1115AA053 71

外来動物の根絶を目指した総合的防除手法の開発 五箇公一 1113BA005 73

農薬による生物多様性への影響調査 五箇公一 1014BX001 195

地球温暖化に対するサンゴ礁の応答 杉原薫 0812CD009 197

造礁性イシサンゴ類の分子系統および化石と現世の形態多様性
に基づく分類体系の再構築

杉原薫 1014CD001 199

日本産キクメイシ科サンゴの同定基準の確立とその地理的分布
の解明

杉原薫 1212NA001 203

生物多様性の景観的および遺伝的側面とその観測手法に関する
研究

高村健二 1115AA051 66

DNA バーコーディングを適用したユスリカ科昆虫の水質指標性
と多様性の研究

高村健二 1215CD005 68

湖沼の生物多様性・生態系評価のための情報ネットワーク構築 高村典子 1214AH002 183

生物多様性・生態系情報の基盤整備 高村典子 1115AP090 115

生物多様性に対する社会的認知の測定と合意形成についての手
法の開発

高村典子 1112AQ001 185

湖沼やため池における生物多様性損失の定量的評価に関する研
究

高村典子 1115BA003 192

生物多様性の広域評価およびシナリオ分析による将来予測に関
する研究

竹中明夫 1115AA052 69

植物の広域データ解析によるホットスポット特定とその将来の
定量的予測

竹中明夫 1115BA002 70

生物多様性研究プログラム 竹中明夫 1115SP050 64

シロイヌナズナの自然変異 ( ナチュラルバリエーション ) を用
いた環境適応遺伝子による適応的分化に関する研究

玉置雅紀 1212AQ005 189

高 CO2 環境における光合成誘導反応の生化学的・気孔的制限と
その生態学的意義

唐艶鴻 1213CD003 201

青海・チベット・モンゴル高原における草原生態系の炭素動態
と気候変動に関する統合的評価と予測

唐艶鴻 0913KB002 202

大気中オゾンと野生草本植物との相互作用の評価に関する研究 戸部和夫 1116AQ002 187
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研究センター

ニホンジカが南アルプス国立公園の自然植生に及ぼす影響とそ
の対策に関する研究 分担 (1) 地域絶滅が危惧される植物種の保
全技術の確立

戸部和夫 1012BC003 195

遺伝子組換えセイヨウアブラナのこぼれ落ちおよび拡散に関す
るモニタリング

中嶋信美 0913AF001 73

絶滅危惧野生動物の生息域外保全に関する研究拠点構築 中嶋信美 1215AQ003 115

生物多様性保全の普及啓発活動が地域住民の生物多様性保全の
認知と態度および行動に及ぼす影響

浪崎直子 1212AQ004 188

群馬県に降下した放射性セシウムの動態解析と将来予測 野原精一 1213BA001 245

湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のための調和的
管理手法の開発

野原精一 0812BB001 193

環境放射性物質を用いた湿地生態系機能評価に関する研究 野原精一 1214CD004 245

津波による海浜植生への生態影響と回復性評価  - 東日本大津波
を事例として

早坂大亮 1213AR001 192

歴史的な人間活動の履歴が生物多様性の広域パターンに与えた
影響の定量的評価

深澤圭太 1215AQ001 191

環境利用の空間的不均一性に対するヒグマ生息密度推定手法の
感度分析・および調査計画支援ツールの構築

深澤圭太 1113MA001 202

戦略的環境アセスメント技術の開発と自然再生の評価に関する
研究

福島路生 1115AA062 82

国際河川メコン川のダム開発と環境保全－ダム貯水池の生態系
サービスの評価

福島路生 1214BA005 83

絶滅危惧淡水魚イトウ ( サケ科 ) の新たなモニタリング手法の
開発

福島路生 1213NA002 84

長期データを活用した陸水生態系の定量的評価 松崎慎一郎 1212AQ002 188

日本在来ナマズ属の地域集団と保全対象水域の特定および遺伝
的モニタリングの実践

松崎慎一郎 1113CD009 68

藻場・干潟等浅海域と陸水域における生態系機能評価と生息環
境修復に関する研究

矢部徹 1214AH003 184

外来水生植物の侵入と定着に関する研究 矢部徹 0812AQ003 185

底質酸化による閉鎖性浅海域の生物生息環境の改善 矢部徹 1012BC002 194

真核ピコプランクトンの多様性の解明 : 分類学とゲノム生物学
からのアプローチ

山口晴代 1113CD015 199

震災・津波による三陸沿岸域の生物多様性・機能的多様性への
影響の定量化

山田勝雅 1112AF001 183

サンゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量評価と将来予
測

山野博哉 1115BA001 67

船舶観測による広域サンゴモニタリングに関する研究 山野博哉 1214BB001 193

ストレスとサンゴ礁の歴史的変化 山野博哉 0812CD007 67

サンゴ礁共存・共生未来戦略 山野博哉 0812CD008 196

海面上昇に対するツバル国海岸の生態工学的維持に関する研究 山野博哉 0812KB001 201

沿岸海洋生態系に対する気候変動の複合影響評価研究 山野博哉 1216KZ001 75

地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデル活動の展開
と普及『久米島応援プロジェクト』

山野博哉 1012MA001 178

海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循環を介して在
来種に与える影響

吉田勝彦 1115AQ010 187

海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循環に与えるイ
ンパクト

吉田勝彦 1012CD012 197

環境計測研究
センター

日本海深層の無酸素化に関するメカニズム解明と将来予測 荒巻能史 1012BA005 223

福島沖で放出された放射性物質をトレーサーとした親潮潜流の
動態解明

荒巻能史 1112NA003 230

北極高緯度土壌圏における近未来温暖化影響予測の高精度化に
向けた観測及びモデル開発研究

内田昌男 1012BA007 124
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環境計測研究
センター

北極海底の大規模氷床削剥痕の形成年代決定とグローバルな気
候変動との関連性の解明

内田昌男 1012CD020 129

微生物細胞膜脂質 14C 分析に基づく海洋 DOC 炭素循環と微生
物ループとの関連性解明

内田昌男 1012CD021 226

完新世における東アジア水循環変動とグローバルモンスーン 内田昌男 1115CD004 132

グリーン・ネットワーク・オブ・エクセレンス (GRENE) 事業北
極気候変動分野 「急変する北極気候システム及びその全球的な
影響の総合的解明」環北極陸域システムの変動と気候への影響

内田昌男 1115CE001 132

環境化学物質の生体影響評価のための神経行動試験法の体系化
に関する研究

梅津豊司 1116AQ004 223

健康的なアロマ環境創生をめざした植物成分の中枢作用に関す
る研究

梅津豊司 0813NA001 230

自然レベル放射性炭素を用いた海洋古細菌による水温決定に関
する同位体地球化学的検討

近藤美由紀 1012CD014 225

湖沼メタンの炭素 14 年代測定による永久凍土融解速度推定技術
の開発

近藤美由紀 1214CD014 228

東南アジア熱帯雨林における群落スケールのハロゲン化メチル
放出量と変動要因の解明

斉藤拓也 1214CD012 227

微細藻類が生産する有毒物質ミクロシスチンのモニタリングに
関する研究

佐野友春 1213AH001 220

微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分析に関する研
究

佐野友春 1115AQ005 112

環境試料の長期保存 ( スペシメンバンキング ) 柴田康行 1115AP060 113

先端環境計測研究プログラム 柴田康行 1115SP100 96

先端的分光遠隔計測技術の開発に関する研究 杉本伸夫 1115AA103 99

衛星利用能動光計測手法の基礎的研究 杉本伸夫 1012AQ003 221

ライダーおよび地上モニタリングネットワークによるエアロゾ
ル動態解明

杉本伸夫 0812CD003 225

対流圏エアロゾルの監視・予測・警報システムの構築に関する
研究

杉本伸夫 1216KB002 229

迅速網羅分析手法の開発と GIS を活用した汚染評価システムへ
の導入

頭士泰之 1215CD004 228

新しい環境トレーサーを用いた環境動態解析法の開発と計測 瀬山春彦 1115AA102 98

環境と生体中の元素の存在状態と動態解明に関する研究 瀬山春彦 1113AQ001 99

生体鉱物形成作用による金属酸化物の生成過程 瀬山春彦 1113AQ002 221

被災地沿岸の二枚貝中微量金属濃度の希薄化プロセスの解明 武内章記 1212AN002 113

人間が歴史的に利用してきた水銀の産地特定に関する研究 武内章記 1012CD006 225

高感度還元気化 MC － ICPMS 法の開発に基づく魚類中の大気
由来水銀の特定

武内章記 1113CD008 99

水銀同位体を用いた海底熱水鉱床の探査技術の開発 武内章記 1213MA001 230

摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生物学的要因解析 田中敦 1012AH001 117

環境試料のタイムカプセル化に関する研究 田中敦 1115AQ018 113

高線量地域からの放射性セシウムの河川・湖沼への流出評価と
湖底の放射能マップ作成

田中敦 1214CD010 245

環境標準物質及び分析用標準物質の作製、並びに環境測定等に
関する標準機関 ( レファレンス・ラボラトリー )

西川雅高 1115AP050 111

環境標準物質の開発と応用に関する研究 西川雅高 1115AQ040 222

PM2.5 規制に影響する汚染混合型黄砂の組成的特徴と飛来量 /
降下量に関する研究

西川雅高 1214BA002 224

地上ネットワークライダーデータを用いたエアロゾルの時空間
分布解析研究

西澤智明 1214AQ001 223

能動・受動型測器と数値モデルを複合利用したエアロゾルの大
気境界層への影響解明

西澤智明 1214CD005 227

EarthCARE 衛星搭載ライダー (ATLID) と多波長分光放射計 (MSI)
を用いたエアロゾル・雲推定アルゴリズムの開発

西澤智明 1214KZ001 229
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環境計測研究
センター

多次元分離技術による環境および生体中有機化学物質の網羅分
析法の開発

橋本俊次 1115AA101 96

大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究 伏見暁洋 0913AQ004 169

農作物残渣の野焼きが大気粒子に与える影響評価 伏見暁洋 1213CD001 97

連続観測ミー散乱ライダーでのデータ品質評価手法の検討 松井一郎 1012AQ002 221

大量、多次元の環境計測データからの情報抽出技術に関する研
究

松永恒雄 1115AQ039 222

航空機搭載ライダによる浅海域の測深調査の計画立案及びデー
タ質評価に関する研究

松永恒雄 1112ZZ002 231

衛星搭載熱赤外センサの輝度校正及び地表面熱環境観測に関す
る研究

松永恒雄 1115ZZ003 231

衛星ハイパースペクトルリモートセンシングの活用に関する基
礎的研究

松永恒雄 1115ZZ004 100

高磁場 MRI 法の高度化とヒト健康影響指標への応用 渡邉英宏 1115AQ027 222

MRI 横緩和速度を用いる生体鉄とヒト神経変性疾患に関する研
究

渡邉英宏 1012CD019 226

高磁場 MRI におけるヒト全脳 3D 画像の不均一補正法の開発 渡邉英宏 1214CD008 227
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A-Z

Bril‚ Andrey ........................................................105, 134
DHAKAL‚ Shobhakar ...........................22, 107, 134, 135
Diego‚ Silva Herran ......26, 27, 28, 93, 94, 135, 216, 219
Dong Liang ...................................................85, 213, 214
HABURA‚ PINGCHUN ......................................104, 134
Maksyutov‚ Shamil ......................................................15,

 16, 20, 21, 103, 105, 134, 135, 136, 137, 233
Ng Chris Fook Sheng ...........................................63, 181
Oshchepkov‚ Sergey ............................................105, 134
Tan Zhenghong .............................17, 104, 121, 134, 136
TIN-TIN- WIN-SHWE 89, 90, 91, 158, 161, 167, 209, 210, 233

あ

相川 茂信 .............................................................105, 134
會田 久仁子 ..........................................................106, 136
青木 康展 ..........................................................50, 53, 89,

 91, 109, 110, 154, 155, 156, 164, 165, 166, 210

青野 光子 ...55, 57, 62, 185, 195, 196, 204, 205, 242, 243
青柳 みどり ......................................................94, 95, 218
赤木 純子 .............................................................105, 135
秋山 貴 .................................................146, 148, 237, 238
秋吉 英治 .......................................25, 122, 123, 133, 137
朝山 由美子 15, 26, 27, 28, 29, 93, 94, 135, 137, 219, 220
芦名 秀一 26, 27, 28, 29, 88, 93, 94, 135, 137, 216, 219, 220
網代 正孝 .............................................................105, 134
安立 美奈子 ............................................21, 121, 126, 129
阿部 学 .............................................................21, 24, 137
荒巻 能史 ................................................................15, 17,

 20, 98, 103, 135, 136, 137, 223, 230, 233, 242

有賀 敏典 ...............................................................88, 215
有田 康一 .........................76, 77, 181, 182, 184, 185, 194

い

飯尾 淳弘 ...............................................................21, 129
石井 裕一 .............................................181, 182, 184, 194
石井 弓美子 ..................................................................186
石垣 智基 ..............................................38, 39, 40, 41, 42,

 43, 108, 143, 144, 148, 149, 150, 237, 238, 241

石黒 聡士 .............................................................206, 231

石崎 安洋 ....................................................................... 21
石田 真也 ..................................................................... 192
石堂 正美 ......................... 51, 52, 157, 158, 166, 210, 233
石濱 史子 ................................................. 69, 70, 186, 204
石原 光則 ......................................... 67, 76, 138, 182, 204
石原 吉明 ............................................................. 206, 231
石森 洋行 ............... 40, 139, 143, 148, 150, 237, 238, 241
市井 和仁 ..................................................................... 127
一ノ瀬 俊明 ............................................. 85, 86, 214, 218
井手 玲子 ..................................... 104, 108, 130, 134, 136
伊藤 昭彦 15, 17, 19, 20, 21, 22, 76, 126, 129, 135, 136, 233
伊藤 祥子 ................................. 56, 57, 170, 179, 182, 198
伊藤 智彦 ....................................................................... 89
伊藤 裕康 ..................................................... 110, 111, 209
伊藤 玲子 ............................................................. 106, 136
稲葉 一穂 ....................................... 32, 148, 166, 169, 181
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	4）　 東アジアにおける排出インベントリの高精度化と大 気汚染物質削減シナリオの策定

	3.(7)-2. 環境的に持続可能な都市・地域発展シナリ オの構築
	1）　 地域活性化をめざしたバイオマス利用技術戦略の立 案手法の構築
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	2）　 熱帯林における生態学的研究等のためのパソの観測 研究拠点化の推進
	3）　 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの 検出に関する数値実験的研究
	4）　 オゾン層変動と成層圏-対流圏大気変動との間の相 互作用に関する研究
	5）　 分光法を用いた大気計測に関する基盤的研究
	6）　 質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発
	7）　 オゾン層変動研究プロジェクト
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	22）　 平成24年度温室効果ガスインベントリ作成のため の分散型生活排水処理に係る排出係数開発調査業務
	23）　 海面処分場における安定化評価手法調査ならびに 安定化解析業務
	24）　 汎用IT製品中金属類のライフサイクルに着目した 環境排出・動態・影響に関する横断連携研究
	25）　 高度循環型社会に向けた廃棄物の品質管理技術シ ステムの開発
	26）　 アジア地域の持続可能な都市システムと廃棄物管 理に関する研究拠点形成
	27）　 災害廃棄物及び放射性物質汚染廃棄物等の処理処 分等技術システムの確立に関する研究
	28）　 埋立地ガス放出緩和技術のコベネフィットの比較 検証に関する研究
	29）　 廃プラスチックのリサイクル過程における有害化 学物質の排出挙動と制御に関する研究
	30）　 有機フッ素化合物の最終処分場における環境流出 挙動の解明と対策技術に関する研究
	31）　 地域活性化をめざしたバイオマス利用技術戦略の 立案手法の構築
	32）　 未利用リン資源の有効活用に向けたリン資源循環 モデル開発
	33）　 水銀など有害金属の循環利用における適正管理に 関する研究
	34）　 難循環ガラス素材廃製品の適正処理に関する研究
	35）　 アスベスト含有建材の選別手法確立と再生砕石の 安全性評価に関する研究
	36）　 アジアの都市廃棄物管理の発展に応じた埋立地浸 出水対策の適正な技術移転に関する検討
	37）　 静脈産業のアジア地域への移転戦略の構築に関す る研究
	38）　 有害危険な製品・部材の安全で効果的な回収・リサ イクルシステムの構築
	39）　 防災・減災を志向した分散型浄化槽システムの構築 に関する研究
	40）　 放射能汚染廃棄物処理施設の長期管理手法に関す る研究
	41）　 国際的な資源依存構造に着目したレアメタルに関 する3R効果評価手法の開発
	42）　 使用済み自動車(ELV)の資源ポテンシャルと環境負 荷に関するシステム分析
	43）　 放射性物質に汚染された廃棄物等の安全かつ効率 的な処理処分等に関する調査研究
	44）　 アジア途上地域におけるPOPs候補物質の汚染実態 解明と生態影響評価
	45）　 廃棄物最終処分場における埋蔵金属資源価値の評 価および有用金属の回収に関する研究
	46）　 地域の鉄鋼業・非鉄金属製錬業を基軸としたレアメ タル回収システム
	47）　 熱力学解析とMFAの融合による都市鉱山からの金 属資源の回収可能性評価手法の開発
	48）　 金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス排 出の廃棄物産業連関分析
	49）　 一般家庭およびオフィス等の室内環境中化学物質 リスクの包括的評価と毒性同定評価
	50）　 製品機能ベースの物質ストック・排出量と複合機能 製品の普及による省資源化効果の評価
	51）　 リスクに対する頑健性と柔軟性を備えた環境調和 型サプライチェーン設計手法の開発
	52）　 気候変動を考慮した農業地域の面的水管理・カス ケード型資源循環システムの構築
	53）　 リソースロジスティクスの可視化に立脚したイノ ベーション戦略策定支援
	54）　 絶滅危惧種の保全に向けた持続可能な資源利用: ニッケルの国際サプライチェーン分析
	55）　 窒素飽和状態にある森林域からの窒素流出負荷量 の定量評価および将来予測
	56）　 震災廃棄物・津波汚泥及びその仮集積・埋立処理に よって引き起こされる化学物質汚染の一次スクリー ニング
	57）　 社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾ ル排出源と影響の評価
	58）　 リサイクル性、維持管理・解体を考慮した判断基準 の研究

	5.(3) 環境リスク研究分野における研究課題
	1）　 大気中の酸化的二次生成物質の測定と遺伝毒性評価
	2）　 水田農薬を対象とした排出推定モデルの検証とモデ ル向上に資する調査研究
	3）　 震災廃棄物・津波汚泥及びその仮集積・埋立処理に よって引き起こされる化学物質汚染の一次スクリー ニング
	4）　 震災廃棄物・津波汚泥及びその処理過程における大 気中化学物質のモニタリング
	5）　 量子化学計算によるガス状化学物質とO3・OHとの 反応速度予測
	6）　 化学物質及び放射性物質曝露に対する長鎖ノンコー ディングRNAの新機能の解明
	7）　 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの作 成
	8）　 PFOSのウズラ摂餌投与試験における卵への移行に 関する研究
	9）　 クロマトグラフ-質量分析法における物質同定のた めの測定・解析手法に関する研究
	10）　 化学物質のリスク評価手法の体系化に関する基盤 研究
	11）　 化学物質の環境排出の新たな推定手法の開発
	12）　 化学物質リスク管理戦略研究のための基礎的研究
	13）　 環境リスク因子の環境経由による生物への曝露及 び影響実態の把握・検証手法の開発
	14）　 化学物質リスク評価・管理に資する生態毒性評価方 法の開発
	15）　 化学物質の作用機序に基づく生物試験手法の開発
	16）　 化学物質の環境経由の曝露・影響実態把握手法の高 度化に関する研究
	17）　 曝露形態別毒性学的知見に基づく有害化学物質の 健康リスク評価手法の開発
	18）　 ディーゼル起源ナノ粒子内部混合状態の新しい計 測法 (健康リスク研究への貢献)
	19）　 平成24年度農薬による水生生物影響実態把握調査
	20）　 平成24年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する 試験法開発に係る業務
	21）　 自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出 特性実態に関する調査研究
	22）　 ディーゼル排ガス由来二次生成有機エアロゾルの 生体影響調査
	23）　 メタ個体群の空間構造に不確実性をもつ外来種の 最適管理戦略
	24）　 底棲魚介類の初期減耗要因の解明:再生産期の異な る種の比較によるアプローチ
	25）　 ヒ素結合タンパク質のキャラクタリーゼーション と生体影響評価への応用
	26）　 環境変化に対する生物群集の応答と機能形質動態 に関する数理生態学的研究
	27）　 樹状ナノ粒子(デンドリマー)の生体影響評価に関 する研究
	28）　 軟体動物前鰓類におけるレチノイン酸受容体 (RAR)の性状及び生理機能解析
	29）　 金属特異性を考慮した包括的な生態リスク評価手 法の開発
	30）　 ヒト多能性幹細胞試験バッテリーによる化学物質 の発達期影響予測法に関する研究
	31）　 哺乳類の空間的最適駆除配分に関する研究
	32）　 酸化ストレスを誘導する遺伝毒性物質の低用量に おける量反応関係の解析
	33）　 有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関す るガイドライン策定検討委託業務
	34）　 健康影響の統合データベースHEALSの整備・更新
	35）　 胎児影響モデルの胚様体細胞アッセイを活用した 影響閾値限界の推定に関する研究
	36）　 内湾生態系における放射性核種の挙動と影響評価 に関する研究
	37）　 化学物質データベース等の整備・提供
	38）　 生態影響試験に関する標準機関(レファレンスラボ ラトリー)機能の整備
	39）　 定量的生態リスク評価の高精度化に資する数理生 態学的研究
	40）　 貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法と底 層DO目標の達成度評価手法の開発に関する研究
	41）　 平成24年度水産動植物登録保留基準設定に関する 文献等調査
	42）　 生物応答を利用した水環境管理手法検討調査
	43）　 平成24年度水生生物への影響が懸念される有害物 質情報収集等調査業務
	44）　 平成24年度化学物質環境リスク初期評価等実施業 務
	45）　 平成24年度生態毒性GLP査察支援業務
	46）　 平成24年度農薬安全性評価資料作成支援業務
	47）　 ナノ材料による神経系発達障害の評価系の開発に 関する研究
	48）　 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究
	49）　 津波により堆積物と混合・沈降した流出油の分布・ 消長と底質環境影響評価に関する研究
	50）　 汎用IT製品中金属類のライフサイクルに着目した 環境排出・動態・影響に関する横断連携研究
	51）　 都市大気における粒子状物質削減のための動態解 明と化学組成分析に基づく毒性・健康影響の評価
	52）　 環境化学物質の生体影響評価のための神経行動試 験法の体系化に関する研究
	53）　 環境化学物質による肥満および肥満に伴う病態へ の影響に関する研究
	54）　 廃プラスチックのリサイクル過程における有害化 学物質の排出挙動と制御に関する研究
	55）　 環境化学物質による発達期の神経系ならびに免疫 系への影響におけるメカニズム解明に関する研究
	56）　 有機フッ素化合物の最終処分場における環境流出 挙動の解明と対策技術に関する研究
	57）　 使用済み自動車(ELV)の資源ポテンシャルと環境負 荷に関するシステム分析
	58）　 アジア途上地域におけるPOPs候補物質の汚染実態 解明と生態影響評価
	59）　 迅速網羅分析手法の開発とGISを活用した汚染評価 システムへの導入
	60）　 多媒体モデリングと戦略的モニタリングによる放 射能汚染の広域環境影響評価
	61）　 津波堆積物を含む震災廃棄物の処理過程における 健康影響評価 〜バイオアッセイを中心とした包括 的ハザード調査〜

	5.(4) 地域環境研究分野における研究課題
	1）　 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究
	2）　 PM2.5と光化学オキシダントの実態解明と発生源寄 与評価に関する研究
	3）　 都市大気における粒子状物質削減のための動態解明 と化学組成分析に基づく毒性・健康影響の評価
	4）　 界面活性剤ミセルが存在する溶液内での物質の分配 と反応性に関する研究
	5）　 大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究
	6）　 オイラー型モデル出力との整合性の観点で見たトラ ジェクトリ解析手法の研究
	7）　 半乾燥地に生育する植物種の水ストレス耐性と水利 用に関する研究
	8）　 関東地域における市街地土壌の有害金属汚染に関す る研究
	9）　 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究
	10）　 アジア域における多角的観測網を用いた大気環境 モデル間相互比較研究
	11）　 最新直噴ガソリン車の排気ガス中粒子状物質の特 性解明
	12）　 ろ床型排水処理システムにおける微生物相と安定 同位体比の解析による排水浄化/汚泥減容化機構の 評価
	13）　 メタン発酵廃水処理技術の実用化に関する研究
	14）　 ライダー観測データを環境研究に応用するための 関連情報の整備に関する研究
	15）　 大気汚染物質のソースレセプター解析と削減感受 性評価
	16）　 温暖化対策とのコベネフィット評価も含めた総合 的な大気汚染物質削減シナリオの策定
	17）　 地球温暖化対策としてのブラックカーボン削減の 有効性の評価
	18）　 モンゴルの永久凍土地帯における脆弱性評価及び 適応策の提言に関する研究
	19）　 陸水中におけるカルシウムの化学形態が森林生態 系の物質循環におよぼす影響
	20）　 東アジアにおけるエアロゾル数濃度の空間分布と その変動要因の解明
	21）　 湖沼における浮遊細菌を介した溶存有機物の動態 解明に向けた新たな展開
	22）　 物理場に応答する浅い湖沼におけるリンの動態の 解明とそのモデル化に関する研究
	23）　 アジアのエアロゾル・雲・降水システムの観測・モ デルによる統合的研究
	24）　 微生物によるヒ素の環境動態変化に及ぼす抗生物 質の影響の解明
	25）　 スタック型微生物燃料電池による省・創エネルギー 排水処理技術の開発
	26）　 速度マネージメントに着目したエコドライブ普及 施策の定量的評価
	27）　 GCOM-C1に基いた地表面蒸発散量の推定アルゴリ ズムの開発
	28）　 東アジア地域における影響評価のための観測デー タ収集
	29）　 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデ ル活動の展開と普及『久米島応援プロジェクト』
	30）　 ゴム廃水の温室効果ガス排出能・分解機構評価
	31）　 東アジアにおける大気質変化を解明するための沖 縄辺戸・長崎福江におけるモニタリング
	32）　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構とその底生生 物影響評価に関する研究
	33）　 窒素飽和状態にある森林域からの窒素流出負荷量 の定量評価および将来予測
	34）　 ブナ林生態系における生物・環境モニタリングシス テムの構築
	35）　 長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾン および酸性霧による森林影響
	36）　 津波により堆積物と混合・沈降した流出油の分布・ 消長と底質環境影響評価に関する研究
	37）　 MRI画像解析と同位体解析による栄養塩や温室効 果ガスの底泥からのフラックス予測
	38）　 二次有機エアロゾル生成に関わる反応プロセスの 研究
	39）　 海洋大循環モデルの高精度化へ向けた乱流混合パ ラメタリゼーションの数値的研究
	40）　 東アジアにおける排出インベントリの高精度化と 大気汚染物質削減シナリオの策定
	41）　 地上・衛星ライダーによるアジア域のエアロゾル解 析に関する研究
	42）　 北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン・ エアロゾル現場観測(揮発性有機化合物と窒素酸化 物の測定)
	43）　 先端的単一微粒子内部構造解析装置による越境汚 染微粒子の起源・履歴解明の高精度化
	44）　 全国の環境研究機関の有機的連携によるPM2.5汚染 の実態解明と発生源寄与評価
	45）　 わが国都市部のPM2.5に対する大気質モデルの妥当 性と予測誤差の評価 −(3)相互比較による大気質モ デリングの妥当性検証と予測精度評価−
	46）　 健康影響が懸念されるPM2.5粒子状物質のわが国風 上域での動態把握
	47）　 揮発性ビン・詳細反応モデル開発による二次有機エ アロゾル計算の精緻化と生成機構解明
	48）　 社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾ ル排出源と影響の評価
	49）　 DOMの光分解特性が生物難分解化に及ぼす影響評価
	50）　 農作物残渣の野焼きが大気粒子に与える影響評価
	51）　 rRNA/rDNA比を用いた富栄養湖霞ヶ浦におけるア オコの動態評価に関する研究
	52）　 高線量地域からの放射性セシウムの河川・湖沼への 流出評価と湖底の放射能マップ作成
	53）　 溶存無機炭素の同位体組成による新たな流域診断 指標の構築
	54）　 大気環境物質のためのシームレス同化システム構 築とその応用
	55）　 大気環境物質のためのシームレス同化システム構 築とその応用 (2) 大気汚染物質・ダストの同化と逆 問題システムの構築
	56）　 多媒体モデリングと戦略的モニタリングによる放 射能汚染の広域環境影響評価
	57）　 熱帯ダム貯水池の沿岸区域における底泥の生成・堆 積過程と栄養塩循環機能の解明
	58）　 藻場・干潟等浅海域と陸水域における生態系機能評 価と生息環境修復に関する研究
	59）　 汎用IT製品中金属類のライフサイクルに着目した 環境排出・動態・影響に関する横断連携研究
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